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概 況

２００１年の世界経済は、米国の長期景気拡大

が後退局面入りしたこと、同国の IT関連産業

の急速・大幅な調整等により日本、アジア諸

国の輸出急減が大きな特徴となった。

特に９月の米国同時多発テロ事件は、経済

的にも国内個人消費の一層の冷え込み、運輸

面での混乱等経済活動の一時的な停滞をも招

来している。

上記のようなマイナス局面の中にあって、

２００１年の世界海上輸送量は５４億トン（トンベ

ース）と微増ながら過去最高を更新し、わが

国を中心とする海上輸送量は前年比１．１％減の

約８．８億トンと微減傾向ではあるものの、世界

に占めるわが国の占有率は１６％を超え、依然、

その地位は大きいと言える。

このうち定期航路については、北米東航に

おいて過去最高の輸送量を更新した一方で、

西航においては３年ぶりの減少に転じたため、

依然、輸送のインバランスは解消に至ってい

ない。欧州航路においては往航!復航ともに
増加し、インバランスは若干縮小した。

鉄鋼、自動車等主要不定期・専用船部門に

おいては原材料需要の世界的な縮小に関わら

ず、三国間輸送は順調なため、全体的には増

収となった。油送船部門では世界的な景気低

迷、OPECの協調減産による荷動き減少によ

り、減収となった。

転じて日本海運の現状を見ると、日本商船

隊は２，１００隻（７，２７１万総トン）と増加の一方、

日本籍船は年々減少を辿っている。

以上のような周囲の状況下、当協会は、国

内的な案件として、首都圏第３空港問題につ

いて国土交通省検討会の場で航行安全の確保

を主張し、またマスコミへの積極的な働きか

けを通じて、関係者の理解を求めた。

平成１４年度税制改正に当たっては、船舶特

別償却制度の廃止等厳しい財務省方針に対し

て、現行内容の存続・延長を強く訴えた結果、

当協会の主張が概ね認められた一方で、政府

内で「税制の抜本改革」の検討が進捗してい

ることを受け、当協会は、従来の税制改正要

望方針（期限切れ税制の延長要望）を一歩進

め、諸外国とのイコール・フッティング実現

に向けた海運税制の根本的な改善を要望する

こととした。

また米国テロ事件を受け、当協会は「情報

連絡本部」の設置、緊急連絡体制の強化、航

行安全に関わる関連情報の周知に努めた。ま

た IMOの場で海上安全強化策が提案される一

方、船舶戦争保険契約の再締結の求めに当た

っては、ICSやASF等を通じて船主意見を表

明した他、関連産業ならびに諸外国の状況等

情報収集を行い、事態の改善に努めている。

環境保護対策として、船底防汚塗料による

海洋汚染の防止やバラスト水排出規制問題に

ついて実効的かつ実行性あるものとなるよう

船主意見の開陳に努め、サブスタンダード船

の排除やシップリサイクル対策の推進と共に

環境関係セミナーの開催、パンフの配布等啓

蒙普及活動を行った。

外航船社間協定に対する独禁法適用除外制

度の審議については、その存続に向け、OECD

の場等で船主の立場を開陳した他、ASFを通

じてアジア域内船主の相互理解と信頼の増進

に努めた。

以上の他にも、外国人船員問題、海賊問題、

マラッカ・シンガポール海峡の航行安全対策、

内航海運問題等多岐に渡る国内外の諸問題に

ついても、積極的な対応を行った。
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1 海運政策

１・１ 海運対策の推進

１・１・１ イコール・フッティング実現に
向けての活動

当協会は第５４回通常総会において、「税制をはじめと

する諸制度のイコール・フッティングの実現」および

「経済・社会の変化に即した構造改革の実現」を決議

し、平成１３年度においてはこれらを強く求めていくこ

ととした。また、それに先立つ平成１３年５月開催の決

議案起草委員会および定例理事会において、「イコール

・フッティング」について、今後関係先に理解を求め

ていくにあたり当協会としてその具体的内容について

理論的な準備をしておく必要があるとの結論を得た。

これを踏まえ、平成１３年７月１９日の政策委員会にお

いて、「イコール・フッティング」についての諸課題に

どう取り組んでいくかについて検討を行った。

検討の結果、いわゆる「イコール・フッティング」

については、「イコール・フッティングの実現を中心と

した海運を取り巻く競争環境の整備」として捉えた上

で、以下の３点に整理し、学識経験者の助力も得て、

政策委員会を中心に利害得失・要望の可否について、

より詳細に検討を進めていくこととし、鋭意その作業

を行っている。

! 船舶の特別償却制度の改善など海運関係税制関

係（税制のイコール・フッティング）

" 先進海運国の第二船籍制度並みの条件整備など

実効ある国際船舶制度の実現（日本船のイコール

・フッティング）

# 国際競争力ある港湾の実現や船員問題など構造

改革・規制緩和等の実現

１・１・２ 税制抜本改革への対応

! 税制抜本改革への対応方針について

わが国経済の持続的成長および産業競争力回復の

ための構造改革の一環として、税制の抜本改革につ

いての議論が平成１４年初から経済財政諮問会議、政

府税制調査会および自民党税制調査会において進め

られている。当協会は平成１５年度以降の税制改正要

望活動を進めていくにあたり、これら税制改革論議

に先手を打って対応していくこととし、具体的には、

政策幹事会および財務幹事会において、要望事項お

よび対応方針等について得失も含め精力的に検討を

行い、以下の通り大枠の方針を決定した。

当協会としてはこれを機会に、期限切れ税制の延

長を求めることに力点を置いた従来の税制改正要望

の方式を一歩進め、わが国海運の競争力確保のため

海運税制の諸外国とのイコール・フッティング実現

に向け、海運税制の根本的な改善を要望すべく、対

応方針を決定することとした。

! Tonnage Tax（トン数標準税制）の導入

英国・オランダ・ドイツ等欧州諸国では、自国

海運強化育成のために船舶の運航トン数に基づい

て法人税を計算する Tonnage Tax（トン数標準税制

＝外形標準課税の一種）が導入され、大幅な税の

軽減がなされている。また、米国でもTonnage Tax

の導入が検討されている。当協会としても、イコ

ール・フッティング実現の旗印として当該税制の

この章のポイント

●海運関係分野に関する規制緩和の実現につき、当

協会は経団連と連携しつつ引き続き国土交通大臣

や規制担当大臣に対して要望等働きかけを行った。

●平成１４年度税制改正において、期限切れを迎える

船舶特別償却制度の存続等を関係方面に強く働き

かけた結果、当協会の主張が概ね認められた。

●政府税制調査会等が検討中の１５年度税制の抜本改

革に対し、当協会は、海運税制における諸外国と

のイコールフッティング実現を視野に入れた税制

の根本的な改善を要望していくとともに、一般週

刊誌、経済誌およびオピニオン誌等に海運税制の

充実・改善を訴えるキャンペーン広告を掲載した。

! 海 運 政 策
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必要性を訴えるとともに、さらに導入に向けての

方策を検討することとする。

" タックスヘイブン税制における赤黒合算の実現

連結納税制度の導入により、１００％国内子会社の

損益通算が実現することとなるが、特定外国子会

社については、留保所得（黒字）のある子会社の

み日本において課税するという不合理性が解消さ

れていない。実質的に日本国内の本社と同一であ

るこれらの子会社については、実質課税の原則か

ら１００％国内子会社と同様、欠損金のある子会社も

合算の対象とすることを要求していく。

# 特別償却制度・圧縮記帳制度の実質的恒久化

船舶の特別償却制度は先進海運諸国の償却制度

等と比較しても見劣りする内容であり、適用期限

の拡大等を含め実質的恒久化を要求していく。

$ 耐用年数の短縮!償却可能限度額を現行の取得
価額１００分の９５から備忘価額を残すまでに改める。

減価償却制度を抜本的に見直し、償却可能限度

額を現行の取得価額１００分の９５から備忘価額を残す

までに改めるとともに、耐用年数を短縮すること

を要求していく。ただし、耐用年数の短縮の要求

については、内部で更に議論することとする。

% 船舶固定資産税の廃止

外航船舶は船舶固定資産税の他、とん税・特別

とん税、入港料等を重複して負担している。国内

に留まることがほとんどない外航船舶の固定資産

税は主要海運国では課税されておらず、国際競争

力維持・強化の観点から本税を廃止することを求

める。また、外航コンテナに係る固定資産税につ

いても船舶同様、応益負担の観点から固定資産税

の賦課は不合理であり、併せて廃止することを要

求していく。

& とん税・特別とん税の廃止（固定資産税の廃止

要求と選択的関係）

外航船舶はとん税・特別とん税の他、船舶固定

資産税、入港料等を重複して負担している。入港

による応益負担は当然のことであるが、これらの

公租公課は諸外国に類例の無い重複賦課であり、

本税の廃止を要求していく。

' 船員所得税の減免

日本商船隊に乗り組む日本人船員の所得税を免

除する制度を創設することを要求するかどうかに

ついて、更に議論を深める。

なお、以上の要望項目については、今後、要求

の度合い・タイミング等を勘案し、要望内容をさ

らに吟味の上、具体的内容を決定していくことと

した。特に Tonnage Taxについては、海運税制の

イコール・フッティング実現に向けた旗印として

掲げ、キャンペーン用のパンフレットを作成の上、

関係先に配布して機運を醸成するとともに、本格

的要求にあたっては、政策委員会において更に検

討を深め、運用上の問題点、得失等加盟船社の理

解を深めながら、業界としてのコンセンサスを形

成していくこととした。

また、検討に際しては内航海運への影響に配慮

するとともに、主要国における関連する諸問題に

ついての重要事項に関する調査も実施し、わが国

政府の動きをも注視しながら、国土交通省と連携

して対応していくこととした。

! 海運税制キャンペーンについて

当協会では税制抜本改革への対応の一環として、

海運税制への理解を広げるためのキャンペーンを行

うこととし、具体的には以下の活動を行った。

! 海運税制に関する記事広告掲載

海運税制（Tonnage Taxおよび特別償却の二通り）

に関する記事広告を以下の一般週刊誌に掲載した。

また、国土交通省の機関誌「国土交通」および、

当協会機関誌「せんきょう」にも同内容の意見広

告を掲載した。

掲載誌：

AERA （２００２"６"１０、６"１７、６"２４各号）
サンデー毎日（２００２"６"１６、６"２３、６"３０各号）
Yomiuri Weekly（２００２"６"１６、６"２３、６"３０各号）
エコノミスト（２００２"９"１７、１０"１各号）
ダイヤモンド（２００２"９"１４、９"２８各号）
東洋経済 （２００２"９"１４、９"２８各号）
新 潮４５ （２００２"１０月、１１月各号）
現 代 （２００２"１０月、１１月各号）
正 論 （２００２"１０月、１１月各号）

" Tonnage Taxの説明パンフレット

海運税制キャンペーンの一環として、Tonnage

Taxを広く認知してもらうことを目的に、Tonnage

Taxの概要を説明したパンフレットを作成し、関係

各位に配布した。

! 海 運 政 策
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１・１・３ 実効ある国際船舶制度の実現に
向けて

$ 国際船舶について

平成１４年３月末における国際船舶（承認船員配乗

船）は以下のとおりである。

% 承認試験について

平成１２年１月にスタートした承認試験（国際船舶

の２名配乗船に対応する外国人船員を承認する試験）

は、平成１１年度に１回、平成１２年度中に３回の計４

回がいずれもフィリピンで実施され、延べ２５６名が合

格している。

当協会は、会員各社より承認試験の受験希望を調

査し、受験希望者が相当数に上ることから、国土交

通省に対し、平成１３年６月に試験を実施するよう要

望していたが、国際船舶が平成１１年度に誕生した３

隻から増えないことなどを理由に試験の実施が見送

られていた。その後、国土交通省と意見交換を行う

など改めて要望した結果、同省は船主の承認船員養

成の必要性を受け止め、試験が実施されることとな

った。

このような状況を経て、平成１３年度の第１回承認

試験（通算５回目）が、平成１３年９月１７日から９月

２１日の間、フィリピンで実施され、１４３人が受験し１４１

人が合格した。また、平成１４年１月２８日から２月１

日にかけて、第２回試験が同じくフィリピンで実施

され１１９人が合格した。

一方、この承認試験制度には、申請から受験まで

に時間と労力がかかりすぎるなど受験者及び船社ス

タッフにとって負担となっていること、現時点では

フィリピン人船員以外外国人船員に対応できていな

いことなどの問題がある。

国際船舶制度は、国際競争力向上を目的としてい

るものであり、関連資格の取得手続などが煩瑣では

この目的に反するため、当協会は、承認試験制度の

見直しについて、国土交通省に対し申し入れた。ま

た、平成１４年２月７日に開催された「SECOJ加藤検

討会：施策の具体化のための検討・施策立ち上がり

後のフォローアップを行うための官労使参加による

検討会」（国際船舶制度推進調査委員会におけるWG）

においても、諸外国の承認試験制度を踏まえた同制

度の抜本的改善等を強く要望した。その結果、現在、

国土交通省はその見直しについて検討を行っており、

当協会はその動向を注視している。

& 第１級海上特殊無線技士養成課程の実施について

STCW９５条約（船員の訓練要件、資格証明、当直基

準等に関する国際的な統一基準を定めた条約の１９９５

年改正版）では、船舶職員（航海士）は２００２年２月

以降、第１級海上特殊無線技士（１海特）の資格を

所有することが義務付けられている。国際船舶に乗

り組む外国人航海士に対し、この資格を付与するた

めの無線従事者規則の改正が、平成１３年６月２０日に

公布、施行され、わが国の１海特と同等の外国資格

を有する者については、国内法規のみ（３時間以上）

の講習を受講することで取得が可能となった。無線

関係の資格取得のための講習は、日本無線協会がこ

れを実施しており、外国人航海士のための本講習に

ついても日本無線協会における実施を要請し、協議

を継続してきた。

その結果、平成１３年８月２日～３日に、フィリピ

ンにおいて第１回講習が実施された。また、平成１３

年度第１回および第２回承認試験と併せて、第２回

および第３回養成課程講習会がそれぞれフィリピン

において実施された。

１・１・４ 有事法制制定の動き

$ 現在の状況

いわゆる有事関連３法案については、平成１４年４

月１６日に閣議決定され、国会で審議されている。

有事関連３法案は、!武力攻撃事態法案、"自衛
隊法改正案、および#安全保障会議設置法改正案の
３つである（概要は以下参照）。対象は、我が国への

武力攻撃事態であり、海外有事は対象外とされてい

る。

! 武力攻撃事態法案（全体の枠組みを定めるいわ

ゆる「包括」法案）

累計隻数 時 期 船 名 船 種 船社名

（Ｈ１１年度）

１

２

３

（Ｈ１３年度）

４

５

６

７

８

９

１０

２０００．３

２０００．３

２０００．３

２００１．１２

２００１．１２

２００１．１２

２００２．１

２００２．１

２００２．１

２００２．２

まきなっくぶりっじ

加 賀（かが）

さざんくろす丸

原町丸（はらまち）

健隆丸（けんりゅう）

はんばーぶりっじ

わしんとんはいうぇい

筑前丸（ちくぜん）

翔鵬丸（しょうほう）

乾安丸（けんあん）

コンテナ船

コンテナ船

コンテナ船

バ ル カ ー

バ ル カ ー

コンテナ船

Ｐ Ｃ Ｃ

バ ル カ ー

バ ル カ ー

ログ・バルカー

川 崎 汽 船

日 本 郵 船

商 船 三 井

日 本 郵 船

日 本 郵 船

川 崎 汽 船

川 崎 汽 船

第一中央汽船

新 和 海 運

乾 汽 船

! 海 運 政 策
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武力攻撃事態への対処のための態勢を整備し、

併せて武力攻撃事態への対処に関して必要となる

法制の整備に関する事項を定める。政府は武力攻

撃事態への対処に関して必要となる法制（事態対

処法制）を法律施行から２年以内を目標に整備す

る。事態対処法制の整備に当たっては、「輸送及び

通信に関する措置」、武力攻撃を排除するために必

要な自衛隊の行動が円滑かつ効果的に実施される

ための「船舶及び航空機の航行に関する措置」等

が適切かつ効果的に実施されるようにする、とさ

れているが現時点では具体的な内容については明

らかにされていない。

" 自衛隊法改正案

防衛出動時における物資の収用等に係る規定等

を整備する。現行自衛隊法には国内輸送事業者に

対する輸送命令の規定がある。これに関連し、輸

送事業者の範囲を定める政令を制定する方針とい

われているが、政令案は明らかになっていない。

# 安全保障会議設置法改正案

総理大臣が安全保障会議に諮るべき事項に「武

力攻撃事態への対処に関する基本的な方針」等を

追加することなどを定める。

! 当協会の対応について

本件については、平成１４年５月１５日の政策委員会

にて検討した結果、以下の通りとなった。また、欧

米主要海運国の有事関連の輸送協力等について調査

することとした。

! 引き続き有事法制に関する情報収集に努め、政

策委員会に都度報告する。

" 有事法制下での民間の輸送協力のあり方は具体

的に示されていないが、これまでの議論等を踏ま

え、今後の対応を検討する。

# 事態の推移により緊急に対応が必要な場合は、

正副委員長、幹事長を中心とする Ad!hocグループ

で対応策を検討し、会長と相談の上、対応策を決

定し政策委員会に報告する。

" その他

全日本海員組合および全国港湾は、平成１４年２月

１５日付で、共同で有事法制に対する反対声明を発表

し、４月２２日付で当協会に対し、理解を願いたい旨

依頼してきている（資料１―１参照）。

〔資料１―１〕

$日本船主協会

会 長 !長 保英 様

２００２年４月２２日

全日本海員組合

組合長 井出本 榮

有事法制問題に関するお願いの件について

拝 啓

貴職ならびに貴協会におかれましては益々ご清祥のこと

とお慶び申し上げます。

さて、去る４月１６日、有事法制の基本をなす「武力攻撃

事態法案」および関連法改正案が閣議決定され、小泉首相

は今国会での成立を図るとしております。また、「事態対処

法制の整備（法案第３章関連）」と称して２年以内に関連す

る個別法を整備するとしております。本組合はわが国船員

の生命と職場の安全を守る基本的任務を全うする観点から、

いち早く反対の立場を明確にして活動しておりますが、貴

職ならびに貴協会におかれましても、本組合の活動にぜひ

ご理解を賜りたいと考えます。

本組合が有事法制に反対する主たる理由でありますが、

有事法制が「戦争に備える法制度」である以上、一般国民

はじめ地方自治体、民間企業を合法的・効果的に戦時動員

し国家統制するための法整備が中心とならざるを得ません。

そのことは「武力攻撃事態法案」では、第１に内閣総理大

臣に対する非常大権の付与（法案１４条および関連条項）、第

２に指定公共機関（輸送など公益的事業を営む法人を含む）

や地方自治体に対する非常大権行使の権限付与（法案第１５

条および関連条項）、第３に一般国民はじめ公益的事業を営

む法人に対する協力要求と責任の明確化（法案第６条・８

条および関連条項）などは、必然的に憲法で保障する基本

的人権や私権の制限を伴うことからも明白です。

したがいまして、過去に過酷な戦争体験を有する私ども

船員の立場から見れば、「かつての国家総動員法や船員徴用

令を想起させるもの」と厳しく指摘しているところです。

周囲をすべて海に囲まれるという地勢的特徴を備えたわが

! 海 運 政 策
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国にとって、「武力攻撃事態」ともなれば、海運産業は戦闘

部隊の後方支援活動に大きな役割を担わされることは自明

の理であります。また今日、わが国海運の活動範囲が、世

界の海の隅々まで展開（民間海上交通路）されていること

を考えれば、「武力攻撃事態」の発動が、直ちに海上交通路

全体の安全に重大阻害要因となることも予想されます。戦

中・戦後をとおして多くの戦争や戦争の残滓と向き合って

きた私ども船員にとって、これは耐え難き事態であります。

さらに注目している問題として、法案第３章「事態対処

法制の整備」の項では、輸送及び通信に関する措置や船舶

及び航空機の航行に関する措置（法案第２２条関連）が謳わ

れております。かつて太平洋戦争における海運活動や船舶

航行に対する国家統制の仕組みであった「海運統制令（昭

和１５年）」「戦時海運管理令（昭和１７年）」や「船舶保護法

（昭和１６年）」といった法令の主旨と、どのように違うのか。

同じなのか。甚だ不安であります。

政府は、法案提出の理由に「備えあれば憂いなし」など

を挙げておりますが、かつての冷戦構造が崩壊し、わが国

に対する大規模な侵攻といった事態があり得ないことは政

府も認めており、したがって「武装工作隊のような小規模

部隊による侵攻などを想定」とも発言しているところです。

しかしながら、「戦争は政治の延長」といわれるように、警

察権の行使によって措置される犯罪行為とは違い、政治目

的のない戦争はあり得ないところです。政府のいう小規模

侵攻が一体いかなる政治目的達成のために行なわれるのか、

国民が納得できる説明は困難でありましょう。一方、１９９９

年に制定された周辺事態法との関連でみれば、すなわち、

アメリカの始める戦争に周辺事態法の発動によって後方支

援を行なうわが国が、自動的に日本武力攻撃事態を招き入

れる可能性は極めて大きいといえます。

２１日の日本経済新聞朝刊は、政府はさっそく有事法制の

一環として共同行動する米軍に対する武器・弾薬などの提

供を柱とする「米軍支援法案（仮称）」の骨格を固め、次期

国会での成立を期すと報じました。物資や役務の提供は輸

送活動と不可分であり、周辺事態法の制定に続く有事法制

整備が、わが国海運と働く船員の周辺に益々きな臭い状況

を生み出していることを深く懸念するものであります。

最後に、貴職ならびに貴協会におかれましても、私ども

船員の懸念の声を傾聴いただき、重ねて特段のご理解を賜

りますよう切にお願い申し上げます。

敬 具

参考資料：別紙「有事法制制定に反対する理由」（２月２１日付け）

組合機関誌・船員しんぶん号外「有事法制特集」（省略）

その他の関連資料（省略）

「別紙」

２００２年２月２１日

全日本海員組合

有事法制制定に反対する理由

１．私たちは、連合が掲げる安全保障に関する政治方針（９３

年大会確認）をしっかりと支持するものでありますが、

有事法制整備は船員にとってはかつての国家総動員法に

もとづく「船員徴用令」を想起させるものであり、断じ

て容認できません。新聞報道によれば、その名称を「武

力攻撃事態への対処に関する法制（仮称）」とし、基本的

人権や私権の制限を含む数十を超えるといわれる関係法

案・政省令の新設や改定など、戦前の国家総動員体制に

準じた戦時国家統制と国民動員を合法化する諸法規を包

括法案として、一気に国会成立を狙うものと思われます。

わが国の将来にとって重大な岐路となる法案を、短期に

成立させようとする政府の対応は、国民主権の原則を踏

みにじり民主主義を否定する点からも認めるわけにはい

きません。

２．私たちは、日米新防衛協力指針にもとづく周辺事態法

制定の際には先の大戦中はいうに及ばず、戦後も多くの

武力紛争に巻き込まれるという自らの過酷で悲惨な戦争

体験にもとづき、米軍に対する後方（地域）支援活動、

例えば民間船舶による物資輸送活動は紛れもない軍事作

戦行動であり攻撃の対象となることから職場の安全と命

を第一とする観点に立って断固反対し、その廃止を強く

訴えてきました。また、周辺事態法は建前として「民間

協力」（法第９条）の立場をとっておりますが、「協力か

ら強制」へ、罰則を適用するなどの強制措置を伴う本格

的な戦争動員法（有事法制）制定の動きに対し、早くか

ら警告を発してきました。

有事法制が周辺事態法の全面的な強化・補完法として

機能することにより、やがてわが国領土も武力衝突に巻

き込まれることを強く懸念しています。私たち船員を職

業とする労働者集団にとって、防衛出動下令のもとで「従

事命令」が発動され強制的に軍事物資や兵員の輸送に動

員される事態ともなれば、民間人が船員労働を職業とし

て選択する基盤そのものが崩壊することを意味し、労働

組合活動も厳しい制約下に置かれると受け止めています。

また、民間船舶の航行や海運活動、港湾施設の戦時統制

などを可能とする法整備も準備していると報道されてい

ますが、国民生活を根底で支える海運産業は海が平和で

あってこそ成り立つことを実体験により肌身で理解して

いるものです。

! 海 運 政 策
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１・２ 平成１４年度海運関係税制改正
平成１４年度の海運関係税制改正要望については、平

成１３年７月の定例理事会において、平成１３年末に期限

切れを迎える租税特別措置の延長を要望すること、ま

た期限切れではないが船舶の特別償却および圧縮記帳

制度制度については、政府の動向を注視しつつ、今般

の租税特別措置見直しにより廃止・縮減の方針が打ち

出された場合は、現状維持を強力に要望することを決

定し、要望活動を開始した。

その後、小泉内閣の「聖域なき構造改革」の一環と

して租税特別措置の抜本的な見直しが検討されること

となったことを受け、９月の定例理事会において、見

直し・整理の対象とされる惧れの強い船舶の特別償却

制度および圧縮記帳制度の存続を「特別要望」として

盛り込んだ「平成１４年度税制改正要望」を取りまとめ、

政府・国会等、関係方面への要望活動を展開した。（資

料１―２参照）

一方、財務省は租税特別措置の見直しに係る整理案

を１１月２８日および２９日に各省庁に提示したが、その内

容は船舶の特別償却制度の廃止、船舶の特別修繕準備

金の廃止、国際船舶に係る登録免許税軽減措置の廃止、

外貿コンテナ埠頭に対する固定資産税・都市計画税軽

減措置の廃止等、例年にも増して厳しいものであった。

当協会は政府・国会方面に対し、これら現行税制は、

わが国の海運会社が最低限の国際競争力を維持するた

めには不可欠であり、また、わが国海運の競争力減退

はわが国産業全体に深刻な悪影響を与えることとなり

かねないことから、これら税制の必要性を訴え、現行

内容での存続・延長を強く求めた。

その結果、１２月１４日に発表された与党税制改正大綱

において、船舶の特別償却制度の存続をはじめ、当協

会の主張は概ね認められた。平成１４年度海運関係税制

改正の結果は概略次の通りである。

（詳細は資料１―３参照）。

! 船舶等の特別償却制度・圧縮記帳制度

!船員訓練設備の特別償却につき、特別償却率が
１６!１００から１０!１００に変更された他は、現行内容に
て存続となった。

" 国際船舶に係る登録免許税および固定資産税の軽

減措置

!国際船舶に係る登録免許税率が船舶取得価額の
１!１０００から１．５!１０００に変更された他は、現行内
容で２年間延長された。

# 外貿コンテナ埠頭に対する固定資産税・都市計画

税の軽減措置

課税標準を以下の内容にて一部変更され、２年間

延長された。

!外貿埠頭公社が平成９年度までに取得したコンテ
ナ埠頭に係る固定資産税については、課税標準が

帳簿価額の１!２から３!５に変更された。
!外貿埠頭公社が平成１０年度以降に取得した、もし
くは今後取得するコンテナ埠頭については、課税

標準が取得後１０年間は帳簿価額の１"３から１"５
に変更、その後については現行通り１!２となっ
た。

$ 船舶の特別修繕準備金制度

!財務省より廃止の整理案が提示されたものの、現
行内容にて存続となった。

% その他

!外航用コンテナに係る固定資産税の軽減措置につ
いては、現行内容にて２年間延長された。

なお、平成１４年度税制改正後の海運関係税制は資

料１―４の通りである。

３．私たちは、一昨年の８月１５日、先の大戦で沈められた

２５３４隻（８９０万総トン）の民間船舶と６２０００人余の戦没船員

の鎮魂と、自らの「海員不戦の誓い」の証として神戸市

にある関西地方支部会館に「戦没した船と海員の資料館」

を創設しました。その「献辞」は「海外諸国との友好と

協調によって生きる海洋国日本にとって、平和な海は絶

対の生存条件であり、われわれ船員は再び海を戦場にし

てはならないと決意する。これは２１世紀に日本の国民の

いのちと暮らしを守る安全保障政策のかなめである」と

述べ、海の平和は国民全体の利益と安全保障にとっても

極めて重要であることを訴えております。

今、わが国が行うべきことは、領土が他国の直接的軍

事侵攻を受けて国家間の全面的な武力衝突という政府自

身も否定する「ありえない事態」を前提に、基本的人権

や私権の制限を含め、あらゆる分野で軍事優先の国家統

制を可能とする法制度を準備することではなく、平和憲

法を持つ国として「平和の理念」を掲げた徹底した多角

的重層的な外交努力こそ安全保障政策の基本であると考

えます。

! 海 運 政 策
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〔資料１―２〕

平成１４年度税制改正要望事項

○特別要望

１．船舶等の特別償却制度・圧縮記帳制度の恒久的存続

平成１３年度税制改正において、特別償却制度（償却率：

外航近代化船１８!１００、内航近代化船１６!１００、外航二重構造

タンカー１９!１００、内航二重構造タンカー１８!１００、船員教育

訓練施設１６!１００）は２年間、特定資産の買換特例（譲渡差

益の８０％を圧縮記帳）は５年間の延長が認められたが、こ

れらの制度を恒久的に存続させること。

わが国船社は法人税等の所得課税の他、船舶固定資産税、

船舶登録免許税、とん税、特別とん税等の諸税を支払って

いるが、対して先進海運国ではわが国より有利な償却制度、

固定資産税の免除、船舶トン数標準課税の導入による法人

税の大幅な軽減等により、自国の海運業、ひいては波及効

果による周辺産業を始めとする関連産業全体の発展のため

に様々な措置を講じている。

上記を鑑み、わが国外航海運企業が世界単一市場の中で、

諸外国の船社と互角の国際競争を行っていくため、また、

内航海運・旅客船会社の経営基盤を強化するために、せめ

て現状の特別償却制度および圧縮記帳制度は維持する必要

がある。また、当該制度は、より良質な船舶へのリプレー

スによる地球環境保全にも貢献しており、その存続は社会

的要請であるとも言える。

○海運関係事項

１．国際船舶に係る登録免許税の軽減措置の延長

本措置（本則税率４!１０００を１!１０００に軽減）は、平成１４年

３月末をもって期限が到来するが、諸外国に比べ割高な日

本籍船の取得・保有にかかる諸税の軽減を図り、国際船舶

の国際競争力の強化に資するため、本措置を延長すること。

２．国際船舶に係る固定資産税の軽減措置の延長

本措置（課税標準を１!１５に軽減）は、平成１４年３月末

をもって期限が到来するが、諸外国に比べ割高な日本籍船

の取得・保有にかかる諸税の軽減を図り、国際船舶の国際

競争力の強化に資するため、上記１．と同様、本措置を延長

すること。

３．外航用コンテナに係る固定資産税の軽減措置の延長

本特例措置（課税標準４!５）は、平成１３年度分をもっ

て期限が到来するが、三国間輸送が増加傾向にあるなか、

外航用コンテナの国内滞留率は１割程度にすぎないのが実

状であり、応益負担の考え方から、課税標準を軽減するこ

とが妥当である。また、コンテナ航路における諸外国海運

との国際競争に伍していくためにも本特例措置を延長する

こと。

４．外貿埠頭公社が所有および今後取得するコンテナ埠頭

に対する固定資産税・都市計画税の軽減措置の延長

埠頭公社が平成９年度までに取得した一定規模以上のコ

ンテナ埠頭に対する課税の特例措置（課税標準１!２）お

よび、平成１０年度以降に取得または今後取得する大規模コ

ンテナ埠頭に対する課税の特例措置（課税標準１!３）は、

平成１３年度末をもって期限が到来するが、国際的に見てわ

が国港湾のコスト高が指摘されているなかで、本措置が廃

止され、埠頭借受者に負担が転嫁されることとなれば、海

運企業の経営を著しく圧迫、ひいては物流コスト増をもた

らすことになる。今後とも物流サービスの安定供給を図っ

ていくために本軽減措置を延長すること。

５．脱特定物質対応型設備に係る特別償却制度の延長

オゾン層を破壊する特定物質の代替物質を使用したコン

テナ用冷凍設備に対する特別償却制度（償却率１６!１００）は、

平成１４年３月末をもって期限が到来するが、オゾン層破壊

防止の観点から、本制度を延長すること。

６．中小企業新技術体化投資促進税制の延長

当該税制（３０!１００の特別償却または７!１００の税額控除）

は、平成１４年３月末をもって期限が到来するが、中小船主

の投資促進の観点から、本制度を延長すること。

７．中小企業投資促進税制の延長

当該税制（３０!１００の特別償却または７!１００の税額控除）

は、平成１４年３月末をもって期限が到来するが、中小船主

のリプレースを促進する観点から、本制度を延長すること。

○国際課税

１．タックスヘイブン対策税制の見直し

!特定外国子会社につき、留保所得のある子会社のみな

らず欠損金のある子会社も合算の対象とすること。

!軽課税国の判定基準を、国内の法人実効税率が４０％に

引き下げられたこと、および諸外国の法人実効税率が

引き下げられる傾向にあること等を勘案し、２０％以下

に引き下げること。

!課税済留保金額の損金算入制限を緩和すること。

!控除未済課税済配当の控除期間制限を撤廃すること。

!適用除外の非適用業種から「船舶の貸付」を外すこと。

２．連結納税制度の早期導入

特定外国子会社は実質的に本社と一体であり、船会社に

! 海 運 政 策
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ついては特定外国子会社を連結の対象とすること。

それが不可能な場合は、以下の措置を講じること。

!欠損金のある子会社も合算の対象とすること。

!特定外国子会社の設立および特定外国子会社への増資

につき、国内子会社同様に適格現物出資を認めること。

３．外国税額控除制度の見直し

!控除限度超過額の損金算入制度の創設

―控除限度超過となった外国法人税は繰越か損金算入

の選択を認めること。

―控除不能が確定した繰越外国法人税は損金算入を認

めること。

!控除限度超過額および控除余裕額の繰越期間を３年か

ら５年に延長すること。

!間接外国税額控除制度の拡大

―間接税額控除の持ち株比率の制限を現行の「２５％以

上」から、欧米先進国並みの「１０％以上」とするこ

と。

―間接外国税額控除の適用範囲を孫会社から曾孫会社

まで拡大すること。

４．海外投資等損失準備金制度の期限延長

○一般税制

１．欠損金の繰越期間の撤廃または延長

２．欠損金の繰戻し還付の不適用措置の廃止

３．受取配当金の益金不算入枠についての制限撤廃

４．日本船主責任相互保険組合の法人区分の変更

日本船主責任相互保険組合を法人税法第２条７号に規定

する「協同組合等」から同条第６号に規定する「公益法人

等」に変更すること。

５．事前確認制度の導入

納税者の権利保護の明確化に資するため、事前確認制度

を導入すること。

〔資料１―３〕 平成１４年度税制改正要望事項 最終結果
海運関係税制

項 目 現 行 制 度 要 望 内 容 財務省
整理案 最 終 結 果

船舶等の特別償却制度 償 却 率
"外航近代化船：１８!１００
"内航近代化船：１６!１００
"外航二重構造タンカー：１９!１００
"内航二重構造タンカー：１８!１００
"船員訓練施設：１６!１００

恒久的存続
（適用期限：平成１５年３
月末）

廃 止 船員訓練施設の特償率の変更：
１６!１００→１０!１００

他は現行内容で存続。

船舶の圧縮記帳制度 船舶→船舶
内航船舶→減価償却資産
：譲渡差益の８０％を圧縮記帳

恒久的存続（適用期限：
平成１８年３月末）

―― 存 続

国際船舶に係る登録免許税の軽減
措置

税 率
"１!１０００（本則は４!１０００）

延 長 廃 止 税率を変更して２年間延長
１!１０００→１．５!１０００

国際船舶に係る固定資産税の軽減
措置

課税標準
"１!１５

延 長 ―― 現行内容で５年間延長

外航用コンテナに係る固定資産税
の軽減措置

課税標準
"４!５

延 長 廃 止 現行内容で２年間延長

外貿埠頭公社が所有および今後取
得するコンテナ埠頭に対する固定
資産税・都市計画税の軽減措置

課税標準
"埠頭公社がＨ９年度までに取得
したコンテナ埠頭：１!２

"Ｈ１０年度以降に取得した!する
コンテナ埠頭：当初１０年間１!
３、その後１!２

延 長 廃 止 課税標準を一部変更して２年間延長
"埠頭公社がＨ９年度までに取得し
たコンテナ埠頭のうち、旧外貿埠
頭公団からの承継資産：１!２→
３!５、その他は現行通り１!２

"Ｈ１０年度以降に取得した!するコ
ンテナ埠頭：当初１０年間１!３→
１!５、その後は現行通り１!２

脱特定物質対応型設備に係る特別
償却制度

償 却 率
"オゾン層を破壊する特定物質の
代替物質を使用したコンテナ用
冷凍設備：１６!１００

延 長 廃 止 脱特定物質対応型設備に係る取得価
額要件を２００万円以上から２３０万円以
上に引き上げたうえ、２年延長

中小企業新技術体化投資促進税制 ３０!１００の特別償却または７!１００
の税額控除

延 長 廃 止 適用期限をもって廃止（中小企業投
資促進税制に包含）

中小企業投資促進税制 ３０!１００の特別償却または７!１００
の税額控除

延 長 廃 止 機械装置に係る取得価額要件等を引
き下げたうえで延長（実質的拡充）
（※参照）

（※）中小企業投資促進税制について、機械装置に係る取得価額要件を２３０万円以上から１６０万円以上に、同リース費用総額要件を３００万円以上から２１０万円以
上にそれぞれ引き下げたうえ、平成１６年３月３１日までの間に取得又は賃借をして事業の用に供する対象資産について、取得価額の７％の特別税額控
除又は取得価額の３０％の特別償却の選択適用（一定の要件を満たすリース資産についても特別税額控除を適用）を認めることとされた。

! 海 運 政 策
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その他財務省より整理案の出た海運関係税制

項 目 現 行 制 度 要 望 内 容 財務省
整理案 最 終 結 果

船舶の特別修繕準備金制度 ５年毎の定期修繕（法定）に係る
費用の３!４を、準備金として各
年度に積立

―― 廃 止 現行内容で存続

国際課税

項 目 現 行 制 度 要 望 内 容 財務省
整理案 最 終 結 果

タックスヘイブン対策税制の見直
し

特定外国子会社の利益のみ合算課
税＝損金は合算不可

新 規 ―― 実現せず

連結納税制度の早期導入 新 規 ―― 外国子会社に対しては、措置されず

外国税額控除制度の見直し 外国税額控除：
"損金算入に制限
"持ち株比率に制限

新 規 ―― 外国法人税が控除対象とされない「通
常行われない取引」（いわゆる租税回
避行為）の範囲に、債権譲渡を利用
した租税回避行為を加える＝課税の
厳格化

海外投資等損失準備金制度の期限
延長

積立率：
"資源探鉱＝ １００％
"資源開発＝ ３０％
"特定海外経済協力＝１４％
"新開発地域＝ １０％

延 長 ―― 特定の海外債権に係る措置（金融業
関係）を廃止のうえ、２年間延長

一般税制

項 目 現 行 制 度 要 望 内 容 財務省
整理案 最 終 結 果

欠損金の繰越期間の撤廃または延
長

現在は５年に制限されている 新 規 ―― 実現せず

欠損金の繰戻し還付の不適用措置
の廃止

租税特別措置により、不適用措置
が継続されている

新 規 ―― 実現せず

受取配当金の益金不算入枠につい
ての制限撤廃

特定株式等以外の株式等に係る受
取配当の益金不算入割合＝８０％

新規（不算入割合を８０％
から１００％へ）

―― 連結納税制度導入のための財源確保
のため、不算入割合を８０％から５０％
に縮小＝課税ベース拡大

日本船主責任相互保険組合の法人
区分の変更

当該法人は現在、法人税法上の「協
同組合等」

新規（「協同組合等」から
「公益法人」に変更）

―― 実現せず

事前確認制度の導入 （現在は制度無し） 新 規 ―― 実現せず

〔資料１―４〕 平成１４年度税制改正後の海運関係税制一覧
下線は平成１４年度税制改正による変更箇所

項 目 制 度 の 概 要 適 用 期 間

１．特定設備等の特別償却

１）船 舶

"外航近代化船（３０００G"T以上）
特償率１８!１００

"内航近代化船（３００G"T以上）
特償率１６!１００

"二重構造タンカー
外 航：特償率１９!１００
内 航：特償率１８!１００

平８．４．１～平１５．３．３１

平７．４．１～平１５．３．３１

平１０．４．１～平１５．３．３１

平１３．４．１～平１５．３．３１

２）船員教育訓練設備等 特償率１０!１００
（操船シミュレーター：取得価額３億円超

機関シミュレーター：同２億円超

荷役シミュレーター：同１億円超の設備に適用）

平１４．４．１～平１５．３．３１

３） 公害防止用設備 オゾン層を破壊する特定物質の代替物質を使用したコン

テナ用冷凍設備（取得価額２３０万円以上、HCFC対応型設

備も対象、ただしCFCは対象外）

特償率１６!１００

平１４．４．１～平１６．３．３１

! 海 運 政 策
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下線は平成１４年度税制改正による変更箇所

項 目 制 度 の 概 要 適 用 期 間

２．中小企業投資促進税制

（中小企業による機械装置等の取得に係る特例）

１）機械装置（取得価額１６０万円以上）

２）器具備品（取得価額１００万円以上）

３）船舶（内航貨物船（基準取得価額＝取得価額×７５％））

取得価額×３０!１００の特別償却または取得価額×７!１００の
税額控除

（資本金１億円以下の法人に適用。ただし、税額控除を

選択できるのは資本金３，０００万円以下の法人のみ）

（船舶については、基準取得価額×３０!１００の特別償却ま
たは基準取得価額×７!１００の税額控除）

平１４．６．１～平１６．３．３１

３．海外投資等損失準備金制度 積 立 率：

（イ）資源探鉱 １００％

（ロ）資源開発 ３０％

（ハ）特定海外経済協力 １４％

（ニ）新開発地域 １０％

（上記ハ、ニについては、平成１１年３月３１日までに取

得した特定株式等に限る）

昭４８．４．１～平１６．３．３１

平１０．４．１～平１６．３．３１

平１０．４．１～平１６．３．３１

昭４８．４．１～平１６．３．３１

４．特定資産の買換特例（圧縮記帳制度） ! 船舶から船舶

" 内航船舶から減価償却資産

（!"とも譲渡差益の８０％を圧縮記帳）

昭４５．４．１～平１８．３．３１

昭５９．４．１～平１８．３．３１

５．特定外国子会社等の所得の合算課税 特定の外国子会社等の留保所得のうち、親会社（内国法

人）の持ち分に対応する部分を親会社の所得に合算して

課税する。

６．登録免許税の課税の特例 軽減後の税率（本則４!１０００）
! 所有権保存登記 国際船舶：船舶価格の１．５!１０００
" 抵当権設定登記 国際船舶：債権金額の１．５!１０００

平１４．４．１～平１６．３．３１

７．特別修繕準備金 修繕費用×事業年度の月数!６０か月×３!４

８．船舶の耐用年数 $油そう船 １３年

$薬品そう船 １０年

$その他のもの １５年

９．とん税、特別とん税 ! とん税 １純トン １６円

" 特別とん税 １純トン ２０円

１０．固定資産税の課税の特例

１）船 舶

課税標準：

! 内航船 価格の１!２
" 外航船 価格の１!６
# 外国貿易船（外貿実績５０％超） 価格の１!１０
$ 外国貿易船のうち国際船舶 価格の１!１５

平９～平１８年度取得分

２）外航用コンテナ 課税標準： 価格の４!５ 平１０～平１５年度取得分

３）外貿埠頭公社が所有または取得するコンテナ埠頭

に対する固定資産税・都市計画税の軽減措置

課税標準：

! 平成１０年３月３１までに取得した埠頭

! 旧外貿埠頭公団からの継承資産 価格の３!５
" その他 価格の１!２

" 平成１０年４月１日以降に取得する埠頭

! 取得後１０年間 価格の１!５
" その後 価格の１!２

平１４．４．１～平１６．３．３１

４）脱特定物質（脱フロン）対応型設備

$コンテナ用冷凍装置
（同時に設置する専用補助発電機を含む）

課税標準：

! 平成１１年４月１日～１３年３月３１日に取得したもの

価格の４!５
" 平成１３年４月１日～１５年３月３１日に取得したもの

価格の５!６

平１３．４．１～平１５．３．３１

# 海 運 政 策
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１・３ 平成１４年度海運関係予算
国土交通省および厚生労働省は、平成１３年８月末に

平成１４年度予算概算要求事項を決定し、財務省に対し

て要求を行った。

また、当協会においても、日本政策投資銀行の財政

投融資の融資条件維持を含め、財政資金の確保を関係

各方面に要望した。その後、１２月２０日に平成１４年度予

算の財務省原案の内示があり、１２月２４日の閣議で政府

案が決定された。政府案のうち、海運関係予算の概要

は以下の通りである。

# 外航海運対策の推進（資料１―５参照）

! 外航船員就労対策事業費

若年船員の育成・確保に向けた座学研修および

乗船実習費（国際船舶職員緊急養成事業＝若年船

員養成プロジェクト）として、４，５００万円が予算案

に盛り込まれた。

" 財政投融資（日本政策投資銀行融資）

貿易物資の安定輸送に資するべく、海運事業者

による外航船舶および海運関連施設への投資を融

資対象とした貿易物資安定供給枠として計３６８億円

を要求した。政府案は「交通・物流ネットワーク」

（鉄道・航空等を含んだ大枠）全体として２，１００億

円を決定した。海運向け融資はこの枠内で対応す

ることとなる。

なお、融資比率および対象につき財務省は大幅

な整理（比率の縮減および融資対象からの除外）

を予定していたが、当協会、国土交通省の働きか

けにより、融資実績の少なかった一部の事業への

融資が廃止となったものの、LNG船、二重構造タ

ンカー等に対する融資比率６０％の実質的維持をは

じめ、船舶への融資については概ね現行内容にて

存続することとなった（資料１―６参照）。

$ 内航海運対策

! 内航海運暫定措置事業による借入債務に対する

政府保証

日本内航海運組合総連合会が運輸施設整備事業

団から解撤等交付金に充当する資金の融資を受け

るにあたり、事業団は金融機関から政府保証付き

で資金を借り入れることができることとなってお

り、毎年度その限度枠が設定されている。平成１４

年度は「内航海運再生のためのシンデレラ・プロ

ジェクト」＊による交付金支出増加が見込まれるこ

とから、限度額は１３年度に比べて１６０億円増の３７０億

円となった。

＊「内航海運再生のためのシンデレラ・プロジェクト」

非効率な老朽船の前倒し解撤のため、平成１５年４月以

降、船齢１５年を超える船舶は、交付金交付の対象としな

いこと。また、このための解撤交付申請増加に備え、交

付金政府保証限度枠を増加させること。

〔資料１―５〕 平成１４年度海運関係予算 （単位：百万円）

区 分 平 成１３年 度
予 算 額

平 成 １４ 年 度

要 求 額 政 府 案

歳出予算
〇外航船員就労対策事業費
" 若年船員養成プロジェクト
# 国際船舶制度推進事業費補助

〇運輸施設整備事業団補給金
環境負荷低減船の建造促進

〇次世代内航船の研究開発

〇マラッカ・シンガポール海峡航行
安全対策強化のための総合調査

〇 IT の活用による海運の効率化、活性化

５９
（５０）
（ ９）

２５０

１５０

３２

４５

４８
（４５）
（ ３）

８００

３９０

１９

１００

４８
（４５）
（ ３）

２５０

３９０

１６

４０

財政投融資（日本政策投資銀行）
○貿易物資安定供給

○運輸施設整備事業団に対する財政措置

（交通・物流ネットワーク枠
３０４，０００の内数）

２４，１００

３６，８００

３７，７００

（交通・物流ネットワーク枠
２１０，０００の内数）

３０，２００

政府保証限度額
○内航海運暫定措置事業に係る運輸施設整
備事業団の借入金に対する政府保証

２１，０００ ３９，０００ ３７，０００

! 海 運 政 策
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! 財政投融資

運輸施設整備事業団の事業のうち、内航海運の

体質改善、国内旅客船の整備等の船舶関係業務に

つき、財政投融資にて３０２億円を充当（要求は３７７

億円）されることとなった（資料１―７参照）。

" その他

離島航路整備法に基づき、旅客船のバリアフリ

ー化補助に８，３００万円、次世代内航船（スーパーエ

コシップ）の研究開発に３億９，０００万円が内示され

た。

その他、船員雇用促進対策関係予算および港湾局・

海上保安庁関係予算については、資料１―８、１―９

の通り決定された。

〔資料１―６〕 外航海運関係 財政投融資制度（平成１４年度 日本政策投資銀行 融資基準）

貿易物資安定供給

対 象 事 業
平成１３年度 融資基準

財務省整理案
平成１４年度 融資基準

※金 利 融資比率 ※金 利 融資比率

１．海上輸送基盤施設
外航船舶環境対策設備
船員研修施設
外航船舶
%船舶の改造
%下記以外の船舶
%超省力化船、基幹輸入物資輸送船舶
%ＬＮＧ船、二重構造タンカー、超省力化船かつ基幹
輸入物資輸送船舶

政策金利"
政策金利"

政策金利$
政策金利$
政策金利$
政策金利$

３０％
３０％

３０％
４０％
５０％
６０％

４０％
５０％

政策金利$
政策金利$
政策金利$

廃 止

廃 止
廃 止

４０％
５０％

※※「弾力的な対応」

２．海上輸送関連物流施設
%複合一貫輸送施設
%荷捌施設（上屋、荷捌場、全天候対応型荷捌施設）
（臨港地区に限る）

%倉庫（臨港地区に限る）
%省力化対応倉庫
%物流近代化ターミナル（臨港地区に限る）
%以上につき物流効率化計画を有するもの

政策金利"
政策金利"

政策金利"
政策金利"
政策金利#
政策金利$

４０％
４０％

４０％
４０％
４０％
４０％

すべて廃止

政策金利"
政策金利"

政策金利"
政策金利"
政策金利#
政策金利$

４０％
４０％

４０％
４０％
４０％
４０％

※ ２００２年９月現在の金利は下表のとおり（原則として金利は毎月初に見直し）。
※※ LNG船、二重構造タンカー、超省力化船かつ基幹輸入物資輸送船舶については、「弾力的な対応を行う」として実質的に６０％の融資比率が

維持された。

２００２年９月現在の金利体系（元金均等償還の場合）

貸付期間１０年
（うち据置３年）

貸付期間１５年
（うち据置３年）

貸付期間２０年
（うち据置３年）

政策金利"
政策金利#
政策金利$

１．６５％
１．５５％
１．４５％

２．１０％
２．００％
１．９０％

２．４０％
２．３０％
２．２０％

〔資料１―７〕 平成１４年度運輸施設整備事業団
（船舶関係業務）関係予算

（単位：億円）

区 分 平成１３年度
予 算 額

平成１４年度

要求額 政府案

事業計画
& 国内旅客船の整備
' 内航海運の体質改善
( 船舶改造等融資

５０２
（１４４）
（３５０）
（ ８）

４４０
（１２９）
（３０８）
（ ３）

４０１
（１２１）
（２８０）
廃 止

支出予算
& 国内旅客船の整備
' 内航海運の体質改善
( 船舶改造等融資

４４１
（１４６）
（２８７）
（ ８）

４６６
（１３７）
（３２６）
（ ３）

４４５
（１３３）
（３１２）
廃 止

資金計画
& 財政投融資資金
' 自己資金

４４１
（２４１）
（２００）

４６６
（３７７）
（８９）

４４５
（３０２）
（１４３）
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１・４ 海運関係分野の規制緩和の一層の推進
当協会は、平成１３年１０月３１日、扇千景国土交通大臣

および石原伸晃行政改革担当・規制改革担当大臣に対

し、２１項目からなる規制緩和要望を提出した（資料１

―１０参照）。また経団連が各業界の規制緩和要望を取り

まとめ要望しているため、当協会は２１項目のうち関係

省庁がまたがる項目などについては、経団連の規制緩

和要望項目に盛り込んでもらっている（資料１―１１参

照）。

これは、平成１３年３月３０日に閣議決定された「規制

改革推進３か年計画」の平成１３年度末改定への意見反

映を目的としたものである。

政府における規制改革の推進については、平成１２年

度までは、行政改革推進本部の「規制改革委員会」に

おいて調査審議されてきたが、平成１３年度以降は、同

委員会の「規制改革についての見解」（平成１２年１２月１２

日）を受け、平成１３年４月１日、内閣府に政令で設置

された「総合規制改革会議」において調査審議される

こととなっている。

一方、規制緩和について当協会は、政府の「規制緩

和推進計画」がスタートした平成７年より、国土交通

〔資料１―８〕 平成１４年度船員関係予算 （単位：百万円）

区 分
平成１３年度 平成１４年度

内 容 ・ 備 考
予算額 要求額 政府案

一
般
会
計

国
土
交
通
省

"

船
員
雇
用
関
係

１．船員離職者職業転換等給付金
% 漁業関係
& 海運業関係

２．船員雇用促進対策事業費補助金
% 外国船就職奨励助成
& 内航転換奨励助成
' 技能訓練助成
( 船員職域拡大訓練助成
) 内航転換訓練助成

３．外航船員就労対策事業費補助金
国際船舶職員緊急養成事業費補助

５６０
（ ４１８）
（ １４２）

４９
（ １６）
（ ６）
（ ８）
（ １７）
（ ２）

５０

７７７
（ ７２８）
（ ４９）

４２
（ ６）
（ ７）
（ ８）
（ １７）
（ ３）

４５

７４５
（ ６９４）
（ ５１）

４２
（ ６）
（ ７）
（ ８）
（ １７）
（ ３）

４５

外国船主に雇用される離職職員に支給
漁業離職者で内航船主に雇用される者に支給
外国船等に乗船させるため必要な知識・技能を修得
海陸共通の各種技能資格を取得
漁業離職者が内航船に乗船する場合に有効な資格取得

国際船舶に関する若年船員養成プロジェクト事業費補助

# 開発途上国船員養成への協力 ６４ ５２ ５２ 開発途上国の船員養成への協力・貢献、４３名

合 計 ９４５ ９１６ ８８４

船
員
保
険
特
別
会
計

船員等の就職促進に要する経費
雇用安定対策事業に要する経費
船員雇用促進対策事業費補助に要する経費
% センター管理費
& 技能訓練事業費
' 雇用安定事業費

１７
２５
４３０

（ ７６）
（ ９７）
（ ２５６）

１８
３１
３８５

（ ６６）
（ ９７）
（ ２２３）

１７
１９
３８５

（ ６６）
（ ９７）
（ ２２３）

就職促進手当
未払賃金の立替払

（減額要因）
$役員報酬の廃止
$船員派遣助成金対象者の減少（４１５人→３７０人）

合 計 ４７２ ４３４ ４２２

総 計 １，５２５ １，３５０ １，３０６

〔資料１―９〕 平成１４年度港湾局・海上保安庁関係予算 （単位：百万円）

区 分 平成１３年度
予 算 額

平 成 １４ 年 度

要 求 額 政 府 案

港湾整備事業費（港湾局）：以下は内数
都市の再生－都市の魅力と国際競争力
（国際海上コンテナターミナル等）
世界最先端の IT 国家の実現
（港湾２４時間フルオープン化対応等）
循環型経済社会の構築など環境問題への対応
（静脈物流システムの構築等）
地方の個性ある活性化、まちづくり
（物流産業拠点形成、海難事故による油流出防止対策等）
少子・高齢化への対応
（港湾におけるバリアフリー化等）

３４６，３０１
１２７，１７５

１，８４６

２３，９３３

７７，５３６

１３，３１３

３４２，２００
１３７，６００

２，１００

３０，７００

８０，７００

１５，０００

３０８，９１２
１２３，５９５

１，８５０

２７，８１６

７２，５３８

１２，４８１

海上保安庁関連
密航、密輸、海賊事案等への対応能力の強化
航路標識の整備

１０，１５２
７，０３９

１３，９８５
６，７４５

１１，７５４
６，２４２
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大臣および政府の規制緩和推進母体に対し、会員各社

から要望のあった海運関係の規制緩和要望を行ってい

る。これまで要望してきた項目は全７７項目、そのうち

平成１３年３月末までの間に、一定の措置および解決の

道筋がついたものは５３項目である（船協海運年報２００１

参照）。

しかし依然として措置されていないもの、もしくは

措置不十分のものもあるため、今回改めて会員各社に

照会し要望事項を取りまとめ、冒頭の通り要望した。

その結果、規制改革の推進に関する第１次答申（平成

１３年１２月１１日）において、港湾における輸出入手続き

等のワンストップサービス化の加速化（平成１５年度の

できるだけ早い時期に運用開始）が明記されるなどの

進展がみられたが、その他未解決となっているものも

多く、今後、関係方面への更なる働きかけが必要とな

っている（資料１―１２参照）。

〔資料１―１０〕

平成１３年１０月３１日

国土交通大臣

扇 千 景 殿

社団法人 日本船主協会

会 長 !長 保英

海運関係分野の規制緩和の一層の推進についてのお願い

拝 啓 時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。

平素より当協会会員会社の事業活動につきまして、格別

のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、平成１３年３月３０日に閣議決定された「規制改革推

進３か年計画」におきましては、当協会からの要望項目の

一部に関しましても措置あるいは措置予定としていただき

ましたことに対し、深く感謝申し上げます。

ご既承の通り、わが国外航海運企業は、諸外国海運企業

に劣らぬ経営効率を達成するため必死の努力を傾注しつつ、

熾烈な国際競争を行っておりますが、こうした努力の前提

には、外国の海運企業と同等の条件で競争し得る環境の整

備、すなわちイコール・フッティングの実現が喫緊の課題

であります。そのためには、企業の自由な事業活動を阻害

している規制の撤廃や、社会・経済の実態に合わなくなっ

た法制等の改善が急務となっております。また、景気の停

滞等による厳しい経営環境の下で、経営基盤強化・構造改

善を図っている内航海運企業においても、諸規制の改革が

強く求められております。

本年度の規制緩和要望を行うにあたり、昨年度の要望事

項の進捗状況を確認したところ、残念ながら未だ措置され

ていないもの、もしくは措置不十分のものがございました。

それらの項目については改めて措置をお願いするとともに、

新たに当協会会員から申し出のあった項目を加え、添付の

通り取りまとめましたので、これら事項の規制緩和推進に

つき、引き続き格別のご尽力を賜りますようお願い申し上

げます。

なお、添付文書の中には他省庁に対する要望事項も含ま

れております。それら事項についてはそれぞれの所轄官庁

にもお願いすることとしておりますが、貴省を通じてもそ

の実現に向けお力添え下さるよう併せてお願い申し上げま

す。

敬 具

平成１３年１０月３１日

行政改革担当・規制改革担当大臣

石 原 伸 晃 殿

社団法人 日本船主協会

会 長 !長 保英

海運関係分野の規制緩和の一層の推進についてのお願い

拝 啓 時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。

平素より当協会会員会社の事業活動につきまして、格別

のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、平成１３年３月３０日に閣議決定された「規制改革推

進３か年計画」におきましては、当協会からの要望項目の

一部に関しましても措置あるいは措置予定としていただき

! 海 運 政 策
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ましたことに対し、深く感謝申し上げます。

ご既承の通り、わが国外航海運企業は、諸外国海運企業

に劣らぬ経営効率を達成するため必死の努力を傾注しつつ、

熾烈な国際競争を行っておりますが、こうした努力の前提

には、外国の海運企業と同等の条件で競争し得る環境の整

備、すなわちイコール・フッティングの実現が喫緊の課題

であります。そのためには、企業の自由な事業活動を阻害

している規制の撤廃や、社会・経済の実態に合わなくなっ

た法制等の改善が急務となっております。また、景気の停

滞等による厳しい経営環境の下で、経営基盤強化・構造改

善を図っている内航海運企業においても、諸規制の改革が

強く求められております。

本年度の規制緩和要望を行うにあたり、昨年度の要望事

項の進捗状況を確認したところ、残念ながら未だ措置され

ていないもの、もしくは措置不十分のものがございました。

それらの項目については改めて措置をお願いするとともに、

新たに当協会会員から申し出のあった項目を加え、添付の

通り取りまとめましたので、これら事項の規制緩和推進に

つき、引き続き格別のご尽力を賜りますようお願い申し上

げます。

なお、国土交通大臣に対しても同様の要望書を提出して

おりますが、内閣府総合規制改革会議を通じましても、当

協会要望事項の実現に向けお力添えを賜りますよう、重ね

てお願い申し上げます。

敬 具

海運関係規制緩和要望項目

平成１３年１０月３１日

%日本船主協会

!．制度上改善すべき項目

１．わが国港湾の効率的運営を実現し、国際競争力を改善

するための全般的な見直し（円滑な国際物流を可能とす

る観点から）

! 港湾関係諸税（とん税、特別とん税、船舶固定資産

税）ならびに諸料金（入港料等）の適正化

船舶には、入港に際して、とん税、特別とん税、船

舶固定資産税の港湾関係諸税、ならびに入港料等の港

湾関係諸料金など様々な公租公課等の負担が課されて

おり、これらの徴収の考え方を明確にした上で、諸外

国のそれらと比べての負担水準の適正化を図ること。

" 外貿埠頭公社の埠頭等貸付料の適正化

料金設定方法（個別原価主義による）を見直し、荷

動きの実態や公共埠頭料との格差等を勘案した、より

弾力的で国際競争力のある料金設定を可能とすること。

# 港湾運送事業の更なる規制緩和

平成１２年１１月に施行された改正港湾運送事業法で対

象とされた主要９港以外の規制緩和についても、特定

港湾の指定拡大を含め、継続的な検討が必要である。

$ 港湾・輸出入手続き等の一層の簡素化および真のワ

ンストップサービスの実現

港湾・輸出入手続の IT化に関しては、未だ一部の申

請のみに留まっており、遅々として進んでいない。

従って、政府の e!Japan重点計画に基づき、早急に IT

化を進めるべきである。

即ち、IT化にあたっては、各種申請の改廃に向けた

検討をはじめに行い、その上で、存続させる申請に関

しては、書類の徹底した簡素化を図るべきである。ま

た、IT化の導入にあたっては、特に、入!出港届・乗

客名簿等のように関係官公庁に共通する申請について

は、関係官公庁を横断する機関の設置により、いわゆ

るシングルウインドウ（ワンインプット）システムの

検討、整備を進め、申請者の負担軽減に努めるべきで

ある。さらに、海運会社や港運業者に提出が義務付け

られている港湾統計はNACCSデータの有効活用により、

改めての提出を不要とし、また申請データや各種統計

資料に関しては、関係官公庁による共有化を可能とす

べく関連法制度の整備に努めるべきである。（具体的な

要望項目は、別紙参照）

２．船員保険の被保険者資格の見直し

日本籍船を所有または裸用船することができなくなった

事業主が雇用する船員は、原則として船員法に規定する船

員ではなくなるため、船員保険の被保険者資格を失う。現

在は１年以内に当該事業主が日本船を所有する旨の確約書

を提出することにより資格継続を可能とする措置が講じら

れていることは承知しているが、本特例は最長で２年半を

限度としている。

当方の要望は、特例によらない抜本的な解決である。解

決方法としては、船員保険法の適用に係る船員法上の船員

の範囲の見直し、船員保険法の特別加入制度の創設、ある

いは、有料の労務供給事業を船員職業安定法上で認め、同
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事業を営む事業主の雇用する船員については外国籍船に雇

い入れされる場合も含めて船員保険の被保険者資格を付与

する方法（船員職業紹介事業等の許可の要望とも関連する）

などが考えられる。

数年来の船主の強い要望にもかかわらず、未だ実現され

ていないことは極めて遺憾である。幅広い見地から国土交

通省・厚生労働省双方の密接な連携の下、早急に船員保険

の被保険者資格の継続措置を実現すべきである。

３．船員職業紹介事業等の許可

現在「船員職業紹介等研究会」において、民間による船

員派遣事業の自由化等について検討が行われている。ILO

条約（１７９号）採択の趣旨と陸上における労働者派遣事業、

職業紹介事業の自由化の現状を踏まえ、船員についての労

務供給事業、職業紹介事業についても自由化が図られるよ

う、早急に船員職業安定法を改正すべきである。

!．実務上改善を要する項目

〈船舶無線関係〉

４．主任無線従事者制度受講義務の簡素化

主任無線従事者に対する講習は、最初の講習が選任６カ

月以内、その後の講習が前回の講習終了後３年以内とされ

ているが、船舶無線局の無線従事者は、陸上無線局とは異

なり乗下船を繰り返しており、定められた講習期日が下船

期間中に合致するとは限らない。船舶無線局の無線従事者

に対しては、講習周期の見直しや再講習に代わる通信教育

の導入等を図ることが必要。

５．三級海上無線通信士認定講習に必要な実歴要件の緩和

三級海上無線通信士認定講習の受講には、第一級海上特

殊無線技士資格取得後３年の実歴が必要とされているが、

この実歴を短縮することが必要。

６．三級海上無線通信士認定講習のうち英語に係る講習時

間の短縮

三級海上無線通信士の認定を受けるには６３時間の講習が

課せられており、そのうち３３時間が英語の講習に費やされ

ている。講習を受ける者は、海技士（航海!機関）の資格

取得時にも英語を履修していることから、講習時間を軽減

することが必要。

７．船舶局無線従事者証明に係る講習回数の増加

船舶局無線従事者証明に係る講習は、現在、７月と１月

に実施されているが、この講習の開催回数を増加し、受講

者の便宜を図ることが必要。

８．インマルサット船舶地球局の免許人指定の見直し

無線局管理は同一（インマルサット船舶地球局、海岸地

球局）の免許人が行うことが適切として、船舶地球局の免

許人は船舶の運航管理者でなく全船舶とも KDDIとなって

いるが、船舶における設備は備品を含めすべて運航管理者

が所有し、実質的に管理している。KDDIが免許人となり運

航管理者と主管庁との間に入ることで、手続きが煩雑とな

っており、船舶の運航管理者が船舶地球局の免許人となる

よう見直すべきである。

なお、外国において同様の制度を採用している国がある

との情報は得ていないが、各国における制度の状況にも配

慮し対処すべきである。

〈港湾・海務関係〉

９．２万５千総トン以上の液化ガスタンカーに対する海上

交通安全法に基づく東京湾、伊勢湾への夜間入出域制限

の緩和について

友ヶ島水道および豊後水道では平成１２年９月２８日付保警

安第７３号の２により緩和されたものの、浦賀水道航路およ

び伊良湖水道航路（日出１時間前から日没までの間に航路

に入る）では航行安全指導によって夜間入出域が制限され

ている。当該船舶の本邦バース着桟可能時間は、ほとんど

のバースが日出から日没３時間前となっており、入湾につ

いて制限を撤廃することによって、日出に合わせた船舶の

入港が可能となり、現在湾口付近で時間調整のために行わ

れているドリフティング等による付近航行船舶の安全航行

に与える影響の緩和と物流の効率化につながる。また、本

邦バース離桟可能時間はほとんどのバースが日出から日没

となっており、荷役を終了し離桟後、当該航路に制限時間

内に入れない場合、当該港での錨泊等による滞船を余儀な

くされ、船舶の効率的な運航を阻害するとともに、港内の

潜在的な危険度が増加する。

バースの離着桟時間制限もあり該当船舶は限られている

こと、また、近年の船舶性能の向上（操縦性、航海設備）、

航行管制等による安全性の改善を考慮すると、上記規制撤

廃による効果が大きく、早急な撤廃が望まれる。

１０．瀬戸内海における危険物積載船を除く巨大船への航行

管制の緩和

備讃瀬戸東、北、南航路および水島航路等においては、

巨大船に対し昼間に航行するよう管制している。浦賀水道

航路や伊良湖水道航路では危険物積載船に対して夜間航行

! 海 運 政 策
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制限を施しており、上記航路においても、その危険性を検

証し、航行管制基準の見直しを検討するべきである。

１１．ねずみ族駆除免除検査証書の有効期間の延長

国際条約（International Health Regulation）では標記証書

の有効期間を６ヵ月とし、さらに１ヵ月延長の採用を各国

政府に委ねている。わが国では当該１ヵ月延長を認めてい

ないが、外国政府の発給した１ヵ月延長の証書も認めてい

ない。当該証書は国際条約に基づき締約国政府が発給する

ものであり、有効性を認めるべきである。

１２．マニラ港出港船に対する無線検疫の実施

フィリピンは国内にコレラ汚染地域をもつ国に指定され

ており、同国出港後５日以内に日本に入港する船舶は、無

線検疫による検疫済証交付の通知は受けられず、検疫錨地

において検疫を受けなければならない。同国マニラ港とわ

が国には定期コンテナ航路が開設されているが、検疫の受

検が船舶のスケジュール維持に負担になる場合がある。フ

ィリピン同様中国も汚染地域に指定されているが無線検疫

は適用されており、フィリピン出港船についても同様の措

置が必要。

１３．内航船舶（沿海船）の航行可能領域の拡大

内航船舶の航行区域（沿海区域）は、一部規制緩和され

ているが、原則として離岸距離２０海里以内の水域とされて

いる。しかしながら、本規制によると、地理的形状により、

発着地間の最短距離を直線航行できなくなること等から、

航海距離が長くなり、その分多くの時間と燃料を必要とす

るなど内航海運の運航効率を低下させている。また、本州

～沖縄航路の一部において「近海海域」が存在するため、

沿海資格船舶での航海ができない。

現在、内航船舶の設備・構造も近代化され、安全性も向

上している。また、モーダルシフト推進の観点から内航海

運の効率的な活用が一層求められており、沿海資格船舶の

直線航行が可能となるよう航行区域を見直す必要がある。

〈水先関係〉

１４．航海実歴認定を受けた船長の乗り組む全ての船舶に対

する強制水先の免除

現在、航海実歴認定を受けている船長（省令で定められ

た回数以上、当該水域における航海に従事したと地方運輸

局長が認めた船長）は、日本船舶及び日本船舶を所有する

ことができる者が傭船した日本船舶以外の船舶（ただし期

間傭船を除く）に乗り組む場合のみ、強制水先の要請義務

から免れ得ることになっているが、この認定はあくまでも

当該船長に付与されるものであることに鑑み、乗り組む国

籍にかかわらず権利の行使を認めるべきである。

〈保険関係〉

１５．船舶不稼働損失保険の海外付保の自由化

船体保険と不稼働損失保険を一体で付保する場合は、低

コストでの付保が可能であるが、不稼働損失保険について

は海外付保ができないため、船体保険の海外付保のメリッ

トが生かされていない。このため日本籍船の不稼働損失保

険についても、海外付保を自由化すべきである。

〈客船関係〉

１６．マルシップ外航客船の外国人乗組員の上陸許可期間の

延長

乗員の上陸は１５日を超えない範囲内で許可されており、

マルシップ外航客船については、初回の申請で１５日の上陸

許可を得た後、必要な時点で再度申請することにより新た

に１５日の上陸許可が認められている。ただし、３度目以降

の上陸許可申請は、外国へ向け出港し再度日本の港に入港

しない限り受け付けられない。近年におけるマルシップ外

航客船の国内就航状況に鑑み、上陸許可期間の延長や数次

上陸許可を認めることなどが必要。

１７．日本籍船でのカジノの自由化

日本籍船上では現行刑法が適用されるため、公海上にあ

ってもカジノが禁止されている。国民への健全な娯楽を提

供し、クルーズ客船事業の振興を図るため、カジノの運営

が非合法とならないよう、所要の法整備を行うこと。

〈その他〉

１８．日本籍船の登記・登録、海外譲渡、登録抹消等に係る

手続きの簡素化

! 日本籍船の登記・登録は、二元的制度の下で手続き

が複雑になっている。船舶の登録抹消時においては管

海官庁から登記所への嘱託により手続きが一元化され

ていること、航空機においては航空機登録法による航

空機の登録と航空機抵当法による抵当権の登録が航空

機登録令のもとに一元化されており、自動車において

も同様の制度となっていることを踏まえ、船舶の登記

・登録の一元化を図り、速やかで合理的な登記・登録

を可能にすること。

" 既に登録済の船舶において船舶原簿と船舶登記簿に

変更があった場合、両者共通の事項については、「変更

! 海 運 政 策
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登録を行った管海官庁から登記所への嘱託による変更

登記の方法等を採用することにより、実質的な一元化

を図る」方向で法務省・国土交通省間での協議が進め

られているとのことだが、速やかに変更時手続きの一

元化を実現すること。

# 海上運送法第４４条の２に規定される国際船舶につい

ては、海外譲渡届の提出にあたり、売買契約書の添付

が求められており、併せて運輸局において登録抹消手

続きを行う際にも、再び売買契約書の提出が求められ

ている。登録抹消手続きの際の売買契約書については

その提出を不要とする方向で検討中とのことだが、速

やかに実現すること。また、国際化の流れに鑑み、以

下の書類のうち英語を正文とするものについては、和

訳の添付を不要とすること。

$日本籍船の登録抹消にあたり運輸局に提出する書類

のうち、売買契約書・受渡議定書・委任状

１９．船舶の建造許可に当たっての手続きの一層の簡素化

OECD造船協定が発効した際に建造許可制度全般の見直

しが行われるとされているが、制度の見直しを待たず手続

きの一層の簡素化が必要。

２０．船舶運航事業者の提出する報告書・届出等の簡素化

法律・省令等に基づき、各種報告書・届出等の提出が必

要とされている。近年、一部簡素化されてきているが、依

然として他の報告等のデータとの共有化が可能と思われる

もの等があるので、これら提出書類等の廃止を含め、簡素

化が必要。

２１．公用航海日誌の記載方法の弾力化

PSCで求められている航海日誌の記載事項等を満足させ

るために、実務上船員法で定められている公用航海日誌と

は別に航海日誌を用意して、英語による記載を行っている。

現状では船員法に定められている公用航海日誌と船独自の

航海日誌と両方に記載を行わなければならない状況である

ため、船員法に定められている航海日誌への英語による記

載を認める見直しが必要。

また、記載事項の削減や書式そのものの変更など簡素化

を要望する。

以 上

〔別 紙〕

輸出入・港湾諸手続き全般の一層の簡素化及び

真のワンストップサービスの実現に関する具体的内容

１．諸手続の IT 化関連

! 現行の港湾・輸出入諸手続全ての見直し

$各種手続の改廃に向けた検討

$申請書類の徹底した簡素化および早期の IT化

$従来の慣行等の見直し（現物主義の廃止、簡易申告

制度の抜本的改善、事後申告の検討等）

" 入出港時に提出する各種書類の徹底した簡素化と EDI

化・ペーパーレス化

$NACCSデータの有効活用による船社等に課されてい

る申告義務の免除（港湾統計等）

$EDI対象メッセージの統一及び各コードの標準化

$代理店の署名等入出港時に提出する各種書類の提出

方法の簡便化

# 真のワンストップサービスの実現

$シングルウインドウ（ワンインプット）システムの

整備

$申請データや各種統計資料の関係官公庁による共有

化

$システム使用料のミニマイズ化等申請者の負担軽減

２．輸出入手続の簡素化

! 通関関係

$CSCプレート付輸入（非マル関）コンテナの輸送機

器としての無条件通関許可または無期限免税一時輸

入の承認

$海上コンテナの内貨の輸送禁止（２回以上）の緩和

または廃止

$免税コンテナの再輸出期間の延長

$同再輸出期間延長申請提出義務の廃止または許可期

間延長

$空荷で輸入されたコンテナ（非マル関）の空荷での

再輸出に対する免税措置の拡大

$フラットベッドコンテナの輸出入貨物の容器輸出入

（納税）申告義務の廃止

" 植検関係

$植検対象貨、内航船接続時の積替届の廃止

以 上
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〔資料１―１１〕

規制撤廃・緩和要望事項について

（経団連経由で要望する項目）

平成１３年７月１２日

$日本船主協会

○船員保険の被保険者資格の見直し

〈現状と要望〉

日本籍船を所有または裸用船することができなくなった

事業主が雇用する船員は、原則として船員法に規定する船

員ではなくなるため、船員保険の被保険者資格を失う。現

在は１年以内に当該事業主が日本船を所有する旨の確約書

を提出することにより資格継続を可能とする措置が講じら

れていることは承知しているが、本特例は最長で２年半を

限度としている。

当方の要望は、特例によらない抜本的な解決である。解

決方法としては、船員保険法の適用に係る船員法上の船員

の範囲の見直し、船員保険法の特別加入制度の創設、ある

いは、有料の労務供給事業を船員職業安定法上で認め、同

事業を営む事業主の雇用する船員については外国籍船に雇

い入れされる場合も含めて船員保険の被保険者資格を付与

する方法（船員職業紹介事業等の許可の要望とも関連する）

などが考えられる。

数年来の船主の強い要望にもかかわらず、未だ実現され

ていないことは極めて遺憾である。幅広い見地から国土交

通省・厚生労働省双方の密接な連携の下、早急に船員保険

の被保険者資格の継続措置を実現すべきである。

〈関係法令〉 船員法第１条 船員保険法第１７、１８および

１９条

〈所管官庁〉 国土交通省 海事局 船員政策課!船員労

働環境課

社会保険庁 運営部 医療保険課

○船員職業紹介事業等の許可

〈現状と要望〉

現在「船員職業紹介等研究会」において、民間による船

員派遣事業の自由化等について検討が行われている。ILO

条約（１７９号）採択の趣旨と陸上における労働者派遣事業、

職業紹介事業の自由化の現状を踏まえ、船員についての労

務供給事業、職業紹介事業についても自由化が図られるよ

う、早急に船員職業安定法を改正すべきである。

〈関係法令〉 船員職業安定法第３３条～第４２条（船員職業

紹介事業）

船員職業安定法第５３条～第５６条（船員労務

供給事業）

〈所管官庁〉 国土交通省 海事局 船員政策課!船員労

働環境課

○港湾・輸出入手続き等の一層の簡素化および真のワンス

トップサービスの実現

〈現状と要望〉

港湾・輸出入手続きの IT化に関しては、未だ一部の申請

のみに留まっており、遅々として進んでいない。

従って、政府の e!Japan重点計画に基づき早急に IT化を

進めるべきである。

即ち、IT化に当たっては、各種申請の改廃に向けた検討

をはじめに行い、その上で、存続させる申請に関しては、

書類の徹底した簡素化を図るべきである。また、IT化の導

入に当たっては、特に、入港届等のように、関係官公庁に

共通する申請については、関係官公庁を横断する機関の設

置により、いわゆるシングルウィンドウ（ワンインプット）

システムの検討、整備を進め申請者の負担軽減に努めるべ

きである。さらに、海運会社や港運業者に提出が義務付け

られている港湾統計のように、NACCSデータの有効活用に

より、改めての提出が不要となる申請データや各種統計資

料に関しては、関係官公庁による共有化を可能とするよう

関連法制度の整備に努めるべきである。

〈具体的な要望項目〉

１．諸手続の IT 化関連

! 現行の港湾・輸出入諸手続全ての見直し

#各種手続の改廃に向けた検討

#申請書類の徹底した簡素化および早期の IT化

#従来の慣行等の見直し（現物主義の廃止、簡易申告

制度の抜本的改善、事後申告の検討等）

" 入出港時に提出する各種書類の徹底した簡素化と EDI

化・ペーパーレス化

#NACCSデータの有効活用による船社等に課されてい

る申告義務の免除（港湾統計）

#EDI対象メッセージの統一及び各コードの標準化

#代理店の署名等入出港時に提出する各種書類の提出

方法の簡便化
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" 真のワンストップサービスの実現

#シングルウィンドウ（ワンインプット）システムの

整備

#申請データや各種統計資料の関係官公庁による共有

化

#システム使用料のミニマイズ化等、申請者の負担軽

減

２．その他各種手続の簡素化

! 輸出入手続きの簡素化

（通関関係）

#CSCプレート付輸入（非マル関）コンテナの輸送機

器としての無条件通関許可または無期限免税一時輸

入の承認

#海上コンテナの内貨の輸送禁止（２回以上）の緩和

または廃止

#免税コンテナの再輸出期間の延長

#同再輸出期間延長申請提出義務の廃止または許可期

間延長

#空荷で輸入されたコンテナ（非マル関）の空荷での

再輸出に対する免税措置の拡大

#フラットベッドコンテナの輸出入貨物の容器輸出入

（納税）申告義務の廃止（植検関係）

#植検対象貨、内航船接続時の積替届けの廃止

〈関係法令〉 関税法、電子情報処理組織による関税手続

きの特例に関する法律、港湾調査規則、コ

ンテナ特例法、出入国管理及び難民認定法

等

〈所管官庁〉 国土交通省、財務省、法務省等

○航海実歴認定を受けた船長の乗り組む全ての船舶に対す

る強制水先の免除

〈現状と要望〉

現在、航海実歴認定を受けている船長（省令で定められ

た回数以上、当該水域における航海に従事したと地方運輸

局長が認めた船長）は、日本船舶及び日本船舶を所有する

ことができる者が借入れた日本船舶以外の船舶（ただし期

間よう船を除く）においては、強制水先を免除されること

になっているが、期間よう船された外国船舶等、外国籍船

での権利の行使は認められていない。しかしながら、日本

人船長の乗り組む外国船いわゆる FOC船は配乗面等実質的

に日本船舶と変わらないことから、認定を受けている日本

人船長の乗り組む船舶については、船舶の国籍によらず強

制水先を免除すべきである。

〈関係法令〉 水先法第１３条

〈所管官庁〉 国土交通省

○船舶不稼働損失保険の海外付保の自由化

〈現状と要望〉

船体保険と不稼働損失保険を一体で付保する場合は、低

コストでの付保が可能であるが、不稼働損失保険について

は海外付保ができないため、船体保険の海外付保のメリッ

トが生かされていない。このため日本籍船の不稼働損失保

険についても、海外付保を自由化すべきである。

〈関係法令〉 保険業法第１８６条及び同法施行令第１９条２項

〈所管官庁〉 金融監督庁

以 上

〔資料１―１２〕 当協会規制緩和要望（平成１３年１０月）の結果（概要）

当 協 会 規 制 緩 和 要 望（平成１３年１０月） 各府省庁等における対応状況

１．わが国港湾の効率的運営を実現し、国際競争力を改善するための全般的な見直し（円滑な
国際物流を可能とする観点から）

! 港湾関係諸税（とん税、特別とん税、船舶固定資産税）ならびに諸料金（入港料等）
の適正化

その他（国土交通省）

" 外貿埠頭公社の埠頭等貸付料の適正化 その他（国土交通省）

# 港湾運送事業の更なる規制緩和 具体的措置の検討中（国土交通省）

$ 港湾・輸出入手続き等の一層の簡素化および真のワンストップサービスの実現 平成１５年度のできるだけ早い時期に措置予定（法
務省、財務省、厚生労働省、農林水産省、経済産
業省、国土交通省）

２．船員保険の被保険者資格の見直し その他（厚生労働省）

３．船員職業紹介事業等の許可 具体的措置の検討中（国土交通省）

４．主任無線従事者制度受講義務の簡素化 措置困難（総務省）

５．三級海上無線通信士認定講習に必要な実歴要件の緩和 措置困難（総務省）

６．三級海上無線通信士認定講習のうち英語に係る講習時間の短縮 平成１４年度中に措置予定（総務省）

% 海 運 政 策
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１・５ Tonnage Tax（トン数標準税制）
当協会は、予てより主要海運国における海運強化策

の調査を行っているが、近年、欧州主要海運国等にお

いて Tonnage Tax（トン数標準税制）が相次いで導入さ

れていることから、同税制についての調査・研究を行

い、諸外国との競争条件のイコール・フッティング実

現をわが国政府に要望する上での基礎資料としている。

当該税制は、１９９６年のオランダを皮切りにノルウェ

ー、ドイツ、イギリス、アイルランド、スペイン、デ

ンマークにて既に導入され、また、米国、フランス、

韓国等で導入が検討されている。

これら諸外国の動きに鑑み、当協会としても諸外国

との競争条件のイコールフッティング実現のため、四

囲の状況を見ながら Tonnage Taxの導入を要望するこ

ととしている。

当協会としては Tonnage Taxの導入を望むものの、通

常の法人税とは大きく異なる税制であり、導入には世

論の理解が不可欠である。当協会は Tonnage Taxへの

一般の理解を深めるため、従来から行ってきた諸外国

の動向等の調査結果を踏まえ、本年より一般週刊誌等

に意見広告を掲載する等のキャンペーン活動を実施し

た。（１・１・２参照）

Tonnage Taxの概要は、資料１―１３の通りである。

当 協 会 規 制 緩 和 要 望（平成１３年１０月） 各府省庁等における対応状況

７．船舶局無線従事者証明に係る講習回数の増加 その他（総務省）

８．２万５千総トン以上の液化ガスタンカーに対する海上交通安全法に基づく東京湾、伊勢湾
への夜間入出域制限の緩和について

措置するか否かを含めて検討中（国土交通省）

９．瀬戸内海における危険物積載船を除く巨大船への航行管制の緩和 措置するか否かを含めて検討中（国土交通省）

１０．ねずみ族駆除免除検査証書の有効期間の延長 具体的措置の検討中（厚生労働省）

１１．マニラ港出港船に対する無線検疫の実施 具体的措置の検討中（厚生労働省）

１２．内航船舶（沿海船）の航行可能領域の拡大 措置済み（国土交通省）
……当方は措置済みとは認識していない

１３．航海実歴認定を受けた船長の乗り組む全ての船舶に対する強制水先の免除 措置困難（国土交通省）

１４．船舶不稼働損失保険の海外付保の自由化 措置困難（金融庁）

１５．マルシップ外航客船の外国人乗組員の上陸許可期間の延長 措置済み（法務省）
……当方は措置済みとは認識していない

１６．日本籍船でのカジノの自由化 措置困難（法務省）

１７．日本籍船の登記・登録、海外譲渡、登録抹消等に係る手続きの簡素化

! 日本籍船の登記・登録は、二元的制度の下で手続きが複雑になっている。船舶の登録
抹消時においては管海官庁から登記所への嘱託により手続きが一元化されていること、
航空機においては航空機登録法による航空機の登録と航空機抵当法による抵当権の登録
が航空機登録令のもとに一元化されており、自動車においても同様の制度となっている
ことを踏まえ、船舶の登記・登録の一元化を図り、速やかで合理的な登記・登録を可能
にすること。

具体的措置の検討中（法務省、国土交通省）

" 既に登録済の船舶において船舶原簿と船舶登記簿に変更があった場合、両者共通の事
項については、「変更登録を行った管海官庁から登記所への嘱託による変更登記の方法等
を採用することにより、実質的な一元化を図る」方向で法務省・運輸省間での協議が進
められているとのことだが、速やかに変更時手続きの一元化を実現すること。

具体的措置の検討中（法務省、国土交通省）

# 海上運送法第４４条の２に規定される国際船舶については、海外譲渡届の提出にあたり、
売買契約書の添付が求められており、併せて運輸局において登録抹消手続きを行う際に
も、再び売買契約書の提出が求められている。登録抹消手続きの際の売買契約書につい
てはその提出を不要とする方向で検討中とのことだが、速やかに実現すること。また、
国際化の流れに鑑み、以下の書類のうち英語を正文とするものについては、和訳の添付
を不要とすること。
%日本籍船の登録抹消にあたり運輸局に提出する書類のうち、売買契約書・受渡議定書
・委任状

具体的措置の検討中（国土交通省）

１８．船舶の建造許可に当たっての手続きの一層の簡素化 具体的措置の検討中（国土交通省）

１９．船舶運航事業者の提出する報告書・届出等の簡素化 具体的措置の検討中（国土交通省）

２０．公用航海日誌の記載方法の弾力化 措置するか否かを含めて検討中（国土交通省）

$ 海 運 政 策
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１・６ 外国における船舶所得等に関する課税状況
近年、経済のグローバル化に伴い企業の国際的経済

活動が多様化・高度化している中で、居住地国と源泉

地国での重複した課税、いわゆる国際的な二重課税の

排除が一層重要な問題となっている。

租税条約は、両締約国の一方の居住者が、他方の国

からその国の国内源泉所得とされる所得を得る場合に

おいて、源泉地国においてはその課税を制限すること

により、また、居住地国においては外国税額控除など

の二重課税排除のための規定を適用することにより、

二重課税の回避および排除の役割を果たしている。

経済協力開発機構（OECD）では、人、商品、技術、

資本などの国際的な交流を円滑化することを目的に、

最も典型的な税務問題である所得などに対する二国間

の課税の取り扱いについて１９６３年にモデル租税条約を

策定し、その後、経済状況の変化に対応するため幾度

か改訂され、現在でも検討が続けられている。これを

ベースに加盟国は相手国との間に二国間条約もしくは

協定を締結している。国連においても、この OECD

モデル租税条約をベースとして先進国!発展途上国間
の国連モデル租税条約を策定している。

これらのモデル租税条約には、国際運輸業所得につ

いての規定が設けられている。OECDモデル租税条約

において「国際運輸」は、「一方の締約国内にその事業

の実質的管理の場所を有する企業が運用する船舶又は

航空機による運送をいう（第３条）」と規定されており、

「船舶又は航空機を国際運輸に運用することによって

取得する利得に対しては、企業の実質的管理の場所が

存在する締約国においてのみ租税を課することができ

る（第８条）」とされ、国際運輸業所得に対する二重課

税問題が起きないような仕組みが作られている。

当協会では、諸外国との国際運輸業所得に対する課

税状況を把握するために、例年、課税実態ならびに配

船実績を調査し、外国税に関する諸問題の検討の参考

に供しており、２０００年度については、２００１年１２月現在の

会員会社１０６社を対象に調査を実施したところ、外国に

おいて納税した会社は１７社、２０００年度分の納税を行っ

〔資料１―１３〕

Tonnage Tax（トン数標準税制）について

１．制度の概要

トンネージタックス（トン数標準税制）とは、海運業収

益に対する課税につき、従来の税引前利益に対する課税に

替えて、運航船舶の純トン数に応じたみなし利益に対する

外形標準課税である。

導入済の諸国では、トンネージタックスと従来の課税方

式との選択制となっており、海運会社はいずれかの税制を

選択して納税することとなる。

従来の法人課税方式

（収益－費用）×法人税率

トンネージタックス（例）

・ 海運業部分＝運航船舶の純トン数×係数×運用日数

（＝海運業みなし利益）×法人税率

・ その他部分＝（収益－費用）×法人税率（従来の課

税方式と同じ）

２．海外の動向

（欧 州）

１９９６年にオランダが本格的なトンネージタックスを導入

したのを皮切りに、ノルウェー、ドイツ、イギリス、スペ

イン、アイルランド、デンマークが導入済、ベルギー、フ

ランス等が導入検討中であり、海運先進国における海運税

制のスタンダードになりつつある。

（米 国）

イギリス等の税制を参考に、現在下院にてトンネージタ

ックスの導入を審議中。

（アジア）

韓国にて、導入を検討中

３．トンネージタックス導入の背景

欧州諸国がトンネージタックス導入に踏み切った理由は、

自国商船隊の維持・拡大による自国海運業の競争力強化お

よび、自国海運業の発展による海運周辺産業を含めた海事

産業全体への波及効果を期待したことである。（各国政府は

当該税制導入により、海運会社に対して実質的に大幅な減

税を行っている）

※とん税・特別とん税との違い
とん税・特別とん税
外国貿易に従事する船舶が開港に入港したときに、船舶の
純トン数を課税標準として課される。港湾施設の利用その他
一般的な便宜を受けることに対する応益負担とされている。

! 海 運 政 策
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た国は３２カ国、当年度分の納税額は１７億４，６７８万円で、

前年度に比べ１，７７８万円の減少となった。配船社数は２６

社で、配船国数（地域も含む）は１３７カ国であった。（資

料１―１４および１―１５参照）

当協会では、国際的課税問題が発生した場合には、

速やかな情報収集に努め、関係省庁に対し政府レベル

での対応策を講じるよう要請することとしている。

〔資料１―１４〕 外国における船舶所得に対する課税状況一覧表（２０００年度 納付実績） （単位：千円）

国 名 課税対象
運 賃

納税額（Income Tax 等）
還付金額 納 税 額

順 位
Income Tax 等
対 運 賃 比（％） 納税社数

（当年度分） （過年度分）

ア

ジ

ア

タ イ ５２，２５４，８９４ ７８４，０６９ ３，０８４ １，５２０ １ １．５０％ １４

フ ィ リ ピ ン １０，１４０，０１５ １５１，０３７ １，２４８ ２ １．４９％ ９

パ キ ス タ ン １，８９６，６６８ １５１，７３６ ３ ８．００％ ３

バ ン グ ラ デ シ ュ ２，３９０，７７２ ９５，６３１ ４ ４．００％ ３

ス リ ラ ン カ ２，８６５，３４６ ３０，０８７ ５ １．０５％ ３

台 湾 ９９，０４５ １９，８０９ ６ ２０．００％ １

イ ン ド ７８５，７３５ ９，２４９ ７，０３８ ７ １．１８％ ６

マ レ ー シ ア ９２９，４０２ ６，５０６ ８ ０．７０％ ２

ベ ト ナ ム ３４４，９４２ ４，５０９ １６７ １６０ ９ １．３１％ ５

北 朝 鮮 ４８，２５０ ９６５ １０ ２．００％ １

ミ ャ ン マ ー １９，８５０ ３４７ ２８０ １１ １．７５％ １

香 港 ２２７ １２ ０

中近東 サ ウ ジ ア ラ ビ ア ４１８，８２６ １６，７５４ １ ４．００％ ３

オ
セ
ア
ニ
ア

パプアニューギニア ９６２，２１６ ２２，９４７ ７，０１０ １ ２．３８％ ７

ソ ロ モ ン 諸 島 １２３，９８３ ４，５３５ １，９０９ ２ ３．６６％ ５

オ ー ス ト ラ リ ア ９４，７９０ １，７０６ １，１９３ ３ １．８０％ ２

中

南

米

チ リ １，８１８，３０９ ９０，９１５ １ ５．００％ ２

ベ ネ ズ エ ラ ２，５７９，０３５ ６７，１６３ ２ ２．６０％ ２

グ ア テ マ ラ １，０６３，１５７ ５３，１５８ ３ ５．００％ １

コ ロ ン ビ ア ９０３，８０７ ２７，７４４ ４ ３．０７％ ３

エ ク ア ド ル １，０８７，１４６ ７，１９１ ５ ０．６６％ ３

パ ラ グ ア イ １８７，３８１ ６，５５８ ６ ３．５０％ １

コ ス タ リ カ １０，０８６ ２，９３７ ７ ２９．１２％ ２

ペ ル ー ４，３１４ １，０３５ ８ ２３．９９％ １

ニ カ ラ グ ア ３０，６２９ ９１９ ９ ３．００％ １

ド ミ ニ カ 共 和 国 ３，８０３ １３３ １０ ３．５０％ １

ハ イ チ ２３８ ２４ １１ １０．０８％ １

ホ ン ジ ュ ラ ス ７１，６３９ １，８９９ １２ ２．６５％ １

ア
フ
リ
カ

ナ イ ジ ェ リ ア ８，２０４，２８６ １６４，０８５ １ ２．００％ ２

ケ ニ ア ２９０，０７２ ８，１２２ ２ ２．８０％ ２

タ ン ザ ニ ア ３９７，９７１ ７，７６０ ３ １．９５％ １

ガ ー ナ ４３１，７０３ ７，１９６ ４ １．６７％ １

ブ ル キ ナ フ ァ ソ ５，５７７ ５０ ５ ０．９０％ １

合 計 ! 平 均 ９０，４６３，８８７ １，７４６，７７６ ２１，６４９ ２，１８７ （平均）
５．０１％

（平均）
２．７６

注）本表は、日本船主協会会員会社からの調査回答のうち、納税実績のあった１７社の集計である。
調査対象は、「運賃にかかる外国法人税」（法人税法上の外国税額控除の対象となるもの）に限定した。
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〔資料１―１５〕 国別配船会社一覧表（２０００事業年度）

海運会社名

配 船 国

○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○

○ ○ ◎
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ◎ ◎ ○ ◎
◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

◎ ◎ ○ ◎
○ ◎ ◎ ○ ◎ ○

◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎
○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ◎ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ ◎ ○
○ ◎ ○ ○ ○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○

○ ○ ○
○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○
◎ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○
○
○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

旭

海

運

第
一
中
央
汽
船

八

馬

汽

船

日
之
出
汽
船

出
光
タ
ン
カ
ー

飯

野

海

運

関
西
ラ
イ
ン

川
崎
近
海
汽
船

川

崎

汽

船

国

華

産

業

三
菱
鉱
石
輸
送

商
船
三
井
近
海

日
本
マ
リ
ン

日

本

郵

船

日
産
専
用
船

日

正

汽

船

日

鉄

海

運

三

光

汽

船

新

和

海

運

商

船

三

井

昭
和
シ
ェ
ル
船
舶

太
平
洋
汽
船

東

朋

海

運

東

興

海

運

東

京

船

舶

雄

洋

海

運

配
船
会
社
合
計

納
税
会
社
合
計

（ア ジ ア）
イ ン ド １４ ７
イ ン ド ネ シ ア ２１ ０
韓 国 １７ ０
カ ン ボ ジ ア ４ ０
北 朝 鮮 ３ １
シ ン ガ ポ ー ル １２ ０
ス リ ラ ン カ ５ ３
タ イ １６ １４
台 湾 １７ １
中 国（香港除く） １８ ０
バ ン グ ラ デ シ ュ ４ ３
パ キ ス タ ン ６ ３
フ ィ リ ピ ン １３ ９
ブ ル ネ イ ６ ０
ベ ト ナ ム １４ ５
香 港 １３ １
マ レ ー シ ア １７ ３
ミ ャ ン マ ー ５ １
モ ル デ ィ ヴ １ ０
配 船 国 ・ 地 域 合 計 ３ ９ ５ １２ ５ １２ ７ １１ １５ ３ ０ １３ ３ １６ ６ ９ ５ １６ １１ １６ １ ４ ０ １３ ９ ２
納 税 国 ・ 地 域 合 計 ０ ３ １ １ １ ０ ２ ３ ６ ０ ０ ３ ０ ７ ０ ２ ０ ４ ４ ８ ０ ０ ０ ４ ２ ０

（中 近 東）
ア ラ ブ 首 長 国 連 邦 １２ ０
イ エ メ ン ３ ０
イ ス ラ エ ル ３ ０
イ ラ ク ３ ０
イ ラ ン １０ ０
オ マ ー ン ８ ０
カ タ ー ル １１ ０
ク ウ ェ ー ト １０ ０
キ プ ロ ス ４ ０
サ ウ ジ ア ラ ビ ア １２ ３
シ リ ア ４ ０
旧 中 立 地 帯 １ ０
ト ル コ ５ ０
バ ー レ ー ン ８ ０
ヨ ル ダ ン ５ ０
レ バ ノ ン ４ ０
配 船 国 ・ 地 域 合 計 ０ ０ ０ ８ ８ ７ ０ ０ １４ ０ ０ ０ ０ １４ １１ ６ ０ ６ ０ １５ ６ ０ ０ ５ ０ ３
納 税 国 ・ 地 域 合 計 ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０
注）◎印…配船および納税 ○印…配船のみ

! 海 運 政 策
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海運会社名

配 船 国

○ ○ ○ ○
○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○

○ ○ ○
○ ○ ◎
○ ○
○ ○
○ ○ ○ ○

○ ◎ ◎
○ ○ ○ ○

○

○ ○
○

○ ○ ○ ○
○

○ ○

○ ○ ◎
○ ○ ○
○ ○
◎ ◎

◎
○ ○

○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○

○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○

○ ○ ○

旭

海

運

第
一
中
央
汽
船

八

馬

汽

船

日
之
出
汽
船

出
光
タ
ン
カ
ー

飯

野

海

運

関
西
ラ
イ
ン

川
崎
近
海
汽
船

川

崎

汽

船

国

華

産

業

三
菱
鉱
石
輸
送

商
船
三
井
近
海

日
本
マ
リ
ン

日

本

郵

船

日
産
専
用
船

日

正

汽

船

日

鉄

海

運

三

光

汽

船

新

和

海

運

商

船

三

井

昭
和
シ
ェ
ル
船
舶

太
平
洋
汽
船

東

朋

海

運

東

興

海

運

東

京

船

舶

雄

洋

海

運

配
船
会
社
合
計

納
税
会
社
合
計

（ア フ リ カ）
ア ル ジ ェ リ ア ４ ０
ア ン ゴ ラ ３ ０
エ ジ プ ト ６ ０
エ チ オ ピ ア ０ ０
エ リ ト リ ア ０ ０
カ ナ リ ア 諸 島 １ ０
カ ー ボ ベ ル デ ０ ０
カ メ ル ー ン ３ ０
ガ ー ナ ３ １
ガ ボ ン ２ ０
ガ ン ビ ア ２ ０
ギ ニ ア ４ ０
ギ ニ ア ・ ビ サ ウ ０ ０
ケ ニ ア ３ ２
コ ー ト ジ ボ ア ー ル ４ ０
コ モ ロ ０ ０
コ ン ゴ 共 和 国 １ ０
コンゴ民主共和国（旧ザイール） ０ ０
サ ン ト メ ・ プ リ ン シ ペ ０ ０
シ エ ラ レ オ ネ ２ ０
ジ ブ チ １ ０
ス ー ダ ン ４ ０
セ イ シ ェ ル １ ０
赤 道 ギ ニ ア ０ ０
セ ネ ガ ル ２ ０
セ ン ト プ リ シ ア ０ ０
ソ マ リ ア ０ ０
タ ン ザ ニ ア ３ １
チ ュ ニ ジ ア ３ ０
ト ー ゴ ２ ０
ナ イ ジ ェ リ ア ２ ２
ナ ミ ビ ア ０ ０
西 サ ハ ラ ０ ０
ブ ル キ ナ フ ァ ソ １ １
ベ ナ ン ２ ０
マ ダ ガ ス カ ル １ ０
南 ア フ リ カ ９ ０
モ ー リ シ ャ ス ３ ０
モ ー リ タ ニ ア ３ ０
モ ザ ン ビ ー ク ３ ０
モ ロ ッ コ ４ ０
リ ビ ア ４ ０
リ ベ リ ア ０ ０
レ ユ ニ オ ン ３ ０
配 船 国 ・ 地 域 合 計 ０ １ １ ０ ０ ２ ０ ０ ２４ ０ ０ ０ ０ １４ １０ ０ １ ８ １ ２７ ０ ０ ０ ０ ０ ０
納 税 国 ・ 地 域 合 計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ５ ０ ０ ０ ０ ０ ０
注）◎印…配船および納税 ○印…配船のみ

! 海 運 政 策
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海運会社名

配 船 国

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○

○
○ ○

○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○
○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○
○ ○

○ ○ ○ ○
○ ○ ○

○

○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ◎ ○ ○ ○ ○
○

○ ○

○
◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○

○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○
◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○

○ ○

○

○

旭

海

運

第
一
中
央
汽
船

八

馬

汽

船

日
之
出
汽
船

出
光
タ
ン
カ
ー

飯

野

海

運

関
西
ラ
イ
ン

川
崎
近
海
汽
船

川

崎

汽

船

国

華

産

業

三
菱
鉱
石
輸
送

商
船
三
井
近
海

日
本
マ
リ
ン

日

本

郵

船

日
産
専
用
船

日

正

汽

船

日

鉄

海

運

三

光

汽

船

新

和

海

運

商

船

三

井

昭
和
シ
ェ
ル
船
舶

太
平
洋
汽
船

東

朋

海

運

東

興

海

運

東

京

船

舶

雄

洋

海

運

配
船
会
社
合
計

納
税
会
社
合
計

（ヨ ー ロ ッ パ）
ア イ ス ラ ン ド ０ ０
ア イ ル ラ ン ド ５ ０
ア ル バ ニ ア ０ ０
イ ギ リ ス ７ ０
イ タ リ ア ７ ０
ウ ク ラ イ ナ １ ０
エ ス ト ニ ア ０ ０
オ ラ ン ダ ７ ０
ギ リ シ ャ ４ ０
グ ル ジ ア ０ ０
ク ロ ア チ ア １ ０
ジ ブ ラ ル タ ル ２ ０
シ ェ ト ラ ン ド ０ ０
ス ウ ェ ー デ ン ４ ０
ス ペ イ ン ６ ０
ス ロ ベ ニ ア ４ ０
デ ン マ ー ク ３ ０
ド イ ツ ６ ０
ノ ル ウ ェ ー ５ ０
フ ィ ン ラ ン ド ３ ０
フ ラ ン ス ７ ０
ブ ル ガ リ ア ０ ０
ベ ル ギ ー ４ ０
ポ ー ラ ン ド ２ ０
ボスニア・ヘルツェゴビナ ０ ０
ポ ル ト ガ ル ４ ０
マ ル タ ３ ０
モ ナ コ ０ ０
モ ル ド バ ０ ０
ユ ー ゴ ス ラ ビ ア ０ ０
ラ ト ビ ア １ ０
リ ト ア ニ ア ０ ０
ル ー マ ニ ア ３ ０
ロ シ ア ８ ０
配 船 国 ・ 地 域 合 計 ０ ５ ０ ０ ０ ７ ０ １ １８ ０ ０ １ ０ ２０ １５ ０ ０ ８ ２ ２０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
納 税 国 ・ 地 域 合 計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

（オ セ ア ニ ア）
オ ー ス ト ラ リ ア １７ ２
キ リ バ ス １ ０
グ ア ム ２ ０
サ イ パ ン ０ ０
サ モ ア（旧西サモア） １ ０
ソ ロ モ ン 諸 島 ７ ４
タ ヒ チ ０ ０
ツ バ ル ０ ０
ト ン ガ １ ０
ナ ウ ル ０ ０
ニ ュ ー カ レ ド ニ ア ９ ０
ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド ９ ０
バ ヌ ア ツ １ ０
パ プ ア ニ ュ ー ギ ニ ア １１ ６
パ ラ オ ０ ０
フ ィ ジ ー 諸 島 ２ ０
マ ー シ ャ ル 諸 島 ０ ０
米 領 サ モ ア 諸 島 １ ０
ミ ク ロ ネ シ ア ０ ０
仏 領 ポ リ ネ シ ア １ ０
配 船 国 ・ 地 域 合 計 １ ５ ２ ０ ０ １ １ ０ ５ ０ １ ２ ２ ６ ３ ２ ２ ５ ４ １３ ０ ２ ４ １ ０ １
納 税 国 ・ 地 域 合 計 ０ ２ ０ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ０ ２ ２ ０ １ ０ ２ １ １ ０ ０ ０ ０ ０ ０
注）◎印…配船および納税 ○印…配船のみ
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海運会社名

配 船 国

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○
○ ○
○ ○
○ ○ ○
◎ ◎ ○ ○ ◎

○ ○ ○ ○
○ ○

○ ○ ◎ ○ ○
○ ○

○ ○ ◎ ○ ○ ◎
○ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎

○ ○ ○ ○

○ ○
○ ○
○ ○

○ ○ ◎ ○ ○ ○ ◎
○ ○ ○ ○ ◎

○ ○ ○
○ ◎
○ ◎ ○
○ ○ ○
○ ○ ○
○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ○ ○

○ ◎

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○
○ ○ ◎ ○ ○ ◎
○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○
○ ○ ◎

○ ○ ○
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○

旭

海

運

第
一
中
央
汽
船

八

馬

汽

船

日
之
出
汽
船

出
光
タ
ン
カ
ー

飯

野

海

運

関
西
ラ
イ
ン

川
崎
近
海
汽
船

川

崎

汽

船

国

華

産

業

三
菱
鉱
石
輸
送

商
船
三
井
近
海

日
本
マ
リ
ン

日

本

郵

船

日
産
専
用
船

日

正

汽

船

日

鉄

海

運

三

光

汽

船

新

和

海

運

商

船

三

井

昭
和
シ
ェ
ル
船
舶

太
平
洋
汽
船

東

朋

海

運

東

興

海

運

東

京

船

舶

雄

洋

海

運

配
船
会
社
合
計

納
税
会
社
合
計

（北 米）
ア メ リ カ １１ ０
カ ナ ダ １０ ０
配 船 国 ・ 地 域 合 計 １ ２ ２ ０ ０ ２ ０ ０ １ ０ ０ ０ ０ ２ １ ２ １ ２ ２ ２ ０ ０ ０ １ ０ ０
納 税 国 ・ 地 域 合 計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

（中 南 米）
ア ル ゼ ン チ ン ４ ０
アンティグア・バーブーダ ２ ０
蘭 領 ア ン テ ィ ル ２ ０
ウ ル グ ア イ ３ ０
エ ク ア ド ル ５ ３
エ ル サ ル バ ド ル ４ ０
ガ イ ア ナ ２ ０
カ イ コ ス 諸 島
キ ュ ー バ ０ ０
グ ア テ マ ラ ５ １
グ レ ナ ダ ２ ０
コ ス タ リ カ ６ ２
コ ロ ン ビ ア ７ ３
ジ ャ マ イ カ ４ ０
ス リ ナ ム ０ ０
セントクリストファー・ネイビス ２ ０
セントビンセント・グレナディーン ２ ０
セ ン ト ル シ ア ２ ０
タ ー ク ス 諸 島
チ リ ７ ２
ド ミ ニ カ 共 和 国 ５ １
ド ミ ニ カ 国 ０ ０
ト リ ニ ダ ー ド ト バ コ
ニ カ ラ グ ア ２ １
ハ イ チ ３ １
バ ー ジ ン 諸 島 ３ ０
バ ミ ュ ー ダ 諸 島 ３ ０
バ ル バ ト ス ３ ０
パ ナ マ ５ ０
バ ハ マ ４ ０
パ ラ グ ア イ ２ １
ベ リ ー ズ ０ ０
ブ ラ ジ ル ９ ０
フ ォ ー ク ラ ン ド 諸 島 ０ ０
プ エ ル ト リ コ ４ ０
ベ ネ ズ エ ラ ６ ２
ペ ル ー ７ １
ホ ン ジ ュ ラ ス ３ １
マ ル チ ニ ク 島 ３ ０
メ キ シ コ ８ ０
リ ー ワ ー ド 諸 島 ２ ０
配 船 国 ・ 地 域 合 計 ０ １０ ２ ０ ０ ５ ０ ０ ３３ ０ ０ ０ ０ ３４ ７ ０ １ １２ ５ ２４ ０ ０ ０ １ ０ ０
納 税 国 ・ 地 域 合 計 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ３ ０ ０ ０ ０ ９ ０ ０ ０ ０ ０ ７ ０ ０ ０ ０ ０ ０
配 船 国 ・ 地 域 総 合 計 ５ ３２ １２ ２０ １３ ３６ ８ １２１１０ ３ １ １６ ５１０６ ５３ １９ １０ ５７ ２５１１７ ７ ６ ４ ２１ ９ ６
納 税 国 ・ 地 域 総 合 計 ０ ５ １ ２ １ ０ ３ ３ １０ ０ ０ ３ ２ ２０ ０ ３ ０ ６ ５ ２２ ０ ０ ０ ４ ２ ０
注）◎印…配船および納税 ○印…配船のみ
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１・７ マリタイムジャパン研究会
マリタイムジャパン研究会は旧運輸省海上交通局の

提案により平成１２年１２月に設置され、海事産業の新た

な発展のためのグランドデザイン（＝分野横断的課題）

を解決するための取り組み、すなわちマリタイムジャ

パンの実現を旨とし、具体的には海事産業を相互に関

連した一つの塊（＝海事クラスター）として捉え、個

々の分野毎ではなくクラスター全体の発展を目指して

おり、当協会からは事務局より植村常務理事が委員と

して参加している（船協海運年報２００１参照）。

平成１２年１２月の第１回会合、平成１３年３月の第２回

会合に引き続き、平成１３年１０月１１日に第３回会合が開

催され、研究会の中間報告案が審議された。

その後、平成１４年５月にわが国の海事クラスターの

概要等についての最終報告「マリタイムジャパンに関

する調査報告」が取りまとめられている。

１・８ 当協会会員会社の２０００年度設備資金借入状況
当協会では、毎年会員会社の設備資金（船舶関係）

借入状況を調査しているが、２０００年度の借入状況につ

いても会員全１０６社（２００２年１月現在）を調査対象とし、

該当船舶を有するとの回答があった会社５０社について

集計を行った。

合計〔資料１―１６〕をみると、２０００年度末借入残高

は、前年度に比べ４．９％減の４，０６２億円となっている。こ

のうち政府系金融機関は２，３６３億円（対前年比８．１％減）

であり、市中金融機関等は１，６９９億円（同０．１％減）とな

っている。借入先の構成は、日本政策投資銀行からの

借入が全体の５４．４％を占め、次いで都市銀行および旧

長期信用銀行３行からの借入がそれぞれ全体の２８．８％

となっている。

外航船のうち、日本政策投資銀行融資船〔資料１―

１７〕を見ると、２０００年度末借入残高は、前年度末に比

べ１１．４％減の２，４６９億円であり、借入金全体に占める割

合は６０．８％と依然高いものとなっている。

また、上記以外の新造船融資〔資料１―１８〕を見る

と、２０００年度末借入残高は前年度に比べ６．１％増の１，４７６

億円となっており、改装・買船等、その他融資〔資料

１―１９〕の２０００年度末借入残高は、前年度に比べ２５．１

％増の１１７億円となっている。

! 海 運 政 策
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〔資料１―１６〕 合 計
（単位：千円）

借 入 先
平成１１年度末
借 入 残 高

平成１２年度
新規借入額

平成１２年度
返 済 額

平成１２年度末
借 入 残 高

借入残高対前年比 借入残高構成比（％）

増 減 額 増減率 １９９９年度末 ２０００年度末

政
府
系
金
融
機
関

日本政策投資 銀 行

中小企業金融 公 庫

商 工 中 金

そ の 他

２４３，１０５，８６５

１４１，８００

３，３３４，０９１

１０，６４７，０１５

８，９２３，５６１

０

７０，０００

３，９０２，４０７

３０，８８５，８６０

２２，９２０

７２６，４７４

２，１８８，８３４

２２１，１４３，５６６

１１８，８８０

２，６７７，６１７

１２，３６０，５８８

△２１，９６２，２９９

△ ２２，９２０

△ ６５６，４７４

１，７１３，５７３

－ ９．０％

－１６．２％

－１９．７％

１６．１％

５６．９

０．０

０．８

２．５

５４．４

０．０

０．７

３．０

計 ２５７，２２８，７７１ １２，８９５，９６８ ３３，８２４，０８８ ２３６，３００，６５１ △２０，９２８，１２０ － ８．１％ ６０．２ ５８．２

市

中

金

融

機

関

旧 長 期 信 用 銀 行

日 本 興 業 銀 行

新 生 銀 行

あ お ぞ ら 銀 行

都 市 銀 行

地 方 銀 行

信 託 銀 行

生 命 保 険

損 害 保 険

外 国 資 本

造 船 所 延 払

そ の 他

４８，６５９，６４０

３２，２４０，３５９

１５，６０８，８２９

８１０，４５２

６８，３８８，９０５

４７９，５２０

１９，７１７，５０７

２２，９９０，８２４

０

０

０

９，７３７，８１３

４，１７４，３３７

３，７３４，９９６

４３９，３４１

０

１４，９１４，５６０

０

１，８２３，２３９

１，９３１，５９９

０

０

０

４，６６４，６９９

７，２２９，８４５

４，５９４，０８９

２，４３３，３４４

２０２，４１２

１２，３１１，７３３

２２９，３２０

３，９４１，６４７

１，４９４，４３１

０

０

０

２，４２１，３２２

４５，６０４，１３２

３１，３８１，２６６

１３，６１４，８２６

６０８，０４０

７０，９９１，７３２

２５０，２００

１７，５９９，０９９

２３，４２７，９９２

０

０

０

１１，９８１，１９０

△３，０５５，５０８

△ ８５９，０９３

△１，９９４，００３

△ ２０２，４１２

２，６０２，８２７

△ ２２９，３２０

△２，１１８，４０８

４３７，１６８

０

０

０

２，２４３，３７７

－ ６．３％

－ ２．７％

－１２．８％

－２５．０％

３．８％

－４７．８％

－１０．７％

１．９％

!
!
!

２３．０％

１１．４

７．５

３．７

０．２

１６．０

０．１

４．６

５．４

!
!
!
２．３

１１．２

７．７

３．４

０．１

１７．５

０．１

４．３

５．８

!
!
!
２．９

計 １６９，９７４，２０９ ２７，５０８，４３４ ２７，６２８，２９８ １６９，８５４，３４４ △ １１９，８６５ － ０．１％ ３９．８ ４１．８

合 計 ４２７，２０２，９８０ ４０，４０４，４０２ ６１，４５２，３８６ ４０６，１５４，９９６ △２１，０４７，９８４ － ４．９％ １００．０ １００．０

（注）１．調査対象１０６社のうち、該当船舶を有する報告会社５０社の集計である。
２．四捨五入の関係で末尾が若干合わないところがある。
３．△印は減少を示す。

〔資料１―１７〕 政投銀融資船（外航）
（単位：千円）

借 入 先
平成１１年度末
借 入 残 高

平成１２年度
新規借入額

平成１２年度
返 済 額

平成１２年度末
借 入 残 高

借入残高対前年比 借入残高構成比（％）

増 減 額 増減率 １９９９年度末 ２０００年度末

政
府
系
金
融
機
関

日本政策投資 銀 行

中小企業金融 公 庫

商 工 中 金

そ の 他

２０３，３６４，０５０

０

０

０

４，９７３，８６２

０

０

０

３０，６７９，９６０

０

０

０

１７７，６５７，９５２

０

０

０

△２５，７０６，０９８

０

０

０

－１２．６％

!
!
!

７２．９

!
!
!

７１．９

!
!
!

計 ２０３，３６４，０５０ ４，９７３，８６２ ３０，６７９，９６０ １７７，６５７，９５２ △２５，７０６，０９８ －１２．６％ ７２．９ ７１．９

市

中

金

融

機

関

旧 長 期 信 用 銀 行

日 本 興 業 銀 行

新 生 銀 行

あ お ぞ ら 銀 行

都 市 銀 行

地 方 銀 行

信 託 銀 行

生 命 保 険

損 害 保 険

外 国 資 本

造 船 所 延 払

そ の 他

２９，３７４，５５１

１６，１２６，９５７

１２，４３７，１４２

８１０，４５２

２９，４６６，５３６

８，６７０

１０，０１６，８５７

４，９３９，０００

０

０

０

１，６０７，２００

２，５１８，６８２

２，０７９，３４１

４３９，３４１

０

１，２２３，０４１

０

１，３４３，８７９

０

０

０

０

２，６３２，４８６

５，２４１，３９８

３，０５６，２９０

１，９８２，６９６

２０２，４１２

４，７９９，９７６

２，５２０

２，２６５，６５０

７４０，３５１

０

０

０

８１６，７５１

２６，６５１，８３５

１５，１５０，００８

１０，８９３，７８７

６０８，０４０

２５，８８９，６０１

６，１５０

９，０９５，０８６

４，１９８，６４９

０

０

０

３，４２２，９３５

△２，７２２，７１６

△ ９７６，９４９

△１，５４３，３５５

△ ２０２，４１２

△３，５７６，９３５

△ ２，５２０

△ ９２１，７７１

△ ７４０，３５１

０

０

０

１，８１５，７３５

－ ９．３％

－ ６．１％

－１２．４％

－２５．０％

－１２．１％

－２９．１％

－ ９．２％

－１５．０％

!
!
!

１１３．０％

１０．５

５．８

４．５

０．３

１０．６

０．０

３．６

１．８

!
!
!
０．６

１０．８

６．１

４．４

０．２

１０．５

０．０

３．７

１．７

!
!
!
１．４

計 ７５，４１２，８１４ ７，７１８，０８８ １３，８６６，６４６ ６９，２６４，２５５ △６，１４８，５５９ － ８．２％ ２７．１ ２８．１

合 計 ２７８，７７６，８６４ １２，６９１，９５０ ４４，５４６，６０６ ２４６，９２２，２０８ △３１，８５４，６５６ －１１．４％ １００．０ １００．０
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〔資料１―１８〕『政投銀融資船（外航）』以外の新造船
（単位：千円）

借 入 先
平成１１年度末
借 入 残 高

平成１２年度
新規借入額

平成１２年度
返 済 額

平成１２年度末
借 入 残 高

借入残高対前年比 借入残高構成比（％）

増 減 額 増減率 １９９９年度末 ２０００年度末

政
府
系
金
融
機
関

日本政策投資 銀 行

中小企業金融 公 庫

商 工 中 金

そ の 他

３９，７４１，８１５

０

３，３３４，０９１

９，８３１，４４５

３，９４９，６９９

０

７０，０００

３，９０２，４０７

２０５，９００

０

７２６，４７４

２，１５８，２５０

４３，４８５，６１４

０

２，６７７，６１７

１１，５７５，６０２

３，７４３，７９９

０

△ ６５６，４７４

１，７４４，１５７

９．４％

!
－１９．７％

１７．７％

２８．６

!
２．４

７．１

２９．５

!
１．８

７．８

計 ５２，９０７，３５１ ７，９２２，１０６ ３，０９０，６２４ ５７，７３８，８３３ ４，８３１，４８２ ９．１％ ３８．０ ３９．１

市

中

金

融

機

関

旧 長 期 信 用 銀 行

日 本 興 業 銀 行

新 生 銀 行

あ お ぞ ら 銀 行

都 市 銀 行

地 方 銀 行

信 託 銀 行

生 命 保 険

損 害 保 険

外 国 資 本

造 船 所 延 払

そ の 他

１８，２０３，７３９

１５，３３０，５０２

２，８７３，２３７

０

３４，８８７，６１２

４７０，８５０

９，５４３，９５０

１６，５９７，４５４

０

０

０

６，４９３，５５０

５２５，６５５

５２５，６５５

０

０

１２，２２１，５１９

０

４７９，３６０

１，９３１，５９９

０

０

０

２２８，０００

１，６９１，８４７

１，２８８，９９９

４０２，８４８

０

６，６６０，１９３

２２６，８００

１，６００，０９７

４３６，２００

０

０

０

１，１３７，２８０

１７，０３７，５４７

１４，５６７，１５８

２，４７０，３８９

０

４０，４４８，９３８

２４４，０５０

８，４２３，２１３

１８，０９２，８５３

０

０

０

５，５８４，２７０

△１，１６６，１９２

△ ７６３，３４４

△ ４０２，８４８

０

５，５６１，３２６

△ ２２６，８００

△１，１２０，７３７

１，４９５，３９９

０

０

０

△ ９０９，２８０

－ ６．４％

－ ５．０％

－１４．０％

!
１５．９％

－４８．２％

－１１．７％

９．０％

!
!
!

－１４．０％

１３．１

１１．０

２．１

!
２５．１

０．３

６．９

１１．９

!
!
!
４．７

１１．５

９．９

１．７

!
２７．４

０．２

５．７

１２．３

!
!
!
３．８

計 ８６，１９７，１５５ １５，３８６，１３３ １１，７５２，４１７ ８９，８３０，８７１ ３，６３３，７１６ ４．２％ ６２．０ ６０．９

合 計 １３９，１０４，５０６ ２３，３０８，２３９ １４，８４３，０４１ １４７，５６９，７０４ ８，４６５，１９８ ６．１％ １００．０ １００．０

〔資料１―１９〕 その他（改装・買船等）
（単位：千円）

借 入 先
平成１１年度末
借 入 残 高

平成１２年度
新規借入額

平成１２年度
返 済 額

平成１２年度末
借 入 残 高

借入残高対前年比 借入残高構成比（％）

増 減 額 増減率 １９９９年度末 ２０００年度末

政
府
系
金
融
機
関

日本政策投資 銀 行

中小企業金融 公 庫

商 工 中 金

そ の 他

０

１４１，８００

０

８１５，５７０

０

０

０

０

０

２２，９２０

０

３０，５８４

０

１１８，８８０

０

７８４，９８６

０

△ ２２，９２０

０

△ ３０，５８４

!
－１６．２％

!
－ ３．８％

!
１．５

!
８．７

!
１．０

!
６．７

計 ９５７，３７０ ０ ５３，５０４ ９０３，８６６ △ ５３，５０４ － ５．６％ １０．３ ７．７

市

中

金

融

機

関

旧 長 期 信 用 銀 行

日 本 興 業 銀 行

新 生 銀 行

あ お ぞ ら 銀 行

都 市 銀 行

地 方 銀 行

信 託 銀 行

生 命 保 険

損 害 保 険

外 国 資 本

造 船 所 延 払

そ の 他

１，０８１，３５０

７８２，９００

２９８，４５０

０

４，０３４，７５７

０

３２４，２００

１，２８６，８７０

０

０

０

１，６３７，０６３

１，１３０，０００

１，１３０，０００

０

０

１，４７０，０００

０

０

０

０

０

０

１，８０４，２１３

２９６，６００

２４８，８００

４７，８００

０

８５１，５６４

０

１０１，９００

２９１，８８０

０

０

０

４６７，２９１

１，９１４，７５０

１，６６４，１００

２５０，６５０

０

４，６５３，１９３

０

２２２，３００

９９４，９９０

０

０

０

２，９７３，９８５

８３３，４００

８８１，２００

△ ４７，８００

０

６１８，４３６

０

△ １０１，９００

△ ２９１，８８０

０

０

０

１，３３６，９２２

７７．１％

１１２．６％

－１６．０％

!
１５．３％

!
－３１．４％

－２２．７％

!
!
!

８１．７％

１１．６

８．４

３．２

!
４３．３

!
３．５

１３．８

!
!
!

１７．６

１６．４

１４．３

２．１

!
３９．９

!
１．９

８．５

!
!
!

２５．５

計 ８，３６４，２４０ ４，４０４，２１３ ２，００９，２３５ １０，７５９，２１８ ２，３９４，９７８ ２８．６％ ８９．７ ９２．３

合 計 ９，３２１，６１０ ４，４０４，２１３ ２，０６２，７３９ １１，６６３，０８４ ２，３４１，４７４ ２５．１％ １００．０ １００．０
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2 環境対策

２・１ 船底防染システム管理条約の採択
１．IMOにおける審議状況

! 経 緯

TBT（トリブチルテイン）等を含む有機スズ系船底

防汚塗料は海水に溶出した後、魚貝類の体内に蓄積

されると環境ホルモンとして生殖機能に悪影響を及

ぼすことが指摘されている。

わが国は、TBT塗料が海洋生物へ与える悪影響に

注目し、１９９２年から国内造船所でのTBT塗料の完全

使用自粛、１９９７年から国内塗料工場での製造中止等、

TBT船底防汚塗料に係る規制を自主的に推進してき

た。

このような背景のもと１９９６年７月に開催された IMO

の第３８回海洋環境保護委員会（第３８回MEPC）にお

いて、わが国はオランダおよび北欧諸国とともに TBT

塗料の使用についての世界的規制を提案し、１９９９年

１１月の IMO第２１回総会において、「TBT塗料を２００３

年１月１目以降新たに塗布することを禁止し、２００８

年１月１日以降船舶に塗布されていることを禁止（船

体への存在の禁止）するための世界的な法的拘束力

のある枠組み（条約）を策定する」旨の総会決議（Ａ．

８９５（２１））の採択に積極的に対応してきた。

" 条約採択会議での審議

２００１年１０月１日から５日の間、ロンドンのIMO本部

において、船舶についての有害な防汚方法の管理に

関する国際会議が開催され、７５カ国の参加のもと、

TBT船舶用塗料等の規制のための新条約が採択され

た。新条約の構成は、資料２―１の通りである。

新条約は、船舶用塗料等による海洋環境および人

への悪影響を減少させることを目的としている。こ

の条約が発効すると、TBT塗料の新たな塗布が２００３

年１月１日以降禁止され、２００８年１月１日以降はす

でに船体に塗布された TBT塗料を完全に除去するか、

または海水に溶出しないよう塗膜を施すことが求め

られる。

国際会議における主な審議内容は以下の通りであ

る。

（イ） 船体に塗布されている TBT塗料の措置

２００８年１月１日以降において、すでに塗布され

ているTBT塗料は砂を高圧で船体に吹き付け、ペ

イントを剥ぎ取るサンドブラスト等の手法により

完全に除去しなければならないか、それともすで

に塗布されているペイントを覆うシーラーコート

を施すことにより TBT塗料の海水への溶出を防ぐ

ことも認めるかは、船主に大きな影響を与える点

であった。

条約会議においては、上層の塗料が部分的にで

も剥がれたときに下層に TBT塗料が残っていれば

これが溶出する惧れがあることなどの理由から完

全に除去すべきとの意見が環境問題が政治的に扱

われる傾向の強い国々から出されたのに対し、わ

が国をはじめ多くの船主国および ICS（国際海運会

議所）などがシーラーコートなどによる措置を認

この章のポイント
●有機すず（TBT）を含む船底防汚塗料の使用を規

制する新しい条約が採択。わが国が先行実施して

きた自主規制が国際的枠組みとして構築されるこ

ととなった。

●船舶のバラスト水中の水生生物の管理に関する新

しい条約の策定作業が、２００３年秋に条約会議を開

催することを目標に進められている。

●船舶からのNOxやSOxの排出を規制する海洋汚

染防止条約附属書６は、採択から５年を経た今も

発効していないが、パナマや欧州、米国などが批

准に向けた対応を示しており、２００３年中にも発効

する可能性が出てきた。

●環境に配慮した円滑な船舶解撤!リサイクルの促
進について、国際的にはUNEPバーゼル条約やIMO

等の場で、また国内的には国土交通省の設置する

「シップリサイクル検討委員会」の場で、具体的

な検討が進捗をみる。

! 環 境 対 策
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める意見を支持した。議長は両意見の大概の比率

を把握するために挙手を求めたところ、３６対２５で

シーラーコートによる措置も認める意見が多数を

占めた。

（ロ） 予防的方策

環境問題においては、有害性が証明されなくて

も疑わしいことが明白になった段階で予防的に対

処することが望ましいとの原則が確立されている。

本条約においても欧州１５カ国からこの原則が採用

されるべきであるとの提案が繰り返しなされてき

たが、防汚塗料に関してはある物質を禁止しても

それに代わる塗料が開発されていなければ、船底

の汚れのために推進効率が下がり、それだけ CO２

の排出が増加するという別の環境負荷が生じるこ

ととなる。

この問題を打開するため非公式グループによる

検討が続けられた結果、強制力のない条約の前文

には留意規定として予防的方策（precautionary ap-

proach）が盛り込まれたほか、新たに禁止物質を定

めるに当たっては、有害性が完全に立証されてい

なくても禁止すべきかどうかを検討するよう提案

はできることとされた。また、委員会の委託を受

けて技術的な検討をする技術グループでは、深刻

なまたは取り返しのつかない被害が見い出された

場合には、科学的な確実性の欠加を禁止物質のリ

ストに掲載しないことの理由としてはならないこ

ととされ、妥協が図られた。

（ハ） 新たに禁止物質が規定された場合の措置（第

４条第#項）
すでに防汚塗料として使用されている物質が規

制されることとなった場合、その物質の存在を引

き続き認める期間については、船底検査の間隔で

ある３年（３６カ月）とする案と入渠間隔の基本間

隔である５年（６０カ月）とする案が対立した。審

議の結果、すでに塗布されている防汚システムは

新たに規制されることとなった日の後の最初の塗

り替えが予定されている時期まではそのまま残す

ことが認められ、その期間は最大６０ヶ月とされた。

（ニ） 検査および違反の発見（第１０条、附属書４、

第１１条）

寄港国による検査に服することとするいわゆる

ポートステートコントロールの規定が設けられ、

ガイドラインに従った簡単なサンプリング検査が

できることとされた。

ただし、検査にあたっては、証書発行のための

検査のガイドラインおよび PSCのガイドライン

（!簡易サンプリング検査、"詳細検査）に従う
こととされているものの、それらのガイドライン

の具体的な審議がスタートしていないことから、

条約の発効までにそれらのガイドラインが採択さ

れるよう、早急に作成することが決議された。

$ 条約の発効

IMOの主要な条約では１５カ国およびそれらの国の

商船船腹量が世界の船腹量の５０％以上に達する国が

批准した日から１年経過したときに発効することと

されているが、主要海運国の登録船の減少から、批

准国数は満たせても船腹量が５０％に満たないため発

効しない条約が増えている。このため、本条約では

２５カ国以上で、それらの船腹量は世界船腹量の２５％

以上を発効要件とすることが合意された。

本条約に関しては採択を積極的に推進してきたわ

が国はじめ EUの積極的な姿勢およびパナマによる批

准が見込まれている。

% ガイドラインの審議

条約の円滑な実施のためにいくつかのガイドライ

ンを策定する必要がある。まず、証書発行のための

検査のガイドラインについては概略以下の案にまと

められ、２００２年１０月の第４８回MEPCでの審議を経て、

採択予定となっている。

（イ） 証書発行のための検査ガイドライン案

& 検査の方法の基本原則

Step１：検査申請時に提出される内容証明書類に

より防汚方法の条約適合性を確認。

Step２：船舶適用および検査申請時の防汚方法の

同一性を確認。

Step３：主管庁は必要に応じ、防汚方法のサンプ

ル（塗料単体または塗装中、若しくは塗

装後の塗膜）採取および試験を実施。

' 防汚方法の適用状態別に次のシナリオ（検査区

分）ごとに詳解を規定。なお、検査の具体的方法

は、ガイドラインには規定しないことが合意。（主

管庁が決定）

Case１：規制対象の防汚方法を建造後塗布してい

ない船舶

Case２：規制対象の防汚方法を塗布するも、すで

に除去した船舶

Case３：規制対象の防汚方法を塗布するも、シー

ラコートですでに遮へいされている船舶

! 環 境 対 策
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Case４：規制対象の防汚方法を塗布している船舶

で今後ブラストによる除去もしくはシー

ラーコートにより遮へいされるべき船舶

& 条約発効前の適合性確認の方法を規定

（ロ） PSC検査のガイドライン

PSC検査のガイドラインは２００３年４月の第１１回

FSIにおける審議開始に向けて、日本造船研究協会

において、わが国提案文書を作成中である。

２．国内検討

国土交通省は TBT船底防汚塗料を規制する条約作り

をIMOの場で率先して行うために、日本造船研究協会

において、代替船底防汚塗料の評価・選定手順、およ

び具体的な種々の検査ガイドラインを提案するための

検討を行っている。

特に、PSCにおいては簡易サンプリングを可能とす

るために、容易かつ確実な検査方法を確立するための

研究が２００１年度より開始された。

当協会は合理的な条約作りへ向け、船主意見を反映さ

せるために積極的に日本造船研究協会に働きかけた。

$ サンドブラスト問題

当協会はサンドブラスト等による完全除去には（資

料２―２）に示す問題点があることを指摘し、条約

採択会議のわが国対処方針に反映するとともに、国

際海運会議所（ICS）を通じるなど各国に対しても、

２００８年以降の船体に存在する TBTを含有する船底防

汚塗料の取扱い方法はサンドブラストでもシーラー

コートでも良いこととすべきことの周知に努めた。

% PSCにおけるサンプリング法の研究

PSCにおけるサンプリングについての技術的問題

点を当協会から指摘した（船協海運年報２００１参照）

ように、船底防汚塗料の塗膜を分析することは非常

に困難である。

ドイツより PSCにおける塗膜の検査は１次検査

（簡易サンプリング検査）、２次検査（詳細検査）の

２段階に分けて実施すべきとするという提案が、２０００

年３月に開催された第４４回海洋環境保護委員会（第

４４回MEPC）へ提出されたが、具体的な審議は進め

られなかった。

海上技術安全研究所はドイツの考え方も踏まえ、

資料２―３のとおり、検査のシナリオは、まず、１

次検査で塗膜中のすずの有無を蛍光Ｘ線分析によっ

て判定し、すずが検出されれば、２次検査へ進み、

そのすずが TBT（または TPT（トリフェノールティ

ン））であるか否かを実験室において信頼性の高いガ

スクロマトグラフ質量分析法によって判定する方法

を提案した。１次検査は現場検査を行うが、２次検

査に至れば慎重な分析が求められるため、出航後に

実験室で専門家が分析を行うことが想定されている。

１次検査では!操作容易、"判定が明確、#可搬
な蛍光Ｘ線分析法が最適とされた。この方法は、試

料にＸ線（プローブ線）を照射したときに元素から

放出されるＸ線（蛍光Ｘ線）のエネルギーまたは波

長を分析することで、成分元素が特定できる。目の

細かいサンドペーパーで均質に船底塗料の塗膜試料

を採取し、同分析法にて試料中のすず成分の存在を

判定できる。

この方法は、実船において入渠中に容易にサンプ

ル採取および分析が可能であることを実証したが、

蛍光Ｘ線分析法と言えど高価な上に、装置の大きさ

の関係で運搬性に劣っているといった課題などの改

善が求められている。また、ガスクロマトグラフ質

量分析という、精度の高い分析が要求され、必然的

に時間がかかるとともに分析者の熟練度が求められ

る。

日本は、このサンプリング方法に関する基本的な

考え方を２００２年３月に開催された第４７回MEPCおよ

び同年４月に開催された FSI１０で情報提供として、紹

介した。

３．条約の批准および国内法制化

欧州は、EU指令により EU加盟国籍船に対する有機

すず系船底防汚塗料の使用を２００３年１月１日以降禁止

するよう動き始めたこと、および米国が条約批准の姿

勢を見せていることなどから、我が国も新条約の批准

の準備として国内法制化作業を進めており、２００３年の

通常国会において、国内法と批准を併せて国会の承認

を得ることを目指している。

! 環 境 対 策
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〔資料２―２〕 サンドブラストによる完全除去の影響について

当協会は次の事由から２００８年以降の船体に存在する TBT

を含有する船底防汚塗料の取り扱い方法は、サンドブラス

トでも、シーラーコートでもよいこととすべきと考えます。

! 廃砂による環境負荷の増大

各修繕ドックでサンドブラストによって剥ぎ取られた

TBTペイント片混じりの廃砂の新たな処理問題が発生する。

〔資料２―１〕 船舶についての有害な防汚方法の管理に関する国際条約の構成

◆条約本文

第 １ 条 一般的義務

第 ２ 条 定 義

第 ３ 条 適 用 原則、全ての船舶が適用

第 ４ 条 防汚方法の管理 自国船舶及び管轄内船舶の防汚方法の管理

第 ５ 条 附属書１廃棄物の管理

第 ６ 条 防汚方法の管理の改正手続き 附属書１の改正手続き

第 ７ 条 技術グループ 附属書１改正提案の検討のための技術グループの構成

第 ８ 条 科学・技術的研究並びにモニタリング 防汚方法の管理のための研究・モニタリングの促進

第 ９ 条 情報の送付 防汚方法、代行検査団体等の関係情報の回章

第１０条 検査及び証書

第１１条 船舶の監督及び違反の発見 外国船舶の監督（PSC）

第１２条 違 反

第１３条 船舶の出航の不当な遅延の回避

第１４条 紛争の解決

第１５条 国連海洋法条約との関係

第１６条 改 正 条約改正の手続き

第１７条 署名、批准、受諾、承認及び加入

第１８条 効力発生 ２５ヶ以上の国数が批准し、船腹量の合計が世界の船腹量の２５％以上に達した日の後の１２ヶ
月後に発効

第１９条 廃 棄

第２０条 寄 託

第２１条 用 語

◆附属書１：使用禁止リスト

２００３年１月１日以降 ２００８年１月１日以降

TBT船舶用塗料の新たな塗布の禁止 TBT船舶用塗料の船体への存在（残留塗料）の禁止又は同塗料の溶出
防止塗膜（シーラーコート）の塗布

◆附属書２：使用禁止リストを変更する際の最初の検討事項
◆附属書３：使用禁止リストを変更する際の包括的な検討事項
◆附属書４：防汚方法の要件及び検査

第１規則 検 査 対 象：国際航海に従事する総トン数４００トン以上の船舶
種 類：初回の検査（船舶就航前）

変更時の検査（防汚方法変更時）

第２規則 国際防汚方法証書の発給並びに裏書 "国際防汚方法証書の発給・検査時の証書裏書
"国際防汚方法証書の様式は付録１に規定

第３規則 旗国以外の締約国政府による国際防汚
方法証書の発給及び裏書

第４規則 国際防汚方法証書の効力

第５規則 宣 誓 書 "国際航海に従事する総トン数４００トン未満かつ長さ２４ｍ以上の船舶の防汚方法の使用を示
す宣誓書の保持

"宣誓書の様式は付録２に規定

! 環 境 対 策
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サンドブラストには１%あたり２０&の砂が必要であり、

ペイント片も同時に発生する。

例えば、VLCCのように水線以下の表面積が２．６万%に

およぶ船舶においては砂が５２０トンも必要となり、防錆ペ

イント片の剥離量は約２６トン発生する。パナマックス型

バルカーでは砂が２４０トン、防錆ペイント片の剥離量は約

１２トン発生する。

! ペイント消費量増大による環境負荷

サンドブラストにより全てのペイントが剥ぎ取られる

ので、防汚ペイントを塗布する前に下地塗装処理（標準

的に防錆ペイント３回塗り、VLCCなら２５０μ膜厚で約

２９，０００リットルの防錆ペイントを要す）を再度施さなけ

ればならない。この下地処理用のペイントの生産が、エ

ネルギーおよび材料消費を伴うので、環境負荷を増大さ

せる。

" 工期の延長により、工事実施ができなくなる惧れがあ

る。

ドライドックの滞渠期間が延びることによって、修繕

造船所の処理能力（Capacity）を超過し、それまで形成さ

れていた適正な修繕マーケット価格を維持できなくなる

と同時に、修繕入渠待ちの滞船がさらに発生する

通常の修繕ドックにおけるドライドックの滞渠期間は

４～６日（全工期は約７日～１０日）であるが、サンドブ

ラストを施すことによってドライドックの滞渠期間はさ

らに３日～５日間の延長を余儀なくされる。つまり、ド

ライドックの滞渠期間自体は２倍となる。

たとえば、シンガポール地区における修繕ドックの平

均値では、直近１年間の平均稼動日数３２６日（８９％）、平

均入渠隻数５３隻である。

以下の条件で試算すれば、一つのドライドックあたり、

さらに年間１５５％分の日数が必要となる。

（イ） 入渠船舶のうち約１０％がすでに Tin!Freeペイント

を使用していると考えられるので、ブラストが必要な

隻数は５３隻×９０％＝４７．７隻。

（ロ）４７．７隻の船舶がサンドブラストのために、ドライ

ドックを５日間さらに占有することになれば、４７．７隻

×５日＝２３８．５日がさらに必要となる。

（ハ） したがって、一つのドライドックで今まで対応し

ていた隻数をサンドブラストするに必要な日数は３２６日

＋２３８．５日＝５６４．５日、約５６５日であるが、年間３６５日（稼

働率１００％）で対応したとしも、２００日（２００!３６５＝５５％）

分の工事が残となってしまう。

従って、ドライドックの供給不足が発生し、全ての船

舶に OPTION「Ａ」を実施できなくなる。

# 余命の短い船舶の問題

特に、２００８年の時点で、残り使用期間が２～３年と余

命の短い船舶に対し、サンドブラストによって前述のよ

うな廃砂問題を発生させ、環境負荷を高めることは合理

的ではない。

$ 船主経済への影響（VLCCの試算例を示す）

OPTION「Ｂ」に対する OPTION「Ａ」を選択する場合

の増加費用は次の通りである。

! ドライドックの占有期間が３～５日増すことに伴う

ドライドックの滞渠費用

→５日とすれば、US＄６７，５００

" ブラスト費用 →US＄２６０，０００

# 下地塗装費用 →US＄１８６，０００

$ 工期延長日数（５日）×１日あたりの不稼動費用（US

＄４０，０００!日）

→１日あたりの不稼動費用をUS＄４０，０００とすれば５

日で US＄２００，０００ 計 US＄７１３，５００

（約８，２００万円 ＠￥１１５．－!US＄）

〔資料２―３〕

１次検査：すずの検出（現場）

２次検査：TBT（または TPT（トリフェノ

ールティン））などの禁止物質の

特定（分析専門機関）

試料の採取

１次検査
すずを含有するか

No
ＯＫ 蛍光Ｘ線分析

"操作容易
"判定が明確
"可 搬

Yes
（すずを含むのでTBTの疑い）

２次検査
TBT（禁止事項）か

No
ＯＫ ガスクロマトグラフ質量分析

Yes

条約違反である

! 環 境 対 策
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２・２ バラスト水管理条約の検討
１．IMOにおけるバラスト水管理新条約案の検討

船舶のバラスト水に含まれている水生生物が、バラ

スト水排出海域で海洋生態系に悪影響を及ぼすことが

懸念されている。IMOでは１９９０年開催の第３０回海洋環

境保護委員会（MEPC３０）から、バラスト水中の有害水

生生物の移動を管理するための議論が行われており、

バラスト水の管理規定を国際的な基準のもとで実施で

きるような条約案が検討されてきた。この条約は２００３

年の外交会議での採択を目標として継続的に審議され

ている。

２００２年３月に開催された第４７回MEPCでは、通信部

会が作成した条約案の内容の検討を中心に審議が行わ

れる予定であった。しかし、ブラジルなどが、バラス

ト水に含まれるどのような水生生物を規制の対象とす

るのかという最も根本的な疑問を提示し、議論が紛糾

した。

この問題をさらに検討するため、各国から参加した

生物学者等による検討が行われたが、第４７回MEPCでは

どの水生生物を規制の対象とするかの結論には至らな

かった。この問題を検討するため新たなグループが設

置され、２００２年１０月開催の第４８回MEPCまでに対象生

物の検討を行うこととなった。

一方、バラスト水の管理規制に関する条約の内容も

検討されたが、バラスト水の交換が許容される海域の

検討など、バラスト水をどのように管理すべきかなど

の検討には至らなかった。その結果、対象生物の検討

同様にバラスト水の管理規制に関する通信部会が設置

され、次回のMEPCまでに条約案を検討することとな

った。

２・３ 大気汚染防止問題
１．IMOでの審議状況

１９９７年９月に開催された海洋汚染防止条約（MAR-

POL条約）締約国会議において、MARPOL７３!７８条約
に１９９７年議定書として、新たに「船舶からの大気汚染

防止に関するMARPOL条約の附属書!」および NOx

に関する具体的な規制方法を定めた「舶用ディーゼル

エンジンからの NOx（窒素酸化物）に関するテクニカ

ルコード（NOxテクニカルコード）」が採択された。NOx

テクニカルコードに基づき附属書!の発効までに新条
約の円滑な履行のためのガイドラインの検討が進めら

れている。

! 燃料中の硫黄分のモニタリングのためのガイドラ

イン

１９９９年６月の第４３回MEPCにおいて採択された「船

舶上で使用されるために供給された残さ燃料油の全

世界的な平均硫黄含有量の監視に関する指針」（船協

海運年報２０００参照）は、燃料油中の平均硫黄含有量の

レベルの監視方法を定めるとともに、監視の結果と

して硫黄含有量の増加が認められれば、SOx排出削

減のための対策について、MEPCで議論を再開する

ことを目的としている。

２００２年１０月の第４８回MEPCにおいて、オランダは

同ガイドラインに基づき、１９９９年から２００１年までの

硫黄分のモニタリングの報告を次のとおり公表した。

この結果、上記指針に従って、３年間の平均値は２．７

（％m"m：質量パーセント）と算出されたことから、

全世界の燃料油中の硫黄含有量の参考値は２．７（％m

"m）と提示された。

また、監視プロジェクトに含まれるサンプルの地

理的広がりに関する情報については、可能であれば、

年（１月～１２月） １９９９年 ２０００年 ２００１年

サ ン プ ル 数 ５３，０００ ５４，０００ ６２，０００

残さ燃料油量
（M!T）

４７，０００，０００ ４９，０００，０００
世界中の補油燃料油量の約４０％～５０％に
相当。

５６，０００，０００
世界中の補油燃料油量の約４０％～５０％に
相当。

平均硫黄含有量
（％ m"m）

２．７ ２．７ ２．７

傾 向 全サンプル数の約７０％が硫黄含有量２％
～４％。
５０％が硫黄含有量２．５％～３．５％。

全サンプル数の約８０％が硫黄含有量２％
～４％。
５０％が硫黄含有量２．５％～３．５％。

全サンプルの約８０％が硫黄含有量２％～
４％。
５０％が硫黄含有量２．５％～３．５％。
１％が硫黄含有量４％を上回る。

! 環 境 対 策
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提供されることとなった。

! MARPOL条約附属書$の発効問題
MARPOL条約附属書$の発効要件は、「１５カ国以上
で、かつそれらの国に登録されている船腹量が世界

の商船船腹量の５０％以上の条約締結国の批准」とさ

れているものの、２００２年１０月３０日現在における同附属

書の批准状況は、バハマ、リベリア、マーシャル諸

島、ノルウエー、シンガポール、スエーデンの６カ

国に止まっており、これらの国の船腹量は、世界の

船腹量の２５％を満たすのみである。

MARPOL条約附属書$の決議１によれば、２００２年
１２月３１日までに、同附属書$の発効要件を満足しな
ければ、その障害要因を軽減させるための見直し作

業を行うこととされており、２００２年１０月に開催され

た第４８回MEPC（海洋環境委員会）においては、第

２２回総会において採択された同附属書の発効条件が

早期に満たされるような活動を締約国に促す IMO

総会決議Ａ．９２９（２２）が、再確認された。

一方、ベルギー、サイプラス、デンマーク、フィ

ンランド、ドイツ、ギリシャ、ルクセンブルグ、オ

ランダ、パナマ、およびスペインがそれぞれ、国内

の批准作業が順調に進んでおり２００２年中または２００３年

６月までに同附属書を批准できる見込みであること

を表明し、また、英も国内の法整備作業が進行中で

あることを表明した。

このような状況から、同附属書の発効要件は、遅

くとも２００３年６月までに満たされ、２００４年半ばには、

発効するとの見方が出てきた。

日本政府もこの状況に対応するため、批准、国内

法整備等の作業を急ぐこととしている。

" NOx（窒素酸化物）モニタリングガイドライン

２０００年１月１日以降建造された日本海事協会（NK）

船級船はNOx規制対応エンジンを搭載しており、鑑

定書を有している。NOxテクニカルコードに従えば、

就航後の船舶においてNOx規制適合を検証する方法

は、!エンジンパラメーターチェック法（承認部品
の交換記録、整備記録等を実施することによって、

附属書$第１３規則に適合していることを確認する方
法）、"簡易船上計測方法（簡便化された方法で、定
められた負荷毎に NOxを実測する方法）、#NOx

モニタリング法（エンジンの全運転範囲にわたる抜

き取り検査または連続的な監視により直接NOxを計

測する方法）の３つが規定されている。それらのう

ちの何れかを選択し、エンジンが定期的にNOx規制

に適合していることの検査が継続実施されなければ

ならないこととされている。

NOxモニタリング法については、２００１年３月に開

催された第４４回設計設備小委員会（DE４４）以後、本

格的なコレスポンデンスグループ（CG：書面審議グ

ループ）の検討作業が始まった。

① IMO第４５回 DE小委員会

２００２年３月に開催された第４５回DE小委員会にお

いて、日本、パナマ、米国、および EUROMOTによ

る作業報告書、日本の実船試験紹介等を踏まえ検

討が開始された。

わが国は、NOxモニタリングガイドラインは、

定期・中間検査時の再認証取得のためのガイドラ

インとすること、また、運転が過渡的状態にある

場合の監視は非現実的なので、定常状態に限るべ

きこと、および、実用的なものとするためには計

測方法の確立および診断基準の構築も考慮が必要

である旨指摘した。

一方、パナマは、NOx排出規制に関するNOxテク

ニカルコードの第５章（試験台上における NOx

計測手順）規定に則ったガイドラインとすべしと

述べ、米国は、将来、計測技術が進歩すれば、過

渡的状態も計測可能になるであろうと主張すると

ともに、わが国の実船試験結果に注目していると

期待を示した。欧州内燃機関製造者協会（EURO-

MOT）は、定常状態に限った、検査官のチェック

リスト的ガイドラインとすべきと述べた。

審議の結果、ガイドラインのコンセプトは、船

上計測という特殊な要因を考慮した、現 NOxテク

ニカルコード第５章「試験台上におけるNOx計測

手順」および第６章「船上におけるNOx排出規制」

に準じたものとし、以下の点を考慮したガイドラ

イン草案が作成された。

（イ） 船上 NOxモニタリングは定期!中間検査の
再認証取得時の３０稼動日以内に実施する。

（ロ） 過渡的状態の監視は非現実的なので、定常

状態に限定したものとする。

（ハ） ４負荷計測のテストサイクル方式を原則と

し、許容差は現テクニカルコードに準拠する。

この草案においては、#項の計測負荷や許容
差を除いては、概ね我が国主張がほぼ採用され

た。

② コレスポンデンスグループの検討

第４５回DE小委員会の後、米国をリーダーとする
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「船上 NOxモニタリングに関するガイドライン」

の作成促進のための書面審議グループが、２００３年

３月に開催予定の第４６回DE小委員会へ向けて検討

作業を進めている。

国内では、純技術な側面から日本舶用工業会大

気保全対策WGにおいて検討されており、モニタ

リングが技術的に容易に実行できるのであれば、

現時点においては管理が容易であると考えられて

いるエンジンパラメーターチェック法に代る選択

肢として、期待されている。

しかしながら、書面審議グループの検討案では、

テストサイクル（NOx計測負荷；プロペラ則に従

う主機関および補機の場合、２５％、５０％、７５％、

および、１００％）の中に以下の主旨で整理されてい

る問題点がある。

（イ） 船はいつも試験台と同じ環境にはできない

が、できるだけ試験台試験と類似した検証方法

（NOxテクニカルコード３．２）を実施すること

（ロ） ただし、エンジンメーカーの推奨や主管庁

によって承認された試験手順は、基本的に NOx

テクニカルコード３．２に添うこと

（ハ） また、試験点数や重み付けが試験台と異な

るならば、エンジンメーカーの推奨に従って主

管庁によって承認された方法とされるべきこと

これらの問題点は、基本的に試験台の計測方法

を参考にして規定されているため、実行が困難で

あることから、当協会は、以下の点を指摘した。

（イ） モニタリング方法は、次の理由から船内で

実施可能であることを充分に考慮する必要があ

る。

% 測定法の選択権は船主にあるが、船主は煩

雑な方法は選択しない。

& 現在のモニタリングドラフトは簡易計測と

ほぼ同等な手順であり、船主にとって魅力が

ない。

（ロ） 航海状態においては、運転時間の大部分を

７５％から８５％の負荷域が占めており、比較的安

定した運転状態を期待できる。

（ハ） 日本造船研究協会の NOxの実船計測実験

（船協海運年報２００１参照）の結果からもほぼ一点

における計測によって、規制への適合を説明で

きるデータがまとまりつつある。

（ニ） ガイドラインが柔軟すぎて、各国の規制レ

ベルにばらつきが発生しないように、また PSC

で不当な取り扱いとならないように実用的な計

測方法が必要。

（ホ） １～２点の計測は新しい考え方なので、試

験手順および判定方法も同時に検討することは

重要。

これらの問題点を考慮し、当協会は、!計測点
数については、１～２点の計測点とするガイドラ

インを作成する方が合理的であり、"その判定基
準も同時に検討すべきとする意見を大気保全対策

WGおよび国土交通省へ提出し、IMOのコレスポン

デンスグループにわが国意見として提案している。

$ 燃料サンプリングのためのガイドライン

MARPOL条約附属書#の第１８規則（６）によれば、
本船に保管すべき燃料油のサンプルはガイドライン

に沿って採取されることが規定されていたが、２００１

年３月に開催された第４４回 DE小委員会において、ガ

イドライン案が合意されたことから、２００２年３月の

第４７回MEPCにおいて、審議された。

同案には、サンプル場所に関連して「continuously

throughout（終始連続）」という記述が用いられてい

るが、

① 大型船は補油量が大量で、バージが複数となる

ため、補油期間中にホースの付け替えが生じると

ともに、補油時間も長い。

② したがって、「終始連続」が補油作業の最初から

最後までを通して切れ目なく連続ドリップ（滴下）

して燃料を採取することを意味するのであれば、

異常に大量のサンプル油を採取することとなる。

③ 送り手のバージが代わる毎にサンプルを取り直

す必要がある。

④ 一応の補油作業が終了した時点で、サンプルバ

ッグを新しいものに取り替える措置をとる。バッ

グを交換したことによって、追加移送時に何がバ

ージから移送されたかを特定することもできる。

そのため、実質的には、連続的にサンプルを採取

し続けることは適切ではない。

等の問題があった。

第４７回MEPCにおいて、我が国は、ガイドライン

にある「補油燃料油移送期間を通して連続的に採取

される」というフレーズは、バンカーデリバリーノ

ート（Bunker Delivery Note：船名、補油港、補油日、

燃料油供給者の所在地、製品名、補油量、１５℃の密

度、硫黄含有量、および、燃料油が附属書#に適合
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することを供給者が宣誓したサイン等が記載されて

いる燃料油ごとに提供される記録）毎に示される燃

料油について、移送の間、連続的にドリップサンプ

リングすることを意味すること、および、「連続的」

の意味としては、２つまたはそれ以上のバンカーデ

リバリーノートを余儀なくされる補油量を積み込む

場合には、サンプル採取用の袋やボトルを取り替え

るために一時的に中断されることができ、そして必

要に応じて再開されることができることと提案し、

ガイドラインとしてMEPC決議MEPC．９６（４７）へ盛

り込まれた。

なお、本ガイドラインによって要求されるサンプ

ルは、あくまでMARPOL条約附属書"によって規制
されている燃料成分の適合性を証明する物証となる。

したがって、慣例的に補油時に採取されている本船

保管用の“Retained Sample”とは別に確保されなけ

ればならないことに注意が必要である。

２．国際的な動向

米国環境保護局（EPA）による大気汚染に関する独自

規制について

! EPAの規制に関する独自規制の動き

IMOは、船舶からの大気汚染問題への取り組みと

して、窒素酸化物（NOx）および硫黄酸化物（SOx）

の排出などを規制するMARPOL条約附属書"を１９９７
年に採択した。しかし、同附属書の批准が進まず、

未だ発効していないことから、米国環境保護局（EPA）

は２００２年５月末に独自の船舶排出ガス規制案を発表

した。

同規則案は、２００４年以降に製造される機関に対し

て、MARPOL条約附属書"の排出基準と同等の基準
を、また、２００６年以降に製造される機関に対して、

それよりさらに３０％減の基準を求めており、EPAは、

同規則の実効性を高めるため米国に入港する外国籍

船への適用も視野に入れたものだった。

" 産業界の対応

（イ） ICSの対応

本件に関し、ICSは以下を骨子として、地域規制

を導入するより同条約附属書"を早期に発効させ
ることに尽力すべき旨のコメントを提出た。

# 米国は、まずMARPOL附属書"を批准し、そ
の後種々の排出規制について議論を始めるべき

こと。

$ EPAのNOx規制案は米国籍船にのみ適用すべ

きこと。

% もし、米国が硫黄分規制をしたいのであれば、

IMOにおいて、硫黄分排出規制地域（SECA）の

指定を受けるべきこと。

（ロ） 当協会の対応

当協会も、以下を骨子とする米国の地域規制の

導入に反対するコメントを EPAへ提出した。

# 上記 ICSコメントを支持する。

$ 米国が同条約附属書"に早期に批准し、国際
的枠組みの中で排出ガス問題に対応するべきこ

と。

% 国際航海に従事する船舶への各種規則は国際

基準に準じるべきであり、同規則案の対象から

外国籍船は除外すべきこと。

& EPA規制案の履行には、船舶特有の環境を踏

まえると、以下のように技術的に困難な点が多

い。

! 船舶からの排気の測定

船舶からの排気の状態を正確に計測することは、

状態に応じて、かなり困難であるため、実効的か

つ費用対効果のある計測方法を世界標準として採

用することによって、大気汚染防止に取り組むべ

き。

#気象・海象の影響
船舶からの排気は、船自身の状態と気象・海

象などの影響により、機関の運転状態が大きく

変化し、排ガス中の多くの性状が変化している。

このため、特に冬季の北太平洋・大西洋海域に

あっては、信頼できるデータを得るための測定

は非常に困難である。

#計測機器
校正装置、標準ガスを含むNOx測定装置の価

格は数万ドルに及ぶ。さらに、現在実用化され

ている技術では、測定機器の校正が必要である

が、その費用は、１回、全項目（ガス分析器、

回転計、圧力計、温度計、湿度計等の排ガスお

よびエンジンパラメータを計測する測定器）に

つき５０００～１万ドル（６０万～１２０万＠￥１２０!＄）
と見積もられている。さらに、船内で校正が行

えない測定機器は、あらかじめ校正に要する日

数を考慮し、２セット必要な場合も想定できる。

さらに、NOx排出量算定に必要な馬力を計測

するエンジントルクゲージを設備していない船

舶も多い。
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" 燃料油

世界的に均質で安定な舶用燃料油の供給体制が

整備されることが、大気汚染問題を解決する鍵と

なる。

%燃料油の品質
燃料油の性状がエンジンの性能やトラブル、

排気ガスの性状に大きな影響を及ぼすことが経

験的に知られているが、船舶で使用されている

残さ燃料油は自動車の燃料と異なり性状の変動

が極めて大きいため、燃料油中の何が燃焼の良

否に大きく影響を及ぼすかは解明されていない。

燃料に関する標準（規格）は、単に粘度を中

心とした燃料油の分類を規定したものであり、

燃焼特性を分類するものではない。しかし、燃

料油規格に求められる成分とNOxの排出特性と

の関係は薄いため、現在の性状表示（規格で合

意されている成分）では、NOx排出量を予測す

るには極めて不充分である。

%硫黄分とシリンダーオイル添加剤のバランス
シリンダーオイルは、一般的な性状の燃料油

に合わせ一種類しか搭載していない。世界的な

舶用燃料油の硫黄含有分は３～３．５％前後と言わ

れており、米国で供給された低硫黄燃料油（１

％前後）に対しては、シリンダオイルの中和能

力が過剰となり、硬い炭分として固体化したア

ルカリ成分が原因となった、シリンダライナ・

ピストンリングの深刻な異常摩耗を経験してい

る。SOx排出規制のためには、燃料油中の硫黄

分を世界的に標準化する努力が必要である。

# 機関整備

船舶は、建造後長期間、高効率・高負荷運転で

使用されるため、自動車とは異なり、その間のメ

ンテナンス、改造、修理などが不可欠である。メ

ーカーの指示にしたがった定期的な機関整備はNOx

レベルに影響を与えるものではないが、燃焼効率

改善のための修理が実施されることもある。円滑

な経済運航の中で、排気ガス規制がこれらの修理

に支障を来たすものであってはならず、また、そ

の際の点検方法も世界的に統一された手法による

ものとされるべきである。

さらに、欧州内燃機関製造者協会 （EUROMOT）

やMAN B&W等のエンジンメーカーおよび国際商工

会議所（ICC）、WSC（WORLD SHIPPING COUN-

CIL：米国に定期船を配船している船社の情報交換を

行う組織）等の海運団体等の多方面から、EPAの提

案に対し、地域規制に反対する意見書が提出された。

その後、EPAは本規制に係わる動きを示していな

いが、MARPOL条約附属書$の批准準備作業を進め
ている。

２・４ 円滑な船舶リサイクルの促進
１９９８年頃より環境保護団体の抗議活動を背景に船舶

の解撤による環境汚染や人体への影響、ならびに劣悪

な労働環境の改善について国際的な対応が強く求めら

れ、国際海事機関（IMO）をはじめとする内外の関係機

関等において検討が進められている。船舶解撤はその

ほとんどが発展途上国で行われており、２００１年の船舶

解撤量は、インド、バングラディッシュ、中国、パキ

スタンの４国で世界の９５％以上を占めている。一方、

今後大量の解撤予定船の発生が見込まれており、ノル

ウェー船級協会（DNV）によると、２０１５年までに年平均

約２，９００万 DWTもの解撤対象船が発生することが予測

されている。実効性に欠ける方策の導入により船舶解

撤が滞ると国際基準に満たない船舶が増加し、その結

果、海上安全、海洋環境保全に悪影響を及ぼし却って

海洋環境破壊につながることも考えられることから、

現在の船舶リサイクル慣習の改善には、円滑な老朽船

の解撤促進と船舶解撤による環境破壊防止とのバラン

スのとれた方策が必要となっている。

１．IMO（国際海事機関）MEPC（海洋環境保護委員会）

& 第４６回MEPC

IMOでは、２０００年３月の第４４回MEPCにおいて船

舶解撤をその検討課題とすることが正式に合意され、

船舶解撤に関する情報収集を行うため、バングラデ

ィッシュを調整役とするコレスポンデンス・グルー

プ（CG）が設置された。２００１年４月の第４６回MEPC

においては、以下の CGの検討結果が報告され、次回

会合よりワーキング・グループ（WG）を設置するとと

もに、船舶解撤を第４７、４８、４９回MEPCの主要議題

とすることが合意された。

! 船舶のリサイクルは優先度の高い課題である。

" 船舶のリサイクルは IMOが主体となって取り組
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むべきである。

! 次回会合よりWGを設置すべき。

" 将来的取り組みとして、ガイドラインを作成す

べき、等。

" 第４７回MEPC

２００２年３月の第４７回MEPCでは、バングラディッ

シュを議長とするWGが設置され、IMOの役割を特

定するとともに、船舶リサイクルに係る IMOガイド

ラインの項目案、ならびに同ガイドラインに関連する

IMO総会決議案を策定した。（資料２―４、および２

―５参照）

〔資料２―４〕 船舶リサイクルに関する IMOガイドライン骨子案

序

１ 総 則

! 適用関係

" 他の機関による活動

# 危険物質の特定

２ グリーンパスポート及び他のインセンティブの仕組み

３ 新造船

! 新船の設計・建造における危険物質の最小化

" リサイクルし易く、かつ、船舶のライフサイクルの

中で、または船舶の退役時に危険物質を取り除き易い

船舶・機器の設計

# 危険物質ならびに船上にあるリサイクル活動に何ら

かの支障となる恐れのある他の物質のインヴェントリ

ー（明細書）の作成およびそのライフサイクルを通じ

ての維持

４ 現存船

! 危険物質ならびに船上にあるリサイクル活動に何ら

かの支障となる恐れのある他の物質のインヴェントリ

ーの作成

" 修繕・大規模な改造に際しての危険物質の最小化

# インヴェントリーの維持

$ リサイクルに向けた船舶の準備

５ 旗国の役割

! インヴェントリーの管理

" 「リサイクルのための準備完了」状態の基準の確立

# 実 施

６ 寄港国（Port State）の役割

! リサイクルされる予定の船舶のための PSC手順の確

立

" 実 施

７ リサイクリング実施国の役割

! リサイクルされる予定の船舶から発生する廃棄物の

ための適当な受け入れ施設の設置ならびに維持］

" リサイクルのために引き渡される船舶の管理手順の

確立

# 実 施

８ 他の関係者（以下を含み、以下に限らない）との連携

! ILO（国際労働機関）

" バーゼル条約（有害廃棄物の国境を越える移動の管

理に関する国際条約）

# ロンドン条約（廃棄物その他の物の投棄による海洋

汚染の防止に関する国際条約）

$ 船主!船舶管理者!運航者!用船者

% 解撤ヤード

& 非政府機関

' ブローカー

( 保険者

) 造船所!修繕所

〔資料２―５〕 船舶リサイクルに関する総会決議案

総会は、

海上安全と船舶からの海洋汚染の防止および抑制に関す

る規則・ガイドラインに関連する総会の機能に関する IMO

条約第１５条*を想起し、

船舶リサイクル業界において環境、健康および福祉につ

いて懸念が増大していることに留意し、

また、MARPOL７３!７８条約の締約国籍船は常に同条約の

規定に従うべきこととされていることにも留意し、

さらに、ILO、バーゼル条約および他の船舶リサイクル関

係者の役割に留意し、

［かつまた、バーゼル条約によって準備された船舶の全部

または一部の解撤の環境上健全な管理の技術ガイドライン

に留意し、］

船舶リサイクルの改善に向けて貢献するために、船舶の
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同ガイドライン項目案は、国際海運会議所（ICS）等

の主要海運団体で構成するシップ・リサイクリング・

ワーキング・パーティが作成した行動指針（the Indus-

try Code of Practice）をベースとし、その中で船舶の建

造から退役時までの船舶のライフサイクルを通じた奨

励策の項目が示された。特に、船主が大きく関わると

思われる船舶の運航時の取り組みとしては、船舶に含

まれる危険物質のインベントリーの作成、危険物の最

小化、リサイクル前の準備、に関する項目が掲げられ

ている。総会決議案では、ガイドラインに関連して、

その採択、各国への奨励等が盛り込まれた。今後は、

２００３年春の第４９回MEPCまでに総会決議案およびガイ

ドラインを最終化し、２００３年１１月の第２３回 IMO総会に

て採択することとし、引き続き設置するCGにおいて２００２

年１０月の第４８回MEPCまでにガイドラインの草案を作

成することとなった。

また、バーゼル条約事務局より IMOに対して「船舶

はどの時点で廃棄物となるか？船舶はいつ船舶でなく

なるのか？」等の質問状が送られ、これに対してWG

は、MARPOL７３!７８条約では船舶を廃棄物と見なす定
義はなく、同条約が適用されなくなったという時以外

には船舶でなくなるということを示す基準はない等の

回答を作成し、２００２年５月のバーゼル条約第５回法律

作業部会に提出することとした。IMOは、船舶リサイ

クルに関して、引き続き国際労働機関（ILO）、バーゼ

ル条約締約国会議と協調していくこととしている。（２．

UNEP（国連環境計画）バーゼル条約参照）

本会議には、当協会も政府代表団の一員として参加

し、各関係者にとって合理的かつ実効性・実行性のあ

る検討が行われるよう日本政府を通じて意見反映に努

めた。

２．UNEP（国連環境計画）バーゼル条約（※１）

船舶解撤が初めてバーゼル条約の議題として取り上

げられたのは、１９９９年１２月の第５回締約国会議（COP）

においてである。第５回 COPでは、船舶解撤による環

境への影響を抑制するために、技術作業部会（TWG）に

おいて、“船舶解撤ヤードの技術ガイドライン”を策定

し、法律作業部会（LWG）において、バーゼル条約を

船舶に適用した場合の問題点の検証作業を行うことが

決定した。

※１．正式名称は「有害廃棄物の国境を越える移動およびそ

の処分の規制に関するバーゼル条約」

! 技術作業部会（TWG）での検討状況

２０００年１０月の第１７回 TWGより“船舶解撤ヤードの

技術ガイドライン※２”（以下、技術ガイドライン）の

検討が開始され、２００１年６月の第１８回 TWGにおいて、

ノルウェー、オランダ、インドが起草した技術ガイ

ドライン案が提出された。その後、２００２年１月の第

１９回 TWG、同年５月の第２０回 TWGでの検討を経て

技術ガイドラインは最終化され、２００２年１２月の第６

回締約国の採択を待つこととなった。技術ガイドラ

インは、船舶解撤の現状から、船舶に含まれる危険

物質およびその取り扱い方法、既存の解撤ヤードが

Environmental Sound Management（ESM）を確立す

るために、短期（１年以内）、中期（５年以内）、長期

（１０年以内）に実施すべき項目等が取りまとめられて

いる。

※２． 正式名称は、「THE ENVIRONMENTALLY SOUND
MANAGEMENT OF THE FULL AND PARTIAL DIS-
MANTLING OF SHIPS」。バーゼル条約ホームページ
http : //www.basel.int/にて入手可能。

" 法律作業部会（LWG）

船舶解撤については、２０００年６月の第１回 LWG

より議題となっていたが、実質的な議論は、２００２年

ライフサイクルを通じて検討することが必要であることを

認識し、

また、リサイクル施設に引き渡す前の船舶の準備に関し

船主の助けとなる行動指針を作成した業界の主導を認識し、

さらに、船舶の設計・建造・維持において危険物質の使

用を最小化すべきであること、および環境上・安全上の危

険と健康・福祉への懸念を実行可能な範囲で減らすことに

より船舶リサイクルに向けた準備をする必要があることを

認識し、

１．船舶のリサイクルに関するガイドラインを採択し；

２．ガイドラインを実施することを各国政府に求め；

３．MEPCに対し、船舶リサイクル問題を常に見直し、船

舶リサイクルの国際ガイドラインをさらに発展させるこ

とを要請し；

４．さらに、MEPCに対し、ガイドラインを推進する最も

適した方法を検討するとともに、ガイドラインの実施の

進捗状況およびガイドラインの目的の成果を精査するこ

とを要請し；

５．MEPCに対し、本件に関し ILOおよびバーゼル条約と

の協力を継続すること、ならびに他の関係者に対して参

加を奨励することを強く勧める。

! 環 境 対 策

44 船協海運年報２００２



１月の第４回LWGより開始された。第４回LWGでは、

IMO等の関連機関および各締約国より船舶解撤に係

る情報を集め、第５回 LWGにて検討することが承認

され、また、IMO、国連海洋法条約（UNCLOS）、ロン

ドン条約（LC）に対して、具体的に、以下の５つの質

問に対する回答を求めることとなった。

【LWGから各機関への質問事項】

! いつ船舶は廃棄物となるか？ いつ船舶は船舶で

なくなるのか？

" 船舶が廃棄物となる時点、および、特に船舶の廃

棄の意図を決定するためにはどんな基準または指針

が用いられるべきか？

# 以下のシナリオにおいて、どの国（例：旗国、船

主国、港湾国）が適切な条約!規定の遵守を確保す
る責任!義務を有するのか？&政府所有船；'ある
船舶がある締約国の管轄地域内で廃棄物となり、そ

の後解撤国に移動する場合；(船舶が公海上で廃棄
物となり、解撤国に移動する場合；)船舶が公海上
で廃棄物となり、締約国を通過し、最終的に解撤国

に移動する場合；*船舶が解撤国内の管轄地域で廃
棄物となる場合；+船舶が地上または海上において
放棄されたり、あるいは沈められた場合、またはそ

のような状況が発見された場合。

$ ロンドン条約、国連海洋法条約、バーゼル条約お

よび IMO条約間において、潜在的または判明できる

重複、差異、または抵触が存在するか

% 解撤船上の廃棄物（積荷および運航上発生するも

のの両方）に対して、もしあるとすれば、どんな規

則が適用されるか？

これに対して、IMO、UNCLOSより、両機関が管轄

する条約では“解撤船舶を廃棄物と見なす定義はない”

とのスタンスに基づく回答が寄せられた。

２００２年５月の第５回 LWGでは、IMO、UNCLOSの回

答を留意するとともに、２００２年の第６回 COP以降も船

舶解撤を LWGの議題とすることについて検討が行われ、

その結果、２００２年１２月を回答期限として IMO等と同じ

質問を各締約国にすることとし、その回答を基に LWG

事務局がまとめた文書を２００３年に開催する第６回 LWG

にて検討することとなった。

３．国際労働機関（ILO）

船舶解撤に携わる作業員の労働安全面での対策が立

ち遅れていることから ILOにおいても、２０００年５月の

「輸送機器の製造におけるグローバリゼーションの社

会的・労働者的影響に関する三者（政府、使用者、労

働者）会合」にて、船舶解撤における労働安全衛生に

関するガイドラインの作成に向けて検討を進めていく

ことが合意された。IMOとバーゼル条約 TWGで作成

されるガイドラインを補完することとなる ILOガイド

ラインは、２００３年までに技術専門家のグループによっ

て最終化される予定である。

４．国際海運集会所（ICS）

１９９９年３月、船舶解撤への世界的な関心の高まりを

受け、国際海運会議所（ICS：International Chamber of

Shipping）は、関連団体とともに船主によるシップ・リ

サイクリング・ワ－キング・パーティ（WP）を設置、

船舶解撤問題への対応を自主的に検討することとし、

その主要な取り組みとして、船舶に含まれる危険物リ

スト（Inventory List）および船舶解撤に係る行動指針

（Industry Code of Practice）を作成することを決定した。

以降８回にわたるWPでの検討を経て、インベントリ

ーリストを含む行動指針が、２００１年８月に発表された。

同行動指針は、海運業界をはじめ関係者がそれぞれ

の立場から適切な船舶リサイクルを行うための行動を

奨励することを目的とし、各海運会社に対しては、船

舶に含まれる危険物リストの作成および解撤ヤードへ

の提供、解撤前の危険物の最小化、ならびにガスフリ

ー状態での船舶の引き渡し等を可能な範囲で実施する

ことを奨励している。当協会も同WPに積極的に参加

し、円滑な船舶リサイクルの確保の観点より、行動指

針が各関係者にとって技術的、経済的に合理的かつ実

効性のあるものとなるよう種々意見反映に努めた。

５．シップ・リサイクル連絡協議会

２０００年１０月、わが国の海運、造船、解撤、舶用業界

等は、船舶から発生する資源の９０％以上が再利用・再

使用されることから船舶解撤を資源のリサイクルと捉

え、また、船舶解撤問題の改善には関係者の協調が不

可欠との見地より、シップ・リサイクル連絡協議会（以

下、連絡協議会）を設立し、現行の船舶解撤慣習の改

善に向けた実効性のある方策の検討を実施している。

２００１年７月、第３回連絡協議会を開催し、解撤に係

る基準の策定には環境や労働安全衛生面で問題視され

ているアジア主要解撤国の対応力を考慮することが重

要との認識から、主要解撤国の対応可能性を把握する

ため実情調査を実施することとを決定した。それを受
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けて２００１年１１月に中国での調査を実施し、その結果、

中国は、!十分かつ安価な労働力および旺盛な再生鋼
材の国内需要が存在すること、"アフロート型の解撤
方式を採用し、中国独自の技術ガイドラインを策定し

ていることなどから、今後、解撤に関する国際的な環

境規制に対応できる可能性があり、また、世界の解撤

発生見込み量（２０１５年までの年平均２，９００万 DWT、ノ

ルウェー船級協会（DNV）予測数値による）の約３割を

担うことができる解撤能力を有することが判明した。

２００１年１２月の第４回連絡協議会では、今後の活動とし

て、中国の調査結果やインド等主要解撤国の現状を踏

まえ、アジア域内関係者の連携体制を構築していく一

環として、日本と中国の連携の強化を模索していくこ

とが合意された。

２００２年４月の第５回連絡協議会では、各国際機関に

おいて、主要海運・造船・解撤国が存在するアジア地

域の意見を反映させていくことが必要であることに鑑

み、本連絡協議会としても中国をはじめとするアジア

の関係事業者との連携強化を通じ意見反映を行ってい

くこととし、また、IMOにおいて技術ガイドラインの

作成などが急速に進められていることから、本連絡協

議会内にワーキング・グループを設置し、

! 既存船における船舶のインベントリーリスト（危

険物質リスト）の作成

" 既存船における危険物質の最小化

の２点について、実効性のある方策を集中的に検討し、

わが国政府や ICS等に働きかけ、国際会議等へ意見反

映させることとした。

本連絡協議会の活動では、日本造船工業会とともに、

当協会が中心的な役割を果している。（資料２―６）

〔資料２―６〕 シップ・リサイクル連絡協議会委員名簿 ２００２．４．現在

会 社 名 氏 名 役 職

日本船主協会

川 崎 汽 船 新 井 清 和 経営企画グループ課長

商 船 三 井
け どう いん かね のり

祁 答 院 包 則 営業調査室室長代理兼ＩＲ室室長代理

東 京 タ ン カ ー 高 橋 秀 幸 総務部副部長兼総務グループ長

日 本 郵 船 岩 切 裕 二 企画グループグループ長代理

日本造船工業会

石川島播磨重工業 河 辺 勲 船舶海洋事業本部技師長

住 友 重 機 械 工 業 竹 川 正 夫 船舶艦艇鉄構事業本部技術部主席技師

日 立 造 船 中 桐 廣 道 船舶防衛事業本部管理部兼統合準備室副参事

三 菱 重 工 業 天 野 隆 史 船舶・海洋業務部部長代理

（日 造 協）
解撤企業協議会

宮 地 サ ル ベ ー ジ 高 谷 修 三 代表取締役

山 路 産 業 山 路 宏 代表取締役

事 務 局

日 本 船 主 協 会

植 村 保 雄 常務理事企画調整部長

石 川 尚 企画調整部課長

細 川 淳 企画調整部

本 澤 健 司 企画調整部

日 本 造 船 工 業 会

緑 川 好 浩 企画部長

今 井 義 久 企画部特別調査役

土 谷 俊 文 企画部企画グループ

【オブザーバー】

船 舶 解 撤 事 業 促 進 協 会 園 部 迪 夫 理事事務局長

日 本 舶 用 工 業 会 中 千 秋 管理グループ企画チームチームリーダー部長

日 本 海 事 協 会 甲 斐 輝 光 品質システム審査室主管

国 土 交 通 省 伊 藤 真 澄 海事局造船課専門官
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２・５ 地球温暖化防止問題
１．国際的な検討状況

地球温暖化問題への具体的な対応を国際的な枠組み

で取り組むため、１９９２年に気候変動枠組条約が採択さ

れ１９９４年に発効した。その後、１９９７年、京都で開催され

た第３回気候変動枠組条約締約国会議（COP３）におい

て、先進国全体で、２００８年から２０１２年までの間に１９９０年

比で５％以上の温室効果ガス排出削減を行うことを規

定した「京都議定書」が採択された。

京都議定書では、先進国についての排出削減の数値

目標が定められているが、国際運送に使用される燃料

（バンカー油）からの温室効果ガスの排出削減につい

ては、「国際民間航空機関（ICAO）および国際海事機関

（IMO）を通じて作業することにより、航空機用および

船舶用の（バンカー）燃料からの温室効果ガスの排出

の抑制または削減を追求する」と規定され、京都議定

書の対象外として取り扱われることとなった。

これを受けて、IMOは２００２年３月に開催された第４７

回海洋環境保護委員会（MEPC４７）において、「船舶の

CO２排出基準」、「外航船舶からの温室効果ガスによる

環境影響評価のための指標（インデックス）」、「温室効

果ガス排出権取引」、「運航面における温室効果ガス削

減措置」等に関して概略以下の議論を行った。

さらに、IMOは、２００３年の秋に開催予定の第２３回 IMO

総会において採用されるGHG削減（Green House Gas）

に関する IMO戦略文書を作成するため、ノルウェーを

コーディネーターとするコレスポンデンス・グループ

を設置すること、次回MEPC４８（２００２年１０月開催予定）

で IMO戦略文書を最終化するためのワーキング・グル

ープを設置することが合意された。

! 船舶の CO２排出基準

温室効果ガス（GHG）削減の基礎となる基準の策

定が今後 IMOで必要であることが合意され、基準

を策定する上で対象とすべきGHGについて議論が

行われた結果、CH４（メタン）、HFCs（代替フロ

ン）については排出量が少ないこと、基準を簡素

化する必要性から CO２を優先することが合意され

た。

また、削減目標値について船舶はこれまでの努

力で高い熱効率を実現していることを前提に短期

的対応策と達成可能な現実的な目標を今後検討し

ていくことが合意された。

" 「外航船舶からの温室効果ガスによる環境影響評

価のための指標（インデックス）」

地域的な規制としての手法としては良いが、実

施主体を IMOとすることに疑義があるとの意見が

出されたが、今後も引き続き検討することとなった。

# 排出権取引

外航海運における排出権取引の売り手、買い手

が誰になるのか確立することが困難であるが、可

能性については継続して検討していくこととなっ

た。

$ 運航面における温室効果ガス削減措置

船主はあらゆる観点から常に経済運航を追及し

ており、現段階で運航面での GHG排出削減をさら

に追及することは困難であると認識された。

２．国内の検討状況について

% 交通部門における地球温暖化対策のあり方勉強会

国土交通省は地球温暖化対策に関する内外の動向

や地球温暖化防止のための国内対策のあり方につい

て情報提供および意見交換を行い、交通部門におけ

る地球温暖化対策に関する現状認識と問題意識の共

有を図るため、２００１年１２月に国土交通省および交通

関係事業者団体で構成する「交通部門における地球

温暖化対策のあり方勉強会」を発足させた。

本会は２００１年２月に発足させた「交通部門におけ

る環境税のあり方勉強会」を引き継ぐ形となり、気

候変動枠組み条約締約国会議やICAO、IMO等交通部

門に係わる最新の情報を共有化し、今後国内外で環

境問題の大きな局面を迎える時期に開催し、所要の

対策を検討していくこととなった。

& 日本経団連環境自主行動計画

日本経済団体連合会（日本経団連）では、１９９２年

の地球サミットに先駆けて、１９９１年に経団連地球環

境憲章を策定し、環境問題への取り組みが企業の存

在と活動に必須の条件であるとの基本理念を掲げる

とともに、１９９６年には経団連環境アピールを取りま

とめ、温暖化対策について産業界として実効ある取

り組みを進めるべく自主行動計画を策定することを

宣言した。これを受け、翌９７年には経団連環境自主

行動計画を策定し、その進捗状況を毎年フォローア

ップしている。これは政府が策定した地球温暖化対

策推進大綱において対策の主要な柱の一つに位置付

けられており、２００１年１０月の第４回フォローアップ

! 環 境 対 策
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時には４８業種が参加した。

日本経団連は、２０１０年度の産業・エネルギー転換

部門（３６業種）からの CO２排出量を１９９０年度レベル

以下に抑制するとの目標を掲げているが、フォロー

アップの結果、２０００年度の CO２排出量は４億８６０９万

トン（CO２換算）となり、前年度比１．１％増加、１９９０

年度比で１．２％増加した。

なお、当協会もこの取り組みに賛同し、環境自主

行動計画を策定しており、外航船舶を対象に、２０１０

年度における輸送単位当たりの CO２排出量（排出原

単位）を１９９０年度より１０％削減するとの目標を盛り

込んでいる。２０００年度の排出原単位については、調

査の結果１９９０年度比－１４．５％となった。

２・６ 油汚染事故および海上災害防止への対応

２・６・１ 官民合同流出油防除訓練の実施

東京湾排出油防除協議会は、１９９７年７月に東京湾中

の瀬で発生した原油タンカーの底触による原油の流出

事故を契機に設立され、毎年１回の訓練が実施されて

きた。

今年度の訓練は２００２年１月２６日、横浜海上防災基地、

および川崎シーバース付近の海域において実働・机上

訓練が実施された。本訓練は例年１１月頃に実施されて

きたが、今年度は海上におけるテロ行為に対する訓練

が実施されたため１月の開催となった。

当協会は東京都、神奈川県、千葉県等の地方自治体、

第三管区海上保安本部および各海上保安部などの保安

機関、海上災害防止センター、内航タンカー総連合組

合などの他団体とともに机上訓練に参加した。

今回の訓練では「川崎シーバースに着桟荷役中のVLCC

に、小型船が舵の故障により衝突し破口を生じ原油が

流出した」との事故を想定し、!舟艇からのオイルフ
ェンスの展張や油処理剤の散布などによる流出油の拡

散防止、"東京湾内各地区の流出油防除協議会との連
絡体制の確認などを中心に約２時間にわたり実働・机

上訓練が実施された。

また、今後の訓練のあり方に関して、より実効的な

訓練方法を検討することなどを目的とする技術専門委

員会の設置が検討された。本委員会は２００２年度の総会

にて審議され、承認後設置されることとなった。

２・６・２ 海上災害防止センターの活動

１．海上災害防止センターへの協力

「海洋汚染の防止に関する法律」の一部改正（１９７４年

７月施行）により、１５０G!T以上の貨物油を積載してい

るタンカー所有者にオイルフェンス・薬剤等の排出油

防除資機材を船内あるいは陸上基地に備え付けること

が義務付けられた。さらに、１９７５年１２月には、陸上か

らの油の流出および火災の発生に対処するためのコン

ビナート防災法が成立したのを受け、海上での防災体

制の整備も付帯決議とされたことから、「海洋汚染の防

止に関する法律」が「海洋汚染及び海上災害の防止に

関する法律」（以下海防法）に全面改正された（１９７９年

５月施行）。これにより、従前の排出油防除資機材に加

えて、新たに、５，０００G!T以上のタンカー所有者には油

回収船の配備も義務付けられることとなった。また、

同法に基づき海洋汚染及び海上災害の防止等に関する

事業を実施するための機関として、新たに、海上災害

防止センターが１９７６年１０月に設立された。

当初、当協会は内部に#海上防災センターを設置し、
排出油防除資機材を一括して配備していたが、油回収

船の配備も義務付けられたことから、同センターを発

展的に解消し、海上災害防止センターに設けられた機

材部に防除資機材の配備を引き継ぐとともに、油回収

船の配備も委ねることによって、これらの配備を一元

的にかつ効率的に実施することとし現在に至っている。

なお、これら防除資機材や油回収船の配備等の所要

費用については、海上災害防止センターがタンカー所

有者に代わって防除資機材や油回収船を備え付けてい

る旨を証する書類（排出油防除資材備付証明書ならび

に油回収船等配備証明書）の発行料金で賄われている。

当協会は法定義務である資機材の配備への協力だけに

留まらず、海上災害防止センターの防災事業ならびに

円滑な運営への協力を通じて、海洋環境の保全につい

ても積極的に協力している。

年 度 １９９０ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００

CO２排出原単位 １．００ ０．８６ ０．９０ ０．８４ ０．８６

注）排出原単位は、輸送貨物１トン当たりのCO２排出量で、１９９０年
度を１としている。
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２．油回収船の代替および証明書発行料金の値上げ

海上災害防止センター（海災防）は、油回収船を全

国に１０隻配備しているが、船齢が２０年を超え老朽化が

進んだため、２００１、２００２年度にそれぞれ５隻づつ、油回

収装置へ代替することとしている。

この油回収装置の購入資金を賄うため、証明書発行

料金（２０００年度１件あたり平均発行料金１６７，０００円）を

２００１年度より一律１２，０００円値上げし、２００２年度よりさら

に１０，０００円値上げした（向う５年間据置の方向）。

また、従来、発行料金は、１航海ごとの航海契約と、

８回分の航海契約料金を前納する年間契約の２本立て

となっており、年間契約において、１年間の入港回数

が８回に満たない場合その分の料金は払い戻されてい

たが、会計監査での指摘もあり、２００２年度より、当該

払戻し制度は廃止されるとともに、航海契約および年

間契約のほか、４回分の料金を前納する半年契約が新

たに追加された。

３．消防船「きよたき」の代替

１９７０年に川崎沖で発生した「ていむず丸」爆発事故

を契機に、東京湾における民間自営消防体制の整備に

ついての運輸大臣指導を受け、海上防災センター（現

海災防）は大型化学消防船「おおたき」および「きよ

たき」をそれぞれ１９７２年および１９７５年に建造した。

これら２隻の消防船は、東京湾内における火災事故

の発生に備えつつ、海上交通安全法等により義務付け

られている巨大船である危険物積載船の航行中の待機

配置および停泊着桟中の荷役警戒等の火災警戒業務に

も従事しているが、建造後２０年を超え、１９９６年に「お

おたき」が、２００１年に「きよたき」が代替建造された

（下表参照）。これに伴い、２００２年度の料金体系の見直

しが検討され、設備更新のための引当金は課税対象と

なる可能性が強いとの見方から当面積み立てを行わな

いこと、および新造船２隻体制が整ったことによる経

費合理化効果等から料金の引き下げが実施された。

２・７ 海洋汚染防止条約等の改正
２００１年４月に開催された IMO第４６回海洋環境保護委

員会（MEPC）において、次の条約改正が採択された。

（船協海運年報２００１参照）

１．シングルハルタンカーのフェーズアウト促進

１９９９年１２月のエリカ号事故を契機に、概略以下のと

おりシングルハルタンカーの使用期限を前倒しする

MARPOL条約附属書!第１３Ｇ規則が改正された。本改
正規則は２００２年９月１日より施行されている。

! カテゴリー１（２０，０００D!W以上の原油タンカーお

よび３０，０００D!W以上の精製油運搬船であって、MAR-

POL条約発効時の現存船）

２００３年から２００７年の間に船齢の古い船から順次各年

の引渡し日にフェーズアウト。

" カテゴリー２（２０，０００D!W以上の原油タンカーお

よび３０，０００D!W以上の精製油運搬船であって、MAR-

POL条約により分離バラストタンクが配置されてい

るもの）

最終使用年限を原則２０１５年とした上で、２００３年から

２００７年の間はカテゴリー１とほぼ同様、２００８年から

２０１５年の間はそれぞれ１９８２年から１９８８年の各年に建造

されたタンカーを船齢が２６年に達するまでにフェー

ズアウトし、１９９０年以後の建造船も２０１５年中にフェー

ズアウトする。フェーズアウト日は各年の引渡し日

とする。

# カテゴリー３（MARPOL条約でダブルハル化が要

求されていないもの）

カテゴリー２のフェーズアウトスケジュールと同

様。

また、カテゴリー１は２００５年を超えて使用する場

合、カテゴリー２は２０１０年を超えて使用する場合、

船舶の状態を評価する CAS（Condition Assessment

Scheme）への適合が条件とされた。CASは検査強化

プログラム（ESP）の履行を確実にすることを目的と

お お た き き よ た き

総 ト ン 数 １９９ ２６３

長さ×幅×深さ ３６．３２×８．９×３．７ ４０．０×９．２×４．０

主 機 関 １８００PS×２ １８００PS×２

最 大 速 力 １５．２８ノット １６．０ノット

１８，０００"!分１基 １８，０００"!分１基

放 水 装 置 ４，０００"!分１基 ４，０００"!分１基

３，０００"!分１基 ３，０００"!分１基

泡原液タンク ２２，０００リットル ２２，０００リットル

粉 末 消 火 剤 ５．１トン ５．１トン

オイルフェンス １６０ｍ ３００ｍ

建 造 年 月 １９９６年３月 ２００１年１２月
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しており、検査手続き面での強化を図るほか、検査

の範囲・内容を ESPより多少強化しており、最終的

に主管庁による代行機関の実施した CAS検査に対す

る検証を経て、証書（Statement of Compliance）が発

給されるスキームである。

２・８ クオリティ・シッピングの推進
１９９０年代に入り、海洋汚染の防止、船舶の安全運航

の確保等を図るため、船体構造や構造資材の強度的な

問題を国際的規則に適切に対応し、船舶運航の安全性

を十分に検査管理する気運が生まれ、ポート・ステー

ト・コントロール（PSC）による規制等により、安全基

準に適合しないサブスタンダード船排除のキャンペー

ンが展開されてきた。

しかしながら、依然として国際的基準に適合してい

ないサブスタンダード船が世界の市場に残り、海難事

故などを引き起こしている。

このような状況のもと、海運業界では船主、運航者、

用船者、荷主、寄港国、保険、船級協会等の各関係者

が国際機関や政府の公的規制・基準を遵守し、さらに

これらを補完する形で自主規制を施し、より質の高い

海上輸送、いわゆるクオリティ・シッピングを促進す

る環境を創出しようとする動きが起きている。

この動きは、１９９６年開催のオランダ政府主催による

第１回Mare Forum９６（マリン・フォーラム９６）に始ま

り、欧州委員会と英国政府によるサブスタンダード船

排除を目的としたセミナーの開催、欧州委員会による

クオリティ・シッピングの行動原則を定めた憲章が提

唱されるなど欧州中心に展開してきた。

２０００年３月にシンガポールにおいて同国政府の主催

によりアジアで初めてのクオリティ・シッピング・セ

ミナーが開催され、２００１年３月にはオーストラリア・

シドニーにおいて“International Symposium on Safer

Shipping in the APEC Region”が開催されるなど、欧州

主導で進められてきたクオリティ・シッピングの推進

活動は世界的に広がりつつある。

その後、２００１年１０月にはオランダで Human factor

（人的要因）に焦点を当てたフォーラムが開催される

とともに、２００２年７月にはデンマーク・コペンハーゲ

ンで Quality Shipping Conferenceが開催されている。

このような状況下、日本政府においても、２００２年初

め、関係各国の交通担当大臣を招いて「交通大臣会合」

を開催し、大臣共同声明とともに、以下!～'のアク
ションプランを発表している。

「交通大臣会合」において発表された海事分

野におけるアクションプラン

海洋汚染の防止のため、サブサタンダード船の

排除を目指し以下アクションプランを策定。

! 旗国の条約実施状況に対する IMO監査プログ

ラムの創設

" 質の高い船舶に対するインセンティブスキー

ムの推進

# 船舶データベース利用の拡大及び使用の推進

$ ISMコードの実施

% PSCの運用方法の調和

& 開発途上国の旗国としての条約実施及び PSC

活動のための技術支援

' サブスタンダード船に対する監視システムの

整備

クオリティ・シッピング推進のため、安全航行に係

わる各規則の遵守はもとより、さらに自主的な基準を

設定しそれを実行すること、船主、運航者、用船者、

船舶管理会社、旗国、寄港国などの関連者が責任連鎖

の中でそれぞれの責任を全うすること、情報の交換・

透明性の確保、質の高い船員の確保と育成のための環

境整備の必要性など共通認識のもと議論が行われてい

る。

２・９ 環境セミナーの開催
当協会はこれまで開催してきた「海洋環境シンポジ

ウム」をさらに発展・深度化させるため、当協会会員

会社や関係省庁を含む関連業界を対象に「環境セミナ

ー」を２００２年３月２０日に日本海運倶楽部国際会議場に

おいて開催した。

このセミナーでは、参加者の今後の環境活動の参考

になるよう地球温暖化問題をはじめ、環境問題を経営

上の重要課題として取り組んでいる企業の環境活動、
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国際的な枠組みや国内における環境問題への対策等に

ついて講演が行われた。

さらに、海運・陸運・航空各業界の環境担当者の参

加を得て、運輸・物流業界における環境対策について

パネルディスカッションを行い、それぞれの業界が抱

える環境問題と環境対策の実例や今後の課題等につい

て意見交換を行った。

当日のセミナーには会員会社、関連団体、関係省庁

のほか、陸運、航空業界から２００人を超える参加があっ

た。

環境セミナーの演題および講演者は以下の通りであ

る。

講演１．「地球温暖化問題の現状と将来」

講師：東京大学大学院

教 授 石 弘之氏

講演２．「IBMの環境問題への取り組みについて」

講師：日本アイ・ビー・エム株式会社

顧 問 山本 和夫氏

講演３．「地球環境問題に係わる内外の動向について」

講師：国土交通省総合政策局環境・海洋課

課 長 大野 裕夫氏

パネルディスカッション

「物流業界における環境対策」

パネリスト：

羽田 知所氏

（商船三井執行役員）

小山 智之氏

（日本郵船安全環境グループ環境

マネジメントチームチーム長）

別所 恭一氏

（佐川急便環境推進室長）

本房 文雄氏

（日本航空地球環境対策推進部部長）

コーディネーター：

青山 佳世（フリーアナウンサー）
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3 国際関係

３・１ 外航船社間協定に対する独禁法適用除外制度
外航定期船社によって結成されている運賃同盟や協

議協定などについては、日米欧をはじめ各国で独占禁

止法の適用除外がかねてより認められており、一定の

条件下での協定の締結と活動が認められてきた。

各国の同制度を巡る近年の動きを見ると、公正な競

争環境を確保するなどの観点から、関連国内法の見直

しが適時行われているが、基本的には同制度の必要性

と存続が認められる形で推移している。

当協会としては、独禁法適用除外制度の下で認めら

れている外航船社間協定の活動は、良質な定期船サー

ビスを提供し、安定した運賃を維持していく上で通商、

貿易そのものに不可欠であり、同制度は海運・貿易両業

界（Trade Industry）全体にとって必要であるとの基本

的考え方に基づき、同制度の存続に向け対応している。

最近の主な動向は以下の通りである。

３・１・１ OECD

OECD（Organisation for Economic Co!operation and

Development：経済協力開発機構）は、１９９５年の閣僚理

事会での議論を踏まえ、各分野での国際的な規制改革

プロジェクトを進めているが、海運分野についても１９９９

年５月に OECD事務局から同プロジェクトの一環とし

て、船社間協定に対する独禁法適用除外制度（本章で

は以下「除外制度」）の見直し案（「海運規制改革レポ

ート」）が提出された。

同レポートでは、スロット交換、施設の共有等に関

しては包括適用除外の存続を推奨するものの、共通運

賃を設定する協定に関しては、公共の利益が伴うこと

を条件に競争当局の個別承認を要するとし、競争要因

の縮小をもたらす協議協定や安定化協定については、

独禁法からのいかなる適用除外も受けるべきではない

と提案している。

本件については、２０００年５月にパリで開催された

OECD海運委員会と同競争法・政策委員会の合同ワー

クショップ（WS）で、当協会ほか、OECD加盟国の海運

当局・競争当局・船主団体・荷主団体・フォワーダー

団体等の代表が出席し、定期船海運の特性や除外制度

この章のポイント
●CSG（先進国海運担当官会議）に対応する各国船

協の連合体として１９６３年に設立されたCENSA

が２００１年末を以って解散。その業務を ICSに移管

した。

●０１年９月の米国同時多発テロ事件を受け、当協会

は理事長を本部長とする「情報連絡本部」を設置。

会員会社の被害状況等各種調査、タリバン側軍事

施設攻撃開始を受け、船舶の安全確認と報復テロ

による警戒に関する注意喚起を行った。

●テロ事件後、IMO等の国際機関で海事保安強化に

関する新たな世界的ルールが検討される一方、米

国は独自対策の検討!実施を進めた。
●米国議会で、新たな自国海運保護条項を含む２００２

年度国防授権法案が提出されたが、各国政府等に

よる強力な反対運動の結果、本条項は削除される

こととなった。

●OECDでの外航船社間協定に対する独禁法適用除

外制度見直しに関する議論を踏まえて、事務局が

最終レポートを発表。当協会をはじめ多くの関係

者の反対にもかかわらず、除外制度を原則廃止す

べきとの基本スタンスが盛り込まれた一方、本レ

ポートの今後の取り扱いは各国政府に委ねられる

こととなった。

●アジア船主フォーラム第１１回総会が２００２年５月２８日

に台北で開催された。

●中国・国務院が２００２年１月１日、運賃届出義務な

どを盛り込んだ「国際海運条例」を公布したが、

実施細則案は未定のまま。

●WTO第４回閣僚会合は、中国、台湾の加盟を正式

承認するとともに、新多角的通商交渉（新ラウンド）

の立ち上げに合意。海運を含むサービス分野も、

新ラウンドの枠内で交渉が行われることになった。
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の必要などについて幅広く議論したが、結局結論には

至らなかった。（船協海運年報２０００参照）

その後 OECD事務局は本件に関し、各国船主・荷主

団体等を対象に協定の実態などに関する調査を実施し、

CENSA（欧州日本船主協会評議会）、WSC（ワールド・

シッピング・カウンセル＝世界の有力定期外航船社約

３０社による団体）、ESC（欧州荷主協会）、NITL（全米産

業運輸連盟＝米国大手荷主代表）等合計９団体から回

答が寄せられ、２００１年３月、当協会も船社間協定の重

要性と除外制度の維持を求める意見書を提出した。（船

協海運年報２００１参照）

OECD事務局はこれらを踏まえ、２００１年１１月に最終

レポート案を発表した。同最終レポート案では、アラ

イアンス、コンソーシアム等を含む運航協定に関して

は、同制度の必要性が明記されたものの、共同運賃設

定と運賃協議に関しては当初案同様、除外制度の廃止

が推奨された。しかし、その上で、同レポート案は、

同推奨案で船社側の理解が得られない場合には、米国

OSRA（１９９８年改正米国海事法）の考え方と類似した以

下３点を満たす協定については、次善の方策としてそ

の存続を認めてもよいこととした。

１．運賃その他運送条件は船社"荷主間の個別・秘密
の自由交渉によるべき

２．船社"荷主は運賃を含むサービスコントラクト（SC）

の主要点を対外秘とできる

３．船社は、過度の市場支配に至らない限度で運航協

定を結ぶことができる

同レポート案は、２００１年１２月６日にパリのOECD本部

にて開催された２回目のWS（ワークショップ）におい

て検討され、同WSにはOECD加盟の運輸・競争両当局

のほか、海運・荷主・フォワーダー各業界の代表を含む

約１３０名が参加した。

WSでは、ここ数年の間に同制度の見直しを実施した

日本・米国・豪州・カナダ各政府から、現時点でのさ

らなる見直しは必要ないとする考え方が表明された。

また EUは、同レポートを今後の議論の出発点にすると

述べたに留まり、この問題についての立場を明らかに

はしなかった。一方当協会からは、喜多澤国際幹事長

（商船三井定航部計画室長）、黒谷国際幹事（川崎汽船

コンテナ船事業担当役員付理事）および園田国際企画

室長が出席し、現行制度の必要性を主張する発言を行

った。また、CENSAやWSCなど他の海運業界代表か

らも除外制度維持の立場からレポートの内容を批判す

る意見が続出した。

これに対し荷主業界からは、ESCがレポート案を支

持するとの発言を行ったが、NITLは、OSRAの下で認

められている現在の除外制度を見直す必要はないとし、

日本荷主協会も、日本では船社間協定と荷主との間で

協議慣行が確立しており、協定が権力を濫用しないこ

とを前提に、除外制度については現状維持の立場であ

ることを表明した。

以上の結果、今回のWSでも明確な結論に至らず、

OECD事務局は出席者の意見を踏まえて最終レポート

を取りまとめることとした。

２００２年４月１６日、OECD事務局より最終レポートが

発表され、当協会等多くの反対にもかかわらず、除外

制度を原則廃止すべきとの基本スタンスは保持された。

但し、同レポートの拘束力については、「OECD加盟国

政府は次回、除外制度を見直す際にレポート内容を考

慮に入れるべき」として、その後の取り扱いは加盟国

政府の判断に委ねられることとなった。

これをもってOECDでの本問題に関する議論は一旦

終結するものと思われるが、EU等において本レポート

の発表を踏まえた動きが見られ（３・１・２参照）、これ

らの動きには今後も注視する必要がある。

３・１・２ EU

欧州連合（EU）における、競争に関する基本的ルール

（実体法）は「EEC設立条約（ローマ条約）」第８１条、８２

条に規定されており、関係する事業者等を直接規律し

ている。８１条は事業者"事業者団体による競争制限的
な協定、協調行為等を禁止し、８２条は市場支配的地位

の濫用を禁止している。定期外航海運に関しては、一

定の条件の下、前記２条に関する例外規則（欧州理事

会規則!４０５６"８６）が制定されており、海運同盟に対
する競争法の一括適用除外が認められている。また、

定期船社が配船の合理化を図り高品質のサービスを提

供する目的で、船腹の共有および船隊の共同運航、タ

ーミナルの共同使用など比較的緩やかな提携を行うコ

ンソーシアムに対しても、市場占有率に応じた条件は

あるものの、同じく例外規則（欧州委員会規則!８２３"
２０００）により、包括適用除外が認められている。

１．欧州理事会規則!４０５６"８６見直し問題
２００１年１１月の OECD海運規制改革レポート最終案

（３・１・１参照）発表後、欧州連合加盟国の諮問委員

会で検討を行った結果、欧州委員会は制定以来１５年以
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上改訂されていない欧州理事会規則!４０５６"８６（以下
「４０５６"８６」）の見直しに着手することなった。
見直しは、以下３段階に分けて進められることが明

らかにされている。

［第１段階］（２００２年秋～２００３年秋"末）
―Shipper"Carrier"Forwarder等関係者に対し、アン

ケートを実施（２００２年秋）

―アンケート結果は、外部コンサルタント会社に分析

委託し、分析の結果を EUホームページで公表する。

―分析結果を踏まえて、ワーキングペーパー（techni-

cal working paper）を作成し、これに対する関係者

（含外国政府、業界）のコメントを受け付ける。

［第２段階］

第１段階の分析・コメントを検討し、その結果を２００４

年秋頃にグリーンペーパー（GP）＊１若しくはホワイト

ペーパー（WP）＊２として発表する。発表後、関係政府

・業界にコメントを求める。

［第３段階］

! 第２段階で GPが発表された場合：

GPに対する関係者コメントを踏まえて、さらに

検討を深める。

" 第２段階でWPが発表された場合：

新規則立法に向けた手続きが開始される。（通常、

１年程度で新規則が確定）

見直しが実際に４０５６"８６の改廃につながるかどうか
は、欧州委員会も「今後の検討内容次第であり、全く

白紙」としているものの、当協会は今後も動向を注視

し、ICS、ECSA（欧州船主協会）等関係団体とも連携

して、除外制度維持に向け積極的な活動を行うことと

している。

＊１：グリーンペーパー（GP : Green Papers）
欧州委員会が、特定の政策分野において関係者の議論

を喚起し、意見を聴取する目的で作成する文書。
＊２：ホワイトペーパー（WP : White Papers）

特定の政策分野に関し、立法等 EUとしての活動提案を
含む文書。

２．内陸運賃設定権に関する同盟と欧州委員会間の係

争問題

１９９２年以来、欧州競争法（EC条約８１条、８２条並びに

４０５６"８６等）の適用を巡り大西洋航路協定（TAA）、大

西洋同盟協定（TACA）、欧州同盟（FEFC）の３同盟と

欧州委員会が係争していた問題で、２００２年２月２８日、

欧州初審裁判所（CFI）の判断が示された。

それぞれの判決とこれまでの経緯は以下の通りであ

る。（船協海運年報１９９６も参照）

なお、判決文原文では、訴訟当時の条文が用いられ

ているが、１９９９年に発効したアムステルダム条約によ

りEC条約の条文番号の付番の変更が実施（例：現在の

EC条約８１条＝１９９９年以前の８５条）されており、本項で

は便宜的に変更後の条文番号に変換して記載した。

［TAA（Trans Atlantic Agreement：大西洋航路協定）に

関する訴訟］

! TAAとは

大西洋航路の１２社が結成した船社間協定。９３年

１月～９４年９月の間活動。

" 争点

ａ）マルチモーダル輸送の一環としての欧州内陸

運賃設定の可否

ｂ）Capacity Management Programme（CMP：状

況に応じ、最長２年間、船腹の最大２５％までの

凍結を行うもの）の可否

# 経 緯

１９９２年４月の TAA結成の際届け出られた基本協

定に対し、欧州委員会は、協定内容の一部が EC

条約８１条に違反するとし、９４年１０月、協定の効力

停止を命令した。これに対し、TAA船社は９４年１２

月、命令の無効並びに発効差し止めを求めて CFI

に提訴、９５年３月、無効請求に関する判決が出る

までの間、命令の差し止めが認められた。

$ 判決要旨

ａ）二重運賃構造（dual!rate structure）を持つ TAA

は運賃同盟とは認められず、４０５６"８６は適用さ
れない。よって、内陸運賃設定については、内

陸輸送を定めた欧州理事会規則１０１７"６８（以降
１０１７"６８）並びに EC条約８１条が適用されること

となるが、同設定は両規定の定める個別適用除

外要件を満たさない行為であり、認められない。

ｂ）CMPは、運賃上昇若しくは維持を目的として

メンバーの船腹量を制限する効果をもたらすも

のである。これは明白な競争制限に該当し、EC

条約８１条１項違反である。

［TACA（Trans Atlantic Conference Agreement：大西

洋同盟協定）に関する訴訟］

! TACAとは

TAAの活動を引き継いだ大西洋航路の船社間協

! 国 際 関 係
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定。９４年１０月発効。０２年６月現在は日本郵船を含

む６社が加盟。

" 争 点

ａ）マルチモーダル輸送の一環としての欧州内陸

運賃設定の可否

ｂ）欧州委員会に届出済の行為（この場合は内陸

運賃の設定）に対し、罰金免責を欧州委員会が取

り消す（＝罰金課徴を可能とする）ことの可否

# 経 緯

欧州委員会が TAAの活動を EU競争法違反とし

て調査を開始したため、TAA船社は従来の協定内

容を改め、新たに TACAを結成し、１９９４年７月、

基本協定が届け出られた。しかし、９５年７月、欧

州委員会は予備調査の結果、TACA協定中、内陸運

賃設定条項が EU競争法に違反するとして、TACA

への罰金免責を認めない旨を通告した。TACA船社

は同通告の差し止めを求め、CFIに申し立てを行っ

たものの、９５年１１月、予備調査段階での差し止め

請求は時期尚早として、却下された。

その後、ヒアリング等の手続きが重ねられ、９６

年１１月２６日、欧州委員会は、正式に TACA協定の

内陸運賃設定を EU競争法違反として罰金免責を取

り消し、その効果は予備的調査終了時（９５年７月）

に遡及すると決定。この決定に対し、TACA船社は

無効を求めて CFIに提訴していた。

$ 判決要旨

ａ）内陸運賃設定については、４０５６!８６は適用さ
れない。従って、１０１７!６８及び EC条約８１条が適

用されることとなるが、同設定は両規定の定め

る個別適用除外要件を満たさない行為であり、

認められない。

ｂ）１０１７!６８には４０５６!８６同様の罰金免責条項（届
出行為に対しては、欧州委員会の審査終了まで

の間、罰金の課徴を行わない条項）は存在しな

い。さらに罰金免責が EC条約８１条を含む EU

法上の一般原則ともなっておらず、本件罰金免

責の取り消しは適法。

［FEFC（Far Eastern Freight Conference：欧州同盟）

に関する訴訟］

! FEFCとは

アジア＝欧州・地中海航路における複数の往復

航同盟の総称。最初の同盟の結成は１８７９年。０２年

６月現在は川崎汽船、日本郵船、商船三井を含む

１４社が加盟。

" 争 点

ａ）マルチモーダル輸送の一環としての欧州内陸

運賃設定の可否

ｂ）欧州委員会による懲罰的罰金課徴の可否

# 経 緯

１９８９年、ドイツ荷主協会は、FEFCによる内陸運

賃設定は EU競争法に違反するとして、欧州委員会

に異議申し立てを行った。これに対し、欧州委員

会は９２年１２月、同設定は EU競争法違反として設定

の停止と、メンバー船社１社あたり１万 ECU（当

時のレートで約１５０万円）の懲罰的罰金の支払いを

命令。これに対し、FEFC船社１４社中１３社は９５年３

月、命令の取り消しを求めて CFIに提訴、同４月

には命令の差し止めを求めて追加提訴した。９５年

１０月、CFIは FEFCの差し止め請求を認め、TAA

に関する判決若しくは本件命令の取り消しに関す

る判決が出るまでは、欧州委員会の命令は発効し

ないこととなった。

$ 判決要旨

ａ）前記 TACA判決$!と同様
ｂ）FEFC側には内陸運賃が EC競争法違反との認

識はなく、故意!不注意による違反ではない。
また、FEFCはタリフを公表しており、いわゆる

「秘密カルテル」とは認められない。FEFCの永

きにわたる公共性等を併せ考えると、これに懲

罰的罰金を課すことは適当でなく、この部分に

関する欧州委員会の命令は無効とする。

以上の判決により、FEFCに対する懲罰的罰金が取り

消された以外、船社側の主張は EU競争法上受け入れら

れないこととなったものの、同盟側は上級審である ECJ

（欧州裁判所）に控訴しないことを決定した。同盟側

は、現在では TACA, FEFCともに内陸運賃設定を行っ

ておらず、判決が業務に支障を与えるものではない点

や、４０５６!８６が除外制度を規定する理由として、同盟
に運賃安定化効果があることが判決に明記された点を

勘案し、係争を継続するよりも、欧州委員会や荷主と

の対話を通じ、合意の上での解決を図る方が得策と判

断したものと見られている。

なお、TACA船社１５社に関しては、９６年１１月２６日の罰

金免責取り消しの決定後、９８年９月１６日、欧州委員会

は総額２．７３億 ECU（当時のレートで約４２０億円）の罰金

支払いを命令した。これに対し、TACA船社は命令の取

! 国 際 関 係
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り消しを求めてCFIに提訴、現在も裁判中である。本件

に関する判決は、２００３年末頃出されるとの情報もある。

また、今回の判決により、欧州委員会は同盟による

過去の別の内陸運賃設定について、新たに罰金を課徴

する権利を留保した形となり、今後の同委員会の動向

には注視が必要である。

３．同盟活動に関するガイドライン（TACA!承認）問
題

TACA船社は、９９年１月、欧州委員会との上記法廷闘

争を継続する一方で内陸運賃設定条項を含まない改訂

版 TACA協定（TACA!）を欧州委員会に届け出た。TACA

!は数度の修正を経て、２００１年１１月、欧州委員会より
承認案が公表されるに至った。内容は以下の通りであ

るが、欧州委員会はこれが他の欧州発着同盟にもガイ

ドラインとして適用されることを明らかにしている。

① 内陸輸送部分に関しては、同盟として内陸タリフ

の設定は行ってはならない。また、マルチモーダル

輸送の一環として、同盟船社が海上輸送部分は同盟

タリフに従った上で内陸輸送を提供する際は、内陸

部分の運賃が実際のコストを下回ってはならない。

② 同盟船社により、同盟タリフ外で運送される非公

開サービスコントラクト（C・SC : Confidential Serv-

ice Contract）データが同盟内外に漏洩することを防

止するため、C・SCに関係する情報は独立した第３者

機関が収集する。

③ 同盟による船腹調整に関しては、それが運賃上昇、

若しくは人為的ピークシーズンをもたらすものであ

ってはならない。共同船腹調整は、短期的な需要波

動に対処するものに限り認められる。

承認案発表にあたっては、大西洋航路における TACA

の輸送シェアは、１９９５年当時の６０％強から現在は５０％程

度に低下し、さらに TACA船社による輸送の内、同盟

タリフで運送される貨物は全体の１０％程度であり、残

りは船社!荷主の SCによって運送されている点も考慮

されている。

以上の承認案は ESCを中心とした一部の荷主団体に

よる質問や反対意見のため、０２年６月末現在では未だ

正式承認に至っていないが、近々承認されるものと見

られている。

４．EC条約８１条、８２条の見直し問題

現在、欧州理事会および欧州議会によって EC条約８１

条、８２条運用見直しに関する欧州委員会提案（２０００年

９月）について検討が行われている。現在のところ、

海運に関係する主要改正点（案）は以下の通りである。

① 競争法に抵触する可能性がある協定等に関しては、

事前届出制度に代えて、アドホックなチェックを実

施することとする。（アドホックチェックの内容等未

詳）

② 競争法に関する審査権限を欧州委員会から加盟国

競争当局・裁判所に移管する。

③ ４０５６!８６、１０１７!８６等独禁法に関する欧州理事会規
則の手続き規定を、新規則に一本化する。

２００２年６月に開催された欧州運輸閣僚理事会でも短

時間の審議が実施されたが、アドホックチェックの詳

細、権限移管に伴う影響等の検討は未了であり、当協

会は ECSA等と連携の上、今後の動向を注視すること

としている。

３・１・３ 米 国

１．独禁法適用除外制度廃止法案に関する動き

１９９９年５月に施行された OSRA（Ocean Shipping Re-

form Act：米国外航海運改革法）においては、船社と荷

主の非公開サービスコントラクト（C・SC : Confiden-

tial Service Contract）を禁止できなくするなど、競争促

進的な環境整備が図られたものの、適用除外制度その

ものの意義を再確認した内容となっている。

しかしながら、１９９９年後半から同制度を見直す動き

が一部に見られ、ハイド下院議員（当時の下院司法委

員長）が船社間協定に対する適用除外をほぼ全面的に

廃止するとしたいわゆるハイド法案（H.R．３１３８）を提

出したものの、２０００年１２月、第１０６議会閉会に伴い、審

議未了により廃案となった。（船協海運年報２００１参照）

２００１年３月、第１０７議会開会に伴い、センセンブレナ

ー新下院司法委員長により、ハイド法案と同内容の法

案（H.R．１２５３）が提出された。本件に関しては、２００１

年４月、WSCが同委員長および関係議員等宛に除外制

度の維持を訴える書簡を提出した。

２００２年５月２４日には、下院司法委員会で公聴会が開

催され、WSC Koch会長ら４名が証言を行ったほか、

２団体が証言書簡を提出した。法案賛成派、反対派そ

れぞれの証言概要は以下の通りである。

! 国 際 関 係
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［法案賛成派］

① すでに除外制度が廃止!縮小された鉄道、航空産
業等において、破壊的競争は発生しておらず、除外

制度廃止が破壊的競争につながるとの海運界の主張

は実例がない。

② 除外制度により、船社は共同してトラック運賃を

引き下げており、これが港湾ドライバーの低収入に

つながっている。

③ 除外制度の利益を享受しているのは米国発着の外

国船社であり、米国消費者は高額の海上運賃の被害

を受けている。

（証言者）

!司法省反トラスト局 C. James司法次官補

!Pacific Coast Forwarders & Customs協会 R. Coleman

理事長

!チームスター国際組合（運輸労働者を中心とする全
米最大級の労働組合）J. P. Hoffa会長

!American Cotton Shippers Association［書簡提出］

［法案反対派］

① すでに激しい競争下にあり、投資に見合う利益が

得られていない外航海運業において除外制度が廃止

されると、破壊的な競争を引き起こす。

② 破壊的競争はサービス低下、運賃高騰、さらには

運輸インフラへの投資の不足につながる。

③ 海運関係労組（海員組合、パイロット組合等）も

法案に反対している。

④ 除外制度の目的は、慢性的供給（船腹）過剰の特

質を有する外航定期海運業における運賃・サービス

の不安定を除去し、海上輸送の十分かつ効率的な供

給の確保を通じた米国の国際貿易競争力確保にある。

（証言者）

!WSC C. Koch会長

!FMC（連邦海事委員会）F. Creel委員長［書簡提出］

今後の審議日程は不透明であるが、荷主側の除外制

度廃止に向けた議員等への働きかけは根強く、委員会

採決に向けた水面下での動き等に関して一層の状況注

視が必要である。

当協会は、８４年米国海運法が数年にわたる検討の末

に改正されて以来未だ二年強であり、船社と荷主が新

たな秩序を模索している現状で性急な枠組みの変更は

必要ないと考えている。さらに、現行法による一定の

規範の下で行われている船社間協定の活動は、世界貿

易全体の健全な発展に寄与しているとの基本的考え方

に基づき、除外制度の存続に向け積極的に対応してい

くこととしている。

２．OSRAの影響に関する FMC報告書について

FMCは OSRA施行の影響について２年間かけて報告

書を作成することが定められており、２００１年９月、最

終報告書が発表された。報告書は、OSRAは当初の意図

通り「より市場に即した、効率的な定期船事業の発展

を促している」と結論付ける一方、OSRAに対する市場

の不満も認め、FMCはその影響を引き続き監視しなけ

ればならないとも指摘している。具体的には、特に、

協議協定による自主的ガイドラインが共同運賃引き上

げにつながっていないか、船社によるタリフ公示が適

正に実施されているか、非公開サービスコントラクト

（C・SC）導入に伴い小口荷主が不公正な扱いを受けて

いないか等の観点から監視を継続するとしている。

また、OSRA施行に伴い、定期船貨物の８０％以上が

SCの下で輸送されており、伝統的な同盟はあまり重視

されなくなり、（いわゆるコンソーシアやアライアンス

など）船舶共用やスペースチャーターといった運航効

率向上型の契約が圧倒的に増加している現状等も併せ

て報告された。

報告書に関して、FMCのCreel委員長は「OSRAの制

定は、市場に対する信頼性を高めることで競争力に優

れた効率的な外航海運業の発展を促すためで、その目

的は達成されていると思う。」と述べ、OSRAに対する

前向きな捉え方を明らかにしている。

３・１・４ その他諸国

１．カナダ

カナダ政府は、１９９９年５月の米国の OSRA施行後、

独禁法適用除外を定める SCEA（Shipping Conference

Exemption Act２００１）の見直しに着手し、１９９９年９月に

除外制度を１０年以内に廃止する条項（Sunset Clause）を

含む見直し案を発表した。

しかし、同案は２０００年１１月に審議未了のため廃案と

なり、２００１年３月、代替として Sunset Clauseを除いた

カナダ新海事法案（Canada Shipping Act２００１）が提出

され、審議の結果成立、２００２年１月３０日より施行され

た。

同法案は、先の法案とは一転、引き続き除外制度存

続を認める一方で、当局（カナダ運輸局）へのタリフ
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届出の廃止や、非同盟船社がインディペンデントアク

ション（IA）を行使する場合の事前通告期間の短縮（１５

日→５日）、非公開サービスコントラクト容認等、OSRA

型の規制緩和を盛り込んでいる。

２．中 国

中国では、反不公正競争法（Anti!Unfair Competition

Law、１９９３年成立）、価格法（Pricing Law of１９９７）等に

より価格カルテル行為、支配的地位の濫用、ダンピン

グ行為等が規制されているものの、競争法分野全体を

カバーする「独占禁止法」は未制定であり、独立した

運用・監視機関（日本の公正取引委員会にあたる行政

当局）も存在していない。

１９９９年１１月、独占禁止法（Antimonopoly Law of the

People’s Republic of China）の骨格案が固まり、現在政

府内で詳細検討中である。２００２年３月の全国人民代表

大会では、WTO加盟（２００１年１１月）を受けて独禁法等

の法整備を急ぐ方針が明らかにされており、当協会で

は船社間協定の取り扱いを含めて、今後の動向を注視

することとしている。

３．その他各国

オーストラリアの独占禁止法改正動向、タイの貿易

競争法、インドネシアの反独占法等の施行状況等、わ

が国海運産業に影響を与える競争法の動きに関して、

引き続き動向を注視することとしている。

３・２ WTO
WTO（World Trade Organization：世界貿易機関）は

１９９５年に設立され、本部をジュネーブに置き、モノや

サービスの貿易の自由化を図る多国間協定を実施する

ための国際機関である。

WTOが管轄している協定には、関税の引下げなどに

よってモノ（物品）の自由貿易を促進するための GATT

（関税及び貿易に関する一般協定）やサービス産業に

おける自由化を促進するための GATS（サービス貿易に

関する一般協定）などが含まれており、海運は GATS

適用を目指す業種の一つとして自由化交渉が進められ

てきた。

しかしながら、海運は１９９５年までのウルグアイラウ

ンドや、その後１９９６年まで続けられた継続交渉（NGMTS）

にもかかわらず、サービス産業の中で唯一自由化に関

する合意が成立しておらず、GATSの対象外業種となっ

ている。

外航海運業はかねてより海運自由の原則の下で自由

化が進展している分野ではあるが、一層の自由化が望

まれる国々も依然として存在している。外航海運が世

界貿易の持続的発展を支援していく上でも、最恵国待

遇や内国民待遇などの GATS諸原則が早期に外航海運

分野に適用され、公正な市場開放が多角的枠組みの下

で保証されていくことが重要である。

１．WTO第３回閣僚会合後の動き

１９９９年１１月に米国シアトルで行われた第３回WTO

閣僚会合では、アンチダンピング等の問題で各国の意

見が対立し、新多角的通商交渉（新ラウンド）は立ち

上がらなかった。（船協海運年報２０００参照）

しかしながら、海運を含むサービスと農業について

は、ウルグアイラウンド終結時の決定事項に基づき、

２０００年１月からサービス貿易理事会（以下、サ貿理）

特別会合で自由化交渉が開始され、暫定作業計画に基

づいて各国から分野別交渉提案が行われた後、２００１年

３月には各国提案を元に「交渉ガイドライン」が合意

された。

一方、日本、EC等海運交渉に関心のある国!地域は、
サ貿理特別会合での交渉開始を受けて海運関心国非公

式会合（いわゆる“海運フレンズ会合”）を結成し、早

期に海運交渉を本格化すべく、同特別会合に海運交渉

に関する共同声明を提出するなど各国に対する働きか

けを行った。

その後、サ貿理特別会合では、２００１年１１月に開催さ

れる第４回閣僚会合後の本格交渉開始を視野に入れ、

各国の分野別交渉提案の論点整理を行った。

（船協海運年報２００１参照）

２．WTO第４回閣僚会合

WTOの閣僚会合は隔年で行われることになっている

ことから、WTOは新ラウンド立ち上げを目指し、２００１

年１１月９日から１４日までカタールのドーハで第４回閣

僚会合を開催した。

! 中国、台湾の加盟

中国が、WTOの前身である関税貿易一般協定

（GATT）に加盟を申請したのは１９８６年である。GATT

がWTOとして発足した１９９５年に中国はオブザーバー
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資格を得たものの、正式加盟には至らず、同年に改

めてWTO加盟を申請した。その後、中国は加盟に向

け、WTO加盟各国と二国間交渉を行い、２００１年９月

に漸く加盟関係文書が採択された。

実質的な加盟交渉が全て終了していることにより、

第４回閣僚会合では１１月１０日に加盟が正式承認され、

中国は１５年をかけて自由貿易体制への参加を実現し

た。人口１３億人の巨大市場を抱える中国のWTO参加

は、世界経済の活発化の起爆剤として期待されてい

る。

また、１９９０年に加盟申請していた台湾も１１月１１日に

加盟が正式承認された。台湾の実質的な加盟手続き

は１９９９年までに終了していたが、１９９２年のWTO理事

会にて中国の加盟を台湾より前に採択する旨が合意

されていたため、台湾加盟は中国の加盟まで待たさ

れる形となっていた。

＊中国は加盟承認直後に、加盟受諾文書をWTO事務局に寄託
したため、WTOルールに基づき文書提出から３０日後の２００１
年１２月１１日に加盟が発効した。

また、台湾は１２月２日に加盟受諾文書を寄託したため、

２００２年１月１日に加盟が発効した。

" 新ラウンドの立ち上げ

米国同時多発テロによって強まった世界景気減速

への危機感を背景に開催されたドーハ閣僚会合では、

新ラウンド立ち上げが決裂した第３回閣僚会合の反

省に立ち、WTO体制の恩恵が乏しいとする途上国に

配慮して議論が進められ、新ラウンドの立ち上げを

うたった閣僚宣言が採択された。

閣僚宣言では、新ラウンドの期限を２００４年末まで

としており、加盟１４４カ国!地域は今後約３年間の交
渉で鉱工業品の関税引き下げや農業自由化などを含

め、新たな通商ルールを作ることになった。

これにより２００１年１月から交渉が開始されている

サービス分野についても、新ラウンドの枠内で交渉

が行われることになり、海運を含むサービス分野に

ついて以下日程が定められた。

#他国に対する１回目の自由化要望（リクエスト）
提出期限：２００２年６月３０日

#同要望に対する１回目の回答（オファー）提出期
限：２００３年３月３１日

ウルグアイラウンド以来７年ぶりとなる新ラウ

ンドでは、海運分野への GATS諸原則適用による

世界共通の自由化ルール構築が期待されるところ

である。

３．WTO第４回閣僚会合後のサービス交渉の動き

新ラウンドの立ち上げに伴い、海運を含むサービス

分野については各国の１回目の自由化要望（リクエス

ト）を２００２年６月３０日までに提出することが定められ

ていたため、わが国政府も海運関係要望事項を含む各

サービス産業横断的な自由化要望を各国に送付した。

（海運分野に関する自由化要望事項は８７カ国に提出）

各国の自由化要望に対する１回目の回答（オファー）

期限は、２００３年３月３１日までとされているため、わが

国を含む各国は回答期限に向け要望対象国との間で２

国間協議を行うこととなっている。

４．WTOサービス自由化交渉に対する民間の対応

! 当協会の対応

他国に対するわが国要望事項に当協会意見を反映

すべく、国際幹事会において２０カ国!地域に対する
当協会としての海運関係要望事項を取りまとめ、２００１

年１月に国土交通省に提出した。

今後は従来同様、同省や関係機関を通じてサ貿理

特別会合や２国間協議等の情報収集に努めると共に、

今次交渉で GATS諸原則の海運分野への適用が実現

し、海運市場の自由化が促進されるよう意見反映を

図ることとしている。

" 日本経団連の活動

! 提言「WTO新ラウンド交渉立ち上げにあたって

の基本的立場」

日本経団連はわが国産業界の意見を集約した提

言を取り纏めており、２００１年７月には次期ラウン

ドに備え「WTO新ラウンド交渉立ち上げにあたっ

ての基本的立場」を取り纏めた。同提言では、国

際通商システムの中心であるWTOにおける一層の

多角的自由化、ルールの強化・整備は、わが国企

業の国際ビジネスに不可欠であるとして、２００１年

１１月に開催されるWTO第４回閣僚会議で包括的な

新ラウンドの立ち上げの必要性を強調している。

" JSN訪ジュネーブ・ミッション

サービス自由化交渉に日本の産業界の意見を反

映させることを目的に、日本経団連は JSN（サービ

ス貿易自由化協議会）のメンバーを２００１年９月に

ジュネーブに派遣した。

同ミッションは、サ貿理議長およびWTO事務局、

わが国、米国、EU、アジア等の政府代表部とサー

ビス交渉をめぐり率直な意見交換を行った。

同ミッションには当協会園田裕一国際企画室長
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も参加し、WTO交渉関係者との一連の会合の中で、

海運交渉問題における当協会の立場等について説

明した。会合では先進国のみならず発展途上国も

サービス交渉の重要性を十分認識し、様々な提案

を行いながら交渉の促進に積極的に取り組んでい

ることが感じられた。また、多くの関係者が海運

交渉再開の必要性に言及し、同交渉に対する関心

の高さが明らかとなった。

" WTOサービス貿易自由化交渉に関するアンケート

サービス貿易自由化交渉に対する産業界として

の意見をわが国要望事項に反映すべく、他国にお

けるサービス貿易上の障害について会員にアンケ

ートを行い、取りまとめた結果を２００２年４月まで

に外務省に提出した。

% 国際海運団体の活動

各国の船主協会で構成する ICS（国際海運会議所）

でもWTO問題を取り上げており、海運業界としての

意見を OECDの会合等に反映している。

３・３ テロ防止策等に関連する各種保安対策強化問題

３・３・１ 米国同時多発テロに関連する諸
問題への対応

２００１年９月１１日に発生した米国同時多発テロに関し

当協会は、翌１２日午前５時、福島理事長を本部長とす

る「情報連絡本部」を設置し、関係省庁はじめ関係方

面からの情報収集に努めるとともに、会員会社および

関係者との連絡体制の強化を図った。また、国土交通

省からの注意喚起や警戒の強化等の通達等については、

都度、直ちに会員会社に周知した。

９月２６日の常任理事会において、航行安全問題につ

いては海務委員会を中心に、また、輸送協力などの問

題については政策委員会を中心に、事態の展開を見極

めつつ、必要に応じ検討を進めることとした。

また、各社におけるテロ対策に資するため、ICSが作

成したテロ対策ガイドラインの和文抄訳を付して会員

会社へ配布した。

一方、米国はさらなるテロ攻撃に備え、保安対策強

化のため国内立法を検討しているほか、IMOに対し船

舶、コンテナ、船員および港湾に係る海上安全強化策

を提案し、全世界レベルでのテロ防止対策を求めてい

る。当協会は、これらに関する情報の収集に努めると

ともに適宜船主意見の反映に努めた。

ところで、今回のテロによる甚大な被害は、国際的

な再保険市場にも大打撃を与えた。これにより、戦争

保険分野では引受拒否をはじめ、引受限度額の引下げ、

保険料率の引上げ等の混乱が生じた。

船舶保険分野においても、従来の保険契約が一方的

に解除された後、新たに割増保険料率が徴収される水

域（除外水域）を設定した新契約を締結せざるを得な

いような状況となった。さらにその後、基本料率の引

上げが行われるなど大きな影響を受けた。

当協会は各産業ならびに諸外国の状況等戦争保険全

般に関する情報収集等を行い、またそれら情報の会員

への周知に努めた。

３・３・２ IMO・米国における海事保安対
策の検討

１．IMOにおける海事保安対策の検討

# 第７５回海上安全委員会

２００１年９月の米国同時多発テロ事件を受け、IMO

は２００１年１１月の第２２回総会で、海事分野における保安

対策の強化を図る方針を固め、具体的には２００２年１２

月に外交会議（Maritime Security Conference）を開

催し、保安対策強化のため海上人命安全条約（SO-

LAS条約）の改正を行うことを決定した。

IMOは、まず２００２年２月に海上安全委員会（MSC）

作業部会を開催して、保安対策強化に向けて検討す

べき事項の整理を行った後、第７５回MSC会合（MSC

７５）を同年５月に開催し、SOLAS条約の改正案等に

ついて審議した。

MSC７５での審議概要は以下の通りである。

$ 船舶における保安対策等の強化

! 自動船舶識別装置（AIS）の早期導入

船名、位置、針路等の船舶動静情報を自動発信

する AISについては、２０００年１２月の SOLAS条約改

正により、新造船に関しては２００２年７月１日以降

の建造船に搭載することおよび既存船については

２００８年７月までに船種と船型により順次導入して

いくことが取り決められていた。しかし、沿岸国

が全ての船舶の動静情報を把握できる AISは海事

保安対策に有効であるとの考えから、第７５回MSC

会合にて既存船の導入時期を前倒しすることが決
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定され、導入時期は以下４案から最終決定するこ

ととなった。

イ）２００４年７月１日以降最初の安全設備検査時期

または〔２００４年１２月３１日〕までのいずれか早い時

期まで（５万 G"T未満のタンカー、旅客船以外

の船舶に影響）

ロ）２００４年７月１日まで（同上）

ハ）ａ．１万G"T以上５万G"T未満については２００４

年７月１日以降最初の安全設備検査時期ま

で。但し、２００５年７月１日以降であっては

ならない。

ｂ．１万 G"T未満の船舶については、２００４年

１２月３１日以降最初の安全設備検査時期まで

ニ）２００６年７月１日まで（３千 G"T未満のタンカ

ー、旅客船以外の船舶に影響）

しかしながら、AISの早期導入については、機

器の供給および多数の船舶に対する搭載工事が

物理的に間に合うかどうか、および AIS信号を

受信する陸上基地局の船舶情報の利用体制が整

い、有効な機能を発揮できるかどうかを配慮し

た上で、導入時期が決定される必要があり、今

後の検討に委ねられている。

また、現行の AISは超短波帯（VHF）を使用し

ているため有効範囲が３０海里（約５６$）程度で
あることから、すでに多くの船舶に搭載されて

いる海事衛星通信装置（インマルサットＣ）の

ポーリング機能（呼び掛け）を利用して AISの有

効範囲を拡大する方針が合意された。

ポーリング機能の利用については、船舶から発

信される情報がセキュリティ対策にのみ使途が限

定されることを確保する枠組みの検討が今後の課

題であると思われる。

! 船舶の保安要件

船舶に対し保安計画の保持、保安職員の任命等

を強制化するための方法については、わが国から

国際安全管理コード（ISMコード）に取り込んで

船舶の安全運航管理の一環として対応すべきとの

提案がなされたが、大勢は米国が提案する“海上

の安全を高めるための特別措置”として対応する

案を支持した。具体的な実施法等については、規

則の改正案および船舶および港湾施設の保安コー

ド案（International Ship and Port Facility Security

Code : ISPS Code）を新たに作成すること、改正規

則を２００４年７月１日から実施することが合意され

た。

改正規則案および保安コード案の主要点は以下

の通りである。

イ）保安レベル

各船舶は、保安対策実施のため、保安計画を

策定し、旗国政府に承認を得ることおよび同計

画を保持することが義務付けられることとなっ

た。保安計画は、各港湾の危険度に応じ適切に

テロ対策を講じることができるよう３段階の保

安レベルを設定し、それぞれの段階で実施すべ

き対策を規定することとされた。なお、保安レ

ベルの判断は各国政府に委ねられている。

ロ）会社!船舶の保安職員
船舶の保安対策実行を確実なものとするため、

船社に対して会社の保安職員と各船舶の保安職

員を任命することが義務付けられた。

ハ）保安要件に関する証書と検査

本条約および ISPSコードの要件を船舶及び会

社が満たしていることを審査し、旗国政府等に

より船舶に対して有効期限を５年以内とする証

書が発給されることとなった。

証書の発給および検査の実施に責任を有する

機関は、保安対策の専門知識を有していること

とされた。

" 船舶保安警報

船舶がテロリスト等の侵入者に襲われる等の危

険が生じた場合、侵入者に気づかれずに責任当局

に通報できるよう、ブリッジおよびその他１箇所

以上に警報発信スイッチを設置することを船舶に

義務付けることが合意された。本件については、

GMDSS（海上遭難安全システム）等既存の機器の

活用も視野に入れ、航行安全小委員会（NAV）およ

び捜索救助通信小委員会（COMSAR）に警報の機能

要件等に関する検討を要請することが決定された。

なお、本船から通報があった場合に陸上側にお

いてどのように対応するか、あるいは誤報に対す

る対策など実行上の問題点については未検討のま

まである。

# 船舶識別番号（IMO NO．）

船舶に固有の識別番号について、現在の証書へ

の同番号記載義務に加え、ペイントまたは溶接に

よる船体および機関室隔壁もしくはポンプルーム

等への表示が義務付けられることとなった。

なお、この提案は、当初、ハイジャックによる
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幽霊船防止対策の一環として出されたものである

が、当協会は AISの機能を利用すれば船名や識別

番号等は本船側でさえも書き換えることができな

い有力な識別機能を発揮できることを指摘してい

る。

$ 船舶の履歴情報（Continuous Synopsis Record）

本来、船舶の旗国間の転籍によるサブスタンダ

ード船の発生を防止する目的で提案された履歴の

継続記録がテロ活動を防止する上で有効であると

の観点から、各船舶は定められた記録簿に旗国名、

所有者名、船級、IMO船舶識別番号、船舶管理会

社等の情報を記入したものを搭載し、各情報に変

更があった際は都度記録することが義務付けられ

ることとなった。

% 入港国による規制（ポートステートコントロー

ル）

船舶に義務付けられることになる保安計画（"
参照）が、実際に船内で実施されているかどうか

を寄港国が点検する仕組みで、いわゆる保安対策

に関する PSCの規定も設けられた。なお、港湾に

おける保安体制が充分に整っていない港を経由し

て入港する船舶に対し、PSCにより入港規制措置が

とれるとされている点が問題点として議論された。

! 港湾における保安対策

港湾においてどのような保安対策が講じられてい

るかは、港内に停泊中の船舶の保安確保上重要な問

題であり、船舶における保安対策とバランスのとれ

たものでなければならない。そのため、港湾につい

ても保安計画の保持、保安職員の任命、保安対策の

審査等、船舶と同様の対策項目がコード案に盛り込

まれた。また、これらの規定は、船舶同様、SOLAS

条約に含めることが合意された。

" コンテナの保安対策

現在世界で大量に流通している海上コンテナがテ

ロ行為に利用される可能性が高いとの認識から、コ

ンテナの保安対策が検討された。

米国はコンテナに貨物が積められた地点から貨物

が取り出される地点まで封印されていることを確保

するためのコンテナシールが確実に行われていない

ことおよびシール自体が世界的に標準化されたもの

ではなく信頼性に問題があることを指摘し、電子シー

ル＊を含む特定のシールの強制化、コンテナの内部確

認等に関する SOLAS条約改正を提案した。

しかし、各国より本問題については世界税関機関

（WCO）等関係機関と連携して適切な対策を検討する

べきであるとして、現段階での条約改正に否定的な

見解が示された。

これに対し、米国はシールの強制化がコンテナの

保安対策のすべてと考えているわけではないが、SO-

LAS条約でコンテナの保安について何の規定も為さ

れていないことは適当ではなく、非シールコンテナ

の輸送拒否等、何らかの対策を規定すべきと発言し

た。

各国意見を踏まえ検討の結果、IMOからWCOに対

し、コンテナの保安対策の検討を要請することとな

った。

WCOに対する検討要請事項には円滑なコンテナ物

流と保安対策のバランスの検討も含まれているが、

海運業界にとっては円滑な物流を阻害することのな

い保安対策が策定されることが重要である。

＊電子シールは貨物に関する電子情報を記録できる一方、不

法にシールが破壊された場合の電子警報の発信およびコン

テナの位置が把握できる電子信号を発信する機能をもつも

のといわれている。現在 ISO（世界標準化機構）が同シール
の世界規格を作成中。

# 船員および港湾労働者等の身分証明（IDカード）

船舶および港湾における部外者の侵入防止のため、

乗組員および港湾労働者等の身分証明書の確認制度

を確立すべく、２月に開催された中間作業部会で国

際労働機関（ILO）に検討を要請していたが、今次会

合では、ILOより関係条約の改正を含めて検討中であ

る旨報告され、今後も両機関（IMO!ILO）で協力し

て検討を続けていくこととなった。

$ 船舶の“Ownership”と“Control”に関連する情報

の透明性

テロ防止策の一環である寄港国が船舶の“Owner-

ship”と“Control”についての情報を把握できる体

制整備については、４月下旬に行われた第８４回法律

委員会での検討結果を踏まえ、!誰が本船船員を指
名したか、"誰が船舶の使用を決めたか、#誰が船
主のために用船契約を締結したのかというという文

書化された情報を船内に備え置くことが義務付けら

れた。

% MSC７５以降の動き

MSC７５の審議結果を踏まえ、２００２年７月の第４８回

NAV会合と同年９月の第２回MSC作業部会で SO-

LAS改正案について更なる検討が行われた。

当協会としては、船舶及び港湾の保安対策強化の

必要性は理解するものの、それが円滑かつ効率的な
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海運活動を阻害しない現実的で実効的な対策が構築

されるよう、引き続きわが国に働きかけを行う一方、

ICS等の関係機関を通じ意見反映に努めることとして

いる。

２．米国における海事保安対策の検討について

２００１年９月に発生した米国同時多発テロ事件以降、

海事分野においても、船舶や港湾がテロ攻撃の対象と

されることや、船舶がテロ攻撃の手段として利用され

ることを防止するため、IMO、WCO（World Customs

Organisation：世界税関機関）、ILOで新たな国際ルール

が検討されている。

一方、米国では、議会において海事保安法案の検討

が進められるとともに、税関や入管当局が貨物や船員

に関する保安対策の一部を実施するなど、独自の動き

を強めており、国際的な動きとの整合性が懸念されて

いる。

# Maritime and Port Security Bill（米国海事保安法案）

! 上院法案

上院では、２００１年７月に Hollings議員によって

すでに海事保安強化に関する「Port and Maritime

Security Act of２００１」（Ｓ１２１４、通称 Hollings法案）

が提案されていたことから、９月のテロ事件以降、

同法案を軸に上院としての海事保安法案の検討が

進められた。

法案検討過程では、Hollings法案を補完するため

の様々な法案が提案されたが、その一つとして保

安対策の不充分な外国港湾を特定し、同港湾を経

由（積荷役）する船舶は米国入港を拒否する法案

（Ｓ１５８７）が２００１年１０月に提案された。これに対し

て海運先進国の海運担当官で組織するCSG＊は、港

湾の保安対策基準は IMO等で国際的に検討される

べきとして、Ｓ１５８７導入に反対するDemarche（書

簡）を米国国務省等に提出した。

２００１年１２月２０日、Hollings法案は S１５８７等関連法

案を統合し、船舶・貨物・船員・港湾等を網羅す

る総合的な海事保安法案となって上院を通過し、

下院へ送付された。

（同法案の名称は下院送致時に「Maritime Trans-

portation Antiterrorism Act of２００２」と修正）

上院法案に盛り込まれた主な項目は以下の通り

である。

ａ）国家海上安全委員会の設置

ｂ）国内各港湾安全委員会の設置および各港湾に

おける包括的安全計画の保持

ｃ）各港湾における警戒区域へのアクセス制限、

同区域に就労する労働者の履歴調査、緊急時の）

退避計画の立案

ｄ）保安対策が不充分な外国港湾の特定及び同港

湾を経由（積荷役）する船舶の入港拒否

（CSGが導入反対を示したＳ１５８７の内容が取り

込まれたものの、保安対策の査定基準は IMO

で定められるものを踏まえて作成するとしてい

る）

ｅ）米国港湾入港前の電子データによる貨客情報

の提出の強化

ｆ）米国発輸出貨物の港湾への搬入後２４時間以内

の税関への貨物情報提出

ｇ）本船乗組員、乗客情報に関する報告形式の改

善

ｈ）保安対策財源の一環として特別入港税の課徴

を２００６年まで延長

" 下院法案

下院でもテロ事件以降、独自の海事保安法案の

検討が行われ、上院の Hollings法案を参考とした

法案がいくつか提案されたものの、２００１年中に独

自法案を取りまとめるには至らなかった。

２００２年３月、超党派の海事保安法案として Young

議員が「Maritime Transportation Antiterrorism Act

of２００２」（HR３９８３、通称 Young法案）を提案、その

後の修正・追加作業を経て６月に下院を通過した。

Hollings法案がテロ対策を含む包括的な海事保安

法案であるのに対し、Young法案は海事分野にお

けるテロ対策に焦点をあてた内容となっている。

下院法案に盛り込まれた主な項目は以下の通りで

ある。

ａ）船舶におけるテロ抑止対策の作成と運輸省へ

の提出

ｂ）港湾地区での運輸保安カードの導入および履

歴信用調査

ｃ）海事テロ防止対策チームの結成

ｄ）保安対策が不充分な外国港湾の特定および同

港湾を経由（積荷役）する船舶の入港拒否

ｅ）米国向けコンテナの船積み２４時間以上前の貨

物関係情報の運輸安全局への提出

ｆ）２００３年６月３０日を期限とした「テロ防止対策

貨物システム」の開発・導入

ｇ）本船乗組員、乗客情報の電子データによる事

! 国 際 関 係
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前提出制度の強化

ｈ）米国就航船舶に対する２００２年１２月末までの AIS

（自動船舶識別装置）搭載義務付け

! 両院協議会

上下院それぞれが独自の海事保安法案を提案し

たことから、両法案を一本化するための両院協議

会が２００２年６月末から開始された。

両院協議会での検討にあたり、CSGは米国国務

省等に対し、IMO等でまとめられる国際的ルール

と調和した法律とするよう求めるDemarcheを２００２

年７月に提出した。

また、世界主要定航船社約３０社で構成するWorld

Shipping Council（WSC）も、CSG同様、２００２年７

月に上下院の法案について国際的ルールとの整合

性や実行上の観点からみた問題点を指摘する意見

書を議会、政府関係者に提出した。

２００２年９月末現在、統一海事保安法案は完成し

ていない。

＊CSG（Consultative Shipping Group）：先進国海運担当官会議
ノルウェー、スウェーデン、デンマーク、フィンランド、

オランダ、ベルギー、英国、フランス、ドイツ、イタリア、
スペイン、ギリシャ、ポルトガルおよび日本の１４カ国と EU
の海運当局で構成されている。（海事保安法案に対する De-
marcheは、上記メンバーのうちわが国等１１カ国と EU当局
が参加）

! Security Tax!Fee

両院協議会で、上院は各種保安対策の財源確保の

一環として、米国向け船荷!船客に対する新税!課
徴金創設を提案した。

同新税!課徴金は、コンテナ、車両、原油、ドラ
イバルク等各種米国向け船荷の一定量（船客は１人

当り）に応じ、荷主に課税!課徴するもので、上院
提案の内容は公表されていないが、未確認情報によ

れば上院が提案している主な課税!課徴基準は以下
の通りとなっている。

２０フィートコンテナ（TEU当り） ……＄１５

車両１台 ……＄３

原油１トン ……¢３０

旅客１人 ……＄４

ドライバルク１トン ……¢２

本提案については、２００２年９月末日現在両院協議

会で検討が続けられているが、費用負担を求められ

ている荷主業界は強い反発を示し、新税!課徴金導
入反対運動を展開している。

" Department of Homeland Security（国土保安省）

２００２年６月、ブッシュ大統領は、国土保安戦略の

重要なステップとして現在複数の機関に分散してい

る国土保安機能を統合し、「国土保安省」を創設する

ことを提案した。

これを受け、下院では国土保安機能を有する国防

総省、FBI（連邦捜査局）、関税庁、USCG（沿岸警備

隊）等の統合を提案した独自の国土保安省創設法案

（HR５００５）を提出した。

一方、上院も２００２年９月末現在独自の国土保安省

創設法案を検討中であることから、上下院の法案が

出揃ったところで、両院協議会で一本化の作業が行

われると思われる。

# Container Security Initiative（CSI）

毎年１，６００万 TEU分のコンテナ貨物が米国に輸入

されているが、米国関税庁はコンテナ貨物積出港で

の安全検査の強化を目的に、米国向けコンテナ取扱

量上位２０港（表３―１参照）を主な対象とした CSI

を２００２年１月に考案した。

CSIは、米国と対象港湾を有する国との間で参加合

意文書を交わし、米国が各港湾に派遣する関税庁職

員と現地当局が連携して以下の対策を行うプログラ

ムである。

ａ）危険度の高いコンテナの特定

ｂ）危険度が高いと特定されたコンテナの積出港

での内容物検査

ｃ）迅速にコンテナ検査を行う技術の導入

ｄ）高機能で安全なコンテナの開発と導入

同プログラムには、米国と国境を接するカナダが

最初に参加を決定し、その後２００２年８月までにオラ

ンダ（ロッテルダム港）、ベルギー（アントワープ港）、

フランス（ル・アーブル港）、ドイツ（ハンブルク・

〔資料３―１〕 米国CSI の対象とされている米国向
けコンテナ貨物取扱量世界上位２０港

CSI＊順位 港 名＊＊ CSI＊順位 港 名

○ １ 香 港 ○ １１ アントワープ（ベルギー）

２ 上 海（中国） ○ １２ 名 古 屋（日本）

○ ３ シンガポール ○ １３ ル・アーブル（仏）

４ 高 雄（台湾） ○ １４ ハンブルグ（独）

○ ５ ロッテルダム（蘭） １５ ラ・スペッツィア（伊）

６ 釜 山（韓国） １６ フェリックストゥ（英）

○ ７ ブレーマーハーフェン（独） １７ アルヘシラス（スペイン）

○ ８ 東 京（日本） ○ １８ 神 戸（日本）

○ ９ ジ ェ ノ バ（伊） ○ １９ 横 浜（日本）

１０ 塩 田（中国） ２０ ラムチャバン（タイ）

＊ ２００２年９月末日までにCSI 参加を決めた港
＊＊（ ）内は国名
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ブレーマーハーフェン港）が参加している。アジア

では９月に入ってシンガポール、香港が参加を決め、

わが国（東京・名古屋・神戸・横浜港）も９月２６日

に合意文書に署名した。

合意文書によると、CSIを６ヶ月間試験的に実施し

た後、本格実施に移るか否か、対象港を拡大するか

否かについて改めて協議の上、決定することが定め

られているが、上記の対策の具体的内容については、

試験期間中に検討する模様である。

米国が順調に CSIの対象範囲を拡大する一方、EU

は「国単位での参加を求める CSIは EUの地域共通政

策を分断するものであり、また、参加港と非参加港

の差別化に繋がるものである」として反発しており、

CSGメンバー国の在米海運担当官で構成する Cotton

Clubも CSIは IMO等の国際機関における多国間の枠

組みで検討するよう求めている。

! Cargo Manifest情報提出に関する米国関税庁規則案

２００２年８月、米国関税庁は CSIの補完を目的とし

て、船社およびNVOCC（Non Vessel Operating Com-

mon Carrier：非船舶運航業者）に対し、米国向け貨

物および米国経由で輸送される貨物の船積み２４時間

前までの Cargo Manifest情報提出を義務付ける規則

案を発表した。

同規則案は、コンテナ・自動車・バルク・液体等

の全貨物を対象に、船積みの２４時間前までに以下１５

項目の貨物情報の提出を米国関税庁に義務付けるも

ので、違反した場合は揚荷許可の延期!差し止めお
よび罰金（１件につき＄５，０００～＄１０，０００）を課すこと

を定めている。

〈情報提出が義務付けられる１５項目〉

① 出港した外国の港。

② Carrier Code（SCAC Code）

③ 航海次数（Voyage Number）

④ 最初の米国寄港地への予定到着日。

⑤ B!L番号と数量（Master B!Lもしくは House

B!L）

⑥ 米国行外国運送人が最初に貨物を受け取る港名

⑦ 貨物の正確な説明（貨物分類に関するHSコード

を荷主から提供されている場合は同コード）と重

量シールされた貨物（いわゆる FCL貨物）について

は、荷主が申告した貨物説明と重量

FAK（Freight All Kinds）、general Cargo、STC

（said to contain）等の総称的説明は認められない。

⑧ B!L記載の荷送人名と住所、あるいは ID番号

⑨ B!L記載の荷受人名と住所、あるいは所有者の

代表者名と住所、あるいは ID番号

⑩ 実際の積載数量と B!L記載の数量が異なる場合

の通知

⑪ 船舶名、船籍、船舶番号

⑫ 貨物の積み込みが行われた外国港名

⑬ 危険性物質の表示。（Hazardous Material Indica-

tor）

⑭ コンテナ番号（コンテナ貨物の場合）

⑮ コンテナシール番号

同規則案については、２００２年９月９日までパブリ

ックコメントが募集されていたことから、船主団体

では ICS、WSCが、その他の関係者では、日本機械

輸出組合、日本インターナショナルフレイトフォワ

ーダーズ協会（JIFFA）がそれぞれ規則案の問題点を

指摘するコメントを提出した。

また、Cotton Clubも規則案導入に懸念を表明する

Demarcheを米国関税庁に提出した。

米国関税庁では、寄せられたコメントを分析した後、

その後の対応を判断する意向を示しており、２００２年

９月末現在、同規則案の実施予定時期は未定である。

〈米国関税庁規則案に対する ICSコメントの主要点〉

① 全ての貨物情報が整う船積み前に運送人に情報

提出を課すことは、現状の貿易慣行を根底から再

構築することを意味する。

② 規則案施行前に、実行性を検証するための試行

期間を設けるべきである。

③ 運送者が規則案に対応できるよう、米国向け貨

物はこれまでより２～４日早めに運送者に預ける

必要が出てくるため、生産者から最終消費者に至

るまでの貿易関係者は、追加蔵置費用を負担する

ことになる。この規制は“Just in Time”の物流と相

反するものであり、経済効率を大きく後退させる

ことになる。

④ 複数の港で米国向け貨物および米国経由の貨物

を船積みする場合は、その都度船積み２４時間前に

情報提出を行わなければならず、事務処理作業が

著しく増加する。

⑤ 貨物の中でも、特にバルク貨物は航海中に目的

地が変更される場合がある。

⑥ バルク貨物については、実際に積み込まれるま

で正確な積載量はわからないことが多い。

! 国 際 関 係
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⑦ 貨物情報は運送人ではなく、貨物の買い手もし

くは売り手から船積み決定前に収集する方が情報

の正確性が向上する上、関税庁の情報分析の時間

も充分確保でき、また物流効率上も有効と思われ

る。

' C!TPAT（Customs!Partnership Against Terrorism）

米国への輸入貨物についての保安対策を民間と連

携して徹底することを目的に、米国関税庁は輸入貿

易関係者（輸入業者、運送業者、仲立業者、倉庫業者、

製造業者）を対象とした Customs!Partnership Against

Terrorism（C!TPAT）を２００２年４月に発表した。

C!TPATは、輸入貿易関係者がそれぞれ担当する業

務範囲での保安対策の徹底および向上に関する協定

を米国関税庁と締結するプログラムで、C!TPAT参加

者については、通関関連手続きが一部軽減される等

の優遇措置が与えられることになっている。（協定内

容に違反した場合は、同優遇措置を取り上げられる）

C!TPATは２００２年４月にまず輸入業者の参加申請受

け付けが始まり、７月中旬からは船社等の運送業者

の申請受付が始まった。但し、本プログラムへの参

加はあくまで各業者の自由意志とされている。

〈C!TPAT参加手続き〉

! 参加希望業者は、米国税関との協定に署名の上、

２通を税関に提出。

" 協定を提出した業者は「Supply Chain Security

Profile Questionnaire」（業者の保安対策に関する質

問状）の回答を協定提出後、６０日以内に税関に提

出。

# 同 Questionnaire回答内容を関税庁が確認した後、

同関税庁が署名した協定が当該業者に返送され、

手続き終了。

( Security Guards問題

米国 Local Immigration & Naturalization Services

（INS：入国帰化局）は、船員の米国への違法な上陸

を防止するため、インド・フィリピン・パキスタン

等の国籍の船員が乗船する船舶に対し、着岸時の「Se-

curity Guards」（武装警備隊）配置と配置費用の本船

負担を義務付ける措置を２００２年６月頃から一部の港

湾で実施した。

こうした INSの措置に対し、BIMCO（ボルチック

国際海運協議会）は、ICS、ISF、INTERCARGO（国

際乾貨物船主協会）、INTERTANKO（国際独立タン

カー船主協会）と連名で、同措置に抗議する意見書

を INSに提出した。

同意見書では、不透明な措置で特定国籍の船員が

船外外出（上陸）を禁じられていることに抗議する

とともに、コスト負担を本船に義務付けることの不

当性について指摘している。

上記のような米国の動きや関係国際機関の海事保安

対策の検討に対し、当協会関係委員会・幹事会は連携

して検討の進捗状況を把握し、必要に応じ当協会の意

見反映を図るとともに、本件に関する基本的な考え方

を〔資料３―２〕の通り取りまとめた。

当協会としては、引き続き各方面の動向を注視し、

海運業界の意見が適切に反映されるよう図っていくこ

ととしている。

〔資料３―２〕
２００２年９月１３日

日本船主協会

海事保安問題について

米国 CSIを始めとする各種海事セキュリティ強化策につ

いては、海運業界としても可能な限り協力する必要がある

と考えているが、対策の検討・実施にあたっては次の点に

充分配慮すべきである。

% 円滑かつ効率的な物流の促進に寄与するものである

こと。

& 海運業界のみに追加のコスト負担を課すものでない

こと。

$これら対策には国際的整合性が重要であり、その運用

に国毎の差異のないよう、国際機関や各国間における

連携と情報の共有を徹底し、世界共通の制度として確

立されることが必要である。そのためには、政府間に

よる各種協議の内容が積極的に公開され、議論の透明

性が確保される必要がある。

$今後、対策の実現性や実効性などをはじめ様々な問題

が発生するものと予想されるので、対策の検討・実施

に際しては、海運業界など民間関係者との協議が随時

開催され、民間の意見を的確に反映する仕組みが必要

である。

以 上
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３・４ アジア船主フォーラム
１．アジア船主フォーラム総会

第１１回アジア船主フォーラム（ASF : Asian Shipown-

ers’ Forum）総会が、２００２年５月２８日に台湾船主協会の

主催により台湾・台北で開催され、アジア７ヵ国!地
域の１２船協（豪州、中国、台湾、香港、日本、韓国、

アセアン（インドネシア、マレーシア、フィリピン、

シンガポール、タイ、ベトナム））から約１００名の代表

が出席し、当協会からは!長保英会長をはじめ１２名の
代表が参加した。（資料３―３参照）

ASF総会は、１９９２年に第１回会合を当協会主催で開

催して以来、メンバー国!地域の船主協会が北から南
の順で議長を回り持ちしながら毎年開催している。

ASFは、年次総会の他に５つの委員会（シッピング

・エコノミックス・レビュー、シップ・リサイクリン

グ、船員、航行安全および環境、保険法務）が原則と

して毎年の年次総会の間にそれぞれの中間会合を開催

している。

今総会では、事前に各委員会が個別早朝会合を開催

し、その後の本会合で各委員会から主な活動報告が行

われた。

本会合では、メンバー船主間での共通認識を確認し、

率直かつ前向きな意見交換が行われた後、共同声明（資

料３―４参照）が採択された。

共同声明では、米国同時多発テロ後の国際社会の対

応を原則的に支持する一方、そうした対応の一部が効

率的かつ自由な海運・貿易活動に重大な影響を与える

可能性につき懸念が表明された。この他、フィリピン

の海運労使による ITF＊１等のベンチマーク引き上げ凍

結運動について ASFとしての全面的な理解が示された

ほか、IACS＊２などで検討されているバルクキャリアの

安全対策については、船主を含む全ての関係者の理解

を得た上で実施されるべきことなどが確認された。次

回第１２回総会は、２００３年５月２６－２８日に香港で開催され

ることとなった。

＊１：ITF（International Transport Workers’ Federation）：国
際運輸労働者連盟

＊２：IACS（International Association of Classification Socie-
ties）：国際船級協会連合

〔資料３―３〕 第１１回アジア船主フォーラム（ASF）台北総会 日本側出席者

氏 名
Name

船協 役職名
JSA Title

会 社 役 職 名
Company Title

!長 保英
Yasuhide SAKINAGA

会 長
President

川崎汽船 社長
President, Kawasaki Kisen Kaisha, Ltd.

草刈 隆郎
Takao KUSAKARI

副 会 長
Vice President

日本郵船 社長
President, Nippon Yusen Kaisha, Ltd.

鈴木 邦雄
Kunio SUZUKI

副 会 長
Vice President

商船三井 社長
President, Mitsui O.S.K. Lines, Ltd.

松永 宏之
Hiroyuki MATSUNAGA

副 会 長
Vice President

東京タンカー 社長
President, Tokyo Tanker Co., Ltd.

鷲見 嘉一
Yoshikazu SUMI

副 会 長
Vice President

新和海運 社長
President, Shinwa Kaiun Kaisha, Ltd.

徳川 恒孝
Tsunenari TOKUGAWA

日本郵船 副社長
Vice President, Nippon Yusen Kaisha, Ltd.

石田 忠正
Tadamasa ISHIDA

日本郵船 常務
Managing Director, Nippon Yusen Kaisha, Ltd.

福島 義章
Yoshiaki FUKUSHIMA

理 事 長
Director General JSA

大滝 光一
Koichi OTAKI

会長秘書
Secretary to the President

川崎汽船 経営企画グループ政策担当部長
General Manager for Policy Issue, Corporate Planning Group, Kawasaki Kisen
Kaisha, LTD.

足立 和也
Kazuya Adachi

船員対策室 副部長
Deputy General Manager
Seafarers Chamber

JSA

園田 裕一
Yuichi SONODA

国際企画室長
General Manager Interna-
tional Policy Chamber

JSA

山上 寛之
Hiroyuki YAMAGAMI

国際企画室
International Policy Cham-
ber

JSA
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〔資料３―４〕

２００２年５月２８日

第１１回アジア船主フォーラム

共同声明

第１１回アジア船主フォーラム（ASF）は、２００２年５月２８日、

台湾・台北において成功裏に開催された。

会合には、豪州、中国、台湾、香港、日本、韓国、アセ

アン（アセアン船主協会連合会：インドネシア、マレーシ

ア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナムの船主協

会により構成）各船主協会の代表１００名が出席した。ASF

総会は、地理的に北から南に議長職を回り持ちしながら毎

年開催されている。

ASFは１９９２年の発足以来、メンバー船協間の相互理解と

友好関係を増進する上で大きな役割を果たしてきた。アジ

ア船主は、総会と５－Ｓ委員会において重要問題について

意見交換し、対応を調整している。世界の貨物船船腹量の

４０％以上をアジア船主が所有・運航しており、ASFは、ア

ジアと国際海運の新たな未来を形成する上でより一層の影

響力を行使するとともに、世界海運を先導し、国際海運問

題においてアジア船主の声を代表するフォーラムとしての

役割をさらに強化していくこととしている。

第１１回 ASFは、アジア船主の利益に影響する様々な問題

を検討した。それらの問題は、５―Ｓ委員会、すなわち、

シッピング・エコノミックス・レヴュー委員会、シップ・

リサイクリング委員会、船員委員会、航行安全・環境委員

会、保険法務委員会を通じ提起された。

ASFの共通認識は、以下の通り確認された。

１．シッピング・エコノミックス・レビュー

ASFは、シッピング・エコノミックス・レヴュー委員会

（SERC）の第９回（２００１年１１月１３日、於香港）および第１０

回（２００２年２月２６日、於シンガポール）中間会合が、それ

ぞれ開催されたことに留意した。

ASFは、SERCの活動報告と、香港とシンガポールの各中

間会合で採択された了解事項を承認した。

出席者は、世界の経済とコンテナ荷動き!消席率に回復

の兆しが見えてはいるものの、世界コンテナ海運業界が依

然として深刻な船腹過剰問題に直面していることを認識し

た。会合は、いくつかのコンテナ航路で自主的な船腹削減

計画が実施されていることに留意しつつも、各船社が個別

に行うものと、適法な船社間協定内で他船社と協力して行

うものの、双方による一層の船舶合理化努力が引き続き必

要とされていることを再確認した。この点に関連し、出席

者は、業界の正確な状況に関する共通認識を共有する上で

の協議の場の役割を確認するとともに、船社間協定に対す

る独禁法適用除外制度の重要性を強調した。

また会合は、世界貿易とグローバル経済の持続的発展を

支える上で必要不可欠なインフラとして、コンテナ海運産

業の重要性を再確認した。アジアのコンテナ海運会社のす

べての CEOは、長期的な経営戦略に基づく責任ある行動を

とるために最大限の自覚を持つべきであること、また、も

し近視眼的な経営判断に依存した場合には、業界の損失と

しかなり得ないということに合意した。出席者は、２００１年

２月の SERCバリ会合で採択された３－Ｃキーワードを想

起した。

!長期かつ総合的戦略に基づく経営判断を行う自信

―Confidence

!充実したサービスを提供するためのアジア海運産業内の

協力―Cooperation

!協定における相互信頼と理解を通じた対話

―Communication

ASFは、高品質かつ安全な海運サービスの提供を確保す

るために海運産業の健全な財政状態を回復する方策を続け

ていく、とのアジア船主の決意を表明していく必要がある

ことに合意した。会合は、同様の方策を採るよう要請する

強いメッセージを他地域の海運業界に伝えていくことに合

意した。また ASFメンバーは、現在の困難な状況に有効に

対応するため、全世界の荷主団体の最良の理解を創出して

いくことに全力を挙げることを合意した。

ASFは、WTO海運自由化交渉の再開を特に歓迎し、２００１

年１１月の中国と台湾のWTO加盟を歓迎した。

ASFは、自由・公平な貿易原則と、すべてのWTOメンバ

ーの参加による国際貿易航路の世界的な自由化を引き続き

支持するものである。

２．シップ・リサイクリング

ASFは、シップ・リサイクリング委員会の第５回中間会

合が、２００２年３月２５日、台北において開催されたことに留

意した。ASFは次の事項について ASFの立場を再確認した。

ASFは、IMO第４７回海洋環境保護委員会において、船舶

リサイクル問題改善に向けた IMO総会決議案および IMO

ガイドラインを策定することが合意されたことに留意した。
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ASFは、海運業界が船舶リサイクルの過程において重要

な役割を果す関係業界のひとつであるということに留意す

るとともに、安全かつ環境に配慮した方法で船舶の退役を

増進することに関して、法的枠組、船舶の設計および建造

から解撤の局面までの政府・非政府機関を含むすべての関

係者が、各自の権限の範囲内で、船舶リサイクルに関連す

る問題に取り組むことを奨励する。

ASFは、ICSが調整役となっている船舶リサイクルに関す

るインダストリー・ワーキング・パーティーが、「船舶リサ

イクルに関する業界行動指針」を策定し発表したことを評

価する。同指針は、船舶リサイクルに関し、船社の参考と

なるような良好な実務慣習を構成する一連の奨励策の要点

を取りまとめたものであり、リサイクルの更なる発展を促

すものである。

ASFは、リサイクルの対象となる隻数が大幅に増加する

との見込みから、円滑なリサイクルが阻害されることのな

いよう、船舶リサイクル問題の改善には、各関係者の技術

的・経済的な対応力を考慮した上で、合理的かつ実効性の

ある方策が必要であることを認識した。

同時に ASFは、世界の主要造船国および主要解撤国がア

ジアにあること、また、世界船腹量の多くの割合はアジア

地域から運航されていることを認識し、船舶リサイクル問

題を改善するため、実行可能な方策の確立について検討を

進めていく。また ASFは、各国の適応力に従い、多国間会

議や国際会議の場でアジアの一貫した意見を表明し反映さ

せるため、アジアの政府・非政府機関の関係者と一層協調

することに努める。

３．船 員

ASFは、船員委員会第７回中間会合が、２００１年１０月２３日、

釜山において開催されたこと、および同会合後に表明され

た共同声明に留意した。船員委員会委員長は、同中間会合

以降の進捗状況について報告し、出席者は審議の後、以下

の事項についての ASFの方針を再確認した。

出席者は、ILO統合条約検討の進捗状況に留意し、とくに

ISFおよび ILO High Level Tripartite Working Group（HLT

WG）のメンバーの多大な作業に対して感謝の意を表した。

ASFは、この新しい条約の検討において適切かつ代表的な

アジアの意見が考慮されるように、ASFメンバー船協に対

して統合作業に参加するよう奨励した。

IMOの加盟国である ASFメンバー国のすべてが、IMO

STCW９５条約に基づくホワイトリストに含まれていることに

喜びをもって留意した。ASFは、締約国が船員訓練等に関

する標準制度の質を維持すべきことを継続的に要求される

ものと考え、そしてこの点について、ASFメンバー船協に

各国政府に協力するよう求めた。出席者は、アジアの大部

分の国の政府が、外国の免状の基準を確認・承認するため

の手続きを含め、STCW９５条約で要求された革新的な変更の

導入に向けて、真の作業を進めていることに喜びをもって

留意した。

ASFは、いくつかの旗国政府による STCW９５条約の I!１０

規則に基づく裏書の発給が遅いため、同条約に基づく証明

書や必要な裏書の船員の取得が妨げられていることに極め

て強い懸念を示した。IMOはサーキュラー（STCW．７!

Circ．１２）において、ポートステートコントロール当局に対

し、こうした手続きが遅れている状況を勘案し、２００２年７

月３１日までは船社に対しては警告文のみにとどめるよう求

めているとはいえ、いくつかの政府にあっては、STCW９５条

約の I!１０．５規則で認められている３ヶ月の裏書の発給猶予

期間を超えている状況である。また、STCW９５条約の I!

１０．１．２規則に規定された相互承認に関する事項について

の合意をしていない、いくつかの国々もある。

ASFは、すべての関係国においてこの定められた合意を

できるだけ早期に実施するように奨励するとともに、船主

の管理外のこうした理由によって船舶が遅滞しないように、

旗国政府の裏書の発給を奨励した。

ASFは、アジア地域における不正証書の可能性について

全世界的な注意が払われていることに留意した。一方、か

つて用いられた統計は不正確であり、そして不正証書の多

くは、少数の STCW９５条約に基づかない免状であったとの

認識の下、出席者は STCW９５条約の完全実施は、存在する

であろう不正証書問題の撲滅に役立つと考えた。ASFは、

国内の証書に電子的に照合できるデータベースの促進を歓

迎し、すでにアジアのいくつかの政府のウエッブサイトに

おいて証書の照合が可能になっていることに喜びを持って

留意した。ASFはそのようなデータベースを作成していな

い各国政府に対し、適当なシステムを早期に取り入れ、設

立することを奨励した。

出席者は、パナマにおける船員の訴訟問題の改善状況に

留意し、ASF議長がパナマ・フィリピン両国大統領宛に船

員の訴訟に関する二国間協定を締結するよう求める書状を

送付する、という ASFの船員委員会と保険法務委員会が共

同で検討した恒久的な解決策を承認した。

ASFは、タンパ号や同様な事件が、海上難民の救助に対

する倫理的・法的な義務に関する重大な問題を引き起こし

たことを認識した。ASFは海上難民の取り扱いに関する IMO

の新しい決議（Ａ９２４）、即ち、船舶、旗国あるいは沿岸国

に適用される法規の欠落や不一致を洗い出すことを目的と
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して、現行の条約の見直しを求めることを歓迎した。出席

者は、密航者やこれに関連した事件が増加していることに

同様な懸念を表明した。

出席者は、中国交通部の招請により IMOの専門家が２００１

年９月に、中国の６つの海事教育訓練機関（METs）におけ

る現在の海事英語訓練の基準を調査するため、これらの機

関を訪問したことに留意した。同調査団による評価結果の

多くが、香港船協のMETsに関する調査研究と合致するも

のであった。ASFは、アジア太平洋地区船員教育・訓練機

関連合会（AMETIAP）および国連・アジア太平洋経済社会

委員会（UN ESCAP）のような他の組織と可能な限り連携を

とりつつ、香港船協のMETsに関する概念をどのようにし

てアジア地域に広めるかについて、船員委員会に対して検

討するように求めた。

ASFは、アジア船員の雇用促進と生活・労働条件の検討

を目的として新たなアジア雇用者グループが設立されるこ

とについて報告を受けた。出席者は、賃金交渉については、

その新しいグループが直接携わらず、個々の会社ないし、

その代表者と各船員組合に委ねられることに留意した。

フィリピン船主協会の報告に引き続き、ASFは、フィリ

ピンの船員組合と船主によって共同で行われている、ITF

TCC及びその他の組合のベンチマークの引き上げに対する

凍結運動に全面的な理解を示した。

４．航行安全および環境

ASFは、航行安全および環境委員会の中間会合が２００１年

１１月２日、マレーシア・クアラルンプールにおいて開催さ

れたことに留意し、審議の結果以下の航行安全および環境

に関わる問題への決意を確認した。

!海賊および武装強盗

会合は、本問題についてより多くの関心を呼び起こすた

めの様々な動きに励まされつつも、海賊事犯が、依然アジ

アの海域において多発していることを懸念した。２００１年に

発生した事犯総数の約２!３が、極東から、南シナ海、イ

ンド亜大陸にかけてのアジアの海域において発生している。

ハイジャック件数が２倍に増加したことは、ハイジャック

された船舶がテロリストに利用され得る危険性を示唆して

いる。

ASFは、すべてのアジア各国政府に対し、海賊および武

装強盗の脅威を撲滅するための海賊対策の強化を再度求め

るとともに、本問題に共同して取組むため、二国間もしく

は多国間協力を早急に推し進めるよう要請する。

!海上保安

９月１１日の悲劇を受け、海上保安問題が IMOの緊急案件

となった。２００２年５月１５－２４日に開催された IMO海上安全

委員会（MSC７５）では、同年１２月４－１３日にロンドンで開催

される海上保安に関する外交会議に向けて多くの IMO加盟

国からの提案が審議された。

ASFは、テロ行為に対する世界的な対策を構築しようと

する米国等の取組みを全面的に支持する一方、その対策の

一部が、効率的かつ自由な海運および世界貿易に重大な影

響を与える可能性を懸念する。

ASFは、政府と産業界とが協力し、信頼度の高い迅速な

情報の共有化と共同で事態にあたることが、有効な海上保

安プログラムを計画し実施する上で、非常に重要であると

の見解を強く支持する。この点に関し、すべての荷送人、

荷受人、運送者、港湾管理者、世界各国の政府機関が重要

な役割を担うことになる。ASFは、保安問題について実行

性の高い統一的な対策が確保されるよう、すべての主管庁

が IMOで協力することを求める。海運に係るすべての保安

対策は、その内容と各国間における統一性が透明で、かつ

差別なく適用されなければならない。

ASFは、海洋航行の安全に対する不法な行為の防止に関

する１９８８年のローマ条約およびその議定書をすべてのアジ

ア各国が、改正条項も含め早期に批准することを求める。

これは、船舶および固定海洋プラットフォームに対する不

法行為に政府が適切に対応する上において重要かつ不可欠

なものである。

!バルクキャリアの安全対策

ASFは、相次ぐバルクキャリアの沈没事故を重大な懸念

を持って留意し、堪航性を維持するために、船主による追

加の安全対策や保守整備作業が必要であることを合意した。

また ASFは、バルクキャリアの沈没事故の再発を防止す

るための効果的な解決策と改善策を見出すため、海運業界

は船級協会と密接に作業および協力をすべきであるという

ことについて意見が一致した。

ASFは、国際船級協会連合（IACS）による８項目の安全強

化策に留意した。しかしながら、IACSの強化策はハッチカ

バーの損傷に重点を置き過ぎており、ASFは、サイドフレー

ム（船側肋骨）の損傷もしくは衰耗が、一般的に老齢ケー

プサイズ・バルクキャリアの海難の主要原因であるという

見解を有するところである。

本件に関し、ASFは、バルクキャリアの沈没事故の再発

を防止するため、IACSによって提案された８項目の対策を

含め、効果的な安全対策と保守整備作業の技術的評価が、
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すべての関係者の協力により実施されるべきであることを

確認した。

バルクキャリアの沈没事故が主に老齢船で発生している

事実を踏まえ、ASFは、船体に対する適切かつ綿密な評価

を実施できるよう、現在実施されている検査強化プログラ

ム（ESP）が見直されなければならないという見解を支持し

た。

"水先業務

ASFメンバーは、世界のいつくかの港における水先業務

の水準を問題視している。水先人の過失を起因として多く

の事故が発生している。一般的な観測として、いくつかの

国における水先人の訓練および教育の水準には疑問があり、

更なる改善が必要である。また、水先人、タグボートの船

長および本船船長との間で誤解を生じないよう、英語など、

共通言語を定めてこれを使用すべきである。

そのため、ASFは、海事当局がより一層の責任を持ち、水

先人が適切に訓練され操船する能力を持つことを確保する

ため、積極的に活動するべきであることを強調した。その

訓練は、最近改訂されたガイドライン（IMO決議Ａ．４８５

（$）附属書!、附属書"：Deepsea Pilots以外の水先人の

訓練および資格証明）に基づいたものとすべきである。

さらに ASFは、国際海運会議所（ICS）、国際独立タンカ

ー船主協会（INTERTANKO）、国際港湾協会（IAPH）およ

び国際水先人協会（IMPA）による最適性規準の策定を支持

する。

"Marine Electronic Highway

ASFは、日本海からマラッカ・シンガポール海峡を経て

インド洋に至る海域を対象とした、Marine Electronic High-

way（MEH）構想が IMO主導で検討されていることに留意

した。MEHは、全地球的測位システム（GPS）、船舶航行

システム（VTS）、船舶自動識別装置（AIS）など適切な洋上

設備を含め、船舶の電子海図表示装置（ECDIS）上の電子

航海海図（ENC）とリンクされる海上情報技術の地域ネッ

トワークを構想している。

MEHの第１段階として、マラッカ・シンガポール海峡に

おいて、２００３年から４年間の試験運用が開始される。

MEHの基本的な目的は、海上交通の安全と海洋汚染の防

止に資することであるが、ASFは、いかなる経済的負担も

海運業界に負わされるべきでないとの認識で一致した。ASF

は、当該システムを利用する船舶への費用転嫁の可能性が

あることから、その進展を緊密に監視することの重要性を

考慮した。

"大気汚染問題―MARPOL条約附属書!

船舶からの大気汚染防止のための規則が、MARPOL条約

新附属書#の中の議定書として１９９７年に IMOにおいて採択

された。同議定書は IMO加盟国１５カ国および世界商船船腹

量の５０％の批准をもって発効するが、２００２年末までに発効

条件を満たさない場合は、その事情を調査することが求め

られている。当該議定書が発効しなかった場合、いくつか

の国や地域によって異なった条件や要件が課せられ、船主

にとって相当不利な事態となる惧れがある。

ASFは、同議定書の早期発効を支持するとともに、IMO

加盟国政府が遅滞なく同議定書を批准するよう要請した。

５．保険法務

ASFは、保険法務委員会の第７回中間会合が２００２年３月

１９日、香港において開催されたこと、および会合後に表明

された共同声明に留意した。同委員会の委員長が、中間会

合以降の進展状況について報告し、出席者は審議の後、以

下の事項についての ASFの立場を確認した。

"船舶戦争保険

ASFは、昨年９月１１日の痛ましい事件が巨額の保険損失

を生じさせたことを認識するものの、その後、戦争保険の

引受人が、明らかに追加資金の増加を企図して保険の基本

料率を引上げるために保険解約条項を行使したことは、前

例も無く、不当なものであると考える。テロリストの攻撃

はあったものの、料率の引上げを正当化するような潜在的

なリスクに変化は無かったし、いかなる場合も、料金改定

は契約の途中で行われるのではなく、更改の際に協議する

ことが通常の実務であった。

ASFは、種々の海運業界団体と戦争保険引受人の代表と

の間で会合が持たれたことを歓迎するとともに、保険業界

に対して、海運業界とのハイレベルの協議を続け、唐突な

行動を取る前に海運業界の懸念を考慮するよう要請した。

また ASFは、戦争危険に対し、より安定的かつ弾力的な保

険カバーを手当てする、他の方策について研究するよう保

険法務委員会に要請した。

"パナマにおける船員の死亡・傷害に関する求償問題

ASFでは、パナマにおける船員の死亡・傷害に関する求

償問題の取扱いで、継続的で好ましい進展に関する最新状

況について報告がなされた。しかしながら、出席者は、本

件について進展はみられたものの、パナマ・フィリピン政

府間の二国間協定が永続的な解決を促し、将来、この種の

問題を回避するであろうと考える。
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２．シッピング・エコノミックス・レビュー委員会

（SERC）中間会合

ASFの５つの“Ｓ”委員会の１つである SERC（Ship-

ping Economics Review Committee）は、その中間会合

を以下の通り開催し、当協会国際企画室がそれぞれ同

委員会事務局として活動した。

! 第９回中間会合（２００１年１１月１３日 於 香港）

同会合は、第８回中間会合（２００１年２月 於イン

ドネシア・バリ）に続くもので、今回から草刈副会

長が新委員長として議長となり、ASFメンバー船協

から６ヵ国!地域の代表１５名が参加し、当協会から
は以下５名が参加した。

（SERC委員長）

草刈 隆郎 当協会副会長（日本郵船社長）

太田 健夫 飯 野 海 運 社 長

黒谷 研一 川 崎 汽 船 理 事

徳川 恒孝 日 本 郵 船 副社長

佐藤 博之 商 船 三 井 専務取締役

会合では、まず各国から経済の現況や見通しが報告

され、米国の景気減速と米国同時多発テロの影響で、

海運業界全体が重大な事態に直面しているとの共通認

識から、全ての CEOが有効な対策を検討する必要があ

ることに合意した。

定期船部門では、コンテナ海運業界がかつてない困

難な状況に直面しているという認識のもと、各 CEO

このため ASFは、二国間協定案に署名するよう促す、適

切な書状を両国の大統領宛に ASF議長名で送付するという、

船員委員会および保険法務委員会共同の要請に応えること

を合意した。

!油濁補償責任

委員長は、油濁損害の被害者に対する補償の増額を意図

した１９９２年国際油濁補償基金（IOPCF）の改定議定書案起草

の最新の進捗状況について出席者に説明した。船主責任問

題については、IOPCF作業部会で将来の見直しに対してオ

ープンであるべきとの合意がなされているが、ASFは、CLC

!FCの限度額引上げや新しい追加基金の導入による実績が

蓄積され、データが見識ある議論を可能とするまで待つべ

きであると IOPCF作業部会に要請した。

!１９７４年のアテネ条約改定議定書

出席者は、１９７４年アテネ条約改定議定書起草において未

解決のままとなっている問題の一つに、船客毎の限度額の

問題が含まれていることに留意した。また、議定書案を採

択するための外交会議が、IMO法律委員会の本年１０月の会

期と同時期に開催されることにも留意した。

ASFは、船客に対する正当な賠償に関する要望に応じる

よう、公正な解決策を見出さなければならないことは認識

するものの、提案されている責任限度額では、大型旅客船

に乗船している旅客数にこれが適用された場合、現在の P

&I保険では対応しきれない状況となり得るという懸念を再

度表明した。ASFは、P&Iクラブの理事会および委員会の

メンバーである船主に対し、このような求償が個々の P&I

クラブの旅客船を運航していない船社やプール協定を通じ

て、国際 P&Iグループ全体に潜在的に影響することについ

て真剣に検討するよう促した。また ASFは、船客の求償に

関して、より適切な責任保険の代替手段について検討する

よう客船業界の船主に要請した。

!海難残骸物除去に関する条約案

ASFは、IMO法律委員会が２００４－２００５年に条約を採択す

るための外交会議を開催することを目指して、海難残骸物

除去に関する新条約に関する検討を開始したことに留意し

た。

保険法務委員会委員長が条約案の条文を紹介し、同条約

案はまだ検討の初期段階ではあるものの、ASFは、貨物が

原因で当該残骸物が危険状態に陥っていると判断された場

合には、荷主が賠償する義務を負うことを条約案に取り入

れることを歓迎した。委員会は、同条約案の検討をモニタ

ーするとともに、適切にコメントをするよう要請された。

!アジア・マリン・コンソーシアム

ASFは、アジア・マリン・コンソーシアムの担当者から

シンジケートの実績に関する現状報告を受けた。ASFは、シ

ンジケートのリーダーシップを取る保険会社の変更に留意

するとともに、これが ASFの本事業に対して、より強力な

資金面での安全性と専門的技術を提供したものと認識した。

ASFは、堅調なレートの局面において競争性を維持する

ための強力な位置にコンソーシアムを置き、十分満足でき

る結果をもたらしたコンソーシアムの手堅い保険引受け手

法に留意した。

６．第１２回ASF

開催地を地理的に北から南へ回り持ちするとの慣例に従

い、第１２回 ASFは、２００３年５月２７日に香港で開催される。

! 国 際 関 係
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が冷静にリーダーシップを発揮していくことが確認さ

れた。

ドライバルク!タンカー部門では、世界的景気後退
等の影響で市況の悪化や変動が懸念されていることか

ら、定期船部門同様、各 CEOが正確な市況認識に基づ

く良識と思慮深い行動で会社を指揮していくことが確

認された。

また、環境、テロリズムに対する危機管理、海賊事

件などの諸問題等についても積極的な意見交換が行な

われた。会合で採択された了解事項は資料３―５の通

りである。

" 第１０回中間会合（２００２年２月２６日 於：シンガポー

ル）

同会合には、委員長である草刈副会長をはじめ ASF

メンバー船協から７ヵ国!地域の代表１９名が参加し、
当協会からは以下５名が参加した。

（SERC委員長）

草刈 隆郎 当協会副会長（日本郵船社長）

太田 健夫 飯 野 海 運 社 長

若林善三郎 川 崎 汽 船 副社長

徳川 恒孝 日 本 郵 船 副社長

佐藤 博之 商 船 三 井 専務取締役

会合では、まず各国から経済の現況や見通しに関し、

前回会合以降特に注目すべき点等について報告され、

その後、テロリズム対策としてのコンテナや港湾の安

全問題等について情報交換が行われた。

定期船部門では、コンテナ海運市況の悪化を懸念す

るとともに、深刻な船腹過剰問題に取組むため、各船

社が個別かつ自主的に船腹削減を行ったことを歓迎し、

必要に応じ、一層の方策が検討さるべきであることが

認識された。また、会合は多くのエコノミストが２００２

年第一四半期の米国 GDP実質成長率予測を上方修正し

たとの最新情報を歓迎した。

ドライバルク!タンカー部門については、両部門と
も依然として市況が低迷していることを認識しつつも、

世界経済が回復に向うとの見方もあることから２００２年

後半には改善に向かうことが期待された。

また、WTO海運交渉、船舶に対する海賊事件など最

近の諸問題についても意見交換が行われた。会合で採

択された了解事項は資料３―６の通りである。

〔資料３―５〕

２００１年１１月１３日、香港で採択

（２００１年１１月１５日、東京で発表）

了 解 事 項

アジア船主フォーラム（ASF）

シッピング・エコノミックス・レビュー・コミッテイ（SERC）

第９回中間会合（香港）にて採択

アジア船主フォーラム（ASF）シッピング・エコノミック

ス・レヴュー・コミッティ（SERC）第９回中間会合は、ASF

メンバー船協のうちアセアン、中国、台湾、香港、日本、

韓国から６カ国!地域の代表１５名が出席し、２００１年１１月１３日、

香港で開催された。出席者名簿は添付の通りである。

冒頭、出席者は、９月に米国で起きた同時多発テロ事件

の犠牲者や関係者に対し、深甚なる哀悼の意を表明した。

! 世界経済の概観

会合は、米国の景気がさらに減速する兆しを見せてい

たところにテロ事件が発生したため、現在、世界経済が

同時減速の様相を呈しており、これが荷動きの劇的な減

少につながるかもしれないということに合意した。この

ため、定期船、タンカー、ドライバルク、そして客船を

含む海運業界全体が極めて重大な事態に直面しており、

全ての CEOが有効な対策を検討する必要があることに全

会一致で合意した。同時に、こうした不透明な時にこそ

保護主義撤廃の促進が継続されるべきであることも確認

され、その意味で、前週末にドーハにおいて、中国・台

湾のWTO加盟が承認され、新ラウンドの開始が合意され

ようとしていることを心から歓迎した。（注：その後、１１

月１４日夕（日本時間１５日未明）、新ラウンドの開始がドー

ハで合意された。）

" 定期船部門

# トレードの現状

全ての CEOは、コンテナ海運業界全体がかつてない

困難な状況に直面していることを全会一致で認識し、

現在の危機の深刻な程度や状況について荷主業界や一

般世論の正確な理解を得るため、最大限の努力を行う

! 国 際 関 係

74 船協海運年報２００２



必要があることに合意した。出席者は、各航路で発表

!実施されている船腹合理化!削減計画を歓迎し、近

視眼的かつ破滅的な経営判断からの決別を想起すると

ともに、健全かつ分別ある経済原則に基づく会社経営

を行い、世界各地の営業社員を指揮していく上で、す

べての CEOは自らのリーダーシップを冷静に発揮して

いく必要があるという意見を表明した。SERCメンバー

は、公正かつ健全な経営を維持し、長期的な経営戦略

に基づいた責任ある行動をとるため、最大限の自覚を

もつ決意である。SERC会合は、悪化する海運界の状況

に対処する上で、本年２月の前回会合で採択した以下

「３－Ｃ」キーワードの重要性を再確認した。

!長期かつ総合的戦略に基づく経営判断を行う自信

―Confidence

!充実したサービスを提供するためのアジア海運産業内

の協力―Cooperation

!協定等適切な場における相互信頼と理解を通じた対話

―Communication

# 法的な動き（船社間協定に対する独禁法適用除外制

度）

会合は、FMCが１９９８年米国海運改革法（OSRA）施

行後の２年間に関する報告を本年９月に発表したこと

に留意し、より市場主導型の効率的な定期船海運を奨

励するという OSRAの主要目的がほぼ達成されている

との結論を歓迎した。また、OSRAの独禁法適用除外規

定により、運賃拘束力のない広範な協議協定の存在が

認められていることを歓迎した。会合は、現行の独禁

法適用除外制度の維持が非常に重要であるとし、米国、

日本、EUの各当局者がこうした見解を一貫して共有し

ていることを高く評価した。出席者は、船社間協定と

荷主との間の良好な関係と相互信頼が、アジアにおい

て漸進的に築き上げられてきているとの報告を歓迎し、

独禁法適用除外制度が貿易業界全体とグローバル経済

にとって有益なものであるという点につき、各関係政

府機関や荷主業界の理解を得る不断の努力を続ける必

要があることを確認した。

! ドライバルク!タンカー部門

ドライバルク市況は、世界的景気後退と多大な新造船

竣工との相乗効果によって２００１年後半から急落し始めて

おり、老朽船とサブスタンダード船の解撤促進が必要で

あることが認識された。タンカー部門については、特に

VLCC部門において市況が激しく変動していることが懸念

された。全ての CEOは、定期船部門同様、正確な市況認

識に基づく良識と思慮深い行動によって会社を指揮して

いくため、最大限の努力をしていくことを確認した。

" その他

海運産業は、より一層の航行安全対策やニュー・テク

ノロジーによる省エネ、TBT船底防汚塗料の使用中止な

どを通じ、「環境の世紀」における最重要課題の一つとし

て、環境保護のために引き続き努力していくべきことを

確認した。また出席者は、テロリズムに対する危機管理

や船舶に対する海賊事件などを含む最近の諸問題につい

ても意見交換を行った。SERCは、世界各国の関係当局に

対し、さらなる事件防止のための包括的対策を作成する

ため、より一層の国際協調を達成するよう求めるもので

ある。

〔資料３―６〕

２００２年２月２６日、シンガポール

（２００２年３月１日、東京で発表）

了 解 事 項

アジア船主フォーラム（ASF）

シッピング・エコノミックス・レビュー・コミッテイ（SERC）

第１０回中間会合（シンガポール）にて採択

１．アジア船主フォーラム（ASF）シッピング・エコノミッ

クス・レヴュー・コミッティ（SERC）第１０回中間会合は、

ASFメンバー船協のアセアン、オーストラリア、中国、台

湾、香港、日本、韓国から７カ国!地域の代表１９名が出

席し、２００２年２月２６日、シンガポールで開催された。出

席者名簿は添付の通りである。

２．全ての出席者は、最近の悪化したコンテナ海運市況の

下では、現行のサービスレベルを維持していくことが経

営上困難であることについて多大な懸念を表明し、現在、

海運業界が極めて重大な危機に直面していることを全会

一致で認識した。

３．会合は、コンテナ海運が世界貿易と経済の持続的成長

を支えるインフラの必要不可欠な部分であることを再確

認した。こうした重要な役割を果たし、高品質かつ安定
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３．船舶リサイクル委員会中間会合

ASF船舶リサイクル委員会第５回中間会合が２００２年

３月２５日に台北において開催され、インドネシア、台

湾、香港および日本の４ヶ国・地域からの代表、なら

びにベトナム造船業界からオブザーバーが参加した。

当協会は、同会合において船舶解撤動向に関する情報

として IMO第４７回MEPCの結果等を報告するとともに、

以下の点につき各国の代表に訴え、賛同を得た。

! 船舶解撤需要が２００３年頃から増加することが見

込まれることから円滑な船舶リサイクルが阻害さ

れることのないよう、船舶リサイクルに関する諸

問題の改善には各関係者にとって技術的、経済的

に合理的かつ実行可能な方策が必要であること。

" 船舶リサイクルに関する本委員会での議論を一

歩進め、アジアの関係者間の協調関係を深めると

ともに、アジア各国政府を通じて国際会議の場で

アジア船主の意見を反映させる必要があること。

# 船舶リサイクルの有益性・重要性を国際的な場

において積極的にアピールすることが必要である。

議論の結果、当協会の意見が概ね受け入れられた内

容の共同声明〔資料３―７〕が作成されるとともに、

今後、本委員会において、アジアでの関係業界間にお

ける協調関係の構築に向けてさらに検討を進めていく

ことが合意された。

４．船員委員会中間会合

アジア船主フォーラム（ASF）船員委員会の第７回中

間会合が、去る１０月２３日釜山において韓国船主協会の

ホストの下で開催された。

会合には、１０カ国の船主協会から２７名が出席し、ま

たオブザーバーとして AMETIAP（アジア太平洋船員教

育・訓練機関連合会）および中国の船員学校の代表が

参加し、Li Shanmin議長（中国船主協会、COSCO Man-

ning Corp, Managing Director）の下、共通議題につい

て友好的かつ活発な意見交換が行われた。日本からは、

したサービスを継続的に顧客に提供するための健全な財

政状態を回復するためには、関連法規の範囲内で可能な

行動を直ちに行う必要のあることが認識された。この目

的に向け、各 CEOは深刻な船腹過剰問題に取組むため、

適法かつ実効ある対策を求めて最大限の努力をしていく

ことを堅く決意した。

４．出席者は、業界の正確な状況に関する共通認識を共有

する上で、協議体制の必要性を確認した。これに関連し、

全ての出席者は船社間協定に対する独禁法適用除外制度

の重要性を強調した。

５．全ての出席者は、いくつかの航路で不要な船腹を個別

かつ自主的に削減する決定を各船社が行ったことを歓迎

した。これらの動きは、船社コストの削減、効率性の改

善、必要な水準の船舶サービスの長期的確保につながり、

顧客!船社双方の利益となるものである。こうした船腹

削減策の継続は全ての関係者にとって有益であり、必要

に応じ、個別または適法な船社間協定で一層の方策が検

討さるべきであることにつき全会一致で認識された。出

席者は、海運産業が直面している問題について荷主業界

の正しい理解を得るため、最大限の努力をしていくよう

要請された。これに関連し、会合は多くのエコノミスト

が２００２年第一四半期の米国 GDP実質成長率予測を上方修

正したとの最新情報を歓迎した。関連資料＊は以下の通り。

６．ドライバルク!タンカー部門については、両部門とも

依然として市況が低迷していることが認識された。しか

しながら、世界経済が回復に向うとの期待から今年後半

には改善を始めるものと予想された。全ての CEOは、ト

レードの正確な分析に基づいて会社を指揮していくこと

を求められた。

７．また出席者は、WTO海運交渉、テロリズムに対するコ

ンテナ安全問題、船舶に対する海賊事件など最近の諸問

題についても意見交換を行った。

＊関連資料

米国国内総生産（GDP）実質成長率予測

２００２年第一四半期

エコノミスト名 前回予測＊ 今回予測

ソロモン・スミス・バーニー ＋１．０％ ＋３．５％

ハイ・フリクエンシー・エコノミクス ＋２．５％ ＋３．０％

レーマン・ブラザーズ ＋０．５％ ＋２．５％

ウェルズ・ファーゴ ＋０．２％ ＋２．５％

モルガン・スタンレー －０．２％ ＋２．５％

ゴールドマン・サックス －１．０％ ＋２．５％

J.P. モルガン・チェース ０％ ＋２．５％

エコノミー・ドット・コム －０．５％ ＋２．１％

UBSウォーバーグ －１．０％ ＋２．０％

平 均 ＋０．２％ ＋２．６％

出所：ウォール・ストリート・ジャーナル調査；エコノミー・ド
ット・コム経由米国労働省

＊注：前回予測は、２００１年１２月下旬に実施されたウォール・スト
リート・ジャーナル調査。
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商船三井 町野専務執行役員、日本郵船 杉浦グルー

プ長代理ならびに事務局より足立船員対策室副部長が

出席した。

会合の前日（１０月２２日）には、ISF（国際海運連盟）と

ASFによる共同セミナーが開催され、STCW９５条約、ILO

統合条約、ISFに於ける労務問題などの最近の状況につ

いて ISF側より参加した Dr. D. Lindemann（独船主協

会会長）、Mr. D. Dearsely（ISF事務局次長）の両氏よ

り説明を受け、その後これらの問題を中心に幅広い議

論を行った。このセミナーは、前年第６回委員会に引

き続き、ASFとして ISFとの意見交換を目的として本

委員会の招聘により実現したもの。

翌日の本委員会では、この論議を踏まえて検討した

結果、船員の賃金はその船員の住居の経済状態や生活

水準を考慮すべきであり ILO最低賃金の世界的な解釈

に対しては再度反対を表明した。また、ILO条約を見直

し、新しい一つの統合条約に再構築する ILO合同海事

委員会（JMC）の勧告を委員会として全面的に支持し、

ASFとしての統合条約に関するポジションを ASF内に

Small Working Groupを設置して検討することとなった。

さらに、委員会は STCW９５条約に基づき外国の免状の

基準を確認・承認するための承認手続きを早期に設立

するようアジア各国政府に対し求めた。

その他、STCW９５条約の施行問題、不正証書の問題、

船員の訴訟や遺棄の問題、最小安全配員問題等につい

て検討を行い、当委員会としての意見を別紙の共同宣

言として採択した。（資料３―８）

なお、次回の第８回中間会合は、２００３年秋に中国・

大連において開催される予定である。

５．航行安全および環境委員会

シンガポール船主協会を事務局、マレーシア船主協

会をホスト国としてマレーシア・クアラルンプールに

おいて、１１月２日、標記会議が開催された。当会議に

は中国、台湾、韓国、インドネシア、マレーシア、ミ

ャンマー、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナ

ムの船主協会が参加し、シンガポール船主協会会長の

Lua Cheng Eng.議長により航行安全および環境に係る

１０の案件を検討した。

! 海賊および武装強盗

アジア海域、特にマラッカ・シンガポール海峡に

おいて依然多発する海賊問題が引続き重要案件とし

て取り上げられ、２００１年９月１１日に発生した米国同

時多発テロ事件に鑑み、船舶がテロリストに関係す

〔資料３―７〕

アジア船主フォーラム・シップ・リサイクリング委員会第５回中間会合共同声明（仮訳）

ASFシップ・リサイクリング委員会の第５回中間会合が

２００２年３月２５日台北において開催された。委員会にはイン

ドネシア、香港、日本および台湾の船主協会の代表者が出

席した。また、ベトナム造船業界がオブザーバーとして出

席した。代表者リストは添付のとおりである。

本委員会は台湾船協が主催し、ASFシップ・リサイクリ

ング委員会委員長の Dr. Frank F. H. Lu氏が議長を務めた。

ASFシップ・リサイクリング委員会は IMO第４７回海洋環

境保護委員会において、船舶リサイクル問題改善に向けた

IMOのアプローチとして、IMO総会決議案および IMOガイ

ドラインを策定することが合意されたことに留意した。

海運業界が船舶リサイクルの過程において重要な役割を

果す関係者のひとりであるということに留意するとともに、

安全かつ環境に配慮した方法で船舶の退役を改善すること

に関して、法的枠組、船舶の設計および建造から解撤の局

面までの政府ならびに非政府機関を含む全ての関係者が、

各自の権限の範囲内で、船舶リサイクルに関連する問題を

取り扱うことを奨励する。

船舶リサイクルに関する ICSが調整役となるインダスト

リー・ワーキング・パーティーがインダストリー・コード

・オブ・プラクティスを策定し発表したことを評価する。

コードは、船社が船舶リサイクルに関して参考となる実用

的かつ良好な慣習を構成する一連の奨励策の要点を取りま

とめ、リサイクルの更なる発展を促すものである。

解撤需要が２００３年頃から増加することが見込まれること

から、円滑なリサイクルが阻害されることのないよう、船

舶リサイクル問題の改善には、各関係者の技術的・経済的

な対応力を考慮した上で、合理的かつ実行性・実効性のあ

る方策が必要であることを認識した。

同時に、アジア地域には、主要海運国、主要造船国およ

び主要解撤国が存在することを認識し、ASF SRCでの船舶

リサイクルに即した具体的な対応の議論を一歩進め、アジ

アの関係者間の協調関係を深めるとともに、アジア各国政

府を通じて国際会議の場でアジアの意見および船舶リサイ

クルの重要性を積極的にアピールすることに努める。

以 上

! 国 際 関 係

船協海運年報２００２ 77



〔資料３―８〕

アジア船主フォーラム船員委員会第７回中間会合 共同宣言

２００１年１０月２３日 於：釜山

アジア船主フォーラム（ASF）船員委員会第７回中間会合

が、２００１年１０月２３日（火曜日）、釜山において開催された。こ

の会合は韓国船主協会（KSA）の主催によるものである。

本会合には中国、香港、日本、韓国、台湾および ASEAN

船主協会の構成メンバーであるインドネシア、マレーシア、

フィリピン、タイおよびベトナムの代表が出席した。また

委員会は、アジア太平洋地区船員教育・訓練機関連合会

（AMETIAP）および中国の船員学校からのオブザーバーを歓

迎した。

中間会合の前日である２００１年１０月２２日午後に、釜山におい

て、ASF船員委員会の招聘により、国際海運連盟（ISF）が

ASFと合同でセミナーを開催した。全ての ASF代表がこの

合同セミナーに参加し、ILO統合条約に関する最近の活動も

含めて ISFを取巻く諸問題について議論を行った。

委員会は、広範に亘る既存の ILO条約を簡素化し、時代

にかなったものとして一つの統合条約として構築すべきと

する ILO合同海事委員会（JMC）の勧告を全面的に支持し

た。この新しい条約の検討において適切かつ代表的なアジ

アの意見が考慮されるように、統合条約に関する当初の ASF

のポジションを検討するために Small WGを設置することと

なる。

船員の訓練基準を定めた STCW ９５条約の施行問題が、

再度議題にのぼった。委員会は、ほとんど全ての ASFのメ

ンバーが、IMO“ホワイトリスト”に掲載され、これらの

国と地域の国内の安全基準制度が有効であることについて、

満足をもって言及した。委員会は、船員の標準能力を統一

し、保証しようとする STCW９５条約のすばらしい主旨に感

謝を表すとともに、“ホワイトリスト”編集に際して、締約

国からの提出書類を審査した IMOの努力を評価した。しか

しながら、各国は船員の訓練、試験及び免状に関してそれ

ぞれ独自の状況、制度を有していることから、委員会は“ホ

ワイトリストが必ずしも締約国が STCW９５条約のすべての

条項に照らして審査書類を提出していることを示している

わけではないことを認識した。

委員会は、早期の段階で STCW９５条約のⅠ!１０に基づき、

外国の免状の基準を確認・承認するために、二国間協定の

締結、承認手続きの設立をするようにアジア各国政府に対

し求めた。

（委員会は、遺棄船員や船員に関する訴訟が増加している

ことに懸念示した。委員会は、ILO統合条約の進展が、最終

的にこの重要な問題の包括的な解決を採択するための機会

を提供することを希望した。また、委員会はアジア各国の

政府に対して遺棄船員に対する金銭的な保証提供制度の設

立および雇用者と船員間の訴訟に対する調停制度の提供を

訴えた。）

集中的な議論の結果、委員会は、アジア各国の政府が市

場の需要・供給に対して介入し、特定の業界の雇用におけ

る最低賃金を明示することは通常の政策ではないと考えた。

委員会は、船員の賃金はその船員の住居の経済状況や生活

水準を考慮すべきであり、ILO最低賃金の世界的な解釈には

反対であることを再度表明した。

委員会は、海運業界の標準海事通信用語（SMCP）に対す

る懸念を ILOが認識したことに満足を表し、多くの ASF

メンバーが英語による純粋な意思疎通の教育で既に SMCP

を参考文書として用いている。

委員会は、中国通産省の招請により IMOの専門家が、中

国の６つの海事教育訓練機関（METs）における現在の海事

英語訓練の基準について調査するために、これらの機関を

訪問したことに留意した。同調査団による評価結果の多く

が、香港船協のMETsに関する調査研究と合致するもので

あった。委員会は、船員訓練WGが、AMETIAPおよび国連

・アジア太平洋経済社会委員会（UN ESCAP）といった他の

組織との考えられる協調を取りつつ、どのようにMETsのネ

ットワークの概念を他のアジア地域に広めるかを議論すべ

きであると考えた。

委員会は、アジア地域の多くの政府が、STCW９５条約およ

び IMO総会決議Ａ．８９０（最小安全配員に関する規定）に従

って、安全配員の原則を採択したことに留意した。（アジア

政府は最小安全配員数を規定する際に慣習による方法を用

いなかった。船主!管理者は、現在、異なった状況下で船

舶の装備や運航形態の詳細とともに彼らの配員計画を提案

することができる。これは、船主が個々の船舶にそれぞれ

異なった運航要員数を配乗することができる柔軟性を提供

している。

委員会は、旗国がアジア地域の不正証書事件について注

意喚起を行っていることに満足を持って言及した。船員の

証書が正規のものであるか確認するための手続きが、アジ

アの多くの国や地域で実施されている。アジアのいくつか

の国において、証書を照合するためのデータベースがイン

ターネットウエッブサイトで利用可能である。ASFは、国

! 国 際 関 係
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る海賊の標的になり得る懸念が表明された。また、

これまでと同様、船舶に対する海賊および武装強盗

の防止対策に有効とされるローマ条約の批准を各国

に求めていくほか、抑止のための領海内警備力の強

化および多国間地域協力を推進することが合意され

た。

% 密航者

タンパ号事件＊を契機に IMOにおいて検討される

ことになった救助を求める者に対する適切なガイド

ラインの策定を支持するとともに、２００２年１月に開

催される IMO簡易化委員会で採択される予定となっ

ている密航者問題の取扱いに関する FAL条約の改正

を支持し、密航者問題解決のために、すべての IMO

加入国が同条約を批准することを求めた。

＊タンパ号事件：２００１年８月にインドネシアから豪州に密航
を企て遭難した４３８人を救助したノルウェー籍コンテナ船タ
ンパ号が豪州政府から遭難者の上陸と同船の臨時寄港を拒
否された事件

& 航海記録装置（VDR）

２００１年７月に開催された第４７回航行安全小委員会

において、技術的および経済的観点から現存船に搭

載する VDR搭載の実行性が議論された結果、すでに

搭載された機器からのデータの取り出し方などの技

術的な困難性が問題として、慎重な検討を求めてい

くこととした。

' 海上電子ハイウェープロジェクト（MEH）

マラッカ海峡沿岸３ヶ国と IMOが推進している海

上電子ハイウェーのマラッカ・シンガポール海峡へ

の導入計画については、特に視界制限時もしくは輻

輳時に有効と思われ、船舶の安全および環境保護に

資するものと期待するが、資金調達についての検討

が必要であり、海運業界にいかなる負担も求めるべ

きではないとした。

( その他

ISMコード、ポートステートコントロール、大気

汚染防止条約、船底防汚塗料、バラスト水問題、パ

イロット問題について意見が交換された。

５．船舶保険・法務委員会中間会合

題記会合が２００２年３月１９日に香港において開催され、

日本、香港、中国、台湾、韓国およびアセアン船主協

会連合会（FASA）メンバーのインドネシア、マレーシ

ア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナムの合

計１１船主協会が参加した。当協会からは梅本関連業務

部長が出席した。会議では George Chao氏（香港船協）

が議長を務め、検討が進められた。

今回の主要議題は、!船舶戦争保険、"国際油濁補
償体制、#パナマにおける船員の死亡・傷害に関する
訴訟問題等であった。各議題の検討概要は次の通りで

あり、これらを盛り込んだ共同コミュニケ（資料３―

９参照）を採択して会議は終了した。

! 船舶戦争保険

２００１年９月１１日に米国で発生した同時多発テロ

後、船舶保険料率が大幅に引上げられたことにつ

いて、参加メンバーからは、船舶保険分野ではリ

内の証書に電子的に照合できるデータベースの促進を歓迎

し、すでにアジアのいくつかの政府のウエッブサイトにお

いて証書の照合が可能になっていることに喜びを持って留

意した。ASFはそのようなデータベースを作成していない

各国政府に対し、適当なシステムを早期に取り入れ、設立

することを奨励した。

アジア太平洋地区海事教育・訓練機関連合（AMETIAP）

の代表は、AMETIAPがアジア太平洋地域における海事教育

訓練制度（METs）を信任するために海事英語プログラムを

発展していることについて報告した。これは、アジア地域

における海事教育訓練制度の質の向上を確保することにつ

いての重要な必要性に合致するための主要な活動であると

考えた。また、委員会はこの海事英語プログラムが、将来

的な地域的METsプログラムに係る委員会の展望と一体化

し得ると考える。

ASF船員委員会は、自主的かつ非営利を目的とした組織で

ある。船員委員会の主たる目的は、共通の船員訓練基準を

確保維持し、アジア人船員の供給と雇用の安定性を促進す

るとともに配乗と訓練に関する新しい国際的な海事法制お

よび条約について監視、検討し意見を開陳することにある。

韓国船主協会（KSA）は、２００２年秋に釜山において第８回

中間会合を開催するよう委員会より要請された。KSAは、

この申し出を喜んで引受けた。委員会は、釜山において第

７回中間会合を開催した韓国船主協会の尽力に感謝の意を

表明した。

以 上

＊：ASF船員委員会には、次の４つのWGが設置されている
（うち日本船主協会は!と#のメンバーになっている）。
! ILO WG（今回より「ILO最低賃金WG」から変更した）
" 最小安全配員WG
# STCW９５導入WG
$ 船員訓練WG
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スクの変化は認められないにも関わらず、こうし

た料率の引上げが行われたのは、保険業界がテロ

による損失を回復させるために支配的地位を利用

しているとして不満が続出した。

委員会は、保険業界がこうした一方的な行動を

取る前に、海運業界と十分に話し合うよう、また、

料率をテロ以前の水準に戻すよう保険業界に要請

することを共同コミュニケに盛り込むこととした。

! 国際油濁補償体制

国際油濁補償基金（IOPCF）において検討され

ている、荷主による油濁賠償に対する第３層の追

加補償基金を設立する議定書案について議論を行

った。

わが国は、９２年民事責任条約（９２CLC）および１９９２

年基金条約（９２FC）の責任限度額が２００３年１１月に

約５０％引上げられることとなっており、これが適

切に機能するかしばらく見守るべき、との立場か

ら、追加基金設立は不要であると主張してきてお

り、ASFにおいても同様の姿勢を維持してきた。

このため、追加基金創設に賛意を示していた他の

〔資料３―９〕

アジア船主フォーラム（ASF）船舶保険・法務委員会 第７回中間会合 共同声明

アジア船主フォーラム（ASF）船舶保険法務委員会第７回

中間会合が、２００２年３月１９日"、香港において開催された。

会合には、中国、台湾、日本、韓国、香港の各船主協会

およびアセアン船主協会連合会を代表してインドネシア、

マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム

の各船主協会が参加した。

委員会は、ニューヨークにおける昨年９月１１日の痛まし

い事件が、巨額の保険損失を生じさせたことを認識する。

しかしながら、その後、戦争保険の引受人が保険の基本料

率を引上げるために行った解約条項を行使するという行動

は、潜在的なリスクに変化が無いゆえに、不当なものであ

ると委員会は考える。委員会は、唐突な行動を取る前に海

運業界の懸念を考慮し、海運業界と共同で対応策を検討す

るよう保険業者に繰り返し要請する。

委員会は、パナマにおけるフィリピン人船員の死亡傷害

に関する求償問題の解決に向けて継続的で好ましい進展が

あったと留意するとともに、パナマ!フィリピン両国政府

間の二国間協定が、将来におけるこの種の問題を回避する

決着方法であるとの以前からの申し合わせを確認した。委

員会は、提案されている協定への署名を促すべく、ASF

第１１回総会の議長が適切な要請状を両国政府に対して送付

するよう ASF船員委員会と共同で要望することを合意した。

委員会は、油濁賠償に対する第３層の追加補償基金を設

立する１９９２年国際油濁補償基金条約の議定書案について議

論を行った。委員会は主要な問題点に留意するとともに、

船主責任に影響を及ぼす９２CLC（１９９２年民事責任条約）の修

正を行わないことに対する見返りとして、国際 P&Iグルー

プによって提案された小型船の船主責任限度額を自主的に

引上げる案を支持することを全会一致で合意した。

委員会は１９７４年の旅客およびその手荷物の海上輸送に関

するアテネ条約の議定書案について議論を行い、旅客に対

する正当な賠償に関する要望に応じるための公正な解決策

を見出さなければならないことは認識するものの、提案さ

れている責任限度額では、大型旅客船に乗船している旅客

にこれが適用された場合、現在の保険では対応しきれない

状況となり得るという前回会合で表明された懸念を再度繰

り返すものである。これに関連し、委員会は P&Iクラブに

対し、このような求償の影響が個々のP&Iクラブの旅客船を

運航していない船社や、プール協定を通じて国際 P&Iグル

ープ全体に関わることについて真剣に検討するよう促した。

委員会は、海難残骸物除去に関する条約案について検討

した。同条約案はまだ検討の初期段階ではあるが、委員会

は、貨物が原因で当該残骸物が危険状態となっていると判

断された場合には、荷主が賠償する義務を負うことを条約

案に入れることを歓迎する。さらに委員会は、本条約は特

に１９７６年 LLMC（１９７６年船主責任制限条約）の下で責任制

限を規定するという提案を支持する。

委員会は、遭難船に対する避難水域の提供の問題につい

て検討を行い、IMOによるガイドラインの作成を注視し、

要すれば、今後 ASF航行安全および環境委員会と共同でコ

メントすることを合意した。

アジア・マリタイム・コンソーシアムの担当者は、シン

ジケートの実績に関する現状報告を行った。委員会は、堅

調なレートの局面において競争性を維持するための強力な

位置にコンソーシアムを置き、十分満足できる結果をもた

らしたコンソーシアムの手堅い保険引き受け手法に留意し

た。さらに委員会は、コンソーシアムに対する支持を全会

一致で再確認した。

委員会の次回会合は、２００２年５月２８日 ASF第１１回総会の

直前に台北で開催される予定である。

! 国 際 関 係
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ASFメンバーとは一線を画する形となっていた。

しかしながら、２００１年１０月に IOPCFの総会が開

かれるに至り、わが国政府は、周辺情勢を見ると

追加基金の設立は避けられないと判断、拠出額割

合に一定の限度（Capping）を設けることを条件に

追加基金に加盟する用意があるとの立場を表明し

た。

このわが国の方針転換により、追加基金につい

て、ASFにおいてもメンバーの共同歩調が取れる

こととなり、共同コミュニケに盛り込むこととな

った。

! パナマにおける船員の死亡・傷害に関する訴訟

問題

近年、フィリピン人船員が乗船中の事故により

死亡もしくは傷害を被った場合、労働契約上の補

償とは別に、船舶の安全運航への配慮が不足して

いたのではないかとして、遺族ないしは本人が不

法行為責任に基づく賠償を求める訴訟をパナマに

おいて起こす事例が多発している。

最近になりパナマの最高裁では「不便宜法廷地

（Forum Non Convenience）の法理を採用し、これ

ら訴訟を船員の出身地の裁判所に移管すべきであ

るとの決定を下した。この法理は、法廷地は原告

が選択できるものの、被告がより審理に適した法

廷地を示せば、裁判所が裁量により裁判権の行使

を自制することができる、とするものである。

委員会はこうした傾向を歓迎しながらも、船員

出身地での裁判を確実なものとするため、ASF船員

委員会と協力し、パナマ!フィリピン両国に対し
二国間協定を早期に締結することを促す要望書を

ASF第１１回総会議長から出状するよう求めていく

こととした。

" その他の船主の法的責任に係る問題

IMO等の場で検討が行われているアテネ条約改

定議定書案、海難残骸物除去に関する条約案およ

び避難水域等の問題について積極的に意見交換が

行われた。

３・５ 米 国

３・５・１ 米国２００２年国防授権法問題

MSP（＊１）等、米国の自国海運保護政策は、外航海運の

自由公正な競争を歪める恐れがあることから、かねて

よりわが国政府をはじめ関係各国から撤廃を求められ

ているが、２００１年９月の米国同時多発テロ後の米国議

会において、新たな海運保護条項を含む国防授権法案

が提出された。

これに対し、わが国を含む関係国政府や当協会をは

じめとする各国の海運団体等が同条項の削除に向け関

係方面に働きかけを行った結果、同年１２月末に保護条

項が削除された形で同法案が成立した。

今回は関係者の努力により、新たな自国海運保護条

項の導入を回避できたが、当協会は今後もこのような

商業原則を無視した海運保護政策導入の動きを監視し

ていくこととしている。

本件の概要は以下の通りである。

１．２００２年度国防授権法案の概要

２００１年９月２５日、米国の国防用商船確保プログラム

「NDF」（＊２）登録船舶の平時での市場参入を促進するた

めのNDF強化条項を含む国防授権法案（HR２５８６）（＊３）

が、米国下院を通過したことが明らかになった。

同条項は、NDFに基づいて建造または今後建造され

る米国籍船が、米国トレードに参入できず（failure to

obtain employment）、かつ、当該トレードが米国の同盟

国船社により長期に渡り支配されている場合には、「制

限的貿易慣行」が存在するものとし、こうした状況を

国防長官が示すことで、課徴金や米国港湾への寄港制

限といった外国船社に対する FMCの是正措置を可能と

するもので、関係方面では、軍事徴用に適する自動車

専用船の平時での市場参入促進を意図したものである

と推測されていた。

国防授権法案については、上院はNDF強化条項を含

まない法案（Ｓ１４３８）を通過させたため、１０月３１日から

両院協議会で両法案の一本化について審議された結果、

１２月１２日には同条項が削除された統一法案が合意され、

１２月２８日に大統領が署名して成立した。

２．NDF強化条項提案の背景

HR２５８６の NDF強化条項は、もともと一部の米国船

社や造船業界、海員組合等を支援者に持つといわれる

ウェルドン下院議員らが２０００年１１月に下院に提出し、

その後廃案となった NDF Improvement Bill（HR５４８８）
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および２００１年６月に下院に提出されたものの、未審議

のままとなっていた「National Defence Features Pro-

gram Enhancement Act of２００１」（HR２０７５：NDF増強法

案）の条文をほぼそのまま引き写したものである。

今回の NDF強化条項も同議員らの提案により HR

２５８６に盛り込まれたことから、これまで単独法案では

成立していない前記法案を、テロ事件後の米国議会で

最優先審議法案である国防関連法案に含めることで、

早期成立を狙ったものと見られている。

なお、HR５４８８およびHR２５８６は FMCの是正措置が可

能になる条件として、「FMCが制限的貿易慣行の存在を

発見した場合」としているが、HR２５８６の NDF強化条

項では、国防授権法案に盛り込むためか「国防長官が

制限的貿易慣行の存在を FMCに示した場合」としてい

る。（図参照）

〈図〉HR２５８６による是正措置発動までの流れ

国防長官が制限的貿易慣行を発見

!
国防長官が制限的貿易慣行の存在を FMCに示す（certify）

!
外国船社に対する FMCの是正措置発動

〔資料３－１０〕

NDF強化条項をめぐる動き

２００１年９月２５日－NDF強化条項を含む下院版国防授権法案

（HR２５８６）が成立

１０月１日－日本政府は、在米日本大使館に関係方面

への働きかけを指示

１０月２日－NDF強化条項を含まない上院版国防授権

法案（Ｓ１４３８）が成立

１０月３日－日本政府の呼びかけにより、日欧１０カ国

政府等は、free and fair competition原則

に反する政策導入に反対する共同申入れ

書を国務省に提出

１０月５日－FMC長官は、同条項の問題点を指摘した

文書を主要上院議員に提出

－国際自動車工業会（日本の自動車メーカ

ー中心）が日欧１０カ国政府の申し入れを

支持する文書を商務省、USTR、国家安全

保障会議に提出

１０月１２日－国務省は、同条項に反対する文書を議会

に送付

１０月６日－国防総省も同様文書を議会に送付

１０月１７日－NITL＊＊は、NDF強化条項は荷主の輸送

船舶選択の自由を制限し、ひいては輸出

競争力低下に繋がるものとして、同条項

に反対する文書を両院協議会メンバーに

送付

国際自動車工業会も、同条項に反対する

文書を両院協議会メンバーに送付

１０月１９日－American Farm Bureau Federation他米国

農業関係９団体が、両院協議会メンバー

に対し、NDF強化条項に反対する文書を

送付

１０月３１日－上下両院の国防授権法案を一本化するた

め、両院協議会が審議開始。上院は初日

に NDF強化条項に反対の意向を表明

１２月１２日－両院協議会でNDF強化条項が削除された

統一法案（Ｓ１４３８）が合意

１２月１３日－上院、下院でそれぞれＳ１４３８が承認

１２月２８日－Ｓ１４３８に大統領が署名し、２００２年度国防授

権法が成立

（＊１）MSP : Maritime Security Program＝米国新規運航補助制度
有事の際に徴用できる自国籍商船隊の維持に関するMari-

time Security Actに基づき、１９９６年から始まった制度。人
件費の高い米国人船員で運航することが義務付けられてい

る米国籍商船に対し、有事に徴用することを前提に１隻あ

たり年間２１０万ドルの運航補助金を与えるもの。

（＊２）NDF : National Defence Features Program
根拠法令は、合衆国法典第１０巻「軍備」第２２１８条。国

防用商船確保プログラムで、有事の際に徴用することを前

提に、米国造船所で建造された米国籍船を軍事輸送にも耐

えうる仕様とするための改造費用と、その維持費用を米国

政府が補助する制度。同プログラムの予算は、国防省歳出

法案で規定されている。

（＊３）National Defence Authorization Act for Fiscal Year２００２
（HR２５８６）：
下院版２００２年国防授権法案。上院版も法案名は同一だ

が法案番号で区別される（上院法案＝Ｓ１４３８）。国防授権

法案は、政府に国防のための行政・歳出権限を付与するた

めの一括法案である。

（＊４）申し入れを行ったのは、フィンランド、ドイツ、ギリシ

ャ、イタリア、日本、オランダ、ノルウェー、スウェーデ

ン、英国および欧州委員会。
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３．関係者の対応

! 関係国政府・米国関係当局の対応

NDF強化条項に対し、日欧１０カ国政府等（＊４）は、

同条項は民間の自由公平な競争原則に反するもので

あるとして、導入に反対する共同申し入れ書を米国

国務省に提出した。

一方、米国国内でも、FMC長官が同条項の法的問

題点を主要上院議員に指摘した他、国務省や国防総

省も同条項の趣旨に反対する文書を議会関係者に提

出するなど、米国政府内部から同条項に異論を唱え

る動きが相次いだ。

" 当協会・関係船社の対応

当協会ワシントン連絡事務所から HR２５８６に NDF

強化条項が盛り込まれているとの情報を入手した当

協会は、国土交通省に政府としての対応を要請する

とともに、同事務所を通じ現地での情報収集を行い、

当協会会員船社の議会・政府関係者に対する働きか

けをサポートした。

また、当協会がメンバーである CENSA（欧州・日

本船主協会評議会）を通じ、CSG（先進１４カ国海運担

当官会議）の米国政府への働きかけを要請するとと

もに、韓国船主協会に対しても同国政府への対応要

請を依頼した。

# 関連業界の動き

NDF条項は、米国荷主の輸送船舶の選択を制限し、

ひいては輸出競争力低下に繋がるものであるとして、

米国最大の荷主団体であるNITL（National Industrial

Transportation League：全米産業運輸連盟）や、Ameri-

can Farm Bureau Federation他米国農業関係９団体は、

両院協議会メンバー議員に対し、同条項に反対する

文書を送付した。

また、日本の自動車メーカーが中心となって構成

されている AIAM（Association of International Auto-

mobile Manufacturers：国際自動車工業会）も、同条

項が自動車輸送に及ぼす影響を懸念して、日欧１０カ

国政府の共同申し入れ書を支持する文書を商務省、

USTR（米国通商代表部）等に提出した他、両院協議

会メンバー議員にも条項への反対を求める文書を送

付した。

３・５・２ 米国内国歳入法典（IRC）第８８３
条の適用に関する新規則案につ
いて

２０００年２月８日、米国内国歳入庁（IRS : Internal Reve-

nue Service）は、内国歳入法典（IRC : Internal Revenue

Code）第８８３条の適用に関する新しい規則案を発表した。

IRC第８８３条は、航空や海運など国際運輸業を営む外

国の事業者が国際運輸業から得た所得に対する米国で

の課税免除を定めた規則であるが、この新しい規則案

により従来免税とされていた部分についても課税され

る可能性があることから、当協会を含め米国内外の海

運等の関係業界は強力な反対運動を展開した。同規則

案は関係業界のロビー活動が奏効し船社の意向に沿っ

たかたちで修正が行われる方向でまとまりかけたが、

一部の問題の取り扱いについて米政府内で調整がつか

なかったことや、大統領選挙および政権交代があった

ため廃案となった（年報２００１、１０１頁参照）。

その後、２００２年に IRSは、外国船社に対する米国で

の課税免除の新提案を公表した。その内容は「内陸で

の国際貨物輸送収入」に対して一定の条件の下で免税

措置を認めた一方、NVOCCの収入および外地を経由し

ないクルーズ客船の収入に対する免税は認めていない。

本件はわが国船社にとって重大な影響を及ぼす恐れも

あるので、当協会として引き続き米国政府等の動きに

関し、情報収集等に努める。

３・６ その他の地域

３・６・１ 中 国

! 中国国際海運条例

２００２年１月１日、中国国務院は中国国際海運条例

を公布した。同条例は、従来の「海上国際コンテナ

輸送管理規定」にかわり、新たな国際海上輸送活動

の規範となるもので、その主要点は以下の通りであ

る。

! 新規航路開設等船舶サービスを開始・変更する

場合、実施の１５日前に公表、実施後１５日以内に届

出

" 船社、NVOCCに運賃の届出を義務付け。届出運

賃は以下２種類。

#タリフ運賃：届出３０日後に発効
#S!C運賃（船社と荷主間、又は船社とNVOCC間で

締結）：届出２４時間後に発効
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! 同盟や運賃・運航協定などに届出を義務付け

" 中国交通部による調査 （以下の場合実施）

各種アライアンスの特定航路での輸送シェアが、

年間を通じ３０％を越え、かつ公正な競争を阻害す

る恐れがある場合

# 中国船社に対し差別的行為が取られた場合の政

府による対抗措置

同条例公布後の２００２年３月１９－２１日、米中海運協

議が中国・北京で開催され、条例の内容や OSRA

（Ocean Shipping Reform Act of１９９８：米国外航海

運改革法）との関連等について意見交換が行われ

た。米国側は、同条例は市場原理を導入している

ものと一定の理解を示したが、さらに細部のすり

合わせ等を行うため、同年４月１９－３０日に中国政

府代表団が米国ワシントンを訪れ、MARADやFMC

等関係者と意見交換を行った。

また、同条例に基づく実施細則案が同年６月２１

日に発表され、定期船運航会社等関係者に対し同

年７月３１日までに意見を求めている。

一方、中国交通部は同年５月２３日には東京でわ

が国国土交通省と海運政策についての政策対話を

行い、中国側からは、特に同条例の運用や実施細

則案の内容等について説明があった。当協会は、

今後も国土交通省および日中輸送協議会と連携し

ながら実際の運用状況などについて注視していく

こととしている。

" EU!中国海運協定
EU!中国海運協定は、２００１年１２月にその原案が合

意され、２００２年１０月には正式調印される予定となっ

ている。同協定では、相互の船社に対する通関業務

や船舶のハズバンディング業務（パイロット、バー

スの手配、入出港手続き等）の取り扱い等が規定さ

れており、中国における EU船社と邦船社の扱いに差

異が生じる可能性があることが懸念された。そのた

め、上述の中国交通部とわが国国土交通省との政策

対話（２００２年５月２３日、於：東京）においては同協

定についても意見交換が行われ、日本政府は邦船社

に直ちに不利益となる内容ではないとの見解を発表

した。当協会は、今後も国土交通省と連携を取りつ

つ、実際の運用状況などについて注視していくこと

としている。

３・６・２ アジア

! 第６回日台船主協会会談

日台両国船主協会の一層の友好関係促進を主な目

的に、１９９１年から２年毎に開催されている日台船主

協会会談の第６回会合が、２００１年１０月２９日に台湾・台

北で台湾側の主催によって開催された。会談には、

当協会から#長会長はじめ９名が、台湾船主協会か
らは陳会長はじめ１３名が出席した（資料３―１１、１２

参照）。

会談では、両国海運の現状と展望や、２００１年９月

の米国同時多発テロの影響、国際機関（OECD、WTO

等）における海運問題等につき、友好的な雰囲気の

下、率直かつ建設的な意見交換が行われた。

〔資料３―１１〕 第６回日台船主協会会談 日本側出席者

氏 名
Name

船協 役職名
JSA Title

会 社 役 職 名
Company Title

!長 保英
Yasuhide SAKINAGA

会 長
President

川崎汽船 社長
President, Kawasaki Kisen Kaisha, Ltd.

草刈 隆郎
Takao KUSAKARI

副 会 長
Vice President

日本郵船 社長
President, Nippon Yusen Kaisha, Ltd.

鈴木 邦雄
Kunio SUZUKI

副 会 長
Vice President

商船三井 社長
President, Mitsui O.S.K. Lines, Ltd.

松永 宏之
Hiroyuki MATSUNAGA

副 会 長
Vice President

東京タンカー 社長
President, Tokyo Tanker Co., Ltd.

鷲見 嘉一
Yoshikazu SUMI

副 会 長
Vice President

新和海運 社長
President, Shinwa Kaiun Kaisha, Ltd.

福島 義章
Yoshiaki FUKUSHIMA

理 事 長
Director General

大滝 光一
Koichi OTAKI

会長秘書
Secretary to the President

川崎汽船 経営企画グループ政策担当部長
General Manager for Policy Issue, Corporate Planning Group, Kawasaki
Kisen Kaisha, LTD.

園田 裕一
Yuichi SONODA

国際企画室長
General Manager International
Policy Chamber

山上 寛之
Hiroyuki YAMAGAMI

国際企画室
International Policy Chamber
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次回以降の会議日程・開催地については、追って

定めるまでオープンにしておくことが合意された。

会談についてのプレスリリースは資料３―１３の通り

である。

〔資料３―１３〕

２００１年１０月２９日

第６回日台船主協会会談について

日本船主協会と台湾船主協会による第６回日台船主協会

会談が、２００１年１０月２９日、台湾の台北市で開催された。これ

は、１９９９年の第５回会談（於：静岡県伊東市川奈）に続く

もので、友好的な雰囲気の中、率直かつ建設的な意見交換

が行われた。会談の出席者は添付の通りであった。

会議では、

１．２００１年９月１１日の米国における同時多発テロの犠牲者

に対し、深甚なる哀悼の意が表明された。

２．台湾・中国間（台湾海峡）直航問題の進捗状況を含め、

日本・台湾並びに世界の海運業界の現状と今後の見通し

について意見交換が行われた。

３．同時多発テロが世界経済に与える悪影響に対し、重大

な懸念が示された。こうした状況を好転させるには、貿

易と投資の更なる開放と自由化の促進がとりわけ重要で

あり、目前となった台湾のWTO加盟に対し、特に歓迎の

意が示された。

４．海賊、シップ・リサイクリング、油濁責任、船底防汚

システムなど最近の国際海運政策問題について議論が行

われ、今後の進展を注視していくことが合意された。

５．船社間協定に対する独禁法適用除外制度に関するOECD

ワークショップの重要性を再確認した。

６．次回以降の会議日程・開催地については、追って定め

るまでオープンにしておくこととした。両船協はともに

アジア船主フォーラム（ASF）のメンバーであり、その総

会は日本、韓国、中国、台湾、香港、アセアン、豪州の

順で毎年開催されている。

７．両協会は、共存共栄の考え方に基づき、今後も更なる

相互理解の促進を推進していくことを確認した。

以 上

〔資料３―１２〕 第６回日台船主協会会談 台湾側出席者

氏 名
Name

台湾船協 役職名
NACS Title

会 社 役 職 名
Company Title

Ting!Huei, Chen
林 省三

Chairman
会 長 Chairman, Yangming Marine Transport

Steve S S Lin
陳 庭輝

Convener
監事会召集人 Vice Chairman, Evergreen Group

Loh, Yao!Fon Standing Board Director
常務理事 Chairman, Uniglory Marine Corp.

Marcel Chang Standing Board Director
常務理事 President,Evergreen Marine Corp.

Chen Chao Hon Chairman, Wan Hai Lines Ltd.

Chen Po Ting Standing Board Director
常務理事 Vice Chairman, Wan Hai Lines Ltd.

Frank F H Lu Standing Board Director
常務理事 Chairman, Taiwan Navigation Co.,

I Y Chang Standing Supervisor
常務監事 President, Taiwan Navigation Co.,

Wong Hsiu Huang President, Yangming Marine Transport

Lee, Lung Wen Standing Board Director
常務理事 Vice President, U!Ming Marine Transport

Chin!Shyen Chen Supervisor
監 事 Advisor, Ta!Ho Marine Corp.

Chwang Jung!Tse Director
理 事 Vice President, Ta!Ho Marine Corp.

Q H Chen Advisor
顧 問 Professor, National Chiao Tung University
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" ESCAP地域セミナー

WTO（世界貿易機関）における海運自由化交渉を

テーマとする地域セミナーが、２００２年２月１１－１３日、

タイ・バンコクで ESCAP（国連アジア太平洋経済社

会委員会）の主催により開催された。同セミナーに

は、域内１６カ国・地域のWTO海運交渉担当者が参加

し、自国海運の現状や海運交渉への考え方などにつ

いて報告があった。日本からは、国土交通省海事局

外航課の園田敏彦国際機関条約対策室長他が参加し

て日本政府の考え方を説明し、当協会からは園田裕

一国際企画室長が出席した。同セミナーの概要は以

下の通りである。

WTOにおける海運自由化交渉は、２００１年１１月のカ

タール・ドーハでのWTO閣僚会合で立ち上げられた新

多角的通商交渉（新ラウンド）の枠内で行われており、

今後、２００４年末の交渉期限に向け、各国の海運関連規

制や自国海運保護政策などの自由化を目指して交渉

が本格化する見込み。ESCAPでは、こうした状況を踏

まえ、交渉に向けての域内国の理解と関心を深めるた

めのセミナーを開催し、以下の点についてWTO事務

局の専門家による説明などを聞くとともに、交渉に向

けての各国の現状などについて意見交換を行った。

!WTO海運自由化交渉が ESCAP諸国に与える影響

!WTO交渉を進める上での原則と手続き

!これまでの交渉の経緯
!WTO、UNCTAD、OECD各国際機関の役割

# 日韓中の海運研究者による三国海運市場自由化セ

ミナー

日韓中の海運研究者による三国海運市場自由化セ

ミナーが、２００１年１２月１９日、韓国・ソウルで韓国海洋

水産開発院（韓国海洋水産部直属の海事研究所）の主

催により開催された。同セミナーには当協会園田裕一

国際企画室長がパネリストとして出席した。

同セミナーの英文名は「Building a Common Ship-

ping Market for China, Japan and Korea : Identifica-

tion of Barriers」とされ、Common Shipping Market

の概念は明瞭にされてはいないが、席上では以下３

氏から配布資料に基づく報告が行われ、パネリストが

これにコメントする形で議論が行われた。

明治大学商学部 小出助教授（物流論）

韓国海洋水産開発院 Rim研究員

上海海運学院（Maritime University）Zhen教授

パネリスト・聴衆は約４０名で、中国および韓国船社、

韓国荷主協会等の代表他、韓国海洋水産部（海運政策

課長）が参加した。

３・６・３ EU

EU（欧州連合）は、様々な分野での統合を推進してお

り、海運分野でも共通政策への傾斜を強めている。当

協会は、EUとの円滑な対話の必要性を認識し、２００１年

１０月および２００２年６月に会員会社の駐欧代表などによ

るミッションを EU本部（ブラッセル）に派遣して、欧

州委員会の関係当局と意見交換を実施した。

２００１年１０月の訪問では、当協会から K!Line（Europe）

秋葉社長、Mitsui O.S.K. Lines（Europe）の吉田部長、

NYK Line（Europe）の佐藤社長、園田国際企画室長ら

が出席し、EU委員会運輸・エネルギー総局（DG En-

ergy and Transport）の Karamitsos海運局長、同競争総

局（DG Competition）の Fitzgerald氏らと EU－中国海

運協定、運輸政策に関するホワイトペーパー、競争法

に関するホワイトペーパー、海運に対する競争法適用

ガイドライン等について意見交換を実施した。

また、２００２年６月の訪問では、当協会からMitsui

O.S.K. Lines（Europe）の吉田部長、同 金光副部長、

NYK Line（Europe）の三好社長、園田国際企画室長ら

が出席し、Karamitsos海運局長と競争総局 Pons副総局

長らとそれぞれ個別に会談し、EU－中国海運協定、中

国新海運条例、船社間協定に関する独禁法適用除外制

度見直し問題等について意見交換を実施した。

当協会は、EUとしての諸政策がわが国海運業界に与

える影響の増大に鑑み、今後も定期的に EU当局者との

意見交換を行い、相互理解の促進と密接な関係の構築

に努めることとしている。

３・７ OECD

３・７・１ 海運委員会

日米欧の先進国を中心とする３０ヶ国の間で経済政策

問題を取り扱っている OECDは、海運委員会（MTC :

Maritime Transport Committee）を設置して海運問題を

討議している。同委員会には OECDメンバー政府の運

輸当局者が出席し、海運とその関連分野における自由

かつ公正な海運市場形成に向け、メンバー国間の海運

! 国 際 関 係
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競争政策の整合性を図ることや、海運助成措置の削減

等につき幅広い議論を行ってきている。

また、近年、海洋環境保全や航行安全確保の声が高

まる中、MTCでは１９９６年以降サブスタンダード船問題

を取り上げ、海運経営と運航船舶の質の引き上げやサ

ブスタンダード船排除促進策等の検討を行っている。

１．２００１年１２月４日・５日 海運委員会会合

２００１年１２月４日・５日に、パリの OECD本部で開催

された海運委員会には日本政府から国土交通省の代表

者が出席するとともに、当協会喜多澤国際幹事長（商

船三井定航部計画室長）と園田国際企画室長もオブザ

ーザーとして出席した。

会合での主な議題と検討結果等は以下の通りである。

% サブスタンダード船対策

会合の冒頭で、ITF（国際運輸労働者連盟）、TUAC

（労働組合諮問委員会）による産業セミナーが開催

されたほか、旗国、寄港国等による対策等を取りま

とめた政策ステートメントについて検討が行われた。

& 米国同時多発テロ後の保安対策

保安対策に関しては、今後は海運のみならず、陸

上分野を含めた各種輸送モードをリンクさせたイン

ターモーダルとしての対策の検討が必要であること

や、米国のみならず関係国政府および民間の海事関

係者の必要が不可欠である点で合意した。

なお、本問題に関しては、２００２年３月開催のワーキン

ググループで更に検討を行うこととした。

' シップリサイクル関係

コンサルタントによるレポートを基に議論が行わ

れ、議論の結果が IMOに反映されるよう努めること

とした。なお、当協会からは、会合前にわが国政府

宛に「本問題の検討は国際的合意の下、IMO（国際

海事機関）、UNEP（国連環境計画）、ILO（国際労働

機関）を中心とした先進国・途上国双方を含む枠組

みでなされており、MTCでの検討は却って問題を複

雑化する懸念もある。また、船舶による海洋汚染事

故防止の方策については、IMOで検討することが適

当と考える。」との主旨の申し入れを行っており、会

議席上、わが国代表よりこれを反映した発言がなさ

れた。

( 定航海運競争政策の整合性促進作業について

メンバー各国の競争法上の同盟・協定等の取り扱

いや適用除外制度等に関する競争政策の相違が国際

海運に悪影響を与えるとの懸念のもと、メンバー国

間の海運競争政策の整合上での基本原則（MTC Con-

clusions on Work on Promotion of Compatibility of

Competition Policy Applied to International Liner

Shipping Including Multimodal Transport with Mari-

time Leg）が１９９７年１１月に採択されており、同原則の

主要点は以下の通りである。

! OECDメンバー国間の海運競争政策の整合を図

る必要がある。

" 定航海運に関する独禁法適用除外は明確な条件

の下で行われること

# 各国は、関連法規の見直しに際し、メンバー国

と協議すること

$ 海運を専管する行政組織の必要性を検討するこ

と

同原則では、整合性促進作業の状況を４年毎に見

直すとしていることから、OECD事務局は２００１年６

月に当協会をはじめ船主団体、荷主団体等にアンケ

ート調査を実施し、この結果について検討が行われ

た。（船協海運年報２００１参照）

会合では、アンケート結果について OECD事務局

より、メンバー各国において「原則の履行が不十分

である」、もしくは「原則を反映していない競争法改

正が行われた」との回答はなく、メンバー各国とも

概ね原則の反映に努めたと言えることが報告された

一方、マルチモーダル輸送の内、内陸輸送部分に関

する部分で米国と EUの立法が異なる等の指摘があっ

たことが同時に報告された。

メンバー国からは、本作業と独禁法適用除外制度

に関する OECDワークショップ（３・１・１参照）の

関連が不明確な点と、整合性に関する見直しは４年

毎というより、必要に応じて行ったほうが合理的と

の指摘がなされ、検討の結果、翌日（１２月６日）に

開催予定のワークショップでの議論も踏まえ、次回

MTCの議題にすることとした。

) WTO海運交渉について

交渉の進捗状況が報告されたほか、メンバー国の

制限措置に関する一覧表を作成（但し、オフィシャ

ルなステータスは与えない）することとした。

２．２００２年３月７日・８日 安全問題Ad!Hoc WG
米国同時多発テロ事件後、OECDとして海上輸送に

関連する安全問題を討議するため、２００２年３月７日・

８日に、パリの OECD本部で開催された安全問題 Ad!
Hoc Working Groupが開催され、日本政府からも国土

! 国 際 関 係
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交通省の代表者が出席するとともに、当協会欧州地区

事務局赤塚局長らも出席した。

会合では、２００２年２月１１日～１５日に開催された IMO

中間会合での本問題に関する検討結果が報告されたほ

か、船主に関する情報の透明性（Transparency of Bene-

ficial Ownership）の問題や港湾での安全管理等につき

検討が行われ、IMO主導の安全対策をOECD MTCとし

ても支持することとなった。

３・７・２ 造船協定問題

１９９４年に成立した OECD造船協定は、造船業におけ

る公的助成の廃止と加害的廉売の防止により公正な競

争条件を確保することを目的としており、参加国（EU、

韓国、ノルウェー、米国および日本）の全てが批准し

て発効することとなっている。しかし、唯一米国が批

准していないことから現在も発効しておらず、政府助

成の存続を求める米国造船業の強い反対もあり近い将

来の米国の批准は見込めない状況である。

このような状況下、OECD造船部会は、何らかの国

際的枠組みは必要であるとの合意に基づき、米国抜き

での新しい造船協定の策定をも視野に入れ、１９９４年以

降の環境変化を踏まえ、造船業の国際的枠組みについ

て検討することとし、そのための会合を２００２年４月２４、

２５日に開催することとした。加えて OECD事務局は、

同会合での検討に資することを目的に、あらかじめ関

係業界に対し書面によるコメントを求めるとともに、

２００２年４月初めにヒアリングを行うこととした。この

コメントおよびヒアリングの対象者は、関係各国の造

船工業会など造船関係者の他、当協会はじめ韓国船協、

ICS（International Chamber of Shipping：国際海運会議

所）、ならびに ECSA（European Community Shipown-

ers’ Association : EU・ノルウェー船主協会）等となっ

ている。

これを受け当協会は、政策幹事会を中心に検討を行

い、２００２年３月８日、OECD事務局にコメント（資料

３―１３参照）を提出するとともにヒアリングの招聘に

も応じ意見を開陳した。

! OECD造船部会におけるこれまでの検討経緯等

OECD造船部会では、設立以降、造船業における

公正な競争条件を維持するための様々な活動を行っ

てきた。しかし１９８９年、米国造船工業会が、関係各

国において「政府助成等不公正な貿易慣行」が存在

するとして、米国通商法３０１条に基づき、米国通商代

表部に提訴したことがきっかけとなり、同年秋より

OECE造船部会における政府助成廃止のための新協

定策定交渉が始まった。

ECが政府助成を廃止するには極東のダンピング防

止が必須であると主張したことなどから、「ダンピン

グ防止規定」が追加される等、種々検討が行われ、

新協定は、１９９４年末、参加国（EU、韓国、ノルウェ

ー、米国および日本）により基本合意に至り、１９９５

年末に EU、韓国、ノルウェーの３カ国が、また１９９６

年６月に日本がそれぞれ批准した。

" OECD造船協定の概要

! 協定の目的（造船業における公的助成を廃止、

加害的廉売を防止して公正な競争条件を確保）

" 交渉参加国（EC、韓国、ノルウェー、米国、日

本）

# 協定の構成

" 公的助成削減のための国際規則

# 加害的廉売防止のための国際規則

$ 上記紛争の手続き規定（二国間調整、調停委

員会設置等）

$ 協定対象船舶（１００G!T以上の自航式海上航行の

商船。艦艇・国内船を除く）

% 公的助成の削減（国、地方自治体、それら機関

等から特定的に供与される以下の助成は協定発効

と同時に廃止、新たに導入しない）

" 輸出補助

&公的輸出信用（船舶輸出信用了解＊１に適合しな
いもの）

〔資料３―１４〕 当協会コメント

１．船価について!政府助成について

船価は市場メカニズムによって決定されるもの。従って

船価を恣意的に操作すべきではない。その意味で造船への

政府助成は基本的に廃止されるべきと考える。

２．加害的廉売（injurious pricing）について

! 加害的廉売（いわゆるダンピング）の定義を明確化し、

恣意的な運用の余地を排除すべきである。国家助成によ

らず、経営の効率化等によって戦略的な価格設定を行う

ことをも「加害的廉売」とされてしまうと、公正な競争

の妨げとなり、造船協定の目的である「公正な競争条件

の確保」に反することとなる

" 加害的廉売に関連して、船舶の運航に支障をきたす対

抗措置を盛り込むことには反対である。

! 国 際 関 係
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'輸出補助金
# 国内助成

'直接助成（交付金、優遇融資、債務保証、負債
免除、優遇税制等）

'間接助成（優遇融資、債務保証等輸出信用了解
の条件以上のもの）

'研究開発助成（定められた率を上回る交付金、
優遇融資等）

$ 公的規制・慣行（国内建造・国内調達義務付

け等）

＊１ 船舶輸出信用了解：船舶輸出にあたり対象船舶（１００

G!T以上）、金利、頭金、償還方法などについて、取り
決めた了解（現行８１年了解）である。その後、金融情

勢などを反映させた９４年改定案が参加国間で合意した

ものの造船協定が未発効であることに付随して同了解

も発効していない。

$ 加害的廉売の防止

" 調査

締約国Ａは、自ら又は国内造船所ａの申し立

てによって、自国船主（含む実質）が行った他

の締約国Ｂの造船所ｂとの建造契約について加

害的廉売の調査ができる。

# 課徴金の賦課

調査によって、（イ）その船舶の価格が正常価格

を下回り、（ロ）それによって自国造船産業に損害

が生じ、（ハ#その因果関係が立証された場合、
締約国Ａは、販売を行った造船所ｂに対し、課

徴金の支払いを命じることができる。課徴金は

販売価格と正常価格の差を上限とする。

$ 対抗措置

課徴金が支払われない場合、対抗措置として、

当該造船所契約船・建造船の貨物の積みおろし

を最大４＋４年間拒否できる。

% 協定の発効

参加国全ての協定批准が必要。最後の参加国の

批准書が寄託された日から３０日後。

& 協定の見直し

３年毎または、締約国の建造量シェアが G!T

ベースで７０％未満になった時、全ての締約国の合

意により改正が可能。

! 業界ヒアリング

２００２年４月４、５日両日にパリの OECD本部にお

いて造船部会の業界ヒアリングが開催された。ヒア

リングには、造船業界から日本造船工業会、韓国造

船工業会、欧州造船工業会、中国造船業界等、海運

業界から、当協会の他、ICS（国際海運会議所）、ECSA

（欧州船主協会）が参加、政府側は日本、韓国はじ

め OECD加盟国が参加した。

当協会は、事前に提出したコメント（資料３―１３

参照）に沿い、!造船業に関する政府助成は基本的
に廃止すべきである、"加害的廉売の定義・運用を
明確化すべきである、との意見を開陳した。造船協

定についてのヒアリング参加者の意見を集約すると

以下の通りである。

'造船協定等何らかの国際的枠組みは必要
'政府助成の廃止等規律の見直しが必要
'加害的廉売規律の見直しが必要
'参加国の拡大が必要
'中国は今後の協定交渉に参加する意向を示した。
なお、造船供給力過剰問題については法的拘束力

を持つ対策を講ずるべきであるとの意見はなかった。

" OECD造船部会

２００２年４月２５、２６日両日にパリの OECD本部にお

いて第１０１回造船部会が開催された。会合には、OECD

加盟国の他、日本、韓国および欧州の各造船工業会

が参加した。部会会合は２部構成となっており、市

場動向に関する第１部には政府および業界が参加、

造船政策に関する第２部は政府関係者のみが参加し

た。

第１部の市場動向に関する会合では、造船市場に

おける需給不均衡の解消を図るため、１９９９年以降中

断されていた需給サブ・グループを再開することと

なった。

第２部の造船政策に関する会合では、業界ヒアリ

ングを踏まえ、新協定交渉を開始することが全会一

致で合意された。新協定交渉のため特別交渉グルー

プ（Special Negotiation Group）を設置することが決

定、２００２年９月にも第１回会合が開催される見通し

である。今会合では、わが国の他 EU、韓国、ノルウ

ェー、オーストラリアおよびポーランドが新協定交

渉に参加の意思を表明した。OECDは非加盟国にも

参加を呼びかけていくこととしており、中国が先の

業界ヒアリングにおいて参加に前向きな姿勢を示し

ていることから、新協定交渉への参加が期待されて

いる。新協定は、１９９４年の造船協定と同様、政府助

成の廃止と加害的廉売の防止が柱となる見込みであ

る。

! 国 際 関 係
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３・７・３ その他

２００２年４月２５日～２６日、パリにて開催された OECD

の RTR（Road Transport Research Program：道路交通

研究計画）第６６回運営委員会において、RTRおよびわ

が国国土交通省の要請により、当協会臼井関連業務部

副部長、McKnight欧州地区事務局Managerが「イン

ターモーダル（Door!to!door輸送において２つ以上の輸

送モードが利用されること）・リンケージ」に関するプ

レゼンテーションを行った。

プレゼンテーションでは、例としてアジア!北米ト

レードを挙げ、貨物の流れに沿って積みつけ、積地!
揚地ターミナル、海上輸送、鉄道への積み替え、鉄道

輸送等における具体的問題点をトレードの特徴ととも

に指摘し、EU各国、米国、豪州、メキシコ等から多く

のコメントや質問が寄せられた。

当協会としては、これを契機に RTRによるインター

モーダルについての議論が一層活発になることを期待

するとともに、メンバー国においてより物流の効率化

が図られるよう、今後も積極的に活動することとして

いる。

３・８ IMOの活動
国際海事機関（International Maritime Organization

＝IMO）は、国連の専門機関の１つとして１９５８年に設

立され、海上の安全や海洋汚染の防止等の問題に関し、

政府間の協力を促し有効な措置等を講じることを目的

としている。２００２年３月現在１６２カ国が加盟し、このほ

か２カ国（香港、マカオ）が準加盟国となっている。

IMOは、２年ごとに開催される総会を頂点に、理事

会および５つの委員会で組織されている。２００１年に開

催された主な会議の模様は次のとおりである。

１．総 会

２００１年１１月に第２２回総会が開催され、事業計画、予算

および理事会構成国の選出などが審議された。同会合

では、２００１年９月１１日の米国同時多発テロ事件に鑑み、

海上および港湾の船舶に対するテロ活動への適切な対

策を講じるため、２００２年１２月に海事保安（Maritime Se-

curity）に関する外交会議を緊急に召集することが決議

された（３・３参照）。そのほか、計３４の決議が採択さ

れた。また、理事国（３２ヶ国）が改選され、日本は IMO

設立時より引き続き理事国に選任された。同時に理事

国数の拡大が合意され、２００２年１１月７日以降８ヶ国追

加され４０ヶ国となる。

２．理事会

２００１年には、第８６回（６月）および第８７回（１１月）会

合が開催され、決算・予算の審議、各委員会および各

条約締約国会議の報告、職員就業規則の検討等が行わ

れた。

３．海上安全委員会

第７４回、第７５回会合が２００１年５月および２００２年５月に

それぞれ開催され、バルクキャリアの安全およびテロ

防止対策である海事保安に係る諸問題などが審議され

た（７章参照）。

４．海洋環境保護委員会

第４６回会合が２００１年４月に開催され、シングルハル

タンカーのフェーズアウトの促進や船底防汚塗料の規

制問題などが審議された。また、第４７回会合が２００２年

３月に開催され、バラスト水管理やシップリサイクル

の問題などが審議された（２章参照）。

５．法律委員会

第８４回会合が２００１年１０月に開催され、エリカ号事故を

契機とする油濁二条約の補償限度額の引き上げなどが

審議された（４章参照）。

６．その他

２００１年１０月、７５ヶ国の参加の下、有機スズを含む船

底防汚塗料を規制する新たな条約採択会議が開催され

た（２・１参照）。
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３・９ 当協会が加盟する主要国際団体の２００１年度の活動

３・９・１ CENSA

１．CENSAの解散について

欧州・日本船主協会評議会（CENSA : Council of Euro-

pean and Japanese National Shipowners’ Association）並

びに ICS（国際海運集会所）は、２００１年末を以ってCENSA

を解散し、その業務を ICSに新設する「Shipping Pol-

icy Committee（SPC）」に移管することとした。

CENSAは、日欧海運当局者協議の場である CSG（先

進国１４カ国海運担当官会議）に対応する各国船協の連

合体として１９６３年に設立され（当協会は１９６４年に加盟）、

米国の海運政策問題をはじめ発展途上国の自国海運保

護政策や OECD（経済協力開発機構）における海運政

策議論に対し、日欧海運業界の意見を代表する機関と

して機能してきた。

しかしながら、２０００年９月に米国において、世界主

要定航船社約３０社が米国海運政策問題への対応を主な

目的にWorld Shipping Council（WSC）を結成したため、

CENSAはそれと同時にワシントン事務所を閉鎖し合理

化を図っていた。

その後、CENSAメンバーの大半から「より幅広いメ

ンバーを有する ICSに CENSA業務を吸収させ、海運業

界の声を集約すべき」との意見が強まったことから今

回の決定となった。

２．２００１年度のCENSAの主要活動

２００１年度（４月～１２月）は、CENSAは主に次の問題

について活動した。

! 独禁法

%OECDにおける海運規制改革案

" 米国

%同時多発テロ発生後の保安問題並びに国防授権法
案

%米国内国歳入庁（IRS８８３）規則案問題

%ミシシッピー川流域港湾における排他的タグサー
ビス協定問題

%米国海事産業保護政策
# OECD

%サブスタンダード船排除への取り組み
%定航海運競争政策のOECDメンバー間整合性促進

状況調査

%有害税制やモデル租税条約に関する検討への参加

%OECD造船協定の検討

$ その他

%CENSAの将来問題

３・９・２ ICS

１．ICSの活動

国際海運会議所（ICS : International Chamber of Ship-

ping）は、航行安全・海洋環境保全・海事法制・情報シ

ステム等を扱っており、主として IMOに対応する国際

団体である。２００２年１月からは、２００１年末に解散した旧

CENSAの業務を引き継ぎ、Shipping Policy Committee

（SPC）を新設して、海運政策問題も扱っており、OECD

や CSG（先進１４カ国海運担当官会議）への対応も行っ

ている。

２００２年９月末現在、合計で世界商船隊の５割以上を

占める３４カ国!地域の３６船協が加盟している。
２００１年度に ICSが対応した主な事項は以下の通りで

ある。

! 海事保安問題

" 油濁損害に対する賠償問題

# 戦争保険を含む法務保険問題

$ バルクキャリアの安全問題

% 船舶からの大気汚染問題

& バラスト水排出規制問題

' 海難救助問題

( 船舶リサイクル問題

) 海賊及び武装強盗問題

* ポート・ステート・コントロール問題

２．ICS!ISF２００３年日本総会
ICSと ISFの総会は、１９８８年までは個別に開催されて

いたが、１９８９年以降は同時開催（同一開催場所で ICS、

ISF総会を１日ずつ連続して開催）されており、開催地

は原則として英国とそれ以外の国で交互になっている。

２００１年５月に英国・バースで行われた ICS!ISF２００１

年総会では、当協会に対して両団体の２００３年総会主催

要請があり、当協会はこれを受諾した。

その後、２００２年６月にノルウェー・オスロで開催さ

れた ICS!ISF２００２年総会では、２００３年総会を同年５月

１２・１３日に兵庫県淡路島で開催することが決定された。

ICS総会は日本では初開催で、アジア地域でも２０００年
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のマニラ総会に次いで２回目の開催となる。また、ISF

総会は日本では１９８４年に次いで２回目の開催で、アジ

ア地域では１９７９年の香港総会、１９８４年の東京総会、２０００

年のマニラ総会に次ぐ４回目となる。

３・９・３ ISF

ISF（International Shipping Federation：国際海運連

盟）は、海上労働問題に関し国際的な視野で検討を行

なうことを目的とする国際船主団体であり２００２年５月

現在３４ヶ国の船主協会で構成されている。

ISFの第１０６回理事会および２００２年度年次総会が２００１

年６月１２日ノルウエーで開催された。両会合での主な

検討事項は次の通りである。

! STCW９５条約に基づくホワイトリストおよび証書の

承認について

" ILO統合条約，船員の身分証明書について

# 労使問題に関する ISFの対応について

$ ITFへの対応について

% 船員の補償問題に関する IMO!ILOの対応につい

て

! 国 際 関 係
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4 法務保険

４・１ 国際条約関連

４・１・１ 国際油濁補償体制に関する検討等

タンカー事故等で油濁による海洋汚染が発生した場

合、その損害や清掃費用については、海運業界と荷主

である石油業界が協力して補償する体制が国際条約に

よって整備されている。すなわち、一定の責任限度額

を設けて、はじめに船主による補償を行い、不足する

部分を荷主が補償するもので、いわゆる油濁二条約と

呼ばれる国際条約によって補償体制が確立している。

（油濁二条約：「油による汚染損害についての民事責

任に関する国際条約（CLC : International Convention

on Civil Liability for Oil Pollution Damage）」および「油

による汚染損害の補償のための国際基金設立に関する

国際条約（FC : International Convention on the Estab-

lishment of an International Fund for Oil Pollution Dam-

age）」）

この油濁二条約のうち、CLCは船舶（タンカー）の

貨物である重油等の流出によって生じた油濁損害につ

いて船主の無過失責任、責任限度額、強制保険の付保

を定めた条約である。一方、FCは荷主の責任負担につ

いての条約で、タンカーから油を受け取った荷主の拠

出金を基に設立された国際油濁補償基金（IOPCF : In-

ternational Oil Pollution Fund）による被害者に対する補

償を行うことを定めたもので、１９６９年の CLC（６９CLC）

は１９７５年に、また１９７１年の FC（７１FC）は１９７８年にそれ

ぞれ発効している。

その後、１９９２年に至り両条約の発効後約１５年が経過

し、大規模の油濁事故への補償が十分に果たせなくな

ったことから、両条約の限度額の引上げを主な内容と

する改定議定書（１９９２年の CLC：９２CLCおよび１９９２年

の FC：９２FC）が採択され、１９９６年５月にそれぞれ発効

した。

従来、６９CLC!７１FCの批准国であったわが国は１９９４

年８月に９２CLC!FCに加盟するとともに、これらの内

容を盛り込んだ国内法として油濁損害賠償保障法を１９９６

年５月に施行している。

なお、２００２年６月１日現在の締約国は、わが国を含

め、９２CLC：６９カ国（含、香港）、９２FC：６４カ国である

（資料４―１参照）。

１９９９年１２月、マルタ籍タンカー「エリカ号」（１９，６６６

G!T）がフランスのブルターニュ沖で重大な油濁損害

事故を引き起こした。これを契機として２０００年１０月開

催の IMO法律委員会において、油濁二条約の補償限度

額を約５０％引上げることが了承され、２００３年１１月から船

主の責任限度額は８，９７７万 SDR（約１４０億円）、国際油濁

補償基金の補償限度額は２億３００万 SDR（約３１６億円）に

改訂されることとなった。（船協海運年報２００１参照）

しかし、今回の引上げでは不十分と考えるEUは、２０００

年１２月に欧州油濁補償基金（COPE Fund : Compensa-

tion for Oil Pollution Damage in European Waters）の設

立構想を発表した。その主な内容は、EU域内で発生し

た油濁事故について９２CLC!FCの補償限度額を超えた

額を補償するというもので、その補償額は９２CLC!FC
の補償額と合わせて１０億ユーロ（約１，２３０億円）となっ

ている。なお、同基金の他、すでに改定された９２CLC

!FCについても再度見直すべきとの意見も付されてお

この章のポイント
●現行のCLC・FCによる国際油濁補償体制に、新

たに任意の第３層基金制度を追加的に創設するた

めの議定書案が完成。IMO法律委員会の了承を経

て、来春、採択のための外交会議が開催される予

定。

●旅客死傷に対する強制保険導入を目途として、IMO

法律委員会で９６年１０月から審議が続けられてきた

アテネ条約改定議定書案が取りまとめられ、０２年

１０月に採択のための外交会議の開始が決定。

●昨年９月の米国同時多発テロ事件を契機に、保険

業界が船舶戦争保険の基本料率や割増料率の引き

上げ、危険水域（平時料率の適用除外）の拡大等

を実施。ICS等国際海事団体が、これら措置によ

る船主経済に与える影響について懸念を表明。
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り、現在、欧州議会等において検討が行われている。

このような状況に対処するため、９２年国際油濁補償

基金においては、油濁補償体制のさらなる機能の見直

しに関するワーキンググループが設置され、英国をは

じめとする国々によって共同提案された「任意の追加

補償制度」ならびに「環境損害の認定基準」等につい

ての検討が開始された。

同ワーキング・グループを含む国際油濁補償基金の

会合の模様は次の通りである。

１．９２年国際油濁補償基金（９２FC）第６回総会等

９２年国際油濁補償基金（９２FC）第６回総会、同第１４

回理事会ならびに７１年基金（７１FC）第２４回総会が、５０

カ国の加盟国（９２FC：４４カ国、７１FC：６カ国）、オブ

ザーバー国６カ国、EC、ICS等民間オブザーバー機関

１０機関の出席を得て、２００１年１０月１５日～１９日まで、ロン

ドンの IMO本部において開催された。

" わが国からの出席者

国土交通省 本保大臣官房審議官

在英日本大使館 堀家一等書記官

成蹊大学 谷川名誉教授

東京大学 落合教授

国土交通省 海事局総務課 山腰油濁補障対策官

石油海事協会 常木専務理事

当協会 梅本関連業務部長

# 主要議題

! ９２FC第６回総会

９２FC第６回総会は、議長にW. Oosterveen氏

（オランダ）を、副議長に谷川教授、Salazar氏

（メキシコ）を選出し議事に入った。

$ 追加基金（第３層基金）制度の導入

本制度導入の検討に先立ち、欧州基金（COPE

FUND）の検討状況について EC委員会により報

告があったが、このような地域的な動きは国際

体制を揺るがしかねない、との危惧の声が相次

ぎ、Directorが説得に乗込むべきであるとの強硬

論も出たが、国際体制の維持を侵害しないよう

EC委員会に対し引続き情報提供が求められるこ

ととなった。

日本より、追加基金への加入意思が表明され

ると共に、条件として Capping制度導入の提案

があった。これに対しては、この追加基金への

加入は任意であり油受取量に比例して拠出する

のが公平であるとの反対論がある一方、メンバ

〔資料４―１〕 新旧油濁二条約締約国一覧表
２００２年６月１日

国 名 ６９
CLC

７１
FC

９２
CLC

９２
FC 国 名 ６９

CLC
７１
FC

９２
CLC

９２
FC

ア ル バ ニ ア
アルジェリア
アンティグア・パーブーダ
アルゼンチン
オーストラリア
バ ハ マ
バ ー レ ー ン
バ ル バ ト ス
ベ ル ギ ー
ベ リ ー ズ
ベ ニ ン
ブ ラ ジ ル
ブ ル ネ イ
カ ン ボ ジ ア
カ メ ル ー ン
カ ナ ダ
チ リ
中 国"＊
コ ロ ン ビ ア
コ モ ロ
コ ス タ リ カ
コートジポアール
ク ロ ア チ ア
キ プ ロ ス
デ ン マ ー ク
ジ プ チ
ド ミ ニ カ
エ ク ア ド ル
エ ジ プ ト
赤 道 ギ ニ ア
エ ス ト ニ ア
フ ィ ジ ー
フィンランド
フ ラ ン ス
ガ ボ ン
ガ ン ビ ア
グ ル ジ ア
ド イ ツ
ガ ー ナ
ギ リ シ ア
グ ァ テ マ ラ
グ レ ナ ダ
ガ イ ア ナ
ホンデュラス
アイスランド
イ ン ド
インドネシア
アイルランド
イ タ リ ア
日 本
ジ ャ マ イ カ
カザフスタン
ケ ニ ア
ク ウ ェ ー ト
ラ ト ビ ア
レ バ ノ ン

○

○
○
○
○
○

○

○

○
○

○
○
○
○
○

○
○
○

○

○

○
○

○

○

○
○
○

○

○

○

○

○

○

○

○
○

○

○

○

○
○
○
○
○
○
○
○
○

○

○

○

○

○
○
○
○
○

○

○
○
○

○
○

○

○

○
○
○
○
○
○
○

○

○

○
○
○
○
○
○
○
○
○

○

○

○

○
○
○
○
○

○
○
○

○
○

○

○

○
○

○
○
○
○

○

○

リ ベ リ ア
ルクセンブルグ
マ レ ー シ ア
モ ル ジ ブ
マーシャル諸島
モーリタニア
モーリシャス
メ キ シ コ
マ ル タ
モ ナ コ
モ ロ ッ コ
モザンピーク
オ ラ ン ダ
ニュージーランド
ニ カ ラ グ ア
ナイジェリア
ノ ル ウ ェ ー
オ マ ー ン
パ ナ マ
パプアニューギニア
フ ィ リ ピ ン
ペ ル ー
ポ ー ラ ン ド
ポ ル ト ガ ル
カ タ ー ル
韓 国
ロ シ ア
ル ー マ ニ ア
セントビンセント
サントメ・プリンシペ
セイントキィッズアンドネイビス
サウジアラビア
セ ネ ガ ル
セ イ シ ェ ル
シェラレオネ
シンガポール
ス ロ ベ ニ ア
南 ア フ リ カ
ス ペ イ ン
ス リ ラ ン カ
スウェーデン
ス イ ス
シ リ ア
ト ン ガ
トリニダード・トバコ
チ ュ ニ ジ ア
ツ バ ル
アラブ首長国連邦
英 国
ウ ル グ ア イ
バ ヌ ア ツ
ベ ネ ズ エ ラ
イ エ メ ン
ユーゴスラビア
香 港"＊
合 計

○
○
○

○

○

○
○

○

○
○

○
○
○
○
○

○

○

○

○
○

○
○
○
４９

○
○

○

○

○

○
○

○

○

○

○
○

○
○
２５

○

○

○
○
○
○
○

○
○

○
○
○
○
○

○

○
○
○

○

○
○

○
○
○
○

○
○
○

○
○
○
○
○

○
６９

○

○

○
○
○
○
○

○
○

○
○
○
○
○

○

○
○

○

○
○

○
○
○

○
○
○

○
○
○
○
○

○
６４

出所 ITOPF (International Tanker Owners Pollution Federa-
tion Limited) 資料 （注）○既締約国

（＊）香港特別行政地区については、９２年基金条約加盟国の地位が
与えられている。
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ー国増加歓迎の見地から、９２FCと同様、過渡的

措置として認めてはどうか、とする同調意見も

あり、今後W.G.で検討されることとなった。

また、W.G.の考え方（TEXT案）は、９２FCと

同様に上位国の油受取量が一定値を超えた場合、

限度額を引き上げるべしとのことであったが、

この基金は、９２FCの限度額で不足する補償を行

うことを目的とするものであるため、この規定

は不要ではないかとの日本の提案により、削除

されることとなった。

これと同様趣旨で日本から提案があった、９２

FCの上限額増加と追加基金の上限額増加の連動

性への疑問については、総会はこれを認識する、

ということに留まった。

追加基金の支払対象補償金については、追加

基金は９２FCを補助するものであり、９２FCで認

められた請求についてのみ補償の対象とすべし、

との日本提案に対しては、会議はこれを肯定し

たが、被害の迅速処理の見地から、認められた

請求は９２FCのみならず、この限度額を超えると

判断される場合は追加基金からも支払われるこ

ととなった。

一方、追加基金と９２FCの事務局の兼任につい

ては、同じく日本より両基金間で利害が対立す

る場合もあり得ることから、７１FCと９２FC間と

同様、兼任する場合の誠実行動等を求めること

が提案され、総会はその通り受け入れることと

した。

なお、この荷主拠出による追加基金の counter-

balanceとして６月のW.G.において提案されてい

た国際 P&Iグループの自主協定による小型船限

度額の引き上げについては何ら進展は見られず、

船主負担については、OCIMFより、この追加基

金は船主も負担すべしとの発言、ならびにカナ

ダからの荷主!船主の負担のバランス問題はW.

G.の作業項目の高い順に位置付けられるべきであ

る、とのわずかな意見に留まった。

基金は、W.G.において追加基金導入に伴う諸

問題等を検討し、その結果を２００２年１０月に開催

予定の次回総会に報告することとなった。また、

積み残した問題はあるものの、追加基金（Pro-

tocol）の TEXT案自体は一応完成を見たとのこ

とで、採択のための外交会議を早い機会に開催

するよう IMOに要請することとなった。

" 環境損害の認定基準

環境損害について、英国等４カ国から、カバ

ーの範囲拡大を企図して基準の見直し（CLAIMS

MANUALの改正）が提案され、欧州勢を中心に

支持意見が出る一方、抽象的表現が多く恣意的

解釈を招来する恐れがある、このような表現で

あれば、どのような些細な事故でも限度額まで

請求して構わないと外部に PRしているようなも

のだ、また CLC上の処理との整合性がとれるの

か、といった慎重に対応すべきではないかとの

意見が相次ぎ、W.G.で引続き検討することとな

った。

! ７１FC第２４回総会!９２FC第１４回理事会

題記会合では、事故処理の案件が中心であり、

ナホトカ号、エリカ号等に関する検討は概要次の

通りであった。

! ナホトカ号事故

"２００１年１０月１０日現在で補償請求書に対する支払は
CLC部分（約６億円）を含め、１７億３，８００万円と

なった。

"全ての査定は２００１年末までに終了する見通しで
ある。

"船首残骸除去（油抜取り）のため、海上災害防
止センターが増設した仮設道路は２００１年９月１０

月に日本政府、基金、UK P&I Club間でこの請

求の妥当性について技術的視点から協議が持た

れ、さらに詰めることとなった。この点、会議

は是非に見方が分かれており、事態の推移をさ

らに見守りたいとのことであったが、日本が取

った方法は現実的であると評価すべきであり、

これが否定されると今後関係国政府は油除去措

置を積極的に講ずることを躊躇することになり

かねないとの支持意見があった。加えて、事務

局より、本件はこの９月に福井地方裁判所で堪

航性を争点に関係者からの事情聴取が始まった

との報告があった。

" エリカ号事故

"船籍国のマルタ、EU、フランス当局からの報告

に基づいて事故原因を分析中であるとの報告が

Directorよりあった。

"２００１年１０月１１日現在、承認された請求に対し支払
われた補償金は１億５，７００万フランにのぼるが、

多くの請求が検討中であることから仮払率は８０％

を維持することとなった。
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"また、本件ではかなりの時間が観光税減収に基
づく請求の妥当性の検討に費やされ、このよう

な被害も救済すべきであるとする意見がある一

方、税制は各国で相違があり、観光資源が損な

われても一般的税や VATで賄っているところも

あり、支払に応じることには疑問であるとの意

見もあり、問題はさらに事務局で検討されるこ

ととなった。

% ７１FCの終了

７１FCは早期終了を目的とした条約改正が既に

行われており、締約国数が２５を下回った時点、

または油受取量合計が１億トンを下回った時点

から１２ヶ月後のいずれか早い時点に終了するこ

ととなっているが、UAEが２００１年５月２４日に脱

退を表明したことから締約国数は２００２年同日付

で２５ケ国となることが確実となり、本条約は効

力が停止することとなった。

２．９２年国際油濁補償基金（９２FC）第６回臨時総会お

よびワーキング・グループ等

９２年国際油濁補償基金（９２FC）第６回臨時総会およ

びワーキング・グループ、同第１６回理事会、ならびに

７１年国際油濁補償基金（７１FC）第９回臨時総会が、４４

カ国の加盟国、９カ国のオブザーバー国、EC、その他

ICS（国際海運会議所）、OCIMF（石油会社国際海事評

議会）等の民間オブザーバーである９機関の出席を得

て、２００２年４月２９日～５月３日の間、ロンドン IMO本部

において開催された。

! わが国からの出席者

国土交通省 本保大臣官房審議官

在英日本大使館 堀家参事官

成蹊大学 谷川名誉教授

東京大学 落合教授

国土交通省 海事局総務課 山腰油濁補償対策官

海上災害防止センター 小和田理事長

海上保安庁 警備救難部 野中環境防災課長

石油海事協会 常木専務理事

当協会 関連業務部 小松課長代理

同 欧州地区事務局 伊藤駐在員

" 主要議題

! ９２FC第４回ワーキング・グループ（WG）

議長にカナダの A. Popp氏を選出し、議事に入っ

た。

WGにおいては、２００３年５月の外交会議で採択が

予定される追加基金（第三層基金）の導入を前提

とした船主責任問題および補償の対象となる環境

損害の認定基準の見直し問題について検討が行わ

れた。概要は以下の通りである。

# 船主責任

船主責任に関連して荷主（油受取人）!船主
間の責任のバランスにつき主に審議が行われた。

OCIMFは、油受取人が追加基金の全額を拠出

し、船主負担がないのは従来の基金制度とのバ

ランスを欠くとし、追加基金はあくまで船主負

担の増額を実現するまでの暫定措置とすべきと

主張した。

これに対し、国際 P&Iグループ、ICSおよび

INTERTANKO（国際独立タンカー船主協会）は、

荷主拠出による追加基金とのバランスをとるた

めに小型船限度額を自主的に引上げることとし

たことから、さらなる船主責任の見直しは不要

であるとの意見を提出した。

また、これら産業界の意見表明の後、多くの

参加国からは２００３年１１月の９２CLC!９２FCの５０％

引上げ実施および追加基金設立の後に責任バラ

ンスの検討を行うべきとする意見が出たが、英

国、フランス、カナダ等は、船主が任意に限度

額を引上げるなどの暫定的措置ではなく、正式

な制度として船主負担の見直しを図るべきとし

て、検討開始を強く求めた。

審議の結果、これらの見直しに積極的な国が

提案文書を作成し、２００３年の早い時期に開催さ

れる予定のWGで検討を開始することとなった。

$ 環境損害の認定基準

環境損害については、２００１年１０月の９２FC総会

において、英国等４カ国からカバーの範囲拡大

を企図して、現行の査定マニュアル（Claims

Manual）の改定提案がなされていたが、今会合

では修正を加えた改定案がフランス、ノルウェ

ー等を加えた９カ国から再度提出され審議が行

われた。

本改定案に対し、日本および韓国は、表現が

抽象的で実際の適用に困難が予想されることか

ら、どのような損害について認められるべきな

のか、過去の具体的な事例に即して明らかにす

る必要があるとの意見を提出したが、参加国の

多くは本改定案を支持するとの意見であった。

審議の後、議長提案により、日本、韓国および

! 法 務 保 険

96 船協海運年報２００２



提案国を代表して英国等が非公式協議を開き、

査定マニュアル改定案の検討を行った結果、WG

において一部修正の上、合意された。

同改定案の主な内容は次の通りである。

○復元措置

#汚染された環境を復元するためにかかる費用を
査定する際の現行の基準に、新たに次の基準を

追加する。

#）被害地域の自然的な復元を著しく促進する
もの

$）更なる損害を防止するためのもの
%）可能な限り、他の自然環境等に悪影響を及
ぼさない措置

&）技術的に実現可能なもの
'）費用が損害の範囲と均衡を失しないもの

#理論的モデルを用いて計算した抽象的損害額に
基づく環境損害クレームは受け付けない。

○流出後調査（post!spill studies）

#環境の復元を確認するための油流出後の調査に
基金が関与し、この調査費についても基金から

補償を受けられることを明確化。

#ただし、基金が関与しながら行われた調査であ
っても、査定が行われる際に必ずしも合理的と

認められるとは限らない。

本修正案は、２００２年１０月に開催予定の９２FC

総会で承認される予定である。

なお、今回の改定が直ちに範囲拡大につなが

るものではないものの、仮に今後の査定に疑義

が生じた場合には、９２FC理事会等の場で確認し

ていく必要があると思われる。

! ９２FC第６回臨時総会

９２FCワーキング・グループに先立って開催され

た第６回臨時総会では、議長にオランダのW.

Oosterveen氏を選出し、議事に入った。

! 追加基金採択のための外交会議開催費用

２００１年１０月に開催された９２FC総会で任意の追

加補償基金の Protocol案が一応の完成をみたこ

とから、IMOにおいて採択のための外交会議を

できるだけ早い機会に開催することとなってい

る。この外交会議の開催費用を９２FCが IMO

に対して立替え払いし、追加基金が設立された

後、これを払い戻すこととする案について審議

が行われた。

まず事務局より、本総会に先立って開催され

た IMO法律委員会（２００２年４月２２－２６日）にお

いて、同 Protocol案が承認されるとともに、外

交会議が２００３年５月１２－１６日の日程で開催される

こととなった旨報告があった。

費用立替え案に関しては、法的な問題がない

のか、また９２FCにこれを承認する権限があるの

かなど種々意見が出たが、審議の結果、９２FC

による費用立替えを承認し、２００２年７月に開催

される IMO理事会に報告することとなった。

" その他

９２!７１FCの内部監査制度や本年５月２４日に効

力が停止することとなっている７１FCの手仕舞い

などについて審議が行われた。

" ９２FC第１６回理事会および７１FC第９回臨時総会

題記会合においては事故処理案件が中心であり、

ナホトカ号、エリカ号については次の通りであった。

! ナホトカ号事故

２００２年４月２２日現在で補償請求者に対する支

払いは、基金からの支払いが約１７０億円、船主お

よび P&I保険からの支払いが約６．５億円となった。

補償総額の査定結果は約２６１億円となり、これ

を基金が５８％（約１５１億円）、UK P&Iが４２％（約

１１０億円）の割合で折半することとなった。

また、油抜き取りのために設置された仮設道

路に係る請求に関しては、約３３億円の請求に対

して約２０億円の査定が承認された。

" エリカ号事故

２００２年４月２３日現在で、６，１５７件（約１０億仏フ

ラン）の請求があり、査定が終了した５，３７８件

（７．７億仏フラン）については約４億フランとの

査定額となった。

また、すでに４，１４１件の請求について約２．６億仏

フランが支払われている。

４・１・２ アテネ条約改定問題の検討

国際海事機関（IMO : International Maritime Organi-

zation）法律委員会では、旅客死傷に対する金銭的保証

の提供、即ち、「１９７４年旅客及びその手荷物の国際運送

に関するアテネ条約（以下アテネ条約）」の改定問題お

よび海難残骸物除去に関する賠償問題を中心に鋭意審

議が行われている。

特に、アテネ条約の改定問題については、１９８４年４

月開催の第５９回同委員会以来、審議が続けられてきた。
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この間、１９９０年３月には、運送人の補償限度額の引き

上げを骨子とする改定議定書が採択されたものの、批

准する国が少なく、発効するには至らなかった。その

後、１９９６年１０月開催の第７４回同委員会において、「船主

の様々な賠償責任を強制保険その他の方法で担保する

制度を創設する」ことが主要議題の１つとして取り上

げられるに至り、旅客死傷に対するクレームについて

も、併せて審議の対象とされ、以来、旅客死傷に対す

る金銭上の保証の提供の導入を目途として、再度アテ

ネ条約の改定問題が審議されるに至った。

２０００年１０月開催の第８２回同委員会、２００１年１０月開催の

第８３回同委員会において、「金銭上の保証の提供」を前

提として、争点であった「運送人の責任（海難事故の

場合）」「海難事故以外の場合の挙証責任」等に関して

議論の取りまとめが行われ、改定議定書案がほぼ整理

されたことから、２００２年１０月に採択のための外交会議

を開催することとなった。

第８３回同委員会までに整理された改定議定書案およ

び審議概要は以下の通りである。

! 運送人の責任

現行アテネ条約第３条では、旅客の死傷等が発生

した場合、運送人が責任を負わなければならないの

は「運送の過程で生じ、かつ運送人等の過失または

不注意に起因するもの」とされている。但し、運送

人等の過失の有無を立証する責任（挙証責任）は!
海難事故の場合には、運送人が自己に過失がなかっ

たことを証明しない限り過失があったものと推定さ

れ（過失推定）、"海難事故以外の場合には、旅客等
の請求者（以下、旅客）が運送人に過失があったこ

とを立証する責任を負うことと規定されていた。

今回の改定案では、!海難事故の場合における旅
客の死傷に対しては、一定額までは運送人が過失の

有無に関係なく責任を負う「厳格責任」（戦争や暴動

または避け難い自然現象、あるいは第三者の故意に

より引き起こされた事故であることを運送人が証明

しない限り、運送人の過失の有無に関係なく責任を

負う）が新たに導入された。また、それを超える部

分については従来の「過失推定」が適用されること

となり、２段階方式での補償体制が導入された。

なお、"海難事故以外の場合における旅客等の挙
証責任については、日本をはじめノルウェー等の国

から全ての事故の挙証責任を運送人に負わせるべき、

との意見が提出されていたが、後述の運送人に対す

る責任限度額の引き上げ、金銭上の保証の提供等に

よる旅客と運送人との公平性やバランス論の観点か

ら、海難事故以外の場合の挙証責任は、現条約通り

旅客が負うこととされた。

" 責任限度額

現行アテネ条約第７条においては、旅客死傷の場

合の責任限度額は１運送毎に４６，６６６SDR!人（発効し
ていないが９０年アテネ議定書では１７５，０００SDR!人）
と定められている。現条約通り「１運送毎」とする

のか、「１事故毎」か、あるいは「１船毎」とするの

かについてこれまで継続して審議が行われてきたが、

「海事債権についての責任の制限に関する条約（以

下、LLMC条約）」との整合を図るため、手荷物を除

き、責任限度額を「１事故毎」に変更することが決

定された。

なお、ノルウェーと日本両国が共同で提案した「締

約国が条約の限度額を下回らない限り自国で独自の

法律を適用できる」ことが承認されており、自国の

判断で責任限度額を定めない「無限責任」の導入も

可能とされている。

# 金銭上の保証の提供

「金銭上の保証の提供」すなわち強制保険制度を前

提に審議が行われていたが、保険付保額は船客数に

関わらず１船客毎に金額を定めることが決定した。

なお、「厳格責任額」、「強制保険付保額」、「責任限度

額」は外交会議にて決定される。

$ 寄与過失の抗弁

現行アテネ条約第６条においても、「旅客の死傷等

が旅客の過失によるもので、かつ運送人がそれを立

証した場合には、裁判所はその国の法律に従い、運

送人の責任の一部または全部を免除することができ

る」とした寄与過失の抗弁が規定されている。

これまでの審議では、改定議定書案にもこの抗弁

を盛り込むこととされていたが、旅客の寄与過失に

対する抗弁は、厳格責任が適用される海難事故を含

む全ての場合にも優先することが最終的に確認され

た。これにより、海難事故で厳格責任が課される場

合であっても、旅客の過失を立証した場合には、運

送人の責任の一部または全部が免除されることとな

った。

% 船舶の欠陥の定義

現行アテネ条約第３条において、海難事故の定義

が「船舶の衝突や座礁、火災等とともに船舶の欠陥

による事故」とされている。改定議定書案もこれを

採用していいたが、海難事故の場合には厳格責任が
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導入され、裁判の際には、海難事故とそれ以外の事

故の区別を明確にする必要があることから、「船舶の

欠陥」の定義の明確化が求められた。

審議の結果、「船舶の欠陥」は原則として、船舶の

航行機器や旅客の避難用具等の不具合や破損とされ

たが、外交会議に提出する最終的な改定議定書案に

は、客室等の旅客の利用する部分および航行機器そ

れぞれの欠陥の定義を明確に区分するとともに、さ

らには、防火設備の追加等より明確化することが決

定された。

! 裁判管轄

現行のアテネ条約１７条では、以下の通り裁判管轄

が選択できることとなっている。

! 被告の居所または主たる営業所在地の裁判所

" 出発地または到達地の裁判所

# 被告がその国に営業所を持ち、その裁判管轄件

に服する時は原告の住所または居所のある裁判所

$ 被告がその国に営業所を持ち、その裁判管轄件

に服する時は運送契約が締結された国の裁判所

このうち、被害者（旅客）の居住地の裁判所に管

轄権を認める場合が「被害者の居住地に営業所を有

する場合」に限定されていることから、改定議定書

案では、さらに、「被害者の居住地でサービスを提供

する場合」も認めるとした第５の規定の追加が提案

されていた。但し、「被害者の居住地でサービスを提

供する場合」を明確にする観点から、わが国政府お

よびノルウェーより、「被告（運送人）が被害者の居

住地に乗り入れをしている場合」に限定すべきとの

意見も提出されたことから、明確化を含め鋭意審議

が行われていた。

当初は、モントリオール条約（国際航空運送にお

ける契約当事者の権利義務関係を定めた条約）と同

様に、被害者保護の観点から、第５の規定を追加す

る方向で検討が行われてきたが、新たな規定の導入

については条約を批准する上での障害となりかねな

い等の理由から、第５の規定そのものを削除し、現

行アテネ条約の通り４つの選択肢に限ることとされ

た。

" 出訴制限期間

現行のアテネ条約第１６条では、出訴期間は原則２

年、但し、運航中に起きた傷害により下船後に船客

が死亡した場合は下船の日から３年以内で、いかな

る場合でも下船の日から３年を超えてはならないと

なっている。これに加え、新たに、「裁判所が法律に

基づき制限期間を中断する等裁判が停止した場合は、

下船日から１０年以内または損害を知りえた日から３

年以内のいずれか一方の期間が経過するまで」とす

る条項の追加提案がなされていた。

わが国政府より、現行アテネ条約では原則として

２年間で権利が喪失するとされているので、これと

追加提案との整合性を図るべきではないかとの意見

を提出したが、結果的には、「裁判所が法律に基づき

制限期間を中断する等停止した場合であっても、下

船日から５年または損害を知りえた日から３年以内

のいずれか一方の期間が経過するまで」と期間を５

年に修正した上で、条項が追加されることとされた。

以上が整理されたアテネ条約改定議定書案である

が、わが国においては、商法第５９０条ならびに７８６条

により、運送人に責任制限を認めていない他、海難

事故の有無を問わず運送人等の過失の有無を立証す

る責任（挙証責任）は運送人とされていることから、

改定議定書案の批准は難しい状況にある。

なお、本件に関し、当協会は法務保険委員会なら

びに客船部会共同で対処しているが、国内の規定は

ともかく、条約を批准する上で、障害とならないよ

う新たに導入される「厳格責任額」ならびに「強制

保険付保額」、さらには「責任限度額」の現実的な金

額の設定等を強く働きかけている。

４・１・３ IMO法律委員会における条約案
等の検討

IMO法律委員会では、海事法務に関する条約あるい

は改定議定書案の策定のための審議が主に行われてい

る。同委員会で取りまとめられた議定書案は、さらに

IMO加盟国政府による外交会議において審議・採択さ

れ、議定書案に定める一定の要件を充たした後、発効

することになる。

近年の同委員会においては、!油濁補償体制の見直
し、"船舶燃料油による汚染に対する賠償、#旅客死
傷に対する金銭的保証の提供、$海難残骸物除去に関
する賠償を主要議題として取り上げてきた。

このうち、!油濁補償体制の見直しについては（船
協海運年報２００１参照）、２０００年１０月に開催された第８２回

同委員会と締約国との合同会議において、９２CLCおよび

９２FCに定める油濁補償限度額をそれぞれ約１．５倍に引

き上げることが採択されるとともに（２００３年１１月１日

発効予定）、"船舶燃料油による汚染に対する賠償に関
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しても（船協海運年報２００１参照）、２００１年３月に開催さ

れた外交会議で、バンカー流出に際し、被害者への賠

償を確実なものにするため、船主に強制保険の付保義

務を課すことを最大の目的とした「燃料油による汚染

損害についての民事責任に関する国際条約（通称バン

カー条約）」が採択されたことから、近年の IMO法律

委員会においては、残された課題である!旅客死傷に
対する金銭的保証の提供、"海難残骸物除去に関する
賠償を中心に鋭意審議が行われている。

２００１年１０月８～１２日に開催された第８３回同委員会では、

前述の「旅客死傷に対する金銭的保証の提供」を中心

として、「海難残骸物除去に関する条約案」等について

審議を行った。審議の結果、「旅客死傷に対する金銭的

保証の提供」に関しては、アテネ条約改定議定書案が

ほぼ整理されたことから、２００２年１０月に採択のための

外交会議を開催することとなったのをはじめ（４・２

・１参照）、「海難残骸物除去に関する条約案」につい

ては、２００４年!２００５年の期間で採択のための外交会議を
開催することを目途に精力的に検討していくことが決

定された。

また、２００２年４月２２～２６日に開催された第８４回同委員

会では「海難残骸物除去に関する条約案」を中心に審

議が行われた。なお、２００１年９月に発生した米国同時

多発テロに関連して、同年１１月に開催された IMO総会

において、海事分野におけるテロ対策強化のため、既

存の条約、決議等の見直しを図ることとする総会決議

第９２４号が採択されたことから、法律委員会においても、

本件に関連して、関係条約の見直しについても審議が

行われた。

第８３回および第８４回同委員会の議題ならびに審議概

要は以下の通りである。

［第８３回 IMO法律委員会の模様］

日 時：２００１年１０月８～１２日

場 所：IMO本部（ロンドン）

参加国：６６カ国（コロンビア、香港含む）、その他 ICS

（国際海運会議所）、国際 P&Iグループ、CMI

（万国海法会）などのオブザーバーが参加

した。

わが国からは以下のメンバーが参加した。

成蹊大学 名誉教授 谷川 久

在英日本大使館 一等書記官 堀家 久靖

国土交通省 海事局 外航課 課長補佐

加藤 進

日本郵船株式会社 法務保険グループ長

成定 龍二

東京海上火災保険株式会社 コマーシャル損害部

企画業務グループ 専門部長 井口 俊明

日本船主協会 欧州地区事務局 次長

平山 修

日本船主協会 関連業務部 課長 田中 初穂

１．アテネ条約改定問題

（４・２・１参照）

２．海難残骸物除去に関する条約案

「海難残骸物除去に関する条約案」に関しては、前回

会合において、２００４!２００５年の期間で採択のための外交
会議を開催することが決定されている。争点になって

いる条約案に金銭上の保証を取り入れるべきか否かの

問題に関して、マレーシアをはじめとして多くの国か

ら、それを条約案に取り入れるべきとの意見が提出さ

れた。また、これに関連して、国際 P&Iグループより、

PI保険により海難残骸物除去費用は十分にカバーされ

るとの説明があった。

なお、オランダから、金銭上の保証を含む最近の委

員会での議論を整理した条約素案の作成について申し

出があり、審議の結果、「海難残骸物除去に関する条約

案」が本委員会の優先検討事項の一つであることを再

確認するとともに、オランダからの申し出を受けるこ

ととし、審議は次期会期に持ち越されることとなった。

３．船員の死傷および遺棄に関する責任と保証につい

ての IMO!ILO 合同専門作業部会レポートについて
「金銭上の保証の提供」の問題の一つとして、IMO

!ILO合同専門作業部会において検討されていた「船員

の身体の傷害または死亡に対する契約上の請求に関す

る船主責任」および「船員が遺棄された場合の帰国費

用ならびに未払い賃金に対する金銭的保証の提供」に

関する２つの決議案と関連するガイドラインがレポー

トとして提出され、採択を前提とした承認が求められ

た。

前者は、船員の死傷に対する契約上の補償を担保す

るため、船主に対し実効性のある保険の付保等を定め

たもので、後者は、船員が遺棄された場合の帰国費用

をはじめ未払い賃金まで補償する金銭上の保証の提供

を定めたものである。

本件に関し、国際 P&Iグループより、特に、遺棄船
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員の帰国費用ならびに未払い賃金に対する金銭上の保

証の提供の困難さについて意見書が提出されていたが、

オランダをはじめとする幾つかの国が、すでに責任と

賠償に関する自国のシステムが現存し、ガイドライン

と同等の保証を提供していることから、ガイドライン

を支持する意見が提出された。わが国政府からは具体

策を含めたWGでの継続審議を提案した。

審議の結果、２つの決議案と関連するガイドライン

を承認するとともに、IMO!ILO合同専門作業部会にお

いて、継続して審議することとされた。なお、わが国

政府はこれらの承認に関し態度を保留した。

［第８４回 IMO法律委員会］

日 時：２００２年４月２２～２６日

場 所：IMO本部（ロンドン）

参加国：７０カ国（香港含む）、その他 OECD（経済協

力開発機構）、ICS（国際海運会議所）、国際

P&Iグループ、CMI（万国海法会）などのオ

ブザーバーが参加した。

わが国からは以下のメンバーが参加した。

成蹊大学 名誉教授 谷川 久

在英日本大使館 一等書記官 堀家 久靖

国土交通省 海事局 外航課 国際第一係長

谷川 仁彦

日本郵船株式会社 法務保険グループ調査役

成定 龍二

東京海上火災保険株式会社 コマーシャル損害部

企画業務グループ 専門部長 井口 俊明

日本船主協会 欧州地区事務局長 赤塚 宏一

日本船主協会 関連業務部 課長 田中 初穂

今回会合では２００４!２００５年の期間での採択が予定さ
れている「海難残骸物除去に関する条約案」や IMO

海上安全委員会（MSC）から委託された「避難水域」

に係るガイドラインに対する法律的な課題やMSCから

テロ防止に関連して検討の依頼があった「船舶の“own-

ership”と“control”」の定義に関し審議が行われた。

審議概要は次の通りである。

１．「海難残骸物除去に関する条約案」

今回会合では、オランダからこれまでの議論を整理

した条約案が提出され、これをベースに審議が行われ

たが、実質的には本格的な審議の途についてばかりで

あることもあり、本条約の適用に当たっての定義から

さまざまな意見が提出され、議論は収斂する方向とは

ならず、次回会合でさらに審議することとなった。

なお、原案では、船主責任条約（LLMC）を準用し、

船主に対する責任の制限を認めた規定となっているが、

LLMCにおいては、沈没船の除去費用等に関しては、

この条項の適用を排除する権利を留保することができ

る。即ち、責任制限を認めないとも規定されており、

わが国をはじめとして、フランス、ドイツ、オランダ、

イギリス、ベルギー、中国の７カ国が実際に責任制限

を認めてはいない。このため、わが国より、船主に責

任制限を認めない場合の取扱いを条約上どのように措

置するのか、等の問題も提起されている。

２．「１９８８年の海洋航行の安全に対する不法な行為の

防止に関する条約（以下 SUA条約）」ならびに「１９８８

年の大陸棚に所在する固定プラットホームの安全に

対する不法な行為の防止に関する議定書（以下議定

書）」のレビューについて

昨年９月に発生した米国同時多発テロに関連して採

択された総会決議に従って、法律委員会においても、

関係条約を見直すこととされた。

このため、今会合においては、「SUA条約ならびに議

定書」それぞれの対象となる不法な行為に「テロ行為」

を含ませることを目的として、レビューすることを了

承した。

なお、米国を中心としたコレスポンデンスグループ

での改定案の策定が了承された。

３．避難水域

２０００年１２月、重大な損傷を負った船舶が入港拒否等

により、１ヶ月以上も避難場所を求めてさまよう事件

が発生した。事件の再発防止等の観点から、IMO海上

安全委員会（MSC）において、沿岸国、船長等に関す

るガイドラインの必要性について承認がなされた。こ

のため、本問題の法律的課題の検討が法律委員会に委

託された。

本件の審議に先立ち、国際港湾協会（IAPH）からは、

危機に陥った船舶への避難場所提供によって、事故が

発生した場合の損害を補償する基金の創設についての

検討も提案された。

これらに関し、今回会合においては、MSCによるガ

イドラインの策定を支持するとともに、策定にあたっ

ては、沿岸国の避難水域提供の「義務」と油濁等の脅

威から海岸線を守る「権利」とのバランスを図ること
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が重要とされた。

なお、新たな基金を創設するか否かに関しては、CLC

等ですでに十分な補償体制が構築されているものの、損

害に対する責任と補償問題の考察が万国海法会（CMI）

に委託され、次回会合で再度審議することとされた。

４．船舶の“ownership”と“control”の定義

総会決議第９２４号に基づき、IMO海上安全委員会

（MSC）においても、関係条約の見直しの検討が開始さ

れた。これに関連して本年２月に開催されたMSCのワ

ーキンググループにおいて、船舶の入港に際し、寄港

国が船舶の“ownership”と“control”についての情報

を求め、場合によっては、船舶の入港を制限する必要

があるとした意見が概ね了承された。また、これに関

連して、船舶の実質的な所有者の情報提供も求めるべ

きとの意見も提出された。これらに関しては、法的な

問題も含まれることから、法律委員会に対し、船舶の

“ownership”と“control”の定義について検討が委託

されたものである。

本件に関し、今回会合で鋭意審議を行った結果、こ

れらの定義は、不法行為の発見ならびに阻止を目的と

するものであることから、「誰が本船の有効な運航上の

管理権（effective operational control）を有するか」が

基本的な問題であると捉え、その特定にあたっては以

下３つの疑問に対する答えが重要であるとした。即ち、

!誰が本船船員を任命したか、"誰が船舶の使用を決
めたか、#誰が船主のために用船契約を締結したのか。
また、これらに関連しては、ISMコードのアプローチ

の方法を取り入れることが有効である、としてこれを

MSCに報告することとした。

４・２ 船舶に係わる保険問題
２００１年９月１１日に発生した米国同時多発テロは、国

際的な再保険市場に深刻な打撃を与えるとともに、被

害を受けた航空業界のみならず船舶や貨物の分野にお

いても戦争保険料率の引上げが行われるなど重大な影

響を与えた。

船舶戦争保険の分野では、現行の保険契約が損害保

険会社から一方的に解除され、別途割増保険料の支払

いが発生する除外水域が新たに設定され、さらにその

後、基本料率の引上げも行われた。

当協会は、戦争保険や再保険市場に関する情報収集

を行うとともに、ICS（International Chamber of Ship-

ping）や ASF（Asian Shipowners’ Forum）等を通じて

関係者と意見交換を行った。

４・２・１ 船舶戦争保険の状況

船舶戦争保険は、いわゆる平時の場合には船価に一

定の料率（基本料率）をかけた金額により１年間保証

されるが、一方で「保険契約解除・自動終了」の特別

条項が定められており、契約期間内であっても７日前

の通知により契約当事者双方が解除することが可能と

されている。

また、危険度の高い水域は「除外水域」として指定

され、別途割増保険料の支払いが発生する。しかも、

この割増料はある特定の日数（現在は一般的に７日）

に限り有効であり、航海毎に発生する。なお、例えば

７日を超えて１０日間除外水域に滞在する場合は、３日

分の日割した金額の追加支払いとなるのか、もしくは

７日分の支払いが必要となるのか、その都度、損保会

社に確認することとなる。

９月１１日の米国同時多発テロ発生後、９月１９日に損

保各社は「保険契約解除・自動終了特別条項」に基づ

き、７日後の９月２７日午前０時をもって現行の契約を

解除する旨、各船社に通知した。同時に下記の除外水

域設定の連絡があり、引き続き戦争保険を継続するた

めには除外水域の設定等の引受条件（割増保険料の支

払い等）に合意することが必要となった。

なお、除外水域の割増保険料率については、船社が

入域予定を損保会社に連絡した際、都度レートが提示

されることとなっている。

また、９月２６日、P&I Clubより、損保会社のWar

P&I保険とWar Crew Liability保険を付保していること

を前提として、これら保険のてん補限度額を超過した

部分を国際 P&Iグループが１億ドルを限度額としてて

ん補する「P&I Club Special Cover for War Risks P&I」

の適用に関する通知があった。

さらに１０月３日には、再度、１０月１１日午前０時より

現行の契約を解除する旨の通知が損保会社からあり、

引き続き付保するためには戦争保険料率の引上げに合

意することが条件とされた。

! 法 務 保 険

102 船協海運年報２００２



［除外水域］

!ペルシャ湾（ペルシャ湾・アラビア湾・北緯２４度
以北のオマーン湾）、"アンゴラ（キャビンダを含む）、
#イスラエル、$レバノン、%リビア（シドラ湾を
含む）、&エリトリア、'ソマリア、(コンゴ、)リ
ベリア、*スリランカ、+シエラレオネ、,ユーゴ
スラビア、-アカバ湾・紅海、.イエメン、/パキ
スタン、0オマーン、1シリア、2アルジェリア、
3エジプト

その後、基本料率および割増保険料率ともに引下げ

が行われたものの、テロ前の水準には戻らないまま現

在に至っている。

一方、ICSは、テロ発生以降、INTERTANKO（Inter-

national Association of Independent Tanker Owners）と

ともにロンドン保険業者と船舶戦争保険に関する会合

を継続的に開催した。

これら会合では、船主サイドから、基本料率および

割増保険料の引上げや除外地域の拡大等につき懸念が

表明されるとともに、かかる状況は、保険者が他の分

野で被った損失を取り戻すために行っている印象を与

えたと述べた。また、９月１１日以降危険が増している

わけではない水域においても過度の割増保険料を負担

させられていると感じているとした。

これに対して保険者サイドは、定期的に危険度等を

調査しており、状況が好転した地域ではレートの現状

維持または下がる見込みであるとしながらも、戦争保

険はフリーマーケットであり、協調した行動やレート

の交渉はできず、必要ならば船主が割増保険料の増加

分のために基金を準備すべきであろうとした。

ICSでは、今後も状況を勘案しつつ保険業者と引き続

き会合を持つこととしている。

! 法 務 保 険
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5 港湾関係

５・１ 国際港湾問題

５・１・１ スエズ・パナマ運河問題

! スエズ運河・パナマ運河通航実態調査

当協会は、毎年会員各社の社船および用船につい

て、両運河の通航実態並びに通航料支払実績の調査

を実施している。

調査対象期間は、各運河の会計年度に合わせて、

スエズ運河については２０００年１月１日より同年１２月

３１日まで、パナマ運河については２０００年４月１日よ

り２００１年３月３１日までとなる。

［スエズ運河］

スエズ運河の利用状況は通航船社数が１９９９年比較

で１社減となったが、利用延隻数は７．９％の増加（２０００

年：１，０１９!１９９９年：９４４隻）であり、延べG"Tでは９．８

％の増加（４３，９７２!４０，０４０千 G"T）、延べ D"Wでは

１９．２％増加（４１，２７９!３４，６３４千 D"W）となった。し

かし料率の基本となるスエズ運河トン数（＊１ SCNT :

Suez Canal Net Tonnage）ベースで５．５％減少（４０，６８０

!４３，０６７千トン）したことから、支払通航料総額は
前年比７．７％の減少（１８０，５８２!１９５，６４１千米ドル）と
なった。（資料５―１参照）

船種別で見ると、不定期船部門は自動車専用船を

除く各船種とも増加している。タンカーは SCNT

ベースでは１９９９年に引続き２７％の増加（９８０!７７３千ト
ン）となり、支払通航料も約１４％増（７，４９１!６，５９５千

トン）となった。また、鉱油兼用船は１９９９年実績は

なかったが、２０００年は１隻通航があった。バルクキャ

リアーは、１９９９年の減少から大幅な増加に転じSCNT

ベースで１９９９年比約９５％増加（５，２４１!２，６９３千トン）
となり、支払通航料も約１０９％増（１５，６４７!７，４７２千米
ドル）となった。自動車専用船は SCNTベースで１９９９

年比約３５％の減少（１５，８４６!２１，４２６千トン）となり、
支払通航料でも約１７％減少（６９，８４６!８４，１２５千米ドル）
となった。コンテナ船は SCNTベースで１９９９年比横

ばい（１７，６１０!１７，５８５千トン）であったが、支払通航
料では約１２％減少（８１，４４２!９２，５４１千米ドル）した。
また、在来定期船は SCNTベースで約４９％の増加

（７３５!４９２千トン）となり、支払通航料は約２７％増
（４，５９３!３，６１７千米ドル）となった。（資料５―２参照）

［パナマ運河］

パナマ運河利用状況は、１９９９年度と比較して通航

船社数は変わらなかったものの、１９９９年度同様隻数、

G"T他各種指標は軒並み減少した。

利用延べ総隻数は１９９９年度比約１６％減少（２０００年

度：９８９隻!１９９９年度：１，１７１隻）し、延べ G"Tベー

スでは約７％減少（３２，８８７トン!３５，３７２千トン）、延
べ D"Wベースも約１２％減少（３３，２２０!３７，６０５千トン）
した。パナマ運河トン数（＊２ PCNT : Panama Ca-

nal Net Tonnage）ベースでも約１８％減少（３０，１８４!
３６，７１４千トン）した結果、支払通航料は約１３％減

この章のポイント
●パナマ運河通航料金の大幅引き上げ!見直し構想
に対して、当協会は同庁長官宛てに断固反対を主

旨とする意見書を送付。また ICS等との連携を図

り、同国公聴会を通じての反対運動を展開するも、

料金引き上げは段階的に実施されることとなった。

●０１年初頭の省庁再編を経て、初の交通政策審議会

港湾分科会［（旧）港湾審議会］会合が同年７月に

開催された。その後、国土交通大臣の諮問により、

０３年度以降の新たな港湾整備計画のあり方ほかに

ついても、審議を行う。

●水先料金体系の改善に向けて、いわゆる「懸案８

項目」に関する検討が再開。当協会要望項目のう

ち、嚮導距離・運航区分の割増料率の一部につい

ての見直しを行うことが了承された。

●港湾関係各種申請等諸手続きの簡素化!ワンスト
ップ化について経団連等とも連携し、諸官庁に対

して継続的に働きかけを行った。
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（８３，３７６!９５，６４２千米ドル）となった。（資料５―３
参照）

船種別について見ると、不定期船部門は各船種と

も減少している。タンカーは PCNTベースで１９９９年

度比約７５％減（３０!１２２千トン）となり、支払通航料
も約７２％減（８９!３１７千米ドル）と大幅な減少となっ
た。鉱油兼用船は１９９９年度は１隻通航したが２０００年度

は実績はなかった。バルクキャリアーは、PCNTベー

スで約５％減少（１２，５５９!１３，１８１千トン）し、支払通
航料で約１６％減少（３３，７６０!４０，２２１千米ドル）となっ
た。自動車専用船は PCNTベースで約２８％減少（１２，９５０

!１７，９７９千トン）し、支払通航料でも約７％の減少
（３６，８９３!３９，６７５千米ドル）となった。
一方、定期船部門では、コンテナ船が PCNTベー

スで約２％の微増（２，５９８!２，５５８千トン）となったが、
支払通航料は約８％の減少（６，６１１!７，２３７千米ドル）
となった。また、在来定期船は PCNTベースで約３１

％の減少（１，７６６!２，５７６千トン）となり、支払通航料

でも約３４％減少（４，８６８!７，０８２千米ドル）となった。
（資料５―４参照）

＊１ スエズ運河トン数
（SCNT : Suez Canal Net Tonnage）
１８７３年の万国トン数会議で定められた純トン数規則をも
とに、スエズ運河当局独自の控除基準を加えて算出する。
二重底船の船底にバンカー油を積載した場合、その部分の
控除を認めない等、パナマ運河や各国の規則とも異なる独
特のもの。
＊２ パナマ運河トン数
（PCNT : Panama Canal Net Tonnage）
１９６９年のトン数条約による国際総トン数の算出に用いた
船舶の総容積に、パナマ運河当局独自の係数をかけて算出
する。船舶法に定める総トン数、純トン数とは異なる。

! パナマ運河料金改定問題

パナマ運河庁（ACP）は２００２年６月７日、良質なサ

ービスを提供するためには運河の近代化が必要であ

り、その投資のため、通航料を平均１３％値上げする

と発表したが（資料５―５参照）、今回の改訂には牽

引車用ラインハンドリングチャージの新設も含まれ

〔資料５―１〕 スエズ運河通航船実態調査（２０００．１．１～２０００．１２．３１） （通航料＝千USドル）

船 種 社 数 延 隻 数 延千G!T 延千D!W 延千SCNT 通 航 料

タ ン カ ー ３ １０６ １，０７２ １，７９９ ９８０ ７，４９１

鉱 油 兼 用 船 １ １ ８１ １５８ ７７ １２８

バ ル ク キ ャ リ ア ー ７ １１０ ５，６４６ １０，５４４ ５，２４１ １５，６４７

自 動 車 専 用 船 ４ ３５８ １５，９５５ ５，７３２ １５，８４６ ６９，８４６

コ ン テ ナ 船 ３ ３６８ ２０，１２３ ２１，６２２ １７，６１０ ８１，４４２

在 来 定 期 船 ２ ５４ ８９７ １，２４３ ７３５ ４，５９３

そ の 他 船 舶 ４ ２２ ２１８ １８１ １９１ １，４３５

合 計 １２ １，０１９ ４３，９９２ ４１，２７９ ４０，６８０ １８０，５８２

注）社数合計の１２は、調査期間中にスエズ運河を通航した会員船社数の合計であり、船種別の社数の合計とは一致しない。

〔資料５―２〕 スエズ運河通航料支払実績推移

年度 社 数 延 隻 数 延千G!T 延千D!W 延千SCNT
通 航 料

千USドル 対前年比 億円（参考） 対前年比

１９９１ １７ １，０１３ ２９，７０６ ２７，９３２ ３３，８０５ １６５，１４６ ５．９ ２２４ △ １．７

１９９２ １３ １，１８６ ３６，０１１ ３２，５８７ ４０，８４６ １９８，３６８ ２０．１ ２５３ １３．３

１９９３ １５ ８７７ ２９，３７３ ２７，９４０ ３２，０３２ １７３，８２４ △１２．８ １９５ △２３．０

１９９４ １７ ７６８ ２７，７６６ ２４，２７８ ２８，９７９ １４３，２６８ △１７．６ １４７ △２４．８

１９９５ １７ ８６７ ３６，２０２ ３５，１８５ ３９，５０９ １７３，２７５ ２０．９ １６７ １３．６

１９９６ １２ ８８３ ３７，４９１ ３２，９０９ ３８，００８ １７２，８６９ △ ０．２ １９５ １６．８

１９９７ １４ １，０１１ ４０，３８７ ３６，１５０ ４２，０７３ ２０１，４９７ １６．６ ２４４ ２５．１

１９９８ １５ １，０１０ ４０，０４５ ３６，３９７ ４１，８１０ １９８，０３４ △ １．７ ２５９ ６．１

１９９９ １３ １，１９０ ４０，０４０ ３４，６３４ ４３，０６７ １９５，６４１ △ １．２ ２２３ △１３．９

２０００ １２ １，０１９ ４３，９７２ ４１，２７９ ４０，６８０ １８０，５８２ △ ７．７ １９５ △１２．６

注）２０００年の通航料の円換算率は、スエズ運河庁決算が１２月のため、２０００年１月～１２月の平均レート（銀行間直物相場）１ドル＝１０７．７７円を採った。

! 港 湾 関 係
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ており、さらに、保安対策を強化するとの理由から、

同運河通航時３，０００PCNT以上の船舶には４００ドルを、

それ未満の船舶には５０ドルを徴収するとしたセキュ

リティチャージをも２００２年６月から一方的に実施し

ている。

一方、会員会社の運河利用状況と言えば、２０００年

度で１５社、９８９隻が利用し、８，３３８万ドルの通航料を支

払っているので、世界第２位の実績にある。今回の

通航料の引上げが実施された場合、船社が被る経済

的打撃は通航料だけで年間１，２００万ドル以上と予想さ

れる。

このため、当協会は、今回の改定は景気低迷時に

おける世界の海運界、特に世界第２位のユーザー国

であるわが国船社に与える経済的ダメージは計り知

れないものがあり、断固反対する旨の意見書（資料

５―６参照）を運河庁へ提出する一方、ICS（国際海

運会議所）や ASF（アジア船主フォーラム）等とも

連携し、反対運動を繰り広げた。さらに、７月１９日

にパナマで開催された運河庁主催の公聴会には、当

協会北米地区事務局 岡ワシントン事務所長を派遣

し、当協会意見の反映に努めたが、同公聴会ではわ

が国政府松津在パナマ日本大使のほか世界各国の参

加者からも反対意見が表明された（約４０名が出席）。

しかしながら、２００２年８月２２日、パナマ運河庁は

同国政府の閣議の了承を得て、船種別タリフを提案

通り導入することとし、通航料については２００２年１０

月より約８％、２００３年７月より約４．５％と２段階に分

けて値上げを実施すると発表した（資料５―７参照）。

同運河庁によると、２段階に分けて値上げを実施す

ることに変更したのは、船主経済や世界経済の停滞

等を考慮したことによるものであると説明している

が、今回の決定は実質的に通航料の１３％値上げを実

施するものであり、加えて牽引車用綱取り料も別建

で１０月より徴収するとしており、当初企図していた

通りの料金引上げが達成されることとなった。

〔資料５―３〕 パナマ運河通航船実態調査（２０００．４．１～２００１．３．３１） （通航料＝千USドル）

船 種 社 数 延 隻 数 延千G!T 延千D!W 延千PCNT 通 航 料

タ ン カ ー １ １ ４０ ６１ ３０ ８９

鉱 油 兼 用 船 ０ ０ ０ ０ ０ ０

バ ル ク キ ャ リ ア ー ９ ４４４ １４，２７５ ２２，４３９ １２，５５９ ３３，７６０

自 動 車 専 用 船 ４ ３０２ １３，０４９ ４，６９０ １２，９５０ ３６，８９３

コ ン テ ナ 船 ３ ７４ ３，０８２ ３，０２６ ２，５９８ ６，６１１

在 来 定 期 船 ２ ３７ ４６３ ５５８ ２８１ １，１５５

そ の 他 船 舶 ６ １３１ １，９７８ ２，４４６ １，７６６ ４，８６８

合 計 １５ ９８９ ３２，８８７ ３３，２２０ ３０，１８４ ８３，３７６

注）社数合計の１５は、調査期間中にパナマ運河を通航した会員船社数の合計であり、船種別の社数の合計とは一致しない。

〔資料５―４〕 パナマ運河通航料支払実績推移

年度 社 数 延 隻 数 延千G!T 延千D!W 延千PCNT
通 航 料

千USドル 対前年比 億円（参考） 対前年比

１９９１ １８ １，３５５ ３７，１２５ ３９，０２９ ３９，９５７ ７９，９２２ △ ２．５ １０７ △ ８．２

１９９２ １９ １，３００ ３１，４４２ ３８，５３６ ３６，７６６ ７６，９９３ △ ３．７ ９７ △ ９．５

１９９３ １７ １，２０４ ３０，６５８ ３５，９７９ ３４，６３４ ７６，１６９ △ １．１ ８３ △１４．４

１９９４ １７ １，２８０ ３６，５３０ ３６，６２５ ３６，６２４ ８１，０００ ６．３ ８１ △ ２．８

１９９５ １９ １，４２０ ４０，０６８ ４６，３４３ ４０，３８９ ８７，０９６ ７．５ ８２ １．２

１９９６ １６ １，３５０ ３８，３７２ ４０，６５７ ３８，５９８ ８３，３１３ △ ４．３ ９１ １１．０

１９９７ １６ １，２９１ ３５，９１４ ３８，６７９ ３５，４４４ ９２，７６０ １１．３ １１４ ２５．３

１９９８ １５ １，３６６ ３８，５５２ ４１，５４７ ３８，４２７ １００，０４０ ７．８ １２８ １２．３

１９９９ １５ １，１７１ ３５，３７２ ３７，６０５ ３６，７１４ ９５，６４２ △ ４．４ １１５ △１０．２

２０００ １５ ９８９ ３２，８８７ ３３，２２０ ３０，１８４ ８３，３７６ △１２．８ ９２ △２０．０

注）２０００年の通航料の円換算率は、パナマ運河委員会決算が３月のため、２０００年４月～２００１年３月の平均レート（銀行間直物相場）１ドル＝１１０．４５円
を採った。
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【資料５―６】

２００２年７月８日

パナマ運河庁 アレマン長官宛

パナマ運河通航料引上げ問題について

!日本船主協会（JSA）は、２００２年６月７日付プレスリリ

ースにおいて発表されたパナマ運河庁の提案する運河通航

料の値上げについて意見を提出する。

JSAは、国際航海に従事している主要な海運会社により構

成しているわが国で唯一の組織である。また、当協会会員

会社が運航している船舶でパナマ運河を通過したのは、２０００

年で９８９隻、料金ベースでは８３００万ドルにも達している。

JSAは、経済不況であるこの時期にパナマ運河のユーザー

である日本の海運会社に相当な経済的ダメージを与えるこ

とに繋がる今般のパナマ運河通航料値上げに対して強く反

対する。

また、JSAは、パナマ運河の通航料および諸チャージは、

「パナマ運河の永久中立と運営に関する諸条約」で、公正

で合理的なものであると規定されており、その精神に鑑み、

現行のタリフ構成を維持するべきであると考える。特に、

パナマ運河庁が今回の発表のなかで料金値上げは運河利用

者が満足できる高品質なサービスを提供するために必要な

近代化のための投資に必要であると述べているが、運河庁

がインターネットで公開している財務資料を見る限りパナ

マ運河の運営は十分に PROFITABLEであり、JSAは料金値

上げの必要性が認められないと考える。

JSAはパナマ運河庁が発表した料金値上げに関する分析を

見て、以下の点を指摘したい。

１．世界経済へのインパクトについて

パナマ運河はわが国をはじめとするアジアと北米・中南

米諸国との貿易で重要な役割を果たしている。世界経済が

停滞している現状において、仮に今回の値上げが実施され

〔資料５―５〕 PROPOSED TOLL STRUCTURE

Type of vessel

ACTUAL PROPOSED＊

Laden Ballast

First 10,000 tons
（PC!UMS）

Next 10,000 tons
（PC!UMS）

Remaining tons
（PC!UMS）

Laden Ballast Laden Ballast Laden Ballast

General cargo
Refrigerated cargo
Dry bulk
Tankers
Container ships
Vehicle carriers
Passenger ships
Others

＄２．５７
＄２．５７
＄２．５７
＄２．５７
＄２．５７
＄２．５７
＄２．５７
＄２．５７

＄２．０４
＄２．０４
＄２．０４
＄２．０４
＄２．０４
＄２．０４
＄２．０４
＄２．０４

＄２．９６
＄２．９６
＄２．９６
＄２．９６
＄２．９６
＄２．９６
＄２．９６
＄２．９６

＄２．３５
＄２．３５
＄２．３５
＄２．３５
＄２．３５
＄２．３５
＄２．３５
＄２．３５

＄２．９０
＄２．９０
＄２．９０
＄２．９０
＄２．９０
＄２．９０
＄２．９０
＄２．９０

＄２．３０
＄２．３０
＄２．３０
＄２．３０
＄２．３０
＄２．３０
＄２．３０
＄２．３０

＄２．８５
＄２．８５
＄２．８５
＄２．８５
＄２．８５
＄２．８５
＄２．８５
＄２．８５

＄２．２６
＄２．２６
＄２．２６
＄２．２６
＄２．２６
＄２．２６
＄２．２６
＄２．２６

Displacement ＄１．４３!displacement ton ＄１．６４!displacement ton

＊Minimum tolls will remain the same.

TARIFFS FOR THE USE OF LOCOMOTIVES

Ranges per vessel size (Displacement Tons) Locomotives X
Wires＊ Tariff

! More than 38.10 meters (125.00 feet) in length, and up to 152.40 meters (500.00
feet), with less than 12,000 displacement tons ４×４ ＄ ８００

" More than 38.10 meters (125.00 feet) in length, and up to 173.74 meters (570.00
feet), with displacement from 12,000 up to less than 22,000 tons ４×６ ＄１，２００

# More than 52.40 meters (500.00 feet) in length, and up to 182.88 meters (600.00
feet), with displacement from 22,000 up to less than 30,000 tons ４×８ ＄１，６００

$ More than 182.88 meters (600.00 feet) in length, or 30,000 displacement tons or
more ６×１２ ＄２，４００

% From 274.33 meters (900.00 feet) in length, or dry bulk carriers and tankers with
more than 259.08meters (850.00 feet) in length, andmore than 10.97meters (36.00
feet) in draft

８×１６ ＄３，２００

＊The basis of the rate is $200 per wire.

出所：パナマ運河庁
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た場合、これら貿易に多大な影響を及ぼすことが懸念される。

２．日本船社が被る経済的ダメージについて

もし今回の値上げが実施された場合、パナマ運河庁の通

航料の１５％以上を占める JSAのメンバー会社が被る経済的

打撃は１２百万ドル以上にも昇り、運河庁の ANALYSISにも

特別に言及されているとおり、わが国経済が低迷している

中、その影響は計り知れない。

３．運航費に占める通航料のコストについて

運河庁が今回発表した ANALYSISの中で、通航料は運航

コストに占める割合は数パーセントであり相対的に低いと

分析している。しかしながら、この分析は、世界単一市場

で厳しい競争条件に晒されており、例え数パーセントにせ

よ常にコスト削減に努めている JSAメンバーにとって、こ

のような分析はとても理解できるものではない。

４．牽引車用ラインハンドリングのタリフ設定について

牽引用機関車ラインハンドリングチャージの新たな設定

は、基本レートの値上げに加えて利用者に二重のコスト負

担増を強いるものであり容認できない。仮に導入が避けら

れなければ、現行レートから当該サービス相当部分を引き

下げた上で実施すべきである。

５．セキュリティチャージについて

本年６月から既に実施されているセキュリティチャージ

は一方的通告であり、とても容認できるものではない。そ

のため、これを可及的速やかに廃止すべきである。

６．料金システムの変更について

運河の通航という提供されるサービスの内容に船種によ

る差異が基本的にないことを考えれば、船種毎による料率

表を策定することの合理性はないと考える。仮に船種毎に

よって異なる料率を将来適用することを意図するためのも

のであれば、むしろタリフ構成を複雑にし、料率の合理性

および公平性を分かりにくくするという弊害を引き起こし

かねないと思われるため、料金システムの変更には反対で

ある。

熟慮をお願いしたい。

社団法人日本船主協会

会 長 ! 長 保 英

以下のパナマ運河利用船社を代表して署名する。

第 一 中 央 汽 船 株 式 会 社

大 王 海 運 株 式 会 社

イースタンカーライナー株式会社

八 馬 汽 船 株 式 会 社

飯 野 海 運 株 式 会 社

川 崎 汽 船 株 式 会 社

株 式 会 社 商 船 三 井

商 船 三 井 客 船 株 式 会 社

日 本 郵 船 株 式 会 社

日 産 専 用 船 株 式 会 社

新 和 海 運 株 式 会 社

太 平 洋 海 運 株 式 会 社

玉 井 商 船 株 式 会 社

東 興 海 運 株 式 会 社

三 光 汽 船 株 式 会 社

〔資料５―７〕 TOLLS STRUCTURE FIRST IMPLEMENTATION PERIOD OCTOBER 1, 2002

Type of vessel

ACTUAL PROPOSED＊

Laden Ballast

First 10,000 tons
（PC!UMS）

Next 10,000 tons
（PC!UMS）

Remaining tons
（PC!UMS）

Laden Ballast Laden Ballast Laden Ballast

General Cargo
Refrigerated Cargo
Dry Bulk
Tankers
Container Vessels
Vehicle Carriers
Passenger Vessels
Others

＄２．５７
＄２．５７
＄２．５７
＄２．５７
＄２．５７
＄２．５７
＄２．５７
＄２．５７

＄２．０４
＄２．０４
＄２．０４
＄２．０４
＄２．０４
＄２．０４
＄２．０４
＄２．０４

＄２．８０
＄２．８０
＄２．８０
＄２．８０
＄２．８０
＄２．８０
＄２．８０
＄２．８０

＄２．２２
＄２．２２
＄２．２２
＄２．２２
＄２．２２
＄２．２２
＄２．２２
＄２．２２

＄２．７８
＄２．７８
＄２．７８
＄２．７８
＄２．７８
＄２．７８
＄２．７８
＄２．７８

＄２．２１
＄２．２１
＄２．２１
＄２．２１
＄２．２１
＄２．２１
＄２．２１
＄２．２１

＄２．７５
＄２．７５
＄２．７５
＄２．７５
＄２．７５
＄２．７５
＄２．７５
＄２．７５

＄２．１８
＄２．１８
＄２．１８
＄２．１８
＄２．１８
＄２．１８
＄２．１８
＄２．１８

Displacement ＄１．４３!displacement ton ＄１．５６!displacement ton

＊Minimum tolls will remain the same.
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５・１・２ 米国港湾サービスユーザーフィ
ー問題

米国港湾の浚渫・整備費を商船に負担させるべきと

する行政府提案の港湾サービスユーザーフィー基金法

案は、１９９９年５月の第１０６回米国議会に提出されたのを

受け、当協会は、CENSA（日本・欧州船主協会評議会）

を通じて反対運動を展開する一方、ASFや日台船主協

会会談などでも反対表明を行ってきた。

１９９９年１０月、本法案を含んだ予算法案関係一括法案

は下院本会議で否決されたものの、同基金法案自体は

廃案とはされていない。また、２００２年１月に開会され

た第１０７回米国議会においてブッシュ大統領が発表した

予算法案においても、現在の港湾維持税に代わる基金

法案は盛り込まれないこととされたが、廃案とされた

わけではないので、今後とも注視しておく必要があろ

う（船協海運年報１９９９、同２０００、同２００１参照）。

５・２ 港湾料金関係
# 港湾料金低減へ向けた各港取組み状況

伸張著しいアジア港湾と比較してわが国港湾の相

対的地位低下が指摘され、ハード面に加え、コスト

やサービスといったソフト面の充実が課題とされ、

５大港をはじめとして地方港においても積極的な取

組みがなされるようになっている。本稿では、５大

港における港湾運送事業者等の関係者が「使いやす

い港作り」を目指し、協議会を設置しているが、そ

の取組み状況を資料５―８に取りまとめた。

$ 神戸港におけるタグ料金の改定について

平成１２年度の神戸港利用促進協議会において提案

されたタグ使用基準見直しの提言を受け、阪神水先

人会および神戸タグ協会と調整の結果、下記（資料

５―９参照）のとおりタグ料金を改訂し、２００２年５

月１日から実施した。

１）バウスラスター非装備船（５千総トン未満の船

舶）

"小型タグ１隻および中型タグ１隻の計２隻使用
を中型タグ１隻へ

２）バウスラスター装備船

"５千総トン以上７千総トン未満の船舶は中型タ
グ２隻を中型タグ１隻へ

"２万馬力未満のバウスラスター装備船でかつ、
６万総トン以上７万５千総トン未満の船舶は!
型タグ１隻および大型タグ１隻を!型タグ１隻
および中型タグ１隻へ

% 常陸那珂港における入港料徴収開始について

茨城県常陸那珂港における入港料徴収が２００２年４

月から開始されることとなった。

"入港１回につき総トンごとに、外航船舶は２円、
外航船舶以外の船舶は１円５銭とする。

"１日の入港回数が２回以上の船舶については入港
１回とカウントし、１カ月の入港回数が１１回以上

の船舶は１０回とカウントする。

同港は１９９８年１２月に供用開始されたが、その際、

港湾管理者である茨城県は、財源確保および同県他

港との横並びの観点から１９９８年３月に開催された地

方港湾審議会において、入港料については寄港第一

TOLLS STRUCTURE SECOND IMPLEMENTATION PERIOD JULY 1, 2003

Type of vessel

PROPOSED＊

First 10,000 tons
（PC!UMS）

Next 10,000 tons
（PC!UMS）

Remaining tons
（PC!UMS）

Laden Ballast Laden Ballast Laden Ballast

General Cargo
Refrigerated Cargo
Dry Bulk
Tankers
Container Vessels
Vehicle Carriers
Passenger Vessels
Others

＄２．９６
＄２．９６
＄２．９６
＄２．９６
＄２．９６
＄２．９６
＄２．９６
＄２．９６

＄２．３５
＄２．３５
＄２．３５
＄２．３５
＄２．３５
＄２．３５
＄２．３５
＄２．３５

＄２．９０
＄２．９０
＄２．９０
＄２．９０
＄２．９０
＄２．９０
＄２．９０
＄２．９０

＄２．３０
＄２．３０
＄２．３０
＄２．３０
＄２．３０
＄２．３０
＄２．３０
＄２．３０

＄２．８５
＄２．８５
＄２．８５
＄２．８５
＄２．８５
＄２．８５
＄２．８５
＄２．８５

＄２．２６
＄２．２６
＄２．２６
＄２．２６
＄２．２６
＄２．２６
＄２．２６
＄２．２６

Displacement

＊Minimum tolls will remain the same.

出所：パナマ運河庁
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〔資料５―８〕 ５大港の利用促進へ向けた取り組み状況
東 京 港 横 浜 港 名 古 屋 港 大 阪 港 神 戸 港

主 体 東京港振興促進協議会 使いやすい港づくり推進
協議会

２１世紀の名古屋港づくり
協議会

大阪港利用促進協議会 神戸港利用促進協議会

設 立 １９９７年７月 １９９７年６月 １９９９年４月 １９９７年４月 １９９７年３月
日曜荷役 入港料・岸壁使用料免除

（９９年７月）（９９年７月）
日曜の着岸以降月曜８：
３０迄の岸壁使用料免除

入港料免除、公共岸壁使
用料３割減免（００年１月）

岸壁使用料 課金単位：１ｈ、～２ｈ、
～１２ｈ、以降１２ｈ制（９９
年５月）

課金単位：２４ｈ→１２ｈ
（９７年５月）

課金単位：２４ｈ→１２ｈ
（９７年５月）

課金単位：１２ｈ 課金単位：１２ｈ

荷役前日入港
促進策

荷役日の２日前から荷役
日当日の午前０時までに
入港した船舶に対し、午
前８時までの公共岸壁使
用料の全額免除（００年１
月）
係船浮標料追加（０１年１
月）
客船追加（０２年１月）

荷役前日迄の入港船に対
し、当日７時迄岸壁使用
料免除（９８年１２月）

荷役前日８時以降の入港
船に対し、当日８時迄免
除（９９年７月）

新規航路誘致 新規定期航路開設時第１
船の岸壁使用料、入港料
免除（９９年７月）

新規コンテナ航路開設時
第１船の岸壁使用料、入
港料免除（９８年１２月）
２船目以降１ラウンド分
は入港料５割、岸壁使用
料２割減免（００年１月）

外航定期コンテナ船の初
入港時岸壁使用料、一体
使用荷捌き地使用料免除
（９９年９月）

外航船初入港時、入港料、
岸壁使用料を免除（９８年
７月）

公共岸壁「新
方式導入」

公共岸壁定期使用可制度
（０１年１月）
南本牧ＭＣ－１

公共岸壁事前包括使用許
可（０１年４月）
鍋田埠頭Ｔ－２

ＰＣ１３に新方式導入。
ＰＣ１８導入予定。

ボリュームデ
ィスカウント
導入

コンテナ取扱量に応じ入
港料３割～５割減免（９９
年７月）

４万G"T以上の船舶の入
港料、係留施設使用料５
％減免（０１年４月）

検討中 コンテナ増加１TEU当り
２０００円を貸付け料から減
額（公社バース）

ゲートオープ
ン延長

大井埠頭の一部で昼休み
ゲート
オープン実施中

平日ゲートオープン時間
１６：３０までを暫定１７：００
まで延長
カット船については、１７
時までに事前連絡があれ
ば２０時までゲート搬入可
能

平日１６：３０なるも事前連
絡あれば柔軟に対応

ＲＣ６、７にて１１：３０～
１２：３０作業実施（０１年５
月）

コンテナ予約
搬出入システ
ム

検討中
（断続的にトライアルを
実施中０１年８月～０２年６
月）

実 施
（０１年４月、南本牧埠頭）

コンテナターミナル内切
離しセンタートライアル
調査実施（０２年３月～５
月）

入出港時間 一部埠頭のオープンハッ
チバルカーの夜間出港時
間を２１時→０時（９８年７
月）
フルコンテナ船の２４時間
入出港可（９９年５月）
フルコンテナ船以外の２４
時間出港可、同２１時パイ
ロット乗船迄入港可（００
年１２月）

着岸後、直ちに荷役する
フルコン船は２４時間入出
港可。
その他の船は２１時パイロ
ット乗船までが原則なる
も、実情は要請があれば
乗船している。

火薬類積載コ
ンテナ船入港

一定量以下の積載船につ
き夜間着岸・荷役可（９８
年以前より）

一定量以下の積載船につ
き夜間着岸・荷役可（９８
年３月）

一定量以下の積載船につ
き夜間着岸・荷役可（９８
年３月）

一定量以下の積載船につ
き夜間着岸・荷役可（９８
年３月）

港湾施設利用
料等

民間企業への土地（荷捌
き施設倉庫施設）貸付料
を１５％割引（９９年４月）
上屋・野積み場使用料見
直し（００年５月）

荷役前日迄の入港船に対
し、一体荷捌き地使用料
を当日７時迄免除（９８年
１２月）

荷捌き地使用料軽減化
（９８年５月）
港湾機能用地賃貸料軽減
化（０１年５月）

ガントリーク
レーン

課金単位：１ｈ→３０ｍ
（００年５月）

課金単位：１ｈ→３０ｍ
（００年５月）

課金単位：１ｈ→３０ｍ
（００年５月）

課金単位：１ｈ→３０ｍ
（００年５月）

課金単位：１ｈ→３０ｍ
（９８年５月）
中国貨物については使用
料を２!３に減額（公共
岸壁）

リーファーコ
ンセント

課金単位：２４ｈ→１２ｈ（００
年５月）

課金単位：条例では１日
単位→運用は２４ｈ

強制水先制度 ３００G"T→３，０００G"T
（９９年７月）

３００G"T→１０，０００G"T
（９８年７月）

その他港費削
減策

水先・タグ・綱取料軽減
検討開始（００年度検討組
織設置）

水先料金夜間割増時間帯
２ｈ短縮（９８年４月）
綱取料の最低料金区分追
加（９８年５月）
日曜着岸の綱取料は基本
料金１０割増し→７割増
（９９年８月）

水先料金夜間割増時間２
ｈ短縮（９８年度）
船舶ていけい場使用料"※
０３年３月迄に段階的廃止
（００年５月）

スラスター装備船に対
し、引船配備隻数を見直
し（９９年１０月）
係留場所別にタグ回航時
間短縮（９８年５月）

スラスター装備船につい
て配備隻数緩和。
タグ使用基準の見直し
（０２年５月）

内航利用促進
策

ガントリークレーン使用
料半額（９８年７月）

フィーダー貨物のガント
リー使用料半額（９８年３
月）

トランシップ
促進策

ガントリー、コンテナタ
ーミナル使用料半額（００
年５月）
一定量以上のコンテナを
取り扱う事業者が扱う場
合、ガントリークレーン
使用料の７．５割、ターミナ
ル使用料半額（０２年４月）

内航フィーダー船の外航
バース直着け

ユーザーサー
ビス

船社・荷主等訪問し、意
見・要望を聴取し、即応
する。（００年）

民間人を含むポートセー
ルスチームの設置
シームレスに情報がやり
取りができる港湾物流プ
ラットフォームの実現に
向けて検討中

※私設岸壁前面水域のうち船舶が安全に停泊することができる一定区画を「船舶ていけい場」として、利用船社から繋留施設使用料を徴収している名古屋港独自の制度

! 港 湾 関 係
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船から徴収しようとの意向を示したが、当協会は入

港料算定の基礎とすべきデータがない中で入港料の

徴収を開始するのは理不尽である旨、ユーザーの立

場から主張した結果、入港料徴収が３年間猶予され

ることとなった。（船協海運年報１９９９参照）

５・３ 港運関係

５・３・１ 港湾運送事業法及び港湾労働法
改正後の状況について

１．港湾運送事業法の改正

２０００年１１月に改正港湾運送事業法が施行され、京浜、

千葉、清水、名古屋、四日市、大阪、神戸、関門およ

び博多の特定港湾各港では、それまでの事業免許制か

ら需給調整規制を廃止し、一定の要件を満たしたもの

に対し等しく事業参入を認める許可制への移行、運賃

料金の許可制から届出制への移行等の規制緩和が実施

された。

この結果、２００１年７月１日までに千葉港（１件）、清

水港（１件）、大阪港（３件）、関門港（２件）で計７件

の新規参入が許可された他、５５件に及ぶ業務範囲の変

更が許可され、９０件弱の運賃料金の届出が申請され受

理された。

一方、規制緩和に伴い労働者保有基準が１．５倍に引上

げられた（現場職員・いかだ・はしけ等に係るものに

ついては現行どおり、一定の条件を満たす事業協同組

合に加入している場合は特例措置により新基準は適用

しない）ことから、事業協同組合に関する特例措置の

適用を受けるべく事業協同組合の新規設立、あるいは

定款を変更するケースが多く見られた。

規制緩和後に設立が認可された事業協同組合は以下

の通りであり、特定港湾９港全体では１２組合の新規設

立が認可された。

川崎港湾物流事業協同組合（川崎港）

横浜港湾荷役事業協同組合

横浜沿岸荷役事業協同組合（横浜港）

名古屋港港湾運送事業協同組合（名古屋港）

四日市港港湾荷役事業協同組合（四日市港）

大阪港湾荷役事業協同組合

大阪沿岸荷役事業協同組合（大阪港）

神戸港沿岸荷役事業協同組合（神戸港）

洞海港湾運送事業協同組合

下関港湾運送事業協同組合（関門港）

博多港外貿コンテナ事業協同組合

博多港湾荷役機材協同組合（博多港）

〔資料５―９〕 タグ使用基準比較表（改定案）
"型３０００PS以上 大型２０００PS以上 中型１０００PS以上

バウスラスター（※）非装備船に対する引船使用隻数・型の基準表

G!T
・港

現 状 改 正 点
（対現状）

改 正 案 G!T

３，０００
小１ 小１→中１

中１ ＊

５，０００
中１、小１ 中１小１→中１

５，０００

７，０００
中２ 中２

７，０００

１０，０００
大１中１ 大１中１

１０，０００

１５，０００ １５，０００

２５，０００
大２ 大２

２５，０００

４０，０００ ４０，０００

６０，０００ "２or 大３ "２or 大３ ６０，０００

＊専用品桟橋に着桟する時、又は新総トン数所有の多層甲板船は２隻。

バウスラスター装備船に対する引船使用隻数・型の基準表

G!T
現 状

改 正 点
（対現状）

改 正 案
G!Tバウスラス

ターの馬力
バウスラス
ターの馬力

３，０００

４００PS未満
４００PS以上

小１
０

小１→中１
０→中１ 標準４００PS 中１

５，０００

４００PS未満
４００PS以上

中１小１
中１ 中１小１→中１

５，０００

７，０００

６００PS未満
６００PS以上

中２
中１ 中２→中１ 標準６００PS 中１

７，０００

１５，０００

８００PS未満

８００PS以上

大型１ 中型１

大型１

８００PS未満

８００PS以上

大型１ 中型１

大型１

１５，０００

２５，０００

１０００PS未満
１０００PS以上

大１中１
大１

１０００PS未満
１０００PS以上

大１中１
大１

２５，０００

４５，０００

１２００PS未満
１２００PS以上

"１ 中１
"１

１２００PS未満
１２００PS以上

"１ 中１
"１

４５，０００

６０，０００

１４００PS未満
１４００PS以上

"１中１
"１

１４００PS未満
１４００PS以上

"１中１
"１

７５，０００

２０００PS未満
２０００PS以上

"１大１
"１

２，０００→１４００PS
大→中

７５，０００

２０００PS未満
２０００PS以上

"１大１
"１

! 港 湾 関 係
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この他、労働者保有基準の引上げに対応するために

定款変更を申請した共同組合は京浜港（８件）、千葉港

（２件）、名古屋港（１件）、大阪港（７件）、神戸港

（４件）、関門港（２件）で２４件にのぼった。

２．港湾労働法の改正

２０００年１０月の改正港湾労働法の施行により、港湾労

働者雇用安定センターによる労働者派遣事業は廃止さ

れ、これに代わり港湾運送事業者が自社に在籍する常

用労働者を他の事業者に派遣することができる「港湾

労働者派遣制度」がスタートした。

同制度スタート直後での労働省まとめによれば２６５件

の派遣事業許可があったが、２００２年３月時点では２９０件

と微増に留まり、事業者数の大幅増はない状況にある。

事業者数が増えない理由としては、日本港運協会に

よる事前の呼びかけにより制度開始と同時に申請した

事業者が多かったこと、厳しい経済情勢から一部リス

トラや新規雇用の抑制などが進むなかで事業者に余剰

労働力が少なくなっていること、安価な日雇い労働者

の存在などから派遣料が低く抑えられ、事業者にとっ

て労働者派遣のメリットが薄いことなどがあげられて

いる。

３．地方港の規制緩和

地方港の規制緩和については、２００１年１２月に政府の

諮問機関で民間の有識者からなる「総合規制改革会議」

が「最終目標は全港湾における免許制の廃止と料金の

許可制の届出制への移行であることは既定の方針であ

る」として、「２００２年度から規制緩和の検討を開始し、

２００３年度中に結論を出すべき」とした答申をまとめて

総理に提出した。

これを受け、政府は２００２年３月２９日に「規制改革３

ヵ年計画（改訂）」を閣議で決定し、港湾運送事業法の

規制緩和を特定港湾９港から地方港に拡大することに

ついて「２００２年度に検討、２００３年度に結論」とした内容

を盛り込んだことから、国土交通省が地方港の規制緩

和に関する調査の一環として懇談会を開催するなど本

格的な検討が進められることになった。

地方港の規制緩和に対しては「新規参入による競争

の激化は地域経済を直撃し、港湾運送事業者の存続を

危うくする可能性がある」などとして港湾労組が反対

の姿勢を示している。また港運業界サイドは、日港協

会長が地方の意見を聞きながら慎重に対応したいとし

ており、地方の港運業者の間では規制緩和の流れには

逆らえないとしても主要９港と同条件は難しいなどと

いった意見がある模様である。

５・３・２ ２００２年港湾春闘

１．春闘の争点

２００２年度港湾春闘は、昨年１１月に労使間で合意され

た港湾の２４時間フルオープンに対応する新たな労働体

制の確立、それに伴う環境整備問題、さらには港湾労

働運営基金問題などが重点課題とされた。

２．交渉経過の概要

第一回中央団交（２月１２日開催）では、組合（全国

港湾労働組合協議会：全国港湾、全日本港湾運輸労働

組合同盟：港運同盟）より使用者側（日本港運協会：

日港協）に対し「２００２年度港湾産別労使協定の改定に

関する要求書」として、以下の８項目に関する趣旨説

明が行われた。

! ２４時間フル稼働に対応した「新しい港湾労働体

制」の確立

" 各種制度の拡充

# 産別協定の履行強化

$ 雇用・就労対策

% 事前協議制度の強化

& 料金・運賃問題

' 港湾労働者を犠牲にし、港湾運送秩序を乱す規

制緩和には反対すること

( 産別制度賃金の改定

また、組合は重要基幹産業として社会に対する責任

を果たすため、昨年、年末年始の弾力化及び２４時間フ

ル稼働体制に応えてきた経緯があり、使用者側として

も社会的責任を果たしてもらいたい、さらに２４時間フ

ル稼働に対応した労働対策あるいは港湾運送秩序の維

持については行政・ユーザーに対しても働きかけが重

要であり、そのためには今後も二者二者協議の精神を

尊重しながら解決を図っていきたい、との考え方を示

した。

第二回中央団交（３月５日開催）では、使用者側は

現時点での交代制導入は困難であるとした上で、２４時

間フル稼働に対応したリアルタイムの対応が必要であ

り、今後、労使協議機関を設置し協議したいとし、一

方で今春闘における重要課題の一つである港湾労働運

営基金については経済環境の厳しさから苦しい状況で

あるとして、明確な回答を示さなかった。
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また、使用者側より１月２日、３日の荷役作業（単

年度協定）を協定化したいとの提案があり、次回以降

の団交で協議されることとなった。

続いて第三回団交（３月２７日）では、交代制導入問

題については今後、労使政策委員会等の場で協議する、

港湾労働運営基金は現状維持とする旨の回答が使用者

側よりあり、さらに事前協議制度協定見直しの提案も

なされた。

第四回団交は４月１１日（当初は４月４日予定）に開

催され、交代制導入!事前協議制度の協定見直しにつ
いては労使政策委員会で継続協議、港湾労働運営基金

のトン当たり１円の３年間継続、年末年始作業の恒久

的実施（例外荷役）、時間外労働賃金の算定基礎である

分母の改定（１５８を１５７へ）、など合意に達し、仮協定書

が締結された。

一方、賃金値上げ並びに労働諸条件の改善について

は２月２５日に組合側（全国港湾荷役事業関係労働組合

協議会：港荷労協）が使用者側（船内経営者協議会：

船経協）に対し、月額１０，０００円の賃上げを主たる内容

とする要求書を提出した。

続く３月５日、３月２５日の二回の交渉を経て４月１１

日の第３回の交渉で、月額１，０００円プラス基準外一時金

（月額２，０００円）が提示され、妥結した。

３．今春闘の労使合意の主な内容

１）港湾労働秩序に係わる問題

! ３６４日、２４時間フル稼働に対応した『新しい港

湾労働体制』

原則として交代制導入を労使双方が理解する。

" 事前協議

# その他労使双方、協議が必要であると認めた

問題

（以上３項目を労使政策委員会で協議）

２）港湾労働運営基金等の問題

! 港湾労働運営基金

２００２年度～２００４年度まで３年間、現行のトン当

たり１円を確保する。

詳細については労使政策委員会で協議する。

" 労働・福利等に関する諸拠出金（港湾福利分

担金、港湾労働安定基金、港労法付加金）のユ

ーザーからの中央直接納入を引き続き実施する。

３）末年始特別休暇の例外荷役

年末年始特別休暇（１２月３１日、１月２日、３日、

４日）の例外荷役を全港・全職種を対象として次

により実施。

! １２月３１日 データイム取り切り船のみ

" １月２日、３日、４日 平日!日曜日、それ
ぞれに対応した荷役条件による。

# 取扱いは特別有給休暇の付与、特別精励金を

縦割りの中で決定!支給。
４）産別制賃金等に係わる問題

! ６大港船内・船側沿岸現業労働者を対象とし

た「あるべき賃金」協定

" 検数・検定労働者の標準者賃金

# 産別最低賃金

（以上３項目を賃金・労働時間問題専門委員会で

協議）

$ 時間外労働時間の算定基礎である分母を現行

の１５８を１５７に改定。

４．総 括

３６４日、２４時間フル稼働に対応した『新しい港湾労働

体制』（原則として交代制導入を労使双方が理解）、さ

らに事前協議制度、港湾労働運営基金等については労

使政策委員会の場で継続協議されることにて決着した

が、社会の要請に応えた恰好で年末年始作業の恒久的

実施が合意され、３６４日、２４時間フルオープン体制が今

春闘で確認された意義は大きい。

また、昨年に引き続き本年も早期に且つ、組合側か

ら一度のスト通告もなく平和裏に解決したことも特筆

される。

〔資料５―１０〕２００２年 港湾春闘の交渉経過

２月５日～６日 全国港湾評議員会開催。

２００２年度春闘方針及び春闘要求内容を正式決定。

２月１２日 第１回中央団交。組合側より２００２年度港湾産別

労使協定の改定に関する要求書の提出と趣旨説

明。

２月２６日 港荷労協が船経協に基準内賃金月額１０，０００円の値

上げ等を内容とする春闘要求書を提出

３月５日 第２回中央団交。組合側要求に対して使用側の

具体的回答に至らず。

第１回船内統一賃金交渉。組合側より春闘要求

書趣旨説明。

３月２６日 第２回船内統一賃金交渉。組合側要求に対する

! 港 湾 関 係
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５・４ 港湾整備関係

５・４・１ 交通政策審議会港湾分科会の動き

２００１年１月の省庁再編に伴い、それまでの港湾審議

会は交通政策審議会港湾分科会に改組され、①港湾の

開発、利用及び保全並びに開発保全航路の開発に関す

る基本方針、②港湾計画、③港湾整備５ヵ年計画、④

特定港湾施設整備事業の整備計画、⑤広域臨海環境整

備センターの基本計画、⑥港湾及び航路に関する重要

事項が国土交通大臣の諮問に応じて同分科会で審議さ

れることとなり、２００１年７月９日第１回会合が開かれ

た（委員名簿は資料５―１１参照）。

当協会からは平野裕司港湾物流委員長が委員に就任

し、分科会への船社意見の反映に努めた。

本分科会はこれまで４回の会合を開催し、１４港の港

湾計画、２００１年度!２００２年度特定港湾施設整備事業基本
計画、その他が審議された外、第３回分科会において

平成１５年度からの新たな港湾整備５ヵ年計画のあり方

に相当する「経済社会の変化に対応し、国際競争力の

強化、産業の再生、循環型社会の構築などを通じてよ

り良い暮らしを実現する港湾政策のあり方」が国土交

通大臣より同分科会に諮問された。

これを受け、分科会では「物流・産業」、「環境・安

全」の２つの部会において各３回の審議を行なった結

果をもとに、第４回港湾分科会において中間報告を取

りまとめた。

中間報告は、①港湾をめぐる現状と課題、②港湾政

策の展開、③２１世紀型港湾行政への改革―などから構

成されている。

①の港湾をめぐる現状と課題では、国際経済のグロ

ーバル化、ボーダーレス化、アジア諸国間の水平分業

の進展とわが国産業の空洞化等、わが国をとりまく経

済社会構造が大きく変化しているなかで、物流機能の

効率化がわが国経済の発展のために極めて重要である

こと、とりわけアジアの主要港との競争のなかで相対

的地位の低下が叫ばれる我が国港湾の国際港湾として

の機能強化、競争力強化の必要性に言及している。

本論である②の港湾政策の展開では、国際海上コン

テナ輸送の進展に対応した物流ネットワークの形成の

ため、より低コスト・迅速な港湾サービスの必要性を

強調、ターミナルリース料金の低減や入港料等の免除

・割引、施設使用料の値下げなど料金設定の弾力化、

公社制度の見直しや新方式の活用、柔軟な公共性概念

の適用等の施策に言及する一方、行政を含めた港湾２４

時間化の必要性や高速船の活用、ワンストップサービ

ス化、港湾諸手続き・処理のスピードの向上のための

IT化のさらなる推進、リードタイム縮減・輸送スピー

ド向上のための諸施策も盛り込んだ。

さらにこれら主要港全般の諸施策に加え、特定の港

に絞り、国!港湾管理者!民間事業者が一体となって、
従来の制度・慣行の枠組みにとらわれない特例的な施

策を実施して、ターミナルリース料の低減や複数バー

スの一体的管理・運営による規模のメリット追求など

を図り、コスト・サービス面でアジア主要港を凌ぐス

ーパー中枢港湾を育成するとの方針を示した点が注目

される。

［港湾分科会審議内容］

!第１回港湾分科会（２００１年７月９日）
１）５港の港湾計画について

博多港、徳島小松島港、衣浦港、田子の浦港、

那覇港

２）２００１年度特定港湾施設整備事業基本計画（案）

について

!第２回港湾分科会（２００１年１１月２１日）
１）３港の港湾計画について

青森港、常陸那珂港、横須賀港

２）大阪湾圏域広域処理場整備基本計画について

３）経済・社会の変化に対応した港湾施設の維持管

理のあり方について

!第３回港湾分科会（２００２年３月２９日）
１）５港の港湾計画について

千葉港、大洗港、別府港、佐世保港、宇部港

経営側の具体的回答に至らず。

３月２７日 第３回中央団交。基金制度の継続や交代制の導

入などに経営側から一定の考えが示されたもの

の交渉進展には至らず。

４月１１日 第４回中央団交。制度問題に関し合意し、仮協

定書締結。

第３回船内統一賃金交渉。２０００円の賃上げで合

意し、仮協定書締結。
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２）「経済社会の変化に対応し、国際競争力の強化、

産業の再生、循環型社会の構築などを通じてより

良い暮らしを実現する港湾政策のあり方」諮問に

ついて

!第４回港湾分科会（２００２年７月１２日）

１）「経済社会の変化に対応し、国際競争力の強化、

産業の再生、循環型社会の構築などを通じてより

良い暮らしを実現する港湾政策のあり方」（中間報

告）

２）２００２年度特定港湾施設整備事業基本計画

３）伏木富山港の港湾計画

５・５ 水先問題
水先料金体系の改善に向けて、当協会、国土交通省、

日本パイロット協会の三者構成からなる水先料金問題

検討委員会で積極的な審議が再開された。

２００１年６月開催の本検討委員会において、南本牧埠

頭の水先料金設定問題を契機としていわゆる「懸案８

項目」（＊）について、今後３年を目途として結論を取り

まとめることとしたものである（船協海運年報２００１参

照）。

本検討委員会および本検討委員会での審議を円滑に

進めるために下部機構として設置した同委員会WG

での精力的な審議の結果、詳細の検討は残っているも

のの、第一次見直し案として、当協会提案項目の一部

が改善される方向で結論が取りまとめられた。（以下、

５・５・１参照）

また、一昨年から、審議を続けてきた３００総トン強制

区である関門港の港湾管理者である北九州市および下

関市から規制緩和要望として提出されていた強制対象

船型の見直しについても、「水先区の設定等に関する検

討会」において、ようやく審議がまとまり、関係省令

が改正され、本年７月１日に施行された。（以下、５・

５・２参照）

これらをはじめとする水先問題全般については、当

協会 港湾物流委員会、水先問題検討委員会ならびに

水先業務専門委員会において、鋭意検討を行うととも

に、「水先料金問題検討委員会」ならびに「水先区の設

定等に関する検討会」等の国土交通省の関係委員会に

も積極的に参画し、船主意見の反映に努めている。

＊「懸案８項目」とは、当協会ならびに日本パイロット協会

から見直しが必要として提案していたが、これまで結論が

まとまらず、長期間にわたり懸案とされていた項目である。

５・５・１ 水先料金問題の検討

前述の通り、水先料金体系の改善に向けて、２００１年

６月、水先料金問題検討委員会（以下、検討委員会）

において、これまで中断していた審議が再開され、今

後の検討委員会の進め方について以下の方針が取りま

とめられた。

!「懸案８項目」を中心として、今後３年間を目途に
検討を行う。

!検討に当たっては、港湾整備の進展等を踏まえた水
先料金体系の合理化を基本とする。

〔資料５―１１〕 港湾分科会委員名簿

〔港湾分科会委員〕

尾崎 睦 "日本港運協会会長

坂井 淳 "全国漁協協会会長

白石 真澄 東洋大学助教授

杉山 武彦 一橋大学教授

○須田 $ 八戸工業大学教授

瀬田 信哉 #国立公園協会理事長

常盤 文克 "経済団体連合会輸送委員長

東 恵子 東海大学短期大学部助教授

平野 裕司 "日本船主協会港湾物流委員会委員長

○印は分科会長

〔物流産業部会委員〕

尾崎 睦 "日本港運協会会長

坂井 淳 "全国漁港協会会長

白石 真澄 東洋大学助教授

○杉山 武彦 一橋大学教授

須田 $ 八戸工業大学教授

常磐 文克 "経済団体連合会輸送委員長

平野 裕司 "日本船主協会港湾物流委員会委員長

○印は部会長
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%検討期間が限られていることから、WGを設置して実

質的な検討を行う。

%当協会ならびに日本パイロット協会双方の提示する
優先順位に従い検討を進める。

これを受けて、同年７月から検討委員会の下部機構

であるWGで延べ６回にわたる精力的な審議を経た２００２

年６月開催の検討委員会において、国土交通省の水先

料金体系の見直しに関わる第一次分の提案が了承され

た。

本提案は、『昨今における港湾物流等を巡る社会情勢

を踏まえ、料金体系のより一層の合理化に積極的に取

り組む必要があるとの基本認識』の下で、検討を促進

する観点から、８項目について、以下の方針により対

応することとしたもので、その背景にある基本的な考

え方は次の４点である。

! 時代の要請に対応し、水先料金体系の一層の合

理化に積極的に取り組むこと

" 社会的かつ経済的影響の大きさを考慮し、見直

しの対象は強制水先区とすること

# 可能なものから順次実施することとし、第一次

分は年内を目途に措置すること（課題の大きい拠

点港等を先行）

$ 検討促進の観点から、結論の得られたものから

措置済みとして整理を行っていくこと

これらの基本的な考え方に基づき了承された対応方

針の概要は以下のとおりである。

１．船協提案５項目

! 嚮導距離・運航区分の割増料

【嚮導距離】

%強制水先区について、港湾整備の進捗等を踏ま
え、実態にあわせた料金とする。

第一次分：横浜、川崎港、名古屋・四日市港へ

の入出港

：上記港への航行

【運航区分の割増料】

%東京湾内の航行料金に係る割増料（浦賀水道１２
マイル分）について全廃する。

%その他の技術割増の取扱いについては、さらに
検討を行う。

" 大型船二人乗り料金≪項目決着≫

%強制区については、割増率を１．７から１．５に縮減
する。

%任意水先区については、現行どおりとする。
# 乗下船実費

$ 指定錨地の投抜錨料金

%さらに検討を行う。
% 冬季割増料金≪項目決着≫

%零細水先区における質の高い水先業務の確保の
観点から、現行どおり存続させることとする。

２．パ協提案３項目

! 基本額と加算額

" 港内転錨料金

# 遠距離逓減性

%さらに検討を行う。
第一次分として見直されることとなった船協提案項

目については、年内実施に向けた詳細な詰めが現在行

われている。

５・５・２ 水先制度の見直し

平成１３年１０月３１日、「水先区の設定等に関する検討会」

（座長：加藤俊平東京理科大学教授）が開催され、港

湾管理者（北九州市・下関市）より規制緩和要望が提

出されていた関門区の強制水先対象船型の引き上げに

ついて審議を行い、概要以下のとおり取りまとめを行

った。

（入出港船）

現行３００G!T以上→３，０００G!T以上への引き上げ。

ただし、危険物船および「若松第１区～第４区」

への入出港船は現行通り（３００以上）

（通 過 船）

現行通り（１０，０００G!T以上）

なお、本見直しに伴い、水先法施行令および施行規

則の改正が平成１４年７月１日に施行された。

これまで本検討会では、強制水先対象船型が「３００総

トン以上」の水先区を抱える港湾管理者から出された

対象船型の引き上げに関する規制緩和要望について審

議を行っており、すでに神戸区については平成１０年７

月より「１０，０００総トン以上」、横浜区については平成１１

年７月より危険物積載船を除き「３，０００総トン以上」に

対象船型が引き上げられている。

関門区の見直しは、これらと同趣旨の要望であり、

これまでの検討経緯は、概要次のとおりである。

平成１２年５月３０日に開催された第１回検討会では、

当協会をはじめ港湾管理者等の関係者にヒアリングを
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行い、論点を整理した上で、平成１２年内を目途に取り

まとめを行うこととした。また、神戸・横浜区と同様

に審議を円滑に進めるため、日本海難防止協会の水先

問題検討会において操船シミュレータによる評価等を

併行して実施することとした。

その後、現状分析ならびに操船シミュレータの条件

設定等を経て同年１１月２８日に開催された第５回検討会

においては、関門区は神戸・横浜区とは異なり潮流の

影響を受ける等の理由により慎重に検討を行うことと

され、平成１２年内の結論は見送ることとした。

さらに、平成１３年４月６日、平成１３年度第１回検討

会（通算６回目）において、操船シミュレータの実験

結果が示されるとともに、入出港船は現行の「３００総ト

ン以上」を原則「３，０００総トン以上」に引き上げ、通過

船は現行どおり「１０，０００総トン以上」とする見直し案

が提示された。

本案については、港湾管理者より、持ち帰り内部検

討したい旨意見が提出されたことから結論が持ち越さ

れていたが、同年１０月３１日に開催された平成１３年度第

２回（通算７回目）検討会において、見直し案が了承

された。その骨子は、次のとおりである。

［関門区の強制水先対象船型見直し］

１．関門区については、入出港船は３，０００総トン以上の

船舶を強制水先の対象とすることが適当である。た

だし、危険物積載船については現行どおり３００総トン

以上の船舶を対象とする。また、狭隘で長い航路を

持ち、港内航行管制も行われている若松区第１区～

第４区（資料５―１３参照）についても、同様に現行

どおりとする。

２．通過船については、現行以上に規制を行う必要が

あるとまでは断定できないことから、現行どおり

１０，０００総トン以上の船舶を強制水先の対象とするこ

とが適当である。

３．この見直しに伴い、今後、水先人が乗船しない船

舶が増加し、船舶の交通状況が変化することも予想

される。こうした状況に対応するため、関係者への

十分な情報提供を行うとともに、関係者において見

直し後の船舶の交通状況を検証していく必要がある。

４．今回の見直しに関する措置の実施については、周

知期間、安全対策等の実施のための準備期間等を考

慮した上で、平成１４年半ばを目途に実施に移すこと

が適当である。

なお、本検討会は、平成９年７月に運輸大臣より諮

問された「水先制度の今後のあり方について」を受け、

海上安全船員教育審議会（以下「安教審」）水先部会の

下に設置されたものであるが、平成１３年１月、省庁再

〔資料５―１３〕 関門区（強制区）の概略図
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編に伴い安教審が廃止されたため、その後は同検討会

を関係者による懇談会と位置付け、検討を行ってきた。

このため、神戸・横浜区における見直しの際には、

運輸大臣への中間答申に沿って必要な政省令の改正が

行われたが、今回は答申という形式をとらず、行政の

責任で検討会の取りまとめを反映した見直しが行われ

ることととし、水先法施行令および施行規則の改正が

平成１４年７月１日に施行された。

５・６ 港湾諸手続の簡易化問題
わが国は諸外国に比べ輸出入・港湾諸手続が煩雑で

あるため、利用者は時間的かつ経済的コストを多大に

強いられている。このため、結果として物流の円滑化

が阻害されている。

このような状況を改善するため、平成１３年５月に策

定された「新総合物流施策大綱」では、港湾の２４時間

フルオープン化、輸出入!港湾手続の電子化ならびに
ワンストップ化等を進め、国際港湾物流の効率を大幅

に改善することが盛り込まれた。

今年度も当協会は経団連とともに、輸出入・港湾諸

手続に関係する官公庁に働きかけを行うなど、提出書

類の徹底的な見直しとともに真のワンストップサービ

ス（シングルウィンドウ化）の実現に向けて活動を行

った。

今年度の主な動きは、以下のとおりである。

５・６・１ ワンストップサービス実現への
取組み

現行の港湾諸手続は煩雑かつ膨大な書類・資料が必

要であり、また「入!出港届」や「乗員名簿」等のよう
に関係省庁で重複する書類も多い。このため当協会は、

従前よりペーパーレス化にあたっては現行書類を徹底

的に見直し、廃止もしくは簡素化を図るべきであり、

その上で諸手続の一括申請を可能ならしめるような、

地方自治体を含めた関係官公庁を横断する真のワンス

トップサービスの実現を図るべきであるとしてきた。

かかる観点から経団連とともに、輸出入・港湾諸手

続に関係する省庁で構成される「輸出入・港湾手続関

連府省連絡会議」に対して精力的に働きかけを行った

結果、平成１４年１月、同会議のメンバーである国土交

通省や財務省等関係省庁は、わが国の国際物流の効率

化を図るため、通関情報処理システム（NACCS）、港湾

EDIおよび乗員上陸許可支援システム等の各システム

を相互に接続・連携することにより、輸出入・港湾関

連手続のワンストップ化を推進し、平成１５年度の早い

時期までにこれら手続のシングルウィンドウ化を実現

するとの発表を行った。

また、このシングルウィンドウ化の推進にあたって

は、利用者の使いやすさ、運用コストの低廉化、国際

標準等に配慮した、手続面で簡素なシステムを構築し

ていくこととされた。

これを受けて、経団連は関係業界に対し、「輸出入・

港湾関連手続のワンストップサービスに関する緊急調

査」を実施した。本調査は関係業界からのヒアリング

調査を基に IT化ならびにワンストップサービス実現に

あたっての問題点および要望事項をまとめたもので、

前述の連絡会議に提出した。なお、当協会もその作成

に全面的に協力している。

しかしながら、これら関係官公庁の実際の取組みは、

「平成１５年度の早い時期までにシングルウィンドウ方

式によるワンストップサービスを実現する」ことに主

眼が置かれ、現行の諸手続や申請項目そのものについ

ての見直しはシングルウィンドウ方式が実現された以

降に対応することとしている。

このため当協会は、輸出入・港湾諸手続の BPR（業

務改革）を徹底的に促進し、電子化に先立ち、全ての

申請手続きについてゼロベースで見直しを行うよう、

関係官庁に対し改めて働きかけを行っている。

こうした状況下、平成１４年７月、自民党物流調査会

（会長：原田昇左右衆議院議員）は輸出入・港湾関係

手続のワンストップ化!簡素化について、民間側から
のヒアリングを行い、利用者意見の反映、利用料金の

見直し、手続きの簡素化・国際化等を骨子とする「国

際物流の円滑化に関する提言」として取りまとめ、関

係省庁に提出した。

他方、こうした港湾諸手続の簡素化やワンストップ

サービスの実現に向けた活動と並行して、海上貨物通

関情報処理システム（Sea!NACCS）を利用して積荷目

録の提出等の税関手続きを行った場合の利用料金の見

直しについて、要望書を提出するとともに財務省関税

局に対しても積極的に働きかけを行った。

この結果、大幅な引き下げは見送られたものの、料

金改定が行われ、平成１４年４月１日より実施されている。
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５・７ 国際コンテナ諸問題への対応

５・７・１ ISO!TC１０４（貨物コンテナ）に
関する対応

! ISOの概要

ISO（International Organization for Standardiza-

tion：国際標準化機構）は、１９４７年に設立された全世

界的な非政府機構（本部：ジュネーブ）であり、国

際連合および関連国際機関ならびに国連専門機関に

おける諮問的地位を有している。ISOには各国毎に代

表的標準化機関１機関のみが参加可能であり、約１４０

カ国の参加国から成り立っている。製品やサービス

の国際交流の容易化、知的、科学的、経済的活動分

野における国際間協力の促進を目的とし、分野別に

約１９０の専門委員会（TC : Technical Committee）が設

置され、審議を行っている。

（船協海運年報２０００参照）

なお、わが国からは、閣議了解に基づき１９５２年４

月１５日以来「日本工業標準調査会（JISC : Japanese

Industrial Standards Committee）」（会長：山本卓眞富

士通!名誉会長、事務局：経済産業省産業技術環境
局基準認証ユニット）が参画している。

" ISO!TC１０４（貨物コンテナ）の概要について

当協会は、JISCの承認の下、ISOの中で１０４番目に

設置された専門委員会である ISO!TC１０４の国内審議

団体を引き受けている。TC１０４は３１カ国の正式加盟国

（いわゆる Pメンバー：業務に積極的に参画し、規

格投票に対する債務および可能な限り会議に参加す

るメンバー。）および２４カ国のオブザーバー加盟国

（いわゆるＯメンバー：オブザーバーとして業務に

参画するメンバー。意見提出、会議出席も権利を有

する）にて構成され、貨物コンテナ、特に海上コン

テナに関する専門用語の定義、仕様、試験方法およ

び付番等に関する標準化を審議している。

TC１０４の傘下には現在、３つの SC（Sub Commit-

tee1, 2, 4）があり、さらにその下部組織としてWG

（Working Group）がある（資料５―１７参照）。

# ISO!TC１０４における当協会の役割

当協会は１９９８年４月以降、ISO!TC１０４にかかわる

国内審議団体事務局を行っており、「日本船主協会 ISO

コンテナ委員会」（以下「当委員会」）にてその審議

がなされている。メンバーは、コンテナを扱う当協

会加盟船社３社を中心として、コンテナやコンテナ

関連機器製造メーカーおよび関係省庁担当者で構成

されている。定例委員会は通常２カ月に１度開催され、

ISO本部や関連省庁、関係団体等からの意見照会、調

査協力、規格案投票等に対応している。

また、当委員会委員長は委員会を代表して JISC

物流技術専門委員会に参画し、工業標準に係る調査

審議に加わっている。

$ 電子投票の開始について

ISOにおける規格の発効までには、新業務項目提案

（NP : New work item proposal）→作業原案 （WD :

Working draft）→委員会原案（CD : Committee draft）

→国際規格案（DIS : Draft international standard）→

最終国際規格案（FDIS : inal draft international stan-

dard）の文書段階を経る必要があり、それぞれの段階

で参加各国による投票が行われ、承認にはＰメンバ

ーによる投票総数の２!３以上の賛成が必要である
ことが ISO業務指針で決められている。

しかしながら、参加各国が世界中に及んでいるこ

と、配布資料が大部にわたること等から新規格制定

までに相当な期間を要することが従来より指摘され

ていたため、ISO中央事務局は１９９８年１０月より電子化

システムを構築することを検討してきていた。わが

国においても、これに対応するため JISCを中心に対

策委員会を立ち上げ、ISOにおける電子化への対応お

よびわが国国内体制のあり方等を検討してきていた

が、２００２年５月から実施されることとなり、審議文

書の配布および投票（DISおよび FDISのみ）が電子

化されることとなった。

% TC１０４!SC１!WG１への対応

TC１０４のWGの中でもっともコンテナに関する基礎

的な規格を検討している TC１０４!SC１!WG１が２００２

年４月２５日、パリ（フランス）において開催された。

今回の会合においては、わが国が提案したコンテナ

の最大重量、コンテナの荷重伝達面（LTA）の位置の

変更等が審議されることとなっていたため、当委員

会梅津委員長および事務局が参加し、わが国意見反

映に努めた。同WGにおける決定事項は概要以下の

とおりである。

１）ダブルスタックレイルオペレーションについて

コンテナをダブルスタックトレインへ積込む際

にコンテナ破損事故が起きていることから、同荷

役方法等に関する規格を、ISO３８７４へ追加してはど
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うかとの提案であったが、提案国である米国が今

会合に欠席のため、議長より米国へ確認すること

とした。

２）床強度基準について

コンテナ隅金具の破損防止のため、許容隅金具

の最大荷重を１２，０００ポンド（５，４６０"）から１６，０００ポ
ンド（７，２８０"）へ改訂することに合意し、次回WG

においてコンテナのテスト法案、判定基準等詳細

を詰めることとした。

３）コンテナの最大荷重について

ISO６６８で定められている、Ｂ並びにＣタイプコ

ンテナの最大重量に関する基準はそれぞれ２５，４００

"、２４，０００"となっているが、Particular traffic

higher valuesに対しては３０，４８０"まで認められて
いる。しかしながら、Paticular traffic higher val-

uesの定義が不明であることおよび規格に例外があ

るのはおかしいことから、最大重量を３０，４８０"に

統一することに合意し、SC１にその旨報告すること

とした。

４）荷重伝達面について

コンテナ荷重を支えるLTA（Load Transfer Area：

荷重伝達面）は、ISO１４９６!１においてコンテナ底面
のセンタービームから３５０!のところにそれぞれ２５０
!なければならないと規定されているが、近年シ
ングルタイヤ用シャーシの発達によりシャーシが

ワイドになったため LTAの位置がずれる可能性が

指摘されている。そのため、LTAの幅を２５０!から
３７５!へ拡大することに合意した。しかしながら、
コンテナ破損事故を防止するには、LTAの単位面積

荷重に変更がないように規格改正を行うことが指

摘され、次回WGにおいて検討されることとなった。

５）グースネックトンネルリセスについて

本来外形寸法の規格である ISO６６８に規定される

べきグースネックトンネルリセスの規格が、強度

〔資料５ １７〕 ISO!TC１０４ 組織図

TC１０４
Freight Containers
事務局：米国規格協会（ANSI）

SC１
General purpose containers
（一般コンテナ）
事務局：フランス規格協会（AFNOR）

SC２
Specific purpose containers
（特殊コンテナ）
事務局：英国規格協会（BSI）

SC４
Identification and communication
事務局：ドイツ規格協会（DIN）

WG１
General cargo containers
（一般貨物コンテナ）
事務局：フランス規格協会（AFNOR）

WG２
Handling and securing
（コンテナ荷役方法と固縛方式）
事務局：スウェーデン規格協会（SIS）

WG３（Joint TC１０４!SC１ ＆ TC１１０!SC２ WG）
Freight container straddle carriers
（コンテナストラドルキャリア）
事務局：米国規格協会（ANSI）

WG１
Thermal containers
（冷凍冷蔵コンテナ）
事務局：英国規格協会（BSI）

WG４
Tank containers
（タンクコンテナ）
事務局：英国規格協会（BSI）

WG１
Coding, Identification and Marking
（マーキングおよびコーディング）
事務局：英国規格協会（BSI）

WG２
AEI for containers and container related equipment
（コンテナ並びに同関連機器の自動認識装置）
事務局：シンガポール生産性標準会議（PSB）

WG３
Communication and terminology
（通信並びに用語法）
事務局：米国規格協会（ANSI）

! 港 湾 関 係
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規格である ISO１４９６!１から１４９６!３においてもコンテ
ナのタイプ毎にそれぞれ規定されているため、ISO

６６８に統一することに合意し、改訂作業を進めるこ

ととした。

５・７・２ 国際貨物コンテナ所有者コード
管理業務

ISO６３４６（Freight containers!Coding, Identification

and Marking―：コンテナの共通識別コードの規格）で

は、コンテナの識別に必要な措置として所有者コード

等の付番を義務付けており、所有者コードについては、

その登録を国際登録機関である BIC（Bureau Interna-

tional des Containers：本部パリ）に対して行わなけれ

ばならない旨定めている。

当協会では、ISOコンテナ委員会業務に関連して、BIC

の日本の登録機関 NRO（National Registration Organi-

zation）として日本でのコンテナコードの登録、問い合

わせの窓口を担当している。

５・７・３ 背高海上コンテナ委員会

いわゆる背高海上コンテナ（長さ４０フィート、高さ

９フィート６インチ型）をわが国で輸送する場合には、

道路交通法等規制の関係から、通行経路を指定した上

で警察庁、国土交通省より輸送許可を受けることとな

っている。

各運送事業者から提出され、!全日本トラック協会
で取り纏められた経路申請は、当協会が委員長ならび

に事務局を努める「背高海上コンテナ委員会」の審議

・承認を経て警察庁、国土交通省に提出される。

２００１年８月、２００２年２月に委員会が開催され、各々

１５０件、１７９件が申請・承認された。また、南本牧埠頭

が２００１年４月から供用が開始されたことにともない、

急遽３月２６日に２４件が申請されたことについても併せ

て承認された。

なお、１９８５年以降の通行経路の申請件数ならびに指

定件数は資料５―１８のとおりであり、１９９６年以降の地

方港におけるコンテナ化にともない申請数が激増して

いる。

〔資料５－１８〕 背高（９’６”）海上コンテナ通行指定経路

通行指定申請数と指定件数の推移 ２００１年２月１４日現在

申 請
年 月

１９８５年 １９８６年 １９８７年 １９８８年

４ 月 ４～１１ ７!１８ ８!１６ ５!２５ ６!３０ ２!２５ ７!３１ ９!２１ ２!２ ７!１５ １２!１５

件 数 ２２ ４１ ３０４ １８９ ５４ ４０２ ５０ １４ ８３ ４６ ５８ ５７

指 定
年 月

６ 月 ９ 月 ６!２２ ８!２ １２!１１ ４!１ １１!１
１９８９年

３!１６

件 数 ２２ ４１ １７４ ４０ ２０７ ４３ １４ ７０ ３５ ３４ ３１

申 請
年 月

１９８９年 １９９０年 １９９１年 １９９２年 １９９３年 １９９４年 １９９５年 １９９６年

７!１４ １２!１４ ７!１６ １２!１４ ７!１５ １２!１６ ８!２４ ６!７ ２!２１ ５!８ ２!２８

件 数 ２９ ４０ ２５ ２３ ３４ ４３ ５２ ５２ ７１ ７６ １１３

指 定
年 月

１０!３１
１９９０年

３!２０ １０!３１
９１年

３!１２ １１!１２
９２年

３!２４ １２!２２ ９!２４ ８!２２ １０!１６ ７!１

件 数 ２１ ３０ ２１ １８ ２５ ３２ ３４ ２９ ４７ ５５ ８２

申 請
年 月

１９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年
合 計

２!２１ ５!１６ ３!３１ ７!１５ ３!１２ １０!２２ ４!７ ８!２２ ３!２６ ２!２３ ８!３１

件 数 １４０ ２ １２８ ７３ ２９１ １６３ ２４４ ２３１ ２４ １９５ １５０ ３，５１９

指 定
年 月

９!１９ ８!２８ １０!１４ ７!１５
２０００年

１!５ ８!１０ １２!２７ ５!２１ ８!１
２００２年

１!２５

件 数 １０７ ６６ ５６ １６１ ９９ １５５ １４５ ２３ １２６ ９７ ２，１３８

! 港 湾 関 係
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6 海上安全対策

６・１ 首都圏第３空港問題

６・１・１ 首都圏第３空港調査検討会

国土交通省は、首都圏の空港、とりわけ東京国際空

港が航空需要の増加から２１世紀初頭には、その能力の

限界に達することが予測され、首都圏における将来の

航空需要の増大に対応することが求められていること

から、平成１２年度において、首都圏第３空港の複数候

補地の抽出とその比較検討を行なうため、首都圏第３

空港調査の一環として、学識経験者、関係地方公共団

体等からなる調査検討会（座長：中村英夫 武蔵工業

大学教授）を航空局において開催し、広く意見を聞く

こととした（船協海運年報２００１参照）。

首都圏第３空港調査検討会の開催状況は以下のとお

りである。

!第１回：２０００年９月２６日
議題：・航空輸送の現状

・首都圏空港等の概要

・首都圏第３空港の必要性

!第２回：２０００年１２月１５日
議題：・首都圏第３空港候補地抽出に当たっての

視点

・羽田空港再拡張案（定期航空協会の提案

および東京都の提案）の紹介

!第３回：２００１年１月２３日
議題：・有識者との意見交換

・海外空港事例紹介

・羽田再拡張案について

!第４回：２００１年３月２８日
議題：・提案された候補地について

・羽田再拡張について

!第５回：２００１年５月３０日
議題：・提案された候補地について

・陸上の可能性について

!第６回：２００１年７月３１日
議題：・候補地の概略調査について

・羽田再拡張について

!第７回：２００２年１月３０日
議題：・羽田空港の再拡張に関する基本的考え方

について

１．第２回首都圏第３空港調査検討会（２０００年１２月１５日）

首都圏第３空港に関し、定期航空協会および東京都

はそれぞれ独自に羽田空港の再拡張を検討し公表して

いたが、第２回検討会において両案が紹介された。

現空港と両案の概要の比較および計画図はそれぞれ

資料６―１、６―２、６―３のとおりである。

この章のポイント
●航空需要の増加に対応するため国土交通省は、２００１

年１２月末、現Ｂ滑走路に平行な滑走路により羽田

空港を再拡張することを決定。当協会は一貫して、

船舶の航行安全確保の観点から、また港湾の効率

性を含む経済性の観点から鋭意意見反映に努めた。

●IMOにおいて、航海データ記録装置（VDR）の現

存貨物船への搭載義務付けが議論されているが、

EUで段階的に施行される予定であることを踏まえ、

当協会はわが国政府に対し、コスト効果を踏まえ

た現実的かつ実効的な結論が導かれるよう意見反

映を行った。

●自動船舶識別装置（AIS）が２００２年７月より世界的

に導入された。わが国は国内に国際周波数とは別

の周波数を設定することとし、当協会は、他の船

主団体とともに安全航行の確保の観点から、わが

国においてもAISが国際周波数で運用されるよう

意見反映を図った。

●IMOにおいてバルクキャリアの安全対策が大論争。

ダービシャー号沈没事故を背景に政治的に対策を

推し進めようとする英国等に対し、当協会は事故

原因に基づいた対策を講じるよう、わが国政府を

はじめ IACS、ICS等へ積極的な働きかけを展開し

た。

! 海上安全対策
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なお、運輸省（当時）は、１２月２３日、定期航空協会

および東京都が提案したＣ滑走路平行案よりも発着回

数の拡大が見込めるとして、Ｂ滑走路平行案〔資料６

―４参照〕を検討していることを明らかにした。

また、この問題の検討状況を注視していた当協会は、

１２月２６日、船舶の航行安全確保の観点から、航空局長

をはじめとする関係者に対し要望書（船協海運年報２００１

参照）を提出した。

当協会の動きに合わせ、日本内航海運組合総連合会、

日本旅客船協会および日本船長協会は、２００１年１月、

それぞれの立場から海上輸送の重要性と船舶航行の安

全確保について関係各局に要望書を提出した。

２．第３回首都圏第３空港調査検討会（２００１年１月２３日）

当協会から生田会長（当時）が特別メンバーとして

出席し、以下を骨子とする考え方を説明した。

! 諸外国の主要空港に引けをとらない国際空港を首

都圏に整備することは重要。

" 東京湾内の港湾は、首都圏における経済活動と国

民生活を支えるエネルギー資源、工業原材料および

生活物資等を運ぶ海上輸送路として重要な役割を担

っている。

# 東京湾における船舶の交通量、錨地の重要性、通

航路の現状等を認識した空港計画とすること

$ すでに提案された拡張計画と船舶航行安全との問

題点の指摘

% コンテナ船の大型化等将来の技術革新に対応でき

る計画

& 東京湾内に空港を計画する場合には、これらの諸

問題を考慮し、空港の位置および構造等を決定した

後に、船舶航行への影響を検討するのではなく、空

港の整備計画を決定する以前に解決策等について見

極めた上で計画内容を決定していく必要がある。

また、国土交通省は、羽田空港再拡張案としてＢ滑

走路平行案を定期航空協会の提案時の検討案〔資料６

―５参照〕として提示した。

〔資料６―１〕 現羽田空港と両案の概要比較

（数値等は提案者が作成したパンフレット等に基づくものである。）
再拡張案項 目 現 空 港 定期航空協会の提案 東 京 都 の 提 案

滑 走 路 Ａ：３，０００ｍ、Ｂ：２，５００ｍ
Ｃ：３，０００ｍ

新滑走路：３，０００ｍ
Ｃ滑走路から９５０ｍ沖合

新滑走路：３，５００ｍ
Ｃ滑走路から１，３１０ｍ沖合

滑 走 路 運 用 方 式 北 風 離陸Ｃ、着陸Ａ（注）１ 離陸Ｃ、Ｄ 着陸Ａ、Ｃ

南 風 離陸Ａ、着陸Ｃ、Ｂ（注）２ 離陸Ａ、Ｃ 着陸Ｃ、Ｄ、Ｂ（注）２

進 入 方 式 北 風 同時 ILS進入 同時 ILS進入 同時 ILS進入

南 風 有視界周回
若しくは ILS進入（B R"W）

FMS＋有視界周回進入
若しくは ILS進入（B R"W）

有視界周回進入
（低視程時は検討中）

発 着 回 数 利便時間帯
７８４回!日（注３）
（２８．６万回!年）

４２．３万回!年 約４１万回!年

騒 音 影 響 "Ｂ滑走路 ILS進入は江戸川区、市
川市等に影響。（２３：００～６：００は
原則使用不可）

"Ａ滑走路北側への出発は大田区、
川崎市への騒音影響を考慮し、機
材・時間・回数を制限している。

"飛行経路の設定に当たって、騒音
基準を満足する。

"新技術等を活用して海上を中心と
した経路設定により一層の騒音軽
減を図る。

港湾・海上交通への影響 制限表面の影響により、新海面処分
場の形状、荷役施設高さ等に制約が
ある。

"大型船航行に支障のない位置。
"小型船舶の航路の一部変更。

"既存航路に影響が少ない。

河 川 へ の 影 響 A・C R"W南側進入灯の多摩川への
影響を検証済。

多摩川の流れに支障を来さない。

着 工 後 工 期 沖展２０年程度 短い建設期間 １０年以内

工 法 埋立 埋立!桟橋!浮体 桟橋!水面上１５ｍ

概 算 建 設 費 沖展事業約１兆５千億円 低廉な建設コスト 約８～９千億円

空 港 施 設 約１４０スポットを計画

（注）１ 主な利用滑走路であり、北風時のＣ滑走路への着陸、南風時のＣ滑走路からの離陸も行なわれる。
（注）２ 低視程時にはＢ滑走路への ILS進入となる。
（注）３ ６：００～８：３０の到着、２０：３０～２３：００の出発及び２３：００～６：００の発着を除く。（平成１４年７月から）

! 海上安全対策
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３．第４回首都圏第３空港調査検討会（２００１年３月２８日）

これまでに提案された１６の候補地〔資料６―６参照〕

について説明がなされ、これらについては一定の基準

に照らして今後検討することとされた。

また、羽田空港の再拡張に関し、Ｃ滑走路平行案と

Ｂ滑走路平行案について国土交通省によるシミュレー

ションの結果、空港処理能力の面からＢ滑走路平行案

がベターとされたが、当協会を代表して出席した芦田

委員（政策委員会副委員長）から、Ｂ滑走路平行案と

して示された４つの試案のうち最も多摩川河口に近づ

〔資料６―２〕 定期航空協会案（Ｃ滑走路経平行案）

! 海上安全対策
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けた案であっても進入表面高さ等の問題点があること

が指摘され、海上交通・港湾機能への影響については

今後検討することとされた。

一方、東京都港湾局は、この検討会で示されたＢ滑

走路平行案（試案４）に対し、４月９日、資料６―７、

６―８のとおり見解を表明した。

〔資料６―３〕 東京都案（Ｃ滑走路平行案）

〔資料６―４〕 Ｂ滑走路平行案
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路
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案�

羽田空港�羽田空港� 羽
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空
港
の
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滑
走
路
案�

〔資料６―５〕 羽田空港再拡張案

〔資料６―６〕 候補地の位置図

①木更津沖�
②西多摩地区�
③千葉県九十九里沖�
④羽田空港�
（東京国際空港）�
⑤富津岬南�
⑥富津岬北�
⑦横須賀金田湾�
⑧羽田空港機能拡充案�
⑨湾央木更津沖案（海ほたる空港案）�

10
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東京�

埼玉�

栃木�

茨城�

千葉�
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東京国際空港�
（羽田空港）�
東京国際空港�
（羽田空港）�

成田空港�

⑩扇島地区�
（京浜臨海工業地域の東扇島・西扇島）�
⑪羽田空港（東京国際空港）※�
⑫東京湾内の川崎・横浜沖�
⑬中ノ瀬�
⑭東京湾奥�
⑮川崎臨海部沖首都圏新空港�
⑯栃木市北西部谷倉山付近�
（※⑪は、提案を取り下げ）�
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４．第５回首都圏第３空港調査検討会（２００１年５月３０日）

提案されている１６ヶ所の候補地に対して、

! 制限表面と障害物件との関係

" 航空機騒音予測コンター

について説明後、候補地絞込みの方法については以下

の手順とするとともに、検討に当たっては、資料「候

補地の概略検討の考え方（素案）」〔資料６―９参照〕

をもとに考えることとされた。

! 候補地を区域ごとにまとめてゾーンと捉える。

" ゾーンの中で航空局独自に位置を想定する。

# 同じ規模の第３空港を想定する。

$ 海上は最も安価と思われる埋立工法で一次比較

する。

% 新設のアクセスルート、数は航空局で想定。

また、総合評価に当たっては、安全性を大きく捉え

るべきであるとされた。

一方、陸上の可能性については、資料６―１０に示す

調査の検討フローに基づき、首都圏６０'圏（北関東は
８０'）の対象地域を抽出して、各種条件に基づき検討
した結果、適当な地域はないことが判明したとの説明

がなされ、首都圏第３空港の候補地としては陸上は困

難、とすることとされた。なお、併せて既存の空港（軍

用空港）については民用への転用も考えられるが、首

都圏第３空港の候補としては考えないこととされた。

また、羽田空港の再拡張に関し、船舶航行への影響

については、問題が極めて専門的であることから、こ

の検討会とは別に学識経験者、港湾利用者等による調

査検討会を開くこととされたが、東京都がＣ滑走路平

行案を提案している一方、国土交通省は機能面からＢ

滑走路平行案をベースにしたいとしているため、「Ｂ案

に問題があればＣ案に戻ればよい」とのまとめがなさ

れた。

５．第６回首都圏第３空港調査検討会（２００１年７月３１日）

候補地の概略調査については、前回の検討会で騒音

の影響を理由として陸上に適地がないと結論付けられ

たこと、残った候補地は区域ごとにゾーンとして捉え

ることとされたことから８候補地となり、今回は、羽

田の再拡張を含め９つの海上の候補地を、!利用者の
便利さ、"空港の運用面、#建設費用、$環境負荷、
%社会経済への影響（海上交通への影響含む）の５項
目で比較検討した結果が各候補地別に、それぞれの項

目について、○△×を付して提示された。

その内容は羽田再拡張案のみが殆ど○で、海上交通

への影響については△と評価されている一方、他の候

補地では×の評価もあるという、一見して羽田優位の

結果であった。調査結果の総括表は資料６―１１に示す

とおりである。

これに対してこの検討会の目的を、抜本的解決案と

するのか、それとも取り敢えずの解決策とするのかに

〔資料６―７〕 羽田空港再拡張（Ｂラン平行案）に対する東京都港湾局の見解

○東京都は、「航空政策基本方針」において、「羽田空港の再

拡張に際しては、首都圏の物流拠点として重要な役割を

果たしている東京港の港湾機能と共存を図ることが前提」

としている。しかし、国土交通省が提案したＢ滑走路平

行案（以下「試案」という）は、滑走路を最も多摩川寄

りに配置した試案４においてすら、下記の点で問題が生

じ、港湾機能との共存を図ることは極めて困難である。

! 第一航路が新たに進入表面の制限を受けるため、大

型船の航行安全を確保するためには、第一航路を東側

に曲げる必要がある。この結果、きつい屈曲部の出現

により、入出航の難しい欠陥港となり、港湾機能が阻

害される。

" 都内に残された最後の廃棄物処分場である新海面処

分場の法線の大幅変更が必要となり、処分容量の減少、

処分期間の大幅短縮を生じる。

# 新滑走路が進入灯も含めて第一航路側に突出するこ

とから、全ての航行船舶が第一航路側の狭小化された

水域に集中するため、船舶航行の安全及び円滑な入出

港の確保に重大な支障となる。

$ 検疫錨地の移設が必要となるが、代替の検疫錨地を

京浜港港域内に確保するのが困難である。

% 環境保全および漁業関係者の要請に配慮して整備さ

れた羽田沖の浅場の機能が消失する。

& 大規模な埋立により潮流や水域環境へ重大な影響を

及ぼす恐れがある。

○上記理由から、今回国土交通省から提案された試案につ

いては受け入れることはできない。

(今後試案以外の代替案を検討するにあたっては、あく

まで港湾機能との共存が前提となること。

(今後の海上交通流への影響に対する検討にあたっては、

日本船主協会以外の海事関係者からも幅広く意見聴取

を行うこと。

! 海上安全対策
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〔資料６―８〕 国土交通省案（試案４）による東京港への影響

! 海上安全対策
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より評価が異なり、必ずしも羽田優位とはいえないと

の意見があったが、差し迫った２０２５年までの範囲内で

の対応の検討をするとされた結果、事務局の提出した

評価が了解された。

これにより、本格的な首都圏第３空港は先延ばしさ

れ、当面の需要増に対応するためには羽田の再拡張が

最適であるとされた。

また、羽田再拡張について、東京都はＢ案には進入

灯の影響、産業廃棄物の処分場計画、浅場および大型

コンテナターミナルとの共存などの問題点があること

を指摘した。

また、千葉県は羽田発着の殆どが千葉県上空を飛ぶ

ことから、騒音の増加を指摘し、東京上空の通過も考

慮した空の平等な利用の検討を要望した。

なお、事務局から、Ｂ滑走路平行案が多摩川に与え

る影響を考慮した結果、Ｂ滑走路を現空港南端から、

さらに南よりに桟橋や橋等で接続する試案５が提示さ

れた〔資料６―１２参照〕。

さらに、羽田の国際化については、「羽田」の再拡張

を前提として、発着枠に余裕が生じる場合には、一定

〔資料６―９〕 候補地の概略検討の考え方

評 価 構 造

総 合 評 価

利 用

（需要の大小）

運 用

（運航の安全性・安定性）

建 設

（建 設 費 用）

環 境

（環境の保全）

他 活 動 へ の 影 響

需 要 ・ ア ク セ ス

飛 行 経 路 と 空 域

運 航 の 安 定 性

建 設 事 業 費

維 持 管 理 ・ 償 却

用地（水面）取得

航 空 機 騒 音

自 然 環 境

社 会 環 境

〔資料６―１０〕 陸上の可能性の調査・検討フロー

検討対象エリアの抽出

空港設置可能性の検討

一 般 化 費 用

既存飛行経路への影響

横田空域との関係

障 害 物 件

気 象

空 港 建 設 事 業 費

工 期・工 程

アクセス建設事業費

維持管理費・償却費

民 有 地

漁 業 権

騒音コンターと民家

自 然 環 境 の 現 状

土地・水域の規制等

港湾機能への影響

海上交通への影響

地域経済への効果

評 価

５０箇所

９箇所

ア ク セ ス 時 間

ア ク セ ス 費 用

地 形 ・ 地 質

水 深

調査対象地域
〈首都圏域〉

抽出条件
"起 伏 量 １５０ｍ
"建物用地比率 ５％
"メッシュの連続性 ４つ
（１メッシュ＝緯度差３０秒、経度差４５
秒（約９３０ｍ×約１，１４０ｍ））

※成田空港周辺は除く

滑走路方位
"施設配置検討
"土地利用規制
"障害物と制限表面
"自然環境等

航空機騒音の検討
"騒音コンターと民家
（３，０００ｍ滑走路１本、約１２万回離着陸）

! 海上安全対策
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〔資料６―１１〕 各候補地の概略調査結果（総括表） ※本表に記載されている数値は、いくつかの仮定の下に試算された暫定値である。

評 価 項 目 具体的に比較評価のた
めに算定する指標 羽田再拡張

東 京 湾 奥 注１
川 崎 沖 木 更 津 沖 中 ノ 瀬 富 津 北 富 津 南 金 田 湾 九十九里沖 備 考

滑走路１本 滑走路４本

利

用
（
需
要
の
大
小
）

需 要 "需要試算値
（万人!年）

羽 田 容 量
制 約 あ り １．６００ １，８００ １，７００ １，５００ １，１００ １，０００ １，０００ １，０００

羽田の容量制約２７．５万回を
前提とした、２０２５年時点に
おける試算値

羽 田 容 量
制 約 な し ８，９００ １，３００ １，４００ １，０００ １，０００ ６００ ５００ ６００ ５００

羽田の容量制約がない場合
の、２０２５年時点における試
算値

アクセス
（一般化費用）

鉄 道 "東京駅からの一般化費用
２，７００円

（３５分）

１，９００円

（２０分）

１，９００円

（２０分）

３，４００円

（４５分）

３，２００円

（３５分）

３，６００円

（４４分）

４，０００円

（４８分）

６，３００円

（６９分）

６，３００円

（６９分）

６，４００円

（６０分）

運賃・料金に、時間価値３，７００
円"h を加算した額
（ ）は所要時間

道 路 "箱崎ＪＣＴからの一般化
費用

２，１００円

（１９分）

５，５００

（１７分）

５，５００円

（１７分）

４，２００円

（２５分）

６，７００円

（３１分）

６，１００円

（３８分）

１０，３００円

（５５分）

１０，６００円

（５６分）

８，５００円

（６５分）

８，４００円

（６７分）

通航料金、燃料費に時間価
値３，７００円"h を加算した額
（ ）は所要時間

運

用
（
運
航
の
安
全
性
・
安
定
性
）

飛

行

経

路

と

空

域

既存飛行経路への影響

"羽田、成田の離着陸機に
係る飛行経路に与える影
響

"候補地に係る飛行経路の
制約

現行と同程度
羽田の飛行経
路との分離が
困難

羽田の飛行経
路との分離が
困難

羽田の飛行経
路との分離が
困難

羽田の飛行経
路と低高度で
競合するため、
候補地空港付
近で低高度の
高度制限が必
要

羽田の現状の
経路の確保の
ため、羽田の
飛行経路に新
たな高度制限
の付加が必要

羽田の現状の
経路の確保の
ため、羽田の
飛行経路に新
たな高度制限
の付加が必要

羽田の現状の
経路の確保の
ため、羽田の
飛行経路に新
たな高度制限
の付加が必要

羽田の現状に
対する大きな
影響は無い

成田の現状に
対する大きな
影響は無い

横田空域との 関 係
横田空域の使
用は、現行と
同程度

横田空域内に
飛行経路を設
定する必要が
ある

横田空域内に
飛行経路を設
定する必要が
ある

横田空域内に
飛行経路を設
定する必要が
ある

横田空域内に
飛行経路を設
定する必要が
ある

横田空域内に
飛行経路を設
定する必要が
ある

横田空域内に
飛行経路を設
定する必要が
ある

横田空域内に
飛行経路を設
定する必要が
ある

横田空域内に
飛行経路を設
定する必要が
ある

無

障 害 物 件 "障害物件の数量（物件数） ０ ０ ０ ４ ０ ０ ０ ０ ０ ０

運
航
の
安
定
性

低 視 程 時 の 運 航 "ILS 進入 両 側 両 側 両 側 片側のみ 両 側 両 側 両 側 両 側 両 側 両 側

風 向 ・ 風 速 "ウィンドカ
バレッジ ２０kt 以下 ９９．９％ ９７．７％ ９７．７％ ９５．３％ ９７．２％ ９８．３％ ９９．１％ ９９．１％ ９８．１％ ９９．３％

近隣の気象観測点データに
より算出（測定期間：９８年
１月～１２月の１年間）

建

設

（
建

設

費

用
）

建

設

事

業

費

空 港 建 設 事 業 費
（アクセス建設

事業費を含む）
"概略事業費（試算値） １３～１８千億円 １７～２２千億円 ３６～４７千億円 １７～２１千億円 ２０～２７千億円 １４～１８千億円 １３～１８千億円 １２～１６千億円 １４～１６千億円 １６～１９千億円

候補地周辺の既存の土質デ
ータを用いた概略の検討で
あり、詳細な検討には現地
ボーリング調査が必要

構 造 形 式
注２

埋立、桟橋、
浮体

埋 立 埋 立 埋 立 埋 立 埋 立 埋 立 埋 立 浮体＋防波堤 埋 立

地形・地質 "海底地質 海 底 表 層
地 質 軟弱シルト層 軟弱シルト層 軟弱シルト層 軟弱シルト層 軟弱シルト層 シルト層 砂 場 砂 層 砂 層 砂 層

既存の資料から設定したも
のであり、詳細な検討には
現地ボーリング調査が必要

水 深 "平均水深等 －１８ｍ －１６ｍ －１６ｍ －２９ｍ －２４ｍ －１８ｍ －１２ｍ －１３ｍ －５０ｍ －１２ｍ
既存の資料から設定したも
のであり、詳細な検討には
現地調査が必要

工 期 ・ 工 程

"概略工期 ８～１２年 １０～１３年 １８～２１年 １３～１６年 １１～１４年 ９～１２年 ８～１１年 ８～１１年 １０～１３年 ９～１２年 "アクセス整備は含まない
"上物整備を含む

"環境アクセス等手続期間 約３年 約３年 約３年 約３年 約３年 約３年 約３年 約３年 約３年 約３年 事業主体設立の場合は、さ
らに期間が必要

維 持 管 理 費 ・ 償 却 費
構造形式によ
り、詳細な検
討が必要

空港島本体のメンテナンスは基本的には不要だが、不等沈下への対策が必要となる可能性有り 防食等のメンテ
ナンスが必要 他の埋立と同様

用
地
（
水
面
）
取
得

民 有 地
（ア ク セ ス 関 係）"河川道路等を除く用地距離 無 無 無 ３! ４! ３! １９! ２１! ５! ２６!

漁 業 権

"漁業権漁業

共 同 漁 業 無 無 無 無 近 接 無 有 近 接 近 接 近 接

区 画
定 置 漁 業 無 無 無 無 近 接 無 有 近 接 近 接 無

"許可漁業または自由漁業 いずれの候補地も空港位置またはその周辺で活動有り

環

境
（
環
境
の
保
全
）

航 空 機 騒 音
（騒音コンターと民家）"移転対象民家の有無 無 無 無 有 無 無 無 無 無 無 対象民家数が最小になるよ

うに飛行経路を想定

自 然 環 境 の 現 状

周 辺 海 岸 地 形 浅場等
干 潟
（三枚洲、三
番瀬）有り

干 潟
（三枚洲、三
番瀬）有り

干潟・自然の
砂浜等無し

干 潟
（盤洲）有り

浅 場
（中ノ瀬）有り

自然の砂浜
（富津岬）等

自然の砂浜
（富津岬・上
総湊）等

自然の砂浜
（三浦海岸）等

自然の砂浜
（九十九里浜）等

保 全 区 域 等 の 有 無 無 無 無 無 無 無 国定公園に接近 国定公園に近接 無 無

潮 流 の 現 況 内湾滞留域 内湾滞留域 内湾滞留域 内湾滞留域 内湾滞留域 内湾滞留域 湾口交流域 湾口交流域 外湾域 外洋域

他
活
動
へ
の
影
響

社

会

環

境

土 地 の 規 制 等
（ア ク セ ス 関 係）"自然公園等開発規制の有無 無 無 無 無 有 有 有 有 有 有

水 域 の 規 制 等
"影響を受ける可能性のあ
る河川の有無

"海底埋没物の有無
河川有り 無 無 海底埋設物有り

（パイプライン） 無 無 無 無 無 無

港湾機能への 影 響 "港湾諸機能への影響 相当程度
影響有り 無 影響有り 相当程度

影響有り 影響有り 無 無 無 無 無

海上交通への 影 響 "影響程度の大中小 影響大 影響中 影響中 影響大 影響中 影響中 影響小 影響小 影響小 影響小

（注１）東京湾奥（４本）についても、羽田との並存を前提として検討を行なった。
（注２）羽田再拡張の構造形式は、引き続き検討する。



範囲で国際線を受け入れることを視野に入れながら検

討するという方向が示されたが、今の時点で方向付け

をすることに反対する意見もあり、国際化の「可能性」

について検討することとされた。

以上の議論を踏まえ、委員長により以下のとおりの

とりまとめがされた。

! 首都圏の空港容量を拡大しなければならないと

いうことについては全員の意見が一致したと了解。

" 羽田の再拡張については、航路や港湾の問題な

ど解決しなくてはならない要因があり、容易では

ないが、当面の差し迫った容量拡大への対応とし

て考える。

# 既存施設の利用を含め羽田空港を最大限利用す

ることについては、大方の指示が得られた。

$ 羽田の再拡張に当たっては、海運、港湾をはじ

め千葉県、東京都などの理解を得

るよう調整しなくてはならない。

% また再拡張に当たっては、国際

線導入を視野に入れることとする。

& 羽田を再拡張したとしても、将

来第３空港は必要と考えられるの

で需要動向等を見極めつつ、８案

からどれが良いのか早急に決める

必要がある。

６．第７回首都圏第３空港調査検討会

（２００２年１月３０日）

２００１年７月に学識経験者、港湾利用

者等による「東京国際空港再拡張によ

る船舶航行影響調査検討会」が設置さ

れ、Ｂ滑走路平行案（試案５）を前提

に検討されたが、結論が得られなかっ

たことから、国土交通省は、１２月に同

検討会の主要メンバーによるプロジェ

クトチームを結成し、Ｂ滑走路をさらに

多摩川寄りに３００ｍ移動させた試案６を

ベースに操船シミュレータ実験を実施

した（６・１・４参照）。

その結果に基づいて、国土交通省が

２００１年１２月１９日に発表した「羽田空港の

再拡張に関する基本的考え方」につい

て同検討会の経緯を含め説明がなされ

了承された。

６・１・２ 東京国際空港再拡張による船舶
航行影響調査検討会

１．検討会の開催

'第１回：２００１年７月６日
議事：!東京国際空港再拡張について

"今後の調査・検討について
'第２回：２００１年８月３日

議事：!調査検討方針（案）について
"船舶航行等の実態について
#現状および再拡張後の海域利用について

'第３回：２００１年１０月３０日
議事：!数値操船シミュレーション結果について

"海上交通シミュレーション結果について
#再拡張による影響（課題）整理について

〔資料６―１２〕 東京国際空港 再拡張案（Ｂ滑走路平行案試案５）

! 海上安全対策
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"第４回：２００１年１１月２６日
議事：!報告書（案）の検討

２．検討の概要

# 調査対象

第６回「首都圏第３空港調査検討会」で羽田空港

Ｃ滑走路平行案も検討するとされたのに対し、当検

討会で航空局はＣ滑走路平行案では横風に対応でき

る滑走路がひとつだけとなり、その場合には航空機

の離着陸に大幅な遅延を来たすなど欠陥空港となっ

てしまうこと、そのため処理能力も低く再拡張の意

味がないのでＣ滑走路平行案は採用できないとし、

調査の必要がないと説明したため委員会が混乱した。

$ 船舶航行の実態

羽田空港を再拡張する場合の影響調査のため、船

舶航行の実態が調査され、空港周辺には１日当たり

１，６００隻以上の船舶が航行していることが、その航跡、

速力、大きさ別、時間帯別など、また錨泊船の状況

について報告された。

また、Ｂ滑走路平行案（試案５）について、進入

表面と転移表面の範囲および大型船のマスト高さと

の関係など検討された結果、マスト高さ６０ｍの大型

船が進入表面に触れずに現港湾計画における第一航

路に入航するときには５０度以上の大変針が、すでに

頻繁に入港しているマスト高さが５０ｍを超える程度

の大型船であっても４０度の大変針が必要となること

が示された（資料―１３参照）。

さらに、大井埠頭の大水深バースに入港するコン

テナ船を対象にして、風が船の前後左右と斜めの８

方向からそれぞれ１０ｍと１５ｍの強さで吹いたときに

おける船の変針時の操縦性の調査によると、４５度の

変針をする場合には１０ｍの風であっても、風向が船

の後から左真横までの範囲では船体が１００ｍから２００

ｍも横に流されてしまうことが示され（資料―１４参

照）、大型コンテナ船にとっては４０度もの大変針は危

険であることが判明した。

そのため、航空局は、大型商船の安全性を確保す

るためＢ滑走路平行案等をさらに調整することとな

った。

% 数値操船シミュレーション

航空局は、Ｂ滑走路平行案（試案５）において、

現港湾計画に基づく第一航路の形状を変え、航路屈

曲角度を１５度、２０度、２５度とした場合の数値操船シ

ミュレーションを実施した。その結果、航空局はい

ずれの場合も第一航路に沿って入港できるが、操船

上は第一航路の屈曲角度については小さいほうが望

ましく、今回の検討範囲に限れば、より角度が小さ

い１５度が望ましいと考えられるとしたのに対し、日

本船主協会は以下のとおり反論したほか、操船実務

者からは、実際の海域では、より厳しい自然状況・

操船局面があるため、屈曲角を小さく、また、航行

水域を広く確保するべき等の意見も多数あり、評価

〔資料６―１３〕 進入表面に触れず入港するための進路

〔資料６―１４〕 大型船の操縦性能

風速：10m/sec

変針角60度�変
針
角
45度
�

変
針
角
30度
�

変
針
角
15度

�

風向：進路方向に対し、左斜目後方（225°）�
速力：半速（Half ahead）�
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が対立した。

! 浅水影響について

浅水域では船底と海底との間隔（UKC）が小さく

なることによって、船舶の旋回径が大きくなる。

本シミュレーションのUKCは２０％で計算されてお

り、実際の前提条件（１０％）とは異なっているの

で、実船では旋回径が大きくなることを考慮する

必要がある。

" 制御方式について

本シミュレーションで使用された制御方式は、

自船の位置、現在コースからの偏位、変針点まで

の距離、次コースの延長線からの偏位等をモニタ

ーし、コースから逸脱しないために必要な舵角を

算出するためのプログラムであり、安全評価に使

用する場合には配慮が必要なほか、実際の船では

見通し線や航路の浮標等を利用しながら大概の感

覚をベースに操船するため、変針時には、より大

きなオーバーシュートを誘引することを考慮する

必要がある。

# 転舵による速力低下について

実際の船では舵をとった場合、抵抗の増加によ

り速力は低下するが、本シミュレーションでは、

自動的に前提速力を維持するよう設定されている

ため、実船の操船状態より舵効が良くなっている

ことを考慮する必要がある。

$ 船体の傾斜について

通常、コンテナ船は重心が高く（GMが小さく）、

大舵をとった場合、船体がかなり傾斜（１度の傾

斜で左右の喫水の差は約７０&）するが、本シミュ
レーションには、傾斜の要素が入っていないこと

を考慮する必要がある。

% 対象船舶の操縦性、針路安定性について

シミュレーションの対象船舶は針路安定性の良

い船舶１隻だけではなく、針路不安定な船舶を含

め、複数例実施すべきである。東京湾には操縦性

能の悪い船舶が存在していることが指摘されてい

る。

' 再拡張後の海域利用

第一航路出入口付近の進入灯と東京灯標に挟まれ

た水域においては、船舶交通流が収斂し進路が錯綜

する複雑な見合い関係が発生することが予測される

こと等から、当該水域における航行水域の確保につ

いて検討の上、適切に対応するとともに航法、支援

体制の構築、および具体的な航行安全対策の検討・

設定が必要とされた。

その検討に際しては、計画段階とその熟度に応じ

て、学識経験者、海事関係者および海上保安庁等の

協力を得て、海上交通シミュレーションによる検討

結果を加味しながら、さらにビジュアル操船シミュ

レータ実験等の解析手法等により、航路のあり方と

通航方法等との関係を含め、アクアライン以北の海

域、第一航路周辺海域および多摩川河口水域周辺等

の海域における船舶の航行安全について検証し、適

切な対応を図っていく必要があることが指摘された。

６・１・３ 日本船主協会によるビジュアル
操船シミュレータ実験

前項の船舶航行影響調査検討会（岩井検討会）にお

ける検討状況などからみて、船舶の航行安全確保に関

する種々の課題の具体的な解決策が示されないままＢ

滑走路平行案を基本に計画だけが先行していく懸念が

あったことから、日本船主協会は２００１年１１月下旬、「Ｂ

滑走路平行案（試案５）と船舶航路の関係についての

ビジュアル操船シミュレータによる検証実験」を独自

に実施した。

〔資料６―１５〕 数値操船シミュレーション結果

航跡・針路・舵角（航路屈曲角１５度、風向２０５度、風速１５m!sec）

! 海上安全対策
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この検証実験は、東京港で入港船がラッシュする交

通環境下において、Ｂ滑走路平行案（試案５）に対応

するための航路屈曲が操船に与える影響を確認するた

め、会員会社の現役船長８名、関係水先人会所属の水

先人５名の協力を得て実施され、岩井検討会で検討さ

れている航路ケース１～３（航路屈曲角１５度!２０度!
２５度）では、以下の理由により、いずれも想定した大

型船の安全な入港には問題があることが判明した。

! 最大舵角（機械的な限界舵角：３５度）を必要と

する時間が異常に長い

約４０分程の航行の過程で、限界舵角３５度を取り

続けなければならない異常な時間が合計１４～１５分

となり、これは、他船との衝突を避けるための動

作をとる余裕が全くない状態である。

このような状態となった原因は、船舶交通が混

み合う状況下で、他船との船間距離調整、衝突回

避動作などが狭い航路内で必要となったことで、

数値シミュレーションの前提としている速力（１０

ノット～８ノット）が維持できなくなり、強風下

での船体姿勢制御のために、限界舵角（３５度）ま

での操舵が長時間必要となったことである。

" 東京港中央防波堤付近の航路角度（航路の方向）

が不適当

当該入港船が、中央防波堤付近から大井コンテ

ナ岸壁に向かうための左転操船が困難となること

が判明した。

原因は、岸壁までの距離が短いため、岸壁との

衝突あるいはオーバーランを回避するために、速

力を増すことができないことから、船体の姿勢制

御に必要な舵の効果が得られないことである。防

波堤入口付近の航路角度（航路の方向）は、現状

の方が良いことが確認できた。

以上から、屈曲角度を１５度以下とする航路を検

討する必要性が認識されたため、中央防波堤付近

の航空機進入表面高さ５４．８ｍを確保する地点から、

Ｂ滑走路延長線上の進入表面高さ５４．８ｍを確保す

る地点に向けた直線の航路（資料―１６参照）につ

いて、実験を実施したところ、ほぼ現状と同程度

の安全な操船が確保されることが確認された。

なお、屈曲角度を１５度以下とする場合には、新

海面処分場計画の見直しが必要となるが、上記直

線航路検討の過程で、１５度と０度（直接）の中間

の屈曲角度の航路においても、直線航路において

も、処分場見直し面積にはほとんど差がないこと、

および屈曲角度を持たせた航路を設定した場合に

は、上記の理由!により、中央防波堤付近におけ
る操船の困難度を増大させることが予見された。

以上を総合して、日本船主協会は、Ｂ滑走路平

行案（試案５）を実現させるための第一航路の形

状は、船舶操船上の安全確保の観点からは、直線

の航路が適当であるとし、その結果を公表した。

６・１・４ 羽田空港再拡張（Ｂ滑走路平行
案）に伴う第一航路問題検討プ
ロジェクトチーム

国土交通省は、日本船主協会がビジュアル操船シミ

ュレーション実験を実施し「直線航路」を提案したこ

と、羽田空港の再拡張にできるだけ早く着手したいこ

と、そのためにも２００２年度の調査予算を確保する必要

があったこと等から、新Ｂ滑走路の概ねの位置を２００１

年１２月中に見極めた上決定するため、岩井検討会（６

・１・２参照）の主要メンバーで構成するプロジェク

トチームを設置し、Ｂ滑走路の位置を試案５に比べ、

多摩川側へ３００ｍ移動した試案６について検討した。

〔資料６―１６〕 Ｂ滑走路平行案（試案５）直線航路案
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１．プロジェクトチームの開催

$第１回：２００１年１１月２９日
議事：!検討内容等の確認について

"日本船主協会から船協のシミュレーショ
ン結果および提案（直線案）について説

明

操船シミュレータ実験の実施：

平成１３年１２月４日%および５日&
$第２回：２００１年１２月６日

議事：!シミュレーション結果（速報）について
の検討

$第３回：２００１年１２月７日
議事：!シミュレーション結果（アンケートおよ

び解析結果）についての検討

"操船したパイロットおよび船主協会がと
りまとめた実務者のコメントについて報

告

#各メンバーの意見表明

２．検討の概要

プロジェクトチームは岩井東京商船大学名誉教授を

はじめ、海事関係者として日本船主協会、外国船舶協

会、東京水先区水先人会、行政側として国土交通省海

事局・港湾局・航空局・関東地方整備局、海上保安庁

および東京都からのメンバーにより構成され、ビジュ

アル操船シミュレータによる実験を行った。

その結果、操船実務者からは、!航路は直線が望ま
しい。"航路の屈曲角度が１０度以下であれば、安全で
ある、もしくはなんとかなるという意見が述べられ、

東京都からは、港湾機能や廃棄物処理を考慮すれば、

航路屈曲角１５度以上で検討することが適当とする意見

が出され、その他のメンバーからは、航路屈曲角は概

ね１０度～１５度の幅をもって、今後引き続き検討するこ

とが適当とする意見とに集約された。さらに、第一航

路のあり方については、航路屈曲角をどうするかとい

うことだけではなく、航路の幅や長さ等も重要な要素

であり、航路の拡幅等のハード面の対策と通航方法等

のソフト面の対策と併せて、総合的に検討する必要が

あることが指摘された。

３．羽田空港の再拡張に関する基本的考え方

以上のプロジェクトチームの検討を経て、国土交通

〔資料６―１７〕

２００１年１２月１９日

羽田空港の再拡張に関する基本的考え方

羽田空港の再拡張は、下記のとおり、Ｂ滑走路平行案に

よることとする。

記

１．新設滑走路の位置は、別図のとおりとする。

２．滑走路の新設に伴い、船舶航行の安全を確保するため、

現在の東京港第一航路の位置を変更する必要がある。

変更後の第一航路のあり方については、今後、ビジュ

アル操船シミュレーションの結果等を踏まえつつ、航路

屈曲角の設定、航路の拡幅等のハード面の対策および通

航方法等のシフト面の対策を、関係者間で総合的に検討

することにより、成案を得る。

３．上記２．の検討にあたっては、東京港における廃棄物

処理と港湾機能の確保を前提とする。

４．新設滑走路については、多摩川の河川管理上支障を生

じさせないよう措置するものとする。

〔別図〕

! 海上安全対策
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省は、平成１３年１２月１９日に〔資料６―１７参照〕のとおり、

羽田空港の再拡張に関する基本的考え方を発表した。

６・１・５ 新たな検討会の設置

国土交通省は、２００１年末の「羽田空港の再拡張に関

する基本的考え方」および同年度に実施された「東京

国際空港再拡張による船舶航行影響調査検討会」にお

いて整理された「今後の検討すべき課題」を受け、新

たな検討会「東京国際空港の再拡張に係る航行安全基

礎調査検討会（座長：岩井聰 東京商船大学名誉教授）」

（以下、「新岩井検討会」）を設置した。（資料６―１８参

照）

第１回検討会は、２００２年４月２６日に開催され、これ

までの経緯等および今後の調査計画について審議され

た。（資料６―１９参照）

また、東京都港湾局は東京港第７次港湾計画に新た

な航路計画を盛り込むため、新岩井検討会における議

論の中で一定の方向性が出た段階で、審議会に提案す

る方針を述べるとともに、港湾機能確保のためにも、

東京港第一航路の対面航行を実現したいとの意向を示

した。

一方、国土交通省は、早急に再拡張事業に着手し、

事業の早期完成を目指すため、「羽田空港再拡張事業工

法評価選定会議（座長：椎名武雄 日本 IBM最高顧問、

元航空審議会委員長）」（以下、羽田工法選定会議）を

〔資料６―１８〕 検討会メンバー

〔座 長〕岩井 聰 東 京 商 船 大 学 名誉教授

今津 隼馬 東 京 商 船 大 学 教 授

井上 欣三 神 戸 商 船 大 学 教 授

貴島 勝郎 九 州 大 学 教 授

松本 宏之 海 上 保 安 大 学 校 教 授

石田 隆丸 日 本 船 主 協 会 海務幹事会副幹事長

稲葉 ! 日本内航海運組合総連合会

宮永正二郎 日 本 旅 客 船 協 会 労海務部長

澤山 惠一 日 本 船 長 協 会 会 長

相川 康明 外 国 船 舶 協 会 専務理事

山本 正徳 東京水先区水先人会 会 長

高木 義人 横須賀水先区水先人会 海務委員長

邊見 正和 東京湾海難防止協会 理 事 長

中澤 博巳 全国内航タンカー海運組合関東支部 河川安全対策小委員会委員長

栗山 昴久 関東小型船安全協会 会 長

佐藤 辰雄 日本航路標識協会 理 事

甲斐 正彰 東京都都市計画局 航空政策担当部長

高野 一男 東 京 都 港 湾 局 港湾整備部長

細川 泰廣 東 京 都 港 湾 局 計画調整担当部長

三好 友和 川 崎 市 港 湾 局 港湾振興部長

宿利 正史 国 土 交 通 省 大臣官房審議官

瀧口 敬二 国土交通省海事局 外航課長

鬼頭 平三 国土交通省港湾局 計画課長

山本 修司 国土交通省国土技術政策総合研究所 港湾研究部長

黒田 晃敏 海上保安庁警備救難部航行安全課長

小山 亮一 海上保安庁灯台部監理課長

一藁 勝 海上保安庁第三管区海上保安本部警備救難部長

黒川 暁博 海上保安庁第三管区海上保安本部東京海上保安部長

三木 馨 海上保安庁第三管区海上保安本部横浜海上保安部長

! 海上安全対策
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羽田空港の再拡張に関する基本的考え方�
（2001.12.19）�

再拡張による船舶交通流・海域利用の検討�
（アクアライン以北、多摩川河口部を含む海域における通航経路・通航形態等）�

（錨泊、避泊等の海域利用等）�

東京港第一航路（ハード面）の検討�
（法線、形状、長さ、幅員、屈曲角等）�

まとめおよび課題整理�
（2002.12予定）�

シミュレーションの実施�

東京港第一航路（ソフト面）の検討�
（東京西航路の検討）�

（航法、港則法航路のあり方、航路管制）�

現況交通・海域利用の実態�

静穏度�

死角、騒音、航空灯火、電波障害�
による影響�

東京都港湾審議会�
計画専門部会（H.14年度予定）�

航行支援等のあり方�

流況変化�

将来交通量、マスト高�

再拡張後の空域制限、空港の運用�

構造物との安全隔離距離�

調査検討フロー図�

設置した。

羽田工法選定会議は、２００２年３月２８日、第１回会議

を開催し、その後、!桟橋工法を推奨している$日本
海洋開発協会、"埋立工法の$日本埋立浚渫協会およ
び$日本海洋開発協会、#浮体工法（メガフロート）

の$日本造船工業会および%日本造船技術センター、
計３者からそれぞれヒアリングを行うなど検討を続け

ており、本年８月の概算要求までには、工法を選定す

ることとしている。

〔資料６―１９〕

! 海上安全対策
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年 １９９１１９９２１９９３１９９４１９９５１９９６１９９７１９９８１９９９２０００２００１

発 生 件 数 １０７１０６１０３ ９０１８８２２８２４７２０２３００４６９３３５

500

400

300

200

100

0
1991年�

107 106 103 90

188
228 247 202

300

469

335

1993年� 1995年� 1997年� 1999年� 2001年�

年 １９９１１９９２１９９３１９９４１９９５１９９６１９９７１９９８１９９９２０００２００１

東南アジア ８８ ６３ １６ ３８ ７１１２４ ９２ ８９１６１２４２１５３

極 東 １４ ７ ６９ ３２ ４７ １７ １９ １０ ６ ２０ １７

印度亜大陸 ５ ３ ３ ２４ ２６ ４０ ２２ ４５ ９３ ５３

南北アメリカ ５ １１ ２１ ３１ ３６ ３５ ２８ ３９ ２１

ア フ リ カ ７ ６ ２１ ２５ ４６ ４１ ５５ ６８ ８６

そ の 他 ５ ３１ ３ ４ ５ １４ ５ ５ ７ ５

年 間 計 １０７１０６１０３ ９０１８８２２８２４７２０２３００４６９３３５

地 域 着岸中 錨泊中 航行中 不 明

東南アジア １５（３） ５２（１１） ３９（３２） １

極 東 １ ６ ３（７）

印度亜大陸 ７ ２８（９） ８（１）

ア メ リ カ ４ ５（２） ６（４）

ア フ リ カ １４（２） ３６（４） ８（２１） １

そ の 他 １ ３ （１）

合 計 ４２（５） １３０（２６） ６４（６６） ２

総 計 ２３８（９７）

襲撃の種類 １９９１１９９２１９９３１９９４１９９５１９９６１９９７１９９８１９９９２０００２００１

侵 入 未 遂 ４ １８ ３３ ２２ ２７ ３６ １８ ２５ ４６１４３ ８３

発 砲 ６ １６ ９ ６ ２４ １１ １２ ８ １４

侵 入 １０１ ８０ ３６ ５４１２９１８０１７４１４５２２７３０７２１９

ハイジャック １ １ ５ １２ ５ １７ １７ １０ ８ １６

抑 留 ８ ６ １１ ８ １ ２ １

不 明 １ １ １０ ３ １ ６ ４ ４ １ ２

合 計 １０７１０６１０３ ９０１８８２２８２４７２０２３００４６９３３５

６・２ 海賊問題への対応
１．海賊事件の発生状況

! 世界における発生件数

国際商業会議所（ICC）の国際海事局（IMB）がマレ

ーシアのクアラルンプールに開設している「海賊情

報センター」の年次報告によれば、２００１年の海賊事

件の報告件数は、過去最高を記録した２０００年の４６９件

から２９％減少し、３３５件となった。特にマラッカ海峡

では昨年の７５件から１７件に減少しているが、これは

マレーシア、シンガポール当局のパトロール強化に

依るものとしている。東南アジア・極東地域の件数

も前年より３５％減少したが、依然全体の過半数（５１％）

を占めており、このうちインドネシアで９１件（全体

の２７％）となっている。

報告件数は各地域で減少し、唯一増加しているの

はアフリカ地域（ナイジェリア、紅海、象牙海岸等）

（６８→８６件、２６％増）のみであったが、昨年より減少

したとはいえ、アジア経済危機以前に比べれば３倍

という、依然として高いレベルにあるといえる〔資

料６―２０参照〕。

なお、IMBによる２００２年前半期の報告書では、１７１

件と半年間の件数としては統計を開始して以来最高

の数値を示している。

〔資料６―２０〕 IMB（国際商業会議所の国際海事局）による２００１年年次報告書の概要（１９９１年～２００１年統計）

（イ）発生件数の推移

２９％の減少となったが全体的に見れば増加傾向にある。

（表１）

表１：発生件数

海賊発生

（ロ）発生地域

東南アジア・極東地域が過半数（５１％）を占めており、

このうちインドネシアは２７％。（表２）

表２：発生地域

（ハ）襲撃時の船の状態

約半数（４６％）が錨泊中に発生している。（表３）

表３：襲撃時の状況 ２００１年（ ）内は未遂事件

（ニ）襲撃の種類の推移

ハイジャック件数は前年に比べ倍増。マレーシア６件、

インドネシア４件、マラッカ海峡２件とこれら３海域で

全体の７５％を占めている。（表４）

表４：襲撃の種類

（ホ）武装状況の変化

武装した海賊による事件は増加傾向にあり、銃による

武装が増えている。（表５）

! 海上安全対策
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武 器 １９９１１９９２１９９３１９９４１９９５１９９６１９９７１９９８１９９９２０００２００１

武器を持たず ５９ ５５ ２８ ４６ ９７１１７ １ ２ １ ３ ３

銃 の 所 持 １ １８ ２９ １７ ３９ ３２ ７１ ４８ ５４ ５１ ７３

ナイフを所持 ３ ７ １３ ９ ２３ ３１ ４０ ８５１３２１０５

その他の武器 ４２ ２９ ２ ６ ３４ ５４ ２４ １８ ２４ ４０ ３９

不 明 ５ ３５ ８ ９ ２１２０ ９４１３６２４３１１５

合 計 １０７１０６１０３ ９０１８８２２８２４７２０２３００４６９３３５

１９９１１９９２１９９３１９９４１９９５１９９６１９９７１９９８１９９９２０００２００１

人 質 ３３ １８ ６ １１３２０１９３４１９２４４４０２２０２２１０

脅 迫 ３ ９ １ ８ ５９ ５６１１９ ６８ ２１ ７２ ４５

暴 行 ２ １２ ４ ２ ９ ２３ ５８ ２２ ９ １６

傷 害 ４ １６ ３ １０ ３ ９ ３１ ３７ ２４ ９９ ３９

殺 害 ３ ２６ ２６ ５１ ７８ ３ ７２ ２１

行 方 不 明 １ ２６

合 計 ４２ ５８ １４ ２９４１０２９３６４３４８５４７３４８０３３１

" 日本関係船の発生件数

一方、国土交通省海事局外航課はわが国の外航海

運事業者２４３社に対してアンケート調査を実施し、２００１

年における所有船または外国籍船を含めた運航船に

おける海賊事件について別表〔資料６―２１〕のとお

り取りまとめた。概要は以下のとおりである。

（イ）日本関係船舶における発生件数は１０件と、２０００

年の３１件と比較して約３分の１に減少している。

（ロ）発生海域別では、インドネシア周辺海域、マラ

ッカ・シンガポール海峡等の東南アジア海域で最

多の４件が発生している。

（ハ）運航区分別では、錨泊中または沖待ち中７件、

着岸中３件となっており、すべて港内または港の

付近で停泊中または沖待ち中に被害を受けるケー

スであった。

（ニ）海賊行為の類型別に見ると、乗組員に対する直

接的な脅迫行為が認められるもの（強盗等）３件、

直接的な脅迫行為が認められないもの（窃盗等）

７件となっている。

２．わが国および当協会の対応

! 官民連絡会議

前年に引続き、国内検討の場として官民連絡会議

（海賊及び船舶に対する武装強盗対策検討会議）が

２００１年６月７日に開催され、国土交通省海事局外航

課、外務省、海上保安庁より、海賊対策についての

これまでの取組み、今後の計画について報告があり、

官民の関係者間で意見交換を行い意思疎通を図った。

当協会からも、会員船社に対しては自主警備策の

一層の強化、事件が発生した場合の沿岸国への通報

の励行を求めていること、一般に対しては、ホーム

ページ上で情報提供することにより海賊問題に対す

表５：武装状況

（ヘ）乗組員に対する暴行

死傷者数は前年（フェリー上のバスが爆破された事件に

よる死者４０名、テロリストによる米国艦船への攻撃による

死者１７名を含んでいる）に比較し一見減少しているが、全

般的に見れば減少傾向には無い。（表６）

表６：乗組員に対する暴行

〔資料６―２１〕 日本関係船舶に係る海賊および船舶に対する武装強盗等に関する調査結果

年
海賊行為
発生件数
（件）

負 傷 等
（うち日本人）
（人）

発 生 海 域 別 運 航 区 分 海賊行為の類型別

東アジア（東南アジア）インド洋 アフリカ 南アメリカ そ の 他 航 行 中 錨 泊 中 着 岸 中 不 明 強 盗 等 窃 盗 等 不 明

８９ １ １ （ １） １

９０ ４ １（１） ４ （ ４） ３ １

９１ ８ ８ （ ８） ４ ３ １

９２ ７ ７ （ ７） ２ ４ １

９３ ２ １（１） １ （ ０） １ ２

９４ ８ ６ （ ６） １ １ ４ ４ ４ ４

９５ ８ １ ５ （ ２） １ ２ ２ ５ １ ２ ６

９６ １１ ２ １０ （ ８） １ ２ ６ ３ ２ ７ ２

９７ １８ １ １２ （１２） １ ２ ３ ５ ９ ４ ９ ９

９８ １９ １６（１） １４ （１４） １ ４ ６ ５ ６ ２ １２ ７

９９ ３９ １ ２８ （２７） ６ １ １ ３ ６ ２４ ８ １ １５ ２４

００ ３１ １ ２２ （２２） ５ ３ １ ５ １６ １０ １２ １８ １

０１ １０ １ ４ （ ４） ３ ３ ７ ３ ３ ７

計 １６６ ２５（３） １２２ １５５ １８ ９ １０ ７ ４０ ８６ ３５ ５ ５９ ８２ ３
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る社会の理解を求めていること、アジアの船主協会

への働きかけ等について報告するとともに、政府に

対し、一層の防止対策の検討を要請した。

! 海賊被害の防止対策の検討委員会

今後の海賊対策における具体的かつ現実的な防止

対策についてさらなる検討を行うため、国土交通省

海事局外航課が２０００年度に立ち上げた委員会が２００１年

度も引続き設置され、当協会をはじめ海運事業者、

関係海事団体、船舶保険会社等が参画し海賊被害の

防止対策の実態を踏まえた対策について検討した。

本委員会の検討結果は、最近の海賊被害の調査結果、

防止対策の実態、国際的な法的枠組みの現状と課題

等が報告書として取りまとめられ、会員船社はじめ

関係者に配布された。

" 海賊対策国際会議

２０００年４月に開催された海賊対策国際会議に続い

て、わが国は、アジアの官民関係者や国際機関の代

表者を集め、東京において下記の国際会議を開催し、

地域協力に関する協定作成に向け前進させるととも

に、海賊情報の充実等関係国の協力を一層強化した。

（イ）海賊対策アジア協力会議

外務省の主催により、２００１年１０月４／５日、東

京において「海賊対策アジア協力会議」が開催さ

れ、アジア１７カ国・地域の官民関係者、国際海事

機関（IMO）、国際海事局（IMB）の代表者が参加

した。

２０００年４月に開催された海賊対策国際会議のフ

ォローアップとして、同会議後、インドネシア等

へのミッションの派遣、海上警備機関の相互交流

等わが国と関係国における二国間協力は徐々に進

展しているものの、実効的な海賊対策のための地

域的な協力の枠組み作りについては、各国の主権

に係わる問題等のため関係国の同意を得るまでに

は至っていない。

「海賊対策アジア協力会議」では、海賊対策に関

する地域協力の将来的な方向性について、多国間

地域協力が必要不可欠との認識が共有され、何ら

かの地域協定作成の検討を進める点で概ね一致し、

今後、作業部会を設けさらに議論を詰めていくこ

ととした。

当協会は同会議において、「船主の海賊問題への

取り組み」と題したプレゼンテーションを行い、

当協会が「保安計画策定の指針」を策定した経緯、

船主等との情報交換、政府等との連携・協力等こ

れまでの活動や、船主の自衛策の概要を紹介する

とともに、船舶からの報告を促進する上で考慮し

なければならないいくつかの要因（秘匿性、情報

の有効活用、報告の簡素化、フィードバック等）

を指摘したほか、海賊防止のための関係国間の協

力と犯罪者の逮捕が不可欠であること、世界で５

億丁が出回っていると言われている小火器の拡散

防止も今後問題を改善するうえで考慮すべき事項

の一つであること等を指摘した。

（ロ）東南アジア海賊対策専門家会合

国土交通省は２００２年３月１２日、１３日に海運ビルの

国際会議場において「海事政策当局者等による専

門家会合」を開催し、アジア地域１５ヶ国の官民関係

者および国際海事機関（IMO）、国際海事局（IMB）

から代表者が参加した。

本会合においては、２０００年４月の海賊対策国際

会議以降の関係諸国において講じられてきた対策

等について意見交換を行うことによりさらなる対

策の拡充を図ることを目的として、実務レベルの

海事関係者が具体策を検討した。その結果、海賊

情報の充実など次の４項目に取組むことが合意さ

れた。

（イ）各国が実施している海賊対策に関する情報交換

および具体的警備策に関する国際的な協力の継続

（ロ）自主警備策の実施・向上に資するための海賊情

報の充実。また、船舶からより多くの報告を得る

ため簡便な報告様式の検討

（ハ）最近の身代金目当ての襲撃事件の増加を踏まえ、

海外で活躍する自国民の保護の観点での関係当局

間の協力

（ニ）テロ対策への取り組みは海賊対策にも有効であ

るとの認識から、IMOにおける海上保安の強化等

の積極的な検討

# 海上保安庁による取組み

関係国との連携訓練、当協会加盟船社との海賊情

報伝達訓練等、海上保安庁による２００１年度の主な取

組みは次のとおりである。

（イ）２００１年４月、海上保安大学校にマレーシア、フ

ィリピン、タイ、インドネシア、ベトナムから各

１名ずつの留学生を受入れた。

（ロ）２００１年５月、インド沿岸警備巡視船が日本に寄

港し、海上保安庁巡視船との間で連携訓練（救難

訓練）を実施した。

（ハ）２００１年７月から２００２年２月にかけて、シンガポー
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ル、フィリピン、タイ、インドネシアに大型巡視

船を派遣し、意見交換、情報収集、連携訓練を実

施するとともに、その航海の途上において、当協

会加盟船社が運航する船舶との間で、海賊に襲撃

されたとの想定のもと、海賊情報伝達訓練を実施

した。

!２００１年７月３１日 巡視船“しきしま”とLNG船（日

本郵船運航）との間で実施

!２００１年１１月２日 巡視船“みずほ”と VLCC（商船

三井運航）との間で実施（写真参照）

!２００１年１２月４日 巡視船“りゅうきゅう”と LNG

船（商船三井運航）との間で実施

!２００２年３月１１日 巡視船“やしま”と LPG船（川

崎汽船運航）との間で実施

（ニ）２００２年３月に国土交通省が開催した東南アジア

海賊対策専門家会合に先立ちインドネシアのジャ

カルタでは、３月５日から７日にかけて海上警備

機関による専門家会合が開催され、最近の海賊対

策などを議題に意見交換し、海上警備機関の間で

海賊情報を恒常的に交換するため、電子メールに

よる情報連絡網を構築することで合意した他、わ

が国保安庁は解役した巡視艇を関係国に供与する

ための具体的検討を開始する旨表明した。

６・３ 海上交通安全対策

６・３・１ 海上交通安全対策

１．東京湾中ノ瀬航路の浚渫と第三海堡の撤去

東京湾口航路（浦賀水道および中ノ瀬航路）の整備

事業として、第三海堡の撤去工事が２０００年１２月より、

中ノ瀬航路の浚渫工事（年間７ヶ月間）が２００１年２月

より実施されている。

２００２年６月３日現在、第三海堡の撤去工事では約１，５５０

個（全体の約６割）の方塊が撤去された他、中ノ瀬航

路については今後の浚渫計画に若干変更はあったもの

の、２００７年度を完工の目途として、ほぼ予定どおり進

行している。

工事期間中は、第三管区海上保安本部より操船上の

留意事項について協力が求められている他、中ノ瀬航

路の可航幅が一部狭くなることから、横須賀水先人会

より同期間中は喫水１７ｍ以上の VLCCは中ノ瀬西側を

航行するよう関係者に協力が求められている。

２．海上ハイウェーネットワーク構想委員会

２００１年度において国土交通省港湾局、海事局および

海上保安庁は、船舶航行の安全性と海上輸送の効率性

を両立させ物流の効率化を図ることを目的として、海

上ハイウェーネットワーク構想の検討に着手した（船協

海運年報２００１参照）。

同構想を実現するため、２００１年４月に海上保安庁に

よって立ち上げられた委員会では以下の事項が検討さ

れた。

" 新しい交通体系の構築に関する調査研究（東京湾

がモデルケース）

船舶交通の安全確保を前提として、効率性を高め

るための方策が、航行環境の現状および過去に実施

された調査に基づく航路体系の検討結果等を踏まえ

検討されるとともに、速力制限や追越し制限の緩和、

航路拡幅や沿岸通行帯の設置等の考え方に関する関

係者の意見、シミュレーション実験が検討された。

# 管制制御システムに関する調査研究（東京湾がモ
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デルケース）

海事関係者の要望等を踏まえ、航路管制システム

の現状を整理し、東京湾海上交通センターによる湾

内の航路管制と港内交通管制室による航路管制との

連携手法等について検討された。

また、航路管制対象船舶等がノンストップで東京

湾内を安全かつ効率的に航行できるような方策につ

いて検討され、自動船舶識別装置（AIS）等の技術導

入による入出湾・入出港手続きとの連携、港湾 EDI

との連携等、手続きのワンストップサービスの方策

についても調査研究が行われた。

〔調査項目〕

（イ）管制システムの現状及び運用状況等に係る調査

（ロ）港湾管理者の港湾管理等に係る調査

（ハ）水先制度の調査

（ニ）港湾 EDI（Electronic Data Interchange）にか

かわる調査

（ホ）AIS（自動船舶識別装置）の現状と今後の動向

調査

（ヘ）AIS導入と船舶航行の効率性・安全性への支援

手法の検討

（ト）新たな管制システムの検討

（チ）新たな管制システムの具体化に向けた方向性

の検討

" リスク・アセスメントに関する調査研究（東京湾

がモデルケース）

湾内を航行する大型危険物積載船に大規模海難が

発生した場合、自然環境、社会経済への影響が懸念

されることから、大規模海難の発生の危険性に関す

る問題点、海難発生時の被害予測に係る影響評価手

法等について調査研究が行われた。

〔調査項目〕

（イ）東京湾の輻輳海域における大規模海難の調査

（ロ）大型危険物積載船の運航実態調査

（ハ）危険物基地における安全管理体制・取扱い危

険物の調査

（ニ）大型危険物積載船（VLCC、LNG船）の海難に

よる被害想定に係る調査

（ホ）わが国における経済および海上輸送の需要の

予測、東京湾経済圏の位置付けの調査

（ヘ）航路閉塞が我が国経済に与える影響の定性評

価および影響のシミュレーション手法の検討

（ト）東京湾の脆弱性の検討

# 海上インシデント・データバンクに関する調査研究

海上インシデント・データバンク（※）構築のための

基礎資料を得ることを目的として、現状の海運会社

・航空会社等におけるインシデントの収集・分析体

制および手法について調査研究がなされるとともに、

情報提供者のインセンティブ等、データバンク構想

を実現するための多くの課題が整理された。

〔調査項目〕

（イ）諸外国および他業界におけるインシデントの

収集・分析体制の調査

（ロ）我が国の海上インシデントの収集・分析の現

状の調査

（ハ）インシデントの分析手法の例

（ニ）海難データ収集および海難分析手法の調査

（ホ）インシデント報告と各法令規定の関係に関す

る考察

（ヘ）海上インシデント・データバンク構築に向け

た調査

※海上インシデント・データバンク
インシデントと呼ばれる損害を伴わない危険事象の例を
収集・分析することで、どのような海域・状況にどのよう
な事象（インシデント）が起こり易いかをパターン化し、
その背景要因を明らかにし、航行環境、労働環境、船内設
備、資格等の改善対策の材料とすべく利用者（情報提供者）
へフィードバックできるような体制の中核をなすもの。

３．こませ網漁業安全対策

瀬戸内海備讃瀬戸海域において、例年、「こませ網」

盛漁期に海上交通安全法に基づき航路内を航行する船

舶が、操業漁船による航路閉塞のため、衝突、座洲、

座礁の危険に晒されていることから、当協会は関係海

事団体と協力して、同海域の航行安全対策について検

討を行っている。

! ２００１年における航行実態

こませ網漁業による巨大船の避航状況に関する海

上保安庁の調査結果では、２００１年の航路閉塞回数（可

航幅３００ｍ未満）は２７８回（前年４０９回）、巨大船の避航

回数は７１回（前年９３回）と、平年並みであった〔資

料６―２２参照〕。

こませ網関連の事故は５件発生しており、このう

ち、外国船で発生した事故では、乗組員が当該漁業

形態等の知識がなかったことが一因とされている。

当協会が例年同様、盛漁期間中に航行したことの

ある船長に対し実施した実態調査では、航行の困難

度に改善が見られないとする回答が約７割を占めた

他、回答船舶の９割近くが安全に航行するためには

航路内可航幅３００ｍ以上の確保を求めている。
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! ２００２年の安全対策への取組み

２００２年２月、当協会および関係海事団体は、海上

保安庁、水産庁、香川県、岡山県に陳情し、大型船

の航行安全の確保に加え、当該海域の通航ルールと

我が国漁業の実状を知らない外国人船長が乗船する

船舶の航行が増加しているという実態にも配慮した

航行安全対策が必要であること、および、航路内可

航幅３００ｍの確保、保安庁船艇による監視と航行指導
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〔資料６―２２〕 こませ網漁業による巨大船の避航状況 （３月～８月）

航路閉塞回数
（３００ｍ未満） 巨大船の避航回数

巨 大 船 の 通 航 隻 数
事故発生件数

３ ～ ８ 月 １ 日 平 均

昭 和 ５７ 年 ３４９ １０２ ２，５１５ １３．７ ２ （１）

昭 和 ５８ 年 ２４３ ７７ ２，１８６ １１．９ １

昭 和 ５９ 年 ３５３ １１０ ２，６１０ １４．２ １

昭 和 ６０ 年 ４３３ ８８ ２，４８９ １３．５ ０

昭 和 ６１ 年 ３５２ ８７ ２，３０７ １２．５ ２

昭 和 ６２ 年 ３９６ １１５ ２，３５１ １２．８ ２

昭 和 ６３ 年 ３４１ ７７ ２，３８１ １２．９ ３

平 成 元 年 ３１６ １０４ ２，３００ １２．５ ３

平 成 ２ 年 ３３６ ８８ ２，２９９ １２．５ ３

平 成 ３ 年 ４２３ １３７ ２，４５０ １３．３ ２

平 成 ４ 年 ３７３ ８５ ２，３１５ １２．６ ４ （１）

平 成 ５ 年 ４７１ １０９ ２，２９７ １２．５ １２ （４）

平 成 ６ 年 ３６９ １１１ ２，２６０ １２．３ ２

平 成 ７ 年 ３３７ ９５ ２，３２２ １２．６ ２ （１）

平 成 ８ 年 ４１１ １０２ ２，１２１ １１．５ ６ （１）

平 成 ９ 年 ３６７ ８３ ２，１０９ １１．５ １

平 成 １０ 年 ２６９ ７６ １，９８７ １０．８ １０ （２）

平 成 １１ 年 ３１８ ４８ １，８５９ １０．１ １ （１）

平 成 １２ 年 ４０９ ９３ １，８１８ ９．９ ４

平 成 １３ 年 ２７８ ７１ １，８９４ １０．３ ５

平 均 ３５７ ９２．９ ２，２４４ １２．２ ３．３（０．６）

注：巨大船の通航隻数は、各航路ごとに通航した隻数を合計した延べ隻数である。
注：（ ）内は巨大船に係る事故。事故件数には、船舶衝突のほか、漁網切断を含む。
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の徹底、情報の早期伝達、海上交通センターのレー

ダー局の新設等を求めた。

一方、現地においては、瀬戸内海海上安全協会が

設置した備讃瀬戸海上安全調査委員会が定期的に開

催され、漁業従事者を交えた話合いがなされるとと

もに、漁業者側による巨大船への体験乗船（操船シ

ミュレータ体験を含む）、海運側による漁船への体験

乗船が実施された。また、操業期（２月下旬～５月

中旬）を通じ、内海水先人会が作成した操業実態予

想、いわゆる「こませカレンダー」をもとに、内海

水先人会が策定した航行安全対策が実施された。

# ２００２年における航行安全対策の実績

２００２年は前年に比較し漁獲量は少なかったものの、

漁期が長期に亘ったことから、蝟集操業も多く見ら

れ困難な航行を強いられた。５月２１日に終了した内

海水先人会策定による航行安全対策の実績は次のと

おりとなっている。

〔備讃瀬戸における「こませ網」漁業盛漁期間中の航

行安全対策実績〕

（２００２年２月２５日～同５月２１日の８６日間……

うち休漁日１４日間と準休漁日５日間）

! 進路警戒船の自主配備

（海交法の定めるものを除く巨大船）

備讃瀬戸東航路航行船の進路警戒船、自主配備隻

数

西航船４９隻（総数１４７隻）〈２０００年度３０隻、２００１年度４４隻〉

東航船６６隻（総数１２９隻）〈２０００年度３４隻、２００１年度５３隻〉

計１１５隻（総数２７６隻）〈２０００年度６４隻、２００１年度９７隻〉

" 標識船、曳船配備

配備隻数１７隻（水島向け１１隻、福山向け６隻）

〈２０００年１１隻、２００１年２５隻〉

# 深喫水船及び大型危険物積載船の運航調整実績

該当日９日間で運航調整を実施した船舶数は把

握できず（但し、調整日に対象船舶６隻が航行し

た。）

$ 各港からの出港時間調整を要した船舶の隻数

水島港：１５隻、坂出港：６隻、合計：２１隻

% 来島海峡を経由して西航した巨大船

２４隻、但し、当初からの計画で来島海峡を通過

した巨大船か否かは不明。

& こませ網に関連して発生した事故：１件

６・３・２ 海上交通法規の改正

１．IMO強制船舶通報制度の新設等

２００２年５月に開催された国際海事機関（IMO）の第７５

回海上安全委員会において、以下の強制船舶通報制度

の新設等が採択された。

２．分離通航方式以外の通航方法

! Floridaの珊瑚礁での錨泊禁止区域の設置

" Florida沖北方の避航水域の改訂

# Malpelo島周辺への避航水域の設置

$ Washington沖の避航水域の改訂

% Juan de Fuca海峡分離通航帯の南側に低速船用の

航路の設置

& 大西洋上（４６"２８．５３Ｎ、０４８"２８．８６Ｗを中心とした半
径１０マイルの円）の警戒水域の設置

いずれも２００２年１２月１日００００UTCより実施。

３．強制船舶通報制度の導入等

! Greenland水域における強制船舶通報制度の新設

Greenlandへ!からの航海に従事するすべての船舶
を対象とした“GREENPOS”、および Greenland内の

航海に従事する船舶を対象とした“COASTAL CON-

TROL”の２つの制度が設置された。２００２年１２月１日

００００UTCより実施。

" フランス西方 Ushant強制船舶通報制度の改訂

当該制度の適用範囲が、現行、Ile d’Ouessantを中

心に半径３５マイルのところ、半径４０マイルに改訂さ

れた。２００３年５月１日００００UTCより実施。

６・４ 船舶の安全運航対策

６・４・１ 航海データ記録装置（VDR）の
現存貨物船への搭載について

２００２年７月１日に発効した改正 SOLAS第Ⅴ章（航行

の安全）により、旅客船および３千総トン以上の新造

貨物船に航海データ記録装置の設置が義務付けられた

が、現存貨物船への適用に関しては、その技術的可能

性、実用性、経済性等について IMO航行安全小委員会

（NAV）でさらに検討（フィージビリティースタディ

ー）し、２００４年１月１日までに結論を出すことが求め
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られている。（船協海運年報２００１参照）

２００１年７月に開催された IMO第４７回航行安全小委員

会（NAV４７）において、わが国は、すでに各船に搭載

が義務付けられている自動船舶識別装置（AIS）の情報

と船橋音声を、浮揚式の非常用位置指示無線標識（EPIRB）

並の保護カプセルに取り込むこととする簡易 VDRを提

案し、多くの国から支持を受け、現存船に搭載する VDR

は簡易化すべきとする点で概ね意見は一致したことで、

論点は、記録すべき最小限のデータおよび保護カプセ

ルの要件となっていた。

その後、国内において当協会を含む関係者は、AIS

との接続上の技術的問題点、コスト効果、記録項目の

見直しなどについてさらに検討し、１９７８年から２０００年の

間に発生した海難事故の原因分析結果や、深海に沈没

した船舶からVDRを回収することの現実性を踏まえ、航

空機並みの技術要件が求められている現行保護カプセ

ルは過剰であり、EPIRB並みの保護カプセルが回収の

可能性およびコスト効果の観点から最も合理的として、

AISデータの活用（レーダーデータとの選択）および記

録すべきデータを必要最小限化した性能基準案を作成

し、２００２年７月に開催された NAV４８に提出した。しか

し、各国とも簡易化を支持するも、世界中で現存貨物

船に搭載した実績によるデータがほとんどない等の理

由により詳細審議には至らず、特段の決定はなされな

かった。このため、次回 NAV４９（２００３年７月予定）の

みの審議では最終化を図ることが困難となり、通信グ

ループ（コレスポンディンググループ）が設置され、

!記録すべきデータ、"保護カプセル、#コスト効果
について情報収集等、次回会合までに国際的協力の下、

検討を進めることが合意された。

一方、欧州連合（EU）は、１９９９年末に発生したエリ

カ号沈没事故の再発防止策に関する安全対策として、

２０００年１２月に開催された EU理事会において、EU域内

に入港する船舶に５年以内の搭載を義務化することと

し、IMOでの達成が不可能な場合には EUレベルで法

制化することが合意されている。また、２００１年６月の

EU理事会では、２万 GT以上の船舶については２００７年

から、３千～２万の船舶については２００８年までに適用

するよう IMOで取組むことが合意されている。

我が国は、現時点では現存貨物船への搭載に合意し

ていないが、現存貨物船用 VDRの性能基準が合理的な

ものであれば、将来的に新造船への適用も視野に入れ、

基本的に受入れる考えであり、当協会としても、各国

による地域規制が予想される中、コスト効果を踏まえ

現実的かつ実効的な結論が IMOで導かれるよう対応し

ていくこととしている。

６・４・２ わが国におけるAISの周波数

２０００年の SOLAS条約改正により、２００２年７月１日以

降建造されるすべての旅客船、３００トン以上の外航貨物

船および５００トン以上の内航貨物船に自動船舶識別装置

（AIS : Automatic Identification System）の搭載が義務付

けられ、現存船に対しても段階的に搭載が義務付けら

れた（船協海運年報２００１参照）。１９９７年１０月、国際電気

通信連合（ITU）は、AISに使用する周波数を VHF ch

８７（１６１．９７５MHz）、ch８８（１６２．０２５MHz）とし、地域に

より他のシステムに利用されている場合は主管庁裁量

により別の周波数を設定できることとした。

わが国では、当該チャンネルをすでにマリン VHF

が使用していたため、マリン VHFの使用周波数を変更

するか、当該地域について AISに別の周波数を割り当

てる必要があった。また IMOでは、別の地域的な周波

数を設定する場合には、船舶の AISの周波数を自動的

に切り替えるよう措置することを求めており、具体的

には、切り替えるための信号を発信する基地局を陸上

側に設置する必要があった。

政府（国土交通省、総務省、海上保安庁）は本件の対

応について検討を重ねてきたが、２００２年２月、総務省

は、マリン VHFの海岸局のあるエリアへ AISの地域周

波数を設定する、将来的（２０１１年頃）にはマリン VHF

の周波数を変更し当該地域周波数は廃止するという方

向性について、商船および漁船の各船主団体へコメン

トを求めた。これには基地局設置に係る計画が伴って

おらず、本船乗組員に AIS周波数の切替を委ねるもの

であったことから、各団体とも強く反対し、世界的規

模で実施されるAISの重要性に鑑み、マリンVHF周波数

の変更を求めた。その結果、同省は資料６―２３のとお

り地域周波数を設定することとしたが、できる限り２００３

年度中にマリン VHFの周波数を変更することとした。

６・４・３ ポートステートコントロール
（PSC）

サブスタンダード船の排除のためには PSC（Port State

Control：寄港国による監督）が必要であるとして、多

くの国で PSC実施の体制が整備されつつある。また、

その実効性を高めるため、それぞれの地域において PSC
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に関する覚書（Memorandum of Understanding）が締

結され、各国が協調した実施体制が組まれている。欧

州における「パリMOU」、アジア・太平洋地域における

「東京MOU」のほか、これまでに６つのMOU（地中

海、黒海、インド洋、ラテンアメリカ、カリブ海、西

・中央アフリカ）が設立されている。

各国では、効果的な点検の実施のため、ターゲット

システムの採用や集中的な検査キャンペーンを実施す

るなどしているが、２００１年におけるパリMOU、東京

MOUおよび米国コーストガード（USCG）の活動の概

要は以下のとおりである。

１．欧州におけるPSC（パリMOU）

（www.parismou.org）

欧州における PSCの標準化、協力体制の強化を目的

として、１９８２年に欧州１４カ国で締結された覚書は、現

在１９ヶ国（ベルギー、カナダ、クロアチア、デンマー

ク、フィンランド、フランス、ドイツ、ギリシャ、ア

イスランド、アイルランド、イタリア、オランダ、ノ

ルウェー、ポーランド、ポルトガル、ロシア、スペイ

ン、スウェーデン、英国）が加盟している。

! ２００１年は、前年比３００隻増の１１，６５８隻の船舶に対し

て１８，６８１件（前年比０．７％増）の検査が実施された。拘

留された船舶は前年比６５隻減の１，６９９隻、検査件数に

対する拘留率は９．０９％となった。１９９５年にピーク

（１１．２１％）を記録したが、最近４年間はほぼ横ばい

（平均９．２０％）である。船種別に見ると、例年同様、

一般乾貨物船およびばら積み船が全体の８割を占め

た。また、旅客船の拘留率が、１９９８年の３．２％から

２００１年には７．５％と２倍に膨らんだ。

" 拘留された船舶１，６９９隻のうち、船級協会の責任に

よると考えられるものが３８０隻（２２％）あり、そのう

ちの２９７隻（７８％）はブラックリスト掲載国を旗国と

する船舶であった。パリMOUは、これは船級協会に

おいて二重の基準（double standards）が運用されて

いることを示しているとしている。

〔資料６―２３〕 AIS 地域周波数設定エリアイメージ

識別
エ リ ア 矩 形

備 考
北東（NE）端座標 南西（ＳＷ）端座標

! ４４°４１．０′Ｎ１４４°５６．０′Ｅ４３°５１．０′Ｎ１４３°３６．０′Ｅ 網走

" ４３°４４．０′Ｎ１４２°１６．０′Ｅ４１°０８．０′Ｎ１３９°１９．０′Ｅ 小樽、函館

# ３８°５８．０′Ｎ１４２°０１．０′Ｅ３６°１６．０′Ｎ１４０°３５．０′Ｅ 宮城、磐城

$ ３６°１６．０′Ｎ１４１°２０．０′Ｅ３４°０７．０′Ｎ１３８°０８．０′Ｅ 関東・東海

% ３５°１０．０′Ｎ１３８°０８．０′Ｅ３２°４６．０′Ｎ１３５°５２．０′Ｅ 中部

& ３４°４７．０′Ｎ１３５°５２．０′Ｅ３２°２２．０′Ｎ１３２°４７．０′Ｅ 大阪・瀬戸内

' ３５°１０．０′Ｎ１３２°４７．０′Ｅ３２°２２．０′Ｎ１２９°３９．０′Ｅ 九州・瀬戸内

( ３６°３５．０′Ｎ１３４°５０．０′Ｅ３５°１０．０′Ｎ１３１°３３．０′Ｅ 中国

) ３７°４６．０′Ｎ１３８°０３．０′Ｅ３５°２７．０′Ｎ１３４°５０．０′Ｅ 富山

* ３９°１４．０′Ｎ１４０°０３．０′Ｅ３７°０３．０′Ｎ１３８°０３．０′Ｅ 北陸

+ ４１°０８．０′Ｎ１４１°２３．０′Ｅ３９°１４．０′Ｎ１３８°５８．０′Ｅ 秋田

（遷移ゾーンサイズ：１NM）

●エリアの外では ch２０８７!２０８８（１６１．９７５!１６２．０２５MHz）を使用
●エリアの中では地域周波数（ch２０７９!２０８１：１６１．５７５!１６１．６７５MHz）を使用
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# 過去３年間の拘留状況から旗国のパフォーマンス

を評価するブラック!グレイ!ホワイトリストを掲
載した。ワースト４は昨年と同じアルバニア、ボリ

ビア、Sao Tome & Principe、ホンジュラスであり、パ

ナマも引き続きブラックリストに掲載された。日本

のほかシンガポール、中国、リベリア等は昨年に続

きホワイトリストに掲載、香港、ギリシャ等はグレ

イリストよりランクアップしたが、韓国、米国はホ

ワイトリストから落ちた。

$ 指摘された欠陥の数は前年比１．５％増の６８，７５６件と

なり、例年同様、救命、防火設備などの安全に係る

ものが全体の５割以上を占めた。船齢１５年以上の船

舶には、５年未満の船舶より全体として多くの欠陥

が指摘されており、安全に係る欠陥を見ると、５年

未満の船舶で指摘された欠陥が１，５４９件のところ、１５

年以上の船舶では２９，５９２件と１９倍にのぼった。

% ２００１年には、貨物の安全な積み付けに関しての集

中検査キャンペーンが３～５月の３ヶ月間実施され

た。総数１，０７２件の検査が実施され、１６隻が拘留され

た。１０隻のうち１隻は、貨物固定マニュアル（Cargo

Securing Manual）に従った固縛計画（lashing plan）

を持っていないか、当該計画どおりに積み付けられ

ていなかった。

これに続き、２００２年には ISMコードに関して、２００３

年には旅客船の運用面に関して、２００４年には居住お

よび作業環境に関して集中検査を実施する予定とし

ている。

２．アジア・太平洋地域におけるPSC（東京MOU）

（www.iijnet.or.jp!tokyomou!）
アジア・太平洋地域においては、１９９３年に東京MOU

に１８ヶ国が署名し、現在１７ヶ国（豪州、カナダ、中国、

フィージー、香港、インドネシア、日本、韓国、マレ

ーシア、ニュージーランド、パプアニューギニア、フ

ィリピン、ロシア、シンガポール、タイ、バヌアツ、

ベトナム）が加盟している。

東京MOUでは、PSCに従事する検査官の能力およ

び監査方法の平準化が重要であるとして、１９９５年から

５年計画で PSC検査官を対象とした基礎的な研修を日

本において実施しており、この５年間に２１６人が受講し

た。当該研修は２０００年以降も実施していくこととされ、

当協会は、研修カリキュラムの中の実船実習の実施に

ついて、引き続き協力している。

! 総検査件数は前年比８．４％増の１７，３７９件（域内航行

船舶総数に対する検査率は７１％）、このうち欠陥のあ

った船舶は１２，０４９隻であった。

" 拘留された船舶は前年比２２．５％増（＋２４８隻）の１，３４９

隻と大きく増加し、総検査件数に対する拘留率は

７．７６％とともに過去最高を記録した。船種別に見る

と、一般貨物船の拘留率は平均を大きく上回ってい

る（１５．１８％）。

# 指摘された欠陥数は前年比１９．１％増の６９，５７８件、救

命設備、火災安全に係るもので全体の３５％を占める。

$ ２００２年７～９月の３ヶ月間、ISMコードの実施に

係る集中検査キャンペーンが実施されている。また、

次回は、ばら積み船の安全に関するキャンペーンを

実施することとしている。

% 域内で実施されたインスペクションデータを蓄積

するデータベースシステム（APCIS）が２０００年１月よ

り運用が開始され、２００１年４月よりパリMOUのデー

タベースシステム（SIRENAC）と相互に情報交換が可

能となった。

３．米国におけるPSC

（www.uscg.mil!hq!g!m!psc!psc.htm）
米国は１９９４年より PSCの強化策として、重点的に臨

検を実施すべき船舶を識別するため、過去の PSCの結

果に応じて船主、運航者、旗国、船級協会、PSC履歴、

船種のカテゴリー毎に点数を付け、PSCを選別的に実

施している。

船級協会の評価には直近３年間の平均拘留率を用い

ていたが、年々平均拘留率が改善されているところか

ら、さらに効果的な絞込みを行うため、そのカテゴリ

ーに用船者を含めるよう規則を改正している。

! 米国に寄港した船舶は７，８４２隻、総検査件数は昨年

より微減の１０，７１１件。拘留された船舶は１７３隻、寄港船

舶数に対する拘留率は２．２１％となり、１９９７年（５４７隻、

７．１２％）より年々減少している。なお、パナマ籍船

が寄港船舶の２２％、拘留船の２３％を占める。

" 拘留された船舶において指摘された欠陥は、救命、

防火に関する設備および訓練に係るものが３３％、安

全一般に係るものが１２％、ISMコードに係るものが

１９％を占めた。

# ２００１年１月より、良質な船舶に対して PSCの検査

頻度を少なくするなどのインセンティブを与えるQual-

ship２１という制度が新たに導入された。これは３年間

の拘留率が１％未満などの条件を満足した国を旗国

とする船舶に与えられるもので、現在、１０カ国、４４９

! 海上安全対策
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隻の船舶にその資格が与えられている。なお、日本

は当該拘留率が基準を僅かに超えた（１．２％）ため対

象から外れている。

$ PSCを効率的・重点的に実施するため、船舶に検

査の優先順位を付けているが、その評価項目に、現

行の旗国、船級、運航会社に加え用船者を含めるこ

ととしており、船舶の入港の際の報告事項に用船者

名を含めるよう規則改正中である。

６・５ 貨物の積付けおよび安全運航対策

６・５・１ 危険物の運送

１．国際海上危険物規程（IMDG Code）の強制化

第７３回MSCにおいて IMDG Codeの強制化が合意さ

れたことに伴い、２００１年７月に開催された第６回 DSC

小委員会において SOLAS条約第 VII章の改正案文が作

成・合意された。これにより２００２年５月に開催された

第７５回MSCにて採択され、２００４年１月１日に発効する

見込みとなった。

IMDG Code第３１回改正は２００３年１月１日から非強制

にて適用開始となった後、２００４年１月１日からは強制

適用となる。その後も同様に、毎偶数年１月１日に改

正 IMDG Codeが発効となる。

２．国際海上危険物規程（IMDG Code）の第３０回改正

IMDG Code第３０回改正の主な変更点は次のとおり。

! 危険物毎の各種要件（個別スケジュール）が、一

つの危険物リストに国連番号順にまとめられた。

" 引火性液体類（クラス３）の引火点による細区分

（クラス３．１、３．２、３．３）を取り止め、一律に

クラス３とされた。

# 危険物の危険性を表す標札について、当該危険物

の主危険を示す正標札と副次危険を示す副標札の区

別をなくし、副次危険を示す際にも正標札を使用す

ることとされた。

３．危険物船舶運送及び貯蔵規則等の改正

IMDG Code第３０回改正を受けて、危規則および関連

告示の改正が行われ、２００２年１月１日より施行された。

改正事項の概要は次のとおりである。

! 個別スケジュールの様式改正

従来の危険物の分類毎に定めた告示別表第１～第

８が全面的に改正され、危険物を国連番号順に列記

した一つの表にまとめられた。また、少量危険物の

規定もこの表に含められた。

" 「等級」の導入

危険物の「等級（classification）」を危規則上明確に

規定した。 IMDG Code第３０回改正において、引火

性液体類（クラス３）の引火点による細区分（クラ

ス３．１、３．２、３．３）が廃止されたが、現行規則

においては引火点に応じた運送要件の差を設けてい

る部分が若干あるため、従来どおり、「低引火点引火

性液体」、「中引火点引火性液体」、「高引火点引火性

液体」の項目が残された。

# 正標札・副標札の様式の統一

危規則上においては「正標札」および「副標札」

の呼称は残るが、標札の様式は同一のものとされた。

また標札の呼称はアルファベットによる呼称から等

級による呼称に変更された。

４．部分的風雨密ハッチカバーを有するコンテナ船に

おける危険物の積載・隔離要件の検討

部分的風雨密ハッチカバーコンテナ船に適用する防

火要件、危険物の隔離要件は、IMOの復原性・満載喫

水線・漁船安全小委員会、防火小委員会および危険物

・固体貨物・コンテナ小委員会でそれぞれ継続的に審

議が行われている。

日本は、部分風雨密ハッチカバーコンテナ船に適用

する新たな危険物の隔離要件を２００１年７月に開催され

た第６回DSC小委員会に提案した。（船協海運年報２００１

参照）

提案の概要は、ハッチ間の隙間に起因する危険物の

漏えい事故などを防止でき、かつ危険物の積付けスペ

ースが最大限確保できるよう配慮された。

日本の提案に対して、フランスから部分風雨密ハッ

チカバーを有する船倉の防火要件については防火小委

員会における審議内容を考慮すべきこと、また隔離要

件については、より簡略化した要件が好ましいとのコ

メントがあった。

このため、２００２年９月に開催される第７回DSC小委

員会までに日本が coordinatorとなった通信部会（CG）

が設置され、要件が検討されて、その検討結果を基に

新たな防火要件、危険物の隔離要件が確立される見込

みである。
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６・５・２ 固体ばら積み貨物の運送

〔固体ばら積み貨物の安全実施規則（BC Code）の全

面見直し〕

IMOは、ばら積み貨物の取り扱いに関する一般的注

意事項（要件）、各貨物の性質や運送上の注意、関係する

試験法などを規定した BC Code（Code of Safe Practice

of Solid Bulk Cargoes）を刊行している。その構成は付

録Ａ（液状化物質）、付録Ｂ（化学的危険性を有する物

質）、付録Ｃ（液状化物質でも化学的危険性を有する物

質でもない物質）および付録Ｅ（付録Ｂに記載されて

いる物質に関する非常措置）に分かれている。しかし、

利用者にとってより使いやすいものとすることを目的

として付録を一つにまとめ、また各貨物の情報を充実

させるため、本文を含めた BC Codeの全面見直しを行

うことが２０００年２月に開催された第５回DSC小委員会

において合意され、２００２年の作業完了を目標に見直し

作業が行われている。改訂作業は２００１年７月に開催さ

れた第６回DSC小委員会において BC Code本文の原案

が作成され、２００２年９月開催の第７回DSC小委員会に

おいて、各物質の BC Codeの記載内容の見直しが審議

された。しかし、各物質の記載内容の見直しが終了し

ていないことを考慮し、２００４年までに改正案を最終化

することとなった。

６・５・３ ばら積み液体貨物の運送

有害液体物質の汚染分類の見直し

MARPOL条約附属書Ⅱには、IBC Codeで定められた

有害液体物質の有害性（ハザード・プロファイル；HP）

に応じた汚染分類別に、有害液体物質の排出要件など

の各種輸送要件が規定されている。

有害液体物質の毒性再評価

国連の海洋汚染専門家会議（GESAMP＊）は有害液体

物質の有毒性の再評価を行ってきており、２００１年１０月

現在では IBC Code１７章および１８章に示される約６６０種

類の物質のうち、約４００物質（約６０％）の見直しが終了

している。これは、海上輸送されている有害気体物質

の約９０％を占めるものであり、残りの約３６０物質の再評

価は２００３年までに終了する予定である。

GESAMPによる有害液体物質の再評価に伴い、２００２年

６月に開催された IMO第７回 BLG小委員会では以下

のことが審議された。

① 分類方法の見直し（３分類案および５分類案）

有害液体物質の汚染分類は、GESAMPの毒性の

再評価と平行して、BLG小委員会で現行の５分類

方式（Ａ!Ｂ!Ｃ!Ｄ類および無害）から、３分類方式
（Ｘ!Ｙ!Ｚ類）への見直しが検討されてきた。
第７回 BLG小委員会では、５分類方式を主張す

る日本、米国などと、３分類方式を主張するオラ

ンダ等の欧州諸国の間で意見が対立した。第７回

BLG小委員会では３分類を支持する国の数が５分

類を支持する国の数を上回ったが、最終的な分類

方法は２００３年１０月に開催される BLG小委員会の親

委員会である第４８回MEPCで最終審議されること

となった。

② 船型基準の見直し

有害液体物質を輸送する船舶の船型要件の見直

しは、GESAMPの毒性の再評価がほぼ終了するの

に伴い平行して行われている。汚染分類が３分類

方式に見直された場合、一部の有害液体物質は船

型要件が変更となり、より厳しい船型要件が要求

されるものがある。

現在提案されている船型要件の見直し案では、

従来有害性が低いとしてシングルハルタンカー

（Ship TypeⅢ）で輸送可能であった物質に対し、

ダブルハル（Ship TypeⅡ）の要件が課されるもの

がある。これに伴い現在の有害液体物質の輸送形

態に影響が及ぶことが予想されるので、船型要件

の見直しには慎重な判断が必要とされる。

＊ GESAMP（The Joint Group of Experts on the Scientific
Aspects of Marine Environmental Protection）海洋汚染に
ついて科学的観点からの助言を行う専門家グループ。UN,
UNEP, FAO, UNESCO, IOC, WHO, WMO, IMO, IAEA
が支援するグループで、これらの機関から推薦された専
門家で構成される。
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６・６ 船舶の建造および保船、機関管理対策

６・６・１ バルクキャリアの安全

１．強化策提案の背景

! IMOで講じられたバルクキャリア問題の安全対策

１９８０年代後半からバルクキャリアー（ばら積み貨

物船）の沈没事故が相次いだ。このため、国際海事

機関（IMO）では、１９９４年５月にバルクキャリアー

等の検査を強化（ESP : Enhanced Survey Program）す

るSOLAS条約の改正案を採択し、１９９６年１月１日か

ら実施されてきたが、さらに抜本的な安全対策が不

可欠であるとの合意により、下記要件を中心とする

SOLAS条約新第!章が、１９９７年１１月のSOLAS条約締

約国会議で採択され、１９９９年７月１日から実施され

ている。

（イ） 新船については、任意の１つの貨物倉に浸水

しても一定の残存復原性を有し、貨物倉の水密隔

壁および二重底の構造が十分な強度を有すること

（ロ） 現存船については、第１番貨物倉（最も前方

にある貨物倉）に浸水した状態で、一定の残存復

原性を有し、第１～２番貨物倉間の水密隔壁およ

び第１番貨物倉の二重底等の構造が十分な強度を

有すること

" ダービシャー号事故

英国政府は、IMO第７０回海上安全委員会（MSC

７０）に対し、バルクキャリアーのハッチカバーおよ

びコーミング（倉口、昇降口など甲板口に取り付け

られた口縁）の強度、乾舷および船首楼高さ、船首

楼を含む予備浮力、通風筒およびエアパイプ等の船

首部の保護対策を提案し、同委員会は費用対効果を

確率論的手法を用いて検討する総合的安全性評価

（FSA : Formal Safety Assessment（資料６―２４参照））、

手法を用いて検討することとした。これらの提案は、

１９８０年に発生したダービシャー号の海難事故に関す

る１９８８年の報告書に基づいている。

英国籍「ダービシャー」号は、ダブルサイドスキ

ンのオアバルクオイル（鉱油兼用船）で、１９７６年に

ベルギーで建造された。同号は、微粉精鉱１５万７千

トンを積載し、１９８０年７月１０日にカナダのセブンア

イランド港（ケベック州）から川崎港へ向けて出港

した。その後、９月９日に沖縄東方から「荒天に遭

遇しているが９月１４日到着予定」との通信を発した

後、船員家族２名を含む４４名の英国人全員とともに

〔資料６―２４〕

FSAとは。

IMOでは、２００１年５月３０日～６月８日に開催された IMO

の第７４回MSCで“Guidelines for Formal Safety Assessment

（FSA）for Use in IMO Rule!Making Process”（FSAガイド

ライン）が承認され、２００２年５月にはMSC!Circ.１０２３＆

MEPC!Circ.３９２として回章された（関連文書MSC!

Circ．１０２２＆ MEPC!Circ.３９１参照）。その概念は以下の通り

である。

FSA（Formal Safety Assessment）は、Risk Assessment

（危険因子の分析および対策）と Cost Benefit Assessment

（費用対効果の評価）を主要な要素技術として利用する船

舶の安全性評価法の一つである。

IMOで議論されている FSAは規則作成過程のためのツー

ルとして位置づけられている。FSAでは、解析内容および

結果の透明性及び理解を容易にするために、FSAのプロセ

スを文書化して記録に残し、これにより意志決定のための

共通の議論の基礎を提供することを目指している。

IMOの FSAは、Generic Modelという概念を使い、規則の

対象となる一般化された船舶を対象にしている。Generic

Modelとは「抽象的な概念」で、FSAガイドラインによれ

ば、「対象船舶!システムについて取り扱う問題に関連して

いる機能、特性、特徴および属性を表現するために規定さ

れるもので、独立した個々の船舶ではなく、定義された機

能条件を満たす組織、管理、運用、人、およびハードウエ

アを含むシステムの集合体」である。

また、FSAは次に示す５つのステップ（Step）からなる手

順に従うものである。FSAの５ステップ間の関係は、（資料

６―２１）に示すとおりである。

Step１：Hazard Identification；船舶に内在する人命・環境

・財産に関わる災害因子を特定し、

Step２：Risk Analysis；確率論等を用いた危険解析により危

険（RISK）を評価し、

Step３：Risk Control Options（RCO）；リスクを減少させる

為の対策（RCO）を立案し、

Step４：Cost Benefit Analysis；費用対効果の評価および対

策案に順位付け（ランキング）し、

Step５：Recommendations；条約改正等の判断材料等を提供

する!勧告をする

! 海上安全対策
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消息を絶ち、英国社会に大きな衝撃を与えた。

ダービシャー号の遭難原因に関しては、１９８７年に

ヒアリングによる公式調査が行われ、「台風の大波が

原因で沈没した」との報告書が１９８９年に出された。

しかし、同号の遺族会は、「同号の姉妹船で生じた船

尾部と最後部船倉間の隔壁辺りの亀裂による構造的

欠陥が原因である」と主張した。遺族側の要望を受

けた ITF（国際運輸労連）は、１９９４年に海底調査を実

施し、運輸担当大臣に再調査を要求したことから、

英国政府は１９９６年の予備調査、１９９７年の潜水調査船に

よる詳細調査を実施し、１９９８年に報告書が発表され

た。

海底に沈んだ船骸の状態を示す多くの写真を分析

したこの報告書では、船首部分は破壊されていたが、

船尾部構造は破断していなかったこと、およびその

他の写真から、沈没の原因は「乗組員が船首のアク

セスハッチを固縛していなかったことによる浸水が

原因」としていた。

" ダービシャー号事故に関する再公式調査（Reopened

Formal Investigation）の報告

１９９８年の報告は船員遺族側を大いに失望させたこ

とから、英国労働党副首相の John Prescott議員は再

度公式調査を行うべきと述べ、２０００年４月から再公

式調査（RFI : Re!opened Formal Investigation）のヒ

アリングが高等裁判所で行われ、同年１１月に報告書

が発表された。

再公式調査報告は、乗組員が船首のハッチを固縛

しなかったという事実を否定し、沈没の初期原因は

船首部への連続した波の打ち上げにより、通風筒や

エアパイプが破壊され、ボースンストア等船首部区

画が浸水し、その結果、船首トリム（船首喫水が船

尾喫水より大きい状態）になり、１番ハッチカバー

にまで海水が打ち上げるようになりハッチカバーが

破壊されて浸水、順次２番、３番ハッチも同様とな

った結果、沈没に至ったとしている。

ハッチカバーの構造強化をはじめ、通風筒とエア

パイプの強度調査、アクセスハッチ等の状態の信号

標示、船首部区画のビルジ（船底に溜まった汚水）

水位の監視装置および独立した排水システム等を含

む、以下に示す２４項目のバルクキャリアの安全対策

が裁判所から勧告された。（ ）内の数字は、再公

式調査報告書のセクション１４の番号である。

（イ）「ハッチカバー強度および許容乾舷」

!追加の模型実験 ……（１４．１）

!模型試験の実施および実験データの早急な解析
……（１４．２）

!最小ハッチカバー強度と最小許容乾舷の関係を
規定する新しい算式の導入 ……（１４．３）

!新造船だけでなく現存船にも遡及適用
……（１４．４）

（ロ）「操船事項」

!全船舶に対する毎日の船位報告の強制
……（１４．５）

!マリナーズハンドブックの熱帯低気圧遭遇時の
危険半径に関する事項の改正 ……（１４．６）

!バルクキャリアーの船長に対する船首部浸水の
危険性および乾舷の減少による危険性について

の忠告 ……（１４．７）

!世界気象機構の自主的船舶航路の監視への参画
……（１４．８）

!ウェザールーティング提供会社による明確な船
長への指示 ……（１４．９）

（ハ）「船首甲板上の設備及び船首部浸水」

!ベンチレーターおよびエアパイプに対する最小
強度基準、それの位置および保護の規定を作成

するための研究プログラム ……（１４．１０）

!規則化を目的として、悪天候下での水密性を保
持するストアーのハッチ蓋の新しい締め付け装

置の開発のための研究プログラム……（１４．１２）

!船首甲板上の艤装品に対する固定強度の規則化
……（１４．１７）

（ニ）「チェーンロッカーの水密性」

!スパーリングパイプのシール改善の調査
……（１４．１５）

!チェーンロッカーのボルト式マンホールの規則
化 ……（１４．１６）

（ホ）「閉鎖ミスの表示」

〔資料６―２５〕

Criteria

Step１
Hazards

Step２
Risks

Step５
Decisions

Step３
Options

Step４
C.B.A.

Review
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!船橋におけるベンチレーターおよびエアパイプ
の開放または故障時の表示 ……（１４．１１）

!船橋における船首甲板上のハッチ蓋の開閉表示
……（１４．１３）

!ケープサイズ・バルクキャリアーの船首甲板上
への照明、ビデオカメラの設置 ……（１４．１８）

（ヘ）「ビルジポンプ」

!船橋におけるケープサイズ・バルクキャリアー
の船首区画のビルジレベルの表示……（１４．１９）

!船首区画に浸水した場合の独立ポンプシステム
の調査 ……（１４．２０）

（ト）「ハッチカバーの操作」 ……（１４．１４）

!ハッチカバーの取扱いマニュアルの改善
!ハッチカバーの締め付け装置が適正であること
の表示

!ハッチカバーの締め付け装置の自動化
（チ）「ミスアライメント」

!新造船に対する図面承認、就航船に対する検査
方法の統一。特に構造の不連続、目違いを防ぐ

ための基準の改善 ……（１４．２１）

（リ）「図面」

!建造時の図面および設計変更時の正確な図面の
陸上での管理 ……（１４．２２）

（ヌ）「暴風による損傷データベース」

!暴風による損傷を含めた海難事故のデータベー
スの作成 ……（１４．２３）

（ル）「VDR」（Voyage Data Recorder：航海データ記

録装置）

!すべての新造船と現存船への VDRの搭載

……（１４．２４）

英国は同報告書を IMO第７４回MSCへ提出し、そ

れらへの対応を求めた。

" 引き続き発生するバルクキャリアの海難事故

１９９８年１２月の IMO第７０回MSCから着手されたバル

クキャリアの安全対策が検討されている間にも、バ

ルクキャリアの沈没事故が発生しており（資料６―

２６参照）、特に２００１年１２月２３日に大西洋において沈没

し２６名の全乗組員が行方不明となったクリストファ

ー号事故が、クリスマス直前の悲劇として西欧社会

の注目するところとなり、国際的な安全規則の策定

に取組んでいる IMOおよび国際船級協会連合（IACS）

の対応の遅さなどが厳しく批判されるところとなっ

た。

このような状況下でIACSは、欧米の船級協会主導

により、２００２年３月１５日にバルクキャリアに関する

８項目の安全対策を突如発表した。資料６―２７に掲

げるIACSが挙げた８項目のうち、最初の３項目はす

でに実施が決定されており、残る５項目については

詳細基準の検討を待って近く最終的に決定されよう

としている。

また、IMOは２００２年５月の第７５回MSCにおいて、

バルクキャリア問題を緊急重要課題として取り上げ、

全貨物倉に浸水警報装置の設置を義務付ける SOLAS

条約の改正案に合意した。さらに、バルクキャリア

の安全対策を総合的安全評価方法（FSA）を実施した

グループの一つである英国を中心とする国際グルー

プの検討結果を基に、バルクキャリアの二重船側化、

船員をはじめターミナル要員の訓練要件、および自

由降下式救命艇の導入などが提案された。

さらに、２００２年７月の第４５回 SLF復原性・満載喫

水線・漁船安全小委員会（SLF）は、船体前部のハッ

〔資料６―２６〕 最近のバルクキャリアの沈没事故の概要

船 名 Leader L Treasure Varea Asre Madone Kamikawa Maru Christopher

船 配 パ ナ マ ッ ク ス ケ ー プ サ イ ズ ハ ン デ ィ サ イ ズ ハ ン デ ィ サ イ ズ ケ ー ブ サ イ ズ ケ ー プ サ イ ズ

船 齢 ２３ 年 １８ 年 ２６ 年 １８ 年 １５ 年 １８ 年

発生日 ２０００年３月２３日 ２０００年６月２３日 ２０００年８月２日 ２０００年９月１６日 ２００１年９月１２日 ２００１年１２月２３日

場 所 バミューダ北東
４００マイル

ケープタウン沖
６．５マイル

アデン湾 インド洋
スマトラ島南西

南大西洋
ブラジル沖

アゾレス諸島沖
１５マイル

積 荷 塩 鉄 鉱 石 不 明 セ メ ン ト 鉄 鉱 石 石 炭

概 要 ４番艙外板に亀裂発
生、浸水、水密隔壁
の崩壊、沈没に至る。
１８人行方不明。

南ア西岸７５マイルの
地点で４番艙に浸水
し、自力でケープタ
ウンまで航行したが、
外板が脱落、沈没し
た。

左舷外板に亀裂が生
じ沈没。乗組員２２人
は救助されたが、２
人は荒天候のため行
方不明。

荒天侯中、貨物艙に
浸水、沈没。乗組員
は全員救助。

３番艙左舷外板が浸
水の原因となリ２番
左舷バラストタンク
にも浸水し、沈没。
乗組員１４人は救助さ
れたが、９人は行方
不明。

荒天中１番ハッチカ
バーが消失、浸水。
その後２番ハッチカ
バーも持ち上げられ
た。エンジン停止後、
沈没。全集組員行方
不明。

! 海上安全対策
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チカバーの強化と船首部予備浮力の確保を目的とし

て船首楼（フォックスル）または船首部甲板の嵩上

げを図る国際満載喫水線条約の改正案を作成した。

IMOにおいて検討されている項目は資料６―２８の

通りである。

２．IMOにおける審議経過

! バルクキャリアの安全性向上の検討

１９９８年５月に開催された IMOの第７０回MSCは、バ

ルクキャリアの安全性向上について、１９９７年 SOLAS

条約締約国会議の決議に基づき次の船舶に関して、

IMOが策定した総合的安全評価方法（FSA : Formal

Safely Assessment）を用いて検討を開始することを

決定した。

（イ） 長さ１５０&未満のバルクキヤリア
（ロ） 新造二重船側バルクキャリア

（ハ） 密度１７８０(!'未満の貨物を運ぶ現存単船側
構造バルクキャリア

（ニ） 十分な数の貨物倉を持たず、SOLAS条約第%

章第４．２規則を満足しないバルクキャリア

SOLAS条約第%章第４．２規則の一部抜粋：
１９９９年７月１日以前に建造された、密度１７８０(!'以
上の固体ばら積み貨物を運搬する長さ１５０&以上の単船側
構造のばら積み貨物船は、夏季満載喫水まで積載した全

ての積み付け状態において、最前部の貨物倉の浸水に耐

え、安定した平衡状態で浮かんでいなければならない。

英国は、自国籍バルクキャリア「ダービシヤー号」

の事故調査結果から、バルクキャリア全般について、

浸水防止対策に係る安全強化等を検討するよう求め

るとともに、以下の新たな検討課題を提案し、これ

らについても FSAの対象とすることとされた。

（イ） 船首ヘアクセスする乗組員の保護

（ロ） 救命設備（自由降下式救命艇）

（ハ） 青波からの船首部の保護（!船首高さおよび
ハッチカバー強度、"乾舷および船首高さ、#船
首楼を含む予備浮力、$ハッチカバーおよび船首
構造の荷重を減少させるための構造）

また、上記（イ）、（ハ）については、SLF小委員会

において、国際満載喫水線条約１９６６年（ILLC６６）の

〔資料６―２７〕 Bulk Carrier Safety に関する IACSでの８項目の安全対策検討状況概要一覧

項目 対 策 概 要

１ SOLAS条約（海上人命安全条約）第１２章の早
期実施

No．１!２のバルクヘッド（横隔壁）の補強・損傷時復元性の適用を早める。
（船齢１０－１５年２００３年１月１日以降の IS or SS!船齢１０年未満船齢１０年目まで）

２ ESPの改正 １）第２回定期検査時の精密検査（Close!up Survey）の強化
２）第２回定期検査以後の中間検査は前回の定期検査と同等の検査を行う。

３ 貨物倉浸水警報の設置 SOLAS条約第１２章で設置が一部要求されている貨物倉の浸水警報を現存船、新造船の全貨
物倉に設置する。

４ フォクスル（船首楼）の設置 新造船には船首楼を設置。

ブレークウオーターの設置 １）船首楼のない現存船にはブレークウオーターパネルを設置。
２）ハッチコーミングの補強でも可。

５ 船首部の空気管!通風筒の補強 暴露部のパイプの補強

船首部のSmall Hatch の補強 小倉口の強度の強化

ウィンドラスの据付部の強度を補強 取り付けボルトの強度を強化。

６ ハッチカバー強度の強化 １）船首部０．２５Ｌに設置されるハッチカバーおよびコーミングの強度の見直し
２）移動防止装置を設ける。

７ ホールドフレームの強度を強化 １）IACSの単船側バルクキャリアの船側構造要件（UR S１２）の見直し
２）ホールドフレームの切替基準の策定

８ 船首部区画への浸水警報の設置 貨物区域より前方の区画への浸水警報を設置する。

〔資料６―２８〕 Bulk Carrier Safety に関する IMOでの安全対策検討状況概要一覧

１ 貨物倉・船首区画・船首部バラストタンクへ
の浸水警報装置

１）貨物倉に浸水警報をつける（タンクトップ上０．５"＆２"）。
２）船首部区画に浸水警報をつける（０．１"）。
３）船首部バラストタンクに浸水警報をつける。

船首区画への排水装置設置 船首区画に遠隔操作できる排水装置を設置する。

２ ILLC条約（国際満載喫水線条約）の見直し
１）ハッチカバーの強度
２）船首部予備浮力の確保

１）船首部予備浮力の確保（実質的に船首楼の設置が必要）
２）ハッチカバーの設計荷重の見直し

３ Means of access（固定足場） 点検用足場を設置する。

! 海上安全対策
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改正の１９８８年議定書の改正（以下、ILLC６６条約改正

と記す）作業の中でも審議されることとなった。

さらに、英国は、自国を中心とする国際協力によ

って、FSAによるバルクキャリアの安全性に関する

検討を推進することを提案し、バルクキャリアの安

全に関する総合的な FSAを、英国を中心とする国際

チーム（英国、米国、日本、ギリシャ、オーストラ

リア、IACS、ICFTU（国際自由労働組合連盟）等が

国際チームへ参加を表明）で実施することが決定さ

れた。

! FSAの進捗状況

（イ） 第７４回MSCにおける進捗

第７４回MSCにおいて、ノルウエーと各国の船員

労働組合が加盟する国際運輸労連（ITF）など貿易

関係に従事する労働組合の連合組織である ICFTU

（国際自由労働組合連盟）の共同作業による FSA

および IACSによる単独の FSAの調査報告が提出

された。

" ノルウエーと ICFTUによる共同作業 FSA

ノルウエーと ICFTUが、以下の救命設備を採

用することにより沈没事故からの脱出成功率が

１!２から２!３も改善されるという調査報告
を共同提出した。

! 自由降下式救命艇の強制化

" イマーション・スーツの全乗組員への支給

# 全ての貨物倉および船首部区画に水位表示

付き警報装置の設置

# IACSによる FSA

IACSは、船首部の水密性に関するFSAの調査

報告を提出した。

! すでに導入されている RCO（RCO：リスク

を減少させるための対策）

)SOLAS条約第(章（例えば、バルクヘッドの
強化を含む IACSの URなども含めて）と既存

船のバルクヘッドの強化

)検査強化プログラム（ESP）

)IACS UR S２１にあるハッチカバーの強度

" 新しい RCO

)Forecastleあるいは Bulwarkの設置

)バルクヘッドの強化
)ハッチカバーの強化と操作性の良いハッチカ
バーの閉鎖装置

)積載する貨物量の制限あるいは乾舷の増加
)貨物倉および Forepeakに対する浸水警報装置

)デッキ上の開口部に対する設計標準の改正
)二重船側構造
)貨物倉の単船側構造の内側の塗装の適用およ
び保守

（ロ） 第７５回MSCにおける進捗

" 日本の FSA

! 日本の実施したバルクキャリアの海難事故

の実態

IMOにおけるバルクキャリアの総合的安全

性評価（FSA）に対応するために、日本造船研

究協会に、FSA研究のための部会が設けられ

た。その第一段階として、世界の海難データ

ベースから重大事故データを入念に調査し、

バルクキャリアの構造または浸水に関するリ

スク評価のための適当なデータとして、１９７８

年から２０００年８月までのバルクキャリアの事

故例３６０件を抽出した。

その結果、バルクキャリアの船型別の事故

の態様は、資料６―２９が示すように以下のよ

うな特徴を有していることが明らかとなった。

（$） 船体構造の損傷による浸水事故が２０９件
（５８％）あり、その半数が全損事故である。

（%） スモールハンディサイズの全損事故は３６％
を占め、高い全損率を示している。

（&） ケープサイズ型の全損事故も船腹数を考
慮すれば相対的に高く、かつ、浸水を伴わな

い荒天時の構造損傷においても高い事故率で

あるが、この場合には全損に至っていない。

（'） 浸水事故の大部分は構造損傷によるもの
で、ハッチカバーや甲板上設置物の損壊によ

る浸水事故は相対的に少ない。

また、資料６―３０に示すように、これらの

事故による乗組員の犠牲者は同期間中に合計

１，１２６名に上っているが、その９５％は浸水事故

によるもので、さらにそのうちの７５％が船体

構造損傷に関連している。船型別では浸水事

故による犠牲者の７４％がハンディサイズおよ

びスモールハンディサイズによるもので、浸

水事故以外の事故による５％の犠牲者はすべ

て荷崩れによる事故で、ハンディサイズおよ

びスモールハンディサイズに集中している。

" 日本の提出した最終勧告

２００２年５月の第７５回MSCにおいて、日本は

以下の報告を提出した。

! 海上安全対策

船協海運年報２００２ 153



（!） バルクキャリア全般
バルクキャリア全体の危険レベルは SOLAS

条約第"章（１．#参照）適用後も他船種と比
べて ALARP（As Low As Reasonably Practica-

ble：対策が絶対に必要な危険レベルと対策が

無視できる危険レベルの間の中間領域）領域

の比較的危険レベルの高い位置にあると推測

され、費用対効果（CE : Cost Effective）の観

〔資料６―２９〕 事故の態様・船型別事故件数

事 故 の 態 様
事 故 件 数

Capesize Panamax Handysize Small Handy 合 計

浸

水

事

故

構造損傷による浸水 ３２
（ １４）

２９
（ １５）

９８
（ ３１）

５０
（ ３５）

２０９
（ ９５）

甲根上設置物の損壊による船首部の浸水 １
（ １）

２
（ ０）

３
（ ０）

１
（ ０）

７
（ １）

ハッチカバーの損壊または移動による浸水 ４
（ ０）

１
（ ０）

１６
（ ８）

１
（ ０）

２２
（ ９）

小 計 ３７
（ １５）

３２
（ １６）

１１７
（ ３９）

５２
（ ３５）

２３８
（ １０５）

そ
の
他
損
傷
事
故

浸水を伴わない荒天時の構造損傷 ２０
（ ０）

８
（ ０）

１７
（ ０）

７
（ ０）

５２
（ ０）

荷役中の構造損傷 ２
（ １）

２
（ １）

６
（ ０）

３
（ １）

１３
（ ３）

航海中の荷崩れによる事故 ０
（ ０）

０
（ ０）

８
（ ２）

９
（ ５）

１７
（ ７）

平穏な海域または配管による浸水のための研究の対象外と
する事故

４
（ ０）

１１
（ ２）

１３
（ １）

１２
（ ４）

４０
（ ７）

小 計 ２６
（ １）

２１
（ ３）

４４
（ ３）

３１
（ １０）

１２２
（ １７）

合 計 ６３
（ １６）

５３
（ １９）

１６１
（ ４２）

８３
（ ４５）

３６０
（ １２２）

カッコ内数字は全損事故となったもの

〔資料６―３０〕 事故の態様・船型別事故犠牲者

事 故 の 態 様
犠 牲 者 数

Capesize Panamax Handysize Small Handy 合 計

浸

水

事

故

構造損傷による浸水 １３０
（１３０）

８９
（ ８９）

２４１
（２３７）

３２５
（３２５）

７８５
（ ７８１）

甲根上設置物の損壊による船首部の浸水 ４４
（ ４４）

０
（ ０）

０
（ ０）

０
（ ０）

４４
（ ４４）

ハッチカバーの損壊または移動による浸水 ０
（ ０）

１７
（ １７）

２１７
（２１５）

０
（ ０）

２３４
（ ２３２）

小 計 １７４
（１７４）

１０６
（１０６）

４５８
（４５２）

３２５
（３２５）

１，０６３
（１，０５７）

そ
の
他
損
傷
事
故

浸水を伴わない荒天時の構造損傷 ０
（ ０）

０
（ ０）

０
（ ０）

０
（ ０）

０
（ ０）

荷役中の構造損傷 ０
（ ０）

０
（ ０）

０
（ ０）

０
（ ０）

０
（ ０）

航海中の荷崩れによる事故 ０
（ ０）

０
（ ０）

２０
（ ２０）

３４
（ ３４）

５４
（ ５４）

平穏な海域または配管による浸水のための研究の対象外と
する事故

０
（ ０）

４
（ ４）

０
（ ０）

５
（ ５）

９
（ ９）

小 計 ０
（ ０）

４
（ ４）

２０
（ ２０）

３９
（ ３９）

６３
（ ６３）

合 計 １７４
（１７４）

１１０
（１１０）

４７８
（４７２）

３６４
（３６４）

１，１２６
（１，１２０）

カッコ内数字は全損事故となったもの
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点で現実的な範囲でできるだけリスクが小さ

くなるように安全性向上対策を検討すべきで

ある。サイズ毎に見ると、１５０'未満のバルク
キャリアのリスクレベルが高く、対策検討の

優先度が高い。

（#） 二重船側船の評価
単船側バルクキャリアの SOLAS条約第&章
の CEと、二重船側の強制化の CEとを比較す

ると、二重船側の強制化は CEが低く、SOLAS

条約&章に代えて、二重船側を強制化するこ
とは正当化されない。ただし、船主がオプシ

ョンとして採用した場合は、ダブルサイドス

キンと SOLAS条約&章適用後のシングルサイ
ドスキンのリスクレベルは同程度であると考

えられることから、追加的な RCOが強制化さ

れなかったことは正当化される。

（$）１５０'未満の単船側バルクキャリア
１５０'未満の単船側バルクキャリアは、現在

SOLAS条約&章適用外である。しかし、１５０'
未満のバルクキャリアに対しては単一貨物倉

の浸水が致命傷となる可能性が高いと考えら

れ、貨物倉を増やす等の抜本的な対策を講じ

ない限り、SOLAS条約第&章で要求される浸
水後の事故拡大防止策は有効でないと判断さ

れる。そのため、浸水防止を目的とした対策

が必要である。つまり、１５０'未満の単船側バ
ルクキャリアは、バルクキャリアの中では相

対的にリスクが高く、対策の必要性が大きい。

従って、!新造時：船側構造の腐食予備厚の
増加、"就航後：船側構造の腐食制御、の RCO

の導入の検討が推奨される。

（%）１５０'以上の単船側バルクキャリア
１５０'以上の単船側バルクキャリアについて
は、二次防壁として浸水後の対策が講じられ

ているが、さらなる安全対策としては浸水防

止対策が有効である。費用対効果の検討結果

によれば、単船側のまま腐食予備厚を増加さ

せる等の方法が推奨され、二重船側の強制化

はこれと比べて費用対効果が低いので推奨さ

れない。従って、!新造時：船側構造の腐食
予備厚の増加、"就航後：船側構造の腐食制
御、の RCOの導入の検討が推奨される

) 第７５回MSCにおける FSAの検討作業

英国を中心とした FSAの共同研究グループに

よる報告書の提出はMSC７６に延期されたため、

すでに、調査結果が提出されている各 FSAの結

果を総合的に検討することができず、総合的な

評価検討は、先延ばしされた。

( 国際満載喫水線条約（ILLC６６）に関する審議

英国は、バルクキャリアに関する模型試験を重ね、

第７１回MSCから第７５回MSCに対し、船首部浸水お

よびハッチカバー設計荷重等に関する現行のルール

について、グレードアップを求める問題提起を続け

た。

（イ） 模型試験およびハッチカバー設計荷重

第７１回MSC（１９９９年５月）および第７２回MSC

（２０００年５月）において、英国は英国ストラスク

ライド大学の船舶復原性および研究センター（SSRC

：Ship Stability and Research Centre）にて実施し

たハッチカバーに対する青波の打ち込み荷重実験

について紹介した。第７１回MSCで、英国はダービ

シャー号と同様の模型にて、船首予備浮力、肥大

船の船首高さ、縦方向慣性力を変えて実験したと

ころ、船首高さは青波荷重に影響を与えること、

現行の満載喫水線条約のハッチカバーの設計荷重

が小さいために危険であること、船首部の乾舷を

増すことが効果的等であることが判明し、さらに

船の大きさ、船首高さ、波向、船速、海象条件を

変化させた実験を行う旨表明した。第７２回MSC

においては、ハッチカバーは船舶の耐用期間のう

ちに遭遇すると予想される最大荷重に対して設計

すべきで、現行の設計基準を検討し、ILLC６６条約

にあるハッチカバーに対する技術基準を改善する

旨の提案を行った。その結果、実験方法（海象の

発現確率、波形の急峻率の増加、ハリケーン下で

の前進速度、長波頂波の使用、船の長さに応じた

波長の使用、最小乾舷での実験等）の問題点や SLF

小委員会で、すでにハッチカバーの荷重・強度の検

討が進められていることなどが、日本、中国、IACS

から指摘され、SLF小委員会で再検討されることと

なった。

英国のみによる模型試験に問題が指摘されたこ

とから、英国は、第７３回MSC（２０００年１１月）にお

いて、オランダのMARINという模型実験施設にお

いて、IACSと英国が共同で実験を３タイプ（SSRC

のケープサイズ、新ケープサイズおよび新パナマ

ックス）の模型で、ハッチカバーに対する青波の

打ち込み荷重についてやり直している実験につい
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て中間報告するとともに、IACSと共同で実施して

いるハッチカバーに対する青波の打ち込み荷重に

関連して、ハッチカバーに作用する打ち込み荷重

を実験結果を用いて ILLC６６条約第１６規則を見直す

こと、また ILLC６６条約第１６規則の強度基準は、現

在の学識・設計思想にあっていないので、IACS

が１９９８年７月１日以降に建造されたバルクキャリ

アに適用しているハッチカバーの強度基準「UR

－S２１」をベースにして最新の基準にすること、お

よび、船首から船の長２５％の範囲だけでなく、全

ハッチカバーについても、同様の考え方で見直す

ことを提案した。さらに、第７４回MSC（２００１年５

月）において、英国は、現行 ILLC６６条約（８８議定

書）のハッチカバー荷重基準は満載喫水線条約１９３０

年（１９３０LLC）で作られ、現在の知見および最近の

設計や構造様式が反映されていないこと、IACS

UR!S２１は極限海象状態に対応するものとなってい
ないこと、および、UR－S２１は船首部２５％以降は対

象としていないことなどを考慮し、今回の実験結

果を用いて、改正作業中の ILLC６６に反映させるこ

とを提案した。

これに対しわが国は、日本でケープサイズバル

クキャリアーの模型を使用し、打ち込み荷重の実

験を行っていることを表明するとともに、さらに、

UR!S２１を参考とすることは賛成するが、ハッチカ
バーの設計に起因する損傷事例と併せてハッチカ

バーの強度基準を決定すべきこと、および、痩せ

た船型の荷重についても検討が必要である旨指摘

した。

２００２年５月に開催された第７５回MSCにおいて、

英国は、ダービシャー事故を契機に行われた Re-

Opened Formal Investigationの勧告に従って、オラ

ンダのMARINで行われたハッチカバー打込み荷重

の模型実験の結果（ハッチカバーおよびハッチコ

ーミングに関する環境荷重―垂直方向荷重、水平

方向荷重）、および解析進捗状況の報告を行った。

これは中間報告ではあるが、本実験から得られた

結果（損傷時の荷重、水平方向の荷重）を考慮し、

IACSの UR!S２１を見直すこと、ILLC６６条約のハッ

チカバーの設計荷重に本実験結果を用いることを

要求した。

審議の結果、ILLC６６条約改正作業の中で、環境

荷重基準を見直すことに合意し、２００２年７月開催

予定の IMOの第４５回 SLF小委員会で、検討するこ

ととなった。

現行 ILLC６６条約（８８議定書）のハッチカバー設

計荷重要件は、一律１．７５t!$（許容応力は破断強
度の１!４．２５なので、軟鋼の場合４２．０!４．２５＝９．８８
%!#）である。２００１年９月開催の第４４回 SLF

において、許容応力は降伏応力の１!１．２５とし、
軟鋼の場合、４２．０!１．２５＝１９．２０%!#と見直され、
L＝１００"以上の船で FP（Fore Perpendicular）にお

いて６t!$、FPから０．２５Lの位置で３．５t!$（現
行とほぼ同じ）とし、その間は直線で補完すると

いう改正が SLF小委員会の下に設けられた ILLC

６６条約改正検討の CG（書面審議グループ）より提

案されていた。

第４５回 SLFにおいて、英国はMARINでの実験

結果を踏まえ、ハッチカバーについての設計基準

について、実験の結果、船長 L＝１００"以上の船舶
に対し前方から０．２５Lでの乾舷甲板上の荷重は、FP

にて９t!$の荷重で FPから０．２５L後方で４．３t!$
とすること、なお、安全係数は１．２５、UR!S２１の計
算式は、個々の船舶に対し、長さ、コーミングト

ップから乾舷、船型、船速が考慮されているので

一般化された要件よりも船型に応じ、より正確な

荷重に相当する、いかなる海象状況の水平方向の

荷重にも耐えることのできる要件を満たしたもの

でなければならないこと、強度クライテリアにつ

いて NETで改正すること、改正規則は新造船適用

であるが、原則、現存船にも合意された基準が適

用されること等を提案した。

これに対し、わが国は、英国の実験は荒天下に

おける船速の減少が考慮されていないこと、ピー

ク値を用いた荷重を採用していることから、提案

されている打ち込み荷重値をハッチカバーの設計

荷重とすることは適切でないと主張した。さらに、

バルクキャリアと一般貨物船の実験結果やハッチ

カバー損傷に起因する事故も少ないことを考慮し、

バルクキャリアーについては CG案を支持して FP

において６t!$、その他の船舶には一般貨物船の
実験を踏まえ４t!$を提案した。これを中国、イ
ンドネシアは支持した。

一方、英国は、本実験は荒天下の船速で、ダイ

ナミックファクターを考慮した解析であることを

主張した。ノルウェーは、SOLAS条約!章で定義
されるバルクキャリアとそれ以外のバルクキャリ

アでも船型が同じなので、この区別の仕方に疑義
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を唱えた。さらに、わが国の提案に対し、フラン

スおよびドイツは、減少乾舷船については英国の

実験値をもとに FPで９t!%、その他の船につい
ては FPで７．６７t!%（０．１Lで６t!%）とすべきで
あると主張した。

その結果、減少乾舷Ｂ"６０!Ｂ"１００の減少乾舷船
とＢ型船とで別々に荷重レベルを規定し、その値

については、両案併記（「減少乾舷船」：FPにおい

て［６．０t!%］［９．０t!%］の２案、「Ｂ型船」：FP

において［４．０t!%］［６．７６t!%］の２案をそれぞ
れ並記）のまま第７６回MSCへ提出することとなっ

た。また、ハッチコーミングについて、水平方向

の荷重に耐えうるものであることとの規定（具体

的な数値の規定なし）が加えられることが合意さ

れ、第７６回MSCへ提出することとなった。なお、

現存船への遡及適用については、審議されなかっ

た。

（ロ） 船首予備浮力

現状のバルカー等では船全体で予備浮力を満足

するような乾舷を有していれば規定の船首部乾舷

が要求されていない。

第７０回MSCにおいて、SLF小委員会に対し船首

部予備浮力の検討が指示された。２００１年９月開催

の第４３回 SLFに中国が船首部の予備浮力の不足に

ついて指摘したことを契機に、第４４回 SLFにおい

て、中国は、乾舷の小さい最小乾舷で航海するバ

ルクキャリアの船首部分の予備浮力が十分でない

ために船首部分からの海水打ち込み、ハッチカバ

ー荷重が大きくなっているのではないかと指摘し、

CGの議題の一つとして、!現存バルクキャリアの
船首部近傍の予備浮力分布の調査、"必要と認め
られれば、船首部近傍の予備浮力分布を考慮した

提案の作成に取組むこととなった。ただし、この

審議は長期的課題として、第４５回 SLFで終了予定

の ILLC６６条約改正に反映させる必要は無いことが

合意された。

しかし、２００２年７月開催の第４５回 SLFにおいて、

ILLC６６条約に規定されている船首部標準乾舷のな

い（要求値以下）船は、船首部の予備浮力が不足

しているとして、船首部０．１５Lに同規定と同等の乾

舷またはフォクスルを設けるという提案が中国か

ら提出され、日本は予備浮力は全体で考えるべき

という反論をしたが、乾舷の少ないバルカーでは

船首部での予備浮力を考慮すべきという意見が多

数を占め、乾舷やフォクスルにより船首部の乾舷

を増すことはピッチング等による冠水に対して付

加浮力を与える効果があることが認められた。こ

の案は、対象をＢ型乾舷船舶（タンカー、ガスキ

ャリアを除く）とした場合、中国の試計算による

と、ILLC６６条約で要求される舷孤（シアー）を持

たないケープサイズバルクキャリア（L＝２６０$）の
場合、船首高さを約５$（乾舷：２．５$＋フォクス
ルデッキ：２．５$）上げなければならないこととな
る。

（ハ） 最小船首高さ

最小船首高さの検討を進めるにあたり、SLFの下

に設けられた ILLC６６条約改正検討の CG（書面審

議グループ）は、現行 ILLC６６条約の最小船首高さ

も参考に、CGメンバーによる実船および代表船型

についての計算結果に基づき、海水打ち込みの長

期発生確率を満足するように船首高さを設定する

こととした。第４５回 SLFにおいて、日本は CG提案

式が耐航性理論を一貫して用いている合理性を支

持したが、CGの式は大型バルクキャリアの場合、

現行基準を１０#程度下回る場合があり、これはバ
ルクキャリアの安全性の低下に繋がるとの指摘が

なされた。このことが大きな判断理由となって、

理論的な一貫性はないものの、肥大船型が現行基

準より上回る中国提案の算式が採用されることが

合意され、第７６回MSCへ提出されることとなった。

同算式による値と、現行規定の値を比べると以

下の特徴があるが、日本で建造された約１２０隻につ

いて試計算を行った結果、設計変更は必要ないこ

とが確認されている。

" 船長１００$以下の船については、現行の船首高さ
に比べ５００#程度高くなる場合がある。

# 船の長い肥大船については、現行の船首高さに

比べ同等あるいは高くなる。

! ダービシャー号事故に関する再公式調査（Reopened

Formal Investigation）関連

英国は、第７４回MSCにおいて、コールマン上級判

事によってまとめられたダービシャー号事故の再公

式調査から得られたリコメンデーションを紹介する

とともにそれへの対応を IMOに求めた（１．!参照）。
審議の結果、船首部の浸水危険性を知らしめる船

長へのリコメンデーションについてのMSCサーキュ

ラーが合意された。また、次の事項について、航行

安全小委員会（NAV）、設計設備小委員会（DE）およ
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び SLF小委員会等の関係する小委員会で検討するこ

ととなった。

%船舶の位置の毎日の報告およびWeather Routing

については、NAV小委員会

%スパーリングパイプのシールとチェーンロッカー
の閉鎖方法、船首部の浸水監視装置については、

DE小委員会および SLF小委員会

%保船プログラムについては、DE小委員会

%荒天時の損傷報告を IMOにさらに積極的に行うよ

うに各国へ要請した。

（イ） 船舶の位置の毎日の報告およびWeather Rout-

ing

２００２年７月開催の第４８回 NAVにおいて、!すべ
ての船舶が位置情報を会社へ報告することの強制

化、および"ウェザールーティングサービスが船
長裁量に及ぼす影響について審議した結果、!に
ついてはすでに IMOが策定している勧告で十分満

たされており、"については、IMOの規則にはウ

ェザールーティングサービスが船長裁量を侵害で

きると解釈されるものは何もなく、現行 SOLAS

条約#章第３４規則（安全航行および危険回避）で
担保されていることが確認され、新たな検討はし

ないことが合意された。

（ロ） スパーリングパイプおよびチェーンロッカー

第７４回MSCでの英国による「ダービシャー号事

故に関する再公式調査（RFI）の報告によって検討

が指示されたスパーリングパイプおよびチェーン

ロッカーの水密性に関し、第４５回 SLF小委員会に

おいて以下の改正案が作成され、第７６回MSCへ提

案されることとなった。

" スパーリングパイプおよびチェーンロッカーは、

乾舷甲板まで水密とすること。

# 出入り口を設ける場合は、堅固な［水密］蓋に

より閉鎖し、さらに密に配置されたボルトにより

締め付けなければならない。

$ スパーリングパイプのアンカーチェーン出入り

口に、浸水を最小限度とするための恒久的に取り

付けられた閉鎖装置を設けなければならない。

（ハ） 船首部の浸水監視装置

２００２年３月開催の第４５回 DE小委員会において、

単船側および二重船側の５００GT以上のバルクキャ

リアに対する貨物倉、最前部の貨物倉より前方の

バラストタンク、および、最前部の貨物倉より前

方のドライスペースおよびボイドスペースへの水

位警報装置の設置、また、衝突隔壁より前方のド

ライスペースへのビルジの排出設備の設置を強制

化する原案が作成され、第７５回MSCにおいて、さ

らに新造・現存を問わず、２００４年７月１日以降最

初の検査時（年次、中間または更新検査）までに

設置が義務付けられるという SOLAS条約第$章の
改正案が原則承認され、第７６回MSCにおいて採択

することが合意された。

３．船級協会の対応

! IACSの対応

IACSは、バルクキャリアの安全問題に関し、英国

と共同でオランダのMARINという実験水槽における

模型試験に参加するとともに、FSAスタディなどに

関与してきた。また、英国のダービシャー沈没事故

に関する再審理（RFI）の結果としてバルクキャリア

の安全についての提言が出されており、２００１年末に

発生したクリストファー号事故を契機に迅速な対応

を迫られていた。

IACSを取り巻く、特に英国における、このような

状況の下、新造船のみならず既存船にも及ぶ８項目

の安全対策（資料６―２７参照）を、欧米の船級協会

主導により、２００２年３月１５日に発表した。IACSが挙

げた８項目のうち、最初の３項目「SOLAS条約（海

上人命安全条約）第１２章の早期実施」、「検査強化プ

ログラム（ESP）の改正」、「貨物倉浸水警報の設置」

は３月に実施が決定された。その後、残る５項目「フ

ォクスル（船首楼）、ブレークウォーター等の設置」、

「船首部の空気管!通風筒、Small Hatch、ウィンドラ

スの据付部の補強等」、「ハッチカバーの強化」、「ホ

ールドフレームの強化」、「船首部区画への浸水警報

の設置」について、専門検討グループにおいて詳細

基準に関する検討を行ってきた。

２００２年７月に IACS議長となったアラン・ギャビン

氏（ロイズ船級協会）は、船級協会の透明性と産業

界との密接な関係を優先課題として、９月上旬に当

協会を含めアジアの船主団体、９月中旬に欧州の船

主団体と意見交換をおこなった。これらの意見交換

の場で、船主団体からモデルテストの妥当性につい

ての問題が多数指摘された。（IACSは英国と共同で実

施したMARINのモデル試験結果をもとに、ハッチカ

バーの設計垂直荷重アップを求める案を提示してい

た）。また、事故原因が明確なデータによれば垂直荷

重不足が原因による事故件数がほとんどなく、ハッ
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チカバーの設計垂直荷重強化により減少が期待でき

る事故および人命の喪失の可能性が小さいこと、IMO

へ提出されている FSA（Formal Safety Assessment）

スタディの資料が、FSAを実施した国、団体等でま

ちまちで統一性に欠けていることなどを指摘され、

再考を求められた。

IACSの８項目のうちの残る５項目についての最終

決定は、当初２００２年９月の予定であったが、作業が

長引いた。特にNKは、ハッチカバーに関連した項目

の技術的妥当性に対する疑問を提起した。「ホールド

フレームの強化」、「ESPの改正」および「船首部の

空気管!通風筒、Small Hatchの強化」を実施した場

合に、貨物倉への浸水のリスクが大きく減少するの

で、ハッチカバーに対して行う対策がどの程度の費

用対効果があるかをさらに詳しく検証する必要があ

ると主張した。また、海難を起こした船のデータか

ら ILLC６６より以前の満載喫水線条約（１９３０年条約）

によって建造された船を除外すると共に、海難時の

船齢の高い船に対しては衰耗腐食等の劣化も考慮す

べきであると主張した。この主張に IACSメンバーも

同意し、ハッチカバーについての FSAスタディが実

施され、その結果、ハッチカバーに対する対策を実

施しても費用に対して効果が少ないことが検証され

た。

２００２年１１月末時点で、「現存船についてのホールド

フレームの強化（切替え基準!補強および塗装基準
についての統一規則が採択された）」、「船首部の空気

管!通風筒、Small Hatch、ウインドラスの据付部の

補強等（統一規則が採択された）」、「現存船について

ブレークウオーター等の設置（IACSとしての検討議

題から削除された）」および「現存船についてハッチ

カバー強度の再評価（IACSとしての検討議題から削

除された）」については一応の結論を得たが、２００２年

１２月に開催される第７６回MSCでの審議の行方によっ

ては、これが覆される可能性を含んでいる。

また IACSの８項目のうち、すでに決定された「貨

物倉浸水警報の設置」については、同様の規定が第

７６回MSCで採択される予定の SOLAS改正案に盛り

込まれており、規定の重複を防ぐため、SOLAS改正

案採択後見直されることとなっており、依然として

予断を許さない状況である。

" 日本海事協会（NK）の対応

NKは、バルクキャリアの安全問題に関し、IACS

の規則には技術的な正当性が必要であるとの態度を

示した。特にホールドフレームの腐食による強度劣

化およびハッチカバーの補強により達成されるリス

クの低減については、研究および検証を繰り返し、

技術的見地から意見を IACS内外へ発信した。

（イ） ホールドフレームの腐食についての研究

ホールドフレームの腐食は、防蝕措置が不完全

な場合には、予想以上に早く進行し、このことが

フレームに支えられている外板の損傷を招き、最

終的に浸水に至らしめる原因となっていることが

認識されている。NKの調査によれば、とりわけケ

ープサイズバルクキャリアによる石炭の輸送にお

いて、石炭は硫黄分と水質分を多量に含むことか

ら、貨物倉内で自然発熱により化学反応を起こし、

水質分が希硫酸化することによって、ウェブフレ

ームなどの船体鋼材を腐蝕させ、腐食に大きく影

響することが明らかにされている。

また、塗装が剥がれた箇所が起点となり孔状の

腐食（pitting dimple corrosion）が進展し、ウェブ

フレーム等の強度を著しく低下させる。しかも腐

食が均一でないため、板厚計測により得られたデ

ータからウェブフレーム等の実態を正確に把握す

るのが必ずしも容易でないことも明らかにされて

いる。

（ロ） ハッチカバーについての NKの見解

NKは、資料６―３１（４．!（イ）$参照）に示す
ハッチカバーに起因する可能性のある海難実態を

十分認識し、また、FSAの考え方を取入れて人命

喪失のリスクを低減するための他の諸対策との相

乗効果についても考慮した。

船の貨物倉が浸水するケースについて、ハッチ

カバー強化の効果を次のように考察した。

# 衝突による浸水

NKは、衝突は通常荒天時には起きないとしてい

る。従って、浸水区画以外のハッチカバーを浸水

での乾舷減少を考慮した荒天時の大きな波浪荷重

に耐えるよう強化することは、衝突による貨物倉

浸水と関連がない。

$ ハッチカバーが損傷することによる浸水

ハッチカバーが起因となる船舶の沈没は少ない。

特に IACS UR!S２１（IACSが作成したハッチカバー

強度の統一規則）に従って作られたハッチカバー

では、青波荷重で崩壊するリスクは ILLC６６に適合

するハッチカバーに比べて小さいと考えられる。

またフォクスル（船首楼）を設置しても、ハッチ
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カバーへの垂直荷重軽減には寄与せず、期待でき

る効果も小さい。

# 船側からの浸水

ホールドフレームの健全性の確保が必要。ホー

ルドフレームの強度を再評価し、ESPにより検査

が確実に実行され、防蝕等の保守が十分に行われ

れば、船側からの浸水のリスクは小さくなり、他

貨物倉浸水時の非浸水区画のハッチカバー強化は

不要である。

$ 船首部通風筒等からの浸水

船首部通風筒等が強化され、検査が厳格に実施

されれば、船首部区画への浸水のリスクは小さく

なり、#と同様な効果が期待できる。

４．わが国における対応

! 当協会の対応

（イ） 基本的な考え方

" 検査の質の重要性

当協会は、検査強化プログラムが導入されたに

もかかわらず、バルクキャリアの浸水事故が続い

ている原因は、検査が適切に船の状態を判断でき

るものとなっていないからではとの懸念を持って

いる。板厚計測も、構造部材の真の強度が判断で

きるよう適切に実施されているのであろうか。残

存板厚が同じであっても、防蝕塗装が完全な場合

とほとんど施されていない状態とでは、評価は異

なるはずである。

バルクキャリアの事故は船齢１５年以上の船に多

く発生している。船体構造に係わる事故は、積荷

〔資料６―３１〕 ハッチカバーを含む閉鎖装等が浸水の原因とされる事故例

事 故 原 因
スモールハンディ ハンディサイズ パ ナ マ ッ ク ス ケ ー プ サ イ ズ

船 齢 事 故 死亡者 船 齢 事 故 死亡者 船 齢 事 故 死亡者 船 齢 事 故 死亡者

ハッチカバ－の損傷が浸水の
最初の原因かどうか不明なも
の

１７
１２
２２
１８
２０
１８
１８
１８
１４
１６
８
７３

ATL
ATL
ATL
ATL
ATL
ATL
ATL
ATL
ATL
ATL
ATL
ATL

１３
５１
２４
２６
５
３１
２４
０
０
２０
２０
２５

１７ ATL ３０

ハッチカバーの損傷が最初の
原因ではないもの

２５
２０

W
ATL

０
０

１８ W ０ １２
［４］

CAS
［ATL］

０
［４４］

青波の垂直荷重のためにハッ
チカバーが損傷したもの

７ ０ １７
３
１４
８
１７

ATL
CAS
ATL
W
W

０
２
０
０
０

１８
１５
１２

W
CAS
CAS

０
０
０

ハッチカバーが波の水平力や
固定不具合のために流された
り落ちたりしたもの

９
２１
２１
１５
１８
３１

ATL
ATL
ATL
ATL
W
CAS

３０
２４
２７
６９
０
０

２４ ATL １７

衰耗、水密不具合、荷役操作
などによる損傷

３９
７
２６

ATL
W
W

３３
０
０

１７ CAS ０

通風筒、小開鎖装置、ロ縁か
らの水漏れなどからの浸水

１６ Ｗ ０ ４
７
８

W
W
W

０
０
０

５
７

W
W

０
０

［４］ ［ATL］ ［４４］

上記以外で船側外櫨などの原
因によるもの

７ ATL ３２ ２３ ATL １８ １７ ATL ０

合計または平均 １１．５ － ０ １６．３ － ４５６ １５．４ － ３５ １４．０ － ７４

事故種別：ATL（全損）、W（浸水）、CAS（損傷のみ）
死 亡 者：行方不明者を含む。FSA研究では死者数の削減を対策の効果として評価する指標としている。
［ ］ 内標記はダービシャー号。
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の種類、積付コンディション、遭遇した海象等、

船の使われ方も影響するであろうが、船が新しい

ときには起きないということは、船の手入れが不

十分であったり、検査が適切に船の状態を把握し

ないままに船級証書が発行されてしまった可能性

も否定できない。

検査の時期を早めたり、間隔を短縮すれば検査

の機会は増加すると考えられるが、船主にとって

は検査準備など煩わしいばかりか稼働率が下がる

ばかりである。重要なことは「定められた検査時

に、適切な方法で検査し、構造部材の状態を判断

できる有能な船級検査員により質の高い検査が実

施されること」である。

板厚基準をいくら強化したところで、衰耗の状

態を的確に判断できなければ、修繕の時期も判断

できないことになる。IACSはまず第一に検査の質

の向上に取り組むべきである。

' ハッチカバーの取り替え

IACSの８項目および IMOで審議中の強化策の

中で、既存船に適用すれば費用が莫大であるばか

りか、安全性向上の効果が疑われるのがハッチカ

バーの問題である。

英国を中心とする国際グループとわが国が実施

した総合的安全性評価研究から、両グループが挙

げたハッチカバーを含む閉鎖装置が浸水の原因と

される計４７例を原因別、船型別に一覧表にしたも

のが資料６―３１（前掲）である。この表からは以下

のことが読み取れる。

! 明らかにハッチカバーが最初の原因とされ

る全損（ATL）または死者を伴った重大事故は

３件しかなく、船型はいずれもハンディサイ

ズで、死者はそのうち１件で２名のみである。

" また、重大な事故には至らなかったハッチ

カバー損傷のケースは３件あるが、船型はい

ずれもケープサイズで、そのうち１件（船齢

１８年）で浸水しているものの、他の２件（船

齢は１５年と１２年）では浸水しておらず、死者

は発生していない。

# しかしながら、ハッチカバーそのものの崩

壊ではなく、ハッチカバーが外れたり、ハッ

チコーミングが損傷を受けることが最初の原

因とされた事故が５件あり、そのうち４件が

ハンディサイズ（船齢は９年、１５年はそれぞ

れ１件、および、２１年が２件）、１件がパナマ

ックスサイズ（船齢２４年）である。

$ ハッチカバーが浸水の最初の原因かどうか

不明なものも含め、ハンディサイズの事故が

多い。（ただし、ハンディサイズは船の数も多

い）

% いずれの事故も船齢の高い船に多い。

以上のように、ハッチカバーそのものが浸

水の原因となる事故は多くはないことをデー

タが示している。

( ハッチカバーに関連する事故への対策

ハッチカバーに関連する事故としては、以下の

３通りがあり、それぞれのケースに対する効果的

な対策は次のとおりである。

Case１：ホールド浸水によるハッチカバーの崩壊

→船側外板の損傷防止

Case２：水平荷重によるハッチカバーの移動、ハ

ッチコーミングの損傷

→ハッチカバーの固定、コーミングの強化

Case３：垂直荷重による崩壊

→ハッチカバーの強化

当協会は、事故実態のデータから、ハッチカバ

ーに関連する事故は全体的割合がそもそも小さい

うえに、上記&および'の対策が講じられること
により殆どが防止されると思われ、特に既存船の

ハッチカバーの取り替えを強制することは費用対

効果の面からも正当化されないと考えている。

) 船級協会のあるべき姿

バルクキャリアの海難事故は、船体が沈没し、

全乗組員も犠牲になる場合が多いため、原因の究

明が困難なことが多い。また、統計的に高齢船に

事故が多いことから、構造的な欠陥が疑われてい

る。しかし、登録船級協会は、検査時点では構造

規則を満足していたとして、常に原因不明という

結論を導き出す。

このことが、フランス沿岸に重油汚染をもたら

した老齢タンカー「エリカ号」や、２００１年末に沈

没したケープサイズバルカー「クリストファー号」

等の事故対策として、政治的なパフォーマンスを

重視する IMOに、事故との因果関係が明確とはい

えないシングルハルフェーズアウト化の前倒しや、

考え付く安全対策を手当たり次第に講じさせるこ

とになるのである。

一方、IACSの安全強化策も合理性という意味で

は IMOと大差ない。船級検査の妥当性・有効性を
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棚に上げ、基準を強化すれば事故は減少するとし

て、すべての負担を船主や造船所に課している。

２００２年６月２４日にパリMOU事務局は、欧州地域

におけるポートステートコントロールの２００１年の

結果をプレス発表し、その際、船級協会は旗国に

よって船舶を差別し、ダブルスタンダードを運用

していると非難した。さらに、“船級協会は、もは

や船をクラスファイ（区別）する協会ではなく、

商売に明け暮れ、サーティファイ（証書を発給）

しているだけだ”との批判も聞かれる。

今回の安全強化策を既存船に対して実施した場

合、安全確保の責任・義務を船主が怠ったペナル

ティと言わんばかりに、１隻当たり約１億円もの

資金を船主のみが負わなければならない。しかし、

それまでのルール運用の不備は不問となっている。

したがって、当協会は、船級協会による適切な

検査と的確な判断を第三者機関として実施できる

という本来の役割を果たして欲しいと考えており、

また、船級協会による正しい事故原因の技術的解

明が合理的な対策を策定させるものと信じている。

さらに、IACSの各メンバーは、一致協力して真に

技術的側面からの安全対策を業界に提案し、バル

クキャリアの安全に貢献することが求められてい

るのである。

（ロ） IACSの８項目の安全強化策

当協会では、２００１年末、日本海事協会に対し、

バルクキャリアの事故原因に関する調査とその防

止対策の徹底を求めるために、随時意見交換を実

施し、当協会の考え方を申し入れた。さらに、IACS

が２００２年３月に発表した安全対策に関しても、そ

の必要性と効果をIACS内部で慎重に検討し、特に

既存船に対しては大きな影響が出ないよう働きか

けてきた。

NKから２００２年２月の工務委員会に説明のあった

IACSのバルクキャリアの安全強化策に関する情報

に基づき、IACSの動きをけん制するために３月１３

日に「これまでの安全対策」、「ケープサイズバル

クキャリアーの問題点」、「ESP（検査強化プログラ

ム）の重要性」等の実情を挙げ、大型バルクキャ

リアの安全対策は ESPの完全な実施をいかに実現

するかを中心に検討されるべきであるとともに、

真に船の安全に必要な追加措置および船の状態を

適切に維持するための必要な対応については前向

きに検討していきたい旨のロイズリストインタビ

ューを受けた。

２月下旬にロンドンにおいて、３月中旬に香港

において、IACSと INTERCARGO、ICS等の船主

団体がバルクキャリアの運航に力点をおいた構造

について新造船の設計コンセプトを検討している

グループ IACS JWG!BCS（Joint Working Group

!Bulk Carrier Safety）が開催された。香港会合に

ついては、INTERCARGOが事務局を行っていた関

係上、INTERCARGOメンバーである当協会メンバ

ー船社と ICSメンバーである当協会が出席を要請

されたため、８項目の安全対策のけん制と情報収

集の目的で会合に参加した。

４月に IACSにおいてバルクキャリアの新造船の

設計コンセプトを各船級協会で構成している IACS

SC! BCS（ Steering Committee! Bulk Carrier

Safety）が東京会合を持つ機会を利用して、同代表

団を招き、８項目の対策の真意を正すために、優

先順位やその論拠を問いただし、基本的には８項

目の強化策には反対であり、現行規則に定める検

査を適切に実施すれば事故は防げるはずであると

の日本船主の意見を伝えた。IACS側からは、業界

との意見交換を大切に考えるとしながらも、８項

目の対策は IMOの第７４回MSCへ IACSが提出した

FSAの結果に基づくものであり、すべてがそろっ

てはじめてバルクキャリアの安全が確保できるの

で、重要案件として取り組むことになる旨の一方

的な回答であった。

その後、IACSの進捗状況について随時NKから

情報を連絡してもらうとともに、意見交換を行っ

て、IACS内部におけるルール改正が合理的なもの

となるよう働きかけた。

さらに、９月６日には、IACS新会長 Alan Gavin

氏（アラン・ギャビン氏、ロイズ船級協会）を招

き、８項目の中でも、上記４．!（イ）に記載の基
本的な考え方に基づき、特にハッチカバー荷重強

化の必然性、海水打ち込み検証の模型試験の妥当

性、ハッチカバー事故解析の精度等を中心に、反

対意見を表明し、提案の取下げを求めた。

（ハ） 国際海事団体へのはたらきかけ

９月６日の IACS会長との会合の後に、９月１６日

にロンドンでIACS!INTERCARGO!BIMCO!ICS

の会合が開催されたため、上記基本的な考え方を

ICSを通じて再度 IACSへ働きかけた。

９月中旬には、バルクキャリア問題に関する日
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本政府の提案文書が提出されたことから、その理

解を ASFメンバーへも連絡した。

# 日本造船研究協会の対応

日本造船研究協会は、IMO第７１回MSCにおいての

決定に対応するために、１９９９年７月に日本海事協会

（NK）、海上技術安全研究所、国土交通省（旧運輸省）、

造船所、船社（当協会）等により構成された部会を

立ち上げた。

事故統計の解析、コスト効果、RCOの分析等につ

いて、FSAの手法によって客観的に整理をおこなっ

た。

その結果、英国政府によって提案されている要件

は、全く純科学・技術的な裏づけに則ったものとは

言い難く、英国内における２０００年１１月に発表された

RFI報告書によって示された勧告の法的拘束力にのみ、

よりどころを持っており、結果優先であるといわざ

るを得ないものであることが判明した。

英国によるハッチカバー荷重アップの提案は、IACS

によって１９９８年に強化された現行 UR!S２１（１９９８年７
月１日以降の建造船に適用されている IACSのハッチ

カバー強度基準）の求める荷重を大幅に超える提案

でありについては、資料６―３１に示す事故解析の結

果からも明白なとおり、垂直荷重不足を原因とした

事故は稀であり、さらに UR!S２１適用船では全く事故
例がないことと矛盾すると考えられる。

一方、船首最小乾舷高さの算式の検討や海水打ち

込みの荷重解析等については、ILLCの改正作業と密

接な関係を持っているので、同協会において IMO

の復原性・満載喫水線条約・漁船安全小委員会の国

内対応を検討している部会が担当した。本件は、船

体運動解析や模型実験が重きを占めることから、海

上技術安全研究所（旧国土交通省船舶技術研究所）

が中心となって、造船所から提供される船舶の設計

データに基づき解析が進められた。

事故解析および英国提案の模型試験の検証実験か

らハッチカバーの打ち込み荷重については、打ち込

み波の運動特性に注目し、計測最大値から打ち込み

波に動的係数（ダイナミックファクター）を割り引

いた UR!S２１とほぼ同等の荷重を得た。
わが国は、英国提案の問題点を指摘するとともに、

わが国での検討結果に基づいた方針を固めた。

６・６・２ 検査のためのアクセス設備の強
制化

大型タンカーやバルクキャリアなどの船倉内部の広

大な貨物スペースを確保している隔壁や船体構造部材

の検査、特に甲板の裏など船底から高い位置の検査は、

タンカーにおいては船倉に水を漲りボートを浮かべて

実施しており、バルクキャリアにおいては高所作業車

を貨物倉に運び入れるなど、特別の準備が必要である。

エリカ号事故を契機に検査の確実な実施を目的とし

て、国際海事機関（IMO）では、船倉内部等の検査箇所

へのアクセスを容易にするための設備（通路や梯子な

ど）の強制化が審議され、概略以下の規則案が２００２年

５月第７５回海上安全委員会で承認された。これらは、

同年１２月に開催される第７６回海上安全委員会において

採択される予定である。

" 適 用

２００５年１月１日以降新たに建造される総トン数５００

トン以上の油タンカーおよび総トン数２万トン以上

のバルクキャリア

# 貨物倉等へのアクセス設備の設置

旗国、船主や乗組員等が船舶の構造部材の検査や

板厚計測を実施できるよう、貨物倉、貨物油タンク、

バラストタンク等に交通設備を設置する。

$ タンカーのカーゴタンク

タンカーのカーゴタンク内の検査にはボートが

利用されるが、デッキ裏（タンク内から見て天井）

には原則としてすべての甲板横桁に通路を設置す

る。各甲板横桁および縦通隔壁で囲まれた区域に

甲板上からアクセスするためのマンホールや梯子

等を設置した場合には、ボートによる検査が可能

として通路の設置が省略可能となるが、少なくと

も１タンク当たり３本の通路が求められる。また、

船の前後方向の構造部材を検査するため、縦通隔

壁の骨部材がある側に、デッキ裏から下１．８－２．５

!の範囲に１本の通路を設ける。
% バルクキャリアのカーゴホールド

バルクキャリアのデッキ裏には、横方向の少な

くとも３本の通路を設ける。ただし、原木を輸送

する船舶は、これにより通路が壊される恐れがあ

るとの認識から、当該輸送に従事すると見られる

二重底頂部からデッキ裏までの高さが１６!以下（約
５万 DWTの船舶が相当）のバルクキャリアは高所

作業車等の利用が認められる。
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また、倉内横肋骨（フレーム）および上部肋骨

肘板については、フレーム総数の２５％に固定アク

セス設備（梯子）を設ける。

わが国は、カーゴホールド内の固定アクセス設

備の設置については、貨物および荷役作業による

アクセス設備の損壊、荷溜まりによる船体部材の

腐食、メンテナンスコストの増加等のデメリット

を挙げ反対した。また、倉内横肋骨への設備につ

いては代替案（建造時は１ホールド当たり片面３

本とし、第２回定期検査までに２５％の設備を取り

付ける）を提示しており、次回会合で検討される。

" 貨物倉、貨物油タンク、バラストタンク等への安

全な進入方法

貨物倉、貨物油タンク、バラストタンク等へは、

外から直接、安全に進入できる経路を確保する。各

貨物倉および長さ３５$以上の貨物油タンクについて
は、少なくとも２経路を設置する。

# Ship Structure Access Manualの備付け

船舶の各区域へのアクセス設備・手段について記

述し、主管庁により承認される「Ship Structure Ac-

cess Manual」の船舶への備付けを義務付ける。同マ

ニュアルには、各区域への進入方法、各区域内のア

クセス設備が示されるほか、すべてのアクセス設備

の構造強度を維持・検査するためのガイダンス、検

査に用いるボートなどの安全な使用に関するガイダ

ンスなどが盛り込まれる。

６・６・３ 舶用燃料油対策

! 舶用燃料油規格への対応

舶用燃料油の唯一の国際規格として ISO８２１７が慣用さ

れている。

同規格は石油危機後、舶用燃料油の低質化が急速に

進行する状況の中で、石油業界が中心となって、将来

の低質化を見込んで制定された補油燃料油規格であり、

舶用の内燃機関とボイラー用燃料油に適用される。

一方、国際燃焼機関会議（CIMAC : the International

Council on Combustion engines）の「ディーゼル機関の

燃料油品質に関するリコメンデーション」（Recommen-

dations regarding requirements for heavy fuels for die-

sel engines）は、ISO８２１７が成立したのとほぼ同時期に

同様の趣旨で制定された。同リコメンデーションは、

舶用および陸上用のディーゼル機関用燃料油の補油性

状を対象としている。制定メンバーの多くが ISO８２１７制

定メンバーであるため、推奨値等は ISO８２１７とほぼ同様

の内容となっており、エンジンメーカーの知見が充分

に生かされていない。

このように ISO８２１７および CIMACの「ディーゼル機

関の燃料油品質に関するリコメンデーション」は共に、

石油業界の意向が強く反映された製造規格に類する規

格であり、ユーザーが安全に使用できる燃料油規格で

はない。したがって、今後の改正にあたっては、船主

が燃料ユーザーという立場から適切な指摘をすること

が重要である。

１．舶用燃料油規格 ISO８２１７CD（Committee Draft）の

審議

今まで国際標準化機構（ISO）!第２８専門委員会（TC

２８）!第４分科委員会（SC４）!第６作業グループ
（WG６）において、技術専門家によって検討されてき

た舶用燃料油の国際規格 ISO８２１７は、２００１年１１月に委員

会原案（CD）となり、２００２年３月に投票へかけられた。

その結果、SC４に参画している２３カ国のうち、わが

国を含む１５カ国が投票し、１４カ国が賛成したため、国

際規格案（DIS）の作成が承認された。

ただし、当該１４カ国中９ヶ国が意見付き賛成の態度

を示したため、技術専門家で構成されるWG６が２００２年

５月に招集され、それらの意見をどのように DISへ反

映するかについて検討した。同会合においては、廃油、

硫黄分、アルミ・シリコン（Al+Si）、燃料サンプリング、

規格表、酸価等について審議が行われた。

わが国は、従前から指摘している廃油混入の制限値、

硫黄分、アルミ・シリコンについて指摘した（船協海

運年報２００１参照）。

! 廃油問題

（イ） 廃潤滑油（ULO）混入禁止についての継続検討

当協会の働きかけにより、わが国から廃油問題

について、!廃潤滑油以外の廃油、廃棄物の混入
を禁止する措置を講ずること、"船舶の安全およ
び環境保全の観点から、留出油（軽油、Ａ重油）

の規格表（表１）、残さ油の規格表（表２）に示さ

れた数値の見直しを引き続き検討するよう要請し

た。

しかしながら、!の廃棄物に関しては、ドラフ
ト検討段階で十分考慮されていること、また ISO

!CD８２１７の一般要件を規定している第５条および

MARPOL附属書#で燃料の品質を規定している第
１８規則において、追加物質や化学性廃棄物（Chemi-

! 海上安全対策
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cal Waste）の混入禁止事項は具体的に明記してい

るとして、さらに、留出油の規格表および残さ油

の表中の全ての制限値に関しては、将来にわたり

常に見直しを要するが、現時点では変更しないこ

ととされた。

（ロ） 廃油混入制限の明確化

規格本文３．一般的な要求事項の中に廃潤滑油

を含んではならないことが明記された。また、廃

潤滑油の混入判定については、「燃料は ULOを含

んではならない。Znまたは P、Caの１つ以上の値

が、Zn max１５$"%、または P max１５$"%、また
は Ca max３０$"%以下の場合は、ULOを含んでい

ないとみなす。」が規格表に記載されることとなっ

た。さらに、舶用燃料油中の廃潤滑油を情報提供

している Annex Hに「Zn＞１５$"%かつ P＞１５$
"%かつ Ca＞３０$"%の場合のみ、燃料は ULOを含

むものとみなす。」とする廃潤滑油含有の条件を脚

注に追加した。

船主としては、燃料は ULOを含んではならない

という大前提が明確化されたことを歓迎できる。

しかし、Zn、P、Caのいずれか１つでも制限値以

下であれば、ULOがないものとして判定されるこ

とは、Zn、P、Caのいずれか１つを制限値以下ま

で下げさえすれば ULO混入を可能とさせるので、

規格において意図しない結果を誘発することを懸

念せざるを得ない。

" 硫黄分およびアルミ・シリコン

日本舶用工業会の働きかけにより、わが国から、

!硫黄について「シリンダ油の選定に当っては、ス
カッフィングを防止するため、燃料油とのマッチン

グを取ること」との脚注を加えること、"Al+Si（ア

ルミ＋シリコン：触媒）については「燃料の選択に

当っては、船舶に設備されている燃料前処理システ

ムの能力を考慮すべき」とする脚注を規格表へ追加

すること等を要請した。

!のスカッフィングについては、燃料のみの問題
ではなくエンジンや燃料等の取扱いと密接に関係す

るエンジニアリングマターであるため、規格表の脚注

に付加するには不適当であるとして受理されなかっ

たものの、将来は規格本文の補足に相当する Annex

（附属書）へ含める可能性があるとされた。

また、"の Al+Siに関しては、本規格においては、

燃料油に対する適切な前処理の実施が前提であると

明記されており、この指摘は前処理の適否に影響さ

れることなので規格では言及できないとされた。

以上のように、燃料油規格の改善については、今

まで日本から技術的なアプローチをしても、なかな

か理解されないのが実情である。したがって、２００２

年５月からは、日本からエンドユーザーである当協

会の代表も会合へ出席し、合理的な規格作りの活動

を行っている。

２．国際燃焼機関会議（CIMAC）燃料油規格への対応

CIMACの重質燃料油 作業部会（Heavy Fuel WG）

において「ディーゼル機関の燃料油品質に関するリコ

メンデーション」の技術的な検討が行われている。

CIMACにおける燃料油のリコメンデーション（推奨

燃料性状）は１．で述べたように、将来の燃料油の低

質化を見込んで制定されたものであり、ISO８２１７と類似

している。両WGは強い関係を持っており、CIMAC

WG“HF”は ISO TC２８!SC４!WG６より依頼を受け

技術検討を行っている。ISOWGはその結果をISOの試

験法等と整合させ、燃料の規格化を図っており、両会

合は相前後して開催される。

CIMAC Heavy Fuel WGは、２００１年１０月と２００２年５月

に開催された。検討状況は以下の通りである。

! ディーゼル機関の燃料油品質に関するリコメンデ

ーション

２００２年５月の会合では、ディーゼル機関の燃料油

品質に関するリコメンデーションについて若干の修

正が行われたが、CIMAC事務局は２００２年５月までに

提案された問題の中で結論の得られた事項を以って

今回の改正の審議を終了したいとの意向を示した。

また、議長は、わが国の調査・提案（ユーザーやエ

ンジンメーカーの意見に基づいて決定されるべきと

の提案、廃油問題に関する調査・提案等）を高く評

価した。

（イ） 廃油混入問題

２００１年１０月の会合において、わが国は廃油混入

に関する当協会の調査結果を報告し、!廃油混入
の指標である Ca、Z、Pの制限値が高過ぎること、

"補油地域により混入状況に大きな違いがあるこ
と、および#規格全般について船舶の安全運航お
よび環境に影響の少ない、よりエンジンに適した

規格を希望すること等を挙げ、再検討を求めた。

しかしWGは、すでに議論し尽くされた結果であ

るとの立場をとった。

しかし、２００２年５月の会合においてわが国は、

! 海上安全対策
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廃油問題に関して廃油混入の実態調査（地域別の

Ca、Zn、P等の調査）をWGにおいて６ヶ月から

１年程度の間隔で定期的に実施すべき旨を提案し

再審議を求めた。また地域特性に関し、燃料分析

機関であるデットノルスケベリアタス ペトロリ

ウムサービス（DNVPS）より、欧州と北米地域に

おいて Znを多量に含有する燃料油が高い頻度で供

給されていることが示された。

これらの結果、Ca、Z、Pの規制値の見直しおよ

び廃油混入の地域特性調査を実施することが同意

された。ただし現段階では燃料油中の Ca、Z、P

の公的分析法が確立されていないので、これらの

見直し作業等は公的分析法確立の後に実施される

こととなった。さらに、廃潤滑油および有害物質

を混入させてはならない旨が規格表の脚注へ追加

されることとなった。

（ロ） アルミ（Al）・シリコン（Si）

２００１年１０月会合において、アルミナ（Al）とシリ

カ（Si）について、日本より「Al+Si≦７～１５ppm」

とすべきとする提案を改めて行った。その結果、

２００２年５月の会合において、Al＋Siに関する注意喚

起の必要性が認められ、規格表に触媒（Al＋Si）の

情報を提供している ANNEX３を参照すべきことと

する記載が盛り込まれることとなった。

（ハ） 燃焼性

２００２年５月の会合において、舶用燃料油の着火

性の情報提供を記載している ANNEX６に関し、燃

料の着火性・燃焼性には不明な部分が多いため、

より多くの情報を提供する目的で、CCAI（燃料成

分から燃焼性を推定する式）だけでなく、定容燃

焼試験装置のような燃焼実験の評価も参考情報と

して追加されることとなった。

（ニ） 酸価

２００２年５月の会合において、舶用燃料油中の酸

価値の情報提供を記載している ANNEX９に関し、

DNVPSの経験によれば、酸価値が１０では腐食性を

有している場合があるため、腐食性の問題がない

と判断できる３へ変更することとした。

（ホ） バナジウム（V）とナトリウム（Na）

２００２年５月の会合において、残さ燃料油中にお

けるＶと Naの情報提供を記載している ANNEX

７へ高温腐食防止の目的で給気の湿度、過給機入

り口排ガス温度の上限等に関する注意喚起が追加

されることとなった。

! 前処理装置に関するリコメンデーションの改訂

２００２年５月の会合において、前処理装置装置のリ

コメンデーションの改訂は、次のように進めること

とされた。

" ９つのWGを設けて、検討する。

# 全体の取りまとめは、アルファラバル（清浄機

メーカー）が担当し、日本からは当協会メンバー

が燃料処理（添加剤）の検討に参加することとな

った。

３．燃料油前処理装置に関するリコメンデーションの

検討準備

上記１．のとおり、現在審議過程にある ISO!CD

８２１７の SCOPEに「CIMACの燃料油の前処理を行うこ

とが大前提」とする記述が加わった。また、上記２．

のとおり、同様に間もなく発行予定の CIMAC「ディー

ゼル機関の燃料油品質に関するリコメンデーション第

４版」では「当該リコメンデーションは使用に先立ち、

適切な処理を施す前の配達時点における燃料に適用す

る」旨の記述が明記された。

さらに、１９８７年に発行された CIMACの「燃料油の前

処理に関するリコメンデーション（タンク配置、配管、

清浄機、フィルター、ホモジナイザー等の設置）」が陳

腐化したことなどから、同リコメンデーションの見直

し作業が開始された。

これに対応するため、日本舶用工業会（舶用工）の

舶用燃料油検討小委員会では「燃料油の前処理に関す

るリコメンデーション」改正の国内検討を開始した。

同委員会が CIMACの「燃料油の前処理に関するリコメ

ンデーション」の見直し作業にどのように取組むべき

かの方向性を決定するため、燃料!機器ユーザーであ
る船主の考えについて、当協会は意見を求められた。

これに対し、当協会は燃料油そのものについての考

え方も含めて、以下の主旨の意見を舶用工へ提出した。

グループ 解 説 内 容

１ 前処置システムの定義

２ 燃料の性状

３＋４ 全体の処理、システム、タンクについての配置

５ 燃料清浄システム

６ 燃料コンディショニング（状態調節）システム

７ スラッジ処理システム

８ 燃料処理 （添加剤）

９ サンプリング

! 海上安全対策
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（イ） 当協会意見

! 「舶用燃料油はゴミに等しいが、通常ゴミを生み

出した者がその応分の処理を行っている」とする

考え方が以前より各方面で指摘されている。しか

し、これらの残さ油が低コストで入手できて有効

に使用できることが船舶の運航コスト低減に貢献

していることも事実であり、一定の性状を維持し

ている限りは「ゴミ」と称して避けるべきもので

はない。

この一定の性状を規定するのが CIMACであり、

また ISOなので、ここでの規格の妥当性に関して

積極的に発言していくために、海運・造船国であ

る日本のメーカー・造船・船社などの各業界団体

が協力して取り組むべきである。

" 燃料油に起因したトラブルが発生すると船社が

被害を被るが、そのような燃料油を避けることば

かりが唯一の対策とはいえない。低質油にも程度

があり、一定の基準を満たしている低質油であれ

ば、使用可能な燃料である。対策としては燃料油

規格の変更、前処理装置、あるいは粗悪油対応可

能なエンジンで対応していくかなどの方法が考え

られ、関係業界すべてが関係する。この点を認識

し、相互協力体制を取りつつ対 CIMACなど対外的

に活動すべきと考える。

# 日本舶用工業会が「前処理装置」の検討を進め

るに当たっては、舶用燃料油を使用する場合、適

正な舶用機関運転のためには「前処理」を避けて

通れないという実情に鑑み、当該機関を製造して

いる立場としても、燃料の「前処理」と「燃焼」

という総合的な観点から、その責務は重要である。

（ロ） 日本舶用工業会の方針

日本舶用工業会は、当協会のみならず日本造船

工業会や燃料油前処理装置メーカー等からも広く

意見を聴取し、以下の基本認識を踏まえ、今後の

活動方針を整理した。

! 基本認識

! リコメンデーションの燃料性状の上限以上のも

のが供給されれば、機関および周辺機器へ悪影響

を及ぼすケースが予想されるが、常にそのような

燃料が供給されるのではなく、トラブルは散発的

に発生するに止まっている。燃料成分が原因とな

るトラブルは、供給者責任が明確でないため、エ

ンジンメーカーまたは船舶オペレーターが被害を

被り、経済的負担を負わされるケースが多い。

一方、燃料規格内にある燃料であっても、必ず

しも運転の安全が確保されているわけでなく、規

格の精度が非常に曖昧である。そのため、エンジ

ントラブルが燃料性状に原因するものか、エンジ

ンの設計や取扱いに起因するものなのかを特定で

きない場合がある。そのような場合、ほとんどの

ケースでエンジンの製造者責任を問われることと

なり、公正を欠いた取扱いとなっている。

" したがって、日本舶用工業会は、CIMACが作成

しようとしている前処理の解説書「前処理装置装

置のリコメンデーション」の発行が燃料性状の問

題点の解決のために、効果をもたらすことを期待

する。

" 活動方針

! CIMACのディーゼル機関の燃料油品質に関する

リコメンデーションの第４版も ISO８２１７の改訂作業

も審議をほぼ終了した。これまで、これら規格の

国内審議は、公平性を欠き、燃料ユーザーの考え

方を反映し難い環境にあった。そのため、２００１年

より燃料規格の国内検討を日本内燃機関連合会（日

内連）が運営することとなり、燃料ユーザーの立

場からエンジンメーカーが意見を働きかけやすい

環境が整った。したがって、CIMACの前処理装置

に関するリコメンデーションの検討に当たっては、

現行の前処理に関するリコメンデーションを雛型

として、燃料油の前処理に関する問題点を抽出し

た上で、燃料油問題を取り扱っている同工業会舶

用燃料油検討小委員会において、同リコメンデー

ション案の検討準備を進めておく。

" 日内連より最新の同リコメンデーション案を入

手次第、同小委員会にて検討作業に着手する。

! EU指令による低硫黄燃料油規制

１．欧州の低硫黄燃料油規制

欧州理事会指令１９９９!３２!ECは、１９９９年４月２６日に

欧州域内の SOx規制を目的として作成され、ガスオイ

ルについては、次が規定されている。

“欧州連合（EU）加盟国は、それらの領域内で、ガス

オイル（含む舶用ガスオイル（ISO８２１７で定義される留

出油：軽油およびＡ重油））が下記の条件を確保するた

めにあらゆる必要なステップを講じなければならない。

―２０００年７月から、硫黄含有量０．２（重量％）を超え

るものを使用しない

―２００８年１月から、硫黄含有量０．１（重量％）を超え

! 海上安全対策
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るものを使用しない”

この指令は、２０００年７月にすでに発効されているも

のの、資料６―３２の通り、一部の国においての取り組

みに留まっている。

２００１年秋に ICS（国際海運会議所）が同指令に関する

各国の取り組みについて調査したところ、それぞれの

国の運用に統一性が図られていないことが判明した。

ICSは、特に EU域外から EUへ入域し、その後 EU

域内の航海に従事する船舶に対する取扱いに関し、EU

各国へ働きかける目的で、次の解釈を作成した。

“EUと第３国との間で輸送活動に従事している船舶

に関しては、EU域外で補油したガスオイルは EU域内

で継続して使用可能だが、EUで補油する際には、当該

指令に適合したガスオイルを補油しなければならない。”

しかし、オランダ政府が「EUと第３国の単純なピス

トン輸送では ICSの解釈を容認できるが、次の寄港地

が EU域内にある場合には、指令に適合するガスオイル

を使用しなければならない。」とする解釈を ECへ確認

したところ、ECは次の通り同国解釈に理解を示した。

"EUと第３国の単純なピストン輸送では対象外

"EU域内において、EU加盟国での最初の港に入港

するまでは、どこで補油した舶用ガスオイル（留

出油）も使用可能。その後、引き続き EU域内を航

行する場合には、EU域を出るまで、硫黄含有量が

０．２％以下の舶用ガスオイルを使用しなければなら

ない。

"指令の決定的な法解釈については、各国の法廷で
第一に取り扱い、欧州司法裁判所では第二番目と

なる。

"EU加盟国が与えた解釈に従って指令を実行するこ

とが強く促されている。

"その指令の環境への効果および実効性を見直し、
さらに、適切なる改正の提案も考慮する。

２．船主団体による ECへの働きかけ

ICSは、上記 ECの回答に対応するため、２００２年２月

に欧州船主協会（ECSA）、国際独立タンカー船主協会

（INTERTANKO）などと協力し、「地域ルールを導入す

るよりも、国際的な規則の妥当な執行を確実にするた

めに、MARPOL条約付属書!と同調して、燃料油の全
てのグレードに対して、SOx排出規制地域の１．５％硫黄

分についての統一規格を策定するというような、取り

組みをすべし。」とのコメントを ECへ提出した。

その内容に鑑み、ECは当該指令の修正案を２００２年４

月初旬に以下のとおり提示した。

"指令は、現時点では舶用重油（HFO）に適用され

ない。

"船舶は EU域内（海を含む岸と内陸の水路からの１２

マイル領海）において、船用軽油を使用する限り、

その燃料の硫黄分が０．２％以下を確実とすること。

ただし、留出油規格には全部で４つのグレード

があり、そのうち重質の２つ（A重油相当：DMB

と DMC）は１．５％以下。軽質の２つ（軽油相当：

DMXと DMA）は２００５年までに０．２％とする。

"SOx排出特別地域においては、すべての舶用燃料

は２００５年１月１日までに１．５％以下の含有量としな

ければならない。内陸の水路および加盟国の港湾

において、加盟国は国際航海および国内航海の船

舶に対し、２００５年までに０．２％以下（２００８年までに

０．１％以下）の舶用燃料油のみ使用できることを確

実にすること。SOx排出特別地域に英国海峡を加

える。

これに対し、ICS、BIMCO、INTERTANKOおよ

び ECSAは以下を主旨とするコメントを４月に欧

州委員会の環境総局（DGENV）へ提出した。

"燃料油の全てのグレードに対し、SOx規制特別地

域（すなわちバルト海、北海とイギリス海峡）で

の１．５％硫黄含有の統一標準を要求する指令が将来

的に最も実際的で効果的な方法である。（MARPOL

条約附属書!が規定している SOx規制特別地域は、

バルト海、北海）

"さらに、産業界は現在の SOx規制特別地域外の全

ての欧州経済地域内の港で１．５％の硫黄分レベルを

適用するというロジックは理解できるが、新しい

SOx規制特別地域の策定については、国際的な取

り組みを行う IMOを通じて促進されることを提案

する。

"全体に渡って１．５％を求めることは、環境対策のコ
スト効果をかなり向上させ、この低硫黄含有舶用

重油（HFO）のヨーロッパおよび世界市場の創設

をさらに容易にさせる。

"ヨーロッパ地域の大気汚染対策でも、地域規則は
硫黄と粒子状物質（PM : Particulated matter）に関

して取り組むことになると思われる。

"船が居住地域に隣接する港に着岸する場合には、
０．２％の硫黄分が幾分か求められることはやむを得

ないが、海陸貨物の交換する荷役地域が近年では、
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居住地域から遠く離れた巨大ターミナルに代わっ

ているケースが多く、その場合には０．２％の要件は

過剰であろう。さらなる研究が必要である。

しかし、その後ECからは具体的な改正についての報

告はなく、２００２年１０月３０日時点で改正指令は発行され

ていない。

! シンガポールにおける補油問題

２００１年９月から１１月にかけて、シンガポールにおい

て補油した船舶において、同燃料油に混入された有害

廃棄物に起因する機関故障が多発した。この有害物は、

ジメチルエステルという工業用洗浄剤である。

１．当協会の対応

当協会会員会社が本問題に巻き込まれたことから、

当協会は２００２年２月に、シンガポール海事港湾庁（MPA）

に対し、原因追求および再発防止を要請する以下の意

見書を提出した。

!機関トラブルを起こした船舶はシンガポールで補
油し、事故後に燃料を調査した。その結果、シン

ガポールのバンカー供給者チェーンの中の何者か

によって、燃料に決して添加されることもなく、

通常の燃料油規格（ISO８２１７）のパラメーターにも

ない廃棄化学製品の成分が混入され、それがトラ

ブルの原因であることが明らかにされた。さらに、

４隻でもシンガポールで補油された燃料油の中に

当該廃棄化学製品が発見された。

!シンガポール海峡のような船舶交通の輻輳する峡
水道や海峡通過時に何らかのエンジントラブルが

発生した場合、重大災害へつながる。

!船舶と補油バージ間の補油数量の争議や「カプチ

〔資料６―３２〕

２００１年１１月２３日時点での、EU加盟国における１９９９!３２!ECの施行実態（ICS（０１）３９ANNEX仮訳）
Ｅ Ｕ 加 盟 国 第４章第１項

ＥＵ加盟国は、ガスオイル（含む舶用ガスオイル）が、それ
らの領域内で、下記の条件を確保するためにあらゆる必要な
ステップを講じなければならない。
―２０００年７月から、硫黄含有量０．２（重量％）を超えるものを
使用しない

―２００８年１月から、硫黄含有量０．１（重量％）を超えるものを
使用しない

第１章第２項!
当該指令は、第３国とEU加盟国の国境間を航行する船舶に
よって使用される舶用ガスオイルに適用される必要はない。

オーストリア

ベ ル ギ ー 使用のみならず、販売の観点でも禁止。

ド イ ツ

デ ン マ ー ク 指令に従う。 指令に従う。

ス ペ イ ン 領域内で禁止されている class Bガスオイルの海事使用。 第３国免除は含まれない。カナリー諸島を免除。

フ ラ ン ス 漁船燃料と軽質舶用ディーゼル油に対して、ルールを分けて
いる。両者は非適合燃料の取引、販売と使用を禁止されてい
る。

２つのEU港を海運リンクを請負っている船舶に積むことを
予定している炭化水素の混合物として軽質舶用燃料油を定義
している。
外航部門を免除。

フィンランド 指令に従う。 指令に従う。

ギ リ シ ャ 指令に従う。 指令に従う。しかし、全てのギリシャ領域は免除。

イ タ リ ア

アイルランド 指令に従う。 指令に従う。

ルクセンブルク

オ ラ ン ダ 命令は以下を適用。
"領海内の全ての船舶；オランダ沿岸から１２マイル以下
"EU域外の全ての港から最初のオランダの港に到着する場合
―高い硫黄分の燃料を使用可

"EU域内の港からオランダのどこかの港に到着する場合―１２
マイル以内の域内において高硫黄を使用してはならない。

"オランダ領域を立ち去る場合、高硫黄燃料油が１２マイル以
内の域内において使用不可。

ポ ル ト ガ ル 指令に従う。 指令に従う。マデリアとアゾレアは免除。

ス エ ー デ ン 非適合舶用ガスオイルはスエーデン領域内で、販売、提供、
使用できない。

第３国から来た船舶のタンク内に残っている燃料は、免除。

英 国 指令に従う。 指令に従う。

! 海上安全対策
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ーノバンカー」のような数量に関するバンカート

ラブルも、長年の我々の悩みである。

"本件に対するMPAの積極的な姿勢に感謝するとと

もに事故原因の徹底的な調査の実施と再発防止の

ための対策を講じるよう要請する。

２．MPAの対応

MPAは、事故の重大性を鑑み、２００１年１１月からホー

ムページで注意喚起するとともに、２００２年１月より燃

料供給事業者のサービスと信頼性向上を図り、不正行

為を無くすために「不正のあった燃料供給者と燃料バ

ージに対し適切な措置を講ずる」ことを表明した。

MPAによって明確な事故原因は開示されていないも

のの、２００２年２月から、燃料供給業者の免許停止や

剥奪等の措置および燃料供給業者から賄賂を受け取

った船舶燃料検査官の起訴等の取り組みが実施され

た結果、バンカートラブルは落ち着きを見せている。

６・７ 海上人命安全条約等の改正
２００１年５月に開催された IMO第７４回海上安全委員会

（MSC）において、次の条約改正が採択された。発効は

２００３年１月１日の見込み。

１．照射済核燃料貨物の定義

国際海上危険物規程（IMDGコード）の改正に伴い、

照射済核燃料貨物の定義に新たにＣ型輸送物（航空輸

送を想定した容器）を追加した。

２．高速船における航海設備要件の改正

SOLAS条約第!章の全面改正（船協海運年報２００１７・
８参照）に合わせ、１９９４年の高速船コード（HSCコー

ド）が改正され、以下のスケジュールで航海データ記

録装置（VDR）および自動船舶識別装置（AIS）を搭載

することなどが規定された。なお、本コードは１９９６年

１月１日から２００２年６月３０日の間の建造船に適用され、

２００２年７月１日以降は２０００年の高速船コードが適用され

る。

（VDR）

"RORO高速旅客船は、２００３年１月１日以降の最初の

検査時まで

"RORO高速旅客船以外の高速旅客船は、２００４年１月

１日まで

（AIS）

"高速旅客船は、２００３年７月１日まで
"３，０００総トン以上の高速貨物船は、２００６年７月１日ま
で

"３，０００総トン未満の高速貨物船は、２００７年７月１日ま
で

! 海上安全対策
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7 船員労働

７・１ 混乗の拡大に伴う船員対策

７・１・１ 近代化船の現状

１９９０年より「新たなマルシップ」として開始された

日本籍外航船の混乗は、外航二船主団体と全日本海員

組合の合意に基づくものであり、この混乗制度の根幹

である法定職員の軽減は、船舶職員法第２０条の「乗組

み基準の特例」により許可されている。

２００２年６月末日現在就航中の全マルシップ（外航船）

は５８隻となっており、その内訳は、近代化船以外の「新

たなマルシップ」が６隻（資料７―１参照）、１９９４年５

月から実用化された混乗近代化船１４隻（資料７―２参

照）、１９９５年９月から実用化された混乗近代化深度化船

３８隻（資料７―３）となっている。

なお、１９９８年２月２０日、外航労務協会（当時）と全

日本海員組合との間で交わされた「近代化Ｐ実用船を

中心とする日本人船員全員配乗による日本籍船」に対

する段階的な混乗近代化船への意向に関する合意に基

づき、２０００年度内に全ての近代化Ｐ実用船が既に混乗

化されており、また乗組員全員が日本人の船として唯

一残っていた近代化船（近代化Ｂ実用船：１６名配乗）

も２００２年５月に海外売船されたことから、日本人フル

配乗の近代化船は姿を消した。

この章のポイント
●外国人船員の労働条件に関する対応策につき、当

協会は、これを見直し、フィリピン海運労使にお

けるベンチマーク凍結運動支持の意向を関係方面

に表明した他、船主の意向をより強く反映させる

ため、ASF等で対 ITF問題の検討を促進し、アジア

船主の組織作りを呼びかけた。

●医療制度改革大綱の決定に当たり、船員保険制度

への総報酬制度導入に係る業種の実態を踏まえた

合理的な検討、同保険制度の将来像に関する明確

なビジョンの提示を求める緊急要望書を厚生労働

大臣宛てに提出。

〔資料７―１〕 新マルシップ一覧表

承認日 船舶所有者 船 名 船 種

１９９８．０６．１５ ユ ニ ト ラ 海 運 あ さ し お 丸 タンカー

１９９３．０２．２３ 商 船 三 井 武 蔵 グ ロ リ ア Ｌ Ｐ Ｇ

１９９９．０６．１１ 飯 野 海 運 隆 邦 丸 タンカー

１９９２．１０．１６ 雄 洋 海 運 日 雄 丸 Ｌ Ｐ Ｇ

１９９３．０２．２３ 国際マリントランスポート ぐろーりあすえーす 自 動 車

２００１．１０．０３ 川 崎 汽 船 最 上 川 タンカー

合 計 ６隻

〔資料７―２〕 混乗近代化船一覧表

承認日 船舶所有者 船 名 船 種

２００２．０３．０８ 東 京 船 舶 白 馬 丸 コンテナ

１９９９．１１．１０ 第 一 中 央 汽 船 神 栖 丸 ば ら 積

２００２．０３．０８ 第 一 中 央 汽 船 弥 彦 丸 タンカー

１９９８．１２．１７ 日 正 汽 船 日 彦 タンカー

１９９８．１２．１７ 日 本 郵 船 高 砂 丸 タンカー

２００２．０３．０８ 日 本 郵 船 高 松 丸 タンカー

１９９８．０９．１０ 出 光 タ ン カ ー 松 寿 丸 タンカー

１９９８．１２．１７ 出 光 タ ン カ ー 沖 ノ 嶋 丸 タンカー

１９９９．０６．１１ 出 光 タ ン カ ー 日 章 丸 タンカー

１９９９．０３．０８ 出 光 タ ン カ ー 出 光 丸 タンカー

１９９９．０９．０８ 出 光 タ ン カ ー 玄 海 丸 Ｌ Ｐ Ｇ

１９９６．１２．１６ 飯 野 海 運 豊 洲 丸 Ｌ Ｐ Ｇ

２００２．０３．０８ 東 京 タ ン カ ー 東 京 丸 タンカー

１９９６．１２．１６ 共 栄 タ ン カ ー コ ス モ ビ ー ナ ス タンカー

合 計 １４隻
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７・１・２ 外国人船員対策

１．STCW９５

! STCW９５の完全施行に伴う PSC対策

１９９５年に STCW条約（１９７８年の船員の訓練及び資

格証明並びに当直の基準に関する国際条約）が改正

され、２００２年２月１日を以って完全導入される予定

であった。しかしながら、新条約に基づく海技免状

発給の事務処理手続きの遅れや他国の免状に対する

裏書承認についての二国間協定締結作業の遅れなど

により期日（２月１日）までに条約要件を完全に遵

守することの困難性が各国より表明された。そのた

め、２００２年１月の IMO第３３回 STW（訓練当直基準小

委員会）でこの問題が討議され、IMOとしてポート

ステートコントロール検査官並びに ISM証書発給機

関に２月１日から６ヶ月（７月３１日まで）の間、STCW

９５対応の海技免状所持並びに乗船船舶の旗国による

免状の承認についての不備による船舶の拘留、ISM

証書発給停止を猶予するよう勧告する回覧文書が各

国へ回章された。

こうした措置にもかかわらず、承認証の発給の遅

れに改善が見られなかったことから、ISFとも連携を

図りつつ、当協会はわが国商船隊に影響の大きいパ

ナマに対して、承認証の早期発給を要望（資料７―

４）するとともに、わが国の PSCに８月１日以降も

弾力的な運用措置によりわが国商船隊の運航に支障

がでないよう要望（資料７―５）を行った。

" ２０条特例船の PSC対策について

日本籍の混乗近代化船等（２０条特例船）について

は、船舶職員法第２０条の規定に基づき特例として外

国人船員を配乗しており、この外国人船員のうち数

名が当該船員出身国の海技免状を所有することで、

員外職員として当直に組み込まれている。

２００１年１１月、豪州に入港した複数の２０条特例船に対

して PSC検査官より、STCW９５条約が完全施行され

る２００２年２月１日以降は、航海当直に従事する船員

は旗国の承認する免許の所持が必要であるとの指摘

を受け、同年２月１日からは２０条特例船が運航停止

命令などの措置を受ける恐れが生じた。

このため、当協会は国土交通省船員部に対し、豪

州 PSCの指摘事項について報告するとともに、２０条

特例船に乗り込む外国人船員の保有する免許を承認

し、それを証明する証書を所持することで解決を図

るよう求めた要望書（資料７―６）を船員部長宛提

出した。また、全日海も同様の要望書を船員部長宛

提出した。

こうした状況の下、２００１年１２月末に船員部は、船

の扱いについて「安全な配乗がなされていることを

示す乗り組み基準２０条特例許可書（英文）」、「員外職

〔資料７―３〕 混乗近代化深度化一覧表

承認日 船舶所有者 船 名 船 種

０１．３．２３ 八 馬 汽 船 北 野 コンテナ

９５．９．２５ 国際マリントランスポート えむおーえるえるべ コンテナ

９５．９．２５ 川 崎 汽 船 せ と ぶ り っ じ コンテナ

０１．３．２３ 八 馬 汽 船 かりふぉるにあまーきゅりー コンテナ

９９．６．１１ 商 船 三 井 えむおーえるりばてい コンテナ

９８．９．１０ 川 崎 汽 船 じょーじわしんとんぶりっじ コンテナ

９９．６．１１ 川 崎 汽 船 へんりーはどそんぶりっじ コンテナ

９９．６．１１ 日 本 郵 船 ケ ー プ メ イ コンテナ

９９．１２．１７ 国際マリントランスポート 黒 滝 山 丸 ば ら 積

００．１２．２５ 八 馬 汽 船 札 幌 丸 ば ら 積

０１．３．２３ 八 馬 汽 船 駿 河 丸 ば ら 積

０１．３．２３ 八 馬 汽 船 三 州 丸 ば ら 積

９７．９．１６ 八 馬 汽 船 北 陸 丸 ば ら 積

０１．３．２３ 八 馬 汽 船 ラ イ ン オ ア ば ら 積

００．３．１０ 旭 海 運 旭 丸 ば ら 積

９８．９．１０ 商 船 三 井 相 馬 丸 ば ら 積

９９．１２．１７ 商 船 三 井 矢 作 丸 ば ら 積

００．９．１３ 商 船 三 井 神 山 丸 ば ら 積

００．６．７ 商 船 三 井 新 鷹 丸 ば ら 積

００．９．１３ タ ン ダ マ リ ン 松 浦 丸 ば ら 積

９９．９．８ 日 鉄 海 運 エヌエスエスコンフィデンス ば ら 積

９６．３．１５ 第 一 中 央 汽 船 蒼 龍 丸 ば ら 積

００．３．１０ シ ー ク レ ス ト 愛 宕 山 丸 ば ら 積

００．９．１３ 三 菱 鉱 石 輸 送 おーしゃんちゃんぴおん ば ら 積

９８．９．１０ 日 本 郵 船 平 隆 丸 ば ら 積

９８．９．１０ 新 和 海 運 国 東 丸 ば ら 積

０１．３．２３ 太 平 洋 海 運 高 山 タンカー

９８．９．１０ 共 栄 タ ン カ ー コスモアストリア タンカー

９５．９．２５ 八 馬 汽 船 センチュリーリーダー３ 自 動 車

９５．１２．２０ 八 馬 汽 船 センチュリーリーダー５ 自 動 車

９５．１２．２０ 日 本 郵 船 神 宮 丸 自 動 車

９９．９．８ 三 菱 鉱 石 輸 送 ぺがさすだいやもんど 自 動 車

９８．９．１０ 太 洋 日 本 汽 船 にゅーよーくはいうぇい 自 動 車

９５．９．２５ 太 洋 日 本 汽 船 けんたっきーはいうぇい 自 動 車

９５．９．２５ 太 洋 日 本 汽 船 はーきゅりーずはいうぇい 自 動 車

００．３．１０ 太 洋 日 本 汽 船 とらいとんはいうぇい 自 動 車

００．３．１０ 商 船 三 井 ねぷちゅーんえーす 自 動 車

００．６．７ 国際マリントランスポート まあきゅりいえーす 自 動 車

合 計 ３８隻
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員の当直能力についての承認書（船員部長名）」の発

給の用意があることを示す文書を豪州政府に送付し、

急遽２００２年１月初に、船員部海技資格制度対策室長

が訪豪し、同政府と協議した結果、「員外職員の承認

書」について STCW９５条約に準拠したものとするこ

とで合意し、２０条特例船は豪州 PSCの取り締まり対

象から除外されることとなった。

この決定に基づき、１月以降同承認書の発給が行

われている。

２．外国人船員の労働条件

２０００年１１月の船員対策特別委員会において外国人船

員の労働条件についての対応策の見直しの開始が承認

され、ITFを始めとする諸団体の調査やアジア諸国の船

員事情現地調査を船員対策特別幹事会を中心に行った。

これらの調査結果をもとにして、２００１年１１月の理事

会において FOC船に乗組む外国人船員の労働条件につ

いての対応を、当面以下を中心に船員対策特別委員会

で行うことが承認された。

国内的には国際船員協会との協議会を設置し、同協

会が全日海と行っている外国人船員の労働協約交渉に

船主の意向を反映させること、国外に向けては、ASF

（アジア船主フォーラム）の場において ITF問題の検討

を推進し、また ITFに対抗するアジアの意識の醸成と

対抗組織結成の気運を創出すること、また、２００２年２

月の船員対策特別委員会において上記対応策をさらに

進めて、国内的には全日海との対話も視野に入れ、国

外においては ASF総会の共同宣言に ITF問題を取り上

げること、アジアを始め各国船協との連携を深めるこ

とが承認された。

一方、アジア諸国の船協ならびにノルウェー船協と

の連携を深めてアジアの声を対外的に発信する気運を

高め、２００２年５月の第１２回 ASF総会の共同宣言に ITF

賃金凍結問題を盛り込んだ。さらに、アジアの船主国

による外国人船員の労働問題を検討するグループ結成

に向けて活動を開始した。

３．ITF ベンチマーク

ITFとIMEC（International Maritime Employers’ Com-

mittee）が、２０００年７月にベンチマークを４年間、毎年

５０US＄引き上げることを合意。２００１年１月よりこれが

実行され２００２年現在１，３００＄となっている。

前述の活動の一環として、フィリピンにおいてこの

ベンチマーク凍結運動が２００１年９月より展開され、当

協会として、この運動の支援を表明し、アジアの船主

の声を世界に向けて反映すべく、韓国、シンガポール、

香港、中国の各船主協会を訪問し、意見交換を通じ、

協調行動の可能性を追求した。また、フィリピン雇用

者グループ（PJMCG : Philippine Japan Manning Con-

sultative Group）との情報交換を通じ、フィリピン船員

組合（AMOSUP）の凍結運動を強力に支援した。

これらの運動の結果、２００２年６月１３、１４日に ITFにお

けるベンチマーク決定機構である FPC（Fair Practice

Committee、公正管理委員会）が開催され、この場にお

いてベンチマークの見直しが討議され、以下の手続き

で継続審議となった。

＊９月に FPC Steering Committee（FPC運営委員会）を

開催し ITF!IMEC交渉団への委任事項を決定する。

＊１０月に ITF!IMEC交渉を開催する。

＊２００２年末までに FPC Steering Committeeを再度開催

し、ITF!IMEC交渉の結果を考慮し、ベンチマーク

見直しについて検討する。

〔資料７―４〕

平成１４年７月９日

パナマ当局への要望（概要）

STCW９５条約に基づく Endorsement の発給遅延について

STCW９５については、Certificateおよび発給の世界的な遅

延、二国間協定の締結が進展していない状況に鑑み、IMO

はPSCの検査項目のうち同条約に関する事項については本年

２月１日より７月３１日までの６カ月間の猶予期間を設け、

同期間中はPSC検査においては、必要なEndorsement等を所

持していなくとも、警告にとどめ船舶のDetention等につい

ては猶予する旨の決定を致しましたこと、ご既承の通りです。

さて、その STCW９５条約に基づく PSC検査の猶予期間が

終了し、本来の PSC検査が開始される８月１日まで、余す

ところあと僅か３週間という状況となっております。

わが国の海運会社が、実質的に所有するパナマ籍船に乗

り組むフィリピン人を中心とする外国人船員の海技免状に

対する貴国の Endorsementについては、現在、申請から発

給までに１００日以上を要しております。
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この状況が８月１日以降も継続することは、PSC検査に

より多くの船舶がDetentionされる事態を惹起される恐れが

あり、わが国のフリートに重大な影響を生じることとなり

ます。

これは、船舶運航者にとって自身の過失がないにもかか

わらず、船舶がDetentionされるという到底容認しがたい事

態であります。

つきましては、貴国の責任において早急な発給手続を含

む適切な措置が講じられますよう強く要望いたします。

以 上

〔資料７―５〕
平成１４年７月１５日

国土交通省海事局

局長 安富 正文 殿
日本船主協会

会長 "長 保英

STCW９５条約に対応するわが国ポートステートコントロールについて

拝啓 時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。

当協会の活動につきましては、日頃より格別のご高配を

賜り厚く御礼申し上げます。

さて、STCW９５条約に基づくポートステートコントロール

につきましては、本年２月１日の執行が６ヶ月間は警告に

とどめることとされましたが、来る８月１日より厳格に執

行されることとなっております。

一方、同条約に対応した船舶職員に対する海技免状の旗

国における承認証の発給に遅延が生じております。日本商

船隊の相当数がパナマ籍船となっておりますことは御既承

の通りであり、同国における承認証発給の遅延に対し、当

協会はもとより ISF（国際海運連盟）等から改善の要望を行

っておりますが、現状では遅延が完全に解消される状況に

至っておりません。

このまま推移いたしますと、８月１日以降のポートステ

ートコントロールで出港差し止めのような事態の発生も予

想され、日本商船隊の運航に重大な支障が生ずる恐れがあ

ります。

当協会と致しましては、今後も引き続き承認証の早期取

得に向け最大限の努力をする所存でありますが、わが国に

おけるポートステートコントロールにつきましては、弾力

的取扱により、日本商船隊の運航に支障の出ないよう特段

のお取り計らいを是非ともお願い申し上げます。

敬 具

〔資料７―６〕
平成１３年１２月１７日

国土交通省海事局

船員部長 金子賢太郎 殿
日本船主協会

理事長 福島 義章

日本籍混乗船のSTCW条約対応について

拝啓 時下益々ご清祥のこととお慶び申し上げます。

当協会の活動につきましては、日頃より格別のご高配を

賜り厚く御礼申し上げます。

さて、日本籍船の混乗船につきましては、２０条問題小委

員会で、一船ごとに審議され承認を受けて外国人船員を配

乗しております。この外国人船員のうち数名が当該船員出

身国の海技免状を所有することで当直に組み込まれており

ますが、これらの船舶で、最近、豪州その他の港に入港中

にポートステートコントロール（PSC）検査官より２００２年２

月１日からは、当該免状所有者に当直させる場合は、当該

免状に旗国の承認が必要である旨の指摘を受けております。

その際、これらの船舶はわが国の制度として承認を得て配

乗を行っているものである旨 PSC検査官に対し船長が説明

をしても受け入れられないケースがあり、当該船舶で７８!

９５STCW条約の強制適用となる２００２年２月１日以降も同様

の事例が発生した場合、最悪の場合は出港を差し止められ

る事態も予想されます。

つきましては、２０条特例船に乗り組む外国人船員の保有

する免状を承認し、それを証明する証書を所持させる等の

方法で７８!９５STCW条約の要件をクリアし、こうした事態

を回避していただきたく、ご高配賜りますようお願い申し

上げます。 敬 具
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７・１・３ 船員の雇用対策

１．２００１年度における船員雇用対策の実施状況

わが国における船員雇用対策は、船員の能力開発の

推進、船員の職域拡大に関する支援、船員に係る各種

助成金制度の運営を主な事業内容としており、その業

務は海技大学校と日本船員福利雇用促進センター（SE-

COJ）が行っている。これらに係る費用のうち、離職船

員を対象にしたものには国土交通省の一般会計予算か

ら、また雇用船員を対象にしたものには、社会保険庁

の船員保険特別会計予算から支出されている。

２００１年度予算においては、国土交通省一般会計から

の船員雇用促進対策事業費補助金は、約４，９００万円（前

年比１００万円減）となった。また厚生労働省（社会保険

庁）船員保険特別会計からは同様に、総額で４億３，０００

万円（前年比１億７００万円減）となった。２００１年度におけ

る主な船員雇用対策事業の実施状況は資料７―７の通

りである。

２．２００２年度の船員対策関連予算

２００２年度の船員対策関連予算では、国土交通省関係

として、SECOJが行う船員雇用促進対策事業補助金と

しては、４，２００万円となっており、前年比７００万円減の予

算措置となっている。

また、船員保険特別会計による２００２年度雇用対策関

係予算については、４億２，３００万円となっており、前年

比７００万円減の予算措置となっている。

７・１・４ 海技資格取得教育

船員の海技資格取得教育は、独立行政法人海技大学

校（以下海技大学校）や SECOJ等で実施されている。

海技大学校では、２００１年度中、９９名（前年度比８９名減）

が海技資格を取得するための課程を受講した（資料７

―８参照）。この中には、外航船に乗り組む部員に三級

海技士資格を取得させるための特別措置に基づき１９９０

年度より実施されている乗船修学を修了した者が含ま

れているが、２０００年度までの同措置による修了者は資

料７―９のとおりとなった。本措置は１９９８年度で終了

予定であったが、３年間再延長され、２００１年度を持っ

て終了・廃止となった。

その他、同校では、外航部員の二級海技士の資格取

〔資料７―７〕 船員雇用対策事業実施状況（２００１年度）

１．船員の能力開発推進

項 目 概 要 ２００１年度実績

! 海技大学校における船員再教育 ○船員に対し、船舶運航に関する知識および技能を教育する機関として設置されている ７・２・２参照

" 外航部員の海技資格取得促進 ○日本籍船の混乗化に伴い、外航部員の職員化の促進を図るため、特別修学措置を実施
（２００１年度まで）

７・１・４参照

# 日本船員福利雇用促進センター
（SECOJ）雇用促進事業

○外国船等への乗船のための教育訓練、雇用船員に対する技能および能力の開発、離職
船員を対象とする技能訓練、陸上転換職業訓練等

７・１・５参照

２．船員の職域拡大に関する支援

項 目 概 要 ２００１年度実績

! 日本船員福利雇用促進センター
（SECOJ）雇用促進事業

○離職船員の求職登録および就職・配乗あっせんを行なう外国船就職奨励事業、国際協
定の締結等による減船により特定漁業から離職した漁船員に対する内航転換奨励事業

７・１・５参照

" 海上資格の陸上資格への評価 ○SECOJが要望した１１種類の陸上の技能資格のうち、５種類の受験資格が拡大され、２
種類の受験科目が一部免除となっている

１９８７年より実施

# 政府・自治体の求職活動支援 ○海、陸公共職安の連携、離職船員対策会議、求人情報、テレホンサービス 省 略

３．船員関係助成金制度

項 目 概 要 ２００１年度実績

! 船員費助成
! 船員派遣助成金（船保特会）

" 外国船就職奨励金（一般会計）

○SECOJのあっせんで雇用船員を外国船等に派遣する事業主を助成
（一人一月３４，３００円）
○SECOJのあっせんで外国船に６ヶ月以上乗船する離職船員に支給
（１回２１万円）

３，７４０人
１２，１９５万円

１６人
３３６万円

" 技能訓練派遣助成金（船保特会） ○SECOJ、海大の技能訓練研修に船員を派遣する事業主を助成（船員の基準賃金日額の
原則１!３）
助成率の特例（１!２（中小企業２!３））
$部員の職員化の場合（１９９０年度より）
$内航船舶職員資格取得対策（１９９１年度より）

１，３２５人

５，８２７万円

# 職業転換等給付金 ○海⇔海「離職者求職手帳」所持者に支給 省 略

# 船 員 労 働
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得を促進するために、１９９６年度から５年間の予定で、

法規および英語の筆記試験を免除するための講習が開

始された。また、SECOJでは、資料７―１０に示すとお

り、３６８名（前年度比２０名減）が海技資格取得講習を受

講した。

〔資料７―８〕２００１年度 海技大学校における入学状況

科 別 定員 就業期間
入学状況

’０１年度

海

技

士

科

一級海技士 航海科
機関科

１０
１０

６月
〃

１
０

二級海技士 航海科
機関科

１０
１０

６月
〃

３
３

三級海技士 航海科第一
機関科第一
航海科第二
機関科第二
航海科第三
機関科第三
航海科第四
航海科第四

１５
１５
２０
２０
２０
２０
２０
２０

１０月
〃

３・５月
〃
４月
〃
２月
〃

４
１
１
１
７
５
１０
１１

四級海技士 航海科
機関科

２０
２０

２月
〃

５
５

小 計 ＊ ５７

講

習

科

高

等

部

航海科船橋当直課程（W!O）＊
機関科機関当直課程（W!O）＊
航海科三級海技士課程 ＊
機関科三級海技士課程 ＊
航海科四級海技士課程 ＊
機関科四級海技士課程 ＊
専攻科船舶技術管理課程
専攻科国際海運管理課程
専攻科シミュレーター課程第一
専攻科シミュレーター課程第二

２０
２０
２０
２０
２０
２０
１０
１０
１０
１０

４月
〃
７月
〃

３・５月
〃
４月
〃
１月
〃

０
０
１
０
２
０
０
１
０
０

普

通

部

本

校

航海科船橋当直課程（kW!O）＊
機関科機関当直課程（kW!O）＊
技術協力課程中級 航海
技術協力課程中級 機関
技術協力課程初級 航海
技術協力課程初級 機関
委託研修課程

２０
２０
５
５

［７７］
［７７］
－

５月
〃
６月
〃
２月
〃
－

０
０
５
５
２７
２７
４２８

分

校

航海科海技士講習課程（DPC）
機関科海技士講習課程（DPC）
航海科技能講習課程（技能講習）
機関科技能講習課程（技能講習）
航海科五級海技士課程 ＊
機関科五級海技士課程 ＊
船舶基礎講習課程
限定救命艇手講習

４０
４０
４０
４０
４０
４０
４０
－

３月
〃
１月
〃

２・５月
〃
１月
－

０
０
７８
１
１８
２１
７
７９

小 計 ７００

合 計 ７５７

（注）１．国土交通省資料による。
２．＊印：海技資格取得教育、０１年度９９名。
３．（ ）は「二級講習コース」の員数（外数）。
４．［７７］は、航・機合せた合計定員（７７名）。

〔資料７―９〕 海技大学校乗船修学修了状況

! 海技士科三級海技士第二
（限定三級→三級）

入学年度 学 科 入学者数
（人）

修学者数
（人）

国家試験
合格者数（人）

１９９１ 航 海
機 関

４０
４３

３５
４２

２７
３１

１９９２ 航 海
機 関

４６
５３

３５
３７

２８
３５

１９９３ 航 海
機 関

３２
２２

２６
１５

２１
１４

１９９４ 航 海
機 関

１５
９

１５
９

１０
４

１９９５ 航 海
機 関

１１
８

９
６

４
４

１９９６ 航 海
機 関

８
６

７
６

４
５

１９９７ 航 海
機 関

０
２

０
２

０
２

１９９８ 航 海
機 関

０
０

０
０

０
０

１９９９ 航 海
機 関

０
０

０
０

０
０

２０００ 航 海
機 関

０
０

０
０

０
０

２００１ 航 海
機 関

０
０

０
０

０
０

" 海技士科三級海技士第三
（四級→三級）

入学年度 学 科 入学者数
（人）

修学者数
（人）

国家試験
合格者数（人）

１９９１ 航 海
機 関

２２
８

２０
８

２０
８

１９９２ 航 海
機 関

１０
４

７
４

４
３

１９９３ 航 海
機 関

３
３

１
２

０
２

１９９４ 航 海
機 関

２
２

２
２

２
２

１９９５ 航 海
機 関

０
０

０
０

０
０

１９９６ 航 海
機 関

０
０

０
０

０
０

１９９７ 航 海
機 関

０
０

０
０

０
０

１９９８ 航 海
機 関

０
０

０
０

０
０

１９９９ 航 海
機 関

０
０

０
０

０
０

２０００ 航 海
機 関

０
０

０
０

０
０

２００１ 航 海
機 関

０
０

０
０

０
０

# 講習科普通部航海科船橋!機関科機関当直課程
（無資格（含DPC）→限定三級）

入学年度 学 科 入学者数
（人）

修学者数
（人）

国家試験
合格者数（人）

１９９１ 航 海
機 関

７８
５８

６９
５７

５４
４７

１９９２ 航 海
機 関

３４
２２

２２
１１

１５
１０

１９９３ 航 海
機 関

１９
１２

１０
７

５
６

１９９４ 航 海
機 関

１２
９

１１
７

９
５

１９９５ 航 海
機 関

０
２

０
２

０
２

１９９６ 航 海
機 関

１
１

１
１

１
１

１９９７ 航 海
機 関

０
０

０
０

０
０

１９９８ 航 海
機 関

０
０

０
０

０
０

１９９９ 航 海
機 関

０
０

０
０

０
０

２０００ 航 海
機 関

０
０

０
０

０
０

２００１ 航 海
機 関

０
０

０
０

０
０

! 船 員 労 働
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７・１・５ 海技大学校の独立行政法人化に
伴う課程再編

海技大学校は２００１年度より独立行政法人化されてお

り、業務をより効率的かつ効果的に行なうという「独

立行政法人化」の趣旨を十分に踏まえつつ、社会ニー

ズに対応すべく、これまで海技大学校で行なわれてい

た課程の再編を行なうこととなった。

先ず２００１年度では、これまで行なわれてきた各課程

の大幅な定員見直し・変更を行っており、２００１年度の

総募集定員は１，２７３名（前年比４２２名減）となった。

また２００２年度からは、同校の中期計画に基づき、教

育の質の向上ならびに充実を図るべく、課程の改廃・

定員の変更を含む大幅な再編を行なっている。

２００２年度以降の再編された課程の内容は、資料７―

１１のとおりである。

〔資料７―１０〕 SECOJ 技能訓練受講者実績

研
修
名

内 容 回 数 定 員
受 講 実 績

備 考
雇用船員 離職船員 合 計

〈
技
能
訓
練
!
〉

部員研修 （３～５級） ＊
海事英語研修
タンカー研修

８
１
２

２８０
１０
３０

１５０
１０
２９

６０
０
０

２１０
１０
２９

雇用船員および離職船員を対象に、外
国船に乗船させるための資格・技能を
習得させるもの。

小 計 １１ ３２０ １８９ ６０ ２４９

〈
技

能

訓

練

"
〉

船舶職員養成訓練
" １～２級研修 ＊
# ３級研修 ＊
$ ４～５級研修 ＊
%‐１ ３級海上無線指定講習
%‐２ ４級海上無線指定講習
& 無線従事者証明訓練
' 認定航海当直部員養成訓練

外国語教育訓練
STCW条約適応訓練
特殊無線技士養成訓練
陸上転換職業訓練

１
３
４
３

１

３
１８
１４

４０
１５０
２４０
９０

３０

６０
１８０
５６０
８５

７
４４
１０７
８７

１１

１６
１６５
５８０
０

０
０
０
０

０

０
０
０
０

７
４４
１０７
８７

１１

１６
１６５
５８０
０

雇用船員の技能向上および能力向上の
ための研修を行なうもの。

小 計 ４７ １，４３５ １，０１７ ０ １，０１７

〈
技
能
訓
練
#
〉

船舶職員養成訓練 ＊
特殊無線技士養成訓練
無線従事者証明訓練
認定航海当直部員養成訓練

５
２
３

２００
８０
９０

０
０
０

１９６
３５
５１

１９６
３５
５１

離職船員の資格取得、技能向上、雇用
の拡大等を目的とするもの。

小 計 １０ ３７０ ０ ２８２ ２８２

〈
技
能
訓
練
$
〉

訓練Ａ・フォークリフト、クレーン等
訓練Ｂ・ボイラー・冷凍機
訓練Ｃ・小型船舶操縦士等

２
１
２

６０
３０
６０

０
０
０

５２
１８
７８

５２
１８
７８

離職船員を対象に、海上はもとより陸
上において有用な技能資格を取得する
ための研修を行なう。

小 計 ５ １５０ ０ １４８ １４８
〈
技
能
訓
練
%
〉

内航転換訓練
海上災害防止センター訓練 ２ ３０ ０ ３０ ３０

（注１）

小 計 ２ ３０ ０ ３０ ３０

総 合 計 ７５ ２，３０５ １，２０６ ５２０ １，７２６

（注１）技能訓練Ⅴ：漁船からの離職船員を対象に、内航船（タンカー等）に乗船するために必要な資格・技能を習得させるもの
＊印：海技資格取得講習を言い、受講実績合計は、３６８名。
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〔資料７―１１〕 海技大学校の課程再編

２００１年度 ２００２年度（課程再編後）

課 程 修業年限
（箇月）

養成定員
（名） 課 程 修業年限

（箇月）
養成定員
（名）

◎海上技術科
航海科（１、２年）
機関科（１、２年）

２４
２４

３０
３０

◎海 技 士 科
一級海技士航海科
一級海技士機関科
二級海技士航海科
二級海技士機関科
三級海技士航海科第一
三級海技士機関科第一
三級海技士航海科第二
三級海技士機関科第二
三級海技士航海科第三
三級海技士機関科第三
三級海技士航海科第四（１、２年）
三級海技士機関科第四（１、２年）
四級海技士航海科
四級海技士機関科

６
６
６
６
１０
１０
３．５
３．５
４
４
２４
２４
２
２

１０
１０
１０
１０
１５
１５
２０
２０
２０
２０
２０
２０
２０
２０

◎海 技 士 科
一級海技士航海科
一級海技士機関科
二級海技士航海科
二級海技士機関科
（廃 止）
（廃 止）
（廃 止）
（廃 止）
三級海技士航海科第三
三級海技士機関科第三
（廃 止）
（廃 止）
四級海技士航海科
四級海技士機関科

６
６
６
６

４
４

２
２

１０
１０
１０
１０

２０
２０

２０
２０

◎講 習 科
〈高 等 部〉
航海科船橋当直課程
機関科機関当直課程
航海科三級海技士課程
機関科三級海技士課程
航海科四級海技士課程
機関科四級海技士課程

専攻科船舶技術管理課程
専攻科国際海運管理課程

専攻科シミュレータ課程第一
専攻科シミュレータ課程第二
〈普 通 部〉
航海科船橋当直課程
機関科機関当直課程

航海科技術協力課程中級
機関科技術協力課程中級
航海科技術協力課程初級
機関科技術協力課程初級
航海科海技講習課程
機関科海技講習課程

航海科技能講習課程
機関科技能講習課程
航海科五級海技士課程
機関科五級海技士課程
船舶基礎講習課程
限定救命艇手講習
委託研修課程

４
４
７
７
３．５
３．５

４
４

１
１

５
５

６
６
２
２
３
３

１
１
２．５
２．５
１
－
－

２０
２０
２０
２０
２０
２０

１０
１０

１０
１０

２０
２０

５
５

７７
"
#
$

１８
１８

４０
４０
２０
２０
２０

◎講 習 科
〈海技課程〉
（廃 止）
（廃 止）
航海科三級海技士課程
機関科三級海技士課程
航海科四級海技士課程
機関科四級海技士課程
航海科五級海技士課程
機関科五級海技士課程
（廃 止）
（廃 止）
航海科若年船員養成課程（前期）
機関科若年船員養成課程（前期）
航海科若年船員養成課程（後期）
機関科若年船員養成課程（後期）
〈シミュレータ課程〉
航海科
機関科

（廃 止）
（廃 止）
〈国際協力課程〉
航海科技術協力課程中級
機関科技術協力課程中級
航海科技術協力課程初級
機関科技術協力課程初級
（廃 止）
（廃 止）
〈基礎過程〉
航海科技能講習課程
機関科技能講習課程
（海技課程へ）
（海技課程へ）
船舶基礎講習課程
（委託研修へ）
委託研修課程

７
７
３．５
３．５
２．５
２．５

２
２
６
６

－
－

６
６
２
２

１
１

１

１０
１０
１０
１０
４０
４０

１５
１５

１８８
"
#
$

５
５

５５
"
#
$

２０
２０

１０

◎通信教育科
高等科専門課程航海科
高等科専門課程機関科
普通科Ａ課程
普通科Ｂ課程航海科
普通科Ｂ課程機関科

１２
１２
１８
２４
２４

３００
"
#
$
１００
２００

◎通信教育科
高等科専門課程航海科
高等科専門課程機関科
普通科Ａ課程
普通科Ｂ課程航海科
普通科Ｂ課程機関科

１２
１２
１８
２４
２４

１００
"
#
$

２０

１００
"
#
$

合 計 合 計
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７・１・６ 日本船員福利雇用センター
（SECOJ）の活動

SECOJは、オイルショック以降のわが国の海上企業

をめぐる経済事情の著しい変化に伴う離職船員の大量

発生や再就職の困難等の厳しい環境に対応するため、

１９７７年１２月に制定された「船員の雇用の促進に関する

特別措置法」に基づき、従来の日本船員福利協会の事

業に、新たに船員の職域拡大・開拓に関する事業、船

員の教育・訓練に関する事業、助成金などの支給に関

する事業を付加するとともに、名称も改め１９７８年６月

１日に正式に発足した組織である。SECOJの２００１年度

事業の実績は以下のとおりである。

１．福利事業

$ シンガポール日本船員センターの運営

シンガポールに寄港する日本船員の休憩設備、郵

便物・国際電話の取扱い等のサービスを提供してい

るが、最近の海運界の現状を反映して、外航船以外

にも地域作業船、漁船、練習船等官公庁船乗組員の

ほか、現地造船所入渠船関係者ならびに現地駐在海

事関係者にも利用されており、また、混乗船の増加

に伴い、フィリピン人等外国人船員の利用も見られ

ている。

しかしながら、利用者数そのものは近年漸減傾向

にあり、２００１年度の利用実績は、総計６３隻、２，１８１名

（前年度２，９７０名、前年比２７％減少）となった。

% 調理士資格講習の補助事業

１９９９年度より、船舶調理担当が各都道府県で行わ

れる「調理士資格試験のための準備講習」を受講し

た上で当該試験を受験する場合、その受講料等の一

部補助を実施する制度であるが、２００１年度における

当制度申請者はなかった。

& 船員福利厚生サービス調査検討

２０００年度より船員福利厚生サービス調査検討会を

設置し、わが国の船員福利厚生サービスの現状調査、

および諸外国の状況についても調査し、今後 SECOJ

が行う船員福利厚生サービスのあり方を検討してい

る。２０００年度においては、ヨーロッパ諸国の船員福祉

団体について調査を実施し、２００１年度では、わが国

における船員福利厚生施設サービスに関する意識調

査を実施し、これらの調査結果を報告書にまとめた。

なお、今後の SECOJが行なう船員福利厚生サービ

スについての検討については、「船員雇用促進事業見

直し検討委員会」において検討していくこととなっ

ている。

２．雇用促進事業

$ 雇用促進事業

! 離職船員の登録および就職あっせん事業

２００１年度における離職船員の登録状況は月間平

均７１名であり、前年度よりも若干減少したが、一

方で求人は総数２６名であった。これらに対するあ

っせん数は１６名であり、漁業関連のあっせんがな

いことから、前年度より若干減少した。

" 外国船就職奨励事業

日本人離職船員の再就職を促進するため、SE-

COJの紹介により外国船に雇用された離職船員に

対し、外国船就職奨励金を支給している。

２００１年度の実績は１６名（７隻）と、前年度の２０名

（１１隻）に比べ減少している。

# 内航転換奨励事業

国際協定の締結等による減船により、特定漁業

から離職し、所定の要件を満たして内航船に就職

した漁船員に対し内航転換奨励金を支給すること

により、内航転換を促進するものであるが、２００１

年度についても対象者が無く、これで過去６年間

対象者が無い状況である。

% 船員の技能訓練に関する事業

雇用船員、離職船員を対象として、海技資格の取

得研修、外国語研修、タンカー研修、内航転換訓練

および職域拡大訓練等を実施し、訓練の充実強化に

努めた。

特に２００２年２月からの STCW９５条約発効に伴い、

第一級および第二級海上特殊無線技士養成訓練の希

望者増に対応する必要から開催回数を増加したため、

結果的に全体としての受講者増につながった。

２００１年度の総受講者は１，７２６名（前年比１８４名増）で

あった。

なお、各訓練・研修の受講者数については、資料

７―１０のとおりである。

& 雇用安定事業

! 船員派遣助成事業

外国船等へ船員が派遣されることを促進し、以

って船員の雇用の安定を図るため、その雇用船員

を SECOJのあっせんにより外国船等に派遣する事

業主に対し、船員派遣助成金を支給している。２００１

年度の船員派遣助成金支給実績は、支給対象延人

! 船 員 労 働
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数３，７４０名であった。また同事業の中心である外国

船への雇用船員の派遣あっせんについては、３４５隻、

５４４名（前年度比４１隻、１７名減）であった。（資料７

―１２参照）

" 技能訓練派遣助成金

SECOJの行う雇用船員対象の訓練および海技大

学校講習科ならびに海技士科の訓練に雇用船員を

派遣した船社に対し、受講日数に応じて技能訓練

派遣助成金を支給している。

２０００年度の実績は、１，３２５名と、前年度比４２９名増

となったが、支給額については５，８２７万円であり、

前年比４，３９６万円減であった。（資料７―１２参照）

% 国際船舶制度推進事業

! 国際船舶制度推進のための調査研究事業

国際船舶制度推進のための調査として、主に EU

各国の雇用情勢や海運産業の現状ならびに自国船

籍への助成制度等に関する外国調査を実施した。

また、国際船舶制度の円滑な実施、および推進を

図るため、施策の具体化のための検討・施策立ち

上がり後のフォローアップのため、官労使参加に

よる検討会を２回開催した。

なお、この「フォローアップのための官労使参

加の検討会」の事務局業務は、２００２年度以降、国

土交通省海事局海事産業課に移管された。

" 国際船舶職員緊急養成事業

若年船員養成プロジェクトは、国土交通省の補

助金を受け、外航商船での乗船訓練など実践的な

訓練を通して、即戦力として活躍できる能力を身

につけた若年船員を養成することを目的とし、１９９８

年１０月から開始され、２０００年度には、困難な状況

の中で第一期生（航海科９名、機関科１名）が訓

練を修了し、一応の成果が得られた。

２００１年度においては、同プロジェクトの第４年

目として、次の事業を実施した。

１）第二期生（計１５名：航海科１４名、機関科１名）

第二期生については、当初２０名が入所したが、

５名が途中退所し、２００１年３月に乗船実習を終

了し、４月から海技大学校での後期座学および

第１級海上特殊無線技士の講習を行い、９月末

をもって１５名全員が訓練を修了した。

乗船実習終了後より訓練生の希望調査を行な

って就職活動を支援した結果、第二期生の就職

状況は、外航関係６名、フェリーを含む内航海

運７名で、２名が就職活動中である。

２）第三期生（計１０名：航海科７名、機関科３名）

第三期生については、２００１年１月より乗船訓

練を開始し、２００２年２月からの STCW条約発効

に際し、乗船中に第一級海上特殊無線技士資格

を取得させ、改めて再乗船させる措置を取った

後、１名を除き２００２年３月中に乗船訓練を修了

し、４月からは海技大学校での後期座学を開始

している。

３）第四期生（計９名：航海科７名、機関科２名）

第四期生については、２００１年１０月に１０名が入所

したが、既に海技大学校での前期座学を終え、

また乗船訓練前に第一級海上特殊無線技士講習

を受講し、現在乗船訓練を実施している。なお、

１名がすでに自主退所している。

３．配乗調整事業

# 乗船予定者の援助事業

離職船員で、外国船への乗船予定者について、SE-

COJにおいて面接および乗船に関する情報等の提供

を行うとともに、これに伴う経費を支給している。

２００１年度の実績は４隻、４名であった。

$ 海技免状取得援助事業

外国船への配乗を円滑に行うため、外国の海技免

状の取得援助等を行っているが、２００１年度は、リベ

〔資料７―１２〕 各奨励金・助成金支給実績

２０００年度 ２００１年度 備 考

就 職 奨 励 金 支給船員（人）
支給総額（万円）

２０
４２０

１６
３３６

離職船員がSECOJの紹介・あっせんにより外国船に就職した場合、
本人に対し、２１．０万円が支給される。

船 員 派 遣 助 成 金 支給総額（万円）
対 象 者（人・月）

１５，０５３
４，４４８

１２，１９５
３，７４０

雇用船員をSECOJのあっせんにより外国船に派遣した事業主に対
し、一人月額３．４３万円を限度に支給される。

技能訓練派遣助成金 対象船員（人）
支給総額（万円）

８９６
１０，２２３

１，３２５
５，８２７

雇用船員を対象としてSECOJが行なう訓練及び海技大学校の海技
士科・講習科に雇用船員を派遣した事業主に対し支給される。

内 航 転 換 奨 励 金 対象船員（人）
支給総額（万円）

－
－

－
－

国際協定の終結等に伴う漁業離職者に関する臨時措置法（魚臨法）
に定める「特定漁業」からの離職者の内航転換を促進するため、一
定の訓練を修了したものに対して１８．０万円が支給される。

（船協海運年報 １９９２ 参照）
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リアおよびパナマの海技免状や船員手帳等の取得手

続き等の取扱い件数が１４６件であった。

# 技能訓練運営事業

各種技能訓練事業が実施された。

$ 船員求人情報ネットの構築

２００１年度国土交通省補正予算による補助金を受け、

国の船員職業安定所および許可を受けた民間の船員

職業紹介機関が有する船員求人情報について、これ

らの機関で協議会を設置し、ホームページで提供す

る船員求人情報ネットを構築し、２００２年度から運用

することとなった。

４．その他の事業等

船員雇用促進等事業見直し検討委員会の設置

２００２年１月に、国土交通省船員部長の私的検討会と

して船員雇用促進等事業見直し検討会が設置された。

事務局は SECOJとし、２００３年度予算へ反映されること

を目途に、事業の見直し検討を開始した。

７・１・７ 開発途上国船員研修受入事業

１９９０年度より海事国際協力センター（MICC）が、外

航船社の協力を得て、政府開発援助（ODA）の一環と

して実施してきた開発途上国船員研修受入れ事業は、

２０００年度から SECOJによって実施されることとなった。

この事業は、海技大学校における約２ヶ月の導入研

修の後、日本船社が運航する外航船において約１２ヶ月

の乗船研修を実施することにより、研修生が自国の海

技資格を取得できるよう、乗船経験を付与するととも

に技能を訓練するもので、その受入れ状況および人数

は資料７―１３のとおりである。

当協会は、関係船社とともに、本事業が効果的に運

営されるよう関係先と連携を図りつつ事業の推進に協

力した。

７・２ 船員の確保と教育問題

７・２・１ 日本人船員の確保・育成

日本人船員の確保・育成推進会議

わが国海運を担う日本人船員を将来にわたり確保・

育成していくために、海事関係団体等が行う諸施策に

ついて、情報交換と連絡調整を行い、また、その効果

的な実施の推進を図ることを目的として、運輸省、船

員教育機関および海事関係団体で構成される「日本人

船員の確保・育成推進会議」が１９９１年１１月に設置され、

船員教育機関に入学した学生に対する広報活動および

一般の人々を対象とした広報活動を行ってきた。

当協会は、同会議に参画し、２００１年度において以下

の船員確保・育成活動を実施した。

! 東京商船大学学生に対するコンテナターミナル見

学会

" 東京・神戸両商船大学におけるパネルディスカッ

ション

# 東京・神戸両商船大学教官!船社労務担当者懇談
会

$ 練習船一般公開時における PRパンフレットの配布

７・２・２ 船員の教育訓練

! 船員教育機関の独立行政法人化

２００１年４月より、船員教育３機関（海技大学校、

航海訓練所、海員学校）は独立行政法人として船員

〔資料７―１３〕 研修員数の推移

年度
フ ィ リ ピ ン インドネシア ベ ト ナ ム バングラデシュ

合計 備 考
航 海 機 関 計 航 海 機 関 計 航 海 機 関 計 航 海 機 関 計

１９９１
１９９２
１９９３
１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
２０００
２００１

４３
３９
３６
３０
３０
２９
２７
２１
２１
１８
１５

２２
２４
２６
３０
３０
２９
２８
２１
２１
１８
１５

６５
６３
６２
６０
６０
５８
５５
４２
４２
３６
３０

５
７
８
７
７
７
７
７
７
６
４

５
８
９
８
８
７
８
７
６
５
４

１０
１５
１７
１５
１５
１４
１５
１４
１３
１１
８

４
５
４
８
７
６
５
４

６
５
６
７
７
６
５
４

１０
１０
１０
１５
１４
１２
１０
８ ４ ４ ８

７５
７８
７９
８５
８５
８２
８５
７０
６７
５７
５４

７４名修了
７７名修了
７７名修了
ベトナム受入開始・８５名全員修了
８３名修了
７９名修了
８２名修了
７０名全員修了
６６名修了
５４名修了
バングラデシュ受入開始・５４名研修中
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の教育訓練を行う体制となった。この三機関は独立

行政法人化として５年間の中期目標を定め、これに

基づく中期計画に沿って業務の効率化を推進しなが

ら実業を実施している。

! 船員教育機関卒業生の就職状況

２００１年度の船員教育機関卒業者数は商船大学２校

１１２名、商船高専５校１３８名、独立行政法人海員学校８

校４０６名であった（商船大学および商船高専において

は、船舶職員養成課程修了者数）。２００１年度の就職状

況は、商船大学卒業生については、就職希望者数９７名

のうち６４名（６６％）が海上産業（外航４０名、内航１

名、その他２３名）に、商船高専卒業生については、

就職希望者数１０７名のうち、３６名（３４％）が海上産業

（外航５名、内航２名、その他３３名）に、また、海

員学校卒業生については、就職希望者数３３９名のうち

２１７名（６４％）が海上産業（外航０、内航２７名、その

他１９０名）に就職した。（資料７―１４参照）。昨今の経

済事情を反映し、海運産業からの求人数は引き続き

減少している。

" 船員の再教育

船員の再教育は、独立行政法人海技大学校におい

て実施されており、海技免状授有者を対象として、

上級免除の取得を目的とする「海技士科」および船

員の技能向上を目的とする「講習科」が設置されて

いる。同校における最近の入学状況は資料７―１５の

とおりである。

７・２・３ GMDSS資格

GMDSSは、１９９９年２月１日より、既存船を含む全て

の船舶に適用（完全導入）され、国際航海に従事する

旅客船および国際航海に従事する３００総トン以上の貨物

船（Ａ３またはＡ４海域を航行海域とするもの）にあ

っては、これまで専従だった通信長の職務を航海士や

機関士などの船舶職員が兼務することを可能とした、

いわゆる「他職務兼務船」が認められることとなった。

このような GMDSS体制の完全導入により、現在、十

分な兼務通信長を確保することが急務となっている。

兼務通信長になるためには、三級海技士（電子通信）

以上の資格を受有する必要があるが、同資格の試験申

〔資料７―１４〕 船員教育機関卒業生の求人・就職状況 ２００２年４月１１日 現在

卒

業

年

度

卒

業

者

数

就
職
希
望
者
数

求 人 就 職

海 上 産 業
陸
上
産
業

合

計

海 上 産 業
陸
上
産
業

合

計

外 航 内 航 カ
ー
フ
ェ
リ
ー

!
旅
客
船

官

公

庁

水

産

系

計

外 航 内 航 カ
ー
フ
ェ
リ
ー

!
旅
客
船

官

公

庁

水

産

系

計外
労
・

旧
中
小

そ
の
他

三
団
体

そ
の
他

外
労
・

旧
中
小

そ
の
他

三
団
体

そ
の
他

商

船

大

学

９
１０
１１
１２
１３

１０２
１０１
１１７
１０９
１１２

９１
８６
１０４
９４
９７

８７
７０
６４
３７
４４

１１
１０
１１
７
３

２
２
５
３
１

９
１２
８
２１
１５

１４
９
１０
７
９

１２
２０
１０
６
６

０
０
０
０
０

１３５
１２３
１０８
８１
７８

６３
４０
６９
２２
３９

１９８
１６３
１７７
１０３
１１７

４６
４８
４６
３２
４０

３
９
６
７
２

２
０
４
３
１

５
７
６
２１
１０

８
７
９
５
６

１１
７
６
３
５

０
０
０
０
０

７５
７８
７７
７１
６４

１６
６
１９
１２
３３

９１
８４
９６
８３
９７２校

商

船

高

専

９
１０
１１
１２
１３

１６１
１５３
１７６
１５９
１３８

１２９
１１３
１２８
１２３
１０７

２１
１９
１２
１５
１３

１６
３３
１３
１８
１５

１３
８
１
２
１０

８３
５０
３２
３０
３７

５７
３０
２０
２４
２６

２８
４５
４６
４８
３６

１
０
１
０
０

２１９
１８６
１２５
１３７
１３７

７４８
６７１
５３１
５４０
８２８

９６７
８５６
６５６
６７７
９６５

６
４
２
５
５

３
４
６
４
１

８
７
１
２
７

２０
１６
１３
１０
９

１９
１３
１５
１４
１４

４
０
２
５
０

１
０
１
０
０

６１
４４
４０
４０
３６

６６
６５
８１
８２
６８

１２７
１０９
１２１
１２２
１０４５校

独
立
行
政
法
人

海
員
学
校

９
１０
１１
１２
１３

４０７
４１１
３９７
３９５
４０６

３５１
３４７
３２８
３５２
３３９

０
０
０
０
０

６
４
５
１６
３

１４９
３５
４７
５０
２７

２６７
１７９
１７４
１４５
１６６

１５５
８９
７８
５５
８５

７９
８１
５９
７２
７９

７３１
６１５
５３０
５１６
３０２

１，３８７
１，００３
８９３
８５４
６６２

３０１
２２６
３４５
２４７
４２６

１，６８８
１，２２９
１，２３８
１，１０１
１，０８８

０
０
０
０
０

５
３
４
１１
３

５０
３２
２６
２９
２７

１１７
１２２
１２２
９７
１０７

６７
５５
４０
４４
６０

２９
３２
２２
１７
１６

８
６
１０
１６
４

２７６
２５０
２２４
２１４
２１７

５０
７３
７１
８０
６０

３２６
３２３
２９５
２９４
２７７８校

独
立
行
政
法
人

海
技
大
学
校

９
１０
１１
１２
１３

１６
２９
３７
３６
２１

１６
２５
３１
３１
１６

０
０
０
０
０

０
１
０
０
０

１
０
１
０
０

７
１０
１５
８
７

３
７
７
８
２

３
０
４
３
０

０
０
０
０
０

１４
１８
２７
１９
９

０
０
０
１
０

１４
１８
２７
２０
９

０
０
０
０
０

０
１
０
０
１

１
０
１
１
０

７
１０
１５
１２
１０

３
７
７
１１
３

３
０
４
５
０

０
０
０
０
０

１４
１８
２７
２９
１４

０
０
２
２
１

１４
１８
２９
３１
１５三級第四

注：" 商船大学については、乗船実習科に進んだ者に係るものである。
# 独立行政法人海員学校については、本科卒業後、乗船実習科に進学した者を含む。
$ 卒業した時期は、商船大学及び商船高専が９月、海員学校が３月（乗船実習科は９月）である。
% 独立行政法人海技大学校については、海技士科三級海技士科第四の卒業生に限る。
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請にあたっては総務省の船舶局無線従事者証明を取得

する必要がある。当協会は、総務省が実施した２００１年

７月期および２００２年１月期の船舶局無線従事者証明の

ための新規訓練に対し、船社の協力を得て、講師を派

遣した。

また、当協会は１９９４年９月より外航船舶の GMDSS

対応資格の取得を促進するため、船社の協力を得て総

務省が実施する第三級海上無線通信士資格の国家試験

受験および船舶局無線従事者証明取得のための講習会

を実施していたが、これは当協会を主催者団体として

総務省より講習認定を都度受けて実施していたもので

あった。

しかしながら、２００１年秋の省令改正に伴う意見照会

の際に検討した結果、船社の自社講習によって対応が

可能である上、海技大学校の委託講習制度を利用する

ことによっても船社のニーズに十分対応可能であるこ

とから、本講習会はその使命を果たしたとの判断の下、

２００１年９月期をもって同講習会の実施は終了した。

なお、２００１年９月期に行なわれた講習会には４社６

名が受講した。

７・２・４ 海上通信高度化研究会について

近年、陸上における通信インフラの整備に伴い、イ

ンターネット、携帯電話等の電子通信手段が日常生活

に広く普及しており、海上においても同等の通信イン

フラの整備が望まれている。現在、海上においても、

インマルサット等を用いたデータ通信や一部海域では

衛星船舶電話の利用が可能であるが、これらの通信手

段はその料金の高さから、その利便性は低く、陸上と

比べその通信環境の格差は大きなものとなっている。

こうした状況を踏まえると、船員の福利厚生の視点

から、魅力ある職場作りの一環として海上通信手段の

円滑で低廉な利用を可能とする仕組み作りが望まれて

いる。

このような背景の下、当協会は船員の海上における

インターネット、電子メール等の利用実態やニーズ等

を把握するとともに、海上通信の技術動向を調査し、

これからの海上通信のあり方について研究することを

目的として「海上通信高度化研究会」を設置した。

同研究会では、２，６００名の海上職（休暇員、陸上職員

等を含む）を対象に、海上での通信手段の利用実態等

についてアンケート調査を行い、その結果をとりまと

めるとともに、通信高度化に伴う海上通信の動向につ

いての講演会を実施した。

７・３ 船員関係法規

７・３・１ 外国海技資格承認制度等への対
応

国際船舶制度に関連して、種々の施策が講じられて

いるが（１・１・３参照）、この内、日本人船機長２名配

乗を実現するためには、外国人船員を含む国際船舶の

乗組員が船舶職員法、船員法および電波法等で要求さ

れる各種資格要件を満足する必要がある。当協会は、

外国人船員に対してこれら資格が円滑に付与されるよ

うに、関係省庁および関係機関との調整に努めた。

１．船舶職員法関係

１９９９年５月に施行された STCW条約締約国（外国）資

格受有者に対する承認制度に基づき、２０００年１月より

〔資料７―１５〕 船員教育機関入学状況
２００２年４月１日現在

入学年度 入学定員 応募者数 倍 率 入 学 者 数 備 考

商

船

大

学

１０ ２００ ９８０ ４．９ ２１１（２２）

１１ １９０ ６３２ ３．３ ２０２（２０）

１２ １６０ ６６６ ４．２ １７４（２１）

１３ １６０ ７４３ ４．６ １６８（１１）

１４ １６０ ６６８ ４．２ １７４（１０）

商
船
高
等
専
門
学
校

１０ ２００ ３２６ １．６ ２１５（３４）

１１ ２００ ３５１ １．８ ２１２（２３）

１２ ２００ ３１０ １．６ ２００（２５）

１３ ２００ ２６９ １．３ ２０５（３９）

１４ ２００ ２９０ １．５ １８４（１５）

独
立
行
政
法
人

海

員

学

校

１０ ４４０ ９３２ ２．１ ４７８（６５）

１１ ４４０ １，００６ ２．３ ４７９（７４）

１２ ４４０ ９７０ ２．２ ４９９（６８）

１３ ４４０ ９１３ ２．１ ４７７（７０）

１４ ４４０ ８８４ ２．０ ４３６（５０）

注：" 商船大学の数値は、商船システム学（工学）課程【航海学コ
ース及び機関学コース】に係るものである。

# 商船高等専門学校の数値は、商船学科【航海コース及び機関
コース】に係るものである。

$ 独立行政法人海員学校（海上技術短期大学校及び海上技術学
校）の数値は、本科６校、専修科２校、司ちゅう・事務科１校
に係るものである。

% 「入学者数」のうち、（ ）の数値は、女子に係る内数である。
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外国資格受有者に対する国内海事法令講習会がフィリ

ピンの指定講習機関（当初４ヶ所→２００２年２月現在３

ヶ所）において開始され、同講習を修了したものを対

象とする承認試験が行われている。その後、２００２年６

月までに承認試験が延べ７回開催され、６６２名のフィリ

ピン人船員が承認証を取得した（資料７―１６参照）。

一方、承認証を取得した船員を配乗した国際船舶（い

わゆる「承認船」）は、承認船に係る雇用と労働条件に

関する労使協議での合意が必要であり、２００２年９月末

までに２０隻の承認船が誕生した。

２．船員法関係

日本人船機長２名体制による承認船を円滑に運航す

るためには、関連する船員法上の資格要件を満足する

必要がある。このためには、外国人船員に対してこれ

ら資格を円滑に付与する制度が不可欠であるが、この

内、特に必要となるのは危険物等取扱責任者、船舶料

理士等に係る資格であり、当協会はこれら資格が円滑

に取得できるよう、関係の委員会等に参画するととも

に関係機関と調整を図り、船社負担の軽減に努めた。

! 危険物等取扱責任者

本資格を取得するための国内法令講習会は、船舶

職員法に基づく国内海事法令講習と同様、フィリピ

ンの指定講習機関（当初４ヶ所→２００２年２月現在３

ヶ所）において実施されることとされた。当面この

講習の受講者は、船舶職員法に基づく国内海事法令

講習の受講者に限定されており、同講習の実施と併

せ、２０００年１月以降、２００２年６月までに通算７回の講

習が実施された。

" 船舶料理士

国際船舶制度の導入に伴い、船舶料理士資格を外

国人が取得する必要性が生じた。このため、運輸省

（現・国土交通省）は、船員中央労働委員会の答申

を受け、１９９９年１０月に官公労使による「船舶料理士

資格制度に係る検討会」を設置し、現行制度の見直

しも含めた検討を開始し、同検討会は２０００年３月に

試験・講習科目の再編統合方策、実施方法の合理化

・簡素化方策等の基本的方向に係る中間的な取りま

とめを行った（船協海運年報２０００参照）。

こうした検討を受け、その後２００１年６月に国土交

通省船員部を事務局とする「船舶料理士資格制度に

関する検討委員会」が設置され、外国人船員に対す

る船舶料理士試験のあり方も含めた検討が開始され、

同年１１月に同検討委員会は「受験資格としての乗船

履歴（３年から１年に短縮）」、「筆記・実技試験要領」、

「外国人に対する試験（臨時試験）の取り扱い」に

ついての変更を主な内容とするとりまとめを行った。

このとりまとめに基づき国土交通省は、船舶料理士

に関する省令改正を２００２年秋を目途に実施すること

としている。

一方、国際船舶の増加に伴い、外国人船舶料理士

に対する需要が大変逼迫した状況にあることから、

当協会は船員部労働環境課および試験の実施団体で

ある日本海技協会に対して、早急な試験の実施を要

請した。その結果、現行制度に基づく外国人に対す

る船舶料理士（臨時）試験が、２００２年６月および８

月にマニラで開催され、合計９５人が合格した。

なお、当協会は臨時試験の実施に際して、過去の

筆記問題集の英訳を作成するなど、同試験の円滑な

実施に協力した。

３．電波法関係

STCW条約の９５年改正が２００２年２月１日より完全導

入されることに伴い、わが国では全ての航海当直職員

に海上特殊無線技士資格の取得が義務付けられること

となった。これは、日本籍船舶である国際船舶に航海

士として乗組む外国人船員にとっても例外では無いた

め、２００２年２月１日の期限までに、第一級海上特殊無

線技士（一海特）資格を取得することが必要となった。

このため、当協会が規制緩和要望を行った結果、外

〔資料７―１６〕

承認試験実施状況

日 時 通 算 回 数 承認船員数（人）

２０００年１月 第 １ 回 ４８

２０００年６月 第 ２ 回 ５７

２０００年９月 第 ３ 回 ５２

２００１年１月 第 ４ 回 １０１

２００１年９月 第 ５ 回 １４１

２００２年１・２月 第 ６ 回 １１９

２００２年６月 第 ７ 回 １４４

延べ人数 ６６２

第一級海上特殊無線技士 講習実施状況

日 時 通 算 回 数 合 格 者（人）

２００１年８月 第 １ 回 ３８

２００１年９月 第 ２ 回 ７８

２００２年１月 第 ３ 回 ９５

２００２年６月 第 ４ 回 ８６

合 計 ２９６
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国資格受有者が一海特および第三級海上無線通信士（三

海通）資格を容易に取得できるようにするための養成

課程を新設すること等を内容とする無線従事者規則お

よび関係告示等の一部を改正する省令案が２００１年６月

２０日に公布、施行された（「船協海運年報２００１」参照）。

この改正を受けて、２００１年８月に$日本無線協会が
主催する外国の無線資格受有者に対する一海特講習が

マニラにおいて開始された。その後、２００２年６月まで

に延べ４回の講習で２９７名のフィリピン人船員が一海特

資格を取得した（資料７―１６参照）。

７・３・２ 船員職業安定法改正への対応

１．船員職業紹介等研究会報告のとりまとめ

船員職業安定法は１９４８年に制定され今日に至ってい

るが、当時と比べて現在は船員の雇用環境が大きく変

わっている。１９９６年の ILO海事総会において海員に対

する職業紹介に関する条約が抜本的に改正され、民間

の有料職業紹介も認められることとなった。

一方、陸上労働者に関する職業紹介事業、派遣事業

等の見直しが労働環境の変化に合わせて検討され、１９９９

年には労働者派遣事業も大きく規制緩和された。

こうした状況の中で船員職業紹介等研究会は１９９７年

２月１２日第１回が開催され、２００２年７月１５日の第９回船

員職業紹介等研究会において報告をまとめた（資料７

―１７参照）。

船員労務供給事業については、船員の雇用の安定と

労働保護を図りつつ、民間における船員派遣事業の制

度化を行う等、船員労働力の適正かつ円滑な移動の仕

組みを作ることが適当であること、船員教育機関、$
船員福利雇用促進センターによる無料船員職業紹介事

業に関する制度化が適当であるとの見解に達した。

しかし、労務供給事業に該当しない形態の整理につ

いては、見解の統一ができず、労働側の見解を併記し、

船員派遣業者となり得る者についての範囲は労働側、

使用者側のそれぞれの意見が表明され、付記に記すこ

ととなった。

なお、報告の概要は以下の通りである。

!．船員労務供給事業について
% 常用雇用型船員派遣事業に関する制度

常用雇用型船員派遣事業を行う場合は下記３条件

を満足するものと制度を整理した。

! 船員を常時雇用するもの

" 常用雇用型船員派遣業者の対象となり得る者

船舶を所有する者、裸用船を受けている者又は

これらに準ずる者

# 国土交通大臣による許可

& 労務供給事業に該当しない形態の整理

常用雇用型船員派遣事業の制度化に伴い、労務供

給事業に該当しない形態を整理した。

' 登録型船員派遣事業に関する制度

期間雇用船員については第三者により労働条件が

チェックされることが必要と考えられ、$日本船員
福利雇用促進センター（SECOJ）を活用することとし

て、同センターにおいて船員を登録して適正な労務

供給契約により、事業を行うこととした。

"．船員職業紹介事業について
% 無料船員職業紹介事業については従来の国、国土

交通大臣の許可により労働組合および一部の船主団

体において行うほか、船員教育機関、$日本船員福
利雇用促進センターについても認めることとした。

& 有料船員職業紹介事業については現時点では制度

化するのは適当でないとした。

#．付記について
労働側は船員派遣事業者の対象者となり得る者は船

舶を所有する者、裸用船を受けている者に限定してい

る。また、船員派遣事業の制度化には官労使による管

理機構の設置を要求している。

使用者側は船員派遣事業者となり得る者は船舶を所

有しないが、船舶管理契約により船員の配乗、船舶の

運航及び船舶の保守を委ねられた者が含まれることを

明確にするとともに、船舶管理会社にあっては、船舶

を所有しなくとも船員が雇用できることを明確にすべ

きであるとしている。

２．商船大学学生の職業意識に関するアンケート調査

報告書

当協会は上記の船員職業紹介等研究会の議論の参考

とするため、学生の就業意識に関する調査を行った。

具体的には、２００２年２月２０日、２２日東京商船大学、神戸

商船大学で船社就職説明会に参加した就職活動を控え

た学生総数１３８名を対象に、就職についての意識や国際

化への興味、社会に対する関心度などについてアンケ

ート調査を実施し、その職業観をまとめるとともに、

外航船会社が新人に求める能力や意識などについて船
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社側人事担当者にヒアリングやアンケートを行い、求

人側の全体像もまとめて、調査報告書を作成した。

学生のアンケートからは、海上職希望者のなかでも、

陸上産業に転職を希望する学生は３０歳以下で約１６．７％

あり、終身海上職と考えずに、いろいろな分野で海上

経験を活用したいとの傾向がみられ、就職における職

業感の多様性が見られる傾向にあった。一方、企業側

は学生に、将来の専門家としての国際性のある海上技

術者を求めており、その一つとして語学力があるが、

教育機関や学生側も英語の必要性を認識しているが、

それに対する実行が伴っていないことに不満をもつ企

業も多かった。

〔資料７―１７〕

船員労務供給事業及び船員職業紹介事業に係る規制改革のあり方に関する報告

平成１４年７月１２日

船員職業紹介等研究会専門委員会

船員の労務供給事業及び職業紹介事業については、当該

事業を実施する者により中間搾取が行われ、船員の労働を

阻害するおそれがある等の観点から、船員職業安定法（昭

和２３年制定）に基づき、そのおそれがないものとして国土

交通大臣が許可する船主団体及び労働組合を除き、民間に

おいて実施することが禁止されてきたところである。

しかしながら、船員職業安定法の制定から半世紀を超え

た現在、法制定当時と比べ、海運企業による船舶の運航形

態の変化に伴い、外航海運においては日本籍船と日本人船

員の減少、外国人船員との混乗、日本人船員の少数配乗の

一般化が進捗しており、内航海運においては様々な形態の

マンニングが増えてきている。このような状況の中、船員

にとっては、船舶を所有する者と船員の就業を実質的に監

督する者とが異なる場合も生じてきている等その労働状況

は大きく変化してきており、船員労務供給事業及び船員職

業紹介事業に係る規制についても、時代のニーズに対応し

た所要の見直しが求められる状況となってきている。

一方、陸上労働分野においては、船員労働分野と同様に

禁止されてきた労務供給事業及び職業紹介事業について、

経済の進展等による専門的な職業群の増加や短期間の就業

を希望する層の増加等の労働状況の変化に伴い、労働力の

新たな需給調整システムを構築する等の必要が生じてきた

ことから、昭和６１年、陸上労働者の労働保護を確保しつつ、

労務供給事業に関しては民間において労働者派遣事業を実

施できるよう制度化するとともに、平成１１年には、職業紹

介事業についても民間において実施できるよう制度化され

たところである。

以上のような状況を踏まえ、学識経験者及び官労使から

構成される船員職業紹介等研究会が平成９年２月１２日に設

置され、それ以降、同研究会は８回開催された。本専門委

員会は同研究会のもとに設置され、１３回にわたり開催して、

民間における船員労務供給事業及び船員職業紹介事業のあ

り方について鋭意検討してきた。

その結果、本専門委員会は、今般、船員労務供給事業に

係る規制改革については、船員の雇用の安定と労働保護を

図りつつ、民間における船員派遣事業の制度化を行う等船

員労働力の適正かつ円滑な移動の仕組みをつくることが適

当であること、また、船員職業紹介事業に係る規制改革に

ついては、船員教育機関による無料船員職業紹介事業に関

する制度化が適当であること等との見解に達したので、下

記のとおり報告する。

なお、本報告においては、労務供給事業に該当しない形

態の整理について見解を統一することができなかったため、

労働側委員の見解を併記することとしたこと、また、船員

派遣事業者となり得る者についての範囲等について労働者

側委員及び使用者側委員からそれぞれ意見が表明されたの

で、本報告に付記したことを念のため申し添える。これら

については、今後さらに、法制面も含め、関係者間での詳

細かつ十分な議論、検討のうえ制度設計が行われる必要が

ある。

記

! 船員労務供給事業について

船員労務供給事業については、常用雇用型船員派遣事業

の制度化等により、船員の労働保護を図りつつ、以下のと

おり船員労働力の適正かつ円滑な移動の仕組みをつくるこ

ととする。

１ 常用雇用型船員派遣事業に関する制度化の必要性

! 船員職業安定法は、何人にもその能力及び資格に応じ

て公平かつ有効に船員の職業に就く機会を与えることに

よって、海上企業に対する労働力の適正な充足を図るこ

とを目的としており、供給契約に基づいて人を船員とし

て他人の指揮命令を受けて労務に従事させることを業と

して行う船員労務供給事業については、船員が継続的に

供給元事業者の支配下におかれることにより、強制労働

や中間搾取が行われる可能性があること、また、支配従

属関係が二重となるため労働保護法規上の使用者責任の

! 船 員 労 働
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所在が不明確となり、船員の労働保護に欠けるおそれが

あることから、労働組合を除き、民間において行うこと

を禁止している。

$ しかしながら、昭和２３年に船員職業安定法が制定され

て以降、現在までの間に、船員労働の分野のみならず、

社会全体の近代化が進み、船員保護法規も整備され、社

会的に定着し、また、船員側の価値観等も多様化してい

る今日の状況を踏まえれば、船員労務供給事業に対し、

現行のように形式的な要件で一律に規制を行うことが適

当といえるのかという問題が提起されている。

したがって、現行法の目的を堅持することを前提とし

つつも、今日の経済的社会的状況を踏まえ、その規制の

あり方を見直すことによって、より一層、船員の保護を

図り、雇用の安定を確保する必要がある。

% ところで、海運界においては、海運企業による船舶の

運航形態の変化等に伴い船員の労働状況は大きく変化し

てきており、具体的には、次のような状況が顕在化して

きているところである。

! 近年、内航海運においては、厳しいコスト競争の下、

特に中小内航海運企業において、予備船員まで含めた

船員を自社で雇用、訓練することが経営的に困難な状

況となってきている。このため、一部の企業間におい

ては転籍等による船員労働力の移動を行っているとこ

ろであるが、そのような移動だけでは限界があること

から、比較的多数の船員を雇用している大手内航海運

企業から、船員不足に直面している中小企業等に対し

必要に応じ船員を供給できる新たなスキームを確立す

るとともに、さらに、効率的な船員の雇用及び船員労

働力の需給調整を行う観点から、一定の企業が船員を

一括して雇用、訓練し、複数の企業に対し必要に応じ

船員を供給できるといったスキームの確立への需要が

高まってきている。

" 外航海運においては、基幹船員として日本人船員の

配乗が必要とされる船舶向けに日本人を確保するため、

一部の企業間において転籍による日本人船員労働力の

移動が行われているところである。

また、日本人船員に求められる資質は、船舶上の運

航管理者のみならず海陸両職域における船舶の管理を

担う技術者に変質してきているところであり、各企業

にとっては、このような日本人船員を確保・育成する

ことが重要な課題となっているところである。したが

って、これら日本人船員の確保・育成のために、日本

人船員を雇用して訓練できる途をできるだけ広げると

ともに、必要な場合には、他の企業に対し日本人船員

を供給できる新たなスキームの確立が求められてきて

いる。

一方、日本人船員の雇用状況については、依然とし

て厳しい状況にあることから、その減少に歯止めが掛

からず、日本人船員の確保育成は緊急な政策課題とし

て関係者が鋭意取り組んでいるところである。このよ

うな中、上記のような企業側のニーズに対しては、法

の厳正な適用とともに、船員保護の立場を十分に踏ま

えた対応が望まれている。

# また、漁業分野においては、漁期等の特殊事情が背

景にあり、漁船船員は、転籍等による漁業種間の移動

が恒常化している現状下、移動に係る新たなスキーム

を確立する必要性はあると考えられるところであり、

カーフェリー等の旅客船分野においても、その必要性

は否定できない。

& 以上のように、我が国の海運・漁業界においては、船

主側が企業間における船員労働力の円滑な移動を望む状

況となっているところであるが、当該船員にとっては、

企業から企業への転籍を強いられること、また、移動に

より労働条件等が変更されること、さらに、労働に対す

る指揮命令をする者が移動元なのか移動先なのかが必ず

しも明確ではなく、かつ、その労働に対する雇用者・使

用者としての責任が不明確となる場合があること等、船

員の労働関係は極めて不安定なものが見受けられること

から、適切な規制が求められている。

' また、船舶の航行安全のためには、船員に対する技能

向上等のための教育訓練が必要不可欠であるが、企業間

を船員が移動する状況にあっては、教育訓練を行うべき

企業が分散し、場合によっては教育訓練を受けられない

という状況が生じることから、結果として、船員にとっ

て十分かつ体系的な教育訓練を受けることができないと

いうことも懸念されるところである。

( したがって、船員の労働保護を図りつつ、船員労働力

の移動を適正かつ円滑に実施できるようにするためには、

移動する船員に係る雇用責任、労働条件等を明確にする

ことが、当該船員の労働保護及び教育訓練の適切な実施

上から是非とも必要であり、このためには、陸上労働分

野で制度化されている労働者派遣事業制度を参考として、

派遣船員に係る雇用責任を派遣元に一元化し、当該派遣
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船員の労働に係る派遣元と派遣先の責任関係を明確にす

ることを内容とする船員派遣事業に関するスキームを新

たに制度化することが適切である。

- さらに、船員派遣事業の制度化に当たっては、派遣元

において船員を常時雇用する常用雇用型船員派遣事業と

派遣元が派遣期間のみ船員を雇用する登録型船員派遣事

業が考えられるが、船員の雇用の安定及び教育訓練の観

点から、常用雇用型の船員派遣事業のみを制度化するこ

とが適当である。

. また、船員派遣事業者となり得る者については、船員

労働の特殊性に鑑み、船舶の所有者責任、船舶の安全運

航確保の観点から、船舶を所有する者、裸用船を受けてい

る者又はこれらに準ずる者に限定することが適切である。

２ 常用雇用型船員派遣事業に関する制度

上記１に基づき、制度の骨子は次のとおりとすることが

適当である。

! 常用雇用型船員派遣事業の定義

+船員を常時雇用する者が、その雇用関係を継続した

まま、当該船員を他人の指揮命令の下で、かつ、当

該他人と雇用関係を結ばないで、当該他人のために

労働に従事させることを業として行うこと。

" 常用雇用型船員派遣事業者の対象となり得る者

+船舶を所有する者、裸用船を受けている者又はこれ

らに準ずる者

# 国土交通大臣による許可制

+許可の基準及び有効期間、船員中央労働委員会の意

見聴取等

$ 船員派遣事業者、派遣船員に対し原則として船員法

を適用

% 船員派遣契約において定めるべき事項

+派遣船員の職務、派遣期間、苦情処理体制等

& 船員派遣元事業者の講ずべき措置

+教育訓練の実施等派遣船員の福祉の増進

+適正な派遣就業の確保

+派遣船員であることの明示等

+派遣船員に係る雇用制限の禁止

+就業条件の明示

+派遣先への通知

+派遣元責任者の選任

+派遣元管理台帳の作成

' 船員派遣先事業者の講ずべき措置

+船員派遣契約に関する措置

+適正な派遣就業の確保

+派遣船員の雇用の努力義務

+派遣先責任者の選任

+派遣先管理台帳の作成

( 国土交通大臣による派遣元及び派遣先事業者の講ず

べき措置に関する指針の公表

) 国土交通大臣による派遣元及び派遣事業者に対する

指導、助言、勧告、改善命令及び勧告に従わなかった

事業者の公表

* 国土交通大臣による違反派遣元事業者の許可の取消、

事業の停止命令

３ 労務供給事業に該当しない形態の整理

, 常用雇用型船員派遣事業の制度化に伴い、これによる

派遣及び期間用船契約による船舶への配乗のほか、労務

供給事業に該当しないその他の形態も明確にすることが

船員の労働保護の観点から必要であるので、次の形態を

労務供給事業に該当しないものとして整理することが適

当であるとの考え方が提示された。

! 在籍出向による船舶への配乗

在籍出向とは、自己の雇用船員を関係会社（緊密な

資本関係等のある会社）に出向させる場合であって、

かつ、出向元と出向先の両方に労働契約がある場合を

いう。

この場合は、出向元と出向先との間に緊密な資本関

係等があることから、在籍出向船員にとって実質的に

同一の会社の中での移動であり、中間搾取等の発生す

るおそれがない。また、在籍出向船員と出向元・出向

先の間でそれぞれ労働契約が結ばれるため、労働に係

る責任関係が明確となる。したがって、労務供給事業

には該当しない。

" 船舶管理契約による管理船舶への配乗

船舶管理契約による管理船舶への配乗とは、船舶を

所有する者等から船舶管理契約により船員の配乗、船

舶の運航及び船舶の保守を委ねられた船舶に、自己の

雇用する船員又は派遣若しくは在籍出向により受け入

れた船員を配乗する場合をいう。

この場合は、船舶管理契約により船舶管理業務を行

う者が管理船舶に配乗した船員を自ら指揮命令し使用

して運航することになるため、船員を他人の指揮命令

を受けて労務に従事させることを業として行うもので

はないことから、労務供給事業には該当しない。

なお、船舶管理業務を行う者については、当該業務
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を適格に遂行することのできる者でない場合は、中間

搾取等が発生するおそれがないとは言い切れないので、

当該業務を適格に遂行できる者である、船舶を所有す

る者、裸用船を受けている者又はこれらに準ずる者に

限定することが適切である。

" このような整理の考え方に対し、労働側委員からは、

本来の常用雇用型派遣事業の制度化の重大な妨げになる

との観点から行うべきではないとの見解が示された。ま

ずひとつは、在籍出向を労務供給事業に該当しないと定

義すれば、雇用船員を反復継続し常態的に他社出向させ

るケースも労務供給事業に該当しないことになり、実質

的な派遣事業が可能になること、次に、船舶管理会社が

船舶管理契約を結んだ管理船舶に配乗するケースを労務

供給事業と見なさないと整理した場合、船舶を所有しな

い又は裸用船を受けていない船舶管理会社であっても、

この範囲に含まれることになるため、雇用の不安定化等

船員の労働の保護の観点から深刻な問題が生じること等

の理由により反対としている。

４ 登録型労務供給事業の実施

期間雇用の船員については、とりわけ内航海運、漁業部

門で数多く雇用されているが、常用雇用に比べ雇用が不安

定な面がある。

このような期間雇用船員については、自ら労働条件等に

ついて供給先と交渉することなく、公正な第三者により労

働条件等がチェックされた上で就労することが可能となれ

ば、雇用の安定が確保されることから、これら船員のため

に公的の機関による労務供給事業を実施することが望まし

い。

このため、既に、船員の雇用の促進に関する特別措置法

に基づき労務供給事業を実施することが認められている（財）

日本船員福利雇用促進センターを活用することとし、同セ

ンターにおいて船員を登録して適正な労務供給契約により

当該船員を供給する事業を行うことが適切である。

! 船員職業紹介事業について

船員職業紹介事業については、当面、無料船員職業紹介

事業の充実・改善を行うことにより、以下のとおり船員の

雇用の促進を図ることとする。

１ 無料船員職業紹介事業に関する制度の拡充及び運用の

改善

! 船員職業紹介事業については、船員職業安定法に基づ

き、現在、国によるほか、国土交通大臣の許可により労

働組合及び一部の船主団体において無料で行うことを認

めているが、これは中間搾取等が発生するおそれがなく、

船員の労働保護に問題がないことから、認めているもの

である。

" 近年、厳しい海運経営環境の下、海運企業における新

規学卒者等の若年船員の雇用は減少してきており、将来

的な船員不足が懸念されている。このような中、無料船

員職業紹介事業については、中間搾取等の弊害につなが

ることのないよう配慮しつつ、実施主体を可能な限り拡

大する等、従来の規制のあり方について次のとおり見直

しを行うことが必要である。

! 実施主体の拡大

! 船員教育訓練機関については、その目的が船員を

養成し海運界に送り出すことにあることに鑑みるな

らば、自ら船員職業紹介事業を実施できるよう措置

することは、新規学卒者等の就職の促進により将来

の船員不足の解消に資する観点から、極めて有効な

ものである。したがって、現在認められている無料

職業紹介事業者の対象をこれら船員教育機関まで拡

大することとし、陸上労働分野では教育機関につい

て届出制により無料職業紹介事業が認められている

ことを踏まえ、これら船員教育機関が国土交通大臣

への届出により無料で職業紹介事業を行うことがで

きるよう制度化することが必要である。

この場合、船員教育訓練機関の無料船員職業紹介

事業の制度の骨子は次のとおりとすることが適当で

ある。

"国土交通大臣に対する届出制

"帳簿の備付け、国土交通大臣に対する事業報告書

の提出

"国土交通大臣による船員教育機関が行う船員職業

紹介事業に関する指針の公表

"国土交通大臣による船員教育機関に対する指導、

助言、改善命令

"国土交通大臣による事業の停止命令

" #日本船員福利雇用促進センターは、船員の雇用

の促進に関する特別措置法に基づき船員職業紹介事

業を行うことが認められている。しかしながら、同

センターが現在実施している船員職業紹介事業は、

国の船員職業紹介機関で実施することが困難である

外国海運企業と日本人船員との間の紹介事業のみと

なっている。同センターについては、必ずしも当該

紹介事業の実施のみに限る必要はないことから、同
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センターにおいても国内海運企業に対する紹介事業

を実施することが適当である。

! 運用の改善

国による無料船員職業紹介事業については、求職求

人者に対するサービスの一層の向上を図るため、平成

１４年度から、

! 求人・求職の電子申請化、求人・求職のデータベ

ース化等電子化システムの構築、

" 全国の地方運輸局、運輸支局等に求人者及び求職

者が求人求職情報の詳細を自由に検索閲覧できるタ

ッチパネル式の端末を設置、

# 地方運輸局や全日本海員組合など民間の無料職業

紹介所の持つ求人情報の概要を"日本船員福利雇用

促進センターに集約し、求職者が自宅のパソコンか

ら自由に検索閲覧できるインデックス情報ネットワ

ークの構築

を行うことにより、求人求職のミスマッチを解消し、

就職機会を拡大をすることとしているが、上記システ

ムの有機的な連携を図るとともに、必要な改善を行い、

求職求人者に対する一層のサービス向上を目指す必要

がある。

２ 有料職業紹介事業

! 一方、民間における有料による船員職業紹介事業につ

いては、陸上労働分野では、短時間あるいは短期間の就

業を希望する層の増加等労働者の意識の変化、サービス

経済化の進行、産業構造の転換等労働力需給両面におい

て広範・多様な変化が生じることが見込まれることから、

これに対応するため、民間における労働力需給調整シス

テムについて改善、充実を図る必要があるとの考え方に

より、許可制による民間有料職業紹介事業を制度化して

いるところであるが、船員労働分野においては、現在の

ところ、このような状況が見込まれる段階には至ってい

ない。上記のとおり、むしろ無料船員職業紹介事業の一

層の充実・拡大が求められてきているところである。し

たがって、現時点では、民間のおける有料船員職業紹介

事業について制度化することは、適当ではない。

" なお、国際的には、民間における船員職業紹介を認め

る「船員の募集及び船員職業紹介に関する条約（ILO第１７９

号条約）」の批准国は未だ６か国にとどまっており、大勢

は依然として民間の船員職業紹介を禁止している「海員

の職業紹介に関する条約（ILO第９号条約）」を批准して

いる状況である。

! その他

民間における船員労務供給事業及び船員職業紹介事業に

ついて制度化された場合は、適切な運用等の観点から、適

当な時期に見直しを行うことが必要である。

［付 記］

以上の本専門委員会の報告に関し、労働側及び使用者側

の委員から、それぞれ次のような意見が表明された。

○労働側委員の意見

１ 船員派遣事業者の対象となり得る者のうちの「これら

に準ずる者」については、船員労働の特殊性に鑑み、船

員の雇用責任、船舶の所有者責任、船舶の安全運航確保

の観点を考えれば、船舶を所有せず、裸用船も受けてい

ないものを含めるべきではない。

２ 派遣船員については、船員保険が適用されるよう措置

を講じること。

３ 法制定当時と比較して船員の配乗形態が大幅に変更し

た状況を踏まえ、船舶所有者の解釈について船員法上の

疑義がある。

４ 船員派遣事業に関するスキームを新たに制度化するこ

とについては、船舶所有者の雇用責任の明確化及び官労

使による管理機構の設置が是非必要である。

５ 船員派遣事業の制度を適正に運用するため、許可の条

件、許可の手続き、許可後のチェック、派遣事業者以外

の者のまがい行為の防止対策など具体的な措置を講じる

こと。このためにも、上記の管理機構は必要条件である。

６ 外航海運においては、船員の減少に歯止めが掛からず、

日本人船員の確保育成は緊急な政策課題として関係者が

鋭意取り組んでいるところである。一部から指摘のある

雇用の流動化に対しては、日本人船員の確保育成に否定

的な側面が否めず、船員保護の立場から、法の厳正な適

用とともに限定的な必要最小限の制度改革にとどめるこ

とが望まれるところである。

〇船主側委員の意見

１ 船員派遣事業者となり得る者を、船舶を所有する者、

裸用船を受けている者又はこれらに準ずる者としている

が、この派遣事業者には、船舶を所有しないが、船舶管

理契約により船員の配乗、船舶の運航及び船舶の保守を

委ねられたもの等が含まれることを明確にすべきである。

２ 船舶管理会社にあっては、船舶を所有しなくとも船員

を雇用できることを明確にすべきである。
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190 船協海運年報２００２



７・３・３ ILO条約改正への対応

１．統合条約について

! ILO三者構成ハイレベルワーキンググループ（High!
Level Tripartite!WG）の開催

ILO High!Level Tripartite（HLT）WGの第１回会合

が２００１年１２月１７日～２１日の間にジュネーブの ILO

本部で開催され、わが国からは、国土交通省船員部

西川労働基準課長、全日本海員組合井出本組合長、

当協会鈴木常務理事他が出席した。

今回の会合は、同年１月の ILO JMC（合同海事委

員会）において船主サイド!船員サイドが ILOの既

存の条約（３０）・議定書（１）・勧告（２３）を統合した

新条約案を作成することで合意し（船協海運年報２００１

参照）、これを受けての最初の会合であり、同条約に

関する政府側の対応が注視されるところであった。

本会合では、政府側が新条約策定に向けて HLT

WGの作業に積極的に参加することなどが合意される

とともに SUB!WGを設立し、条約の施行、条約の構成

等の主な問題について具体的な検討を行うことが合

意された。同会合での審議概要は、次の通りである。

! JMC勧告の承認

ILO事務局より、２００１年１月の JMCでの検討経

緯及び勧告事項等（統合条約案の策定、HLTの設

立等）について説明が行われた。その後、政府委

員による検討が行われ、発言を行った全ての国よ

り統合条約案策定について賛成の意向が表明され、

政府側が本HLT WGの作業に積極的に参加するこ

となどが合意された。

" SUB!WGの構成等

政府側の同条約案策定作業への参加を受け、SUB!
WGの設立が決定された。当初の案では、官・労・

使より各４名が参加し１２名で構成する予定であっ

たが、政府側より各国の同条約案への積極的な参

加の意向及び地域性を考慮して３１名（政府側１３名、

船主側９名、船員側９名）に拡大することが提案

され、合意された。当協会も ISF及び日本政府の

強い要請により、SUB!WGに赤塚欧州地区局長をノ

ミネートすることとなった。また、SUB!WG議長

には Olsen女史（デンマーク政府）を選任した。

# 今後の予定

１） 第１回 SUB!WG：２００２年６月２４日～２８日

（ジュネーブ）

２） 第２回 HLT WG：２００２年１０月１４日～１８日

（ジュネーブ）

" ILO High!Level Tripartite SUB!WG

ILO High!Level Tripartite SUB!WGの第１回会合

が、６月２４日～２８日の間、ジュネーブの ILO本部

で開催された。わが国からは、国土交通省船員部

西川労働基準課長、全日本海員組合飯島国際部長、

当協会赤塚欧州地区事務局長が出席した。今回の

会合では、HLTWGの決定に基づき、HLTWGに提

出される文書の準備に資するため、事務局に対し

て指示等を与えることを目的として以下の点につ

いて検討が行なわれた。

! 新条約の施行

条約上の義務履行主体について、旗国、寄港国、

船員供給国のいずれかを明確化する必要性がある

との議論がなされた。社会保障措置の担保義務に

ついては船員供給国にあるとする主張がなされた

が、同措置のように PSCでは確認できない事項の

履行担保として何らかの証書発給手続きを設ける

必要があるのではないかとの議論がなされた。

また、PSC実施に関しては、船上の労働・生活

条件が条約の基準を満たすものかどうか判断が難

しい面があり、検査官のトレーニングが重要な課

題であるとの指摘がなされた。

" 新条約の構成

本条約の構成を基本原理（Principles）、詳細（De-

tails）、指針（Guidance）に分けることが合意され

ているが、各項目をどのように組み込むかについ

て意見交換がなされ、ILO事務局が１０月のHL TWG

に資料を提出することとなった。

# １４７号条約（商船の最低基準条約）

新条約の関連する部分に組み込むことが合意さ

れているが、新条約発効後等の１４７号条約の取り扱

いについては、直ちに廃棄、批准停止などの案が

出されたが、合意を形成するに至らなかった。

$ 内航海運への適用

新条約を内航海運に適用すべきかについては、

慎重に対応すべきことが合意された。

% 今後の問題点等

今後の検討作業は、本会合での検討を受け ILO

事務局が条約案等を１０月の第２回HLT WG会合に

提出することとなっており、第２回HLT WG会合

では条約の施行（AUDIT、証書、PSC、旗国・寄港

国・船員供給国の責任関係）、条約の構成などにつ

いて、ある程度の方向が示されるものと思われる。
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当協会としては、統合条約の成否はアジア諸国の批

准促進がどの程度図られるかによると認識しており、

アジアの船主の立場からみた問題点と解決策について、

ASF船員委員会などの場を通じて広く検討を行う活動

を進めるとともに、日本政府とも連携を取りつつ、わ

が国海運の意向を政府の方針に反映させていく必要が

ある。

２．船員の身分証明書に関する条約について

２００１年９月に発生した米国同時多発テロを契機とし

て、IMOにおいてテロ対策の検討が開始された。その

一環として船員の身分証明方法については、IMOと ILO

が検討の結果、既存の ILO１０８号条約（船員の身分証明

書に関する条約）を改定して対応することが合意され

た。現在、ILOにおいては統合条約の検討が進められて

いるが、本条約の改定は統合条約の検討スケジュール

と切り離して、２００３年６月の ILO総会での採択が予定

されている。

こうした状況の下、２００２年６月の ILO High!Level Tri-

partite SUB!WGの第１回会合に引き続きジュネーブに

おいて、同条約改定の検討会合が開催され、米国から

の指紋、虹彩等の情報の導入提案に対して、わが国政

府より２００３年６月の時点では技術的にバイオメトリッ

クスの採用を前提とした条約は、時期尚早である旨の

説明がなされた。

同会合での、概ねの合意事項は以下のとおりである。

! バイオメトリックス技術については、慎重に検

討する。

" 新条約の下での身分証明書は VISAの代わりもし

くは、VISAの取得を容易にするもの

# 証明書の書式は、人権等に配慮したものとすべ

きこと。船員の資格、医療情報等は慎重に扱われ

ること。

$ 証明書に記載されている情報は、船員が承知し

ているものであり、スマートカード等を利用する

場合は、船員自身が知ることのできない情報を含

んでいないこと。

なお、バイオメトリックスについては、わが国を始

め多くの国が国内法の関係で、導入が困難であるとし

ているとともに、ITFも人権上の問題から反対を表明し

ている。

７・４ 船員の社会保障制度

７・４・１ 船員の社会保障制度の概況

１ 適用状況の推移

船員法上の船員を対象とした船員保険および厚生年

金保険（第三種被保険者のうち船員）の適用事業所な

らびに被保険者数は、海運・水産業界の厳しい状況を

反映して斬減傾向が続いており、２００１年３月末の適用

事業所ならびに被保険者数は、前年に比べてそれぞれ

２１８事業所、３，６３２名の減少となっている。（資料７―１８

参照）

２ 船員保険の財政状況

船員保険の財政は、被保険者数が減少する一方で、

平均標準報酬月額が伸び悩み、保険料収入が減少し続

けている。また被保険者数が８万人を切り、限られた

業種の保険集団であることなどの構造的問題もあり、

極めて厳しい状況にある。

２０００年度の収支は、介護保険制度が導入されて初め

ての決算であったが、疾病部門において３億円の赤字、

失業部門において３億円の黒字、年金（労災）部門に

おいて３５億円の赤字となり全体で３１億円の赤字で１９９８年

度以降３年連続の赤字決算となった。（資料７―１９参照）

〔資料７―１８〕 船員保険、厚生年金保険

（第三種のうち船員）適用状況

時 点
（年月）

船 舶 所 有 者 数 被 保 険 者 数

うち失業
保険適用 （強制適用）

うち失業
保険適用

１９８４．３
１９８５．３
１９８６．３
１９８７．３
１９８８．３
１９８９．３
１９９０．３
１９９１．３
１９９２．３
１９９３．３
１９９４．３
１９９５．３
１９９６．３
１９９７．３
１９９８．３
１９９９．３
２０００．３
２００１．３

社
１０，２８０
９，９４９
９，５７０
９，３１３
９，２３０
９，１３２
９，８７７
９，６００
９，３０５
９，００８
８，６２９
８，３８８
８，１９０
８，０２６
７，８２２
７，５３６
７，３１８
７，１００

社
７，１８０
６，９８３
６，７５２
６，５５８
６，４４０
６，２８９
６，２４０
６，１２５
５，９７１
５，８４４
５，７４０
５，６４６
５，５２８
５，４０１
５，２３４
４，９８５
４，８２２
４，７００

人
１８４，７０２
１７６，５６０
１６５，６６６
１５６，５８４
１４６，５４９
１３８，４２９
１３２，２０５
１２６，７２４
１２０，６３４
１１５，６２５
１１０，４５９
１０５，４２２
１００，３４９
９６，０５０
９１，２９２
８４，１７１
７９，５２１
７５，８８９

人
１５２，００４
１４４，２１６
１３４，６２７
１２５，８５５
１１６，６９６
１０９，８３６
１０６，０１８
１０２，９４５
９９，３９５
９６，６９９
９２，６５３
８８，７１３
８４，７３６
８０，７６１
７６，４５１
６９，７７８
６５，７３６
６２，８３０

（注）社会保険庁資料
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〔資料７―１９〕 船員保険特別会計部門別収支決算 （単位：億円）

区
分

収 入 支 出

項 目 ９９年度 ００年度 項 目 ９９年度 ００年度

疾

病

部

門

保 険 料 収 入
一 般 会 計 よ り 受 入
厚生保険特別会計業務勘定より受入

５０７
３３
６

４８２
３０
２３

保 険 給 付 費
老 人 保 健 拠 出 金
退 職 者 給 付 拠 出 金
介 護 納 付 金
福 祉 事 業 費

３７２
１７１
２９
!
０

３５１
１４１
３０
１６
０

計 ５４６ ５３５ 計 ５７２ ５３８

失
業
部
門

保 険 料 収 入
一 般 会 計 よ り 受 入
前 年 度 剰 余 金 受 入

６９
１８
１

６４
１５
１

保 険 給 付 費

翌 年 度 へ 繰 越

１０１

１

７５

２

計 ８８ ８０ 計 １０２ ７７

年
金
部
門

保 険 料 収 入
一 般 会 計 よ り 受 入
運 用 収 入

１３０
０
３９

１２０
０
３１

保 険 給 付 費

諸 支 出 金

３６

１５１

３８

１４８

計 １６９ １５１ 計 １８７ １８６

福

祉

・

業
取
部
門

保 険 料 収 入
一 般 会 計 よ り 受 入
雑 収 入

５７
１２
４

５３
１２
１３

福 祉 事 業 費

業 務 取 扱 費

５７

２４

５１

２３

計 ７３ ７８ 計 ８１ ７４

合 計 ８７６ ８４４ 合 計 ９４２ ８７５

（注）社会保険庁資料 収 支 差 額 －６６ －３１

〔資料７―２０〕 船員保険特別会計部門別予算 （単位：億円）

区
分

収 入 支 出

項 目 ２００１年度 ２００２年度 項 目 ２００１年度 ２００２年度

疾

病

部

門

保 険 料 収 入
一 般 会 計 よ り 受 入
厚生保険特別会計業務勘定より受入
雑 収 入

５１７
３０
２１
０

４６９
３０

２

保 険 給 付 費
老 人 保 健 拠 出 金
退 職 者 給 付 拠 出 金
介 護 納 付 金
予 備 費

３５４
１３０
３１
５４
４

３１５
１５３
３３
２７
３

計 ５６８ ５０１ 計 ５７３ ５３１

失
業
部
門

保 険 料 収 入
一 般 会 計 よ り 受 入
前 年 度 剰 余 金 受 入

６３
１８
０

５９
１６
０

保 険 給 付 費

予 備 費

８０

１

６９

１

計 ８１ ７５ 計 ８１ ７０

年
金
部
門

保 険 料 収 入
一 般 会 計 よ り 受 入
そ の 他

１１９
０
３０

１１２
０
２５

保 険 給 付 費
諸 支 出 金
そ の 他

４１
１４４
０

４０
１４１
１

計 １４９ １３７ 計 １８５ １８２

福

祉

部

門

業

取

部

門

保 険 料 収 入
厚生保険特別会計業務勘定より受入
一 般 会 計 よ り 受 入

雑 収 入

５３
３
１２

７

４９
０
１２

３

福 祉 事 業 費

業 務 取 扱 費

５０

２５

４６

２３

計 ７５ ６４ 計 ７５ ６９

保 険 料 収 入
一 般 会 計 よ り 受 入
運 用 収 入
厚生年金保険特別会計業務勘定より受入
積 立 金 よ り 受 入
雑 収 入
前 年 度 剰 余 金 受 入

７５２
６０
３０
２４
４１
７
０

６８９
５８
２５
０
７５
５
０

保 険 給 付 費
老 人 保 険 拠 出 金
退 職 者 給 付 拠 出 金
業 務 取 扱 費
諸 支 出 金
福 祉 事 業 費
介 護 納 付 金
予 備 費

４７５
１３０
３１
２５
１４４
５０
５４
５

４２４
１５３
３３
２３
１４１
４６
２７
５

合 計 ９１４ ８５２ 合 計 ９１４ ８５２

（注）社会保険庁資料（２００１年度は補正後のもの）
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なお、２０００年度の積立金の残高も、全体で３１億円の

減少となり、１，１１８億円となった。

（資料７―１９参照。予算については、同７―２０参照）

$ 疾病部門

１９９０年度に保険料率を引き上げたことおよび平均

標準報酬月額が伸びたことなどにより、単年度黒字

に転じ、以降金額は減少しつつも、黒字を維持しな

がら累積赤字を減じ、１９９７年度に至りようやく、累

積赤字を解消した。

２０００年度においては、保険料収入４８２億円のうち介

護保険収入は１４億円、介護納付金は１６億円となった。

介護保険制度の施行に伴う老人医療から介護保険へ

の以降等により、老人保険拠出金は前年より３０億円

改善された。引き続く平均標準報酬月額の伸び悩み、

被保険者数の減少で、保険料収入は減少し、収支は

再び３億円の赤字となった。

% 失業部門

失業部門の財政は、失業率の動向に大きく左右さ

れ、１９８９年までは失業率が高かったために、財政状

況が悪化したが、１９８９年には緊急雇用対策が一応終

息したこと、折からの好景気の影響を受けて失業率

が大幅に減少したことなどから黒字となりその後、

景気の後退はあるものの、単年度収支で１９９７年まで

黒字を維持した。

１９９９年度においては被保険者数の減少により保険

収入が減少する一方、陸上の雇用情勢の厳しさを受

けたが、部門別収支では保険給付費の減額により単

年度は３億円の黒字となった。

& 年金部門（労災）

１９８７年以降、保険給付費などの増加により支出が

収入を上回り、１９９０年度まで赤字で推移してきた。

１９９１年度においては、好景気の影響を受けて平均標

準報酬月額が伸びるとともに、保険料率が引き上げ

られたことにより収入が大幅に増えたことから黒字

に転じ１９９７年度までこれを維持してきた。

２０００年度においては、被保険者数の減少と標準報

酬月額の低下によって保険料収入が減少するなか、

保険給付の微増があり、収支は前年よりも１７億円悪

化して３５億円の赤字となった。

年金部門の財政は、被保険者の減少に比べ、年金

受給者の減少が小幅に留まるため、今後も赤字幅が

拡大していくものと予想される。

７・４・２ 船員保険制度の改革

１ 概 況

２００２年６月２１日健康保険法等改正案が衆議院を通過、

７月２６日に参議院を通過し、成立した。この医療制度

改革は２００１年１１月２９日に政府・与党社会保障改革協議会

で「医療制度大綱」が決定されたのを受けたものであ

る。その内容は、２００３年度より健康保険に総報酬制を

導入し、料率を改正して財政改善を図ることが考慮さ

れており、船員保険についても適用される。この総報

酬制については、規制改革推進３ヵ年計画（２００１年３

月３０日閣議決定）（負担の公平論）、医療制度改革試案

（２００１年９月）および医療制度改革大綱（２００１年１１月２９

日政府・与党社会保障改革協議会）において検討の上、

導入が図られたものである。導入について使用者側か

ら賞与は安定財源と言えず、保険料水準の見直しは給

付には反映されない上に、給付格差が拡大すると反対

があり、労働側や健康保険組合からも負担先行の案と

して反対意見があったが、負担の公平性、財政改善の

両面から今回の改正で導入となった。

船員保険においては、省庁再編および、行革におけ

る審議会の縮小等により、十分な審議がされない中で、

健康保険改正と横並びに導入が図られたものである。

総報酬制導入に関する船員保険特有の問題点は、下

記３点である。

! 失業部門、年金部門とも、保険料率は、船員保

険は陸上の労働保険に比べて割高である。

" 陸上一般では、政府管掌健康保険が被用者保険

であるが業態、業種、会社規模、地域性を考慮して

健康保険組合を作り、健全に運営する方法がとら

れているが、この制度が船員保険の場合にはない。

# 労働災害の場合、船員保険は一律であるが、陸

上産業の場合、業態によって災害率を考慮して保

険料率を変えることができる。

一方、船員保険制度の固有の問題点としては、

! 被保険者数は１９９２年２０万７３１人であったが、２０００

年７万８，８９１人になり、年５，０００人規模で減少してい

る。

" 財政は１９９８年度より赤字となり、２０００年度では３１

億円の赤字、積立金は１，１１８億円となり、取り崩し

の傾向にある。

# 職務上の障害年金、遺族年金部門があり、積立

金での充足率は約３割（労災保険は約６割確保）

しかなく、被保険者の減少がこの部門に与える影
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響は大きい。

以上の３点から、制度の抜本的改革が望まれるところ

であり、社会保険庁運営部保険課は関係省庁、関係団

体で構成する「船員保険財政見通し勉強会」が２０００年

４月１９日より開催され、以降検討が続けられている。

２ 健康保険制度改定に伴う船員保険に関する要望

当協会では、２００２年２月８日健康保険制度改定に伴

う船員保険制度の影響を考慮して、厚生労働大臣、社

会保険庁長官宛てに船協会長名で要望書を提出した。

（資料７―２１参照）

社会保険庁運営部医療保険課は、２００２年３月２８日「船

員保険制度勉強会」（事務局：社会保険庁）にて、当協

会の要望を考慮し、４月以降一般制度に統合すること

も視野に、今後のあり方を早急に検討する必要がある

と位置付け勉強会を開催し検討することとした。

７・５ 労働協約の改定
外航最低基本給制度の廃止および賃金関連事項の完

全個別交渉化、船舶資産の処分と雇用の安定に関わる

諸協定の改廃を主眼として、平成１３年２月２０日の第１

回協議会を皮切りに開始された外航労使関係協議会は、

平成１４年２月１８日開催の第８回協議会において、以下

の概要で合意に至った。

! 最低基本給制度に代わる職別最低賃金の創設

" 諸手当、退職金の個別交渉化

# 雇用に関わる諸協定等を平成１５年２月末日まで

に見直しを行い改廃の結論を出すこと

これにより、戦後半世紀以上に亘る「船団 vs組合」の

中央春闘による賃金決定メカニズムは終止符が打たれ、

〔資料７―２１〕

平成１４年２月８日

厚生労働大臣

坂 口 力 殿
日本船主協会

会長 ! 長 保 英

医療保険制度改革に伴う船員保険制度改革について（緊急要望）

去る平成１３年１１月２９日、政府・与党社会保障改革協議会

において、医療制度改革大綱が決定され、被用者保険の保

険料の見直しに関し、総報酬制の導入を図ることが盛りこ

まれました。

この、医療制度改革及び被用者保険には船員保険も含ま

れており、船員保険の保険料に総報酬制の導入を図るとの

説明を事務当局より受けたところでありますが、船員保険

制度は、他の保険制度から独立した総合保険であること、

また、その財政状況は、制度の存続が危ぶまれるほど深刻

な状況にあります。

こうした状況にもかかわらず、医療制度改革、被用者保

険の名のもとに総報酬制導入が自動的に横並びで扱われ、

船員保険制度自体の抜本的あり方に関する議論がまったく

なされないままに大綱決定に至っていることは、極めて唐

突であります。

更に、陸上の健康保険制度では、健康保険組合を設立す

ることにより保険料率の設定を含め自主的な運営が可能と

なっていますが、船員保険にはその制度が存在しません。

また、総報酬制が導入されている労働者災害補償保険では

業種別に災害率を考慮して保険料率が設定されています。

船員保険を構成する業種も外航、内航、水産にわかれてい

ますが、保険料率は一律であります。

こうした制度上の不均衡があるにもかかわらず、十分な

議論無しに総報酬制の導入を図ろうとすることは、船員保

険に加入する事業主、被保険者の事情を踏まえたものとは

いえず陸上保険制度で採用されている措置の趣旨を船員保

険にも導入する等の不均衡是正策の検討が必要と思料致し

ます。

つきましては、今回の医療制度改革とともに船員保険制

度の改革にも道筋がつきますよう下記の点を要望します。

記

１ 船員保険への総報酬制度導入は、構成する業種の実態

を踏まえ、合理的かつきめ細かい対応のもとで、検討さ

れること。

２ 船員保険制度の将来像について、明確なビジョンが保

険者たる政府より示されること。

以 上
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平成１４年度より適用される各社賃金の決定は、賃金体

系の変更を含めた完全個別交渉ヘ移行した。

以上の経緯から、外航労務部会と全日本海員組合と

の２００２年度労働協約改定交渉は、実質的な賃金関連の

中央交渉を行わず、上記外航労使関係協議会における

合意内容を、労使双方の要求・申し入れとして２月２８

日手交し、３月１日に即時妥結した。

また、最低賃金の創設とともに各社賃金が完全個別

交渉となったことから、各社が自己責任原則に基づき、

経営状況に応じた交渉を行った結果、４社が新賃金制

度に移行、７社が新賃金制度に関し継続協議となり、

現行制度継続としたのは３社のみであった。

本年度の労働協約改定交渉は、賃金関連の完全な各

社個別交渉が開始された年として記録に残ることとな

り、外航労務協会から業務移管された外航労務部会が

目指してきた新しい労使関係の構築への第一歩を示し

た。しかしながら、中央の労働協約書にはいまだ多く

の条文・協定書等が混在しており、全日本海員組合と

の労使対話を促進させ、如何にこれらを整理していく

かが今後の課題である。

７・６ 乗組員の安全および災害防止対策

７・６・１ 船員災害防止実施計画

船員中央労働委員会（会長：青山善充成蹊大学教授）

は、２００２年３月１５日、「平成１４年度船員災害防止実施計

画」について、諮問案のとおり国土交通大臣に答申し

た。同実施計画は、「船員災害防止活動の促進に関する

法律」に基づき、５年毎に策定する船員災害防止基本

計画の実施を図るためのもので、今回の実施計画は、

１９９８年１月に船員中央労働委員会の審議を経て作成さ

れた第７次船員災害基本計画（１９９８年～２００２年）を実施

するための最終年（５年目）の計画にあたる。

２００２年度の実施計画では、船員災害としての船種別

死傷発生率（年間千人率）の減少目標（対前年度比）

を、死傷に関して、汽船４％、漁船２％、全体で３％

とし、疾病に関しては、既に今次基本計画の目標を達

成しているため減少目標は（対前年度比）を設定しな

いものの、生活習慣病の発症率が陸上労働者に比べて

高いことから、更なる疾病減少を図るため、より一層

努力することとなっている。

また、船員災害防止の重点事項としては、死亡災害

減少を目指し、「海中転落」等の防止、多発する「はさ

まれ」・「転倒」の防止、高齢船員の増加に対応した死

傷災害防止対策、「生活習慣病」の予防にそれぞれ重点

をおいて対策を実施することとしており、また各地域

毎の災害発生状況の特徴を踏まえ、必要に応じて地域

の災害実態に応じた重点を定めることとしている。

推進すべき主要な対策としては以下を掲げている。

１．運輸安全への総合的な取り組み状況を踏まえた対

策の推進

２．安全衛生管理体制の整備とその活動状況

３．死傷災害の防止

$ 作業時を中心とした死傷災害防止対策の推進

% 死亡災害防止対策の推進

! 海中転落による死亡災害防止対策の推進

" 海難による死亡災害防止の推進

# 「転落・墜落」、「激突され」による死亡災害防

止対策の推進

& 高年齢船員の心身機能の変化に対応した死傷災

害防止対策の推進

' 作業の標準化の推進による安全の確保

( 漁船安全管理体制の構築の促進

) 船員災害の原因分析とその活用

４．生活習慣病を中心とした疾病予防対策及び女子船

員特有の疾病予防対策

５．混乗外国人船員に係る安全衛生対策の推進

６．労働時間等労働条件の改善

７．船員労働安全衛生月間活動

８．船員災害防止事業の充実

９．船員災害防止対策推進連絡会議の活用

１０．第８次船員災害防止基本計画の策定に向けた検討

７・６・２ 洋上救急事業

洋上救急事業は、海上保安庁の輸送能力を活用し、

関係医療機関の協力、関係団体の資金拠出を得て、日

本水難救済会が主体となって実施されている。その主

要業務は、わが国周辺の離岸１，０００海里以上におよぶ海

域の航行船舶からの往診要請に対して、海上保安庁の

巡視船・航空機等で医師・看護婦を現場へ急送し、患

者に応急措置を施しつつ、病院への移送等を行うもの

である。２００１年度の洋上救急事業の実績は資料７―２２

のとおりとなっており、これを加えた１９８５年１０月以降
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の出動回数は４８９回となっている。

当協会は、本事業に対し、この支援のために設立さ

れた中央洋上救急支援協議会の構成員として参画する

とともに、本事業費の分担拠出に応じる等、積極的に

協力を行っている。

７・７ 船員の健康管理および福利厚生
１．船員福祉事業

船員に対する福祉事業は、各企業によって実施され

るもののほか、社会保険制度（船員保険・厚生年金保

険）によるものと、公益団体によるものとに大別され

る。このうち、船員の福祉事業を行なう公益団体およ

びその事業概要は資料７―２３のとおりである。当協会

はこれらの事業運営に協力した。

２．VTR協議会の活動

当協会は、船舶乗組員のために供給するテレビ番組

の録画テープについて、著作権処理に関する契約を関

係著作権者６団体と、また、番組使用に関する契約を

関係放送事業者６社と契約し、その事務処理のために

１９７２年に VTR協議会を設置し、契約の遂行と録画テー

プを供給する活動を行なっている。

２００１年度末における VTR協議会加盟会社は３９社であ

り、２００１年度の録画実績は７０２本（前年度１，２０７本）であ

った。また、支払った補償使用料は約１１５万円（前年度

約１９５万円）であった。

なお、当協会と関係著作権者団体および関係放送事

業者と２００２年度の契約については、前年度と同一条件

により更改した。

〔資料７―２２〕２００１年度の洋上救急事業の実績

汽船（隻） 漁船（隻） 合計（隻）

日 本 籍 １（１） １３（９） １４（１０）

外 国 籍 ４（９） ０（４） ４（１３）

合 計 ５（１０） １３（１３） １８（２３）

（ ）内は２０００年度実績

〔資料７―２３〕 船員の福祉事業を行う公益団体とその事業概要

団 体 名 設 立 日 等 構 成 員 事 業 の 概 要

船員災害防止協会 「船員災害防止活動の促
進に関する法律」（昭和４２
年法律第６１号）第１９条に
より昭和４２年１０月３１日設
立

会社員（所属船員）
商 船２，３２４社（３０，５０６人）
漁 船 ９４８社（１６，４５５人）
計 ３，２７２社（４６，９６１人）

（２００２年３月３１日）

○安全衛生についての調査研究および広報活動
（含 船員労働安全衛生月間活動の推進）
○安全衛生教育（衛生管理者講習 他）
○技術指導援助およびコンサルタント
○船員の体と心の健康確保による災害防止
○STCW条約に基づく証明書の発給

日本水難救済会 １８９８年（明治３１年）１０月設
立

正 会 員 １９５社
賛助会員 ３団体

（２００２年３月３１日）

○水難救助に関する事業
（救難所の設置、救助船の建造、救助出動、訓練）
○洋上救急事業（７・６・２参照）
○救助員の扶助・報奨、「青い羽根募金」等

外航船員医療事業団 １９８１年（昭和５６年）８月
任意団体から社団法人に
移行

正 会 員 ２８社
賛助会員 ３社

（２００２年３月３１日）

○海外特約医療機関の指定、世話役の選任
○国内特約医師による訪船診療
○衛生管理者の再講習
○船内衛生に関する啓蒙誌の作成（「外医療ニュース」等の発行）

日本海員掖済会 １８９８年（明治３１年）設立 正 会 員 ７９名
賛助会員 ２７，０６９名

（２００２年３月３１日）

○医療援護に関する事業
（病院・診療所の運営 無料巡回相談 救急医療 無線医療等）
〈施設〉 病院& 診療所' 看護専門学校
○保健指導および疾病予防（訪船診療 予防接種 他）
○船員の育英（海員学校生徒を対象に奨学金の貸付）
○船内衛生の教育および保持に関する事業
○海事図書の発行（「日本船舶医療便覧」他）

船員保険会 船員保険法の施行（１９４０
年）に伴い１９４１年（昭和
１６年）設立

○船員保険法第５７条ノ２に基づく福祉事業を実施
○諸施設の運営
〈施設〉 病院$、診療所#、健康管理センター%、情報セン

ター、船員保険保養所(、総合福祉センター、健康福祉
センター$、海外保養所"

○広報出版事業（「船員ほけん」誌 等発行）
○保険事業（安全衛生事業、船員保険生活習慣病予防健診 他）

日本船員厚生協会 １９４３年（昭和１８年）日本
海運報国財団として設立

○船員とその家族に対する宿泊、休憩および慰安に関する事項
他
〈施設〉 海員会館

! 船 員 労 働
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団 体 名 設 立 日 等 構 成 員 事 業 の 概 要

日本船員福利雇用
促進センター（福利
部）

１９７８年（昭和５３年）６月
左記に改組

○船員の福利厚生施設の設置、運営および運営に対する資金援
助

○船員の教養向上のための講習会等の運営
〈施設〉 シンガポール日本船員センター、船舶調理講習所

（７・１・５参照）

日本船員住宅協会 １９６９年（昭和４４年）設立 ○船員保険被保険者等への住宅資金貸付等

日本船員福利厚生基
金財団

全日海との労働協約に基
づいて１９６４年（昭和３９年）
設立

○厚生施設および病院への資金援助
（財源は労働協約に基づく船主の拠出金等）

日本殉職船員顕彰会 １９８１年（昭和５６年）４月
設立

賛助会員 法人 ８８団体
個人 ２９名

協賛会員 ４５５名
（２００２年３月３１日）

○殉職船員の追悼行事、功績等の調査および遺族の援護

! 船 員 労 働
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8 内航海運

８・１ 内航海運の概況
内航海運の２００１年度輸送量は、５億２，００６万トン（前

年比３．２％減）、輸送貨物量と距離を掛け合わせた輸送

活動量は２，４４５億トンキロ（前年比１．２％増）であった。

（資料８―１参照）

他の国内輸送機関の輸送量と比較すると、輸送トン

キロベースでは自動車に次ぐ４割強のシェアを持ち、

内航海運は国内物流の基幹となる輸送機関である。

特に、石油、鉄鋼、セメント等の産業基幹物資に係

る分野では、内航海運がその大部分を輸送しており、

低コストで長距離・大量輸送のできる利点を生かして、

国内輸送に大きな役割を果たしている。

１．内航船の船腹量

内航海運事業者の所有する内航船（営業船）の船腹

量は２００２年３月末現在、合計７，０１８隻、３９５万総トンで、

１０年前の１９９２年と比較すると隻数では２，１７７隻減、トン

数では１１万総トン増となっている。船種により増減の

バラつきはあるものの、１隻当たりの平均総トンでは

いずれも増加しており、全体的に船舶の大型化が進ん

でいる。（資料８―２参照）

船齢別に見ると、船齢７年未満の船舶が隻数で１６．９

％、総トン数で３０．２％となっている。これに対して、

船齢１４年以上の船舶は隻数で４７．０％、総トン数で２６．９％

となっている。平均トン数は船齢７年未満の船舶では

１，０２６総トンであるのに対し、船齢１４年以上の船舶では

３２９総トンであることから、中高齢船には小型船が多い

といえる。（資料８―３参照）

船型別区分では、５００総トン未満の船舶が隻数ベース

で８０．７％と大部分を占めている。なかでも１００総トン以

上２００総トン未満船が２３．５％、４００総トン以上５００総トン

未満船が１９．２％を占めており、いわゆる１９９総トン型、

４９９総トン型が内航船の標準的な船型になっていること

を示している。一方、平均総トン数は、物流の効率化

の要請に対応して年々大型化しており、５６３総トンとな

っている。（資料８―４参照）

２．内航海運事業者

! 内航海運事業者

内航海運事業者数は２００２年３月末現在で、４，５２３

（兼業を除く実事業者数）である。許可事業者は運

送事業者が６６４、貸渡事業者が２，５６３で合計３，２２７であ

る。届出事業者は運送事業者が１，０３１、貸渡事業者が

２６５で合計１，２９６である。（資料８―５参照）

このうち、許可事業者数の推移は資料８―６のとお

りで、許可制に移行した１９６７年以来、減少傾向が続い

ている。

" 内航海運事業者のうち許可事業者の企業規模

上述の内航海運事業者のうち、許可事業者の資本

金別構成は、資料８―７のとおりで、資本金５，０００万

円未満の事業主および個人事業主の数は全体の９０．９％

この章のポイント
●２００１年度の内航船舶輸送実績は、５億２，００６万トン、

２，４４５億トンキロであった。トンベースで対前年度

比３．２％減、トンキロベースでは対前年度比１．２％

増であった。

〔資料８―１〕 内航貨物輸送量の推移

年度
輸送量（千トン） 輸送活動量（億トンキロ）

対１９７０年度比 対前年度比 対１９７０年度比 対前年度比

１９７０
１９９０
１９９１
１９９２
１９９３
１９９４
１９９５
１９９６
１９９７
１９９８
１９９９
２０００
２００１

３７６，６４７
５７５，１９９
５７１，８９１
５４０，４１０
５２８，８４１
５５５，７６４
５４８，５４２
５４６，９０９
５４１，４３７
５１６，６４７
５２２，６０２
５３７，０２１
５２０，０６７

１００．０
１５２．７
１５１．８
１４３．５
１４０．４
１４７．６
１４５．６
１４５．２
１４３．８
１３７．２
１３８．８
１４２．６
１３８．１

!
（１０６．９）
（９９．４）
（９４．５）
（９７．９）
（１０５．１）
（９８．７）
（９９．７）
（９９．０）
（９５．４）
（１０１．２）
（１０２．８）
（９６．８）

１，５１２
２，４４５
２，４８２
２，４８０
２，３３５
２，３８５
２，３８３
２，４１８
２，３７０
２，２７０
２，２９４
２，４１７
２，４４５

１００．０
１６１．７
１６４．２
１６４．０
１５４．４
１５７．７
１５７．６
１５９．９
１５６．７
１５０．１
１５１．７
１５９．９
１６１．７

!
（１０８．８）
（１０１．５）
（９９．９）
（９４．２）
（１０２．１）
（９９．１）
（１０１．４）
（９８．０）
（９５．８）
（１０１．１）
（１０５．３）
（１０１．２）

出所：国土交通省「内航船舶輸送統計年報」等
（注）調査方法が１９７４年度から変更になったため、１９７０年度の輸送実績は、これとの

接続を考慮して算出した推計値である。

! 内 航 海 運
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を占めている。

また、許可運送事業者の扱い船腹を見ると、運航

船腹量別構成で２，０００総トン未満が５３．３％を占めてい

る。一方、許可貸渡事業者は、貸渡船腹量別構成で

５００総トン未満が６３．３％、貸渡隻数別構成の貸渡隻数

１隻で６８．５％を占めている。（資料８―８参照）

〔資料８―２〕 内航船の船種別船腹量

船 種
２００１．３．３１ ２００２．３．３１

隻 数 総 ト ン 数 平均総トン 隻 数 総 ト ン 数 平均総トン

貨 物 船
土 ・ 砂 利 ・ 石 材 専 用 船
セ メ ン ト 専 用 船
自 動 車 専 用 船

４，１６８
９２４
１８６
５４

１，５８１，７５６
５２１，１５０
４４９，１６０
１６０，７０２

３７９
５６４
２，４１５
２，９７６

４，１１０
９９８
１８５
５３

１，５５５，８６７
７４４，３１６
４４６，１５０
２０７，５４０

３７９
７４６
２，４１２
３，９１６

油 送 船
特 殊 タ ン ク 船

１，３２０
４３３

７９７，４２０
２２７，０６７

６０４
５２４

１，２５１
４２１

７７８，５５１
２２２，１１６

６２２
５２８

合 計 ７，０８５ ３，７３７，２５５ ５２７ ７，０１８ ３，９５４，５４０ ５６３

出所：日本内航海運組合総連合会資料

〔資料８―３〕 内航船の船齢別船腹量

区 分

船 齢

２００１．３．３１ ２００２．３．３１

隻 数 （構成比％） 千総トン （構成比％） 隻 数 （構成比％） 千総トン （構成比％）平均総トン 平均総トン

～ ６
７ ～ １４
１４ ～

１，３０１
２，５２６
３，０８６

（１８．８）
（３６．５）
（４４．７）

１，１１４
１，６８２
９１７

（３０．０）
（４５．３）
（２４．７）

８５６
６６６
２９７

１，１６０
２，４７７
３，２２２

（１６．９）
（３６．１）
（４７．０）

１，１９０
１，６８８
１，０５９

（３０．２）
（４２．９）
（２６．９）

１，０２６
６８１
３２９

合 計 ６，９１３ （１００．０） ３，７１３ （１００．０） ５３７ ６，８５９ （１００．０） ３，９３７ （１００．０） ５７４

出所：日本内航海運組合総連合会資料

〔資料８―４〕 内航船の船型別船腹量

船 型
（総トン）

２００１．３．３１ ２００２．３．３１

隻 数 総 ト ン 隻 数 総 ト ン構成比!％ 構成比!％ 構成比!％ 構成比!％

１００未満
１００トン以上 ２００トン未満
２００トン以上 ３００トン未満
３００トン以上 ４００トン未満
４００トン以上 ５００トン未満

２，１３２
１，６９３
２９５
２９３
１，３６９

（３０．１）
（２３．９）
（ ４．２）
（ ４．１）
（１９．３）

７０，０３１
２９７，６９５
７７，１３７
１０３，１６８
６６３，０６９

（ １．９）
（ ８．０）
（ ２．１）
（ ２．８）
（１７．７）

２，０７８
１，６４７
３０２
２８７
１，３４９

（２９．６）
（２３．５）
（ ４．３）
（ ４．１）
（１９．２）

６５，７１８
２８８，３１１
７８．６８９
１０１，１９７
６５２，６７７

（ １．７）
（ ７．３）
（ ２．０）
（ ２．６）
（１６．５）

５００トン以上 ７００トン未満
７００トン以上 １，０００トン未満
１，０００トン以上 ２，０００トン未満
２，０００トン以上 ３，０００トン未満
３，０００トン以上 ４，５００トン未満
４，５００トン以上 ６，５００トン未満
６，５００トン以上

４３１
２７０
２０９
１４１
１３５
７１
４６

（ ６．１）
（ ３．８）
（ ２．９）
（ ２．０）
（ １．９）
（ １．０）
（ ０．６）

２８８，７８０
２３０，４３２
３０６，７２５
３８６，３９９
４９４，８２０
３７５，９５９
４４３，０４２

（ ７．７）
（ ６．２）
（ ８．２）
（１０．３）
（１３．２）
（１０．１）
（１１．９）

３９７
２７４
２３４
１６１
１６０
７７
５２

（ ５．７）
（ ３．９）
（ ３．３）
（ ２．３）
（ ２．３）
（ １．１）
（ ０．７）

２６５，１１５
２３２，８４３
３４９，０８４
４３６，１３２
５８３，６０７
４０２，７８２
４９８，３８４

（ ６．７）
（ ５．９）
（ ８．８）
（１１．０）
（１４．８）
（１０．２）
（１２．６）

合 計 ７，０８５ （１００．０） ３，７３７，２５５ （１００．０） ７，０１８ （１００．０） ３，９５４，５４０ （１００．０）

（平 均 総 ト ン 数） （ ５２７） （ ５６３）

出所：日本内航海運組合総連合会資料

〔資料８―５〕 内航海運事業者数 （単位：社）

区 分
２００１．３．３１ ２００２．３．３１

許可事業者 届出事業者 計 許可事業者 届出事業者 計

運 送 事 業 者 数 ７３１ １，２１０ １，９４１ ６６４ １，０３１ １，６９５

貸 渡 事 業 者 数 ３，０２４ ３９８ ３，４２２ ２，５６３ ２６５ ２，８２８

計 ３，７５５ １，６０８ ５，３６３ ３，２２７ １，２９６ ４，５２３

出所：日本内航海運組合総連合会資料

! 内 航 海 運
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〔資料８―６〕 業種別許可事業者数の推移

年 月 日 運 送 業 貸 渡 業 合 計 備 考

１９６７．３．３１
１９７０．３．３１
１９７２．３．３１
１９７５．３．３１
１９８０．３．３１
１９８５．３．３１
１９９０．３．３１
１９９５．３．３１
２０００．３．３１
２００１．３．３１
２００２．３．３１

９，１４９
１，１７５
８９７
９０１
７９４
７５０
７４８
７４３
７３０
７３１
６６４

１，７９２
９，１２９
６，０５７
６，２８９
５，５３７
５，０６７
４，２１８
３，７５３
３，３５５
３，０２４
２，５６３

１０，９４１
１０，３０４
６，９５４
７，１９０
６，３３１
５，８１７
４，９６６
４，４９６
４，０８５
３，７５５
３，２２７

１９６７．４．１． 許可制移行
１９６９．１０．１． 許可制完全実施
１９７１．８．１． 許可の対象を１００総トン以上に変更

出所：日本内航海運組合総連合会資料

〔資料８―７〕 業種別許可事業者の資本金別構成 ２００２．３．３１

区 分 個 人 １，０００万円未満 １，０００万円以上
５，０００万円未満

５，０００万円以上
１億円未満

１億円以上
５億円未満 ５億円以上 合 計

運 送 業
事 業 者 数
構成比（％）

１３
（ ２．０）

８７
（１３．１）

３５０
（５２．７）

１４６
（２２．０）

２５
（ ３．８）

４３
（ ６．５）

６６４
（１００．０）

貸 渡 業
事 業 者 数
構成比（％）

４７３
（１８．５）

８８５
（３４．５）

１，１２５
（４３．９）

６９
（ ２．７）

３
（ ０．１）

８
（ ０．３）

２，５６３
（１００．０）

合 計
事 業 者 数
構成比（％）

４８６
（１５．１）

９７２
（３０．１）

１，４７５
（４５．７）

２１５
（ ６．７）

２８
（ ０．９）

５１
（ １．６）

３，２２７
（１００．０）

出所：日本内航海運組合総連合会資料

〔資料８―８〕 内航許可事業者概要

!１ 運航船腹量別にみた運送事業者数 ２００２．３．３１

使 用 船 腹 量 事 業 者 数 構成比（％）

２００総トン未満
２００総トン以上 １，０００総トン未満
１，０００総トン以上 ２，０００総トン未満

５３
１６２
１３９

（ ８．０）
（２４．４）
（２０．９）

２，０００総トン以上 ５，０００総トン未満
５，０００総トン以上 １０，０００総トン未満
１０，０００総トン以上

１４７
７７
８６

（２２．１）
（１１．６）
（１３．０）

合 計 ６６４ （１００．０）

!３ 貸渡隻数別にみた貸渡事業者数 ２００２．３．３１

貸 渡 隻 数 事業者数 構成比（％）

１ 隻 １，７５５ （６８．５）

２ 隻
３ 隻
４ 隻
５ 隻 以 上

５１９
１５３
７４
６２

（２０．２）
（ ６．０）
（ ２．９）
（ ２．４）

合 計 ２，５６３ （１００．０）

出所："１～"３とも日本内航海運組合総連合会資料

!２ 貸渡船腹量別にみた貸渡事業者数 ２００２．３．３１

貸 渡 船 腹 量 事業者数 構成比（％）

２００総トン未満
２００総トン以上 ３００総トン未満
３００総トン以上 ５００総トン未満

８３６
９１
６９５

（３２．６）
（ ３．６）
（２７．１）

５００総トン以上 １，０００総トン未満
１，０００総トン以上 ２，０００総トン未満
２，０００総トン以上

４１９
２４０
２８２

（１６．３）
（ ９．４）
（１１．０）

合 計 ２，５６３ （１００．０）

! 内 航 海 運
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〈基本的方向〉� 〈目標〉�

健全かつ自由な�
事業活動を促す�
市場環境の整備�

効率的で安全か�
つ環境に優しい�
輸送サービスの�
構築�

事業規制の見直し�

＋�

技術開発・普及�

＋�

社会的規制の見直し�

＋�

財政的支援措置�

事業規制の見直し�

＋�

技術開発・普及�

＋�

社会的規制の見直し�

＋�

財政的支援措置�

国内海上物流�
コストの低減�

内航輸送サービス�
の高度化�

輸送の安全性の向上�

環境保全への寄与�

内
航
海
運
の
活
性
化
と
振
興�

経
済
活
性
化
と
産
業
競
争
力
向
上�

８・２２００１年度の内航海運対策
内航海運分野においては、その活性化を図るため、

１９９８年５月にスクラップ・アンド・ビルド方式による

船腹調整事業を解消し、内航海運暫定措置事業を実施

している。また、２１世紀の時代の要請に応えるため、

市場原理と自己責任の下、より競争的市場構造への転

換を図るとともに、コスト競争力があり、質の高い輸

送サービスの提供が可能となるよう、その活性化のた

めの総合的取組みを行って行くことが不可欠である。

こうしたなか国土交通省海事局長の私的懇談会とし

て次世代内航海運懇談会（座長：杉山武彦一橋大学副

学長）を２００１年７月に設置し、「新しい内航海運のあり

方」及びこれを踏まえた、海運、船舶、船員の海事分

野全般にわたる「新しい内航海運行政のあり方（次世

代内航海運ビジョン）」の検討を行ってきた。

同懇談会は２００２年４月２６日に第６回会合を開催し、

内航海運行政での今後の取組みの方向性について策定

作業を進めてきた報告書「次世代内航海運ビジョン

２１世紀型内航海運を目指して」を承認の上、これを発

表した。（資料８―９参照）

〔資料８―９〕 【次世代内航海運ビジョン】～２１世紀型内航海運を目指して～（要約版）

次世代内航海運懇談会報告

平成１４年４月 国土交通省海事局

内航海運の果たす大きな役割

１．内航海運は、国内物流の４割を担い、我が国経済活動

・国民生活を支える基幹的な輸送モードである。

参 考：内航海運の事業規模

許可事業者数 ３，７５３事業者

許可船腹量 ４，９５３隻、３６７万総トン

総 売 上 高 １兆７，５００億円

２．内航海運は、CO２や NOx対策等環境保全の観点からも、

大きく貢献している。

CO２排出量はトラックの５分の１

内航海運を巡る様々な環境変化

１．企業の国際競争激化等による物流効率化要請の高まり

!バブル後の景気低迷、経済のグローバル化→企業の合

併、事業再編→物流コスト低減への要請

２．環境保全の取り組みの強化

!京都議定書で６％の CO２削減が義務付け→モーダルシ

フト化率の向上

３．IT化の進展への対応

!物流EDIの導入等物流の情報化→船舶の安全情報の把握、

管理の効率性の向上等

４．船員問題への対応

!内航船員の減少（過去１０年間で３４％減）、高齢化（４０歳以

上７３％）若年船員の確保

５．内航海運の競争的市場構造への転換

!事業者数の大幅減少（１１，０００事業者から３，７００事業者）、

船舶の大型化（平均総トン４２６トンから７４０トン）

!スクラップ・アンド・ビルド方式による船腹調整事業

の解消（１９９８．５）

! 内 航 海 運
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船舶管理会社形態の導入�

運送事業者・700事業者�
（オペレーター）�

荷主�
運送契約�

運賃�

用船契約�

用船料�

貸渡事業者・3,000事業者�
（オーナー）�

船舶所有・船員雇用・船舶管理�

鉄　　鋼�
石　　油�
自 動 車 �
セメント�
・�
・�
・�
・�

運航船舶　5,000隻・360万総トン�

大手・中堅オペ（売上高上位40事業者）で�
運航船舶　1,300隻・160万総トン�

自　社　船�
1,600隻・170万総トン�

用船�
3,400隻・190万総トン�

用船形態�

＋�

①基本型�
オーナー�

�船舶所有・船員･船舶管理�

②船舶管理会社型　　新規形態�

船舶管理�
業務の受委託�

オーナー�
船舶所有�

船舶管理会社�
船員･船舶管理�

（効果）　�
１．アウトソーシングによるコスト低減、オーナーの

経営基盤の強化�
２．船員の雇用安定化・教育体制の充実�

�

オーナー�オーナー�

オーナー�

健全かつ自由な事業活動を促す市場環境の整備

１．事業展開の多様化・円滑化

オペレーター、オーナーの事業区分にとらわれず、事業意欲のある

事業者の事業展開を支援。

!許可制から登録制へ変更
!オペレーター、オーナーの事業区分の廃止
!船舶管理会社形態の導入

２．市場機能の整備

○優越的地位の濫用の弊害を防止し、公正かつ透明性の高い市場の構築。

!運送約款、ガイドライン等の整備
!運賃・用船料水準等市場情報の開示
○内航海運暫定措置事業の実施

!シンデレラ・プロジェクト（平成１３年度より開始）
３．輸送の安全の確保

内航海運業の輸送の安全を確保するための事後チェック体制を整備。

!船舶管理規程（仮称）の作成
!輸送の安全の確保のための是正命令制度の整備

効率的で安全かつ環境に優しい輸送サービスの構築

４．高度かつ効率的な輸送サービスの構築

!次世代内航船（スーパーエコシップ）の開発・普及の推進
!高度船舶安全管理システムの開発・普及の推進
!船舶や船員乗組み体制に関する規制の見直し

５．良質な輸送サービスの円滑な提供体制の確保

!運輸施設整備事業団の船舶共有建造業務の重点化
!船員労務供給事業への民間参入等

６．全体効率的な物流システムの実現

!海陸一貫輸送サービスの充実
!海上ハイウェイネットワークの構築等によるモーダルシフトの推進
!静脈物流システムの構築

内
航
海
運
業
法
等
法
令
改
正

具

体

的

制

度

設

計
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次世代内航船（スーパーエコシップ）の研究開発（研究期間　2001年度～2005年度）�

目　　　標�

①輸送コストの削減�

②魅力ある労働環境�

③環境負荷低減�

技　術　目　標�

単位貨物当たり�
の燃料消費量�
約25％削減�

貨物積載量約20％増大�

推進効率約10%向上�

真横移動も自在�

船内メンテナンスフリー�

騒音1/100

技術開発項目�

理想の船型�

二重反転ポッドプロペラ�

高効率ガスタービン＋�
電気推進システム�

NOx 1/10, SOx 2/5,  CO2 3/4�
�

高度船舶安全管理システムの研究開発（研究期間　2001年度～2004年度）�

【状態診断の基準】�
　機関長個人の経験と�
　技量�

【判断者】�
　機関長�
　→　個人の技量に依存�

【データ・情報の入手】�
　●断片的・断続的な�
　　情報�

現状の安全管理�
〈経験と技量ベース〉�

安全管理の高度化（イメージ）�
＜ITを活用したモニタリング、データ管理等がベース ＞�

【データ・情報の入手】�
　●センサー等による�
　　詳細データ�
　●継続データ取得（トレンド）�

【状態診断の基準】�
　データ分析をベースと�
　した客観的・科学的判断�

【判断者】�
　データによる診断と、�
　専門家によるサポート�

モニタリング・状態診断�
技術の高度化�

船陸間通信�
安全管理ネットワーク�

�＜陸上側＞�
　●状態管理・故障予測�
　●状態に応じた保守�
　　整備計画・実施�
　●トラブル対応の�
　　支援、指示�

安全性と運航効率性の飛躍的な向上�
●船舶の安全管理の合理化�

状態に応じた保守整備コストの最適化�
安全管理の作業負担軽減�

●海難事故・故障の減少�
均質かつ高度な管理体制�
ヒューマンエラーの防止�

●定時性・信頼性の向上等�
良好な状態の維持�
不稼動の最小化�

実施スケジュールの明確化

〈!事業規制・社会的規制の見直し等〉―具体的制度設計に速やかに着手
!事業展開の多様化・円滑化、市場機能の整備等
を図るための内航海運業法等の改正

"
$
&#
$
&%

具体的制度設計をした上で、平成１６年度以降速やかに措置
!船舶管理会社形態の導入
!船員労務供給事業等への民間参入
!船員の乗組み体制に係る規制の見直し 総合的な検討を１５年度内を目途に終了し、結論の得られたものから措置

〈"技術開発と関連規制の見直し等〉―技術開発にあわせて実施
!次世代内航船（スーパーエコシップ） ２００５年度までのできるだけ早い時期に実用化・規制見直し

!高度船舶管理システム ２００４年度までのできるだけ早い時期に実用化・規制見直し

〈#その他措置予定の施策〉―スケジュールに沿って速やかに実施
!運輸施設整備事業団の船舶建造業務の重点化 政策目的別への建造条件の変更を平成１４年度当初に実施。その他につ

いては２００２年度以降順次措置

!海運に係る第二種利用運送事業を可能とする
ための貨物運送取扱事業法の改正 ２００３年度に措置

!港湾荷役の主要９港以外の港における規制緩和 ２００３年度内に結論

!モーダルシフトの推進 モーダルシフト実証実験を２００２年度以降、逐次措置

! 内 航 海 運
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８・３２００１年度以降５年間の内航適正船腹量
２００２年３月１５日、交通政策審議会第２回海事分科会

（分科会長：千速晃 新日本製鉄社長、資料８―１０）は、

「２００１～２００５年度の内航適正船腹量」を策定し、同日付

で資料８―１１のとおり国土交通大臣に答申した。

この内航適正船腹量の策定・公示については、内航

海運業法に基づき交通政策審議会海事分科会（旧海運

造船合理化審議会内航部会）で実施されているもので

あり、向こう５年間の適正船腹量を予測し、船舶建造

の中期的指針を与えるとともに、国土交通大臣が船腹

量の最高限度を設定する際の判断基準としている。こ

の背景としては、もともと内航海運は船腹の需給ギャ

ップが生じやすく、過剰船腹の下でも、停船した場合

の損失を避けるため、採算割れの運賃で運航すること

等から内航海運業者の経営不安をもたらし、最悪の場

合は内航貨物の安定輸送に支障を来たす恐れがある。

国土交通省の発表による２００１～２００５年度の内航適正船

腹量の概要については以下のとおりである。

① ２００１年度のわが国の経済は、景気の低迷が続いて

おり、それにより全般的に国内貨物の輸送需要が低

迷している。

② 貨物船について、昨年度は船腹過剰が概ね均衡状

態にあると考えていたが、２００１年度は鉄鋼、石灰石

をはじめとする貨物船の主要貨物が不況の影響によ

り大幅に減少する見込みであることから、大幅な船

腹過剰になるものと考えられる。

③ 油送船について、内航海運暫定措置事業の進展に

よる解撤効果等もあり、昨年度と比べて、船腹過剰

量は一定程度減少するものの、依然として船腹過剰

状態となっている。

④ ２００２年度以降について、関空２期、中部国際空港

および神戸空港の埋立工事が２００２年度を境にそのピ

ークを過ぎるため、土・砂利・石材専用船の需要が

それ以降に急減するほかは、概ね２００１年度の数値で

横ばい基調に推移するものと考えられる。

内航海運の活性化に向けて

内航海運のコスト競争力の向上と経営基盤の強化

!
◎国内海上物流コストのより一層の低減

◎経済の活性化と産業競争力の向上

〇内航海運の輸送分担率の向上とモーダルシフトの推進 ４１％（１９９８年）→４４％（２０１０年）
〇環境保全への寄与 CO２排出量１００万トン（炭素換算）削減

今後の具体化に向けて

国 意見交換・連携
"内航海運事業者
"荷 主
"船 員 等

!
施策の具体化、必要な財政支援措置

〈事業規制や船舶・船員安全規制に係る検討体制〉

"内航海運制度検討会（５月目途に発足予定）

"内航船乗組み制度検討会（４月１９日発足）

! 内 航 海 運
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〔資料８―１０〕

交通政策審議会海事分科会委員（５０音順、敬称略）

（委 員）

青 山 佳 世 フリーアナウンサー 杉 山 武 彦 一橋大学教授

圓 川 隆 夫 東京工業大学教授 杉 山 雅 洋 早稲田大学教授

加 藤 俊 平 東京理科大学教授 千 速 晃 !日本鉄鋼連盟会長〈分科会長〉

（臨時委員）

大 内 博 文 全国小型船舶工業会連合会会長 立 石 信 義 全国内航タンカー海運組合会長

小 谷 道 彦 日本内航海運組合総連合会会長 三 輪 善 雄 !日本中小型造船工業会会長

コンテナ船・RORO船の適正船腹量（試算）

船 種 現 有 船 腹 量
（Ｈ１３．６．３０）

適 正 船 腹 量

１３年 度 １４年 度 １５年 度 １６年 度 １７年 度

コンテナ船・ＲＯＲＯ船
３６３千Ｇ"Ｔ ３５９

（ ４）
３８１

（▲１８）
４０４

（▲４１）
４２８

（▲６５）
４５４

（▲９１）

３００千Ｄ"Ｗ ２９７
（ ３）

３１５
（▲１５）

３３４
（▲３４）

３５４
（▲５４）

３７６
（▲７６）

（注）（ ）内は、船腹過剰量で▲は船腹不足の状況を示す。

〔資料８―１１〕

! 内航海運業の用に供する船舶の平成１３年度以降５年間の各年度の適正な船腹量

船 種 現 有 船 腹 量
（Ｈ１３．６．３０）

適 正 船 腹 量

１３年 度 １４年 度 １５年 度 １６年 度 １７年 度

貨 物 船
１，６０８千Ｇ"Ｔ １，５４６

（６２）
１，５３１
（７７）

１，５２８
（８０）

１，５３１
（７７）

１，５３４
（７４）

２，８２６千Ｄ"Ｗ ２，７１８
（１０８）

２，６９０
（１３６）

２，６８６
（１４０）

２，６９１
（１３５）

２，６９６
（１３０）

セ メ ン ト 専 用 船
４６６千Ｇ"Ｔ ４３１

（１５）
４３１
（１５）

４３１
（１５）

４３１
（１５）

４３１
（１５）

７２５千Ｄ"Ｗ ７００
（２５）

７００
（２５）

７００
（２５）

７００
（２５）

７００
（２５）

自 動 車 専 用 船
１６１千Ｇ"Ｔ １５９

（ ２）
１５８
（３）

１５８
（ ３）

１５８
（ ３）

１５８
（ ３）

１３０千Ｄ"Ｗ １２８
（ ２）

１２８
（ ２）

１２８
（ ２）

１２８
（ ２）

１２８
（ ２）

土 ・ 砂 利 ・ 石 材 専 用 船
６３８千Ｇ"Ｔ ６３５

（ ３）
６３３
（５）

６０６
（３２）

５８９
（４９）

５３７
（１０１）

１，２２０千Ｄ"Ｗ １，２１５
（ ５）

１，２１１
（ ９）

１，１５９
（６１）

１，１２７
（９３）

１，０２７
（１９３）

油 送 船
７９９千Ｇ"Ｔ ７２６

（５３）
７１７
（６２）

７２１
（５８）

７１８
（６１）

７１２
（６７）

１，７２６千# １，６０８
（１１８）

１，５９０
（１３６）

１，５９７
（１２９）

１，５９０
（１３６）

１，５７７
（１４９）

特 殊 タ ン ク 船
２２５千Ｇ"Ｔ ２２２

（３）
２２２
（ ３）

２２２
（ ３）

２２２
（ ３）

２２２
（ ３）

３５６千Ｄ"Ｗ ３５２
（ ４）

３５２
（ ４）

３５２
（ ４）

３５２
（ ４）

３５２
（ ４）

小 計
（土・砂利・石材専用船除く）

３，２１９千Ｇ"Ｔ ３，０８４
（１３５）

３，０５９
（１６０）

３，０６０
（１５９）

３，０６０
（１５９）

３，０５７
（１６２）

５，７６３千Ｄ"Ｗ千#
５，５０６
（２５７）

５，４６０
（３０３）

５，４６３
（３００）

５，４６１
（３０２）

５，４５３
（３１０）

注 １．（ ）内は、現有船腹量に対する船腹過剰量である。
２．土・砂利・石材専用船については、平成１５年度以降、関空２期工事・中部国際空港等の埋立工事がピークを過ぎることから、計算上、大幅な船腹過剰が予想されている。しか

し、現実には現有船腹量のうち、総トンの３０％（１９０千G!T）、載貨重量トンの２５％（３１０千D!W）は自家用船舶の臨時投入であり、工事終了と共にこれらが撤退すること
から、極端な船腹過剰は発生しないものと考えられる。

! 内 航 海 運
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８・４ 内航海運暫定措置事業
内航海運暫定措置事業は、運輸大臣（現国土交通大

臣）が１９９８年５月１５日に認可した内航海運暫定措置事

業規程に基づき、内航海運組合法上の調整事業として

同日より実施されている。また、内航船腹適正化共同

事業は、日本内航海運組合総連合会が１９９９年１２月１７日に

開催した理事会において、内航海運組合法第８条第七

号に基づく共同事業として設定したもので、同日より

実施されている。事業の概要は資料８―１２のとおりで

ある。

なお、同事業による２００１年度までの建造認定実績お

よび解徹等交付金認定状況は資料８―１３のとおりとな

っている。

〔資料８―１２〕 内航海運暫定措置事業および内航海運船腹適正化共同事業の概要

内航海運暫定措置事業

! 日本内航海運組合総連合会は、組合員が自己の所有する交付金対象船舶を解撤等する場合に解撤等交付金を交付する。

平成１４年度以降、前年度における収支状況および当該年度の収支見通しを踏まえた上・下半期毎の資金管理計画を作成

し、同計画に基づいて交付金の認定・交付を行なう。

" 交付金の交付のために必要な資金は、内航総連合会が金融期間等から調達。

# 日本内航海運組合総連合会は、船舶建造者等が納付する納付金によって、金融機関等からの借入金を返済する。

$ 船舶を建造等しようとする組合員は、新造船等の対象トン数に応じて日本内航海運組合総連合会に、建造等納付金を

納付（納付金の一部に代えて、既存の自己所有船を解撤することも可）する。

% この事業は、収支が相償ったときに終了する。

運輸施設整備事業団

金 融 機 関 等

内航海運船腹適正化共同事業
内航総連合会の自主財源で引
当権を買い上げ抹消する。

つ
な
ぎ
資
金

の
融
資

日本内航海運組合総連合会

暫定措置事業勘定
（未決算勘定）

その他事業勘定

納付金の納付

内航海運暫定措置事業

交付金の交付

新たな船舶建造者

既存の自己所有船を解撤等する者
［既に解撤済の引当権のみも可］

既存の自己所有船を解撤等する者
［既に解撤済の引当権のみは不可］

! 船種別輸送量の見通し

船 種 品 目
実 績 推 計

１０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度

貨 物 船（百万㌧）

鉄 鋼 ４８．１ ４８．６ ５４．６ ４９．５ ４７．９ ４７．９ ４７．９ ４７．９

石 灰 石 ５６．５ ５７．１ ５９．１ ５５．０ ５４．７ ５４．７ ５４．７ ５４．７

その他貨物（注１） １０８．２ １１１．６ １０９．４ １０８．９ １０８．９ １０８．９ １０９．６ １１０．３

小 計 ２１２．９ ２１７．３ ２２３．０ ２１３．４ ２１１．５ ２１１．５ ２１２．２ ２１３．０

セ メ ン ト 専 用 船（百万㌧） セ メ ン ト ４５．３ ４６．０ ４９．５ ４７．２ ４７．２ ４７．２ ４７．２ ４７．２

自 動 車 専 用 船（百万㌧） 自 動 車 ３．７ ３．６ ４．０ ３．８ ３．７ ３．７ ３．７ ３．７

土・砂利・石材専用船（百万㌧） 土・砂利・石材 １０９．９ １１５．２ １３９．６
（実績見込） ２２８．１ ２２７．３ １９４．０ １７６．９ １３５．１

油 送 船（百万㌔㍑）

黒 油 ７６．２ ７０．５ ６８．６ ７０．０ ６７．５ ６７．８ ６６．８ ６４．９

白 油 １１１．７ １０３．４ ９８．９ ９６．４ ９６．７ ９７．３ ９７．６ ９８．０

そ の 他（注２） １９．８ ２０．５ ２０．３ ２０．３ ２０．３ ２０．３ ２０．３ ２０．３

小 計 ２０７．７ １９４．４ １８７．８ １８６．７ １８４．５ １８５．４ １８４．６ １８３．１

特 殊 タ ン ク 船（百万㌧） 高 圧 ガ ス 等 ２５．８ ２６．１ ２５．７ ２５．７ ２５．７ ２５．７ ２５．７ ２５．７

注１．貨物船の「その他貨物」とは、鉄鋼・石灰石を除いた穀物、石炭等である。 ２．油送船の「その他」とは、油脂、ケミカルである。

! 内 航 海 運
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内航海運船腹適正化共同事業

! 日本内航海運組合総連合会は、組合員が自己の所有する交付金対象船舶を解撤等する場合に買上交付金を交付。

" 交付のための必要な資金は日本内航海運組合総連合会の自主財源とする。

# この事業は１９９９年１２月１７日から実施し、向う３年間までの事業とする。

!２ 内航海運暫定措置事業による解撤等交付金認定状況

年 度 船 種 隻 数 対象トン数 交 付 金 額
（千 円）

１９９８年 度
合 計

一 般 貨 物 船
特 殊 船
曳 船
油 送 船
合 計

２８８
１５２
２７
２００
６６７

３０２，３３３
１３９，２１１
２４，５７４
２８６，４３７
７５２，５５５

３３，１７１，４３５
６，８１２，２２４
２４２，５９４

１７，１５７，６８０
５７，３８３，９３３

１９９９年 度
合 計

一 般 貨 物 船
特 殊 船
曳 船
油 送 船
合 計

５８
４３
８
３７
１４６

５１，２３８
３５，６９０
７，６８０
５３，４６４
１４８，０７２

５，３０１，２９３
１，２４９，２９０
６５，１４０

２，９３６，８５３
９，５５２，５７５

２０００年 度
合 計

一 般 貨 物 船
特 殊 船
曳 船
油 送 船
合 計

５９
６６
１３
５７
１９５

５７，５３０
６０，０４３
１３，７５０
７２，５９５
２０３，９１８

５，６７５，４５０
２，４７２，０４０
１０５，２５０
３，５９６，８３３
１１，８４９，５７３

２００１年 度
合 計

一 般 貨 物 船
特 殊 船
曳 船
油 送 船
合 計

１７３
９６
８
９０
３６７

１７３，４４３
１２６，１３２
９，３１０
１３３，７１７
４４２，６０２

１６，３９５，７６５
６，３９３，０８１
６８，４９５

５，９５０，５２３
２８，８０７，８６４

１９９８～
２００１年 度
合 計

一 般 貨 物 船
特 殊 船
曳 船
油 送 船
合 計

５７７
３５６
５６
３８４
１，３７３

５８４，０６４
３６０，３７６
５５，３１４
５４６，２１３
１，５４５，９６７

６０，５４３，９４３
１６，９１９，６３５
４８１，４７９

２９，６４１，８８９
１０７，５８６，９４５

〔資料８―１３〕

!１ 内航海運暫定措置事業による建造認定実績

貨 物 船 油 送 船

建造船（A） 引当船（B） （A）－（B） 建造船（A） 引当船（B） （A）－（B）

隻 数 対象トン数 隻 数 対象トン数 隻 数 対象トン数 隻 数 対象トン数 隻 数 対象トン数 隻 数 対象トン数

１９９８年度 ２５ １０６，１００ １１ １９，２２８ １４ ８６，８７２ ６ ８，０６４ ６ ７，４４２ ０ ６２２

１９９９年度 ３５ ７６，９９８ １９ ３０，６７１ １６ ４６，３２７ １０ ２２，４３１ ７ １２，３５３ ３ １０，０７８

２０００年度 ７２ １４６，８８８ ３３ ４８，１７９ ３９ ９８，７０９ ２４ ６３，０９０ ２０ ３８，８５８ ４ ２４，２３２

２００１年度 ４９ １２７，９０９ ２１ ３６，７２３ ２８ ９１，１８６ ３９ １１３，２１９ ３１ ５９，９３０ ７ ５３，２８９
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9 調査および広報活動

９・１ 調査ならびに統計出版活動
当協会では、海運政策・経営資源に資するさまざま

な調査並びに情報の収集を行い、当協会の活動に反映

させている。また海運に関する基本的な統計・資料を

中心に、関連する諸情報を収集・整理して、会員会社

はもとより、国土交通省をはじめ関係方面の利用に供

している。

９・１・１ 調査活動

" 「近海・内航海運の現状」調査について

当協会近海内航部会は、今後の活動に資するため、

第三者機関である!価値総合研究所（旧社名：長銀
総合研究所）に委託し、当協会加盟の近海・内航海

運会社のトップに現下の経営状況、最近の環境変化

とその対応、規制緩和への対応・評価、企業が抱え

る構造的課題等についてヒアリング調査を行い、個

別会社の意見をとりまとめた（資料９―１参照）。

この章のポイント
●当協会加盟の近海・内航海運会社のトップ層を対

象に、最近の環境変化や規制緩和施策等への評価

につき、ヒアリング調査を実施。

●オピニオンリーダー、マスコミおよび学校・学生

等を中心とした国民各層に対して、各種媒体およ

びイベント等を通して広く広報活動を実施。

●当協会会員各位に対する情報の提供を拡充

〔資料９－１〕 近海・内航海運の現状

平成１３年９月

社団法人 日本船主協会

１．調査の目的と方法等

" 調査の目的

内航海運は国内貨物輸送の４割強を担い、戦後の我が

国の経済を物流面から支えてきた。近海海運については、

特に近年我が国との経済交流が活発になってきた中国・

東南アジア諸国との物流を支え、その役割は今後一層重

要性を増すと考えられる。内航・近海海運は、今後も国

内外の物流の大動脈として期待されると同時に温室効果

ガスの排出量が少ない故、地球温暖化問題がクローズア

ップされる中、クリーンな輸送機関として、また企業の

物流コスト削減ニーズに対しても大量性によるスケール

メリットの活用による一層の物流効率化が期待される等、

新世紀に入ってもその役割は増すことが予想される。

一方、個々の事業者を巡る経営環境は、荷主業界（石

油、鉄鋼等）の再編や規制緩和、さらには東南アジア諸

国船社の成長等の影響により競争が激化している。

本調査は、このような環境変化を踏まえた上で、当協

会会員のうち、近海・内航企業のトップ層へのヒアリン

グ調査を通して、最近の環境変化や規制緩和施策等の評

価を的確に把握し、協会の今後の活動に資するため実施

した。

# 調査の方法と対象

本調査では、当協会会員の近海・内航海運企業７４社の

うち、４１社に対してヒアリング調査を実施した。ヒアリ

ング調査期間は、平成１３年の４月～５月である。

２．ヒアリング調査のまとめ

２－１内航海運

" 荷主業界の動向とその影響

主な荷主業種・分野として、鉄鋼、セメント、石油、

ケミカル、紙パルプ、その他専用船、一般貨物に分類し、

それぞれに荷主業界再編等の動向と影響を整理すると、

以下のとおりである。

! 調査および広報活動
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荷主業種・分野 鉄 鋼 セ メ ン ト

需要（輸送量・
輸送距離）

"鉄やセメントは建設需要と連動するため、需要が落ち込み、
物流量も減少。

"日本から台湾、中国向けの輸出が減少している。
"一方、内航の物流量も、経済低迷や業界再編の影響なども
あり、減少傾向にある。

運賃・用船料 "鋼材については８年連続で運賃は下落。
"鉄鋼物流業界ではかつてはコストに見合う適正利潤の考え
方もあったが、現在は違う。

"用船料は内航業界の中では良い方。

"かつての「原価保証方式」から「経済輸送」の海上輸送コ
スト計算がされるようになりつつある。その結果、輸送費
の値下げ要求が毎年ある。

"しかしながら、一方で長期用船契約をベースにしているた
め、大幅な売上減少は生じていない。さらに合理化なども
あり、当面安定的に推移すると見られている。

荷主業界の再編 "提携や統合は高炉を止めるのとは異なり生産量が大幅に落
ちることにはならない。原料や副原料の輸送はそれ程変わ
らないと見ている。出荷拠点が固定されているからである。

"国内のセメント会社は、かつて２６あったが、現在は４グル
ープに集約。

荷主業界におけ
るその他の動き

"欧州資本のアジア進出、日本企業のアジア工場移転などの
動きがある。

"その結果、内航でのセメント出荷が減少し、近海での国際
的競争が激しくなる可能性がある（しかし、現在はまだ影
響が出ていない）。

環境変化への対
応方向

"高炉７社の内航関連の集まりでは、空船での回航を減らす
ためのシミュレーションなどの実験も進めており、また部
分的には船のやり取りをしてバーターでの運航を進めてい
るところもある。

"協業化（共同運航）は困難。運航貨物が違うことから荷主
サイドの理解が得にくいことや運航コストが違う等のため。
やるとすれば、オペレーターの調整力が必要。

"日本、欧州企業などの将来的なアジアシフトへの対応とし
て、輸送体制の近海シフトを考えている船社もある。

"セメントは共同配送が可能な品目であり、石炭・木材など
との共同配送システムを作り、全てのメーカーを取り込む
ことも考えられる。

荷主業種・分野 石 油 ケ ミ カ ル

需要（輸送量・
輸送距離）

"荷主の合併や物流提携により、輸送量が減っているうえ、
輸送距離が短くなっている。

"暫定措置事業で船腹は減っているが、それ以上に量と距離
が減っている。

"昨年は猛暑と厳冬で一部の石油製品の需要が伸びたが、売
上を上向かせることは無かった。

"船腹減少で、季節と気候によっては船の供給が間に合わな
い局面が出てきそうである。

"輸送量は減っており、輸送距離を含めたトンキロも減って
いる。ただし、製品需要は堅調であり、石油タンカーほど
ひどくはない。

"積載率が下がり、効率が悪くなっている。
"減船が進んでおり、冬の需要ピーク時には船の供給が間に
合わない局面が出てきそうである。

運賃・用船料 "運賃は３割～５割も下落した。
"運賃下落の主因はタンカー協定運賃の撤廃である。
"直近では下げ率は鈍化しつつあるが、まだ下げ止まらない。

"運賃は、協定運賃撤廃時に１０～１５％下落し、その後も年間
５％のペースで下げている。分野によっては協定運賃があ
った時点の半分以下に下がったものもある。

"運賃下落の直接の原因は協定運賃撤廃だが、背景には船腹
過剰と荷主の物流合理化・スワップの動きがある。

荷主業界の再編 "数年前まで石油元売会社は１２社だったが、現在は実質的に
４グループに集約された。

"元売会社の合併・提携に合わせて、タンカー会社も集約を
促された。

"ケミカル製品は石油製品よりも物流合理化の動きが早かっ
た。

"日本の石油化学会社は世界的に見て規模が小さく、スケー
ルメリット追求で国際競争力を付けるため、製品分野ごと
の集約化を進めてきている。

"今後も、業界再編が起こりうると予想されている。
"一部のケミカル製品（LPG、芳香族）は石油元売会社が荷
主であり、石油タンカー同様に大きな影響を受けている。

荷主業界におけ
るその他の動き

"外資系石油元売会社が入札条件に安全性基準を加えたこと
により、一部のオペレーターやオーナーで ISMコードの取
得を急ぐ動きがある。

"電力会社が地球温暖化防止とコスト削減のために石油火力
のシェアを減らしているため、黒油（重油、原油）の需要
が減少している。

"オイルメジャーの目から見れば「アジア＝日本」ではなく
なりつつある。

環境変化への対
応方向

"系列ごとに船社が固定されているため、減った分を補うた
めに他の顧客を開拓できず、打開策が見いだせない。

"減船を進めて、需給のタイト感を武器に、荷主への発言力
を身につけることが必要。

"内航タンカースケールの採用を促すことで、運賃下落に歯
止めを掛けようという主張が一部あるが、全体の動きには
なっていない。

"黒油船を白油化する動きがある。

"ケミカルは製品が細分化されていて相対的にマーケットが
狭いため、大胆な対応が取りにくい。

"荷主の動きに合わせて大量輸送によるスケールメリットを
追求する必要がある。

"同業社数が多すぎることが問題視され、協調運航によるグ
ループ化が模索されている。

"石油タンカー同様の荷主による船社の再編も考えられる。
"内航ケミカルタンカースケールは、市況を反映できないと
いう不備が指摘されている。

! 調査および広報活動

210 船協海運年報２００２



$ 暫定措置事業について

暫定措置事業については、大きく以下の３つの観点か

らの意見が聞かれた。

! 過剰感の解消

暫定措置事業の主要な目的である船腹過剰の解消に

ついては、タンカーや一般貨物船での船腹過剰が改善

しつつある方向に向かっているとの意見があった。し

かし、現時点では船腹過剰の改善以上に物流量の減少

が大きいため全体の過剰感が解消していない状況がイ

ンタビューから伺えた。また一般貨物などでは季節的

には需給逼迫の状況になる場合も出始めているという

意見もあり、過剰感は徐々にではあるが改善している。

こうした意見に関連して、逆に今、景気が回復して荷

動きが活発化すれば、すぐにでも需給が逆転し、市況

回復に転じるということを指摘する意見も聞かれた。

" オーナーにとってのソフトランディング

暫定措置事業が狙った船腹調整廃止によるソフトラ

ンディングの可能性については、オペレーターにおい

ては一定の評価をしている人が多いものの、一部オー

ナー企業やオペレーターの中には、ソフトランディン

グさせるためには暫定措置事業を継続することについ

ての希望も聞かれた。またオーナーの一部では、今回

の暫定措置により、これまで担保価値となっていたス

クラップ権が無くなることに加え、市況の悪化により

次の更新ができなくなり、かつ売却して退出したいの

にできなくなっていることについての指摘も聞かれた。

逆に暫定措置事業を速やかに終了させ、市場競争に

よる退出を促すべきという趣旨と取れる発言も見受け

られた。

# その他

内航タンカーのオーナーからは、タンカーと一般貨

物の交付金の差に対する不満などが聞かれた。

% モーダルシフトについて

地球温暖化問題への対応、陸送部門における労働力不

足への対応等の理由から、国内物流分野においてモーダ

ルシフトの推進が大きな政策課題となっている。平成１０

荷主業種・分野 紙 ・ パ ル プ そ の 他 専 用 船 一 般 貨 物

需要（輸送量・
輸送距離）

"輸送量は順調に伸びている。新聞紙（古
紙）と IT関連製品のマニュアルの需要
が好調なためである。

"一般貨物では時期によっては需給逼迫
の状況を迎えることも生じつつある。
"関東～北海道は供給過剰、一方東京～
九州は需給緩和（RORO船）。
"不定期航路は船腹が過剰気味（RORO
船）。
"定期航路では全般に荷物が減少してい
る（RORO船）。

運賃・用船料 "運賃は下がっている。 "荷主再編により合併前の船社の中で最
も低い水準にコストが抑えられる傾向
がでてきている。
"荷主のコスト保証で建造されているが、
船員費については未組織船の価格水準
に引きずられて９５％程度しかもらえな
い状況（石炭）。
"長期的には上昇傾向。ただし、雑貨の
方が良い（自動車）。

"コンテナを除けば、荷主からのコスト
引下げ要求が大きく厳しい状況である。
"オペレーターからの用船料はここ数年、
厳しく最大で３０％カットの時期もあっ
た。現況では２０％カットの水準で推移。
"一般貨物の需給バランスは改善してき
ており、コストを上げてもいいタイミ
ングではあるが、荷主のコスト低下要
求、圧力のなかでは困難な状況（一般
貨物）。
"関東～北海道航路は船腹過剰気味
（RORO船）。
"定期航路において荷物が減少した結果、
少ないパイを取り合うために運賃が低
下した（RORO船）。

荷主業界の再編 "他の素材産業に比べて再編の動きが鈍
いため、今のところ影響は出ていない。

"素材産業の不振と再編で輸送量が減少、
各社とも物流コストの引き下げを要求
しており、呑まざるを得ない
"国内炭の生産が継続されていくのかが、
カギ（石炭）。

荷主業界におけ
るその他の動き

"製紙会社は、自社専用のRORO船を船
社に作らせるようになってきている。

"紙の輸送についてはRORO船での輸送
の方向に進んでいる。
"コスト削減の理由からメーカー主導の
共同運航も港によっては進展がみられ
る（自動車）。

環境変化への対
応方向

"モーダルシフトに対応したRORO船の
増強を実施したが、東京～北海道航路
において各社とも増強し船腹過剰気味。
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年９月に策定された『運輸省物流施策アクション・プラ

ン』においても「長距離雑貨輸送における鉄道・海運比

率を現在の４０％から２０１０年に５０％を超える水準に向上させ

ること」が目標として設定されている。

しかし、１９９０年以降の機関別国内貨物輸送分担率につ

いて輸送トンキロベースで見ると、自動車は９０年の５０．２％

から９８年には５４．５％に上昇しているのに対して、内航海

運は同期間において４４．７％から４１．７％に低下しており（ち

なみに JR＋民鉄の分担率は５．０％から４．２％に低下）、モー

ダルシフトの進展は必ずしも順調とは言い難い。タンカ

ーについては、「産地直送」という呼び方で、製油所から

ローリーで直接需要地に運ぶ“逆モーダルシフト”が進

んでいると言う意見もあった。

! 各社におけるモーダルシフトへの取組み事例

モーダルシフトを強く意識し、実際に取り組んでい

るのは一般貨物等を中心とする船社である。具体的な

取組みに関する意見としては、

・高速船（３０ノット）の投入

・フォワーダー（複合一貫輸送事業者）への船舶の用船

・陸送部門を有する事業者における社内物流システムに

おける海運の利用

に要約できる。

" 船社からみたモーダルシフトの阻害要因

モーダルシフトの阻害要因は、大きく経済コストの

問題と港湾の問題に分類できる。両者は密接に関連す

るが、この２つに意見を分類し整理すれば、以下とな

る。

ａ．経済コスト

・モーダルシフトを推進する要因は環境問題の面が強い

が、企業から見ればコスト競争力が第一。

・特に最近はトラックの輸送コストが安くなっており、

従来であれば東京～静岡以遠では内航を使っていたも

のが、東京～名古屋程度の距離はトラックを使うケー

スが多い。

ｂ．港湾の問題

・我が国港湾では日曜・２４時間荷役ができていない。

・主要港湾では強制パイロット地区があり、一定規模以

上の船舶にはタグ・パイロットが必要。

・港湾設備面（冷凍倉庫等）の不備。

# モーダルシフト推進策に関する意見

今後、モーダルシフトを推進していくには上記"の

阻害要因の解決を図っていくとともに、具体的な推進

策に関しては以下のような提言があった。

・石油諸税の免除（高速船は燃料がかかる）

・陸運会社へのインセンティブの付与

$ 船員問題について

! 需給見通し

３～４年後の船員の需給見通しについては、逼迫す

るという見方がある一方で、まだ過剰状態にあるとの

見方もある。

過剰状態が続くという理由としては、国内景気の低

迷及び荷主企業の再編による物流量の減少が続くこと

や、今後、中小の個人オーナー企業の中で事業存続が

難しくなることで、そこで働いていた船員が余剰とし

て出てくることなどをあげている企業が見られる。

今回のインタビュー先は大手、中手以上の規模を持

つ企業が大半であったため、労働力不足という回答に

おいても自社保有船での不足というよりも自社が用船

している１９９総トンクラスや４９９総トンクラスの個人オ

ーナーの船における労働力不足を中心に回答が得られ

た。ただし、化学製品など一部製品の輸送を実施して

いる船社においては、不定期な運航であり、また荷役

の負担も大きいために人が集まりにくいとの意見もあ

った。

１９９クラスや４９９クラスなどの個人オーナーの船につ

いては高齢化も進んでおり、今後、労働力不足は深刻

化するだろうとの見方が多い。逆に中手、大手の船社

では現状の市況のなかでは採用できないだけであって、

入職したい層がいないわけではないとの見方もある。

" 定員の問題

ａ．組織船・未組織船

今回のインタビューでは内航市場内に組織船、未組

織船という２つの違ったルールに従うものが一つのマ

ーケットで競争することの不合理、矛盾などを指摘す

る声があった。

いずれにしても、荷主側からみれば安全性、信頼性

は別としてサービス供給主体としては同じものであり、

どうしても未組織船のコストをベースに市況や価格が

決定される状況はオペレーター、オーナーにとっては

問題であるとの認識があった。

ｂ．法律面

定員問題に関しては、見直し（定員削減）が必要な

のではないかとの意見があった。

# 船員の高齢化、若年層の確保、育成

船員の高齢化について、個別企業のベースでは新規

採用の状況次第であるが、業界全体としてみた場合に

は確実に進展しているとの見方が大半である。

若年層の採用や確保について、各企業ともその意思

! 調査および広報活動
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は強いが、新規採用を定期的に実施できている企業は

少ない。採用できない理由としては、教育、訓練のた

めに乗船させるだけのコストが賄えないことがあげら

れている。

$ 外国人労働力の活用

内航に対するコスト削減圧力、将来的に予想される

労働力不足などを解消するために外国人労働力の活用

をするのかという点については、絶対に受け入れるべ

きでないとする意見がある一方、受け入れても問題は

ないとする意見もあった。

また石油製品や化学製品を扱うオペレーターの中か

らは荷役時、航行時の安全確保の面から荷主が絶対に

外国人受入を拒むだろうとの意見も聞かれた。

外国人受入を否定的にみている層の指摘する問題点

は、主に「日本語教育」「船員教育」「住居問題」であ

る。

一方、受入に肯定的な層によれば、日本語教育、船

員教育ともに、外航船社では既に海外に学校を作って

実践できていること、住居問題に関しては、何も国内

に居住しなくても、航海のあるタイミングで飛行機で

行き来すれば、国内の船員の乗下船と大差はないとい

う意見もあった。

% 安全性について

外航においては SOLAS条約改正後、１９９８年７月から ISM

コードが強制化されている。内航においても任意に ISM

コードを取得しようという動きが目立ってきている。

安全性については、主にこの任意 ISMコードの取得に

ついての話題が多い。その他に、コスト削減圧力のなか

で安全性を維持することに対する難しさについての意見

も多い。

! 任意 ISMコード取得の動き

ヒアリング対象者の過半数は任意 ISMコードの取得

を進めていた。オペレーターは、用船についても任意

ISMコードの取得を促すため、指導や支援を行ってい

る。任意 ISMコード取得には、ノウハウを獲得する手

間だけでなく、DOC（安全適合証書）や SMC（安全管

理証書）を獲得する費用や社員教育の費用がかかる。

荷主の強い要請が無い限り、そのコストを運賃に転嫁

することは難しい状況であるが、業況不振下での競争

を勝ち抜くために、やむを得ずオペレーターとオーナ

ーがコストを負担しあっているという状況が見受けら

れる。

" 内航船での任意 ISM導入の難しさ

企業によっては、内航での任意 ISM導入に反対する

意見もあった。外航船と違って、出港から着港までの

時間が短い内航船では、マニュアルの読み書きを要求

される任意 ISMへの対応が、かえって操船の障害にな

る場合があるからだ。取得に積極的な外航内航兼業の

オペレーターも、内航向けに簡略化するなどのアレン

ジが不可欠だという意見で一致している。

また、任意 ISMは船員の質の高さを要求するので、

船員確保の問題に帰着するという意見がある。

# コスト削減による安全面の不安の増大

業況不振と競争激化によるコスト削減の徹底が、安

全性の確保を脅かすほどになっていることについて、

大きな不安を抱く企業が多い。

ひとつは船舶設備のメンテナンスコストを切りつめ

ることにより、船体の安全性を低下させているとの指

摘である。また、船員給料の抑制や定員削減により、

操船したり安全を監視する船員が質・量ともに下落し、

運航の安全性を低下させているとの指摘である。安全

性確保のために、荷主からの定員削減要請を突っぱね

ているという企業もあったが、多くの企業では荷主の

指示に抵抗できず、不安を抱えたまま経営を続けてい

る。

& 環境問題について

廃棄物輸送で、リサイクル社会の構築に貢献しようと

いう姿勢を持つ企業があった。廃棄物はあまりイメージ

が良くないとのことで、その輸送の状況について多くを

語ろうとしない企業が多いなかで、廃プラスチックの油

化や熱回収などのシステム作りの一端を担おうとしてい

ると積極的な姿勢を PRする企業があった。

船舶が環境を破壊しているものとして、廃油、船底塗料、

洗浄水（廃水）がある。これらについての対策が急務で

あるとの意見が出ている。

廃油適正処理や船底塗料改良については、国全体とし

て取り組むべきとの指摘があり、そのためのコストは、

安全性の確保などと同様に社会が負担すべきものという

意見があった。また、ケミカルタンカーの洗浄水に対す

る処理規制が国際水準に比べても甘くなり、海洋汚染の

元凶として批判にさらされ兼ねないとの危惧を訴える意

見があった。

' 港湾について

! 港湾が提供するサービス面に対する意見

ａ．荷役時間

最も多い意見は、港湾運送事業者の荷役作業時間に

関するものであった。港湾の最大利用者である船社側

としては、引き続き早期フルオープンの実現について
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９・１・２ 世界およびわが国商船船腹

世界およびわが国の商船船腹について、過年度およ

び当年度の状況を比較・整理する等定量分析を行った

ほか、以下の活動を行った。

# 日本商船船腹統計２００１年の取りまとめ

「日本商船船腹統計」は１９７２年に集計を開始した統

計であり、毎年６月３０日時点で日本国籍を有する１００

総トン以上の鋼船（漁船・雑船を除く）を対象とし

ている。

本統計は、わが国船腹量の実態を的確かつ迅速に

把握し得る類似統計が他にない現状に鑑み、当協会

がその取りまとめに当たっているもので、海運関係

の業務の参考に供し、わが国海運・経済の振興発展

のための基礎データとして資することを目的として

いる。

要請していくべきとの声が強くあった。

ｂ．外航バースへの内航船の着岸

この問題については、「外航船が着岸しているときに

内航船が待たされるケースが多いので外航と内航のバ

ースは分けて欲しい」という意見と、横持ちをせずに

運ぶためには是非必要という意見に分かれた。

ｃ．強制パイロット地区の再考

パイロット・タグについて、とりわけ専用バース

を利用する船社は港を熟知しており、船の技術革新も

著しいことから不要であるとの意見が何社からかあっ

た。

ｄ．ゲートオープンの２４時間化

荷役作業のフルオープンの意見が多い中、陸側、す

なわちゲートオープンも２４時間化しなければ意味がな

いとの指摘もあった。

" ポートチャージについて

今回のヒアリング調査では、ポートチャージの内、

荷役料金等は荷主が港運に支払う契約を取るケースが

多いことから、タグ・パイロット料金の高さを指摘す

る意見が多かった。さらに複合一貫輸送の進展で、ど

こまでが港湾の料金かが不明との意見も聞かれた。

& その他

! 沿海航行規制の緩和

内航海運にかかる規制のなかで沿海航行規制につい

ては、現在のように船の設備が発達していない時代の

規制であり、今の設備であればもう少し経済的な航行

をすることが可能である、といった点から見直しにつ

いての検討ができないかとの意見が聞かれた。

２－２近海海運

# PSCについて

日本の PSCは、来年７月から本格的に運用される予定

である。老朽船を使ったアジアやロシアの船社と日本船

社との競合はあまり多くないものの、近海海運市場に影

響を与えることから、多くの企業が PSCの運用強化に注

目している。

PSCの徹底運用には、多くの企業が歓迎し、その効果

に期待していた。

$ 船員問題について

現在雇用している船員の国籍については、かつての韓

国から現在ではフィリピンが主力である一方、ベトナム、

インドネシア、ミャンマー等に拡がっているとの意見が

多い。フィリピン船員は英語の理解能力が高いというこ

とで評価が高い。同様にミャンマー人も、かつての海運

王国イギリスの流れを汲んで、質が高いとの評価である。

一般的には、言葉の問題が大きいとする意見が多くなっ

ている。

また、３年前から国際船舶制度により、日本籍船でも

船機長が日本人であれば外国人を雇えるようになった点

を評価する意見もあった。

２００２年から本格運用される ISMや PSCの８割は船員に

関わるということで、良質な外国人船員の確保・育成を

大きな課題とする意見が多い。具体的には、フィリッピ

ン船員に代わる次の船員の確保地域をどこに設定するか、

欧州船社との競争の中で育成拠点をつくる必要性等の意

見があった。後者については、大手でないと単独では難

しいとのことである。

% 港湾について

外国（東南アジア）諸港と比較したわが国港湾のサー

ビス面の遅れやポートチャージの高さは、当然のことな

がら、近海船社からも多くの意見が出された。しかし一

方、外国港湾の問題点を指摘する意見もいくつかあった。

ａ．不平等性

中国港湾ではポートチャージを２０％割増するのが理

解できない、外航と比較して近海の港湾料金が２割程

度高い、等の不平等性を指摘する意見があった。

ｂ．港湾設備

港湾設備については、中国や韓国はしっかりしてい

るが、他は不十分であり、その点、我が国港湾の設備

面での問題は少ない、という意見もみられる。

! 調査および広報活動

214 船協海運年報２００２



２００１年６月３０日現在の日本商船船腹量は、５，７３３隻、

約１，３５２万総トン、約１，８４２重量トンであり、隻数ベー

スで１４７隻、約２．６％、また総トンベースでは約１３６万

総トン、約９．９％、重量トンベースでは約２４９万重量

トン、１３．５％と、減少傾向に歯止めが掛からない。

本統計は、従前、冊子に取りまとめ、関係先へ配布

する等外部公表していたが、１９９８年分以降は後述の

「海運統計要覧」に集約し、利便性を高めた形で提

供している。

９・１・３ 海運に関する統計資料・情報の
収集・整理

当協会は、海運ならびにこれを取り巻く四囲の状況

について、内外の資料・情報等を収集・整理し、当協

会会員を初め国土交通省等関係方面の便宜に供してい

る。

２０００年度においては、下記の活動を行った。

! 「船協海運年報２００１」の刊行

「船協海運年報」は、わが国海運の活動や国際情勢

並びに当協会の諸施策や対応等を記録することを基

本的な編集方針とし、１９５７年の創刊以降、毎年、刊

行を重ねている。

" 「海運統計要覧２００２」の刊行

「海運統計要覧」は、海運に関係する国内外の諸統

計を幅広く収録したハンディサイズの統計集であり、

１９７０年に創刊して以来、毎年刊行しているものであ

る。

主な内容は、世界及びわが国の商船船腹に関する

定量分析を初め、船舶の建造、主要貨物の海上荷動

き量、港湾、船員関係の他、石油や石炭等のエネル

ギー関係とともに鉄鋼、自動車等主要関連産業の動

向等となっている。

２００２年版についても、最新資料に基づき、内容の

更新を図るとともに関係先に配布する等して利用者

の利便性の向上に努めた。

９・２ 広報活動
海運の役割や重要性等について、オピニオンリーダ

ーや報道関係者等関係各位に対し、経済誌、機関誌「せ

んきょう」、各種パンフレットおよび記者会見等を通じ

て積極的なアピールを行った。

学校・学生等を中心とした国民各層に対しては、日

本の海運の役割および重要性についての理解を深める

ことを目的とした活動を行うとともに、会員各社に対

し、「船協情報」等により迅速な海運関係情報の提供を

行った。

また、「海事記者会」の発足（２００２年４月１日付）に

伴い、同記者会のプレリリース等の業務をサポートす

ることとなった。

詳細は以下の通りである。

９・２・１ オピニオンリーダー、マスコミ
向け広報

オピニオンリーダーや報道関係者等に対し、海運の

重要性等について認識してもらうため、以下の活動を

行った。

! 経済誌等による広報

! 経済誌への広告掲載

「週刊ダイヤモンド（２００１年１０月６日号）」に、船

舶の特別償却制度などの海運税制をテーマとした

#長会長と白石真澄さん（ニッセイ基礎研究所主
任研究員）との対談記事を掲載した。「週刊エコノ

ミスト（２００１年１１月６日号）」にも同様のテーマで、

草刈広報担当副会長と宮崎緑さん（ジャーナリス

ト）との対談記事を掲載した。

また、「週刊東洋経済」には、３回（２００２年３月

２３日号、３月３０日号、４月６日号）にわたり、記

事広告を掲載した。

さらに、新たな試みとして、「週刊文春」（２００２

年３月２８日号）にタテ３!１頁、「サンデー毎日」
（２００２年３月３１日号）にヨコ４!１頁で記事広告
を掲載した。

" 国土交通省広報誌「国土交通」（旧「トランスポ

ート」）への広告掲載

海運の果たす役割の重要性に関する認識を深め

て頂くことを目的に、「日本の新鋭船」をテーマに

会員各社の船舶を紹介した広告等を掲載した。各

号のタイトルは以下の通りである。

２００１年８月号：LNG JAMAL（LNG船!日本郵船）、
９月号：Chemroad Mega（ケミカルタンカー!飯
野海運）、１０月号：あさしお丸（プロダクトタンカ

ー!旭タンカー）、１１月号：八戸丸（石灰石専用船
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!第一中央汽船）、１２月号：GOLDEN GATE

BRIDGE（コンテナ船!川崎汽船）、２００２年１月号：
勇王丸（RORO船!川崎近海汽船）、２月号：Sea

Baron（重量物船!日之出汽船）、３月号：Sky Wing

（原油タンカー!新和海運・共栄タンカー・日本
郵船）、４月号：神泉丸（RORO船!泉汽船・栗林
商船）、５月号：Prestige Ace（自動車専用船!商
船三井）、６月号：豊竜丸（内航一般貨物船!日鐵
物流）、海運税制をテーマとした記事広告

" 機関誌「せんきょう」および各種パンフレットに

よる広報

! 機関誌「せんきょう」の発行

わが国海運の直面する諸問題や内外の動向およ

びこれらに対する当協会の対応や活動を主な内容

として編集し、会員はじめ関係方面に広く配布し

た。

" 「SHIPPING NOW ２００１ 日本の海運」の発行

わが国海運の現状が一目で分かるよう、豊富な

写真やグラフを主体に分かり易く解説した題記パ

ンフレットを発行し、会員各社の他、マスコミ関

係者や大学教授、小中高社会科教師、教育委員会、

上場企業、シンクタンク、関係官庁および全国海

事関係博物館等に幅広く配布した。

# 「JAPANESE SHIPPING ２００１ JSA Annual Re-

port」の発行

当協会の活動を取りまとめた題記英文パンフレ

ットを発行し、当協会会員の他、諸外国の海運関

係機関等に配布した。

# 報道関係者向け広報

! 定例記者会見等の開催

当協会定例理事会開催日に、海運専門紙記者お

よび一般紙海運担当記者を対象とした記者会見を

それぞれ実施するとともに、記者との懇談会等も

必要に応じて実施した。

" 専門紙記者視察研修会の開催

２００１年６月２９～３０日、海運専門紙記者と当協会広

報幹事との合同視察研修会（於：茨城県常陸那珂

港・日立港）を開催した。

# 首都圏第三空港問題に係わる大型コンテナ船体

験乗船の実施

２００１年７月、８月に国土交通記者会記者を対象

として、東京湾の実態を理解していただくことを

目的に、大型コンテナ船による体験乗船を３回に

わたり実施した。

９・２・２ 学校・学生向けを中心とした一
般向け広報

学校・学生等を中心とした国民各層に対し、日本の

海運の役割および重要性についての理解を深めること

を目的とした活動を行った。

! 学校・学生向け広報

! 教師向け見学会の開催

２００１年７月３１日、東京都小学校社会科研究会の

主催により、同研究会に所属する先生方約９０名を

対象として、横浜港および日石三菱精製&の見学
会が実施され、当協会および石油連盟が協同して

海運・石油関係の説明等を行った。また、８月２１

日には、神戸市小学校教育研究会の主催により同

社会科部の先生方約６０名を対象に、日本郵船神戸

コンテナターミナルの見学ならびに海運・石油関

係の説明会が開催され、これに当協会および石油

連盟が協力した。

" 学生新聞への広告掲載

２００１年７月１５日'付の「毎日中学生新聞」に、
海運の役割・重要性や海運と我々の生活とのつな

がりなどを解説した広告を掲載した。

# 壁新聞の制作

小学校の先生方に授業等で使用してもらうこと

などを目的に、小学校の先生方の研究団体である

全国小学校社会科研究会（東京都小学校社会科研

究会）の監修を得て、No．６「日本の優れた技術を

運ぶ、自動車専用船」、No．７「紙の原料から製品ま

で、輸送を支える船の活躍」を制作し、各都道府

県の小学校社会科研究会を通じて全国の小学校に

配布した。

$ 子供向けパンフレットの発行

昨年度制作した子供向けパンフレット「船って

サイコー」を増刷し、全国の海事関係博物館など

に配布するとともに、航海訓練所練習船の一般公

開等を利用して配布した。

% 社会科教材用ビデオの制作

小学校高学年および中学生を対象とした社会科

教材用ビデオ「海運の工夫・技術シリーズ」の第

４作として、日本の経済や産業における内航海運

の重要性を説明した「暮らしと産業を支える内航

海運」（仮題）を制作した。

" PR映画「日本の海運」の制作

わが国の豊かな経済の発展や国民生活を支える海

! 調査および広報活動
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運業の役割・現状を一般に紹介し、理解を深めるこ

とを目的として５年毎に内容を改訂している PR映画

「日本の海運」の制作を進めた。

# 船協ホームページの充実

当協会の概要、組織図、会員会社の紹介等を見や

すく紹介したホームページ（URL : http：//www.jsanet.

or.jp）の内容更新を行った他、海運用語集、環境コー

ナー、Kids Cornerを新設した。

$ 「海のシンフォニーファミリーコンサート」の開催

２００１年７月１５日、東京都渋谷区のNHKホールにお

いて、国土交通省および日本放送協会の後援の下、

約２０，０００名の応募者の中から抽選で選ばれた約３，０００

名を招待し、題記コンサートを開催した。高橋美鈴

さん（NHKアナウンサー）の司会・進行のもと、中
ジャンジェンホワ

国を代表する擦弦民族楽器である二胡の姜 建華さん、

ソプラノの足立さつきさん、テノールの中鉢聡氏、

そして演奏には円光寺雅彦氏の指揮による新日本フ

ィルハーモニー交響楽団を迎え、それぞれの曲に関

するエピソードを交えつつ世界の名曲を披露して頂

いた。なお、このコンサートの模様は、７月２０日 PM

４：００～５：２７に NHK・FMにて放送された。

% 「SEA JAPAN ２００２」への展示

２００２年４月１０日から３日間、東京のビックサイト

で開催されたアジア最大級の国際海事展「SEA JA-

PAN ２００２」において、船舶の大型パネルの展示や

各種パンフレットの配布を行った。

９・２・３ 会員向け広報

当協会会員各社に対し、「船協情報」等により迅速な

海運関係情報の提供を行うとともに、ホームページ上

から各種周知文書の情報提供を開始した。また、各社

の陸上新入社員を対象とした「海運講習会」を開催し

た。

! 「船協情報」の送付

会員に対し、当協会が発信したプレスリリース等

を中心とした内容の「船協情報」（Faxによる情報提

供）を合計３０回配信した。

" 当協会ホームページ「会員コーナー」の開設

当協会理事会、委員会等の活動状況や会員宛ての

周知文書および「せんきょう」月報等の情報を提供

することを目的として、当協会ホームページ上に「会

員コーナー」を開設した。

# 「平成１４年度海運講習会」の実施

２００２年３月２５日、会員会社の２００２年度陸上新入社員

（総合職・一般職）等を対象に、社会人としての門

出を祝すとともに、海運業界で働く者としての自覚

と社会人として必要な心構えを育成することを目的

に、海運講習会を開催した。

本講習会には会員会社２１社・関連会社１社から合

わせて８５名（総合職６２名、一般職２３名）の受講参加

者があり、&長会長の挨拶をはじめ草刈副会長、玉
置和宏氏（毎日新聞論説委員・編集局特別委員）、北

野大氏（淑徳大学教授・工学博士）、三木尚子氏（マ

ネジメントサービスセンター）および小島茂氏（川

崎汽船船長）の講演の他、映画「日本の海運」の上

映を行った。

$ 新記者クラブ「海事記者会」の業務の引受け

２００２年４月１日を以って、専門紙「海事記者クラ

ブ」および「くろしお会」が統合し、新たに「海事

記者会」が発足（４月１日付）した。また、両クラ

ブ専従事務員がそれぞれ退職されたため、新しく発

足した同記者会のプレスリリース等の業務を当協会

が引受けることとなった。

! 調査および広報活動
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１．日本船主協会の現状
当協会（社団法人日本船主協会：The Japanese

Shipowners’ Association）は、公共の福祉のために海運

業に関する諸般の調査および研究を行い、その公正、

自由な事業活動を促進し、わが国海運業の健全な発展

に寄与することを目的として１９４７年６月５日に設立さ

れた。

この目的を達成するため、次のような事業を行って

いる。

! 海運業に関する諸般の調査、研究および広報。

" 海運業に関する統計の作成ならびに資料および情

報の収集。

# 海運業に関し、政府、議会、その他に対する意見

の開陳。

$ 海運業に関する労務事項の処理。ただし会員より

特に委任があった場合にかぎる。

% 会員相互の親睦および意見の交換。

& その他、本会の目的を達成するために必要な事業。

当協会の会員は総トン数１００トン以上の船舶の所有者、

賃借人ならびに運航業者であって日本国籍を有する者

によって構成されている。

２００２年４月１日現在の会員は１０４社で、前年以降３社

の入会があり、７社の退会があった。

また、２００２年４月１日現在の会員の所有船、外国用船、

国内用船を合せた船舶は２，３５０隻、船腹量は６，６６２万６，７３９

G!T、９，６２０万５３D!Wであり、うち所有船は２９９隻、８０６

万２，７９８G!T、１，１１４万８４９D!Wである。

２．第５４回 通 常 総 会
当協会は、第５４回通常総会を２００１年６月２０日午後１時

より、東京都千代田区平河町２丁目６番４号、日本海

運倶楽部国際会議場において会員１０８社中９６社（本人出

席４９社、書面表決および委任出席４７社）の出席を得て

開催した。

総会は生田会長が議長となり、下記各号議案につい

て審議を行い、いずれも原案通り可決承認した。

第１号議案 平成１２年度事業報告および収支決算

書承認について

第２号議案 平成１３年度事業計画、収支予算承認

について

第３号議案 決議について

第４号議案 平成１２年度通常総会以降における役

員異動の承認について

第５号議案 平成１３・１４年度役員選任について

決 議

世界経済の成長減速が懸念されるなか、わが国にお

いては景気回復が遅れ、経済の自律的回復を図れず２１

世紀を迎えた。新世紀においても、わが国が活力を保

ち、国際的な地歩を揺るぎないものにしていくために

は、将来への道筋を明確にした上で、経済・社会全般

にわたる構造改革が断行されなければならない。

これまでわが国外航海運は、高度化、多様化する輸

送ニーズに適切に応え、わが国産業と国民生活を支え

る物流インフラとして多大な貢献を果たしてきた。こ

の間、わが国外航海運企業は、アジア経済の伸びと低

廉なコストによって急成長するアジア諸国海運企業と

の競争を余儀なくされる一方、海運の特性に配慮した

税制などの様々な強化策が講じられている先進海運国

企業との厳しい国際競争にも晒されてきた。各海運企

業は、これら諸外国企業との競争に勝ち残るために、

他産業に先駆けて強力な経営合理化策をとるかたわら、

積極的に海外展開を図るなどして、国民経済の負託に

応えてきた。今後とも効率的かつ安定的な輸送サービ

スを提供するためには、これらの外国企業と対等の競

争を行うための努力を継続する決意であるが、上記海

運国に比し競争基盤の面から見劣りする法制・税制面

のイコールフッティングの実現を強く求めたい。

内航海運においては、内航海運暫定措置事業による

日本船主協会の現状
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過剰船腹の解消に努め、規制緩和や産業構造転換に対

応した構造改善を推し進めていくことが急務である。

また、環境保全の観点からもモーダルシフトの推進が

望まれる。

当協会は、海運業界にとって船舶の安全運航は当然

の責務であるとの認識に立ち、従来よりその徹底に努

めている。今年１月には環境憲章を策定し、業界全体

として一層の環境対策を推進していくこととした。今

後も船舶の構造、設備などのハードと、運航に係わる

ソフトの両面にわたり、積極的に環境保全への取り組

みを図っていく所存である。

また、羽田空港の再拡張・首都圏第３空港整備に代

表される空港整備問題については、船舶航行への影響

が懸念されるところであるが、長期的視野の下に、航

行安全と日本経済の動脈である海上輸送の確保および

海洋環境保全の観点から、関係方面に対し積極的に働

きかけていく。

われわれ海運業界は、経営の様々な課題の克服に向

け、これまでの慣行にとらわれることなく主体的に取

り組んでいく決意であり、下記項目の実現をもってわ

が国海運の発展を期するものである。

記

１ わが国海運の競争力強化

・税制をはじめとする諸制度のイコール・フッティ

ングの実現

・グローバルな企業活動に即した適正な納税制度の

実現

・実効ある国際船舶制度の実現

・必要な財政資金の確保

２ 経済・社会の変化に即した構造改革の実現

・円滑な企業活動を阻害する各種規制の撤廃・緩和

・国際競争力のある港湾の実現

３ 船舶の安全運航と地球環境保全に向けての取り組

み強化

・環境憲章に基づく環境保全対策の推進

・安全運航の徹底と海洋汚染防止体制の整備

・クオリティ・シッピングの推進と船舶リサイクル

の促進

４ 国際問題への適切な対応

・外航船社間協定に対する独禁法適用除外制度の維

持

・アジア船主フォーラム等の国際団体・機関での積

極的活動

・国際的な動向に適切に対応した海技・労務体制の

整備

以上決議する。

３．役員一覧（２００２年４月１日現在）
【会 長】

川 崎 汽 船 取締役社長 ! 長 保 英

【副 会 長】

日 本 郵 船 取締役社長 草 刈 隆 郎

商 船 三 井 取締役社長 鈴 木 邦 雄

東 京 タ ン カ ー 取締役社長 松 永 宏 之

新 和 海 運 取締役社長 鷲 見 嘉 一

大 阪 船 舶 取締役会長 小 谷 道 彦

八 馬 汽 船 取締役社長 小 林 宏 志

【常任理事】

第 一 中 央 汽 船 取締役社長 竹 村 治

八 馬 汽 船 取締役社長 小 林 宏 志

飯 野 海 運 取締役社長 太 田 健 夫

川 崎 汽 船 取締役社長 ! 長 保 英

日 本 郵 船 取締役社長 草 刈 隆 郎

日 正 汽 船 取締役社長 相 澤 達

大 阪 船 舶 取締役会長 小 谷 道 彦

三 光 汽 船 取締役社長 松 井 毅

新 和 海 運 取締役社長 鷲 見 嘉 一

商 船 三 井 取締役社長 鈴 木 邦 雄

商 船 三 井 客 船 取締役社長 宮 ! 通

東 京 タ ン カ ー 取締役社長 松 永 宏 之

【理 事】

旭 海 運 取締役社長 田 渕 啓 仁

第 一 中 央 汽 船 取締役社長 竹 村 治

イースタン・カーライナー 取締役社長 長 手 孝

八 馬 汽 船 取締役社長 小 林 宏 志

出 光 タ ン カ ー 取締役社長 北 村 修 一

飯 野 海 運 取締役社長 太 田 健 夫
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川 崎 近 海 汽 船 取締役会長 毛 利 盟

川 崎 汽 船 取締役社長 ! 長 保 英

近 海 郵 船 取締役会長 齋 藤 正 一

北 九 州 運 輸 取締役社長 荒 木 敦

国際エネルギー輸送 取締役社長 廣 瀬 忠 邦

国際マリントランスポート 取締役社長 南 野 孝 一

栗 林 商 船 取締役社長 栗 林 宏 吉

共 榮 タ ン カ ー 取締役社長 瀬 戸 靖 雄

明 治 海 運 取締役社長 内 田 和 也

三 菱 鉱 石 輸 送 取締役社長 松 宮 俊 明

日 本 郵 船 取締役社長 草 刈 隆 郎

日 正 汽 船 取締役社長 相 澤 達

日 産 専 用 船 取締役社長 住 友 昭 夫

日 鉄 海 運 取締役社長 川 戸 健

大 阪 船 舶 取締役会長 小 谷 道 彦

三 光 汽 船 取締役社長 松 井 毅

新 和 海 運 取締役社長 鷲 見 嘉 一

商 船 三 井 取締役社長 鈴 木 邦 雄

商 船 三 井 近 海 取締役会長 田 村 茂

商 船 三 井 客 船 取締役社長 宮 ! 通

田 渕 海 運 取締役社長 田 渕 訓 生

太 平 洋 海 運 取締役社長 綿 貫 武

太 洋 日 本 汽 船 取締役社長 林 忠 男

反 田 産 業 汽 船 取締役社長 反 田 邦 彦

玉 井 商 船 取締役社長 玉 井 洋 吉

東 京 船 舶 取締役社長 金 盛 啓太郎

東 京 タ ン カ ー 取締役社長 松 永 宏 之

鶴見サンマリン 取締役社長 岩 本 剛

雄 洋 海 運 取締役社長 小 澤 浩 次

【監 事】

佐 藤 汽 船 取締役社長 佐 藤 忠 男

東 朋 海 運 取締役社長 三 河 尚 義

東 興 海 運 取締役社長 井 ! 大 介

日本造船工業会 常 務 理 事 大 石 捷 郎

【常勤役員】

理 事 長 福 島 義 章

常務理事 鈴 木 昭 洋 山 下 秀 明

増 田 恵 植 村 保 雄

（理事長は常任理事および理事の、各常務理事は理事

の資格を有する）

【顧 問】

永 井 典 彦 堀 武 夫

近 藤 鎮 雄 熊 谷 清

相 浦 紀一郎 松 成 博 茂

松 岡 通 夫 根 本 二 郎

新 谷 功 生 田 正 治

乾 英 文

＜常設委員会委員長・部会長および特別委員会委員長＞
【常設委員会委員長】

総務委員会 日 本 郵 船 取締役
社 長 草 刈 隆 郎

政策委員会 商 船 三 井 取締役
社 長 鈴 木 邦 雄

法務保険委員会 三 光 汽 船 取締役
社 長 松 井 毅

港湾物流委員会 日 本 郵 船 専 務
取締役 平 野 裕 司

海務委員会 第一中央汽船 取締役
社 長 竹 村 治

工務委員会 飯 野 海 運 取締役
社 長 太 田 健 夫

労務委員会 新 和 海 運 取締役
社 長 鷲 見 嘉 一

【部会部会長】

タンカー部会

東 京 タ ン カ ー 取締役社長 松 永 宏 之

オーナー部会

八 馬 汽 船 取締役社長 小 林 宏 志

近海内航部会

大 阪 船 舶 取締役会長 小 谷 道 彦

客船部会

商 船 三 井 客 船 取締役社長 宮 ! 通

外航労務部会

日 本 郵 船 常務取締役 間 宮 忠 敏

【特別委員会委員長】

外航船舶解撤促進特別委員会

日 正 汽 船 取締役社長 相 澤 達

船員対策特別委員会

新 和 海 運 取締役社長 鷲 見 嘉 一

環境対策特別委員会

東 京 タ ン カ ー 取締役社長 松 永 宏 之
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【地区船主会議長】

京浜地区船主会議長

新 和 海 運 取締役社長 鷲 見 嘉 一

阪神地区船主会議長

八 馬 汽 船 取締役社長 小 林 宏 志

九州地区船主会議長

北 九 州 運 輸 取締役社長 荒 木 敦

＜評 議 員＞
【議 長】

太 平 洋 汽 船 取締役社長 秋 山 滋

【副 議 長】

佐 藤 國 汽 船 取締役社長 佐 藤 國 臣

【京浜地区選出】

アクトマリタイム 取締役社長 津 郷 卓 見

旭 タ ン カ ー 取締役社長 菊 間 邁

東 海 運 取締役社長 関 司満雄

千 葉 商 船 取締役社長 木 内 志 郎

第 一 タ ン カ ー 取締役社長 関 美 英

大 東 通 商 取締役社長 中 部 由 郎

日 之 出 汽 船 取締役社長 小 林 進 二

邦 洋 海 運 取締役社長 内 藤 吉 起

インターエイシアライン 取締役社長 本 荘 卓 彌

乾 汽 船 取締役社長 乾 新 悟

板 谷 商 船 取締役社長 板 谷 宮 吉

神 原 汽 船 取締役社長 神 原 眞 人

関 西 ラ イ ン 取締役社長 有 井 晋

共 和 産 業 海 運 取締役社長 三 輪 大 成

三 井 近 海 汽 船 取締役社長 渡 辺 豊

宗 像 海 運 取締役社長 市 倉 則 勝

日 本 マ リ ン 取締役社長 関 根 隆太郎

日 本 海 運 取締役社長 熊 野 武

日本サルヴェージ 取締役社長 草 野 計 重

ニッスイシッピング 取締役社長 足 達 幸 治

日 鐵 物 流 取締役社長 阿 部 久

三 洋 海 運 取締役社長 三 木 孝 幸

関 兵 海 運 取締役社長 関 駿 也

新和ケミカルタンカー 取締役社長 小 林 公 孝

新 和 内 航 海 運 取締役社長 梅 村 克 彦

昭 和 油 槽 船 取締役社長 鳥 飼 万歳喜

太 平 洋 汽 船 取締役社長 秋 山 滋

東 京 マ リ ン 取締役社長 桑 野 訓

上野トランステック 取締役社長 上 野 孝

【阪神地区選出】

旭 汽 船 取締役社長 矢 島 豊

第 一 船 舶 取締役社長 三 上 文 彦

大日インベスト 取締役社長 石 坂 公 孝

大 光 海 運 取締役社長 金 子 勝 信

神 戸 桟 橋 取締役社長 林 忠 男

国 華 産 業 取締役社長 征 木 久 和

枡 本 海 運 産 業 取締役社長 枡 本 守 生

新 田 汽 船 取締役社長 新 田 仲 博

プ リ ン ス 海 運 取締役社長 長 手 裕

佐 藤 國 汽 船 取締役社長 佐 藤 國 臣

セ ン コ ー 取締役会長 馬 場 英 次

大 窯 汽 船 取締役社長 守 石 恵 三

辰 巳 商 会 取締役社長 木 谷 光 徳

東 慶 海 運 取締役社長 長谷部 安 俊

【九州地区選出】

松島コールライン 取締役社長 政 住 重 幸

鶴 丸 海 運 取締役社長 鶴 丸 俊 輔

４．日本タンカー協会の解散と業務受け入れ
日本タンカー協会は、近時の会員減少により、組織

維持が困難な状況となってきたため、同協会を解散す

る方向でその業務の移管について当協会に打診があっ

た。

これを受けて当協会で検討の結果、同協会の業務は

当協会事業に沿うものであり事業の有益性も認められ

ること、また、同協会の解散は、船主港湾協議会・日

本コンテナ協会・海事国際協力センター（MICC）・外

航労務協会同様、類似事業団体の整理・統合につなが

り、関係会員にとっては重複会費の回避につながるこ

と等から、同協会の業務を受け入れることとした。（日

本タンカー協会は平成１４年６月３０日に解散）
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付・資料 船協海運日誌
日本船主協会会員名簿





【#!!"年】
４・５ ２００１年度港湾春闘が妥結した。

４・１２ 国土交通省は、２０００年度の新造船建造許可実

績を発表した。それによると３４３隻、１，２８１万

９，０００総トンで、前年度比４８隻、２９３万１，０００総

トン（２９．７％）の増加となり、石油危機後２番

目の大量受注記録となった。

４・１３ 国土交通省は、同省が所管する規制項目に対

し、各方面から寄せられた２１７件の規制緩和要

望、意見などの対応状況を整理した「規制改

革に関する内外からの意見・要望に係る対応

状況」を公表した。

４・１６ 日本船舶輸出組合は、２０００年度の輸出船契約

実績を発表した。それによると２９３隻、１，５０４万

総トン、船価合計は１兆１，９１３億円で９７年度以

来３年振りに１兆円台に乗せた。

４・１６ 神戸商船大学（原潔学長）と神戸大学（野上

智行学長）は、両大学が統合によって、新た

な教育研究分野の創造を目指すことを目的に

「神戸大学・神戸商船大学統合協議会」を発

足させた。

４・２３～２７ 国際海事機関（IMO）・第４６回海洋環境保

護委員会（MEPC４６）がロンドンで開催され、

５，０００D"W以上のシングルハルタンカーを、原

則船齢２５年で順次フェーズアウトし、最終使

用年限を原則２０１５年とすることなどを決めた。

このほか、TBTを含む船底防汚塗料の使用

を規制する新条約案およびバラスト水中の有

害水生生物の規制に向けた新条約案などにつ

いて審議した。

４・２６ 当協会外航労務部会と全日本海員組合（井出

本榮組合長）は、２００１年度労働協約改定につ

いて最終合意に達した。

４・２９ 政府は、平成１３年度の叙勲・褒章受章者を発

表した。当協会会員会社関係者では、勲三等

瑞宝章に三本力元日本郵船副社長、勲四等旭

日中綬章に小谷猛太郎元東京船舶社長、藍綬

褒章に坂田昇元日本郵船副社長がそれぞれ受

章された。

５・８～９ 先進国海運担当官会議（CSG）と米国政府

による「US・CSG会合」がワシントンで開催

された。同会合では!安全運航!環境保全問

題、"WTOサービス貿易自由化交渉、#CSG

加盟国の海運政策、$米国籍船維持のための
取り組みなどについて意見交換を行った。

５・９～１０ 国際海運会議所（ICS）"国際海運連盟（ISF）

は英国バースでそれぞれ年次総会を開催した。

５・１０ 国土交通省は、２１世紀の港湾の技術開発の方

向を示す長期政策「新世紀を拓く港湾の技術

ビジョン」を策定した。これは、平成１２年１２

月末にまとめた「新世紀港湾ビジョン」の理

念を技術面で具体化するための指針を示した

ものである。

５・１７ 国土交通省は「今後の港湾の管理運営のあり

方に関する検討会」（座長：来生新横浜国大教

授）の第４回会合を開催し、公共バースにお

ける専用使用のあり方などについて前回に引

き続き議論を行った。

５・１８ 海運大手３社の２００１年３月期決算が出揃った。

それによると燃料油の高騰が収益を圧迫した

ものの、定期船・不定期船・タンカーの海運

三部門同時好況と合理化効果が上回り、連結

営業利益は揃って過去最高を更新した。

５・１８ 国土交通省は、外航海運事業者２１３社に対して

実施した海賊被害についてのアンケート調査

結果をまとめた。

５・２２～２３ アジア船主フォーラム（ASF）第１０回総会

が北京で開催され、アジア海運業界の共通利

益に関わる様々な問題等について議論された。

５・２５ 国土交通省は、海上ハイウェイネットワーク

推進委員会（委員長：杉山武彦一橋大学教授）

の平成１２年度第２回会合を開催し、船舶航行

の安全性と海上輸送の効率化を両立させた海

上交通環境推進に向けた取り組み全体像を取

りまとめた。

５・３０ 国土交通省は、第５回首都圏第３空港調査検

討会（座長：中村英夫武蔵工業大学教授）を

開催した。

５・３０～６・８ IMO第７４回海上安全委員会（MSC）が

ロンドンで開催され、STCW９５条約（船員の訓

練、資格証明、当直基準に関する条約）の要

件を満たす国のリスト「ホワイトリスト」の

審査を行う他、船舶検査のための通路の強制

化など SOLAS条約（海上における人命安全の
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ための国際条約）の規則改定案を審議した。

６・１１ 国土交通省、外務省、海上保安庁および当協

会などで構成される「海賊および船舶に対す

る武装強盗等対策検討会議」が開催され、海

賊対策にかかわる各省庁の取り組み状況や今

後の計画などが報告された。

６・１１ 国土交通省は、２００１年３月末現在の内航船腹

量を発表した。それによると２０００年１２月末と

比べ０．８％増の６８３万７千重量トン（油送船は

立法メートルで換算）となった。

６・２０ 当協会は第５４回通常総会を開催した。

６・２１ 国土交通省は、２００１年度第１回「港湾物流効

率化推進調査委員会」を開催した。

６・２１ 国際海運会議所（ICS）は関係団体と合同で構

成するシップ・リサイクリング・ワーキング

・グループをロンドンで開催した。同会合に

おいて、船舶リサイクルヤード周辺の環境保

護および労働者の健康・安全の確保に向けて

船主が自主的に取り組むべき項目をまとめた

行動指針（Code of Practice）の最終化に向けた

議論が行われた。

６・２２ 第３管区海上保安本部は、東京湾に入港する

大型タンカーの規制を緩和し、最大船型を２６

万５千重量トンからダブルハル構造および入

港時喫水２１#以下を条件に最大３１万５千重量
トンにすることを認めた。

６・２５ 第２回グローバル・シップ・リサイクル・サ

ミットがロッテルダムで開催された。

６・２６～２９ ９２年国際油濁補償基金第３回「油濁２条

約の機能見直しに関するワーキング・グルー

プ」がロンドンの IMO本部で開催され、荷主

を拠出者とする「任意の追加補償基金」設立

の議定書案が審議された。

６・２６～２７ 国際商工会議所（ICC）の国際海事局（IMB）

は、第４回「海賊および幽霊船対策に関する

会議」をクアラルンプールにおいて開催した。

会議では東南アジア諸国や欧州など３３カ国の

海上警備機関や民間関係者が参加し、海賊対

策の意見・情報交換、具体策の検討を行った。

６・２８ 国土交通省は第６回「今後の港湾の管理運営

のあり方に関する検討会」を開催し、「港湾管

理運営検討委員会報告書（案）」を審議の上、

「報告書」を取りまとめた。

７・２～６ IMO（国際海事機関）第４７回航行安全小委

員会（NAV）がロンドンで開催され、現存貨物

船への航海データ記録装置（VDR）の搭載義務

について検討された。

７・５ 国土交通省は、２００１年６月分の新造船建造許

可集計結果を発表した。それによると、国内

・輸出船合計２５隻、８３万１千総トンで前年同

期と比べ６隻、総トン数で４１．４％増加した。

７・６ 国土交通省は、「第１回東京国際空港再拡張に

よる船舶航行影響調査検討会」（座長：岩井聰

東京商船大学名誉教授）を開催した。

７・６ 政府は、「新総合物流施策大綱」を閣議決定し

た。同大綱は、１９９７年から２００１年までを対象と

する前大綱の成果を踏まえて、新たな目標を

定め、その達成のための具体的施策をまとめ

たものである。

７・１１ 当協会は、第３回シップリサイクル連絡協議

会を開催した。

７・１１ 国土交通省は、２０００年度の内航船舶輸送実績

を発表した。それによると総輸送量は前年度

比２．８％増加の５億３，７０２万１千トンとなった。

７・１８ 日本船舶輸出組合は、２００１年上半期（１～６

月）の輸出船契約実績を発表した。それによ

ると１３９隻、７５６万９，５００総トンと前年同期と比

べ７隻、１７２万５，６００総トン増加した。

７・１９ 国土交通省海事局は、２００１年版「海事レポー

ト」を発表した。

７・２７ 国土交通省は、新しい内航海運・行政のあり

方を検討する「次世代内航海運懇談会」の第

１回会合を開催した。会合では!２１世紀型内
航海運のあり方、"今後の内航海運行政が取
り組むべき課題―について船社、荷主から意

見を聴取した。

７・３１ 国土交通省は、第６回首都圏第３空港調査検

討委員会（座長：中村英夫武蔵工業大学教授）

を開催した。

８・２ 外国人航海士に対する第一級海上特殊無線技

士第１回養成課程が、$日本無線協会の主催
により、マニラにおいて開催された。

８・３ 「東京国際空港再拡張による船舶航行影響調

査検討会（座長：岩井 聰 東京商船大学名
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誉教授）」第２回会合が開催された。

８・６ 国土交通省は、２００１年７月分の新造船建造許

可集計結果を発表した。それによると、国内

・輸出船合計２４隻、８３万７千総トンで前年同

期と比べ２隻増加、総トン数で２．４％減少した。

８・８ 国際海運会議所（ICS）は、「船舶リサイクルの

行動指針」をまとめた。環境や労働者保護に

ついて海運、造船、解撤業界などに一定の責

任があるとし、船主自身が合理的に取り組め

る行動を示した。

８・９ 米国連邦海事委員会（FMC）は、邦船３社!米
船２社に課してきたレポート内容を変更する

とともに新たにその他９社に対しても、わが

国港湾の規制緩和の状況などをレポートする

ことを課した。これまでFMCは邦船３社!米船
２社に対して１９９９年８月以降定期的にレポー

トを課してきた経緯（４回）がある。

８・１０ 当協会は、首都圏第３空港問題に関し、空港

候補地選定にあたっては、船舶航行の安全確

保について十分なる検討が必要であること等

を内容とした会長コメントを発表した。

８・２０ 国土交通省は、地球温暖化防止に向けた自己

行動計画（ボランタリープラン）の第２回フ

ォローアップ結果を発表した。当協会の計画

については、輸送単位（トン）当たりの CO２

排出量を１９９０年度を基準として２０１０年度に１０％

削減するものであるが、省エネ設備・運転技

術の採用などの対策をとった結果、１９９９年度

ですでに１５％の削減を達成した。

８・２９ 国土交通省は、６月の造船造機統計速報を発

表し、これにより今年上半期の造船４３工場の

竣工量がまとまった。それによると竣工量は

１４８隻（前年同期比１１隻増）、総トン数は５８４万

８千総トン（同１．１％増）となった。

８・２９ 国土交通省は、２００２年度予算の概算要求をま

とめた。

９・６ 国土交通省は新しい内航海運・行政のあり方

を検討する「次世代内航海運懇談会」内に暫

定措置事業部会（部会長：加藤俊平東京理科

大学教授）を設置し、内航海運暫定措置事業

の現状について検討した。

９・１０ 国土交通省は、２００１年８月分の新造船建造許

可集計結果を発表した。それによると国内・

輸出船合計で２８隻、１２０万１千総トンで前年同

期と比べ１７隻、総トン数で３１．５％減少した。

国土交通省は、２００１年６月末現在の内航船

腹量を発表。本年３月末時点と比し、重量ト

ンベースで２．１％増の６９８万３，０００トンとなった。

９・１２ 当協会は、９月１１日に発生した米国同時多発

テロに関し、９月１２日午前５時（日本時間）

福島理事長を本部長とする「情報連絡本部」

を設置した。

９・１７～２１ 国土交通省海事局は、フィリピン・マニ

ラで日本人船長・機関長２名配乗の国際船舶

に乗り込む外国人船員の第５回承認試験を開

催した。

９・１８～１９ 外国人航海士に対する第一級海上特殊無

線技士第２回養成課程が、!日本無線協会の
主催により、マニラにおいて開催された。

９・１８ 国土交通省は「海賊被害防止対策検討委員会」

（委員長：栗林忠男慶応大学法学部教授）の

初会合を開催し、海事行政当局と民間との国

際的な連携・協力への取組み、海賊情報網の

あり方などについて意見交換を行った。

１０・１～５ 有害船底防汚塗料の規制に関する外交会

議が、ロンドンの国際海事機関（IMO）本部で

開催され、５日、TBT（トリブチル・スズ）等

を含む有機スズ系船舶用塗料の使用を規制す

るための新条約が採択された。

１０・４～５ １７カ国・地域の官民関係者、国際機関の

メンバーの出席の下、東南アジア海域の海賊

・武装強盗対策に向けたアジア協力会議が東

京で開催され、海賊対策に関する地域協力の

方向性について検討した。

１０・５～１２ 世界貿易機関（WTO）サービス貿易理事会

特別会合が、スイス・ジュネーブで開催され、

海運分野についても、初めて実質的な審議が

行われた。

１０・８ 国土交通省は、米国による同日未明のテロ組

織壊滅に向けたアフガニスタン攻撃開始を受

け、８日午前２時に緊急テロ対策本部（本部長

：岩村敬総合政策局長）を設置した。

１０・８～１２ 国際海事機関（IMO）第８３回法律委員会が、

英国・ロンドンにおいて開催され、「船客およ
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びその手荷物の海上輸送に関するアテネ条約」

改定問題等に関し審議が行われた。

１０・１１ 国土交通省は、２００１年９月分の新造船建造許可

集計結果を発表した。それによると、国内・

輸出船合計２９隻１２７万６千総トンで前年同期と

比べ３隻増加、総トン数で７６％増加した。

１０・１４～１７ フィリピンのPatricia A. St. Thomas労働雇

用省長官および船員業界関係者の代表団一行

が、フィリピン人船員の雇用促進を政府およ

び関係業界にアピールするため来日した。

１０・１５～１８ 東京MOUは、第１０回 PSC（ポートステー

トコントロール）委員会を東京で開催し、加

盟１７カ国・地域の当局らが PSCマニュアル改

正などについて審議した。

１０・１５～１９ ９２年国際油濁補償基金（IOPCF）の第６回

総会が英国・ロンドンで開催され、荷主によ

る任意の追加補償基金の設立等について検討

が行われた。

１０・１６ 経済団体連合会は、２００１年度の規制緩和要望を

まとめ、政府に提出した。運輸分野海運関係

では、当協会要望項目である輸出入・港湾諸

手続きの簡素化促進およびワンストップサー

ビスの実現をはじめ、９項目を要望した。

１０・２３ 国土交通省は、海事局船員部長の私的懇談会

として官民で構成する「内航船員養成におけ

る即戦力化等に係る検討委員会」（委員長：加

藤俊平東京理科大学教授）を設置し、新人内

航船員の即戦力化等について検討を行った。

１０・２９ 当協会と台湾船主協会は、台湾・台北市で第

６回日台船主協会会談を開催し、両国海運の

現状と展望等について意見交換した。

１０・３０ 国土交通省航空局は、「東京国際空港再拡張に

よる船舶航行影響調査検討会」（座長：岩井聰

東京商船大学名誉教授）第３回会合を開催

した。

１０・３１ 当協会をはじめ官民で構成する「水先区の設

定等に関する検討会」が開催され、関門区に

おける強制水先対象船型の見直しについて、

検討を行い「入出港船は３００総トン以上から原

則３，０００総トン以上に引上げ」「通過船は現行

どおり」とする旨の取りまとめがなされた。

１０・３１ 当協会は、自民党国土交通省交通部会、運輸

・交通関係団体委員会合同会議において、平

成１４年度税制改正要望として、船舶の特別償

却制度の存続などを要望した。

１０・３１ 当協会は、扇千景国土交通大臣および石原伸

晃行政改革担当・規制改革担当大臣に対し、

２１項目からなる規制緩和要望を提出した。

１１・１～２ アジア船主フォーラム（ASF）航行安全お

よび環境委員会（SNEC）がクアラルンプール

で開催された。

１１・９～１４ WTOは、第４回閣僚会合をカタールで開催

し、中国、台湾の加盟を正式に承認するとと

もに、新多角的通商交渉（新ラウンド）の立

上げをうたった閣僚宣言を採択した。

１１・１０ 国土交通省は、１０月分のポートステートコン

トロール（PSC）結果を発表し、国際条約で定

めた基準に適合しないため合計６３隻に改善命

令や航行停止処分を行った。

１１・１３ アジア船主フォーラム（ASF）シッピング・エコ

ノミックス・レビュー委員会（SERC）第９回

中間会合が、香港で開催された。

１１・１９～３０ 国際海事機関（IMO）第２２回総会がロンド

ンで開催され、事業計画及び予算の決定、理

事会の構成国の選挙等について議決された。

理事国選挙では、わが国が再選されるととも

に理事国数が３２カ国から４０カ国に拡大された。

１１・２６ 国土交通省は、「東京国際空港再拡張による船

舶航行影響調査検討会」（座長：岩井 聰 東

京商船大学名誉教授）第４回会合を開催した。

１１・２９ 国土交通省は、海事局長の私的懇談会として

設置した新しい内航海運・行政のあり方を検

討する次世代内航海運懇談会（座長：杉山武

彦一橋大学教授）の第３回会合を開催し、内

航行政の課題を議論した。

１１・２９ 日本港運協会と全国港湾労働組合協議会（全

国港湾）、全日本港湾運輸労働組合同盟（港運

同盟）は、同日開催の「セーフティネット構

築協議会」において１月２日、３日両日の作

業を実施することで合意した。今回の合意に

より、今春闘で協定された日曜荷役の恒常的

実施、祝祭日の夜間荷役、ゲートオープン時

間の延長、１２月３１日・１月４日の荷役作業実

施とともに、港湾の２４時間フルオープン化に
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向け大きく前進した。

１２・４～５ 経済開発協力機構（OECD）海運委員会

（MTC）がパリ OECD本部で開催され、２００２

年から本格化するWTO海運自由化交渉問題や

非OECD諸国との対話問題などについて意見

交換が行われた。

１２・６ 経済開発協力機構（OECD）第２回ワークショ

ップがパリ OECD本部で開催され、船社間協

定に対する独禁法適用除外制度の見直し問題

について議論された。

１２・１４ 与党３党は、平成１４年度税制改正大綱を取り

まとめた。

１２・１４ 国土交通省は、官民で構成する「マリタイム

ジャパン研究会」（座長：橋本寿朗法政大学教

授）が検討を進めていた中間報告を発表した。

これによると国内海事関連産業を海事クラス

ターとしてとらえ、その経済規模を統計処理、

１９９９年度の海事クラスターの国民総生産

（GDP）は約１２兆２０００億円、従業者数１９４万人

という集積度が示された。

１２・１７～２１ 国際労働機関（ILO）は、海事労働基準関係

の条約などを一本化する「統合条約」の策定

に向けた官労使３者からなるハイレベル作業

部会の初会合をジュネーブで開催した。

１２・１９ 国土交通省は、羽田空港の再拡張に関する基

本的考え方について発表した。

１２・２４ 平成１４年度予算の政府案が閣議決定された。

１２・２５ 神戸港埠頭公社は貨物量回復を図るため、公

社バース貸付料を２００２年１月から２００５年３月ま

での間、現契約貸付料に対して約３～４割減

額すると発表した。また同時に、コンテナバ

ースに関しては２００１年１２月から２００４年１１月まで、

年間の取扱量を貸付料減額に反映させる「イ

ンセンティブ制度」も導入した。

１２・２８ 米国議会において、新たな自国海運保護条項

を含む２００２年国防授権法案が提出された問題

で、同条項が削除された上での同法案が成立

した。

１２・３１ 欧州・日本船主協会評議会（CENSA）は３１日

付をもって解散し、同評議会の業務は、２００２

年１月から国際海運集会所（ICS）内に新設さ

れる Shipping Policy Committee（SPC）に移管

することとなった。

【"!!"年】
１・１１ 国土交通省は、２００１年の新造船建造許可実績

をまとめた。それによると３５７隻、１，３８９万７千

総トンで、前年に比べ２６隻増加、総トン数で

１９．９％増となった。

１・１９ １９カ国・２国際機関の大臣らが参加する交通

分野の大臣会合が東京で開催された。

１・２１ 国土交通省は、「都市圏間における効率的で環

境にやさしい物流体系の構築に関する検討会」

（座長：加藤俊平東京理科大学教授）の初会

合を開催し、幹線物流での環境負荷低減シス

テム構築、モーダルシフトを実現するための

方策などについての検討を行った。

１・２１～２５ IMO第３３回訓練当直基準小委員会（STW）

が開催され、船員の訓練、資格証明、当直基

準に関する条約である１９９５年改正 STCW条約

について各国の履行状況が報告された。

１・２５ 国土交通省は、次世代内航海運懇談会（座長

：杉山武彦一橋大学教授）の第４回会合を開

催し、船員の配乗体制など規制の緩和につい

て議論した。

１・３０ 第７回首都圏第３空港調査検討会（座長：中

村英夫武蔵工業大学教授）が開催された。

１・３０ 国土交通省は、１９９５年改正STCW条約の完全実

施を２月１日とされていたものを７月末まで

延期することを発表した。

１・３０ 国土交通省は、船員の労務供給・職業紹介事

業の規制緩和を検討する船員職業紹介等研究

会のワーキンググループ（ワーキンググルー

プ座長：野川 忍 東京学芸大学教授）を開

催し、海事局船員部の規制改革案を提示した。

２・１ STCW９５条約が完全導入された。ただし、条約

要件を完全遵守することが困難との理由から

同条約に関するポートステートコントロール

（PSC）の執行は６ヶ月間延期されている。

２・７ 国土交通省は、邦船社が運航する船舶が受け

た海賊被害の調査結果を発表した。

２・８ 国土交通省海事局は、１月のポートステート

コントロール（PSC）結果を発表した。それに

よると、国際条約で定める基準を満たさない

船協海運日誌

船協海運年報２００２ 229



ため航行停止・改善命令処分となった船舶は

３２隻だった。

２・１１ 国際海事機関（IMO）テロ対策中間作業部会が

開催され、自動船舶識別装置（AIS）の搭載期限

の前倒しなどを検討した。

２・１１～１３ 国連アジア太平洋経済社会委員会（ES-

CAP）の主催により、WTO（世界貿易機関）に

おける海運自由化交渉をテーマとする地域セミ

ナーが、タイ・バンコクで開催された。

２・２２ 国土交通省海事局船員部は、国際船舶制度に

おける日本籍船に船舶職員として乗組むため

の第６回外国人船員承認試験（１月２８日～２

月１日実施）の結果を発表した。これにより

合格者の１１９人（航海士５８人、機関士６１人）を承

認した。

２・２５ 国土交通省港湾局は、物流事業者、荷主企業、

港湾管理者などで構成する「港湾を核とした

静脈物流システム事業化検討委員会」（委員長：

永田勝也早稲田大学理工学部教授）第１回会

合を開催し、廃材などを輸送する静脈物流シ

ステムの現状や事業化に向けた課題を検討し

た。

２・２６ 官民の海事関係者で構成する「第３回海賊被

害防止対策検討委員会」（委員長：栗林忠男慶

応大学法学部教授）が開催され、国土交通省

が行った邦船社の海賊対策に関するアンケー

ト結果を公表した。

２・２６ アジア船主フォーラム（ASF）シッピング・エ

コノミックス・レビュー委員会（SERC）第１０

回中間会合が、シンガポールで開催された。

２・２８ 欧州初審裁判所（CFI）で、欧州航路船社同盟

（旧 TAA、TACA、FEEC）の内陸運賃設定等

を競争法違反とした欧州委員会の判断に対す

る判決が出され、欧州委員会の主張が概ね認

められた。欧州裁判所（ECJ）への控訴期限は

２００３年１月上旬。

２・２８ 当協会は、海運セミナー「不況下における海

運経営」を開催した。

３・４～８ 国際海事機関（IMO）第４７回海洋環境保護

委員会（MEPC４７）がロンドンで開催された。

３・５～７ アジア１７カ国・地域の海上警備機関によ

る海賊対策専門家会合がインドネシア・ジャ

カルタで開催され、最近の海賊対策や事件の

事例、情報交換の推進、地域協定に向けた予

備協議などが開催された。

３・６ 国土交通省は、「都市間における効率的で環境

にやさしい物流体系の構築に関する検討会（モ

ーダルシフト検討会）」（座長：加藤俊平東京理

科大学教授）第２回会合を開催し、物流分野

での環境負荷低減の必要性とその実現方法の

検討など意見交換をおこなった。

３・１１ 当協会は、海上通信の高度化に関する講演会

「どうなる？どうする？これからの海上イン

ターネット」を海運ビルで開催した。

３・１２ 国土交通省は、「海事政策当局者等による専門

家会合」（議長：栗林忠男慶応大学法学部教授）

を東京で開催した。同会合には、アジア地域

１５ケ国の官民関係者および国際海事機関（IMO）、

国際海事局（IMB）の代表者が参加した。

３・１５ 交通政策審議会海事分科会（分科会長・千速

晃新日本製鐵社長）は、船舶建造の中間的指

針として向こう５年間の適正船腹量を予測し

た「２００１!０５年度の内航適正船腹量」を策定し、
国土交通大臣に答申した。これによると２００１

年６月末現在の現有船腹量は、０１年度の適正

船腹量と比較した場合、貨物船３．９％（１０万８，０００

トン）、油送船で７．３％（１１万８，０００トン）の過

剰となった。

３・１８ 国際海事機関（IMO）設計設備小委員会がロ

ンドンで開催された。

３・１８ 国土交通省は、主要５港（東京、横浜、名古

屋、大阪、神戸）の平成１３年１１月分の実績を

発表した。これによると同月の入港船舶は、

１６，６３８隻（前年同月比４．４％減）、７，６８３万総ト

ン（同増減なし）であり、そのうち外航は、

３，３２７隻（２．８％減）、５，８７１万総トン（０．８％減）、

内航は１３，３１１隻（４．８％減）、１，８１２万総トン

（２．３％）であった。

３・１９ アジア船主フォーラム（ASF）保険法務委員会

第７回中間会合が香港で開催された。

３・２０ 当協会は、海運関係者など実務者を対象とし

た「環境セミナー」を海運ビルで開催した。

３・２５ アジア船主フォーラム第５回シップリサイク

リング委員会中間会合が台北で開催された。
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３・２９ 国土交通省は、平成１３年１２月分の内航船舶輸

送統計月報を発表した。これによると総輸送

量は４，３６９万トン（対前年同月比８．９％減）、２０７

億４，６６７万トンキロ（同７．１％減）となっている。

３・２９ 国土交通省は、平成１４年１月分の造船４３工場

の鋼船建造実績を発表した。これによると起

工は１８隻９８万３千 G!T（国内船１隻で５６９G

!T、輸出船１７隻で９８万２千 G!T）、竣工は、

２７隻、１３２万７千 G!T（国内船１隻で４０９G

!T、輸出船２６隻で１３２万６千 G!T）であった。

３・２９ 交通政策審議会港湾分科会（分科会長：須田

八戸工業大学教授）が開催され、国土交通

大臣より諮問された、平成１５年度で終了する

港湾整備７ヵ年計画に続く新たな港湾政策の

あり方について審議がなされた。また今後の

審議は、同分科会の下に「物流・産業」およ

び「環境・安全」の２つの部会を設置・検討

することも併せて了承され、同分科会での結

果が本年７月開催予定の港湾分科会に報告さ

れることとなる。

４・４～５ OECD造船協定問題に関する関係業界ヒ

アリングが実施された。

４・１０ 国土交通省は、２００１年１２月末現在の内航船腹量

を発表した。これによると船腹量は７，０７３隻、

３９１万７千総トン、７０６万７千重量トンで、２００１

年９月末時点と比べ１９隻減少、重量トン、総

トンベースともに１．１％の増加となった。

４・１１ ２００２年度港湾春闘が妥結した。

４・１１ 国土交通省は、２００２年３月分の新造船建造許

可集計結果を発表した。それによると、国内

・輸出船合計２７隻１０５万６千総トンで前年同期

と比べ１７隻減少、総トン数で４６％減少した。

４・１９ 国土交通省は、内航船乗組み制度検討委員会

の初会合を開催した。同会合は、船員の適正

な労働環境、安全・安定運航の確保を前提に

して効率的な船舶職員の配乗体制を再構築す

ることとしている。

４・１９ 当協会は、公海上を航行中のパナマ籍タンカ

ー「TAJIMA」で発生した殺人事件に関し、扇

国土交通大臣、川口外務大臣、森山法務大臣、

縄野海上保安庁長官ならびにアダメスパナマ

共和国特命全権大使に対して本事件の早期解

決に関する要望書を提出した。

４・２２ 第５回シップ・リサイクル連絡協議会が海運

ビルにて開催された。

４・２２～２６ IMO第８４回法律委員会がロンドン・IMO

本部で開催された。

４・２５ 当協会は、公海上を航行中のパナマ籍タンカ

ー「TAJIMA」で発生した殺人事件に関し、被

疑者の仮上陸等を求める緊急要請として森山

眞弓法務大臣に要望書を提出した。

４・２６ 国土交通省は、次世代内航海運懇談会（座長：

杉山武彦一橋大学副学長）第６回会合を開催

し、「次世代内航海運ビジョン―２１世紀型内航

海運を目指して」を公表した。

４・２５～２６ 第１０１回OECD造船部会がパリで開催され

た。

４・２５ 国土交通省は、平成１４年２月分の造船４３工場

の鋼船建造実績を発表した。これによると起

工は１４隻、７１万７千 G!T（国内船は無し）、竣

工は、１９隻、８０万１千 G!T（国内船は無し）で

あった。

４・２６ 国土交通省は、「東京国際空港の再拡張に係る

航行安全基礎調査検討会」の初会合を開催し

た。

４・２９ 政府は、平成１４年春の叙勲・褒章受章者を発

表した。当協会会員会社関係者では、勲三等

瑞宝章に、鱸重之（元大阪商船三井船舶副社

長）氏が受章された。

４・２９～５・３ ９２年国際油濁補償基金第６回臨時総

会等がロンドン・IMO本部で開催され、追加

補償基金に関する議定書案採択のための外交

会議の開催費用および環境損害の認定基準等

について審議が行われた。

４・３０ 国土交通省は、平成１４年１月分の内航船舶輸

送統計月報を発表した。これによると総輸送

量は４，０６１万トン（対前年同月比６．３％減）、１９８

億２，８０４万トンキロ（同１．０％減）となっている。

５・７ 国土交通省は、今後の港湾物流政策について

検討を行う交通政策審議会「第１回物流・産

業部会（座長：杉山武彦一橋大学教授）を開

催し、スーパー中枢港湾構想につき同省が政

策案を提示、参加委員からの意見を求めた。

５・８ 当協会は、公海上を航行中のパナマ籍タンカ
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ー「TAJIMA」で発生した殺人事件に関し、被

疑者の仮上陸に関し、４月２５日の要望書につ

づき改めて森山法務大臣、扇国土交通大臣、

川口外務大臣ならびに縄野海上保安庁長官に

要望書を提出した。

５・１０ 国土交通省は、第５回内航船員養成における

即戦力化等に係る検討委員会（委員長：加藤

俊平 東京理科大学教授）を開催し、「内航船

員養成における即戦力化等に係る提言」を取

りまとめた。

５・１５ ４月７日に公海上を航行中のパナマ籍タンカ

ー「TAJIMA」で発生した殺人事件に関し、被

疑者２名を仮拘禁するための措置が実行され、

世界的な海上輸送におけるテロ防止対策、バ

ルクキャリアの安全対策などが審議された。

５・１５～２４ 国際海事機関（IMO）第７５回海上安全委員

会（MSC７５）がロンドンの IMO本部で開催さ

れ、世界的な海上輸送におけるテロ防止対策、

バルクキャリアの安全対策などが審議された。

５・１７ 海運大手３社の２００２年３月期決算が出揃った。

それによると主力のコンテナ船事業の部門営

業損益が運賃の大幅下落で３期ぶりに赤字に

転落し、コスト削減や円安効果で埋めきれず、

経常利益は下落した。

５・１７ 国土交通省は、２００２年４月分の新造船建造許

可集計結果を発表した。それによると、国内

・輸出船合計３６隻、１２０万７千総トンで前年同

期と比べ６隻減少、総トン数で４．５％増加した。

５・２０ 国土交通省は、主要５港（東京、横浜、名古

屋、大阪、神戸）の平成１４年１月分の実績を

発表した。これによると同月の入港船舶は、

１５，２６５隻（前年同月比９．１％減）、７，１７２万総ト

ン（同０．６％減）であり、そのうち外航は、３，０５８

隻（４．３％減）、５，５７２万総トン（０．１％増）、内航

は１２，２０７隻（１０．３％減）、１，６００万総トン（２．６％

減）であった。

５・２１ 国連環境計画バーゼル条約締約国会議 第５

回法律作業部会（LWG）、第２０回技術作業部会

（TWG）、第２回 TWG、LWG合同会議がジュネ

ーブで開催された。

５・２２ アロヨ・フィリピン大統領より当協会メンバ

ーの長年にわたるフィリピン人船員の雇用お

よび訓練に対する貢献に対する感謝として、

"長会長に感謝状が授与された。
５・２７ 国土交通省は、平成１４年３月分の造船４３工場

の鋼船建造実績を発表した。これによると起

工は２１隻、１１１万９千G!T（国内船４隻で１，５７８

G!T、輸出船１７隻で１１１万７千G!T）、竣工は

３０隻、１２８万６千G!T（国内船３隻で６６３G!T、

輸出船２７隻で１２８万９千 G!T）であった。

５・２８ アジア船主フォーラム（ASF）第１１回総会が台

北で開催された。

５・２８ 国土交通省は、平成１４年２月分の内航船舶輸

送統計月報を発表した。これによると総輸送

量は４，４４１万トン（対前年同月比０．７％減）、２０４

億３８９万トンキロ（同２．２％減）となっている。

５・２９ 国土交通省港湾局は、局内検討組織「国際ハ

ブ港湾のあり方研究会」（座長：稲村肇東北大

学教授）の最終会合を開催し、国内外のトラ

ンシップ貨物を日本の主要港に集中させるた

めの方策が検討された。今回まとめられた内

容は、６月１０日開催予定の交通政策審議会（港

湾分科会）『第二回物流・産業部会』での検討材

料として報告される予定。

５・２９ 学識経験者、業界団体、国土交通省などの関

係者で構成される「内航海運制度検討会」初

会合が国土交通省で開催され、４月２６日に策

定された次世代内航海運ビジョンで、行政の

取り組み施策のうち事業・船員安全規制見直

しに関して検討を行った。

６・１０ 国土交通省は、交通政策審議会港湾分科会第

２回物流・産業部会（部会長：杉山武彦一橋

大学教授）を開催した。同部会は『経済社会

の変化に対応し、国際競争力の強化、産業の

再生、循環型社会の構築などを通じてより良

い暮らしを実現する港湾政策のあり方』が交

通政策審議会に諮問されたのを受け、その具

体的検討の場として設置されたもの。

６・１２～１３ 国際海運会議所（ICS）!国際海運連盟
（ISF）は、ノルウェー・オスロでそれぞれ年

次総会を開催した。

６・１３～１４ 国際運輸労連（ITF）は、ロンドンで公正

慣行委員会（FPC）を開催した。同委員会にお

いて、フィリピン船員組合アモサップ（AMO-
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SUP）は、便宜置籍船（FOC）に乗り込む船員

の最低賃金（ベンチマーク）の凍結について

動議を行ったが、本問題については継続協議

となった。

６・１７ 国土交通省は、バヌアツ籍便宜置籍船（FOC）

船に配乗される日本人船員の海技免状につい

て、バヌアツ政府が承認するための二国間協

定が締結された。これは、８月１日から完全

実施される１９９５年改正 STCW条約（船員の訓

練・資格証明・当直基準に関する国際条約）

が船籍国と船員の国籍国間の承認協定を求め

ているためである。

６・１９ 当協会は第５５回通常総会を開催した。

６・２０ 外航中小船主協会は第４４回定時総会を開催し

た。

６・２０ 国土交通省、海上保安庁、法務省、外務省で

構成する「日本関係外国籍船内における犯罪

に関する諸問題検討会」の初会合が開催され、

外国籍船上で犯罪等が発生した際の早期解決

を図るため、関係省庁だけでなく、便宜置籍

（FOC）国政府や船社などを含めた連絡体制の

構築について意見交換を行った。

６・２４ パナマ運河庁（PCA）は、運河通航料金を平均

１３％値上げする問題について、各国大使館と

意見交換をおこなった。そのなかで、わが国

政府は、同料金の値上げ反対を主張する当協

会の意見書を同運河庁に提出した。

６・２４ 国土交通省は、平成１４年３月分の内航船舶輸

送統計月報を発表した。これによると総輸送

量は４，６２７万トン（対前年同月比１．４％増）、２１０

億２，３６５万トンキロ（同３．６％減）となっている。

６・２４ 国土交通省は、交通政策審議会港湾分科会第

３回物流・産業部会（部会長：杉山武彦一橋

大学教授）ならびに第３回環境・安全等部会

（部会長：須田!八戸工業大学教授）を開催
し、港湾局が提示した『中間報告』（案）につ

いて、それぞれ討議を行った。

なお、次回港湾分科会（７月１２日）に、こ

れまでの討議結果を踏まえた『中間報告』が

答申される予定。

６・２５ 当協会は、第１回「外国籍船上での犯罪等検

討タスクフォース」会合を開催した。

６・２６ 国土交通省は、IMO等国際機関での船舶解撤

に係る審議へのわが国の対応を検討するため

官民の海事関係者からなる「シップリサイク

ル検討委員会」を設置、その初会合を開催し

た。

６・２６～２７ 主要８カ国（Ｇ８）の首脳会議（サミット）

がカナダ・カナナスキスで開催され、国際交

通システムのテロ対策を推進する行動文書が

採択された。海事保安については、IMOにお

いて審議中のテロ対策を支持する内容となっ

ている。

６・２８ 国土交通省海事局および当協会は、わが国の

外航海運企業税制のあり方について討議する

ための産学官のメンバーによる「外航海運企

業税制検討会」の初会合を開催した。

６・２８ 国土交通省は、「我が国造船業及び舶用工業の

現状と課題の分析と今後予想される取るべき

措置、国際対応のあり方等について検討し、

産業戦略の明確化とこれからの政策指針を確

立すること」を目的に「造船産業競争戦略会

議」を設置し、その初会合を開催した。

６・２８ 国土交通省は、「国際船舶制度に係る施策の具

体化のための検討・施策立ち上がり後のフォ

ローアップをおこなうための官労使参加によ

る検討会」の初会合を開催した。

６・２８ 国土交通省は、平成１４年４月分の造船４３工場

の鋼船建造実績を発表した。これによると起

工は１９隻、７１万 G!T（輸出船のみ）、竣工は、

１３隻、６０万６千 G!T（輸出船のみ）であった。

船協海運日誌
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京浜地区所属（６７社）

ア ク ト マ リ タ イ ム 株 式 会 社 取締役社長 津 郷 卓 見

旭 海 運 株 式 会 社 取締役社長 田 渕 啓 仁

旭 タ ン カ ー 株 式 会 社 取締役社長 菊 間 邁

東 海 運 株 式 会 社 取締役社長 関 司 満 雄

千 葉 商 船 株 式 会 社 取締役社長 木 内 志 郎

第 一 中 央 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 竹 村 治

第 一 タ ン カ ー 株 式 会 社 取締役社長 関 美 英

大 東 通 商 株 式 会 社 取締役社長 中 部 由 郎

イースタン・カーライナー株式会社 取締役社長 長 手 孝

日 之 出 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 小 林 進 二

邦 洋 海 運 株 式 会 社 取締役社長 内 藤 吉 起

出 光 タ ン カ ー 株 式 会 社 取締役社長 北 村 修 一

飯 野 海 運 株 式 会 社 取締役社長 太 田 健 夫

インターエイシアライン株式会社 取締役社長 本 荘 卓 彌

乾 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 乾 新 悟

板 谷 商 船 株 式 会 社 取締役社長 板 谷 宮 吉

神 原 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 神 原 眞 人

株 式 会 社 関 西 ラ イ ン 取締役社長 有 井 晋

川 崎 近 海 汽 船 株 式 会 社 取締役会長 毛 利 盟

株式会社キーマックスマリタイム 取締役社長 栢 原 信 郎

近 海 郵 船 株 式 会 社 取締役会長 齋 藤 正 一

国 際 エ ネ ル ギ ー 輸 送 株 式 会 社 取締役社長 廣 瀬 忠 邦

国際マリントランスポート株式会社 取締役社長 南 野 孝 一

栗 林 物 流 シ ス テ ム 株 式 会 社 取締役社長 栗 林 宏 吉

栗 林 商 船 株 式 会 社 取締役社長 栗 林 宏 吉

共 榮 タ ン カ ー 株 式 会 社 取締役社長 瀬 戸 靖 雄

共 和 産 業 海 運 株 式 会 社 取締役社長 三 輪 大 成

三 菱 鉱 石 輸 送 株 式 会 社 取締役社長 松 宮 俊 明

（２００２年４月１日現在!地区別アルファベット順）

日本船主協会会員名簿
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三 井 近 海 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 渡 辺 豊

宗 像 海 運 株 式 会 社 取締役社長 市 倉 則 勝

日 本 マ リ ン 株 式 会 社 取締役社長 関 根 隆太郎

日 本 海 運 株 式 会 社 取締役社長 熊 野 武

日 本 海 洋 事 業 株 式 会 社 取締役社長 松 原 功 一

日 本 サ ル ヴ ヱ ー ジ 株 式 会 社 取締役社長 草 野 計 重

日 本 水 産 株 式 会 社 取締役社長 垣 添 直 也

日 本 郵 船 株 式 会 社 取締役社長 草 刈 隆 郎

日 産 専 用 船 株 式 会 社 取締役社長 住 友 昭 夫

日 伸 海 運 株 式 会 社 取締役社長 藤 井 弥 生

日 正 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 相 澤 達

株 式 会 社 ニ ッ ス イ シ ッ ピ ン グ 取締役社長 足 達 幸 治

日 鐵 物 流 株 式 会 社 取締役社長 阿 部 久

日 鉄 海 運 株 式 会 社 取締役社長 川 戸 健

三 光 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 松 井 毅

三 洋 海 運 株 式 会 社 取締役社長 三 木 孝 幸

関 兵 海 運 株 式 会 社 取締役社長 関 駿 也

新和ケミカルタンカー株式会社 取締役社長 小 林 公 孝

新 和 海 運 株 式 会 社 取締役社長 鷲 見 嘉 一

新 和 内 航 海 運 株 式 会 社 取締役社長 梅 村 克 彦

株 式 会 社 商 船 三 井 取締役社長 鈴 木 邦 雄

商 船 三 井 近 海 株 式 会 社 取締役会長 田 村 茂

商 船 三 井 客 船 株 式 会 社 取締役社長 宮 ! 通

昭 和 シ ェ ル 船 舶 株 式 会 社 取締役社長 香 藤 繁 常

昭 和 油 槽 船 株 式 会 社 取締役社長 鳥 飼 万歳喜

太 平 洋 沿 海 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 秋 山 滋

太 平 洋 海 運 株 式 会 社 取締役社長 綿 貫 武

太 平 洋 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 秋 山 滋

玉 井 商 船 株 式 会 社 取締役社長 玉 井 洋 吉

反 田 海 運 株 式 会 社 取締役社長 反 田 邦 彦

反 田 産 業 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 反 田 邦 彦

東 朋 海 運 株 式 会 社 取締役社長 三 河 尚 義

東 海 商 船 株 式 会 社 取締役社長 伊 藤 淳

東 京 マ リ ン 株 式 会 社 取締役社長 桑 野 訓

会員名 届出代表者役職名・氏名

236 船協海運年報２００２



東 京 船 舶 株 式 会 社 取締役社長 金 盛 啓太郎

東 京 タ ン カ ー 株 式 会 社 取締役社長 松 永 宏 之

鶴 見 サ ン マ リ ン 株 式 会 社 取締役社長 岩 本 剛

上 野 ト ラ ン ス テ ッ ク 株 式 会 社 取締役社長 上 野 孝

雄 洋 海 運 株 式 会 社 取締役社長 小 澤 浩 次

阪神地区所属（３２社）

旭 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 矢 島 豊

第 一 船 舶 株 式 会 社 取締役社長 三 上 文 彦

大 光 海 運 株 式 会 社 取締役社長 金 子 勝 信

大 日 イ ン ベ ス ト 株 式 会 社 取締役社長 石 坂 公 孝

芸 州 海 運 株 式 会 社 取締役社長 城 戸 常 太

八 馬 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 小 林 宏 志

株 式 会 社 関 西 テ ッ ク 取締役社長 上 山 清 治

川 崎 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 ! 長 保 英

神 戸 棧 橋 株 式 会 社 取締役社長 林 忠 男

神 戸 船 舶 株 式 会 社 取締役社長 原 田 弘

国 華 産 業 株 式 会 社 取締役社長 柾 木 久 和

株 式 会 社 協 成 ラ イ ン 代表取締役 真 木 克 朗

枡 本 海 運 産 業 株 式 会 社 取締役社長 枡 本 守 生

明 治 海 運 株 式 会 社 取締役社長 内 田 和 也

美 須 賀 海 運 株 式 会 社 専務取締役 倉 谷 義 雄

株式会社ナカタ・マックコーポレーション 取締役会長 中 田 貞 雄

浪 速 タ ン カ ー 株 式 会 社 取締役社長 福 岡 孝 一

新 田 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 新 田 仲 博

大 阪 船 舶 株 式 会 社 取締役会長 小 谷 道 彦

プ リ ン ス 海 運 株 式 会 社 取締役社長 長 手 裕

佐 藤 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 佐 藤 忠 男

佐 藤 國 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 佐 藤 國 臣

セ ン コ ー 株 式 会 社 取締役会長 馬 場 英 次

瀬 野 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 瀬 野 利 一

正 栄 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 檜 垣 榮 治

田 渕 海 運 株 式 会 社 取締役社長 田 渕 訓 生

太 洋 日 本 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 林 忠 男
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大 窯 汽 船 株 式 会 社 取締役社長 守 石 恵 三

株 式 会 社 辰 巳 商 会 取締役社長 木 谷 光 徳

東 慶 海 運 株 式 会 社 取締役社長 長谷部 安 俊

東 興 海 運 株 式 会 社 取締役社長 井 " 大 介

東 和 船 舶 株 式 会 社 取締役社長 長 手 裕

九州地区所属（５社）

堀 江 船 舶 株 式 会 社 取締役会長 堀 江 ! 三

北 九 州 運 輸 株 式 会 社 取締役社長 荒 木 敦

松 島 コ ー ル ラ イ ン 株 式 会 社 取締役社長 政 住 重 幸

鶴 丸 海 運 株 式 会 社 取締役社長 鶴 丸 俊 輔

宇 部 興 産 海 運 株 式 会 社 取締役社長 坂 田 守

会員名 届出代表者役職名・氏名
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